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概 要

●

1.情 報 システム ・ネットワーク化調査 の 目的

本 調 査 は 、毎年 国 内の コ ン ピュー タユー ザー の情報 シス テ ム 、 お よび ネ ッ ト

ワー ク化 の 動 向 を把握 し、 当協 会 が発行 す る 『情報 化 白書 』 の 基礎 資 料 を収集

す る とと もに今後 企 業等 が 、高 度利 用 を推 進す る に 当た って の参 考 資 料 を提供

す る こと を 目的 と して い ます 。

2.構 成

情 報 シ ス テ ム ・ネ ッ トワ ー ク 化 調 査(前 年 ま で の 「コ ン ピ ュ ー タ 利 用 状 況 調

査 」 を 名 称 変 更 しま した)(通 算 第34回)

(1)情 報 化 動 向基 礎 調 査

情 報 化 投 資 の 状 況 、 情 報 シ ス テ ム 部 門 の 担 当 業 務 の 動 向 、 情 報 シ ス テ ム

部 門 要 員 の 動 向 、ITガ バ ナ ンス の 状 況 、

(2)ネ ッ トワー ク 利 用 動 向 調 査

通 信 回 線 サ ー ビ ス の 利 用 動 向 、 コ ン ピュ ー タ ネ ッ トワー ク の 利 用 動 向 、

モ バ イ ル コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ の利 用 動 向 、CRMの 利 用 状 況

(3)特 定 テ ー マ 調 査

ア ウ トソー シ ン グ の 利 用 状 況 、ASP(ApplicationServiceProvider)

の 利 用 動 向(平 成13年 度 調 査 新 設)、CMM(CapabilityMaturityModel平

成13年 度 調 査 新 設)

3.調 査 時 期

平 成13年9月30日 現在 を調査 時 点 と し、平成13年11月22日 か ら

12月27日 まで を調 査期 間 と した 。

4.発 送 回 収 状 況

発 送 数 回 収 数

9,7171,598

回 収 率

16.4%
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5.報 告 書 の 利 用 等

この 『情 報 システ ム ・ネ ッ トワー ク化 調査 集 計 結果 大要 』 は全 回答 者 にお 送

りします 。報 告 書等 の お 申込 み、 お よび 内容 につ いて のお 問合 せ 先 は 、下 記下

記宛先 まで ご連 絡下 さい。

〒105-0011東 京 都 港 区 芝 公 園3-5-8機 械 振 興 会 館3階

財 団 法 人 日本 情 報 処 理 開 発 協 会 調 査 部 普 及 振 興 課

電 話:03-3432-9381FAX:03-3432-9389

'
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回答 社構 成

情報 システ ム要員 数規模 別回答 社構成

産 業別新 規情 報化 投資 の構成

ユ ーザー の重 要 な情報化 関連課 題 の関心 度

情報 化投 資 の効 果

アウ トソー シ ングで の委託 業務割 合(全 システ ム系)

Web系 で のア ウ トソー シング業務 の割合

アウトソーシング先 の選 定基 準,選 定 理 由

ASP利 用 の メ リッ ト

ASP利 用 の実 績 と見通 し

外部 要員 に対す る派 遣元へ の 日額 換算支払 い費用

ITガ バ ナ ンス 評価 グ レー ド

産 業別CMMの 認知 状況

産 業別CMM認 証 の有効性

情 報 シス テム部 門 の年度別 業務担 当状況

情 報 システ ム部 門要員 に

情 報 シス テム部 門要員 月額給 与平均 求め られ るスキ ル

オ ンライ ン通 信 回線サ ー ビスの利用 状況

オ ンライ ン通 信 回線サ ー ビスの利用意 向

産 業別IP-VPNの 導入利用 状況

産 業別VoIPの 導入 利用状況

産 業別 エ クス トラネ ッ ト接続通 信 回線 の利用 状 況

IPネ ッ トワー クサー ビス の利用理 由、 目的

ネ ッ トワー ク構 成機 器 保有数 の増減 と今 後 の見通 し

ネ ッ トワー ク化 によ る効 果 の状況

ネ ッ トワー ク利用 の将 来の見通 し

産 業別 モバイ ル コ ン ピュー ティ ングの導 入利 用 状況

従 業員規 模別 モバ イル コン ピューテ ィ ングの利用 内容

モバ イル コ ンピューテ ィ ング に期待す る効果 とそ の他 の満 足度
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従業員規模 別モ バイル コ ン ピュー テ ィング利用 上の 問題点

産業別CRM:顧 客対応 チ ャネル の利用状 況

産業別CRM:イ ンター ネ ッ ト対 応機能 の導入 状況

産業別CRM:顧 客情 報整備 ・統 合状況

産業別CRM:顧 客 デー タ分析 ・活用 手法の導 入状況

●
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了 グラフて据 る情 報 システム ・ネ ットワークfkノ

☆ グラフ中の「N」は当該項 目に対する回答 社数 です。

☆ 特 に断りがなければ,数 値 は全産業平均の値です。

【資本金規模】

1鯛 未 満 ・億円〃1・ 億円1・ ・億円";野 円
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1億円未満

16

1000億 円
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【従 業 員数規 模】

100人未満300人 〃

86

回 答 社 数:1598

1000人 〃 5000人 〃

307 讐 鎚鞭熱 ・

5000人

以

(%)

1図 回答社構成

内部要 員

(1558)

(565)

47.9

・()内 数 値 は 回答社 数

300人 未 満

100人2 .0

、。人未満,。 人∪

2α3

500人 未 満

0.6

500人 以 上

0.9

外部要員 ㍉瀞 藤 雛 函 顯 懇毒 藩17.7 一&・1賀 ・i瞬 ■(%)

O内 は回答社数

製造業(462)

非製 造業(744)

公 務(116)

全産 業(1322)

投資金額構成比0%

〃 ↑＼
3.43.g2.11.8

2図 情報システム要員数規模別回答社構成

～

25%

～
50%75% 100%

ロインターネット

■エクストラネット

日その他

出イントラネット

日その他 のホストシステム/ネットワーク

3図 産業別新規情報化投資の構 成
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回答率(社数比:96)
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Webコ ンピューティング

コンピュータ不 正アクセス

イントラネット

インターネット

企業 間EC(電 子 商 取 引)

情報 システム安全 対策

クライアント/サーバシステム

個 人 情 報保護

ブロー ドバ ンド

電 子 認証 ・公 証

ネットワークOS(WindowsNT等)

TCO(TotalCostofOwnership

情報 化総 費 用)

ナレワジマネジメント

ERP(統 合 業 務パVケーシ')

デ一夕ウェアハウス

エント'ユーザコンビミーティング

CRM(Custemer

RelationshipManagement)

XML(ExtensibleMarkup

L8nguage)

サプライチェーンマネジメント

電子 政府

オブジェ外 指 向シス〒ム開発 言語

(JAVA等)

エウストラネット

対 消費 者EC(電 子商 取 引)

ソフトウェア品 質向 上

ギカ'ヒ'ットイーサネット

Linux

分 散処 理技 術

iDC/ASP(ApplicationService

Provider)

次 世代 無 線通 信技 術

知 的財 産権(ビ ジネスモデル特 許

を含む)

シン(thin)クライアント

CTr(ComputerTelephony

lntegration)

SLA(ServiceLevelAgreement)

UML

【10項目以内で複数選択】

ロ全 ユーザー1501

4図 ユーザーの重要な情報化関連課題の関心度
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エンドユーザ、顧客へのサービス向上

商品の生産コスト/販 売コストの引き下げ

新商品/サ ービス品目開発の効率化

新しいビジネスモデルの実現

業務の量的拡大への対応

システム開発/メ ンテナンスの能率向上

情報処理運用、アウトプット作成迅速化

情報システム部門要員の削減/配 置転換

一般社員の削減/配 置転換

情報処理経費/シ ステム開発費用の削減

営業経費、間接経費の削減

その他

0% 25% 50% 75% 100%

■効果あり 日なし 口わからない (N=1434)

5図 情報化投資の効果
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社数比(%)

他のアウトソーシング先よりコストが安い

信頼性、安全性が確保されている

技術力が高く、最新技術を駆使できる

業種や業務のノウハウに優れ、情報

戦略に適合している

機動力、動員力等があり、利用部門へ

のサービスが行き届いている

その他
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全 産 業(1366);5,1
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13図 産業別CMMの 認知状況

0%20%40%60%80%100%

()内 は 回 答 社 数

製造業(1・5)騰 ㌘1・ 瀕)壼 一 §

非製造業(198)

公務(25川畷}〉 …OPSk¥SlxXXXXXXXXXtxxxx"

全産業(328)15・ ・髪一

口有効と思うZ有 効と思わない

14図 産業別CMM認 証の有効性
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は じ め に

(財)日 本情 報処 理 開発 協会 で は、 昭和44年 以来 毎年 「コ ン ピュー タ利 用状 況調

査 」 を実施 し、わが 国の コンピュー タユ ーザ ーのIT活 用 の 動 向を調査 して きた。 し'

か し、平成13年 度か らは、経済産 業省で実施 して いる 「情報処 理実態調査」(承認統

計)が 、EC(電 子商 取引)の 実態把握 を採 り入れ るな ど調 査内容 を大幅 に改訂 された

の を機 に、両調査 の役割 り(補 完 性)を 明確 に し、有 機的な連携 を重視す る こととし

て 、本調 査 の内容 等 も見 直 し、 調査 の名称 も 「情報 システ ム ・ネ ッ トワー ク化 調

査」 と改め実施す る こととした。

本 調査 の実施 に当た って は、 「企業情報化調 査研 究委員会(委 員長 高原康彦 千葉

工業大学教授)を 設置 し、調査 内容の検 討をは じめ、調査 結果 の分析や報告 書の作成

を行 った。

本報告書 は29業 種 に分 け られた約10,000の 事業体 の情報 システム部 門を対 象 に実

施 したア ンケー ト調査 の結果 を もとに、ネ ッ トワー ク化 を中心 とす る情 報化 の動向

につ いて集計 ・分析 を行 い、 と りまとめた ものである。

わが 国の情 報化 の現 状 を把握 し、将来の動 向を見据 え るた めに上記 「情報 処理実

態 調査」 と ともに本報 告書が関係 方面 に広 く活 用 され 、些 かな りともお役 に立て ば

幸 いである。

最後 に、本調査実施 に当たって、ア ンケー トに ご回答 いた だいた事 業体 、な らび

に ご協 力を賜 った関係各位 に心 よ り感謝 する次第 である。

平成14年3月

財団法人 日本情報処理開発協会.
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1調 査の概要

1.1情 報 シス テ ム ・ネ ッ トワー ク化 調 査 の 目的

この調査は、毎年 国内のコンピュー ダ ユーザーの情報 システムの利用、及びネ ッ トワ

ー ク化 の動向を調査 し、当協会が発行す る 『情報化 白書』 の基礎資料 を収集す るとと

もに、今後 の情報 システムの高度利用 に関 して、企業等 の情報化 を推進するための参

考資料 として関係各方面に提供することを目的 として いる。

1.2調 査 の 構 成

ノ

今年度 は、経済産業省で実施 している 「情報処理実態調査」(以 下 「情実調」)が 、

EC(電 子商取引)の 詳細な実態把握 を採 り入れ るな ど調査内容 を大幅に改訂 された

のに伴い、本調査 も従来 の 「コ ンピュータ利用状況調査」 を内容、構成性等 を改め、

「情報 システム ・ネ ッ トワーク化 調査」 と改称 して実施 した。調査の内容 は以下の通

り。 一

【情報システム ・ネ ッ トワーク化調査】

(1)情 報化動向基礎調査

情報システム部門な どで情報処理業務に携わ って いる全 コンピュータユーザー を

対象に情報化 の基本的な要件や環境整備な どに関する動 向を把握す るもので、次の

ような内容の調査項 目を設定 している。

① 情報化投資の状況

② 情報システム部門の担 当業務の動向

③ 情報システム部門要員(社 内要員、社外要員)の 動向

④ITガ バナンスの状況
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(2プネ ッ トワーク利用動向調査

コンピュー タユーザーのネ ッ トワーク利用の状況を把握す るもので、次 のよ うな

内容の調査項 目を設定 して いる。

① 通信回線サー ビスの利用動向

② コンピュータネ ッ トワー クの利用動向

③ モバイルコンピューティングの利用動向

④CRMの 利用状況

(3)特 定テーマ調査

情報化を推進す る上で コンピュータユーザーの関心が高い、あるいは重要なテー

マ を適時取 り上げて情報化ノ新 しい傾向を把握す るもので、次のような内容の調査項

目を設定している。

① アウ トソー シングの利用状況

②ASP(ApplicationServiceProvider)の 利用動向(今年度新設)

③CMM(CapabilityMaturityModel)の 認識状況(今年度新設)

1.3調 査 時 期 、調 査 期 間

平成13年 度の情報 システム ・ネ ヅトワー ク化調査は、平成13年9月30日 現在

を調査時点とし、平成13年11月22日 か ら12月27日 までを調査期間 とした。

1.4発 送 回収状 況

(1)回 収状況

発 送 数

9,717

【業種別回収状況表】

「

回 収 数 回 収 率

1,59816.4%

(IX集 計結果第1表 に掲載)

(2)回 答社構成

① 企業属性規模別の回答社構成

回答企業の属性 として、資本金、年商、従業員数の3要 素をとり、それぞれ、

規模の区分 を設定 して いる。なお今年度か らは、前出の情実調データ との関連

を見やす くす るため、本調査の区分 も前年度 までの区分 に代えて、情実調の区

分を採用 している。
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区分 数 値 範 囲

資
本
金
規
模

(1) 1億 円未満

(2) 1億 円以上～5億 円未満

(3) 5億 円以上～10億 円未満
、

(4) 10億 円以上～100億 円未 満

(5) 100億 円以上

年
商
規
模

(D 1億 円未満

(2) 1億 円以上～10億 円未満

(3) 10億 円以上～100億 円未満

(4) 100億 円以上～1000億 円未満

(5) 1000億 円以上

従
業
員
数
規
模

(1) 100人 未満
へ

(2) 100人 以上～300人 未満

(3) 300人 以上～1,000人 未満

(4) 1,000人 以 上～5,000人 未 満

(5) 5,000人 以 上

【資本金規模】

1億円未満 5億 円 〃 10億 円100億 円 〃
100億 円

以上

(%)

【年商 規模 】

1億 円未満

10億 円 〃100億 円" 1000億 円 〃

334

1eOO億 円

以上

一 ・難1・3

なレ不明

欝灘 羅(,)

【従 業 員数 規模 】

100人未満300人 〃

86

回 答 社 数:1598

1-1図

1000人 〃

307

回答社企業の属性規模別構成

5000人 〃

1… 人 .
以

謝,)
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【資本金 、年商、従業員規模別回収状況表 】(IX集 計結果第2～4表 に掲載)

② 業種

回答企業 の業種 を前年度 までの27業 種 の区分で集 計 していたが、下表のよ

うに今年度か ら29業 種 に変更 している。 これは情実 調で採用 して いる27業

種区分 と本調査独自の政府 、地方自治体 の2業 種分を加えたものである。

業種分類表

コード 業 種 名 対 象 業 種 の 範 囲 等
01.食 料 品 、飲料 ・たばこ・飼料製造業

02.繊 維 工業 衣服など二次繊維加工品の製造業も含む。

03.パ ル プ・紙 ・紙加工 品製造業 印刷 ・同関連産業は、14.その他の製造業に分類されます。

04.化 学 工業 プラスチック(粉末、粒状、液体の製造品)、合成ゴム、化学繊維、医薬

品、洗剤、化粧品等の製造業はここに含みます。
05.石 油 ・石炭 ・プラスチック製品製造 業 プラスチック製品製造業は押出、射出等の成形、成形のための配合・

混合、製品の切断・接合等の加工、再生プラスチックを製造する事業

所(他に分類されないもの)をいいます。
06.窯 業 ・土石製品製造業

07.鉄 鋼 業

08.非 鉄金属製品・金属製品製造業

09.一 般機械器具製造業' ボイラー、建設機械、産業用ロボット等製造業

10.電 気機械器具製造業 発電機、電球等。(次の11.情報通信機械器具製造業に該当するもの
を除く)

11.情 報通信機械器具製造業 通信機器・同関連機器(ラジオ、テレビ含む)、電子計算機・同附属装
置、電子部品・デバイスの製造業が該当します。

12.輸 送用機械器具製造業 自動車、航空機等製造業及びその部品、エンジンの製造業

13.精 密機械器具製造業 計量器、眼鏡、時計、レンズ等製造業

14.そ の 他の製造業 上 記Ol.～13.以 外 の業種で木材 ・木製 品、家具 ・装備 品、印刷 ・同関

連 産業、ゴム製品 、皮 ・同製品、武器 ・貴金属 ・装身具 、楽器 、玩具・運

動 用具、漆器などの製造業が該当します。

15.農 林 水産業 ・同協同組合、鉱業 農林水産業関連の協同組合のうち、単一の事業を行う信用組合、共
済組合は、22.金融・保険業に分類されます。

16.建 設 業

17.新 聞 ・出版業 印刷 ・同関連産業は、14.その他の製造業に分類されます。

18.電 気 ・ガス・熱供給 ・水道 業
.

19.運 輸 業 倉庫業、旅行業、こん包業、運輸施設提供業等を含みます。

20.映 像 ・音声情報制作 ・放送 ・通信業

21.卸 売 業 商社、代理商、仲立業を含みます。

22.小 売業 、飲食店
＼

23.金 融 ・保険業 証券業、証券先物取引業、共済事業などを含みます。

24.情 報 サービス業 ソフトウェア業 、情 報処理 ・提 供サー ビス業 、ニュース供給業 が該 当し

ます。

25.医 療 業(国 公立除く) 私立大学の附属病院を含みます。

26.教 育 、学 術研究機 関(国 公立除く) 学校、社会教育施設、自然科学・人文・科学研究所などで民営のもの
が該当します。

27.そ の他の非製造業 不動産業、サービス業(上記23.～25.の 業種、映像・音声情報制作・放
送・通信業、農林水産業協同組合、信用組合、共済組合を除く)及び
他に分類されない非製造業がこれに該当します。

28.政 府

29.地 方 自治体
`
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一

1.5調 査 の 内容

今回の調査では、次の内容で巻末に掲載 したアンケー ト調査票 を作成 し、調査対象先

の情報 システム部門に郵送 して回答 を得た。

(1)回 答社属性

① 業種、資本金、年商、従業員数 情報システム部門要員数(社 内、社外要員)

(2)情 報化投資

① 情報化投資 の投資先構成

② 情報化投資の効果

(3)ITガ バナンス

①IT担 当役員のITガ バナンス

② 情報 システム部門のITガ バナンス

③ ユーザー部門 に対するサポー トのITガ バナ ンス

情報 システム部門要員の平均給与

(4)情 報システム部 門要員

① 情報システム部門要員のスキル保有

② 情報 システム部門の担 当業務

③ 情報 システム部門要員の給与、派遣要員の費用

(5)ア ウトソーシング

① アウ トソー シング委託業務

② アウ トソー シング利用の目的、効果

③ アウ トソー シング先の選定基準

(6)ASP(ApplicationServiceProvider)

①ASP利 用のメリット

②ASP利 用の実績 と今後の見通 し

(6)情 報化の重要な関連課題

(7)CMM(CapabilityMaturityMode1)

①CMMの 認識度

②CMM認 証取得状況
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③CMMの 有効性

(8)通 信回線サービス等

① 通信回線サー ビスの利用状況、今後の利用見通 し

②IPネ ットワークサービスの利用状況

●IP-VPN、VoIP、 エクス トラネッ ト

●IPネ ッ トワー クサー ビス利用の理 由

(9)コ ンピュータネットワーク

① ネッ トワークの機器構成

② ネッ トワーク化の効果

③ ネッ トワーク増強の今後の見通 し

(10)モ バイルコンピューティング

① モバイル コンピューティングの利用状況

② モバイル コンピューティングの利用部門、今後の見通 し

③ モバイル コンピューティングの利用業務

④ モバイルコンピューティングの効果

⑤ モバイルコンピューティング利用上の問題点

(11)CRM(CustomerRelationshipManagement)の 動向

① 顧客対応チ ャネルの状況

② 電話対応機能

③ インターネ ッ ト対応

④ 顧客情報データベース化

⑤ 顧客データ分析 ・活用 の機能化

1.6報 告書 の利用等

この報告書は、平成5年 度 まで 「コンピュー タ利用状況調査集 計結果」と 「オンライ

ン需要調査報告書」の二冊 に分かれて いた ものを平成6年 度 よ り、 『コンピュータ利

用 とネ ッ トワー ク化 の動 向』 と改題 して一冊 に合 わせて発行 し、平成8年 度 か らは

『企業における情報化動向に関する調査研究報告書』 と改題 して作成 した。

さらに、平成13年 度か らは、報告書の主要 な部分 を占めるアンケー ト調査の調査内

容、調査の規模等が大幅に改訂 され たため、前年度 までの内容 においてデータの継続
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性 は見 られな くな っている

本事業で実施 したアンケー ト調査 「情報 システム ・ネッ トワーク化調査」の結果 を要

約 した 「集計結果大要」 はアンケー ト回答者全員 にお送 りして いる。さ らに本報告書

の概要について当協会のホームペー ジでも紹介 しているので、併せて ご覧頂きたい。

報告書等 のお申込み、および内容についてのお問合せ は、下記にお願 いします。

〒105-OOIl東 京都 港 区芝公 園3i-5-8機 械 振 興会 館3階

財 団法 人 日本情 報処 理 開発 協 会 調査 部普 及 振興 課

電 話:.03-3432-9381

FAX:03-3432-9389

ホーム ペー ジURLhttp://…w.jipdec.or.jp/

一

一7一





払蒔田
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II総





ll総 論

2.1本 年度の調査 の性 格

1.2節 で述べて いるよ うに、本年度 か らは、この調査の性格 は大幅 に変更 され た。

従来は独立 した調査 として、当協会が発行す る 「情報化 白書」の基礎資料 の収集が 目

的であったが 、本年 か らは経済産業省で行 う 「情報処 理実態調査(情 実調)」 と連携

し、それ と補完的関係で調査 を行 うこととなった。そ の ことによ り、調査対象 、調査

項 目、質 問の性格 も変更 され た。 、

情実調 の調査は次 のよ うな項 目か ら成っている。

(1)企 業 または事業団体 の概 要

(2)情 報処理関係諸経費

(3)情 報処理要員等の状況

(4)コ ンピュータの形態別保有台数

(5)ネ ットワーク/イ ンターネッ トの利用状況 ・

(6)コ ンピュータシステムに接続 されている通信回線の種類別利用状況

(7)適 用業種別情報 システムの活用 ・開発状況

(8)電 子商取 引'

これ らの調査か ら、情報化動向の定量的な実態把握 を行 い、最終的 にはIT投 資 による

生産性向上への定量的分析 を実現す面ことが 目的 となっている。

情実調の結果か ら政策的知見 を導入す るためには、現状 の情報化のもつ意味の評価が

問題 とな る。 この ことか ら、今回の調査 では(補 完の 目的か ら)、情報化 の定性的、質

的意味、特 に人材、組織に関係 した側面か ら調査を行 うこととなった。

今回の調査で、前回まで と大き く変わっていることは;

① 調査対象を情実調 にあわせて、従来の約5000社 か ら10000社 に増加させた こと

② 情実調 と設問 を重複させないよ うにした こと

③ 質問形式は定量よ り定性的、評価的情報が得 られるようにした こと

等である。
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2.2組 織 を考慮 した情報 システ ムのイメージ

2.1節 で述べたように、今回の調査 は、情報化を、組織 と関連 して質的、定性的、

評価的観点か ら調査する役割 を持って いる。 この ことを理解す るために、情報 システム

と経営 ・組織 との関連を確認 してお く必要が ある。

一般 に経営 ・組織は2-・1図 のイメごジで捉 え られている
。

環境入力
戦略的管理

戦術的管理

業務管理

管理

営

源

経

資

テクニカルシステ 組織成果

2--1図 経 営 ・組織 の 一般 的イメー ジ

すなわち色々の経営資源(ヒ ト、モノ、カネ、情報)は 、テクニカル システムを通 じ

て、組織の産出(組 織成果)に 変換され る。この報告書が対象 とするテ クニカルシステ

ムは、技術的意味での情報 システムが対応する。

テクニカルシステムは、望ま しい組織成果物が得 られるように、3層 か らなる管理 シ

ステムによって管理 されている。業務管理の階層が、直接テクニカルシステムを管理 し

ている。戦略的管理の階層は、環境変化 に応 じて戦略を立てる役割 を持つ。戦術的管理

の階層は、戦略的管理の階層か らの戦略 を戦術 に変換 し、業務的管理への仲立ちをす る

ものである。 このような管理の階層性は、ほとん どどのような組織で も成立す る。

2-2図 は、組織 と情報システム との関連 を図2.1を もとにして表現 したものである。

情報 システム部門 も組織の一部であるが、これが本報告書の議論の対象であるか ら、.組

織か ら抜き出して表現 している。

情報 システムは、組織への支援 を行 うシステムである。 この支援の下 に、組織 は資源

を成果物に変換する活動を行う。この成果と資源の比が組織の生産性であり、これに情

報システムが どのように関与す るかのメカニズムが判れば、IT投 資による生産性向上の

施策が明確になる。すなわち情実調 との補完を行 うためには、組織(成 果)と 情報 シス

テムの関連を掘 り下 げる必要が ある。勿論 この作業は容易な ことではない。
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2-2図 組織と情報システム
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2.3調 査 項 目

2-2図 に基づきなが ら、本報告書の調査項 目について概観する。

2.3.1戦 略 的 管 理

まず情報 システム部門の戦略的管理として、4つ の項 目rrガ バナンス、情報化投資

の効果、アウ トソーシング、情報システム部門の担当分野 を調査 している。

(1)ITガ バナンス

ITガ バナンスの調査 は、昨年 も調査 した ものであるが、本年はそれを拡大 してい

る。内容的には、経営 トップのIT戦 略参加度 、IT部 門のガバナンス、ユーザ部門

に対するサポー トとな っている。情報 システム部門が重要 になるにつけ、IT部 門の

戦略は企業の戦略 と密接に関係すべきであるが、この実態把握 が最初の調査である。

調査によると、大企業では、いわゆるCIO(chiefinformationoMcer)の

制度は定着 し、経営 トップはIT戦 略の討議に参画 している。

2番 目の調査 は、情報 システム部門の戦術的役割 に関するものである。 これも調

査によると、自部門主導で策定できる 「ITアーキテクチャの策定」等で は高い評価

が得 られているが、他部門あるいは組識環境 との関連での活動 には必ず しも満足す

る結果は得 られて いない。.

最後は情報 システム部門が組織に果たすべき支援 に関するものである。特 に支援

に対するマクロ的な意味での評価を調査 している。この調査では、IT投 資 と組識成

果の関係はあまりよ く分かっていない。

(2)情 報化投資 と組織成果 との関連

情報システムと組織成果 との関連 を直接求める調査 として、情報化投資の効果の

調査 を本年は新 たに行っている。 この調査はITガ バナ ンスの調査 のなかの、支援

に対するマクロ的な調査 をよ り詳細 にした ものと考え られる。 この調査では

効果 レベル=(効 果肯定率 一効果否定率)×100

という指標を作成 し、それに基づ いて調査を集約 している。 これによると、情報

処理運用のアウ トプ ット作成迅速化、業務の量的拡大への対応、エ ン ドユーザ ・顧

客へのサービスの向上等 の面で効果があるという結果になる。一方コス ト/人 員削

減、新しいビジネスモデルの実現、新商品開発の効率化等では効率 レベルがマイナ

スになることも多 いという結果 になっている。

このような結果は、勿論 どのような情報化投資を行ったかに依存す る。情報化投

資の分野 に関 しては昨年 とは異な り、絶対値ではなく、分野別の比率で調査 した。
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この情報化投資 の分野別 の調査 と組織成果への効果の関係は明解ではない。

(3)ア ウ トソー シング

アウ トソーシングは、昨年も調査 した項 目である。組織 における情報システム部

門をどのように運営 していくかは、ある程度方向が見えて来てお り、アウ トソーシ

ングはその方 向となっている・本年は・アウ トソー シングをす るか しないかの問題

ではな く、それ を超えて、行 っている企業 に対 し、アウ トソー シングの内容 を調査

した。

調査によると、信頼性安全性が確保される外部組識を選択 してアウ トソー シング

を行 い、アプ リケー ション開発の業務をアウ トソーシングする事で、運用負担の軽

減をね らって いるという構図が得 られて いる。また昨年の調査 との比較では、「安全

対策 ・セキュ リティ対策」を目的 とするという回答が大 きく増加 している。

(4)情 報システム部門の担 当分野

担当分野の調査 は今回が始めてである。2.2節 で述べたように、情報化の正 し

い方向を見 出すためには、組織の生産性に情報化が及ぼす影響のメカニズムを知る

必要があるが、そのための第一歩 として、情報部門が組織の中で果た している役割

の調査 を行 った もので ある。

調査結果では、現状の 「基幹システムの開発、運用、管理」中心の役割か ら、「経

営戦略のための情報システムの計画、立案」等を行 うことによ り、企業戦略実現の

ための役割 を果たすことが求め られている。

2.3.2戦 術 的管 理

情報 システ ム部 門 の戦術 的管 理 の項 目として 、情 報 シス テム部 門 の業務 担 当者 のス

キル の 問 題 、ASP(apphcationserviceprovider)利 用 の問 題 、CMM(capabihty

maturitymodel)採 用 の問題 を調 査 した。 これ らは全て本 年 度 に新 設 した項 目で あ る。

(1)情 報 システム部門の業務担当者のスキル

従来の情報部門の能力調査では、人員の数のみに注 目していたが、勿論 これでは

不十分で、質 も調査 しようとしたのが今回のスキルの調査項 目である。

調査の結果では、現在長 も重視 されているものは 「システム運用」のスキル とな

っている。傾 向として、情報 システム部門の役割が戦略的業務 に向かっていて も、.

現状ではシステム開発 ・運用 ・管理のスキルが重視 されている結果 となっている。

(2)ASP(applicationserViceproVider)利 用

ユ ーザ は 、AP(応 用 ソ フ トウ ェア)を 利用 す る こ とで、情 報 システム を利用 で き
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る。 このAPを 全て自前で作成 しようとす ることは不可能にな りつつ ある。 これに

対する1つ の解決策 はASPの 利用 とされていることか ら、ASP利 用の見通 しとメ

リッ トを調査 した。ASP利 用企業は昨年 に比べ倍増 している。また、それの利点 と

しては 「アプリケーション保守作業軽減」が1位 に挙げ られて いる。

(3)CMM(capabilitymaturitymode1)

情報システムの品質向上は、システムの利用がクリティカル になるに従 い重要な

問題 となる。この調査では、CMMの 普及度 と、評価 を調査 している。結果 として

は、CMMは ほとんど知 られていな い。その中で も情報サー ビス業はCMMを かな

り認知 しているが、それの有効性 については明確な意見 とはなっていない。

、,

2.3.3業 務 管 理

情報 システム部門の業務担当者の要員 も、例年通 り調査 して いる。全体 として、現

状維持の傾向にある。

・2.3.4テ ク ニ カ ル シ ス テ ム

情報システムのテクニカル システムは3つ の要素、情報の処理 ・蓄積 ・データの伝

達 を行うコンピュータネッ トワークシステム、(音 声の伝達を行 う)回線サービスシス

テム、情報 システムの社会的イ ンフラス トラクチャの進歩か ら発展 しつつあるM/C

(mobilecomputing)に 分けて調査 している。

(1)回 線サー ビス システ ム

回線交 換サ ー ビス の項 目は 昨年 と同 じで あ るが 、時 代 と共 に不必 要 とな った分 類、

ある いは古 いサ ブ項 目を除去 し、新 しいサー ビス を調 査 に入れ て い る。 これ らのサ

ー ビスにつ いて 、現 状 と利 用見 通 しを調 べ た。結 果 的 には、今 まで の趨 勢の 通 り、

従 来型 の交換 サ ー ビス はIPネ ッ トワー クを使 ったIP-VPN(internetprotocol-

virtualprivatene七work)やVbIP(voiceoverIP)へ の移 行 が 明 らか とな って い る。

,(2)コ ンピュータネッ トワー クシステム
＼ 現在

コンピュータはネッ トワークの ノー ドとなっている。 このような視点か ら、

コンピュータ利用の大勢 をコンピュータネッ トワークとして調査 した。

コンピュータの実数は情実調で調査されているので、本調査で}ま実数の代わ りに

サーバマシンの増減 を調べている。調査 によると、現在長 も増加 しているものは「NT
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サーバ」 と 「LINUXサ ーバ」であ り、この両者は これか らも増加する と予想され

る。一方減少 している ものは汎用 コンピュータのサーバ となっている。

コンピュータネ ットワークの影響をマクロ的設問によって調査 した。例 えば、エ

ン ドユーザ部門への影響 として 「エ ン ドユーザコンピューティングの浸透」の有無

の形で調査 している。調査結果ではポジティブな評価が与え られているが、「組織改

革」への有無 に関 してはネガティブな評価 となって いる。

(3)M/C(mobilecomputing)

M/Cの 調査 は、昨年 はT/W(tel・working)と して行 っていたもの を、M/C

に絞って行 った調査である。調査は導入の割合、利用業務、満足度、問題点等 につ

いて昨年 と同じく調査 した。但 し満足度は新 しい調査である。導入は営業部門を中

心 に相 当に進んでお り、満足度も高い。問題は昨年 と同 じく、通信料金 が高額な こ

とと通信速度の遅 さである。

2.3.5組 織 環 境

情 報 システ ム と環境 との 関連 では 、昨 年 と同 じく、CRM(customerrelatio頂hip

management)の 調査 を行 って いる。 この調査 で は、CRMの 実 態 の調 査 で 、評価

まで は行 な って いな い。 調査 結果 に よ る と、 わが国 で はCRMへ の取 り組 み が始 ま

った段 階 にある 。

2.3.6情 報 化関連 課 題 への 関心

本年の調査でも情報化関連課題への関心度調査 を行っている。 これ は情報技術 に関する

課題 を対象 としているが、時代の動 きを反映して興味深い結果が表されて いる。本年はコ

ンピュータウイルスが一番関心を集めている。また公務では 「電子政府」 に関心が集 まっ

て いる。
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2.4調 査対象企業

昨年までの調査 と最 も大 きく異な るものは、調査対象企業である。1.4節 に述べて

いるように、本年は約10000社 の企業を対象 とし、1600社 か ら回答 を得ている。

回答率が約16%に なっていることは昨年 とほぼ同じである。ただし昨年 までは最頻値

を取る ことで、対象企業のイメージを持つ ことができたが、本年の調査は異なるようで

ある。

回答データの資本金規模 を見る と、1億 円未満(477社)と10～100億 円未満

(307社)と2つ の山がある。当然資本金が小さいほど従業員数が小さくなると予想

され、実際1億 円未満での従業員の規模は、100人 未満(181社)と100～30

0人 未満(178社)で ほぼカバー される。両者がほぼ同数であるので、両者の中間値

を取 ると150人 となる。

資本金10～100億 円未満の場合は、300～1000人 未満(138社)、100

0～5000人 未満(102社)の2つ が際立って大きな値 を取る ことか ら、前と同じ

く中間値 を取ると、従業員は2650人 となる。

これ らに対応 して年商規模 を見 ると、150人 の場合は10～100億 円未満、26

50人 の場合は100～1000億 未満 となる。これ らが調査対象 のイメージに対す る

1つ の示唆 となるものであろ う。

2.5ま と め

2.1節 で述べたように、本年の調査 は、情実調 と補完的関係 になることを念頭 に

おいて行われたものである。すなわち情実調のデータによ り、情報 システムの現在の実

態を知 り、本報告書の調査によ り、情報ジステムと組織成果 との関連が明らかになれ ば、

組織成果 を上 げるように情報化 を行 う施策が見えて くる。 このよ うな視点で、本年度の

調査は、情報 システムの機能、効果 、もた らす満足度を項 目に入れて調査 を行 った。
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情報化の重要な関連課題
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lll情 報化の重要な関連課題

3.1情 報化 関連課 題

3.1.1概 要

昨年度同様に、情報技術やネ ッ トワー ク技術など情報化 に関連 した重要な課題 に

ついての意識調査 を行った。40に 近 い課題の中から情報 システム部門が関心 を寄

せている項 目を10個 選択する と言 う基本的な方式は昨年度 まで と同様である。

情報技術 の進展動向や社会 的な動静な どを勘案 して課題 とな る項 目につ いて以

下のような見直 しを行った。前年度調査か ら削除した項 目は、関心度が経年的に低

落 しているかあるいは低迷を続 けて いる項 目およびア ンケー トの他の部分で独立

に取 り上げている項 目を中心 に選定 した。この結果、全体の項 目数 は昨年の37項

目か ら36項 目に減少 した。

3-1表2000年 度調査から削除した項 目

標準化/ISO9000

広帯域接続
ATMネ ットワー ク

IMT2000

ファンクションポイント法

情報家電

3--2表2001年 度調 査で追加 した項 目

ブロー ドバ ンド

ソフトウェア品質 向上

分散処理技術
次世代無線通信
UML

3-3表2000年 度 の項 目を2001年 度で変更したもの

2000年 度の項 目12001年 度の項 目

AsplIDC/ASP
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今年度の調査対象は 「1調査め概要」に述べた とお り、前年度 とは母集 団が異な

り、発送数(前 年度:4,671件 、今年度:9,717件)、 回収数(前 年度:813件 、今

年度:1,598件)と もに約2倍 にな って いる。さ らに全般的な傾向 として中小の規

模の企業や事業所が相対的に多数 を占めてお り、前年度 までの調査結果 と直接的な

比較をす ることは適切ではない。したがって、以下の分析 ・検討は基本的には今年

度の調査結果の範囲内で行 うもの とする。

2001年 度の調査結果 を、業種や組織の規模 による相違にとらわれずに全体的 に

示すと3-1図 の とお りである。

関心度の第一位は 「コンピュータウイルス」(64.9%)で ある。数字的に見 ると、

第二位の 「グループウェア」(41.3%)以 下 を大 きく引き離 してお り、 この問題 に

対する関心の大きさを窺い知ることができる。背景 には、昨年末に全世界的な規模

で猛威 を振 るったBadtransやNimdaな どのコンピュータウイルスの蔓延 による

被害があると想定 され る。情報処理振興事業協会(IPA)の 発表 によれ ば2001年

のウィルス被害届出件数は24,261件(2002年1月10日 現在)と なってお り、2000

年の11,109件 の2倍 を上回る状況 を呈 している。特に2001年12月 は3900件 と

突出した届出件数 を示 している。このためか、コンピュータウイルスは業種別で見

ると公務以外 の製造業 と非製造、規模ではすべての規模のカテゴリを通 じていずれ

でも他を大き く上回る関心度 を集める と言 う実に芳 しか らぬ結果 とな った。

これ に関連す る課題 として、4位 の 「不正アクセス」(39%)、8位 の 「情報 シス

テム安全対策」(38%)、10位 の 「個 人情報保護」(30.2%)と 広い意味でのセキュ

リティに関連す る話題が上位 を占め、ネ ッ トワー クシステムの広範な普及 とそれに

よるコンピュータシステムの安全な運用の実現が大 きな課題 になっている現状が

浮かび上がっている。

その他の上位の課題は2位 が 「グループウェア」(41.3%)、3位 「WEBコ ンピ

ューティング」(40.7%)、5位 「イ ン トラネ ッ ト」(38.6%)、6位 「イ ンターネ ッ

ト」(382%)、7位 「企業間EC」 、9位 「クライアン トサーバシステム」(35.7%)

と続く。やは りイ ンターネ ッ トとこれをイ ンフラとしたアプ リケーションや ミ ドル

ウェアがユーザの主要な関心を集めている傾向が顕著 と言える。

1位 の 「コンピュータウイルス」が別格的に高い関心を集めて他を引き離 して い

るが、2位 の 「グループウェア」か ら9位 「クライ アン トサーバシステム」まで ほ

ぼ同程度の関心を集め る課題グループがあ り、それ以降は漸減傾向 を示 して いる。

つまり1位 か ら、9位までがユーザの関心の中心的部分 を占めていると言 える。
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3-1図 ユーザーの重要な情報化関連課題の関心度
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前述 したとお り、調査対象の母集団が同一ではないため、今年度の調査結果 を昨

年度のものと比較す ることにあまり意味は無 いが、「TCO」 や 「企業間EC」 が昨

年度 に比較 して関心度 を下げてお り、いずれの項 目も規模の小 さな企業 ・組織 にお

いてあま り重要 と考 え られていないことか らも、前年度 に比較 して今年度の調査対

象の母集団が中小規模の企業 ・組織の側 に寄 った ことが裏付け られる結果 となって

いる。

その他 に注 目すべき点をい くつか挙げる。今 回始めて項 目として加えた 「ブ ロー

ドバ ン ド」が11位(30%)と 多 くの関心 を集めた点が 目を惹 く。ブロー ドバ ン ド

はADSLを 中心 に急速 に一般家庭まで広 ま りつつあ り、今後の新たなネッ トワー

クインフラとして企業 ・組織の情報 システム部門も大きな期待 を寄せている状況が

窺える。同じく今 回始めて項 目として加えた 「ソフ トウェア品質向上」が26位

(10.5%)と な っているのは、テーマとして地味な もので ある ことを勘案すると、

予想 されたよ りも多 くの関心 を集めた と考えるべきであろう。ソフ トウェアが産業

横断的に広 く普及 した結果 、銀行のオンライ ンシステムは もとよ り、携帯電話サー

ビスめ トラブルな どソフ トウェアの品質が関与する社会的な影 響も従来 とは比較

にな らないほど深刻かつ広範 囲にわたることも、この問題 に対する注 目を集めさせ

る要因であろう。

3.1.2産 業、業種別 に見た情報化課題への関心

3-2図 はユーザの産業 ・業種別に整理 した情報化課題に対する関心度である。

製造業と非製造業の差はそれ程大 きくない。製造業では 「企業間EC」(2位 、

51.4%)お よび 「ERP」(9位 、34.6%)が 相対的 に多 く、非製造業では 「個人情報

保護」(11位 ・29・7%)が 比較的高い関心 を集 めていることくらいが 目立つ差異で

ある。後述するよ うにこれ らの特別な課題への関心は個別の業種が示す関心度の高

さに影響 されて いる。

これ に対 して公務 は特別な傾向を示 して いる。最 も多 くの関心 を集 めた課題が

「コンピュー タウイルス」(4位 、81.5%)で はなく 「個人情報保護」(1位 、88.7%)

となっている。 「個人情報保護」が公務で大 きな関心 を集めるのは当然の ことでは

あるが、関心度そ のものの大きさも注 目に値する。その他 「電子政府」(2位 、87.4%)、

「電子認証 ・公証」(3位 、85 .4%)が 上位 にあることも製造業や非製造業 の傾 向

とは大きくか け離れた様相 を呈 している。

こうした個別の課題の関心度の相違もさることなが ら、グラフの全体的な傾 向と

して、公務では関心 の集中化の傾向が極めて顕著で ある点 が指摘できる。上位5

項 目が70%を 越える関心 を集めてお り、 これ以降の課題は急速に関心度が減少 し

ている。つまり、公務 においては 「電子政府」を中心 としてそれ に関連ある比較的
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限 られた課題が大 きな関心 を集めてお り、それ以外 の課題 は脇 に置かれている印象

がある。それだけ現在 の公務 にとっては 「電子政府」の実現が大きな 目標 になって

いることがうかがえる結果 と解釈できる(集 計結果第24表)。

次 に、具体的な業種による各課題への関心の状況 を見てみる。全体の関心度が極

めて高い課題はおしなべてほとんどの業種で同様 に高い関心度 を集めているが、特

に中位以降の課題の中には業種 による関心のあ り方が際立 って異な っているもの

がある。次表は業種による差異が比較的 目立つ課題を上げた ものである。

3 .-4表 業種による関心度の違い

順位 課題 関心度の高い業種 備考

4
コ ンピュー タ不正 アクセ

ス
教育 ・学術研究機関、政府、
地方自治体

政府、地方自治体の高閲心皮は当然。教

育機関では教育 ・研究対象としての技術

に寄せる関心か。

8 情報システム安全対策
金融 ・保険業、情報サービス
業

10 個人情報保護 金融 ・保険業、教育 ・学術研
究機関、政府、地方公共団体

14 TCO 精密機械機具製造業
精密機械機具との接点は見つけにくい。

この業種は他にも特異的な傾向を示して

いる。

16 ERP
情報通信機械機具、精密機械

機具製造業、電気 ・ガス ・熱
供給 ・水道業

ERPの 主要なユーザ業種と思われる。

19 CRM 金融 ・保険業

21 SCM
精密機械機具製造業、石油 ・
石炭。プラスティック製品製

造業

運輸業などはあまり高い関心を示 してい

ない。

23 オブジェク ト指向言語 情報サービス業

24 エクス トラネ ッ ト 精密機械機具製造業 精密機械機具との接点は見つけにくい。

25 対消費者EC 金融 ・保険業

27 ギガ ビッ トイ ーサ ネ ッ ト 教育 ・学術研究機関 研究対象としての関心か。

28 LinUX 教育 ・学術研究機関

29 分散処理技術 情報サービス業
・

30 IDC/ASP 地方自治体、情報サー ビス業
地方自治体は代表的ユーザの一つ。情報

サービス業は供給側としての関心。

31 次世代無線通信技術 映像 ・音声情報製作・放送

業、通信業

この業界の次のサービスのインフラとな

りうる技術。
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3.1.3企 業規模別 に見た情報化課題への関心

従業員数で見た企業の規模別 に関心度 を整理 したのが3-4図 である。

全体的 に見て、ここで も 「コンピュータウイルス」に寄せ られ る高関心度が際立

っている。特に小規模な組織 ほどその傾向が顕著で、2位 以下 の課題を大き く引き

離す関心度 を集めている。情報処理要員が十分にいない小組織ほ ど、蔓延するウィ

ルスへの対応 に追われ、その他の課題に目を向ける余裕を奪 われている状況 とすれ

ば、これは極めて深刻な事態である。本来、より効率的 ・効果的な情報システムを

実現すべ く、新たな情報課題 を自組織 にも取 り入れて、システムの本来 の目的を高

い次元で実現すべき役割を担っている情報 システム部門が、ウィルス対策 と言 うよ ・

うな極めて後 ろ向きの問題 に時間と労 力を割かざるを得な い状況 は速やか に改善

されなければな らない。

組織の規模別の課題への関心度をもう少 し細か く検討 してみる。大規模組織で比

較的高い関心度 を集めた課題は、「TCO」、 「ナ レッジマネ ジメ ン ト」、「サ プライ

チェー ンマネジメン ト」、 「電子認証 ・公証」、「XML」 などである。これに対 して

小規模組織では 「インターネ ット」、「クライアン ト/サ ーバーシステム」、「グルー

プウェア」な どが大規模組織 よりは高い関心を集めている。 また、 「ソフ トウェア

品質向上」は特 に 「100人 未満」の組織で関心度が高いが、'小規模な企業が多 くを

占める情報サー ビス業が、この課題 に関心を示す業種の中心 になっているためと考

え られる。

組織の規模の相違が各課題への関心度に与える影響を推 し量るのは、これだけの

データではやや難 しいが、やは り全般的な傾向として規模の小さな組織 は 「インタ

ーネ ット」や 「クライアン ト/サ ーバーシステム」などの情報化イ ンフラによ り大

きな関心を寄せ るなど、規模の大きな組織に比較 して、情報化 の進展度合いと言 う

意味で一歩後れを取っているように見える(集 計結果第124表)。
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3.4全 体的な分析

(1)情 報化の進展が もた らす陥穽 一コンピュー タウィルスー

繰 り返 し指摘 しているよ うに 「コンピュータウイルス」に対 して組織 の規模や

業種 を問わず 、極めて高い関心度が集中 している。ウィル スの蔓延 は我が国に限

定せず世界的な傾向であるが、企業や公務組織の情報 システム部門が情報化の効
'果 を最大限に実現す るために本来果たす

べき積極的な役割が ウィルスの出現 によ

って阻害 されて いることが今回の調査で明らか になった と考え られ る。セキュリ

ティ対策は国 レベルで も様々な取組みがなされてお り一定 の効果が得 られている

と思われるが、おそ らく現状のセキュリティ対策は、そ の理解 しやすさ、現実的

な対応の容易さと言 う点で課題 を残 している。すなわち、 コンピュータの普及 に

連れてそのユーザ層が一層拡大 した結果、ほとん どのコンピュータユーザがセキ

ュ リティ対策やウィルスが引き起 こす諸問題 に対 して無知、あるいは控えめ に言

って も十分な知識を持っているとは言えない状況となって いる。 こうしたノー ビ

スなユーザが意識 しないままにウィルス被害拡大 の加害者 になった りする例 も多

い ことを考 えると、言わ ば、初心者のためのウィルス対策が今後の極めて重要な

問題 になって くる。

コンピュータの普及、情報化 の進展が初心者ユーザ を増大 させ、また悪意ある

ユーザも抱え込む状態を作 り出した。結局、情報化の進展 自体がそれを阻害する

重大な問題を内在 させて いるとも言えるが、この問題 の解決が官民あげての今後

の喫緊の課題 となっていくと考 えられる。

(2)企 業と公務

各課題に対す る企業の関心の持ち方に比較 して、公務 は特異的な傾向を示 して

いる。第一には関心度そのものが企業とは異なって 「個人情報保護 」や 「電子政

府」、「電子認証 ・公証」などの項 目になっている点であるが、これは公務の業務

内容の特殊性か ら半ば当然の事態 と言えるであろう。しか し、さらに特徴的な点

は、関心度が比較的少数の課題に偏 って集 中している点で ある。特にセキュリテ

ィ関連の話題 に多 くの関心が寄せ られている。 これ も公務の業態的特徴 か らして

当然の帰結 と考 えることも可能であるが、将来的 に重要な要素とな りえる技術 的

な課題 について も前広な 目配 りが欲 しい印象 もある。特 に電子政府 、電子 自治体

の普及 によって、公務部門が今後の我が国の情報化投資の先導的な役割 を担 う側

面も出て くるため、 この部門の関心のあり方が我が国の将来的な情報化 の様相 に

も大きな影響 を与えると考 えられ、その意味か ら民間企業 に先駆けて将来的な課

題 を研究す るような リーダーシップを持つ ことが望 まれ る。
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3.1.5ま とめ

2001年 度、企業や公務の情報 システム部門は 「コンピュータウイルス」に席巻

された と総括できる。前述 したように今年度 の調査はそれ以前 と母集 団が大き く変

動 したため に時系列的な変化 を分析する ことができず、この指摘が経年傾向か ら見

て も特異的な事象 として浮かび上が るものであったかどうかは分か らな い。しか し

なが ら本調査結果を見る限 り、事態は極めて深刻 と言 うべきで ある。情報 システム

部門は組織 に とっての情報化の効果が最大限に実現できるよ うな施策を講ずるた

めの部署で あるにも関わ らず、本来果たすべき積極的な役割がウィルスの出現 によ

って阻害されている状況が窺 える。これ を解決す るためにはウィルス対策 を含むセ

キ ュリティ対策が必要である。特 に情報 システムの圧倒的多数 を占める非熟練者ユ

ーザにも理解 しやす いウィルス対策の早急な実現が望 まれる
。

公務部門が情報化関連課題 に対 して寄せる関心は 「電子政府」を中心 とした話

題 に集中 してお り、他の技術的課題が十分にフォローされていない可能性が懸念さ

れ る。電子政府、電子 自治体の普及によって、公務部門が今後 の我 が国の情報化投

資の先導的な役割を担 う側面 も出て くるため、民間企業に先駆 けて将来的な課題を

研究 し、有用性あ りと判断できる場合 はいち早 く導入 ・試用す るよ うな リーダーシ

ップを持つ ことにも期待 したい。
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3.2CMM(CapabilityMaturit.yModel)

本年 度調査で はCMM(CapabilityMaturityModel)を 対象 として取 り上 げた。

CMMは 米国カーネギー メロン大学のソフ トウェア工学研究所が1980年 代後半か ら

開発 してきたソフ トウェアプロセスの組織的能力に関するモデルである。

ソフ トウェアが産業や社会の隅々にまで広 く普及浸透 した結果 、ソフ トウェアの品

質が重要な課題 として注 目されるに至 っている。航空管制やプラン ト制御な どの ミッ 、

シ ョンクリテ ィカルな システムは当然のこと として、金融機関のオ ンライ ンシステム

や交通システム、企業の情報 システムな どの身近なシステムでもその トラブル は非常

に大きな影響 を広 い範囲にわたって及ぼす。

ソフ トウェアが本来的 にバ グを生 じやす いものであるとの指摘 は、ソフ トウェアが

作 り始 められた1950年 代か ら既 に存在 した。しか しソフ トウェアは 目に見 えにくい

ものであるためその品質 を確保す ることは困難であ り、ソフ トウェアその ものを対象

にするのでは無 くそれを開発する工程 に着 目 し、各プロセスを明確 に定義 して定量的

なデータ計測 に基づく管理を行い、結果 としてソフ トウェアの品質改善 を進 めていく

方策が考え られた。こうしたアプローチはソフ トウェアプロセス改善(SPI:Software

ProcessImprovement)と 呼ばれるが、CMMも その一種である。

米国国防省の調達では受託先企業がCMMに 基づく一定の評価 を得ていることが

条件 となって いるなど、CMMは 世界的デ ファク トスタンダー ドとしての位置づけに

成長 している。こうした中、我が国においてもソフ トウェアの品質向上 を目指 して地

道な活動が展開 されていた ところ、2000年10月 に当時の通商産業省が 日本版CMM

の構想を発表 した こともあり、情報産業界 を中心に急速 にCMMに 対する関心が増

大 している。今 回の調査は こうした背景に基づ いて、CMMに 対する認知度な どを調

査する ことを目的 としたものである。 ・

3.2.1業 種 別 に見 たCMMへ の理解 度

以下に産業別のCMMの 認知状況、認証取得状況、有効性に対する認識の図を

示す。
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3-4図 産業別CMMの 認知状況
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3-5図 産業別CMMの 認証取得状況
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認知状況 に関 しては、全産業の合計で僅か5.1%の みが 「理解 している」と回答 し

てお り、77.9%は 「知 らな い」との回答である。現段階では圧倒的 にに認知度が低い

と言わざるを得ない。 中で注 目される傾向は、情報サー ビス業 は25%が 理解 して

お り全産業の 中で格別 に認知度が高いこと、続 いて鉄鋼業 ・化学工業で10%を 上

回る理解度が示 されて いる点、政府は母集団が少ないものの「理解 している」がゼ ロ

になっていること、な どが挙 げられる。情報サー ビス業が高い理解度 を示 している

のは当然だが、CMMを 推進 しようとしている政府が関心 を持っていないように見

えることがやや意外で ある(集計結果第25表)。

認証取得状況 に関す る質問は、CMMに ついて 「理解 している」あるいは 「内容 を

十分には理解 していない」と回答 した層 にのみ回答 を要求 しているが、 この中では

「認証取得の必要性を感 じている」との回答が公務以外の産業で2L3%と かな り高

くなって いる ことが注 目され る。CMMを 正確 に知 っていると回答 している業種は

少ないが、しか し理解 している業界では認証取得 にも積極 的な姿勢を見せているこ

とが分か る。言 わば、CMMへ の対応に関する二極分化傾 向があると言 うことがで

きよう。業種 としては、情報サー ビス業、非鉄金属製品 ・金属製品製造業、鉄鋼業、

精密機械機具製造業、一般機械機具製造業な どの製造業が取得 に対 して積極的であ

る。非製造業では金融 ・保険業が高い関心を示 している(集計結果第26表)。

CMMの 有効性 に関 しては全産業平均で22.9%が 「有効 と思 う」との回答を寄せ

ている。しか し一方では15.9%が 「有効 とは思わない」、61.3%が 「分か らない」とし

てお り、ソフ トウェア品質問題 の難 しさが浮き彫 りになっている。中心 とな る情報

サービス業で も44.6%が 「有効」で、「有効 とは思わない」は4.1%と 少ないものの、

「分か らな い」が過半数 の51 .4%を 占め、見解 の統一 には至 っていない様子が窺え

る。地方公共団体では「有効 とは思わない」が 「有効」を上回 り、母集団が少ないなが

らも、政府では 「分か らない」が100%と なるなど、公務 も足並 みが揃 っていない(集

計結果第27表)。

3.2.2規 模別 に見たCMMへ の理 解度

次ページの図 は従業員規模別に見たCMMの 認知、認証取得、認証 の有効性 を示

す同様の図であ り、同様に全般的 に見てCMMに 対す る認知度は低 いが、規模別

の傾向としては、例えば5000人 以上の組織の理解度 は100人 未満の組織の5倍 弱

になって いるなど、大規模組織 になるほど認知度、取得率、有効性の認識が増大 し

ていることが分か る(集計結果第125～127表)。 我が国政府がCMMの 導入を検討

するに至 った経緯 として、ソフ トウェアに関す る政府調達の受託先企業が大企業、

それも数社 に過度 に集中してお り、力のある中堅 ・中小企業の育成が進 まない こと

も要因として挙 げ られて いた。つま り、CMMの よ うな客観的評価基準を用いるこ
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3-7図 従 業員規模別CMMの 認 知状況
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とで、随意契約な どの形で大企業に集中しす ぎている現在 の政府調達先 を実力ある

中小企業にも門戸を開 く狙いがあった。そうした背景を考えると、今 回の調査結果

はいささか皮肉な状況 を呈 している。 一

一般的にCMMが 適合 しやすいのは比較的大規模なソフ トウェア開発 あるいは

そのための組織であり、小規模な ソフ トウェア開発では別 のSPIモ デルがよ り適

切 と言われていることも併せ考 える と、今後の政府の対応 にも考慮すべき点が生じ

る可能性がある。

3.2.3ま と め

CMMに 関する理解度は全般的にまだ低調である。情報サー ビス業 のみ例外的に

高い関心 を示 してはいるものの認証取得状況 まで合せて考 える と、この業界におい

ても未だ啓蒙期 にあ ると考えるべきであろう。

ソフ トウェアの品質向上は年 々大 きな課題 にな ってきてお り、今後 の政府の対応

も含めて展開が注 目される。
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lV情 報化投資の動向

4.1情 報化 投資 の効果

経済産業省の平成13年 情報処理実態調査によれば、事業収入は減少 しているにも

かかわ らず 、IT投 資の事業収入 に占める割合(IT投 資/事 業収入)は 約1.2%の

伸びを示 している。今 回はこのよ うな情報化投資の環境 の中で新規の情報化投資が ど

のよ うな分野 に向 け られて いるのか、および情報化投資 の効果はどのように把握 され

て いるかの2点 について調査を実施 した。

ノ

4.1.1情 報 化投 資 先 の 構成

新規の情報化投資先の分野別の割合を調査した。全体平均ではその他ホストシス

テム/ネ ッ トワー ク シス テム が 、53.2%と 過 半 を超 え 、 イ ンター ネ ッ トとエ クス ト

ラネ ッ トが 各 々17%前 後 で あ った 。 イ ン ター ネ ッ ト、イ ン トラネ ッ ト、 エ ク ス ト

ラネ ッ トの3つ の新 し いネ ッ トワー ク分 野 へ の投 資 の 合 計は36.5%で あ る。4-

1図 に示 したよ うに回答が多様であるその他 との回答 を除いた中で、これ ら3つ の

新 しいネ ッ トワー クへ の投資割合の合 計の割合 を新ネ ッ トワー ク投資率 として計

算す ると4-1表 になる。新ネ ッ トワー クとその他ホス ト等への投資の比は4:6

となっている。

4--1表 情報化投資先と新ネットワーク投資率
、

投資割合 (小計)

イ ンター ネ ッ ト 16.6%

36.5%(A)

40.7%

A/A+B

(新ネ ッ トワーク投資 率)

イ ン トラネ ッ ト 2.1%

エ クス トラネ ッ ト 17.8%

そ の 他 のホストシステム/

ネットワークシステム

53.2%(B) 59.3%

(1-A/A+B)

その他 10.4%
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これを従業員規模別 に見 る と、イ ンターネ ッ トへの投資割合 は300人 未満で は

20%を 超えるが300人 以上 では10%程 度 と大きな差がある。イ ン トラネッ トへの

投資割合は全体 に小 さいが5000人 以上の規模では7%程 度 と大 きくなっているの

が注 目される。エクス トラネ ッ トへ の投資割合 は従業員数規模が大 きくなるほど大

き くな り300人 以上 の規模 ではイ ンターネ ッ トへの投 資割合 よ り大 き くな り、

5000人 以上では22.5%に なって いる。また、そ の他ホス トシステム/ネ ッ トワー ク

システムへの割合 は規模 が大 き くな る ほど大 き くなる傾 向があ り、1000人 以上

5000人 未満では60%を 超 えているが、5000人 以上の極めて大 きな規模の企業で

は逆 にやや下がっている。

O内 は 回答社数

100人 未 満(221)

100～300人 未満(391)

300～1000人 未満(423)

1000～5000人 未 満(242)

5000人 以上(45)

合 計(1322)

投 資 金額構成比0% 25% 50%75%

薗 イン トラネット

臼そ の他 のホストシステム/ネットワーク

100%

ロインターネット

■エクストラネット

日その他

4-1図 従業員数規模別情報化投資先の構成

従業員規模別 に新 ネ ッ トワー ク投資率 を計算 してみ ると4-2表 のようにな り

少数の5000人 以上の企業 を除 くと、従業員規模の大きい程新ネ ッ トワー ク投資率

が下がる傾向が明確 に現れる(集計結果第109表)。

4-2表 従業員数規模別 新ネットワーク投資率

回答社数 新ネッ トワーク投資率

100人 未 満 221 48.3%

100～300人 未 満 391 44.8%

300～1000人 未 満 423 37.1%

1000～5000人 未 満 242 33.8%

5000人 以上 45 42.5%

合 計 1322 40.7%

産業別 にみると製造業 と非製造業での新規投資分野の割合はほ とん ど差がない。

公務ではその他 ホス トシステム/ネ ッ トワークシステムへの割合が大 きく、公務は

その他の産業に比べて新ネ ッ トワー ク投資率が5%程 度低 い。
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業種別 に見 ると、窯業 ・土石製品製造業、教育 ・学術研 究機関、新聞 ・出版業、

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業で はイ ンターネ ッ トへ の投資割合 が25%以 上

と高 い。映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業、電気機械器具製造業ではエ クス トラ

ネ ッ トへの投資割合が25%以 上あ り、教育 ・学術研究機関、情報通信機械器具製

造業 、一般機械器具製造業で も割合が高い。新ネッ トワー ク投資率で見れ ば窯業 ・

土石製品製造業、教育 ・学術研究機関、映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業、その

他製造業で は50%を 越 えている一方で、鉄鋼業、非鉄金属製品 ・金属製品製造業、

金融 ・保険業で は30%以 下でその他ホス トシステム/ネ ヅ トワー クシステムへの

投資割合が高い(集計結果第9表)。

O内 は回答社数

製造業(462)

非製造業(744)

公 務(116)

全 産 業(1322)

投資金額構成比0% 25%

・7//////////////////////////////////M

50%75%

圏 イン トラネット

日その 他 のホストシステム/ネットワーク

100%

ロインターネット

■エクストラネット

臼その他

4-2図 産業別情報化投資先の構成

4.1.2情 報化投資の効果の把握

情報化投資を行 った結果の効果の有無について12項 目で回答を求 めた。全体の

結果 は4-3図 になって いる。全般 には効果 ありの回答がな しの回答 よ り多 くな っ

ている。半数以上が効果あ り回答 している項 目は情報処理運用 ・アウ トプッ ト作成

迅速化、業務 の量的拡 大への対応、エ ン ドユーザ、顧客へ のサー ビス向上の3項 目

であ り、効果 な しで は情報システム部 門要員の削減/配 置転換が 半数 を越 え、情報

処理経費/シ ステム開発費用の削減、一般社員の削減/配 置転換 も40%を 超 えて

いる。4-3図 で も明 らかなようにわか らない回答や 回答な しも多 くあるので、そ

の他以外の11項 目について以下の様 に数値化 し4-3表 に示す。

効果肯定率=効 果 あ りの回答数/回 答社数

効果否定率=効 果 なしの回答数/回 答社数

効果 レベル=(効 果肯定率 一 効果否定率)×100
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エンドユーザ、顧客へのサービス向上

商品の生産コスト/販売コストの引き下げ

新商品/サ ービス品目開発の効率化

新しいビジネスモデルの実現

業務の量的拡大への対応

システム開発/メ ンテナンスの能率向上

情報処理運用、アウトプット作成迅速化

情報システム部門要員の削減/配 置転換

一般社員の削減/配 置転換

情報処理経費/シ ステム開発費用の削減

営業経費、間接経費の削減

その他

0% 25% 50% 75% 100%

■効果あり 田なし ロわからない (N=1434)

4--3図 情報化投資の効果

4-3表 情報化投資の効果(効 果レベル順)

効果肯定率 効果否定率 効果レベル

情報処理運用、アウトプット作成迅速化 68% 9% 59

業務の量的拡大への対応 63% 13% 50

エンドユーザ、顧 客へのサービス向上 52% 11% 41

システム開発/メ ンテナンスの能率向上 40% 24% 17

営業経費、間接経費の削減 35% 24%、 11

新しいビジネスモデルの実現 17% 24% 一7

商品の生産コスト/販 売コストの引き下げ 17% 27% 一10

新商品/サ ービス品目開発の効率化 17% 27% 一11

情報処理経費/シ ステム開発費用の削減 22% 39% 一17

一般社員の削減/配 置転換 19% 36% 一18

情報システム部門要員の削減/配 置転換 11% 48% 一37

効果 レベルがプラスのものが5項 目、マイナスが6項 目ある。しか しなが らマイ

ナス とな っている項 目は効果否 定率がプラスの項 目の効果肯定率 と比較すると相

対的に低 く、ある ・な しの明確な回答が少な く、わか らない ・回答 しないの割合が

高くなっている。特 に新 しい ビジネスモデルの実現、商品の生産 コス ト/販 売 コス

トの引き下げ、新商品/サ ービス品目開発 の効率化 の3項 目では あ り・なしのどち

らの回答が少な く、わか らない ・回答 しないが過半 を超 えている。
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4-4図 で明 らかなように、従業員規模が大きくなるほど全体的に効果 レベルが

高 くなる。100人 未満の規模では効果 レベルがプラスは4項 目であるが5000人 以

上では11項 目すべてでプラス となるな ど規模によ り大 きな差が出ている。詳細 に

見 ると、効果 レベルが プラス40を 超える3項 目はすべての規模でも最上位 の3項

目になっている。また項 目レベルがプラスの残 る2項 目はすべての規模で効果 レベ

ルが上か ら3番 目、4番 目になっている。また、どの規模で も情報 システム部門要

員の削減/配 置転換は最 も効果 レベルが低 く、情報処理経費/シ ステム開発費用の

削減はどの規模で も下位の3項 目の中に入っている。一方で、一般社員の削減/配

置転換は1000人 未満の3つ の規模では下位か ら2番 目であるが、5000人 以上の

規模では効果 レベルが39と 高 く、上位か ら6番 目に位置になっているな ど規模 に

よる差が顕著 になっている(集計結果第110表)。

100

75

50

25

0

一25

一50

5000人 以 上 5000人 未満 1000人 未 満 300人 未満 100人 未満

団エンドユーザ、顧客へのサービス向上

日新商品/サ ービス品目開発の効率化

口業務の量的拡大への対応

ロ情報処理運用、アウトプット作成迅速化

ロー般社員の削減/配 置転換

ロ営業経費、間接経費の削減

ロ商品の生産コスト/販 売コストの引き下げ

口新しいビジネスモデルの実現

ロシステム開発/メ ンテナンスの能率向上

■情報システム部門要員の削減/配 置転換

ロ情報処理経費/シ ステム開発費用の削減

4-4図 従業員数規模別 効果レベル

産業別では大 きな差異は見 られない。効果 レベルがプラスは5項 目でマイナスが

7項 目であ り、その項 目もすべて一致 している。公務では他 の産業 と異な り業務の

量的拡大への対応 を第一に挙げ、全体 に効果 レベルが高い。また、非製造業ではエ
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ノ

ン ドユーザ ・ 顧客へのサー ビス向上の効果 レベルが高いな ど相違 があるが僅かで

ある。

業種 ごとの数字を詳細 に見 ると鉄鋼業では他 業種では効果 に否定 的な情報 シス

テム部門要員 の削減/配 置転換や情報処理経費/シ ステム開発費用 の削減への効

果を高 く評価 している。また、新聞 ・出版業では新商品/サ ー ビス品 目開発の効率

化や新 しいビジネスモデル の実現 に高い効果を認 め、他方で営業経費 ・間接費の削

減には否定的で ある。金融 ・保険業や情報サー ビス業で も新 商品/サ ー ビス品 目開

発の効率化の効果を認めて いる ことな ど業種毎のシステム化 の特徴 を示 している

(集計結果第10表)。

レベル

80

60

40

20

0

一20

一40

製造業(506) 非製造業(792) 公 務(136)

臼エンドユーザ、顧客へのサービス向上

図新商品/サ ービス品目開発の効率化

ロ業務の量的拡大への対応

日情報処理運用、アウトプット作成迅速化

圏一般社員の削減/配 置転換

自営業経費、間接経費の削減

口商品の生産コスト/販 売コストの引き下げ

目新しいビジネスモデルの実現

ロシステム開発/メ ンテナンスの能率向上

■情報システム部門要員の削減/配 置転換

口情報処理経費/シ ステム開発費用の削減

4-5図 産業別情報化投資の効果レベル
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4.1.3ま と め

この情報化投資 に関する2項 目の調査 では企業の規模 による差 異が明 らかに現

れている。新規 の情報化投資先では全般 にその他 ホス トシステム/ネ ッ トワークシ

ステムが高 い割合 を示すが、従業員規模別 に見ると100人 未満 ・100人 ～300人 未

満では50%に 満たないが300人 ～1000人 未満 ・1000人 ～5000人 未満では60%

程度 にまでなって いる。中堅か ら大規模の企業ではホス トを中心 にした従来型の基

幹 システムが依然 として大きな役割 を果た し、この過去の遺産が新技術 を活用 した

システムへの転換のス ピー ドを遅 くらせる ことになって いるのであろうか。また、

効果の有無について も従業員数規模が大 きいほど効果 あ りの回答 が多 くなる傾向

が明 らかで ある。一平成13年 情報処理実態調査(経 済産業省)が 示す業種毎の'1企

業 当た りの情報処理関係諸経費 と各々の業種の効果 レベルの関係 を示す4-6図

か らは この傾向が従業員数規模のみでな く、投資額の規模で見て も同様であること

が想定 される。 ⑳

1企 業あたりの年

間投資額(万円)

一200 一100

◆ ◆

◆ ち8◆ ◆◆◆

0100

効果レベルの合計値

200 300

4-6図 情報処理関係諸経費(年間投資額)と効果レベル(業種)

効果 あ りの回答の割合の高い項 目を見る と、情報処理運用 ・アウ トプッ ト作成迅

速化、業務の量的拡大への対応 、エ ン ドユーザ、顧客へのサー ビス向上の3項 目が

すべての従業員数規模 で最上位の3項 目となっている。これ らは業務効率化につな

が る効果が中心で あるが明確 な定量化が難 しいと思われ る。他方、コス トや人員削

減な どの定量化が可能な項 目や新 しいビジネスモデル の実現や新 商品/サ ー ビス

品 目開発の効 率化な ど競争優位性 の確保や差別化 のた めの項 目については効果 レ

ベルが低 くな り、マイナスになって いるものが多い。この回答が システム部門で作
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られたシステム部門の認識であることも考慮す ると、今 日の環境の中で経営やユー

ザー部門の期待 と合致 して いるのだ ろうか との疑問が残る。

厳 しい見方 をすれば、小規模企業 では従来の情報化投資 の効果に疑念 を示 し、新

たなネ ッ トワーク分野への投資 に軸足 を移 して いる と言えるが、中堅 ・大規模企業

の多 くは情報化投資の過 半を従来 のホス トを中心 とした基幹システムに向け、全体

にシステム化の効果があがっていると自らは認識 しているが、その効果 は定量化で

きない業務効率化が 中心で競争優位性の確保や差別化 を実現す る効果、あるいは直

接 コス ト削減 に結びつ く効果 を十分 にあげている とは言 えな い状況にあると言え

よう。欧米諸国をは じめとして各国がITの 高度化 を強力に推進 している中、我が

国の諸産業が今後の激 しい国際競争 に生き残 るためには現況 に対するよ り強い危

機感 と新 しいITへ のよ り積極的な取 り組みが必要ではな いだろうか。
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4.2ア ウ トソ ー シ ング の 状 況

前年度 に引き続 きアウ トソー シングに関 して調査 を行 った。今年度 は前年度の利用

増加傾向をさ らに詳細 にわた り実態を調査 した。設問項 目は① 「業務範囲」、② 「目的

効果」、③ 「選定基準、理 由」であ り、全て産業別 ・規模別 に調査を行 った。詳細 は各

項目で述べるが、利用状況 は前年よ りさらに上昇 してお り、アウ トソー シングに対す

る意識 も「コス ト安」感か ら「産業構造改革へのス ピーディーな対応」、「分社化」、公務

ではe-Japan対 応 にお ける「人材不足」が増加 のキーポイ ン トとして見受 け ら

れる。

4.2.1ア ウ トソー シ ングの 委託 業 務 の範 囲

(1)全 産業/全 システム系でのアウ トソーシングの委託業務の範 囲

委託業務を全産業/全 システム系で見ると、上位3位 は「アプ リケー ション開

発(61.5%)」 「トラブル対応(56.2%)」 「アプ リケーシ ョン保守(53.6%)」 である。 「ト

ラブル対応」や 「アプ リケー ション保守」のよ うに進歩 の早い技術対応力を期待 し

ている傾 向が見 える。

社数比(%)0

システム運用

システム監視

ネットワーク運用

ネットワーク監視

バックアップセンター

アプリケーション開発

アプリケーション保守

媒体のデリバリ

トラブル対応

利用者管理、セキュリティ管理

ヘルプデスク

パソコン導入、増・移設

センター設備管理

利用部門教育(IT)

その他

10203040506070

4-7図 アウトソーシングで委託 している業務割合(全産 業/全 システム系合計)
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(2)全 産業/シ ステム系別 アウ トソー シングの委託業務の範囲

「システム系」種別 として今 回初 めて 「メインフレーム系」「ク ライアン ト/サ

ーバシステム系」「Web系 」に分離 し調査 した結果、上位 は「アプリケーシ ョン開

発」「システムの運用」「トラブル対応」である。他のシステム系 との差異が上回っ

ているのは、以下である。

① メイ ンフレーム系:「 システムの運用」「システムの監視」「バ ックア ップセ ンタ

ー」で大きく突出 している。 これ は、 システムセンター業務での適用が高い
ボ

ため と思われる。

② クライアン トサーバーシステム系:「 ヘルプデス ク」「パソコン導入、増 ・移設

作業」が突 出して高いが、利用部門展開が進んでいると思われ る。・

③Web系:「 ネッ トワークの運用」「ネ ッ トワー クの監視」が高 く、ネ ッ トワーク

業務の拡大が見て とれ る。

0社数比(%)

システム運用

システム監視

ネットワーク運用

ネットワーク監視

バックアップセンター

アプリケーション開発

アプリケーシ自ン保守

媒体のデリバリ

トラブル対応

利用者管理、セキュ1斤イ管理

ヘルプデスク

パ ソコン導 入 、増 ・移 設

センター設備管理

利用部門教育(π)

その他

10203040506070
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4-8図 アウトソーシングで委託 している業務(全産業/シ ステム系別)
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(3)メ イ ンフレーム系アウ トソー シングの委託業務の範囲(産業別)

メインフレーム系を産業別 に見ると、業務委託の上位3位 は、 「アプ リケー シ

ョン開発」「アプ リケー ション保守」「システムの運用」「トラブル対応」で代表され

るが、業種別 に差異が表れているのは、以下で ある。

① 製造業:「 ネ ッ トワークの運用」「ネ ッ トワー クの監視」「セ ンター 設備管理」

「利用部門へ のIT教 育」が突出 している。

②非製造業:「システムの運用」「システムの監視」「帳票な ど媒体 のデ リバ リ」が突

出している。

③公 務:「 バ ックア ップセ ンター」「アプ リケー ション開発」「アプ リケーシ ョ

ン保守」「トラブル対応」「パソコンの導入、増 ・移設作業」であ り、

特 に「パ ソコンの導入、増 ・移設作業」は、他業種 に比べて突出 して

いる。

0社 数比(%)

システム運用

システム監視

ネットワーク運用

ネットワーク監視

バックアップセンター

アプリケーション開発

アプリケーション保守

媒体のデリバリ

トラブル対応

利用者管理、セキュリティ管理

ヘルプデスク

パソコン導入、増・移設

センター設備管理

利用部門教育(rr)

その臨

1020304050607080

4--9図 メインフレーム系アウトソーシングの委託業務の範囲(産業別)
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(4)ク ラアン ト/サ ーバ系アウ トソー シングの委託業務 の範囲

クライ アン ト/サ ーバ系 を産業別 に見 ると、業務委託の上位3位 はやは りメイ

ンフレーム系 と同様 「アプ リケー ション開発」が第1位 で あるが、第2位 は、製

造/非 製造系では 「トラブル対応」であるのに比べて公務で は「アプリケー ション

保守」となって いる。 これはやは り開発要員不足が引き金 と考え られ る。

業種別で見た委託業務 の範囲は、メイ ンフレーム系の場合 と大差ないが、公務

では大きな特徴 として全業務範囲にわた り他業種 を上回 り、アウ トソーシング適

用率が高 いといえる。

01020304050607080

社数比(%)

システム運用

システム監視

ネットワーク運用

ネットワーク監視

バックアップセンター

アプリケーション開発

アプリケーション保守

媒体のデリバリ

トラブル対応

利用者管理、セキュ1斤イ管理

ヘルプデスク

パソコン導入、増・移設

センター設備管理

利用部門教育(IT)

'そ の臨

4-10図 クライアントサーバーシステム系アウトソーシングの委託業務の範囲(産業別)
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(5)Web系 アウ トソー シングの委託業務の範囲

Web系 を産業別 に見 ると、上位2位 は、やは り「アプ リケーシ ョン開発」「トラ

ブル対応」とな っているが、特に公務では、順位が 「トラブル対応」「アプ リケー シ

ョン保守」「アプ リケー ション開発」と逆転 している。ネ ッ トワー ク関連業務 にお

けるWeb系 システムにおいては、 「トラブル対応」をアウ トソー シングする傾向

が高い。

0

社数 比(%)

システム運用

システム監視

ネットワ」ク運用

ネットワーク監視

バックアップセンター

アプリケーション開発

アプリケーション保守

媒体のデリバリ

トラブル対応

利用者管理、セキュリティ管理

ヘルプデスク

パソコン導入、増・移設

センター設備管理

利用部門教育(rr)

その他

10 20 30 40 50 60 70

4-11図Web系 アウトソrシ ングで委託している業務の範囲(産業別)
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(6)規 模別 アウ トソー シングの委託業務 の範囲 一

規模別 に見 ると、第1位 は、100人 未満は 「トラブル対応」、100人 ～1,

000人 は 「アプ リケー ション開発」とな って いる。5,000人 以上ではシス

テム規模 が大型化す ることか ら「システムの運用」「システムの監視」「ネ ッ トワー

クの監視」に適用率が高 くなっている(集計結果第119表)。

4.2.2ア ウ トソー シ ング の利 用 目的、 効 果等

4-12図 で産業別に目的効果 を見 ると、全業種で上位 に「運用負荷の軽減」「人件

費削減」が共通 しているが 、製造業で は現在の不況 を反映 してか第3位 に「人材 の

パワー シフ ト」が入 り他業種 と大差がついて いる。公務では、人員や技術 ・業務 の

ノウハウ:技 術不足等 をアウ トソー シングに解 を求めていると読み取れ る。アウ ト

ソーシング全体 として見 ると前年度 と比較 して(4-4表)、 期待の内容が幅広 くな

り割合 もア ップして いるのが見て取れる(集計結果第20表)。

なお、規模別の特徴は見 られない。

0社数 比(%)

運用負担軽減

人件費削減

資産コスト削減

マシンスペース不足解

消

運用品質向上

セキュリティ対策

新技術導入

業務ノウハウ導入

人材パワーシフト

運用時間からの開放

その他

102030405060708090

4-12図 産業別アウトソーシングの利用 目的、効果等
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4-4表 アウトソーシングの利用 目的、効果等の対前年比較

【今年 度調査 】 ・

①運 用負荷 の軽減

66.4%

② 人件費削減

48.6%

③安 全対策/セ キュリティ対策

32.7%

④運 用品質 の向上

32.5%

⑤ 人材 のパ ワーシフト

29.5%

⑥新 技術の導 入

24.1%

⑦運 用時間帯 の束縛からの開放

21.9%

⑧情報システム 資産コスト削減

21.6%

⑨ 業務ノウハウの導入

18.8%

⑩マシンスペース不足の解消

8.6%

⑪その他
3.1%

【前 年度調査 】

① 運用負荷 の軽 減

64.7%

② 人件費削減,

49.3%

③ 人材 のパ ワーシフト

36.2%

④運 用品質の 向上

22.8%

④運 用時間帯 の束縛か らの開放

22.8%

⑥ 安全対策/セ キュリティ対策

21.1%

⑦ 新技 術の導 入

20.4%

⑧情報 システム資産 コスト削減

18.9%

⑨ 業務 ノウハウの導入

13.8%

⑩マシンスペース不足の解消

5.3%

⑪その他

4.2%

4.2.3ア ウ トソー シ ング先 の 選定 基準 、 選定 理 由

ア ウ トソー シ ング先 の選 定基 準 、理 由 につ いて 、産 業 別 、規模 別 に調査 し、また 、

昨年 との比 較 を行 った 。今年 度 の結 果(4-13、14図)か ら見 て も、第1位 「信頼 性 、

安 全 性 が確 保 され て いる」が とび抜 けてお り、第2位 以下 に も変 動 は あま りなか っ

た 。

010203040506070

社数比(%)

他のアウトソーシング先よりコストが安い

信頼性、安全性が確保されている

技術力が高く、最新技術を駆使できる

業種や業務のノウハウに優れ、情報

戦略に適合している

機動力、動員力等があり、利用部門へ
のサービスが行き届いている

その他

43

4-13図 アウトソーシング先の選定基準 、選定理由(全産業)
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(1)産 業別

公務が他産業に比べて、「信頼性、安全性が確保 されている」「業種や業務の ノ

ウハウに優れ、自社の情報戦略 に適合 している」「機動力、動員力等があ り、利用

部門へのサー ビスが行き届 いている」が突出 しているのが特徴 である。コス ト意

識 に関しては、各産業 ごとに大差 はない。

020406080100

社数比(%)

他 のアウトソーシング先よりコストが安い

信頼性、安全性が確保されている

技術力が高く、最新技術を駆使できる

業種や業務のノウハウに優れ 、情報戦略

に適合している

機動力、動員力等があり、利用部門への

サービスが行き届いている

その他

■製造 業(238)口 非 製造 業(371)ロ 公 務(102)

4-14図 産業別アウトソーシング先の選定基準、選定理由

(2)前 年度 との比較 〉

前年度 との比較では、順位 に変動 はな く、4-5表 のとお りであるが、全体 に

ウェイ トは減少 してお り、「その他」への回答が急激に増加 して いる。その原 因追

求のためには、設問の追加が必要 と思われる。つまり、目的が多様化 しアウ トソ

ー シング適用の効果 の考え方が浸透 し
、コス ト安への過大な期待ではな くアウ ト

ソーシングそのものがポ ピュラー にな り、必然性か ら移行 していると思われ る。

特に今回の調査では、子会社 、系列会社 を対策 に含めた ことで、選定理 由の設問

項 目以外 の環境 による影響が生 じていると思われる。

一48一



'

、

4-5表 アウトソーシング先の選定基準、選定理由の対前年比較

【今年度調査】 【前年度調査】

①信頼性、安全性が確保されている ①信頼性、安全性が確保されている

64.3% 66.4%

②業種や業務のノウハウに優れ、 ②業種や業務のノウハウに優れ、

自社の情報戦略に適合している 自社の情報戦略に適合している

40.9% 44.2%

③他のアウトソーシング先よりコストが安い ③他のアウトソーシング先よりコストが安い

27.6% 35.8%

④技術力が高く、最新技術を駆使できる ④技術力が高く、最新技術を駆使できる

27.3% 30.8%

⑤機動力、動員力があり、利用部門への ⑤機動力、動員力があり、利用部門への

サービスが行き届いている サービスが行き届いている

19.4% 19.3%

⑥その他 ⑥その他
14.6% 6.6%

、

、

(3)規 模別アウ トソーシング先の選定基準、選定理 由

従業員規模別での結果では前年度調査との変化はなく、全規模とも順位は第1

位 「信頼性、安全性が確保 されている」、第2位 「業種や業務の ノウハウに優れ、

自社の情報戦略 に適合 して いる」となっている。強いて特徴を挙げれば中規模(従

業 員1,000人 ～5,000人 未満)は 「他 の アウ トソー シン グ先よ りコ ス トが

安い」への期待感が高 く、 コス ト意識重視 とな っている(集 計結果第121表)。,

、

4.2.4ま と め

'

アウ トソーシングの委託範 囲は産業別に見てみると、製造業 はどのシステム系 に
一

お いても適用率が高いが、特 に近年ではe－ ビジネスの浸透 を背景 に、システム ・

ネ ッ トワー クの運用監視系が高まっている と考え られる。非製造業ではシステム

系 ・業種別 に特徴 はあま り見 られず業務全般 に拡がっている。公務 は、今後 もWe

b系 のシステムの拡大 が見込 まれるが、アウ トソー シング適用の業務範囲 に「パ ソ

コンの導入、増 ・移設作業」、 「トラブル対応」、が多い ことか ら要員対策 に起 因し

て いると思われ る。

アウ トソーシ ングを利用す る目的、効果で は、昨年 に比べて全産業で「人材パ ワ

一 シフ ト」が減少 している中で製造業 は比率 は高いが、 これは、業務委託ではな く

「人」ごとアウ トソー シングす る欧米型の形態が増加 しているのではないか、いわゆ

る分社化 ・M&A型 の傾向と考え られる。また、昨年に比べて大 きく増加 している

のが、 「安全対策/セ キュ リテ ィ対策」であ り、ど 一ビジネス の浸透やハ ッカーお
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よびテロ対策な ど近況が反映 された傾向 と考え られる。

アウ トソー シング先 の選定基準、理 由では、コス ト意識が半減 し、アウ トソーシ

ングがポ ピュラーになってきてお り、業務増加 の対策 として適材適所へ必然的に委

託する傾向が見 える。

本調査では、アウ トソー シング委託先は、子会社 、系列会社 も含 めた ことか ら、

ますます子会社(分社)化が促進 される と予想される こと、またIT技 術革新へのス

ピーデ ィーな対応の必要性 といった背景によ り、今後 アウ トソー シング化 はます ま

す増加すると予想され る。
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4.3ASP(ApplicationServiceProvider)の 利 用 状 況

4.3.1ASP(ApplicationServiceProvider)利 用 の メ リ ッ ト

(1)産 業別ASP利 用の メリッ ト'

4-15図 でみる と全体で のASP利 用 メリッ トに挙 げ られているのは、第1

位 は「アプ リケーシ ョン保守作業の軽減」、第2位 「アプ リケー ション管理コス ト

の削減」、第3位 「アプ リケーシ ョン導入 コス トの削減」で あ り、他 のメ リットよ

り突出 してしている。業種別で見て も製造業の第3位 に「アプリケー ション導入

のスピー ドアップ」が入って いる ことを除いては、共通 して いる。製造業で 「アプ

リケーシ ョン導入 のス ピー ドアップ」が高 くなっているのは、国際競争力へのス

ピーディrな 対応 の必要性か ら自社 開発/運 用 ではな く、ASPへ の期待が高ま

っているようにも考え られる。公務の上位3位 は、他産業 に比べて突 出してお り、

アウ'トソー シングの形態の中で もASP活 用の特徴が表れている。 これ もe-

Japan戦 略等、急激な国民へのサー ビス化か らの影響(IT化 推進予算 と人材不

足 とのギ ャップ)と思われ る。

0社数比(%)

アプリケーション保守作業の軽減

アプリケーション管理コストの軽減

アプリケーション導入コストの削減

アプリケーション導入のスピードアップ

安価に高機能のアプリケーションを利用できる

全般的な業務効率化の一環として

情報システム部門の役割の変換による外部利用

10203040506070

4-15図ASP利 用 の メリット(全産 業)
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社 数 比(%)01020304050607080

アプ リケー ション保 守 作 業 の 軽 減

アプリケーション管理コストの軽減

アプリケーション導入コストの削減

アプリケーション導入のスピードアップ

安価に高機能のアプリケーションを利用できる

全般的な業務効率化の一環として

情報システム部門の役割の変換による外部利用

その他
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(2)規 模別ASP利 用のメ リッ ト

規模別に見る と、どの規模 も上位3つ は産業別 と同じで変わ らないが、第1位

は、大 ・中規模(1,000人 ～5,000人 以上)では「アプ リケーシ ョン管理

コス トの削減」、小規模(100人 未満～300人)で は 「アプ リケーション保守作

業の軽減」とな ってお り、比率 も他の規模 と比べて高 くなっている(集計結 果第

122表)。'

4.3.2ASP利 用の 実績 と見 通 し

(1)産 業別ASP利 用の実績 と見通 し状況

全体で、来年度のASP利 用の見通 しは、約2倍 に増加する との結果が出て

いる(4-17図)。 産業別では、「増加す る」との回答数は、非製造業が製造業よ り

も上回 り第1位 となっている。増加率では公務が トップで あるが、利用状況の見

通 しはまだまだ低い(集 計結果第23表)。
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社数比0%

平成13年 度
(今年度327)

平成14年 度(337)

20%40%60%80%100%

1■ 増加 ロ不変 ロ減少1 O内 は回答社数

0.6

1.5

4-17図ASP利 用の実績と見通し

(2)規 模別ASP利 用の実績と見通 し状況

従業員規模別の分析では、規模が大 きくなるほ ど増加 の割合は高 く、特に5,

000人 以上の規模で 「増加」する との回答が突 出 してお り、 さらな るASP利

用の拡大が予想 される(集計結果第123表)。

4.3.3ま と め

従来のシステム構築 に急激な変化が表れていると想定 される。全てのアプ リケー

ションをオー ダー メイ ド型で展開、つまり、企業特色 をビジネスパター ンのみでな

くシステムパ ター ンも工夫 して独 自開発 していた ものが、レディー メイ ド型ともい

えるASPの 活用が徐 々に浸透 してきている。業務 プロセスの改善やグローバルス

タンダー ドへの対応、ビジネスサイクルのスピー ドへの追従を反映す るため に、ア

ウ トソー シングの推進 とASPの 活用 の見通 しが急務 とされ る時代 とな ってきた

といえる。
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ネ ットワークのインフラ整備状況
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Vネ ッ トワークのインフラ整備状況

5.1通 信 回 線 サ ー ビス の 利 用 状 況 と今 後 の 展 望

前回に引き続き、通信回線サー ビスの利用状況に関する調査を行 った。詳細は後述

す るが、利用動向は、「従 来か らあるサービス」から「新サー ビス」への シフ トな ど大 き

く変化 して きている。

5.1.1通 信 回線 サ ー ビス の利 用状 況

(1)全 般的な傾 向

① 従来か らの通信サービスは減少傾向が顕著

今回か ら、調査対象や調査範囲が大幅 に変更になったため、一概 に比較 できな

いが、参考 と して前年調査 との比較 を、5-1図 で見 ると、増加傾 向にあるのは、

「ATM」(3 .0ポ イン ト増)と 「IP-VPN」(10[4ポ イン ト増)のみであ り、他の通信回線

サー ビスは減少の傾向にある。中でも「高速デジタル回線」(30.9ポ イ ン ト減)は大

幅な減少傾向 を示 している。'
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5-1図 オンライン通信回線サービスの利用の前年比較(参考)
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② 利用 率の 高 いの は従 来 か らの 通信 回 線サ ー ビス

利 用 状況 を、5-2図 で見 る と、 当然 の ことな が ら、 従 来 か らあ る通信 回線

サ ー ビスが上 位 を 占め て い る。利 用 率 の高 い順 に、 「ISDN64」(70.4%)、 「デ ジ タ

ル ア クセ ス」(48.0%)、 「電 話 回線 」(45.5%)、 「フ レー ム リレー サー ビス」(31.1%)、 .

「高速 デ ジ タル回 線」(25.5%)と な って いる。

今 後 の利用 停止 意 向が強 い通 信 回線サ ー ビス は 、 「ISDN」(12.6%)、 「フ レーム

リレー サー ビス」(10.7%)、 「アナ ログ 専用 線」(21.1%)の 順 に続 く。 いず れ も従 来

か らあ る通信 回線 サ ー ビスで あ る。

一方 、今 後 の新 規 利用 の意 向 が強 い通 信 回線サ ー ビス は、 「ADSL」(43.0%)、

「IP-VPN」(40.1%)、 「VolP」(13 .4%)と 続 き、 いず れ も新サ ー ビスで あ る。 ブ ロー

ドバ ン ド、IPネ ッ トワー クへ の シ フ トの表 れ と見 て よ い。
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5-2図 オンライン通信回線サービスの利用状況と今後の予定

(2)従 業員規模別 の傾向

① 従業員規模 による利用格差の小さい通信回線サー ビスは、「ADSL」 、「ISDN64」 、

「電話回線」の順

従業員規模別 の傾向 を、5-3図 で見 ると、 いずれ の通信回線サー ビスとも

に大規模企業の利用率が高い。

最大利用率と最小利用率の差で見ると、「ADSL」(8.0ポ イ ン ト)、「ISDN64」(9.7

ポイ ン ト)、「電話 回線」(10.9ポ イ ン ト)の順 となっている。これ らの通信回線サー

ビスは、特殊な設備がい らず、安価 であり、利用 しやす いか らで あろう。
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② 利用 格差 の大 きい の は、大規 模 ネ ッ トワー ク用 の通信 回線 サー ビス

、最大 利用 率 と最 小利 用率 の差 で見 る と、 「フ レー ム リ レーサー ビス」(60.2ポ イ

ン ト)、 「ATM」(58.9ポ イ ン ト)、「デ ジタル ア クセ ス」(49.5ポ イ ン ト)、 「高速 デ ジ

タル回線 」(47.6ポ イ ン ト)、「ISDN1500」(39.6ポ イ ン ト)、「IP-VPN」(37.5ポ イ ン

ト)の順 とな って い る。
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5-3図 従業員規模別オンライン通信回線サービスの利用状況

(3)産 業別 の利用 傾 向

① 産業 別 によ る利 用格 差 の小 さい通 信回線 サ ー ビス は、 「ATM」 、 「アナ ログ専用

線」、 「セ ル リ レーサ ー ビス」の順

産業別 の利用 傾 向 を、全通 信 回線サ ー ビス の利用 率 は 「製 造業 」「非 製造 業 」「公

務」の順 で 高 くな って いる(集 計結 果第28表)。

通信 回線 サ ー ビス ご とに5-4図 で 見 る と、 最大 利用 率 と最小 利用 率 の差 は 、

「ATM」(0 .5ポ イ ン ト、製 造 業11.7%、 非製 造業11.2%、 公 務11.3%)、 「アナ ログ

専用 回線 」(2.4ポ イ ン ト、 製造業19.6%、 非 製造 業22.0%、 公務20.5%)、 「セ ル

リレーサ ー ビス」(3.0ポ イ ン ト、製造業3.0%、 非 製造 業0.7%、 公務0%)、 「ISDN64」

(4.6ポ イ ン ト、製造 業67.6%、 非 製造業72.2%、 公 務70.4%)、 「高速デ ジタル 同
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線 」(5.9ポ イ ン ト、 製 造 業27.1%、 、非 製 造 業24.8%、 公 務21.2%)の 順 で あ る 。

社数比(%)0

アナログ専用サービス

デジタルアクセス回線

高速デジタル回線

ATM専 用サービス

電話(アナログ回線)

DDX

ISDN64

1SDN1500

ADSL

フレーム リレーサービス

セル リレーサービス

IP--VPN

VolP

10 20 30 40 50 60 70 80

1・ 製造 業(・・4)畔 製造業(823)・ 公務(15・1)

5-4図 産業別オンライン通信回線サービスの利用状況

② 利用格 差 の大 き い通 信 回線 サ ー ビス は、「フ レー ム リ レー サー ビス」「電 話 回線」

の順

最 大 の利 用率 と最 小 の利 用率 の差 で見 る と、 「フ レー ム リ レー サ ー ビス」(34.1

ポ イ ン ト、 製 造業:40.1%、 非製 造 業:30.4%、 公務=6.0%)、 「電 話 回線」(28.4

ポ イ ン ト、製造 業:49.6%、 非製 造業:47.5%、 公 務:21.2%)、 「デ ジタル ア クセ

ス」(19.9ポ イ ン ト、製 造業:43.7%、 非 製造 業:47.8%、 公務:63.6%)、 「IP・VPN」

(11.3ポ イ ン ト、 製造 業:20.6%、 非製 造 業:14.9%、 公 務:9.3%)、 「DDX」(8.9

ポ イ ン ト、製 造業:7.7%、 非製造 業:10.2%、 公 務:1.3%)の 順 とな って いる。

産業 別 の傾 向 として は 、製 造 業 と非 製 造業 は多 少 の格 差 が あ る もの の 同様 の

利 用率 を示 して い るが 、公務 は これ らとは大 きな格 差 が あ る。下 表 にサー ビス別

の利用 率 を産業 で の順位 を示 した。

一58一



5-1表 産業別通信回線サービスの利用率の順位
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5.1。2通 信 回線サ ー ビスの利 用 意 向

(1)全 般的傾向

通信回線サー ビスの今後の利用意向を、5--5図 、5-6周 で見ると、利用停

止の意向が強い通信回線サー ビスは、 「ISDN64」(12.6%)、 「フレーム リレーサー

ビス」(10.7%)、 「アナログ専用線」(10.4%)と 続 き、そ のいずれ もが比較的 「古 くか

らサービスされているもの」であり、今後は これ らが順次 「新サービス」にシフ トさ

れていくのは間違 いない(なお、図では利用停止の社数比はマイナスで表 してい

る)。、

一方、今後利用増大す る と見 られる通信回線サー ビスは、 「ADSL」(43.0%)、

「IP・VPN」(40.1%)、 「VolP」(13.4%)と 続 き、 これ らが主な通信回線サー ビスにな

っていくものと考 えられ る。

また、新規利用 と利用停止の予定の差異を見 ると、全体的に上記 と同様の傾向

を示しているが、現在利用社数は少ないが 「ATM」(4.8ポ イ ン ト)は継続的な使用の

意向を示 して いる。

(2)従 業員規模別 の利用意向

従業員規模 による利用傾向を、5-7図 で見 ると、新規 に利用する予定のサー

ビスでは、「IP・VPN」「VbIP」は、大規模ほど利用意向が強 く、「ADSL」 については、

「100人未満」→ 「5000人 以上」→ 「1000人 ～5000人 未満」の順で利用意向が強 い。

この「ADSL」 は、規模の大小にかかわ らず今後企業全体 で利用されるものと考 え

られる(集計結果第129表)。
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利用 を停止 す る予 定 につ いて は 、 「アナ ログ専用 回 線」「高速 デ ジタル 回線 線 」お

よ び 「フ レー ム リ レーサ ー ビス」は、大 規模 ほ どそ の利 用停 止 に進 む 意 向が 強 く、

3種 とも同 様 の傾 向 を 示 して いる。 これ は、 「IP-VPN」 や 「ADSL」 な ど新 サ ー ビス

へ の シ フ トや 「ATM」 へ の シフ トが考 え られ る。 一方 、 「ISDN64」 は逆 に、100～

300人 、300～1000人 の 中堅 規模 のク ラス の利用 停 止 が多 い。

社数比(%)0

アナログ専用サービス

デジタルアクセス回線

高速デジタル回線

ATM専 用サービス

電話(アナログ回線)

DDX

【SDN64

1SDN1500

ADSL

フレームリレーサービス

セルリレーサービス

IP-VPN

VolP

102030405060 70-30-20-100

5-7図 従業員規模別通信回線サービス利用の動向(新規利用 ・利用停止)

5-2表 今後の通信回線サービスの利用/停 止の動向(従 業員規模別1順位)

【新規利用予定の順位(社数比)】

ATM ADSL IP-VPN VbIP
・100人 未 満 ⑤ ① ⑤ ⑤
100～300人 未満 ④ ③ ④ ④
300～1000人 未満 ① ④ ③ ②
1000～5000人 未 満 ② ⑤ ① ③
5000人 以 上 ③ ② ② ①

【利用停止予定の順位(社数比)】

ア加グ回線 高速 デ シ'タル ISDN64 フレーム1ル ー

100人 未満 ⑤ ③ ② ⑤
100～300人 未満 ④ ⑤ ① ③
300～1000人 未満 ③ ④ ③ ④
1000～5000人 未満 ② ② ④ ②
5000人 以上 ① ① ⑤ ①
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(3)産 業別の利用意向

産業別による利用傾向 を、5-8図 で見 ると、通信回線サー ビス別の 「新規利

用 」を予定 す る企 業 は、「ATM」 で は、「公務 」(8.2%)が 最 も高 く、「非 製造 業」(6.4%)、

「製造 業」(4.9%)の 順 で ある。また 「ADSL」 、 「IP-VPN」 お よび 「VbIP」は、いわ ゆ る

「従 来 形 のサー ビス」に比べ利 用 意 向が 強 く、3者 は共通 して お り、「製造 業」「非製

造 業」「公務 」の順で高 いが、 「ADSL」 で は 、製 造業45.7%、 非製 造 業43.8%に 対 し、

公務 は28.8%、 「IP・VPN」 は非製 造 業41.8%、 製 造 業40.8%、 が公 務 で は28.8%、

「VolP」は、(製 造業17.2%、 非製 造業13 .1%、 公務1.4%と 言 うよ うに 「製 造業 」「非

製 造 業」と「公 務」の格 差 が大 き くな って い る。

「利 用停 止」の 予定 の意 向 が あ る企 業 は 、 「アナ ログ専 用 サ ー ビス」、 「ISDN64」

は、 同様 の傾 向 を示 し、 「フ レー ム リ レーサ ー ビス」で は、 「製造 業 」の利 用停 止が

最 も高 くな って いる(集 計結 果 第29表)。

0社 数 比(%)

アナログ専用サービス

デジタルアクセス回線

高速デジタル回線

ATM専 用サービス

電話(アナログ回線)

DDX

ISDN64

ISDNI500

ADSL

フレー ム リレー サ ー ビス

セ ル リレー サ ー ビス

rp-VPN

VolP

10 20 30 40 50-20-100

5-8図 産業別通信回線サービス利用の動向(新規利用 ・利用停止)
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5.1.3ま と め

いわゆる「従来か らの通信回線サービス」である、「ISDN64」 、「デジタル アクセ

ス」、「電話回線」、 「フ レーム リレーサービス」、 「高速デ ジタル 回線」、「アナログ

専用線」などは、当然、利用企業は多 いが、今後の動向を見 ると、これ らの通信回

線サー ビスは、利用を停止する予定の企業が多 く出ている ことが分かる。「従 来

型」のサービスはいずれ 「新サー ビス」にシフ トし、消滅 してゆ く方向にある。

一方、高速の割 に回線使用料が安 く、比較的設備投資 も安価で済む と見 られ る

「新サービス」の 「ADSL」 「IP・VPN」「VolP」は、現時点では、未 だ利用企業はそれ

ほ どではないが、今後の利用動向を見ると、新規利用が増加す る傾向にある。

また、利用率が低い 「ATM」 の、利用の動向を見 ると、利用 を停止する意向を示

す率は低 く、 自前でのネ ッ トワー ク構築の回線サー ビス として今後 とも利用 は継

続 されるものと考え られる。

今後の傾向として、 「ADSL」 「IP-VPN」 「VolP」が 「ATM」 と共 に主流 となって行

くことが予想 されよ う。
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5.21Pネ ッ トワー ク サ ー ビス の 導 入 状 況

前述 の、「5.1.1通信回線サー ビスの利用状況 と今後の展望」で も述べたよ うに、「IP

ネ ッ トワークサー ビス」の利用の現況では未だ低 いものの、参考なが ら前年 と比べて

大幅な伸びを示 し、着実に利用が高 まってきて いると見 られる。また、今後の動向に

おいても、企業規模や産業の種別 を問わず大幅な伸びが期待されている。

この「IPネ ッ トワー クサー ビス」の調査は前年に引き続き、「IP・VPN」、「VblP」、「エ

クス トラネ ッ ト接続(他社 との接続)」の3項 目について調査を継続 し、今回は、 「IP

ネ ッ トワークサー ビス」の利用 目的につ いて も新たに調査を追加している。

本項の内容に関する調査結果のデータは、集計結果第'30～33表 、第130～133表 に

掲載 している。

5.2.11P-VPNの 導 入 状 況

(1)導 入 状況

IP-VPNの 導 入 状況 を、5-9図 で示 す と、全体 で は 「導 入済 み」の 回答 は20.7%

で あるが 、「導 入予 定」と 「導 入検 討 中」を合 わせ る と、半数以 上 の54.3%が 導入 に積

極的 に取 り組 み、 「導入推 進 派」で ある ことがわ か る。

規模 別 で は、 大規 模 ほ ど導 入 率 が高 く、 「導 入検 討 中」まで含 め た 「導 入 推 進 派」

は、5000人 以 上87.6%、100人 未満31.0%で か な りの格差 が あ る。

産業別 で の 「導 入推 進派」は、製造 業56.8%、 非製 造 業53.7%、 公務48.6%と 大 き

な違 いは な く、全体 と して 、導入 ・利 用 に前 向き に取 り組 んで いる とい え る。

O内 は回答社数 社数比0%

全体(1527)

従
業
員
規
模
別

産
業
別

100人 未 満(265)

300人 未 満(427)

1000人 未 満(474)

5000人 未 満(297)

5000人 以 上(64)

製 造 業(518)

非 製 造業(855)

公 務(154)

20% 40% 60% 80% 100%

ロすでに導入している 團導入の予定である

目導入の検討を行っている 日導入の予定はない

5-9図lP-VPNの 導入 状況
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(2)IP-VPNの 設備

次 に.IP・VPNの 「導入済み」と「導入予定」を合わせた回答企業 につ いて、 「自前の

VPN設 備」を持っているか、「ネッ トワーク側のVPN機 能」利用 しているかのVPN

設備の設置状況 を5-10図 で見ると、全体で 「自前のVPN設 備」と「ネッ トワーク

側のVPN機 能」の比率は39:61と なっている。

従業員規模別で見る と、100人 以上の規模では半数以上が、 「ネ ッ トワー ク側の

VPN機 能」を利用 して いる。

一方産業別では、製造業 と非製造業は6割 以上が 「ネ ッ トワーク側 のVPN機 能」

を、 「公務」は逆 に6割 近 くは「自前のVPN設 備」を利用 しているとなっている。

従
業
員
規
模

別

産
業
別

()内は譜 麟 ・%

全 体(431)

100人 未 満(40)

300人 未 満(94)

1000人 未 満(132)

5000人 未 満(125)

5000人 以 上(40)

製造 業(160)

非 製 造業(231)

公 務(40)

20% 40% 60% 80% 100%

ロ自前のVPN設 備を使用 ■ネットワーク側のVPN設 備を使用

5-10図IP-VPN設 備 の設置 状 況

5.2.2VolPの 導 入 状 況

音 声通 信 のIPネ ッ トワー'クへ の統 合(VbIP)の 導 入 の状 況 を、5-11図 で見 る

と、全体 で は 「導 入済 み」は5.9%で あるが{「 導入 予 定 あ り」と 「導入 を検 討 中」を加

え る と、22.5%と2割 強 が 「導 入推進 派」と見 る こ とがで き る。

従 業 員規模 別 の導 入率 は 、大規 模 ほ ど高 く、5000人 以 上13.8%、3000～5000

人未 満9.8%と な って い る。 「導入 済 み」、 「導入 予定 」、 「導 入 を検 討 中」を合 わせ た

「導 入 推進 派」で は、5000人 以 上61 .5%、300～1000人 未 満22.4%、100人 未 満

9.3%と 、規 模 に比例 して導 入 ・利用 の意 向が 強 くな って いる。

産 業 別 の導入 状況 は 、製造 業 よ り非製造 業 が 「導 入済 み 」の率 は高 く(9.8%)、 非製

造 業(4.5%)の2倍 以上 の導 入率 を示 した。公 務 は今 回 は、導 入 の回答 がな か った。
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「導入済み」「導入予定」「導入 を検討中」を合わせた 「導入推進派」は、導入済み と同

じく、製造業、非製造業、公務の順であった。公務 においても導入の機運は高まっ

てきているようである。

社数比0% 20% 40% 60% 80% 100%

O内 は 回 答社 数

全 体(1533)

100人 未 満(268)従

業

員300人 未 満(425)

覆
別1000人 未 満(478)

5000人 未 満(297)

5000人 以 上(65)

製 造 業(52D.

産

業 非 製 造 業(858)

別

公 務(154)
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ロ既に導入している

日検討を行ったが見送った

■導入の予定である

日検討していない

ロ導入の検討を行っている

5-11図VolPの 導 入 状 況

5.2.3エ クス トラネ ッ ト(他 社 接続)実 施 状 況

他社 との接続 による、いわゆるエクス トラネ ッ トワークの実施状況を、5-12

図に、実施 している企業の使用回線の状況を5-13図 に示す。

実施状況では、全体で,30.7%が 実施中で、従業員規模別 に見る と、5000人 以上

70.3%、300～1000未 満28.1%、100人 未満18.5%と なってお り、規模による格差

が大きいことがわかる。また、産業別 の実施率は、製造業39 .0%、 非製造業29.6%、

公務:8.1%の 順で、当然なが ら民間企業の方が他社接続 の実施率が高い。

次にエクス トラネ ット接続で使用 している種類別の通信回線比率について、従業

員規模別では、100人 以上の規模のクラスで共通 して専用 回線 と公衆回線の比がほ

ぼ同率とな ってお り、規模 による使用の違いはあまりない。100人 未満の企業では、

公衆回線(59.6%)が 奪回用線(35.1%)を 他の暮 らす に比べて大き く上回って使用 さ

れている。産業別では、製造業(専用回線43.0%、 公衆回線51 .8%)、 非製造業(同

47.7%、49.3%)と もに公衆回線が専用回線 を上回って利用 されているがその差は小
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さい。逆 に公務(専 用 回線69.3%、

衆 回線 を上回 って い る。

公衆回線30.7%)は 回答は少ないが専用回線が公

従
業
員
規
模
別

産
業
別

社数比0%

O内 は回答社数

全体(1503)

100人 未 満(259)

300人 未 満(418)

1000人 未 満(470)

5000人 未 満(292)

5000人 以上(64)

製造業(513)

非製造業(841)

公 務(149)

10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

ロ実施 囲未実施

5-12図 エクストラネット接続 の実施状況

社数比0%

O内 は実回答社数'全 体(45
3)

従
業
員
規
模
別

産
業
別

100人 未 満(48)

300人 未 満(122)

1000人 未 満(130)

5000人 未 満(109)

5000人 以 上(44)

製造業(196)

非製造業(245)

公 務(12)

20% 40% 60% 80% 100%

0.6

ロ専用回線 ■公衆回線 ロその他

5-13図 エクストラネット接続通信回線の使用状況
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5.2.41Pネ ッ トワー クサ ー ビス の 利用 目的

普 及 が急 速 に進 展 して いるIPネ ッ トワー クサ ー ビス を利 用 す る理 由や 目的 に

つ いて、 今回新 た に調査 を行 った 。

IPネ ッ トワー クサ ー ビス の利 用 目的 を、図5-2-6と 図5-2-7、 図5-

2-8で 見 る と、全 体 で は、経 費 の 節減69.4%、 ネ ッ トワー ク シス テム の見直 し

通信経費、ネットワーク運用経費等の削減

全社的なネットワークシステム見直しの一環

親会社や他社とのネットワーク化のため

顧客サービスの向上

新規時事業の開始に伴う新システムの導入

その他

0 20 40 0

・

6 80

5-14図IPネ ットワー クサ ービスの利用 目的

100

80

60

40

20

0

100人 未 満(124)300人 未 満(265)1000人 未 満(338)5000人 未 満(250)5000人 以 上(61)

ロ全社的なネ ットワークシステム見 直しの一環

団顧客へのサ ービス向上

■通信経費,ネ ットワー ク運用経費 等の削減

日親会社や他 社とのネッ トワーク化 のため

a新 規事業の 開始にともなう新シス テムの導入

日その他

戊

5-15図 従 業 員規 模別IPネ ットワークサー ビスの 利用 目的
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52.1%、 他 社 との ネ ッ トワー ク化232%、 顧 客サ ー ビス11.8%、 新規 事業8.4%の

順 とな って いる。規 模 の大 小 や産 業 の種 別 にかか わ らず 、同様 の傾 向 を示 して い る。

社数比(%)O内 は回答社数
80

70

60

50

40

30

20

10

0

製 造 業(384) 非製 造業(566)

ロ全社的なネ ットワークシステム見 直しの一環

臼親会社や他 社とのネットワーク化 のため

国顧客へのサ ービス向上

ll新規事業の 開始にともなう新システムの導入

■通信経費,ネ ットワー ク運用経費 等の削減

日その他

公務(88)

5-16図 産 業 別IPネ ットワークサービスの利 用 目的

5.2.5ま とめ

今回が2回 目の調査 となった、インターネッ トでの「IPネ ッ トワークサー ビス」

の導入 ・利用の状況 について、前回に続 いての調査 の結果 は上述 したとお りである:

ただ し、今回調査 よ り調査対象や調査範囲を変更 したため、前年度の結果 と単純に

比較 できないが、IPネ ッ トワークサービスの導入企業着実に増加 してきている と

見てよい。

「IP・VPN」、「VbIP」、「エクス トラネッ ト接続」にお いては、いずれも民間の大規

模企業が主導で導入 ・利用 して いる傾向が うかがえる。

今回新たに調査項 目に加えた、IPネ ッ トワークサー ビス利用 の理 由や目的では、

企業規模の大小や、産業 の種別 にかかわ らず、 「通信経費、ネ ッ トワーク運用経費

な どの削減」が共通 の懸案事項になっていることが明 らか になった。

今後 もよ り増加が予測 される 「IPネ ッ トワークサー ビス」については、その動向

に注 目し、調査 を継続 してい く必要がある。

一69一



5.3ネ ッ トワ ー ク の 利 用 状 況

5.3.1ネ ッ トワ ー ク ・サ ー バ ー の 機 種

平成13年 度 にお けるサ ー バ ー の機 種別 保 有 台数 の増 減状 況 は 、前年度 よ り増 加

と回答 した企 業 の割 合 が最 も多 か った の は 「NTサ ー バ ー」の43.3%で あ り、以 下

「HNUXサ ー バー 」33.0%、 「UNIXサ ーバ ー 」232%、 「汎用 コ ンピュ ー タ(オ フコ ン

含)」5.7%で あ った 。 前 年 並 み で あ った の は 、 「汎用 コ ン ピュー タ(オ フ コ ン含)」の

85.8%を は じめ 、 「UNIXサ ーバ ー」・72.2%、 「HNUXサ ー バ ー」65.3%、 「NTサ ー

バー」54.4%で あ っ た。 前 年 度 よ り減 少 との回 答 は 、 「汎 用 コ ン ピ ュー タ(オ フ コ ン

含 む)」の8.6%が 最 高 で あ り、 それ 以 外 は5%未 満 で あ った(集 計結 果 第34表)。

今後 の サー バ ー の機 種別 保 有 数 増減 の 見 通 しで は 、増や す とす る企 業 の割 合 が最

も多 い のは 「NTサ ー バ ー」の52.8%で あ り、以 下 「LINUXサ ーバ ー」52.1%、 「UNIX

サ ーバー 」31.3%、 「汎用 コ ン ピュー タ(オ フコ ン含)」6.4%の 順 とな って いる 。一 方 、

減 少 を予 想 して いる割 合 が 多 い の は、「汎 用 コン ピ ュー タ(オ フコ ン含 む)」の29.6%

で あ り、以 下 「UNIXサ ーバ ー 」10.7%、 「NTサ ー バr7.1%と 続 い て いる。

汎用コンピュータ

UNIXサ ー バ ー

WindowsNTサ ー バ ー

Linuxサ ー バ ー

そ の 他

2001年 度(1,166)

今 後(1,130)

2001年 度(737)

今 後(732)

2001年 度(1,326)

今 後(1,302)

2eOl年 度(548)

今 後(607)

2001年 度(229)

今 後(236)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(・)内 は 回答 社数。 1ロ 増加 固不変 口減少1

5・一・17図 機種 別 サー バー 保有 状 況 の 変化

産業別のサーバー機種別保有台数の増減状況 は、製造業では 「汎用 コンピュー タ

(オフコン含む)」を今後 は減 らす とする回答が33.2%と 平均 よ りも高 く、公務で は
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平成13年 度に増や した機種 として 「NTサ ーバー」57.1%、「HNUXサ ーバー」41.4%

が全体平均よ りも高かった。

従業員規模別のサーバー機種別保有台数の増減状況は、平成13年 度 に「汎用ゴ

ンピュー タ(オフコン含む)」を減 らした企業の割合を見 ると、従業員5000人 以上で

27.0%、 従業員1000～5000人 未満で13.6%と 従業員規模が大きいほど大き くな っ

てい る。反対 に、平成13年 度に増や した機種では、「NTサ ーバー」が従業員5000

人以上で60.6%、 従業員1000～5000人 未満で60.1%、 「UNIXサ ーバー」が従業員

5000人 以上で53.8%と 企業規模が大 きいほどNTサ ーバーやUMXサ ーバーを増

や し、今後 もこの傾向は続 くと予想 される(集計結果第134表)。

5.3.2ネ ッ トワー ク化 の効 果

ネ ッ トワーク化 によ り最 も効果があるとされるのは、「情報処理の運用、アウ ト

プッ ト作成の迅速化」(期待 した効果15.3%、 ある程度 の効果54.6%)で あ り、回答

の7割 がそ の効果 を認識 している。次 いで 「エ ンドユーザーコンピューテ ィングの

浸透」(期待 した効果14.1%、 ある程度の効果51.0%)、 「全社的な業務処理、手続 き

等の見直 し、簡易化等」(期待 した効果11.4%、 ある程度 の効果47.9%)、 「システム

開発 、メンテナンスの能率 の向上」(期待 した効果8.1%、 ある程度の効果44.6%)、

「経営戦略分析資料の作成の適用拡大」(期待 した効果7.9%、 ある程度の効果39.9%)

な どが効果を認め られて いた。

一方、効果がな いか若 しくはマイナス面を指摘 されたのは、「要員人件費の削減」

(変化な し25.9%、 マイナス面多 い20.8%)を はじめ、 「組織改革」(変化な し28.6%、

マイナス面多 い16.2%)、 「ソフ トウェア関係運用費用の削減」(変化 な し26.6%、 マ

イナス面多い16.9%)な どであった。r

情報化関連費用については、ハー ドウェア関係運用費の削減効果 は若干認識 され

ているが、ソフ トウェアと要員人件費 については変化な しや逆にマイナス面が多い

との回答が多 く、投資効果 が上がっていないことが指摘 され ている。情報システム

部門については、運用の効 率化 とい う面では一定の効果が認 め られているが、シス

テム開発の効率化や経営戦略への貢献面で は変化な しや マイ ナス面多 いとの評価

も多 くある。エ ン ドユーザー部 門については、エン ドユーザー コンピューティング

の浸透 と業務処理の見直 し・効率化が認識 されているが、組織改革 に対する効果 に

ついては認め られていない。取 引先や顧客の満足度向上については、ある程度 の効

果 を認めて いるが、不明とする回答が多 く、今後の課題 として いる企業が多いもの

と推察できる(集計結果第35,36表)。
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社数比(%)Nニ147〔P%

ハードウエア関係運用費用の節減

ソフトウエア関係運用費用の節減

要員人件費の削減

システム開発、メンテナンスの能率向上

情報処理の運用、アウトプット作成の迅速化

経営戦略分析資料等の作成の適用拡大

エンドユーザコンピューティングの浸透

全社的な業務処理、手続き等の見直し、簡易化等

組織改革

取引先、顧客の満足度向上

20% 40% 60% 80% 100%

ロ期待した効果が現れている
ロあまリ変化はない
田不明

口ある程度効果が上海りつつある

ロマイナス面が多い

5-18図 ネットワーク化による効果の状況

参考 と して ネ ッ トワー ク化 の効 果 レベル を昨 年度 と比較 して みる 。た だ し、前 年

度 はネ ッ トワー ク化 を含 めた 「オー プ ン シス テ ム!ダ ウ ンサ イ ジ ン グ」 の効 果 を問

うてい るの に対 し、今 回 の調査 で は 「ネ ッ トワー ク化 」に絞 って調査 を行 った こ と、

さ らに これ に関連 して評価 項 目を も見 直 して い る ため 、昨 年 度 と継続 して い る8項

目につ いて 比較 して い る こと・また ・調査 対 象 が 昨年 度調 査 と比べ大 き く変 わ っ て

いる こと に注意 された い。そ の結 果 か ら、 総合 評価 で は昨 年度 の2 .48か ら今 回 は

2.52と ほ ぼ同 じ レベル で あ った 。

個別 項 目を比 較 す る と、昨 年度 よ り も上 昇 した項 目は 、 「シス テム 開発 、 メ ンテ

ナ ンスの 能 率 の向 上」(2.31→2.62)、 「情報 処 理 の運 用 、アウ トプ ッ ト作 成 の迅 速化 」

(2.72→2.90)、 「エ ン ドユ ーザ ー コ ン ピュー テ ィ ングの浸 透 」(2.65→2.85)、 「ソフ ト

ウェア 関係 費 用 の 節減 」(2.19→2.27)な どで あ った 。一 方 、昨 年度 よ りもダ ウ ン し

た項 目は、 「組 織 改 革」(2.66→2,16)、 「ハ ー ドウ ェア関 係 費 用 の削 減」(2.46→2 .39)

で あった 。特 に組織 改革 の効果 レベ ルが 大 き く下 が って いた。
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+今 回

・▲一昨年度 ,

ハードウエア費用の節減

組織改革

2.66

全社的業務手続き等の見直し

2.71

エンドユーザコンビュー

2.65

ソフトウエア費用の節減

2.19

要 員 人件費の削減

2.1

システム開発メンテ能率

2.31

情報処理運用アウト迅速化

2.72

5-19図 ネットワーク化の効果レベルの比較(参考)

5.3.3ネ ッ トワー ク利 用 の将来

ネ ッ トワー ク利 用 の今 後 の見 通 しにつ いて 、各項 目の短 期 的 な見 通 しか ら述 べ て

み る。 ホ ス ト系 ネ ッ トワー ク の規 模 は 、 「拡 張」82%、 「現 状 維 持 」51.2%、 「縮 小 」

25.4%と 現 状 維 持 か ら縮 小 の傾 向 にあ る。 ・

一 方 、サ ー バ ー 系ネ ッ トワー ク の規模 は 、「拡 張」60.4%、 「現 状 維 持」33.8%、 「縮

小」0.9%と 拡張 傾 向 が あ き らか で縮 小 との回答 はほ とん どな い 。

イ ンター ネ ッ トめ活 用 は 、 「拡大 」75.9%、 「現 状維 持」22.5%、 「縮 小」0.3%と 今後

さ らに利 用 の拡 大 を図 る傾 向が 明 らか にな って い る。ネ ッ トワー クの 回線 容量 は、

「拡張 」72.4%、 「現 状 維持 」23.5%、 「縮 小」0.3%と これ も拡 張傾 向 にあ る。ネ ッ トワ

ー クの速 度 は 、 「高速 化 」75.9%、 「現状 維 持」21.0%、 「低 速 化」0.1%と 高速 化傾 向が

明確 とな って い る。 ネ ッ トワー クの適 用業 務 も 「拡 張」74.gg6、 「現 状維 持 」21.0%、

「縮小 」0.1%で あ る。 これ らの 結果 か らは、 回答 の約75%の 企 業 で イ ンター ネ ッ ト

の活 用 に積極 的 に取 り組 ん で い る ことが分 か り、よ り高速 大 容 量化 が 求 め られ て き

て いる。

ネ ッ トワー ク を活 用 した新 事 業 は、 「開始」17.6%、 「検 討」48.7%、 「な し」28.5%

で あ り、回答 の 半数 の企業 で 何 らか の ネ ッ トワー ク事 業 を検 討 して い る ものの 、実

際 に開始 して い るの は2割 に満 たな い現状 が 分か る(5-20図 、集 計 結 果第37表)。

従 業員 規模 別 で は、ネ ッ トワー ク の活用 は企業 規模 が大 き くな る ほ ど拡 大 す る傾
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向がある。特 に従業員数5,000人 以上 の企 業ではホス ト系ネ ッ トワー クの「縮小」

が51.5%と 高か った反面、サ ーバー系ネ ッ トワー クの拡大や高速大容量化、適用業

務の拡大などすべての項 目で拡大傾向が高か った。また、ネ ッ トワークを活用 した

新事業の 「開始」も40.9%と 高かった(集計結果第137表)。

0%

社 数 比(%)N=1517

ホス ト系 ネットワー クの 規 模

サーバ系ネットワークの規模

インターネットの活用

ネットワークの回線容量

ネットワークの速度

ネットワークでの適用業務

ネットワークを活用した新事業

'
%02 40% 60% 80% 100%

4.9

1.3

3.8

3.0

4.0

ロ拡張(拡 大、高速化、開始)ロ 現状(検 討)ロ 縮小(低 速化、なし)口 無回答

5--20図 ネットワーク利 用 の将 来 の見 通 し

5.3.4ま と め

ネ ッ トワー ク構成機器の増減状況では、NTサ ーバーが現在および今後 とも増加

する傾向にあるとともにLIN"UXサ ーバー も今後 はさらに増加 してい くもの と考

えられる。これ に対 して汎用 コンピュータは今後 は減少させ るとい う企業 も3割 ほ

どある。

また、ネ ッ トワー ク化の効 果 としては、情報処理の運用 に関する迅速化、エ ン ド

ユーザーコンピューティングの浸透・業務処理 ・手続 きの簡 易化な ど 「効率化」の

効果に関 しては認め られている。しか しなが ら、「組織改革」や 「経費削減」に対する

効果の測定 には厳 しい評価 がなされて、特 に要員 人件費や ソフ トウェア関連経費の

削減に対 しての評価 は低調であった。

ネ ッ トワー ク利用の将来の見通 しでは適用業務の拡大 に伴 い、サーバー系ネッ ト

ワー クやイ ンターネ ッ トの活用 を中心 に利用の拡 大化 の傾 向が明 らかにな ってき

てお り、特にブ ロー ドバ ン ド化 への対応か ら回線容量の拡大や高速化が求め られて
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いる ことは用意 に想像できよ う。ただ しネ ッ トワークを活用 した新事業への取 り組

み につ いては未だ これか らという状況で、新たな事業へ進 出す る機運 ははっき りと

していないようである。ネ ッ トワーク化の効果 とも考 え合わせる と、業務の効率化

か ら実績を上げ、経営戦略の実現 に効果 を挙げるのは今後 の課題 となろう。

r
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ネットワーク利用の多様化





Vlネ ッ トワーク利 用の 多様 化

6.1モ バ イ ル ・コ ン ピュ ーテ ィ ング の動 向

モバイル ・コンピューティング(以下M/C)に つ いては1999年 よ り継続的に調査

されていきたが、本年 は調査対象企業の範 囲が広が り、設問内容 も若干変更 されて い

るため、本年 の分析にお いては過去数値 との単純比較 は行わず、傾向のみ を参考する

にとどめ、本年度の調査結果か ら明 らかになった内容 を以下に述べる。

6.1.1モ バ イル コン ピュ ーテ ィング(M/C)の 導入 ・利 用状 況

～4社 に1社 が導入、5000人 以上の企業では約7割 が導入～

全回答 において、モバイルコンピューティング導入後2年 以上が経過 した企業は

12.7%、 導入後2年 未満の企業 は12.3%で あ り、計25%す なわち4社 にL社 が導

入 していることになる。検討中の22.4%を 加えると全体 の約半数の企業がM/Cに

対 して積極的な姿勢を見せていることにな る。

6-1表 従業員規模別モバイルコンピューティングの導入状況

従業員規模

導入後2年
以上 未満,試 験 中止

的導入

導入後2年 導入後現在

.

検討中 検討 してい
ない,不 明

合 計

100人 未満 11 11 5 62 190 279

3.9 3.9 1.8 22.2 68.1 100

300人 未満 26 54 6 103 245 434

6 12.4 1.4 23.7 56.5 100

1000人 未 満 62 62 5 110 242 481

12.9 12.9 1 22.9 50.3 100

5000人 未満 68 50 2 62 113 295

.23.1 16.9 0.7 21 38.3 100

5000人 以 上 31 14 0 12 10 67

46.3 20.9 0 17.9 14.9 100

合 計 198 191 18 349 800 1556

12.7 12.3 12 22.4 51.4 100
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従業 員規 模別 に導入 状況 を見 た 場 合 は 、大 企 業 にな るほ ど導 入率 が 高 い。100

人未満 の規 模 で は2年 以 上、2年 未 満 と もに3.9%、 計7.8%な の に対 し、1000

人～5000人 未 満 の企業 で それ ぞ れ23.1%、16.9%、 計40%に 達 し、5000人

以上 の企 業で は 、それ ぞ れ46.3%、20.9%、 計67.2%と7割 近 い企業 がM/Cを 導

入 して いる。

非製造業(865)

1.0
()内 は回答社数、社数比

製 造 業(537)

1.31.3

公 務(154)

0.0

全産業(1556)127

1.2

123-一 轡224

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■導入後2年 以上
団導入後 現在中止

■検討していない,不 明

ロ導入後2年 未満,試 験 的導入

ロ検討中

6-1図 産業別モバイルコンピューティングの導入 ・利用状況

また、導入 したものの現在 は利用 をと りゃ めた企業は、全体のわずか1.2%、1

8社 に過 ぎないが、18社 中16社 が従業員300人 未満の企業である。1000

人以上の企業で導入 をとりやめた企業 はない。以上の ことか ら、M/Cは 小規模の

企業には運営 していくのが困難な場合が ある と言える(集計結果第138表)。

業種別 に見た場合、導入率の高いのは下表 のとお りである。

6-2表 モバイルコンピューティング導入率の業種別状況

順位 2年 以上と
2年 未満の

合計導入率

2年 以上の

み導入率

・2年以 上

のみ順位

1位 情報通信機械器具 50.8 33.3 1位

2位 石 油 ・石炭 ・フ.ラスチック 49.0 24.5 4位

3位 電気機械器具製造 42.2 24.5 4位

4位 電気 ・ガス ・熱供給 41.6 33.3 1位

5位 情報サービス業 40.0 26.7 3位
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6.1.2モ バ イル コン ピューテ ィ ング(M/C)の 導入 ・利 用部 門

～営業、情報 システム、研究 開発がベス ト3～'

全国答申、導入企業の うち導入の割合が高 い部門は、第1位:営 業 ・販売(78.6%)、

第2位:情 報 システム部門(51.9%)、 第3位:研 究 ・開発 ・製造 ・設計(32.8%)の 順

である。この上位3位 は、過去 の調査で も同様の順位で あ り、ほぼ固定化 されてい

る。

上位3位 の部門の傾向を従業員規模別 に見た場合、営業 ・販売部門 については従

業員規模が大きいほ ど、導入の割合が高いのに対 し、第2位 、第3位 については導

入の割合の高 さと従業員規模 には相関関係はない。この ことか ら従業員規模が大き

くなるほど、よ り営業部 門でのM/Cの 利用を推進す る傾向があると言える(集計

結果第139表)。

一方、部門内の導入率(M/C利 用者 と部門全体の人数の割合)については、従業

員規模が大きくなるほど割合が低 くなってい く傾向がある。従業員規模が大 きくな

るとシステム利用対象者が多 くな り、もれな くユーザを教育 してい くことが困難に

なって行 くか らだ と推測 され る。また、第1位 の営業 ・販売の部門内導入率 は平均

44%、 、第2位 の情報システム部門は平均41%な のに対 し、第3位 の研究 ・開発 ・

製造 ・設計の部門内導入率は24.6%に 過ぎな い。これは、前者が どちらか というと

組織的 に導入を推進 しているのに対 し、後者 は希望者のみに導入させているか らで

はないか と推測 できる。

業種別に導入 の割合が高 い部門を見た場合、あま り顕著 な傾向はみ られないが、

卸売業は、営業 部門へ導入 された割合が92.9%と 高 く、部門内の導入率 も56.8%

に達 してお り(全部門を通 してのの平均導入率も52.2%と 高い)非常 に密度濃 く使

い込んでいる業種 と見なす ことができる。その他、営 業部 門の部 門内導入率が50%

を超 えているの は、繊維工業(52.4%)、 化学工業(54.4%)、 そ の他製造業(55.1%)、

電気 ・ガス ・熱供給(51.5%)で あり、 これ らも同様 に密度濃 く使 い込んでしyる業種

と見てよい(集計結果第39表)。

また、今後短期的に利用が増えるか どうかの見通 しにっいて は、全回答 中 「増え

る」が49.3%、 「同 じ」が50.1%で あ り、「減る」 と回答 したのはわずか0.7%に し

か過 ぎない。従 って部 門内の導入率は今後上がってい くと推測 される。特 に上位3

位の部門に対 して見 ると、「増える」と回答 している企業 は、営業 ・販売では60.6%、

研究 ・開発 ・製造 ・設計では64.5%に 達す る。これ らの部 門では、今後 も重点的に

、活用が推進 され て行 きそ うで ある。ただ し、情報 システム部 門で は 「増える」 は

37.4%と 平均以下であった。これは、情報 システム部門で のM/C導 入が多分に実

験的要素を含んでお り、積極的 に利用度 を上げる必要性 は他の部 門に比べてやや薄

いのではないか と推測できる。

業種別に見た場合、密度濃 く使い こんでいる業種の うち、繊維工業(57.1%)、 化
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学 工業(56.5%)、 そ の他 製造 業(60.0%)に つ いて は 、高 い割 合で 「増 え る」 と回答 し

て い る。特 に、電 気 ・ガ ス ・熱 供給 で は 、83.3%が 「増 え る」 と回 答 して お り、大

いに利用 度 が上 が って 行 きそ うで あ る。ただ し卸 売業 で は51 .3%に 止 まって お り、

若干 成熟 した観 が あ る。

100

80

60

40

20

0

部門別利用割合:社数比(%) 平均導入率(%)

営業 ・販売 財務 ・経理 企画 ・総務 ・ 研究 ・開発 ・ 情報システム その他

人事 ・労務 製造 ・設計 部 門

導入/利 用部門

100

80

60

40

20

0

asコ100人 未満(19)

⊂==コ300人 未満(75)

囮1000人 未満(112)

じ==コ5000人 未満(105)

団!Mロ5000人 以上(30)

一 全体(341)

画
一 ●-100人 未満

+100～300人 未満

+300～1000人 未満

一→←-1000～5000人 未満

・ →・・5000人 以上

一 ●一一全体

「今後増加」社数の割合

()内 は回答社 数

6-2図 従業員規模別モバイルコンピューティングの導入 ・利用部門と導入率

6.1.3モ バ イル コ ン ピューテ ィ ング(M/C)の 利 用 内容

～30%が 社内と同じ業務 を可能。絞 り込んだ業務 は圧倒 的にメール～

M/Cで 社外 で も社 内 とほぼ同等 の業務 を行え る と回答 したの は、全 回答 の

30.4%で ある。社内 と同等の業務 を行えるということは、すなわち直行直帰、在宅

勤務、SOHOな どの推進につなが り、一方では各種 システムを構築 してい く際に、

モバイルで使用す る場合 の社内LANと 比較 した場合の通信速度 の遅さや、オフラ

インでの利用を意識 しなければな らないため、通常以 上に開発コス トがかかって し

まうと考え られる。したが って従業員規模が大きいほ どそ の割合が高いか と思えば

決 してそ うではな く、100人 未満の企業が55%と 最 も高 く、5000人 以上の

企業でも37.2%と 高 くなって いる。要は従業員規模で はな く、モバイルを実施する

目的を何 と定義するによって システムの作 り方が変 わって くる ということであろ

う。一方、割合が低いのは300～1000人 未満 の22.2%、1000～5000
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人未満の27.4%と 中堅規模以上の企業であ り、これ らの規模では機能 を絞 り込んだ

上でM/Cを 推進す ることになる。

絞 り込んだ機能の圧倒的な第1位 は社 内外 との電子 メールで あ り88.8%の 企業

が使 っている。以下、提案 ・営業活動 の33%、 受発注業務の16.1%と 続 くが、第

1位 とは大 きな差がある。これ らの割合は、従業員規模別 に見て もあま り変わ らな

い(集計結果第141表)。
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社数比(%)

受発注業務

提案・営業活動

社内外との電子メール

社内の基幹業務

その他

20 40 60 80 100

6-3図 従業員規模別モバイルコンピューティングの利用内容

業種別 に見た場合は、社内 と同様 の業務 を行 える割合 の高 い業種 は、化学 工業

(39.1%)、 卸売業(38.1g/。)、情報サー ビス業(44.4%)で ある。前の2業 種 は、部門内

導入率の高い業種であ り、情報サー ビス業は高度な情報 システムを作 ることが 自社

の利益 につなが る点が ことと関係があ りそ うで ある。

絞 り込んだ機能 を業種別 に見た場合、第1位 の社内外 との メール については大 き

な差はな いものの、受発注業務の割合が高 いのは、小売業(46.4%)、 金融 ・保 険業

(44.4%)で あ り、提案 ・営業活動の割合が高いのは、食料品(43.8%)、 化学工業(50.0%)、

鉄鋼業(66.7%)、 その他製造 業(52.6%)、 新聞(66.7%)、 卸売業(42.9%)、 小売業(50.0%)

で ある(集計結果第41表)。
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6.1.4モ バ イル コ ン ピューテ ィング(M/C)の 効果 と満足 度

～概ね満足度 は高 く、時間の有効活用が トップ～

効果については、①時間の有効活用 による生産性の向上、②社 内外の情報共有の

高速化、③顧客へのサー ビス レベル 向上、④移動費な どコス ト削減、⑤その他 に

対 し[4.非 常 に満足、3.満 足、2.や や不満、1.不 満]の4段 階評価で回答

していただいた。

結果 としては、全回答中 「3.満 足」と回答 した企業が、全体の6割 近 くを占め、

平均ポイン トは2.64で あ り効果 に対 しては、概ね満足 しているという結果が出て

いる。

4つ の設問のなかでは、①時間の有効活用 による生産性の向上が2.82で 最 も満

足度が高 く、以下②社内外の情報共有の高速化(2.72)が 続 き、少 しポイ ン トが下が
1
って④移動費な どコス ト削減(2.52)、③ 顧客へのサー ビス レベル向上(2.47)が 続 く。

③ については定量化 しづ らい項 目のため、満足度 も低 いのではないかと推測 され る。

従業員規模別 に見た場合、従業員規模 と満足度 の間には相関関係はな く、特 に特

徴は見 られない。唯一、他の従業員規模では、すべて満足度が①〉②〉④ 〉③ とな

っているの に対 し、100人 未満の従業員規模のみ、満足度が最も高いのが②社内

外の情報共有の高速化 となっている程度で ある(集計結果第142表)。

0%20%

社数比O内 は回答社数

時間有効活用による生産性向上(367)

社外情報共有高速化(359)

対顧 客サー ビスレベル 向上(323)

移動 費等 コスト削減(331)

40%60%80%100% 満 足度

レベル

2・72 .82

5・02
.72

2.47

2.52

'
・非常に満足 ・齪N・lcPや 不 満 ・不満1

6-4図 モバイルコンピューティングに期待する効果と満足度

/

業種別に見た場合は、①時間の有効活用 による生産性の向上 についての満足度が

高いのは、小売業(2.96)、 金融 ・保 険業(3.00)で あ り、②社 内外の情報共有の高速

化の満足度が高いのは、建設業(2.93)、情報サー ビス業(2.91)、教育、学術研究(2.91)

である。

一方、上位2項 目に対 して満足度の低かった④移動費などコス ト削減 に対す る満
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足度が高いのは、金融 ・保険業(2.67)、 情報サー ビス業(2.67)で ある。設問中景 も

満足度 の低かった③顧客へのサー ビス レベル向上 に対す るポイ ン トが高か ったの

は、電気 ・ガス ・熱供給(2.67)、 運輸業(2.60)、 卸売業(2.61)、 金融 ・保険業(2.75)

である。特に電気 ・ガス ・熱、運輸業、金融 ・保険業 は、④ が4設 問中2番 目のポ

イ ン トとなっている(他の業種ではほとん ど4位)。

金融 ・保険業は4設 問を通 して非常に満足度が高かった。同業種 は、6.1.3で 受

発注業務を実施 して いる割合が高か ったが、その分野 にお いて有益 なしくみが構築

できているようである(集計結果第42表)。

6.1.5モ バ イル コ ン ピュー テ ィング(M/C)の 利用 上 の 問題 点

～通信料金、通信速度 、セキュリティがベス ト3～

問題点 については、8つ の項 目の中か ら該当す るもの を複数選択 していただ く形

で実施 した。その結果全回答 中のワース ト3は 、第1位 ・:通信料金が高い(61.1%)、

第2位:通 信速度が遅い ・応答時間が長い(56.4%)、 第3位:セ キュ リティ対策が

不十分(5L5%)で ある。 この設問は過去の調査で も実施 されていたが、過去2年 間

この3項 目は同 じ順位で あった。調査規模が違 って も共通の問題点であると見てよ

い。
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6-5図 モバイルコンピューティング利用上の問題点
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従業員規模別 に見 た場合、全体的 に従業員規模が大 きいほど問題意識が強いとい'

う傾向がある。特 に、第1位 の通信料金の問題 と、第2位 の応答時間の問題 につ い

ては、その傾向が強い。いずれ も大企業の方が利用量やアプ リケー ションの種類が

多いことによるためではないか と推測される(集計結果第143表)。/

業種別 に見 ると問題意識の高い業種がいくつか見 られ るが、これまでの レポー ト

の中で出て こなかった業種が多い。中で も精密機械器具製造は、通信速度が86 .2%、

通信料金が71.4%、 セキュ リティが85.7%と どれ も高いポイ ン トを示 している。

同業種は満足度 も低 く、部門内導入率も低い(集計結果第43表)。

一方、6.1.1で 導入 を中止 した企業が18社(1.2%)い る と述べたが、その18社

の回答内容において は、通信速度が遅い三応答時間が長 いあげた企業が12社 、通

信料金が高いをあげた企業が9社 あった。レスポ ンスが利用に耐え られず、通信料

金に費用対効果を見出せなかった企業が導入 を取 りやめて しまうよ うである。

6.1.6ま と め

M/Cは 、大企業 の営業部門を中心に導入されてきてお り、5000人 以上の企

業の導入率は7割 近 くに達 している。

また、約3割 の企業では、M/Cで も社 内と同様な業務 を行 えるようにしてお り、

それ以外の企業では、特定の機能 に絞ってM/Cを 展開 して いる。大部分の企業で

はメールを行 う程度であるが、金融 ・保険業では受発注業務をM/Cで 実現 してお

り満足度 も高い。 また、導入企業の99%は 今後のM/Cの 導入は同等以上 と回答

している。従 って導入企業 自体が増えるか どうかは予測 しづ らいが、導入企業にお

ける部門内導入率が増えていくのは間違 いなさそ うで ある。一方利用上の問題 につ

いては、数年前か ら一貫 して、通信料金の問題、通信速度の問題 、セキュリティの

問題が取 り上げ られている。通信料金 については、今年 になってか ら128Kの サ

ー ビスや、定額制のサー ビスが登場 してきているので、これ らが固定化 しつつある

問題点の解決 の糸 口になることを期待 したい。
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]

6.2CRMの 動 向

顧客接点業務 の諸要 素を総括 しCRM(CustomerRelationshipManagemen七)と し

て捉 え、企業が どのようにCRMを 進めているか把握する ことを目的 として本調査

項 目を昨年度か ら始めた。今年 はその2年 目とな る。市場 において生き残 りをか け

た企業間の競争 が熾烈 にな っている。既存顧客を如何 に して 囲い込むか、新規顧 客

をどのよ うに して獲得す るか、顧客 あた りの収益 を如何 に大 き くす るかが以前 にま

して重要 とな り、ITを 活用 した顧客接点業務の高度化 が期待 され ている。顧客接点

業務のITを 活用 した高度化には、様々な顧客チャネルを どのように統合 しサポー ト

す るか、CTI(ComputerTelephonylntegration)を どのよ うに行 な うか 、イ ンターネ

ッ トをどのように活用す るか、顧客情報を どのよ うに整備統合 し分析活用するか、

など様 々な面が ある。

我 国において企業のCRMへ の取 り組みは未だ初期の段階であ り、本格的 に取 り

組んで いる企業 は未 だ多 くないがその コンセ プ トや重要性 につ いて は理解 されて来

ている。

本年 は調査項 目として 「イ ンターネ ッ ト対応機能の導入状況」を新た に追加 した。 こ

れ は特 にイ ンターネ ッ トの活用が多様化 した状況を踏 まえた もので ある。

6.2.1情 報システムが対応 して いるチャネル状況

'

顧 客 との チ ャネ ル にお いて 情報 シス テ ムが 何 らか の対 応 を して い る と回 答 した

企 業 は全体 の回 答社 の46%(1505社 中692社)で あ り、 対応 して い るチ ャネル の種

類 を多 い順 に見 る とイ ンター ネ ッ ト38.8%(1505社 中577社)、 電 話29.2%(440

社)、FAX(366社)、 面対 サ ー ビス17.1%(258社)と な っ て い る。
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従業員規模別 にみると、5000人 未満の各グループはいずれ も情報システムのチ

ャネル対応状況 は40%～50%だ が、5000人 以上の企業では68.9%(61社 中42

社)と 高い割合 を示 して いる。業種別 に見 ると金融 ・保険業が69.4%(72社 中50

社)、電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業が72.7%(11社 中8社)と 高 い割合 を示 している

(集計結果第44、144表)。

6.2.2電 話対応 にお けるCTlの 導 入状 況

顧 客 チ ャネ ル の うち 電 話対 応 に お いて は どのよ うな機 能 が導 入 され て い るか を

尋 ねた ところ、1306社 か ら回答 が 得 られ た。 しか しな が ら、そ の 結 果 は91.8%(13

06社 中1199社)の 企業 で 機 能 の 導入 がな く、わ ずか にCTI(ComputerTelephony

Integration)が6.5%(85社)、ACD(AutomaticCallDistribution)が2.1%(28社)、

VRU(VojceResponseUnit)が1.6%(21社)(以 上、複 数 回答 可)で あ った 。従 業員規

模 別 に見 る と大 規模 に な る ほ ど導 入 が 進 ん で い る傾 向 が あ り、CTIの 導 入率 で み

る と100人 未 満 の企 業で1.3%(235社 中3社)、100～300人 未 満 の企 業 で3.1%(359社

中11社)、300～1000人 未満 の企 業 で5.7%(403社 中23社)、1000～5000人 未満 の企

業 で11.5%(253社 中29社)、5000人 以 上 の企 業で33.9%(56社 中19社)と な って い る'

(集計 結果 第145表)。

100

,
09

80

70

60

50

40

30

20

10

0

社 数 比(%)929gα193991.8

≡L鋼.=● ■

ロ製造業(465)

団非 製造 業(726)
L.'● の ト

団公務(115)

■全 産業(1306)

三 、

c∴

一

頃

w

・

亭

々

・

.

'

・

㌢
㌣

弓

c'

∵

がぶ

O内 は回答社数

←

一

㌔念

だ

ぼ
㌫
絃

㌘
～ ・

・・6 .5・7.3--65

吻 閣 ・・1・蒜一 己 …1
CTI VRU ACD 導入なし

6-7図 産業別CRM:電 話対応機能の導入状況

一86一



産業別 に見 る と金融 ・保険業が際立 って高い割合 を示 してお り37.9%(58社 中

22社)で 電話対応の何 らかの機能を導入 している。CTIに ついて も27.6%(58社 中

16社)が 導入 している。そ の他の業種では情報サー ビス業が16.0%(106社 中27

社)で 何 らかの電話対応機能 を導入 してお り、CTIに ついて も15.1%(106社 中16

社)が 導入 している。その他 は押 しなべて1割 以下の導入状況だった(集計結果第

45表)。

6.2.3イ ンタ ーネ ッ ト対応 の 状況

顧客チ ャネルの うちイ ンターネ ッ ト対応 において はどのような機 能が導入 され

ているかを尋ね たところ1039社 か ら回答が得 られた。ホームペー ジによる全ユ

ーザ共通 の情報提供を行なって いる企業は全体の91
.4%(1039社 中950社)に 上っ

て い る。 顧 客 固有 情 報 が 顧 客 の セ ル フサ ー ビス にて 取 得 で き る仕 組 み は

18.2%(1039社 中189社)、 顧客 固有情報がサイ ト側か らのOneToOneUe能 にて提

供されている仕組みは10.4%(1039社 中108社)、 また、取引予約や決済サービス

は11.4%(118社)の 企業が導入 している。
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6-8図 産業別CRM:イ ンターネット対応機能の導入状況

従業員規模別 に見ると、ホームペー ジによる全ユーザ共通の情報提供は押 しな

べて9割 程度 の企業で行なわれてお り5000人 以 上の企業では96 .4%(55社 中53
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社)が行なっている。その他のイ ンターネ ッ ト対応機能では5000人 以上の企業で

は導入が進んで いるが5000人 未満の企 業で は導入の割合は低 い。5000人 以上の

企 業 で は 、顧 客 固有情 報 が 顧 客 のセ ル フサ ー ビス に て取 得 で き る仕 組 み は

52.7%(55社 中29社)、 顧客固有情報がサイ ト側か らのOneToOne機 能にて提供

されている仕組みは25.5%(14社)、 また、取 引予約や決済サ ー ビス は27.3%(15

社)の 企業が既 に導入 している(集計結果第146表)。

産業別 に見 ると顧客 固有情報が顧客 のセル フサー ビスにて取得 できる仕組みは

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業が44.4%(9社 中4社)、 金融 ・保険業が40.3%(62社

中25社)と 高 い割合 を示 してお り、取 引予約や決済サー ビス は金融 ・保 険業が

48.4%(62社 中30社)の 企業が導入 している(集計結果第46表)。

6.2。4顧 客情報のシステム整備状況

顧客 を知るための仕組みの基盤 として企業 における顧客情報 の整備 ・統合状況

について尋ねたところ、1598社 か ら寄せ られた回答の うち何 らかの記入のあった

のは75.4%(1206社)で あ り、他の調査項 目と比較 して無記入回答 の割合が高かっ

た。一般的 に言 って、CRMの 仕組み構築 につ いての検討 を深め ていく過程で顧

客情報の整備 ・統合状況が重要 な要件 として クローズ アップ され て くるが、現段

階で構築検 討の未着手の企業 に対 して は質問項 目の趣旨が十分ア ンケー ト上で伝

えきれなかった可能性 を感 じさせる。

O内 は回答社数

製造業(419)

業務ごとにデータベース化

＼

ある程度顧客ごとに
総覧できる仕組み 顧客ごとに

＼ デーζベース化

23・4巨15.8ヨ

非製造業(・・1)醗璽 鍵 盤 錘 麗麗[==三===玉 ≡ 三三≡1
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全産業(12・・)圏翻 麗麗亟蟹翻踊躍[=璽 ≡ヨ
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6-9図 産 業別CRM:顧 客情報整備 ・統合状況
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回答が記入された1206社 の内訳 は、「業務 ごとにバ ラバ ラにデータベース とし

て保有 されて いる」が54.1%(652社)、 「データベー ス化 されていないがある程度

顧客 ごとに総覧できる」が26.6%(321社)、 「顧客 ごとにデータベース化 されて い

る」が19.3%(233社)と なってお り、顧客指向の ビジネス形態 というよ りは業務処

理指向の形態が多 いと見 られ る。

従業員規模別 に見る と、他の調査項 目について は押 し並 べて従業員規模が大き

くなればなるほ どCRM関 連施策の導入割合は高 くな っているの に、 当調査項 目

では規模 による傾向や違 いが あまり顕著 に表れて いな い。顧客情報の整備 は顧客

ベースが大き くなるほ ど業務 フローの整備やデー タベースの整備 に大きな工数 を

要する。規模 の小 さな企業 は比較的容易に整備が行なえるが、大 きな企業で は大

掛か りな改革作業 となるため にこのよ うにあま り数値上の違 いに現れない結果 と

なった とも考 え られる(集計結果第147表)。

業種別 にみると金融 ・保険業がにおいて整備が最も進んでお り、 「顧客 ごとにデ

ータベース化 されている」が47 .7%(65社 中31社)、 「データベース化 されて いな

いがある程度顧客 ごとに総覧できる」が30.8%(20社)、 「業務 ごとにバ ラバ ラにデ

ータベース として保有されている」が21 .5%(14社)、 と全体の傾向 とは逆の割合

になっている。その他 の業種で 「顧客 ごとにデータベース化 されている」が高い割

合 を示 しているのは、医療業(国 ・公立を除 く)33.3%(9社 中3社)、 小売業 ・飲食

業31.7%(123社 中39社)だ った(集計結果第47表)。

6.2.5顧 客デ ー タの分 析 ・活用状 況

顧客データを分析 ・活用するために導入 している機能 について は{1356社 か ら

実回答があった。ただし、その うち89.0%(1207社)は 未だ特別な機能は導入 して

お らず、顧客セ グメンテー シ ョンの機能を導入 しているのは7.2%(98社)、 データ
/マ イニ ングは4

.8%(65社)、 ワン トゥワン ・マーケティングは2.4%(32社)に 止ま

った。

従業員規模別 にみると何 らかの機能 を導入 している企業の割合 は、1000人 未満

では1割 以下、1000～5000人 未満では2割 強、5000人 以上では4割 弱であ り規

模が大き くなるほど導入割合は高くなっている(集計結果第148表)。

産業別 にみると、金融 ・保険業においては顧客セグメ ンテー ションが22.9%(70

社中16社)、 デrタ マイニ ングが18.6%(13社)、 ワン トゥワン ・マーケティング

は5.7%(4社)と 相対的に高い割合 となっている(集計結果第48表)。
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6-10図 産業別CRM:顧 客データ分析 ・活用手法の導入状況

6.2.6ま と め

調査項 目全般 の傾向 を見る と、CRM各 種施策 の導入の割合 は昨年度 の調査結

果 と概ね同様 または、若干低 い数字 となっている。調査対象企業の数が昨年度の

738社 か ら今年度の1505社(情 報 システムが対応 して いる顧客対応チャネルの状

況 に関する実回答数よ り)に大幅 に増加 してお り母集 団が異なることか ら、数字の

単純な比較 は出来な いものの、現状我国の企業のCRMに ついては取組みが始め

られた段階を示 している言えよう。

規模別 に見る と顧客情報の整備 ・統合状況 を除いて どの調査項 目で も5000人

以上の従 業員 の企業がそれよ り小 さい規模 の企業 と比べて導入割合の高さが際立

っている。電話やイ ンターネ ッ トを活用 した顧客接点業務の効率化 と高度化の動

きは大規模企業が先導 している ことがわかる。た だし、後方業務 との繋が りまで

含めた改革 は既存の システム規模が巨大 であるため に大規模企業 も導入 に時間 を

要 していると思われる。

産業別 にみ ると昨年度 の調査結果 と同様 にいずれの調査項 目において も金融 ・

保険業における導入割合が高 くなって いる。

CRMが 大規模企業か ら中小規模企 業に、金融 ・保険業か ら他の産業 に今後展
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開されて行 くのか、 どのような利用状況 となるのかは、新たな手法 を踏 まえた導

入機能 の費用対効果 によるところが大 きいか と思われ るが、来年度以降の調査結

果が興味 を持 って待たれるところである。
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ITガ バナンスの状況





VIIlTガ バ ナ ンスの状況

本調査 は、企業のITガ バナ ンス の実態 を把握するた めに一昨年か ら実施 されてお り、

本年が第3回 目の調査 となる。第1回 目の調査 は本調査 とは分離 した形で、25の 調査

項 目に対 し、5段 階評価 を情報部門の担 当役員(CIO)、 又は相当の役職者 に回答を求

める形式で実施 した。第2回 目の調査では調査規模を縮小し、前年の25の 調査項 目の

中か ら特 にポイ ン トの低かった設 問を8問 残 し、本調査の中に盛 り込 む形で実施 した。

今回の調査は、昨年の8問 に5問 の設問を加えて13問 の調査 とした。加 え られた5

問には一昨年 の設問を復活 させたもの も、全 く新規に追加 されたもの もある。さ らに、

今回の調査は前年 と調査対象企業が大幅に異なっていることを考慮す ると、この3年 間

の調査 に継続性 はな く、全 く別の ものであると見なさざるを得ない。したが って、分析

にあたっては、極 力過去 のデー タの比較は行わず、本年の調査結果のみ分析 し、傾向を

見 ることとした。

全体の設 問構成 は、

(1)経 営 トップのIT戦 略参画度

(2)IT部 門のガバナ ンス

(3)ユ ーザ部門 に対するサポー ト

の3部 よ り構成されている。

(1)経営 トップのIT戦 略参画度では、文字 どお りIT戦 略が どの程度企業の経営 ト

ップの中で討議 されているか に始 ま り(①)、CIOの 存在の有無や専任度や経歴(② 、

③、④)、CIOミ ッションの明確な定義の度合い(⑤)に ついて調査 して いる。

(2)IT部 門のガバナ ンスでは、CIOに 仕えるIT部 門が、どのようなガバナ ンス を

効かせようとしているか につ いて調査 して いる。具体的には、⑥IT適 用方針の策定、

⑦イ ンソース/ア ウ トソース戦略 、⑧ITア ーキテクチャ策定、⑨ 業務 プロセス改革の

推進(BPR)と いった項 目で ある。

(3)ユーザ部 門に対す るサポー トで は、IT部 門がユーザ部門 との関係 において何 に

注力しよ うとしているか について調査 している。具体的には⑩ リテラシーの把握 、⑪サ

ービス レベルの定義(SLA) 、⑫ アプリケー ションマネジメン ト、⑬IT投 資効果の測

定 といった項 目である。以下 、それぞれの傾 向について述べる。
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7.11Tガ バ ナ ンス

7.1.1経 営 トップ のlT戦 略 参画 度

ITガ バナ ンスの評価度 について設問の順序 にしたが って述べ ることとするが、

設問の構成は巻末のX.ア ンケー ト様 式 を参照 されたい。また、業種 、従業員規模

別のデータは、集計結果第11、111表 に掲載 している。

設問① 経営 トップによるIT戦 略参画度……大企業 ほど高ポイ ン ト

全回答 中の平均が2.27と10間 中(設 問② ～④ は、他の設問と性格が異なるので、

それ以外の10問 の中で比較 した)第3位 と高 いポイン トを上げてお り、IT戦 略

が経営戦略 に及 ぼす影響が大き くなって いることをうかがわせる:企 業規模で見 た

場合は、企業規模が大 きいほどポイ ン トが高 く、従業員100人 未満の企業で2.24、

100～300人 未満の企業で2.10と なって いるのに比べ、5000人 以上の企

業では2.95と なって いる。大企業の方がポイ ン トが高いと言うのは、全設問共通

の傾向 とな っている。

一方、業種別 に見た場合、ポイ ン トの上位5業 種 と下位5業 種は下表 のとお りで

ある。

7-1表 経営トップによるIT戦 略参画度の高い業種(上位5位)

順位 業種名 ポイ ント

1位 情報サービス業 2.57

2位 情報通信機械器具製造 2.48

3位 地方自治体 2.41

4位 電気 ・ガ ス ・熱供給 2.40

5位 繊維工業 2.38

7-2表 経営トップによるrr戦 略参画度の低い業種(下位5位)

順位 業種名 ポイン ト

1位 医療業 1.78

2位 新聞 ・出版業 1.90

3位 政府 2.00

3位 精密機械器具製造 2.00

3位 窯業 ・土石製品製造 2.00

情報サー ビス業 、情報通信機器 とい う情報を扱 う業種 はポイ ン トが高 くなって い

る。
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設 問②IT担 当役員の有無……大企業 ほど役員を設置

全 回答中では、専任/兼 任 にかかわ らずIT担 当役員がいる と回答 したのは、

43.7%で あ り、半数以上の企業で はIT担 当役員が存在 しない ことになる。この回

答 内容は企業規模 によって大きな差異がある。企業規模別 に見 た場合は以下のとお

りにな り、企業規模が大きいほどポイ ントは高 くなる。従業員が1000人 を超え

る企業ではIT担 当役員のいる割合が高 くな り、5000人 以 上の企業の、85.1%

にはIT担 当役員が存在 している。

7-3表IT担 当役員の有無(従業員規模別)

企業規模 IT担 当役員の

いる割合

IT担 当役員

のいない割合

100人 未満 30% 70%

300人 未満 34.5% 65.5%

1000人 未満 43.4% 56.6%

5000人 未満 61.2% 38.8%

5000人 以上 85.1% 14.9%

一方、業種別 に見 た場合 は、企業規模別のような顕著な傾 向は見 られず、 「IT

担当役員の いる割合」が30～50%の 業種が大部分である。その中で50%を 超えて

いる業種 は以下の通 りである。①経営 トップによるIT戦 略参画度でポイ ン トの高

かった情報サー ビス業、電気 ・ガス ・熱供給な どが顔 を並べる一方 、ポイ ン トの低

かった政府が100%と なって いる。ただ し政府 は極端 に回答数が少ない ことに注意

を要する。

7-4表;T担 当役員の有無(業種別)

順位 業種名 割合

1位 政府 100%

2位 金融 ・保険業 66.7%

3位 情報サービス業 60.5%

4位 電気 ・ガス ・熱供給 57.1%

5位 建設業 56.7%

設問③IT担 当役員の専任/兼任度……大企業ほど兼任時間は短い。専任の割合は

、20%

全 回答 中 の平 均 ポイ ン トは、2.14で ある 。評価 段 階 の設 定 が[4.100%、3.

80～100%、2.50～80%、1.50～30%、0.30～0%]な の で、

業務 専 任度 は50%強 とい う こ とにな る。

この専任/兼 任 度 には、 「企 業 規 模 が大 き い ほ どポ イ ン トが 高 い」 とい う傾 向は

当て は ま らな い。 最 もポ イ ン トの高 い のは 、300～1000人 の2.29で あ るの
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に対 し、5000人 以上の企業のポイ ン トは2 .00で ある。兼任者 の場合、企業規

模が大き くなるほどIT業 務 に充分 な時間をとれな くなって しまう傾 向がある。一

方100%専 任者のIT担 当役員のいる割合は全回答 中20.7%で あるが、企業規模が

大 きくなるほど専任者のいる割合は高 くなる傾向がある。従業員5000人 以上の

企業では、専任 のCIOが いる割合 は27.6%で あ り、4社 に1社 以上の割合 に達

す る。

7-5表IT担 当役員の専任/兼 任度(従業員規模別)

企業規模 IT担 当役員の

専任/兼 任度

100%専 任者

の割合

100人 未満 2.20 17.5%

300人 未満 1.93 13.0%

1000人 未満 2.29 20.2%

5000人 未満 2.17 23.4%

5000人 以 上 2.00 27.6%

業種別 に見た場合は、特に大 きな特徴は見 られない。地方 自治体、映像 ・音声情

報、輸送用機械器具、政府がポイ ン ト3と なっている。また、IT専 任担当役員の

いる業種 として は、地方 自治体が20社 以上の回答のあった業種 の中では42 .3%

と圧倒的 に高い割合を示 している。

設問④IT担 当役員の経験年数……15年 以上または1～4年 の両極端

全回答中の平均ポイ ン トは、2.
、20で ある。設問内容が[4.15年 以上、3.

10～14年 、2.5～9年 、1.1～4年 、0.1年 未満]な ので、平均経験年

数は5年 以上 ということにな るが、この設問は回答のバ ラツキが最 も大きか った。

全回答数519社 の うち、15年 以上 と回答 したのが134社 であ り、以下10ん

14年:62社 、5～9年:99社 、1～4年:229社 、1年 未満:0社 である。

傾向として、1～4年 という短期 間で あるか、15年 以上 という長期間に分かれ る

傾向がある。企業規模別 に見た場合 、どち らか とい うと、小規模 な企業の方が経験

年数が長い傾向がある。大企業の方がよ り人材の流動性が高い といえそ うである。

7-6表!T担 当役員の1T担 当役員の経験年数(従業員規模別)・

企業規模 15年 以上 10～14年 5～9年 1～4年 平均年数
100人 未満 27社 9社 14社 27社 2.47

300人 未満 24社 23社 23社 42社 2.31

1000人 未満 40社 1'6社 25社 73社 2.15

5000人 未満 29社 11社 28社 64社 2.04

5000人 以上 11社 2社 9社 18社 2.15
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業種別 に見 た場 合、公 務1.67、 製造 業2.05ポ イ ン トなの に対 し、非製 造業2.37

と経験年 数が 長 い傾向 にあ る。中で も情報 サー ビス業 で は68社 中48社 が15年

以 上で あ り、 平均 ポイ ン トが3.38と 圧倒 的 に高 くな って いる。

設問⑤IT担 当役員の役割……全設問中の最高ポイン ト

当該設問の平均回答ポイン トは、2.35と 全設問中景もポイ ントが高かった。ち

なみに昨年の調査では6位 であった。単純比較はできないものの、ここ1年 で重要

性が増し、少な くとも本年の調査では、企業が最 も注力 している項 目だと見な して

よさそうである。

企業規模別 に見た傾向は、①経営 トップによるIT戦 略参画度 と全 く同様で企業

規模が大きいほ ど、ポイン トが高い、従業員100人 未満の企業で2.24、100

～300名 の企業で2 .32と なっているのに比べ、5000人 以上の企業では2.91

となっている。また、業種別 に見た場合、ポイン トの上位5業 種 と下位5業 種は以

下のとお りである。設問① と比較 した場合、上位業種は情報サー ビス業が、下位業

種は、医療業(国公立)、政府が両方に顔 を出している。 ・

7-7表IT担 当役員の役割の高い業種(上位5位)

順位 業種名 ポイ ン ト

1位 パルプ ・紙 ・紙加工 3.00

2位 情報サービス業 2.72

3位 電気機械器具製造 2.52

4位 運輸業 2.50

4位 農林水産業 ・同協同組合 ・鉱業 2.50

4位 その他の非製造 2.50

7--7表rr担 当役 員の役割 の低し、い 業種(下 位5位)

順位 業種名 ポイント

1位 医療業 1.50

2位 鉄鋼業 1.71

3位 精密機械器具製造 1.75

4位 政府 1.80

5位 建設業 2.13

7.1.21T部 門 の ガ バ ナ ン ス

設問⑥～⑨ ……全体アーキテクチャは得手、イ ンソース/ア ウ トソースは不得手

この設問では、CIOが 統括するIT部 門が、 どのようなガバナンスを効かせ
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よ うとしているかにつ いて調査 して いる。⑥IT適 用方針の策定は どのよ うな 自

社 の事業領域 にどのよ うなITを 適用 して情報化 を図るかの方針 を明確 にしてい

るかどうかについて の設問であ り、⑧ITア ーキテ クチャ策定 は、それ を効率よ

く実現すべ くアーキテ クチ ャの標準化 を行 っているか どうか を確認 して いる。⑦

イ ンソース/ア ウ トソース戦略で は、⑥⑧の領域 が巨大化 して いく中、 自社で行

える分野 と外部の力を使 う分野を明確 にしているか どうか について の設問である。

⑨業務プロセス改革の推進(BPR)で は、ITに とらわれずBPRを 推進 して いる

か どうかを確認 して いるが、 これ は今 まで以上にIT部 門 に求め られてい る領域

である。

この4問 を全 回答 中の平均ポイ ン トで見 ると、最 もポイ ン トが高かったのは、

⑧ITア ーキテクチ ャ策定 の2.30で あ り、最 もポイ ン トが低かったのは⑦イ ンソ

ース/ア ウ トソース戦略の1 .89で ある。全設問中で見て も、⑧ は第2位 で あ り、

⑦ は最低のポイ ン トとなって いる。

⑧ については、伝統的 にIT部 門が最 も得意 にしてきた分野で あり、 自部門単

独、若 しくは 自部 門が社内でイニシアテ ィブを取 って進めて いける分野であるた

め、ポイ ン トが高い ことに納得感が ある。 また、⑦ につ いては 自部 門自身の出来

ることと出来ない ことを客観的に評価 し、出来 ない ことを社 外か ら調達する こと

の社内稟議 を通さな ければな らないので、非常 に 「自主的 に推進 しづ らい」領域

である ことがポイン トの低 い理由ではないか と推測 される。

7-8表IT部 門のガバナンス度(従業員規模別)

上段 回答社数

下段 ガバナンス度 明確化

IT適 用 方 針 の インソース/アウトソ肝 アーキテクチャ策

一ス戦 略 『 定

業務プロセスの

改革
100人 未満 232 230 231 229

1.97 1.79 2.02 1.9

300人 未満 372 365 365 361

1.96 1.79 2.16 2.07

1000人 未満 432 426 421 416

2.16 1.85 2.27 2.13

5000人 未満 277 267 268 269

2.49 2.07 2.64 229

5000人 以上 64 63 62 64

2.95 2.49 2.9 2.88

合 計 1377 1351 1347 1339

平 均 2.18 1.89 2.3 2.14

4間 中第2位 は⑥IT適 用方針の策定の2.18、 第3位 は業務 プロセス改革推進

の2.14で とな っている。全13問 の平均ポイ ン トが2.16で あるので、これ らは平

均的な企業のITガ バ ナンス上の課題 と見 な してよさそ うである。

これ ら4問 の設問は、企業規模別 に見た場合、すべて において企業規模が太き
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い方がポイ ン トが高い という傾向が当て はまる。また 、企業規模別平均ポイ ン ト

の範 囲(最大 と最小の差)も、0.70～1.00の 間に入ってお り傾 向が似て いる。特 に⑦

イ ンソース/ア ウ トソース戦略 については範囲が0.70と 最 も小さ く、企業全体に

おいて 同程度 に苦手な課題 と言 えそ うで ある。

一方、業種別 に見た場合は、情報サー ビス業が全設問の上位5位 に入 って いる。

また、電気 ・ガス ・熱供給は3問(⑥ 、⑦、⑧)、化学工業 は3問(⑥ 、⑧ 、⑨)、 金

融 ・保険業は2問(⑥ 、⑦)、政府は2問(⑧ 、⑨)は 上位5位 に入 ってい る。 これ ら

はIT部 門のガバナ ンスが強い業種 と見なせる。

これに対 し、下位5位 については、新聞出版業、医療業 、パ ルプ ・紙 ・紙加工

が全設問の下位5位 に入 ってお り、窯業 ・土石製品製造業が2問(⑦ 、⑧)入 ってい

る。 これ らは逆 にITガ バナ ンスの弱い企業 と言えそ うであ る。

7.1.3ユ ー ザ部 門 に対 す るサ ポ ー ト

設問⑩ ～⑬ ……IT投 資効果 の評価 は全企業共通の課題

これ らの設問で は、IT部 門がユーザ部門 との関係において何に注 力 しよ うと

しているか について調査 している。各設問の意図 は以下の とお りである。

⑩ リテ ラシーの把握

各利用者 のレベル把握 をした上で教育を企画 し、同時に トップダウ ンでI

T活 用 を推進 しようとしているか どうかの実現度合 い。

⑪ サー ビス レベルの定義(SLA)… … 利用者 とIT部 門の関係可視化

ITサ ー ビス レベル内容、コス ト、 コス ト意識の明確化(定 量化 、可視化)

の実現度合い。

⑫ アプリケーションマネジメント …… システムのオーナーシップと開発体制

ユーザ のシステムに対するオーナー シップが明確 になった上でアプ リケー

ションシステムの開発体制が整備 されているか どうかの実現度合 い。

⑬IT投 資効果の測定 …… ビジネスの視点か らのIT投 資効果

性能 ・機能ではな く、 ビジネスの視点、ユーザ満足度 の視点 か らもシステ

ム を評価 してお り、それがIT部 門の評価 につながっているかどうかの実現度

合い。

⑩ は利用者 に、⑪ は利用者 とIT部 門の関係に、⑫はIT部 門 ・ユーザ部 門 と

アプ リケー ションシステムの関係 に、⑬ はアプ リケー ションシステム と経 営の関

係に注 目した設問である。

この4問 を全回答 中の平均ポイ ン トで見 ると、最 もポイ ン トが高か ったのは、

⑩ リテ ラシー の把握の2.24、 以下⑪サー ビス レベルの定義の2.21、 ⑫サー ビス レ

ベル の定義の2.17、 ⑬パ フォーマ ンス レビューの1.93と 続 く。⑩ か ら⑫ の3問 に
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つ いては、ポイ ン トが僅差であ り、なおかつ企業規模 が大 きいほどポイ ン トが高

いという点で非常 に傾 向が似ている。ただ し、
、企業規模別の平均ポイン トの範囲(最

大 と最小の差)では、⑩ が0.65、 ⑪が0.75に 対 して、⑫ が1.05と 企業規模による

差が大きい。小規模 の企業ではオーナ シップを明確化 して開発体制 を整える余裕

はないよ うである。

⑬のパ フォーマンス レビュー について は、5000人 以上の企業では2.40と 最

もポイ ン トが高 いものの、残 りの4ク ラスでは、企業規模に応 じて もポイ ン トは

高 くな らず、ほとんど1.90前 後で変わ らず、平均ポイン トの範囲も0.48と 非常 に

狭 い。中堅企業 を中心 とした共通 のITガ バナ ンス上 の課題 と捉えてよさそ うで

ある。

7--9表 ユーザ部門に対するサポー トのガバナンス度(従業員規模別)

上段 回答社数

下段 ガバナンス度

リテラシー

マネジメント

サぜ ス(コスト)

マネジメント

アプリケーション

マネジメント

o

パ フォーマンス

レビュー

100人 未 満 244 239 226 234

2.11 2.03 1.9 1.91

300人 未 満 374 377 379 371

2.15 2.15 2.04 1.88

1000人 未満 429 423 428 419

2.24 2.25 2.21 1.95

5000人 未満 270 275 274 266

2.36 2.27 2.32 1.89

5000人 以上 67 64 65 63

2.76 2.78 2.95 2.4

合 計 1384 1378 1372 1353

平 均 2.24 2.21 2.17 1.93

業種別 に見た場合は、(2)IT部 門のガバナ ンスと非常 に似た傾 向を見て取れる。

情報サー ビス業、金融 ・保険業、全設問の上位5位 に入って いる。また、化学工

業が3問(⑩ 、⑫ 、⑬)、政府が3問(⑪ 、⑫ 、⑬)、 運輸業が3問(⑩ 、⑪ 、⑬)上位

5位 に入って いる。 これ らはユーザ部門へのサ ポー ト度合 いが強 い業種 と見 なせ

る。一方、下位5位 について は、医療業が全設 問の下位5位 に入 ってお り、農林

水産業 ・同協 同組合 ・鉱業が3問(⑩ 、⑪ 、⑫)、 窯業 ・土石製品製造業が3問(⑪ 、

⑫ ⑬)入 って いる。 これ らは逆 にユーザ部門へのサポー ト度合 いが弱い企業 とみ

てよさそ うである。
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7.2ま と め

ITガ バナ ンスの全方位か らの評価 を表 したものを7-1図 、7-2図 に示 し、

調査結果のまとめを以下に述べる。

経営トップによるrr戦略討議討議の場

パフォーマンスレビュー

1.93

アプリケーションマネジメント

サービス(コスト)マネジメン

リテラシーマネジメンF

IT担当役員のrr業務経験年数

2'31T担 当役員の責務の明確化

ITアーキテクチャ策定

は2001年 度の結果を示す 総合評価2.16N=1575

グレード(実 現の段階)

実現度高(大)4ぐ 一 一一一一一一一一 口一一一一一一一一レ0実 現度低(小)

7-1図rrガ バ ナンス評 価グ レー ド

(1)企 業規模が大 きいほどガバナンス度が強い

今回の調査結果 において最も顕著にあ らわれた傾向は、企業規模が大きいほ ど

ガバナ ンス度合 いが高い ということである。(2)IT部 門のガバナ ンス、(3)ユ

ーザ部門へのサポー トの設問に関 して この傾向があてはな らなか ったのは
、⑬ パ

フォーマ ンス レビューだけであった。

それ以外の傾向 として以下の点があげられる。

(2)CIOは 大企業には定着 している。

全体 としては、IT担 当役員(CIO)を 明確に設置 している企業は、43.7%

と全体の半数 にも満たない。しか し、1000～3000人 の企業 においては、
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61.2%、5000人 以上の企業では、85.1%がIT担 当役員 を設置 している。ま

た、ミッションの明確化 について も、単純比較 はで きないものの、前年の調査よ

りもポイ ン トが上が り全設問中最高点であった。(5000人 以上の企 業では

2.91)① 経営 トップのIT戦 略討議の場 も5000人 以上の企業では2.95と 高ポ

イン トであ り、大企業ではCIOの 制度は定着 した と見 なす ことができる。また、

専任のIT担 当役員 を置いているのは全体 の20.7%で あ り、5000人 以上の

企業では、27.6%で あった。

経営トップによるIT戦略討議討議の場

アプリケーションマネジメント

サービス(コスト)マネジメント

1T担当役員のIT業務経験年数

1T担当役員の責務の明確化

ITア ーキテクチャ策定

100人 未 満(241)

100～300人 未 満(377)

二 」一'"一"↑88㌫988諜 織256)

5000人 以 上(58)

()内 は回答社 数

総 合評価(全 ユーザー)2.16Nニ1575

グレード(実 現の段階)

実現度高(大)4. 〈一 ー 一一ー ー 一 一一一一 一一口一 一 ー レO.実 現 度 低(小)

7-2図 従業員規模別rガ バナンス評 価グレード

(3)全 体 アーキテクチャは得手、イ ンソース/ア ウ トソースは不得手

IT部 門のガバナ ンスにおいては、自部 門主導で策定できる 「ITア ーキテ ク

チャ策定」が2.30と ポイ ン トが高か ったのに比べ、 自部門を自ら評価 し場合 に

よっては否定 しなければな らない 「イ ンソース/ア ウ トソース戦略」のポイン ト

が全設問最低 の1.89で あったそんな中で当該設問のポイ ン トが高い業種別はア

ウ トソース 自体 を事 業 として いる情報サー ビス業や一般的に情報システムの規

模が大 きい金融 ・保険業であった。
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(4)IT投 資効果の評価は全企業共通の課題 、

ユーザ部門に対するサポー トにおいては、⑫の回答内容にばらつきがあった も

のの、⑩ ～⑫ については、ほぼ同程度の平均ポイ ン トだったの に対 し、⑬IT投

資効果の評価 のポイ ン トが1。93と 第2番 目に低か った。情報イ ンフラの整備や

営業支援 システムな ど直接的なコス ト削減 につなが らな いシステム化案件が多

くなって いく中、ビジネスの視点で のIT投 資効果 の評価 は、全企業共通の悩み

のようで ある。
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「情報システム部門要員等の状況





WI情 報システム部門要員等の状況

8.1情 報 システム部 門要 員の規模

8.1.1社 内要 員(内 部 要 員)

情報 システム部門 にお ける社内要員数の規模別分布 は、「5人未満」が47.9%と 最

も多 く、以下 「10人 ～30人 未満」20.3%、 「5人～10人 未満」20.0%、 「30人～50人

未満」4.5%、 「50人 ～100人 未満」3.7%の 順 となる。情報 システム部門の社内要員

数は10人 未満が全体の8割 近 くを占め、1社 当 りの平均社内要員数は28人 であ

った。

産業別の社 内要員数の平均 は、製造業27人 、非製造業31人 、公務13人 であ り、

業種別では、情報通信機械器具製造 業が138人 と最も多 く、以下情報サービス業

132人 、金融 ・保険 ・証券業64人 、電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業51人 が上位に

きて いる(集計結果第5表)。

また、従業員規 模別の社内要員数平均は、5,000人 以上が202人 、1,000人 ～5,000

人未満52人 、300人 ～1;000人 未満20人 、100人 ～300人 未満8人 、100人 未満

7名 とな っている(集計結果第105表)。

次 に今年度(平 成13年 度)の 社内要員数の前年に対す る増減の状況 を見ると、全

体で平成12年 度 よ り「増加 した」16.4%、 「変化な し」62.5%、 「減少 した」21.2%の 割

合で、特 に社 内要員が500人 以上 のクラスでは53.8%が 「増加 した」のをは じめ、

情報 システム部 門の要員数 の規模が大きいほど「増員」して いることがわかる。産業

別 に見ると、公務で 「増加 した」との回答が30.5%と 製造業および非製造業よ りも多

く、地方 自治体 が中心 となって いる公務でのIT業 務の拡大が感 じられる。また、

増員 した割合が高かった企業 は、業種別 に情報サー ビス ・調査業 、広告業35.6%、'

地方 自治体31.0%、 情報通信機械機器製造業24.6%な どで、反対に 「減員」した割

合が高かったのは、精密機械器具製造業45.5%、 運輸 ・倉庫 ・不動産業38.8%、

輸送用機械器具製造業33.9%、 金融業、保険 ・証券業の31.4%な どであった(集計

結果第7表)。

また、平成14年 度の見込みは、 「増加する」12.6%、 「変化な し」75.2%、 「減少す
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る」122%で あ り、全体的に現状維持の傾向が強 まっている(集計結果第7表)。

システム社 内要 員 数 規 模

全体(平 成13年 度)Nニ1526

(平 成14年 度)N=1462

5人 未 満(平 成13年 度)N=726'.

(平 成14年 度)N=705・ 、

10人 未 満(平 成13年 度)N=310

(平 成14年 度)N=289

30人 未 満(平 成13年 度)N=313

(平 成14年 度)N=295

50人 未 満(平 成13年 度)N=67・

(平 成14年 度)Nニ66

100人 未 満(平 成13年 度)N=57

(平 成14年 度)N=55

300人 未 満(平 成13年 度)N=30'll

(平 成14年 度)N=30・

500人 未 満(平 成13年 度)Nニ10

)792.xveジ 、

h';: .・.把882ζz..1

・118

、 繰 日擁4

,.^慾'ぷ655

・s.j./1s万 毒768E潟s

・ 綜 ・捕1190

,渋 気 紗"107

否'z32 .8>・ ば 41.8

活㌧竺 ビ26.3' 35.1

400

'500
200

133

ttl30,0・ 一:120.ol

(平成14年度)N=10■■■■一

500人 以 上(平 成13年 度)Nニ13 15,4130.8
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8-1図 社内要員数の変化(システム社内要 員数規模別)

8.1.2社 外要員(外 部要員)

社外要員 を受け入れている565社 の情報 システム部門における社外要員数の規

模別分布では、「5人未満」が47.6%と 最 も多 く、以下 「10人～30人 未満」18.9%、 「5

人 ～10人 未 満 」17.7%、 「30人 ～50人 未 満 」4.6%、[100人 ～300人 未 満 」4.6%と 続

く。社外要員数30人 未満 が全体 の8割 以上 を占める。また、1社 当 りの平均社外

要員数は41人 であった(集 計結果第8表)。

産業別の社外要員数の平均は、製造業54人 、非製造業42人 、公務8人 であっ

た。業種別 では、企業規模 の大きい電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業が262人 と最 も

多 く1以 下 、情報通信機械器具製造業199人 、鉄鋼業179人 、金融 ・保険 ・証券

業94人 、情報サー ビス業78人 の順で上位を占めている(集計結 果第8表)。

従業員規模別の社外要員数では、5,000人 以上の235人 が最多で、以下1,000人
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k5 ,000人 未満41人 、300人 ～1,000人 未 満13人 、100人 ～300人 未満8人 、100

人未満7人 で あ った(集 計結 果 第108表)。

次 に今 年度(平 成13年 度)の 社 外 要 員数 の前年 に対す る増 減 の状 況 を見 る と、 全

体 で は 「増加 した」27.0%、 「変化 な し」60.0%、 「減 少 した」13.0%で あ り、特 に社 外

要員 数300人 以 上～500人 未 満 、お よび500人 以 上 の企 業で は66.7%が 「増 加 した」

と回答 して お り、社 外 要員数 の多 い企 業 ほ ど社外 要 員 が さ らに増加 させ て いる傾 向

が見 られ る。

産 業別 で は、 非製 造 業で 「増加 した」との 回答 が30.4%と 製 造 業(23.207。)、お よび

公務(24.1%)よ り多 か った こ とが 分 か る。 業種 別 に見 る と、 「増 員」した割 合 が高 か

った のは 、運 輸 ・倉 庫 ・不 動産 業55.6%、 情報 サ ー ビス ・調査 業 、広 告 業46.7%、

学校 ・学術 研 究 機 関33.3%、 金 融業 、保 険業31.1%な どで あ った。 反対 に、業 種

別 の 「減 員 」した 割 合 が 高 か った の は、 情 報 通 信 機 械 機 器 製造 業30.4%、 鉄 鋼 業

28.6%な どで あ った。

システム社 外 要 員 数 規模

全 体(平 成13年 度)N=548

(平 成14年 度)N=525

5人 未 満(平 成13年 度)N=260

(平 成14年 度)Nニ252

10人 未 満(平 成13年 度)Nニ96

(平成14年 度)Nニ91

■

30人 未 満(平 成13年 度)Nニ105

(平成14年 度)Nニ97

●

50人 未 満(平 成13年 度)N=25

(平成14年 度)N=24

100人 未 満(平 成13年 度)Nニ19

(平成14年 度)Nニ19

300人 未 満(平 成13年 度)N=22

(平 成14年 度)Nニ22

500人 未 満(平 成13年 度)Nニ12

(平 成14年 度)N=12
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8-2図 社 内要 員数 の変 化(シ ステム社 内要 員数 規 模 別)
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情報サービス ・調査業、広告業は社内要員 と社外要員 ともに増員 した割合が高か

ったが、運輸 ・倉庫 ・不動産業では社内要員は減少 した割合 が高い一方で社外要員

を増員 した割合が高いことが分かる。

また、平成14年 度の見込みで は、全体で 「増加す る」18.9%、 「変化な し」67.2%、

「減少す る」13.9%で あ り、社内要員のケースと同様に全体的 に現状維持が強まる傾

向が見える(集計結果第8表)。

8.1.3情 報システム部門要員のスキル

情 報 シス テム部 門の要 員 に求 め るス キル と して 重視す る もの は 、「シス テ ム運 用」

に関す るス キル が最 も多 く54.0%と 半 数以 上 の回 答が あ っ た。以 下 、重視 度 の高 い

順 に挙 げ る と「シス テ ム設 計 ・開 発」48.6%、 「情 報 セ キ ュ リテ ィ技術 」44.5%、 「ネ

ッ トウー ク設 計 ・開発」40.1%、 「情 報技 術 コ ンサ ル テ ィ ング/業 務 分 析」37.2%、 「デ

ー タベー ス 設計 ・構 築」36 .9%、 「教 育 ・訓 練 ・指導 」33.1%、 「Web関 連 」30.2%と 一

挙 が って い る。

0社数比㈲

システム運用

システム設計・開発

情報セキュリティ技術

ネットワーク設計・開発

情報技術コンサルティング/業務分析

データベース設計・構築

教育・訓練・指導

Web関 連

プロジェクト管理

プログラミング

'顧 客
、発注先との交渉カ

システム資産管理

品質管理

コンテンツ制作

システム監査

1020304050 、60

内で選択)

8-3図 情報システム部門要員に求められるスキル

産 業 別 の スキ ル 重 視 の 様 子 を見 て み る と 、製 造 業 で は 「シス テ ム設 計 ・開発 」

54.3%、'「 ネ ッ トワー ク設 計 ・開発 」43.8%、 「情 報 技術 コ ンサ ル テ ィ ン グ/業 務 分

析」43.4%、 「情 報 セ キ ュ リテ ィ技術 」42.8%、 「デー タベー ス 設 計 ・構築 」42.6%、 「シ
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ステ ム運 用 」65.2%が40%以 上 と高 く、非 製 造業 で は 「シス テ ム運 用」54.7%、 「シス

テム 設 計 ・開 発 」48.1%、 「情 報セ キ ュ リテ ィ技術 」41.7%、 公 務 で は 「情 報セ キ ュ リ

テ ィ技術 」67.4%、 「システ ム運 用 」65.2%、 「教 育 ・訓 練 ・指 導」41.8%、 「Web関 連」

36.9%な どが上 位 に上 が って い る(集 計結 果 第14表)。

次 に従 業 員 規模 別 に重 視 す るスキ ル を見 て い くと、従 業 員規 模 が 大 き くな るほ ど

重視するスキル に}ま、 「情報技術 コンサルティング/業 務分析」、 「情報セキュ リテ

ィ技術」、 「プ ロジェク ト管理」などがある。 「システム設計 ・開発」に関す るスキル

を重視す る割 合は規模が大 きくなるほ ど高 くなるが5,000人 以上の大企業では下

が っている。一方、従業員規模 が小さい方が より重視 していると見 られ るスキル に

は「システム運用」・ 「教 育 ・訓練 ・指導」な どが挙げられて いる(集計結果第114表)。
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情報システム部門要員に求められるスキル(従業員規模別)
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8.1.4情 報システム部門におけるスキルの充足状況

情 報 シス テム部 門 にお け る保 有 スキ ル の充 足 状 況 は 、全般 的 に不足 して いる傾 向

にあ る。特 に不 足 して いるス キ ル と して は 、 「システ ム 監査 」(非常 に不足47.0%、

や や不足40.4%)、 「コ ンテ ンツ 制作 」(同41.5%、41.5%)、 「情 報 技術 コ ンサ ルテ ィ

ン グ/業 務 分析 」(同34.8%、52.7%)、 「Web関 連 」(同33.0%、47.2%)、 「情 報セ キ

ュ リテ ィ技術 」(同31.2%、51.4%)、 「プ ロジ ェ ク ト管 理」(同24.1%、56.3%)な どが

いずれ も回答企 業 の8割 以 上で 不 足(非 常 に不 足+や や不 足)と 認識 して いる。

一方 ・「ほ ぼ足 りて い る」とす るスキ ル で は・ 「シス テム 運用 」(48.0%)・ 「プ ログ ラ

ミング」(42.9%)、 「システ ム 設 計 ・開発 」(33.8%)、 「シス テ ム資 産 管理」(32.8%)な ど

が3割 以 上 の回答 が あ るス キ ル で あ る。

情報 システ ム部 門 に求 め られ る スキ ル の上 位 で は 、 「シス テ ム運 用」「システ ム設

計 ・開発」な どは 「ほ ぼ足 りて い る」が 、 「情報 セ キ ュ リテ ィ技術 」「情報 技術 コ ンサ

ル テ ィン グ/業 務 分 析」な どにつ いて は不 足 して いる こ とが わか る。

情報スキル項目

情報技術コンサルティング/
業務分析

情報セキュリティ技術

プロジェクト管理

システム設計・開発

データベース設計・構築

ネットワーク設計・開発

プ・グラ・ング■■【==三 ー

システム運用目囲===三 ー

システム監査

システム資産管理

品質管理

コンテンツ制作

Web関 連

教育・訓練・指導

顧客、発注先との交渉力

社数比(%) {・ 非常に不足 ・やや不足 臼ほぼ足りてい司

8-5図 情報システム部門におけるスキル保有の充足状況
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産業別 にスキルの充足の様子 を見てみると、製造 業で は「情報技術コンサルテ ィ

ング/業 務分析」「システム監査」「Web関 連」が不足 し、「システム運用」は足 りてい

ると見 られる。非製造業では「システム監査」「コ ンテ ンツ制作」が不足 し、 「システ

ム運用」「プログラミング」は足 りてお り、公務では「システム監査」「情報技術 コンサ

ルティング/業 務分析」rWeb関 連」「コンテ ンツ制作」が不足 し、「プログラミング」

「システム運用」は足 りている(集計結果第15表)。

8.1.5情 報 システム部門の担当業務

現 在、情 報 シ ステ ム部 門が 担 当 して いる業務 分 野 の うち、最 も多 いの が 「基幹 シ

ステ ム の開発 、運 用 、管 理」で、 回答 企業 の79.0%が 行 って い る。以 下、 多 い順 に

挙 げる と、「情 報 シス テ ム資産 の管 理」71.5%、 「エ ン ドユ ーザ ー に対す るサ ポー ト」

70,40/6、 「個 別 業 務 の 情報 シス テ ム の開発 、運 用 、管 理 」69.8%、 「社 内 全体 の業 務

シス テ ム計画 立案 」67.9%と な って いる。

経営戦略のための情報システムの計画立案

社内全体の業務システムの計画立案

基幹システムの開発・運用管理

個別業務の情報システムの開発・運用管理

エンドユーザに対するサポート

アウトソーシングおよび委託先の折衝管理

口平 成12年 度(1319)

閲平 成13年 度(1378)

ロ平 成14年 度(1364)

()内 は回答社数

`
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一 方 、 「経 営 戦略 の た め の情 報 シス テ ム の計 画 、立 案 」47 .1%、 「ア ウ トソー シ ン

グお よ び委 託 先 の管 理 、折 衝」47.8%な ど企 業経 営 に直接 関 わ る 戦 略 的な 役 割 を担

って いる の は回答 企 業 の半 数 に満 た な い現 在 の 状況 で あ るが 、昨 年 ・今 年 ・来 年 と

3ヶ 年 の傾 向 で見 て み る と、「経 営戦 略 の た め の情報 シス テム の 計 画 、立案 」(42.7%

→47 .1%→53.4%)、 「ア ウ トソー シ ン グお よび 委託 先 の管 理 、折 衝 」(44.5%→47.8%

→49 .7%)、 「社 内全 体 の業 務 シス テム 計 画立 案 」(64.7%→67 .9%→69.3%)、 「情報 シ

ステ ム資 産 の管 理」(68.7%→71.5%→72.6%)と いずれ も拡 大 す る傾 向 に ある 。

そ の反 対 に、 「基 幹 システ ム の 開発 、運 用 、管 理」(79.9%→79.0%→77.0%)、 「エ

ン ドユー ザ ー に対 す るサ ポ ー ト」(70.7%→70.4%→69 .5%)は 横 ば いかや や 縮 小 して

ゆ く方 向 にあ る と見 られ る(集 計結 果 第16表)。

8.1.6ま と め

近年、情報 システム部門の役割が変化 して いる と言われている。今 回の調査 では、

情報システム部門で働 く社 内および社外要員の動向、要員に求め られるスキルとそ

の過不足状況、情報 システム部門自身の担 当業務よ り、今後 の情報 システム部門の

方向性 について検証 した。

調査結果か らは、情報 システム部門が現状の 「基幹 システムの開発、運用、管理」

中心 の役割か ら、 「経営戦略のための情報 システムの計画、立案」「アウ トソー シン

グおよび委託先の管理、折衝」へと、よ り企業戦略実現のための役割が求め られ、

情報 システム部門にはその役割 を担 うための実力(スキル)が 問われている。

現在、情報 システム部門が重視 しているスキル は、「システム運用」に関す るスキ

ルである。担 当業務が より戦略的な ものに移行 しつつも、基幹業務 としてのシステ

ム開発 ・運用 ・管理に関するスキルはや は り最 も重視 されている。さらに近年では

「情報セキュ リティ技術」「ネ ッ トワーク設計 ・構築」な どに関す るスキル も重視され

ている。

これ ら重視され るスキル について、現状で最 も重視 して いる 「システム運用」につ

いてはほぼ足 りている状況 にある。 しか し、「情報セキュリテ ィ技術」「ネ ッ トワー

ク設計 ・構築」な どは不足傾 向が強い。 また、戦略的な役割 を担 うために今後さ ら

に必要 とされるで あろ う「情報技術 コンサ ルティング/業 務分析」も同様 に不足傾

向が強 く、これ らのスキルを十分保持す る ことが必要 とされている。

情報システ ム部門の要員構成 は、社内要員 は1社 あた り平均28名 、社外要員 は

1社 あた り41名 であ り、短期的には現状維持の傾向 にある。 しか し、個 々の業種

では、情報サー ビス ・調査業 ・広告業、地方 自治体、情報通信機械器具製造業では

社内要員 、運輸 ・倉庫 ・不動産 、情報サー ビス ・調査業 ・広告業 、学校 ・学術研究

機関、金融業 ・保険 ・証券業な どで は社外要員 に対する需要が高 くなっている。し
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かし、運輸 ・倉庫 ・不動産のように社内要員か ら社外要員へ と、すなわ ち外部資源

への依存 を指向す る業種 も表れている。

'

一113一



8.2情 報システム部門要員の給与等の状況

8.2.1社 内要 員の 給 与

情報システム部門要員の うち、SE、 プログラマ、オペ レータ、データ入力者(パ

ンチ ャー等)の4職 種の月額平均給与 は、SE34万7,700円 、プログラマ28万3,400

i円
、オペ レータ24万5,600円 、デー タ入力者20万7,100円 となってお り、調査

対象、規模の変更 により単純 に比較 はで きないが、この数値 は前年調査 に比べ、4

職種 とも減少 している。また平均年齢 もSEを 除 けば上が っているζとか ら不況の

影響が深刻化 しつつあることを うかがわせる。1997～2000年 度の4年 間の推移で

も給与の伸び は停滞 して いる(集計結 果第17表 、8-3表)。

産業別に見 ると、製造業、非製造業の間ではSE、 オペ レータで非製造業がやや

高 く、デー タ入力者 、プログ ラマでは製造業のほうが多 いとなって いるが、開きは

いずれも小さく両者の違 いはあまり見 られない。公務のSEの 平均給与が最 も低 い

が、平均年齢 も低い ことか らはっき りとした比較 は難 しい。また、公務 のデータ入 、

力者、オペ レータ、プログ ラマの給 与 もかな り高 くなって いるの もここ数年の傾 向

であったが、今年度でも全産業平均 よ りやや高 く出ている。この場合SEと は逆 に

平均年齢 は高いか,同等で、や は り他産業 との比較は難 しいが極端な開 きはないよ

うで ある。

8-3表 情報 システム部 門要員の給与(5年 間の推移)

(給与欄と前年比欄の上段は単位:千 円、下段は%)

職種
o

デ ー タ入 力者

(ハ.ンチャ一等)
オペ レー タ プログラマ SE 回

答
社
数年度 給 与 前年比 給 与 前年比 給 与 前年比 給 与 前年比
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ψ

245.6283.4347.7
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(注:2001年 度よ り調査対象が変更 されて いるので、前年度との比較 はできない)
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従業員規模別の比較では、明 らかに規模の大きいクラス ほど平均給与の額が高 くな

る傾 向が現れている一方、デー タ入 力者では規模の小さいク ラスの方が概 して高 く

な っているが、この職種の小規模 クラスの平均年齢 は高いので、年齢相応 の給与の

佐賀 出ていると見 られる。(集 計結果第117表)。

8.2.2.社 外 要員(外 部 要 員)の 派 遣 費 用

派 遣 された 情 報 シス テ ム部 門 の 外部 要員 に対 し、派 遣 元 へ の支 払 費用 を要 員 の職

種 別 に 日額 の換 算 で見 る と、全産 業 平均 でSEは3万9,000円(前 年4万1,600円)、

プ ログ ラマ3万3,100円(同3万1,900円)、 オペ レs・一・・一夕2万3,400円(同2万4,900

円)、 デ ー タ入 力者 が1万6,500円(同1万7,800円)と な って お り、 プ ログ ラマ を

除き減少 し、全体では、景気 の低迷がIT関 連産業にまで影響 を及ぼ し、外部資源

の活用 に対す る抑制はかな り厳 しい状況のよ うである。なお社 内要員の給与の項で

も述べたよ うに調査 の対象、規模が前年度 と変っているので前年度データ との比較

には注意 を要す る。

企業 の従業員規模別での派遣費用の傾向を見 ると、総 じて従業員 の多いクラス に

なるほ ど派遣費用は高 くなってお り、1000人 以上のクラスか ら上では全体の平

均値 を上回って いる(集 計結果第18、118表)。

また、8-・7図 で、1997年 度か ら5年 間の推移 をみる と、1998年 度 にかな り減

少 した費用は、その後停滞かやや下降気味に推移 していたのが今 回でははっき りと

減退の様相を見せ始 め、IT技 術者の需要は衰えていないと言われ る中にあ りなが

ら、金額 は下降傾向が続 くデフ レ状態が進行 して いる と見 られる。

(千 円)
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8-7図 外 部要 員に対す る派 遣 元へ の 日額 換算 支払 費用(職 種 別 、5か 年 推移 全産 業)
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8.2.3ま と め

情報 システム部門社内要員の給与、および社外要員(派 遣要員)の 費用 について、

今年度の結果 を述べたが、社内要員の給与、社外要員の派遣費用 とも伸び悩みかむ

しろ下がって きている傾向が うかがえる。ただ し、このアンケー ト調査 はその対象、

規模について前年度 と大き く変っていることは前 にも述べてお り、規模 の小さい回

答企業も増加 していることか ら見て も、一概 に給与等 の水準が下がってきていると

は断定 し難 いことも確かである。

しかしなが ら、近年の経済情勢や他の統計 の結果な どを合わせて考えると、要員

の人件費等 の状況は下落傾 向が続いている と見てよいだろ う。

一方情報 システム部門要員数 の変化 についてのアンゲー ト結果では
、現状維持が

大勢を占め、今後 も大幅 に減少するとは見 られないことか らも、現時点では給与、

派遣費用 とも上昇に向か うことは考え難い。

革新の速 い情報 システム、あるいはネ ッ トワー クなどの構築やメンテナ ンス業務

は絶えず需要 を喚起する と見え、「仕事 はあるが人は増えない、経費も抑 制される」

といった状況が浮かんで くる。経営戦略の中核 に位置付け られたITの 関連要員

(情報 システム部 門要員)へ の処遇等 は他の部門よ りはやや楽な状況にあるのでは

ないか と考 えられ るが、今後 もこの傾向が続 くと予測す るには、今年度 に調査対象、

規模の変更行われた こともあり、しば らくは調査 を継続す ることが必要で あろ う。
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第1表 回収状況(業 種別)

業 種

発
送
数

回

収
数

(回
%収)率

食料品製造業,飲 料 ・たばこ ・飼料製造業 414 74 17.9

繊維工業 153 23 15.0

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業 77 5 6.5

化学工業 275 49 17.8

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業 135 15 11.1

窯業 ・土石製品製造業 123 16 13.0

鉄鋼業' 88 19 2L6

非鉄金属製品 ・金属製品製造業 289 48 16.6

二般機械器具製造業
308 49 15.9

電気機械器具製造業 197 48 24.4

情報通信機械器具製造業 371 57 15.4

輸送用機械器具製造業 335 57 17.0

精密機械器具製造業 . 98 11 11.2

その他の製造業 332 78 23.5

製造業計 3,195 549 17.2

農林漁業 ・同協同組合,鉱 業 137 41 29.9

建 設 業 ・ 197 61 31.0

新聞 ・出版業 100 16 16.0

電 気 ・ガス ・熱 供給 ・水道業 41 14 34.1

運輸業 231 50 21.6

映像 ・音声情報製作 ・放送業,通 信業 48 17 35.4

卸売業 1,516 172 11.3

小売業,飲 食店 1,418 160 11.3

金融 ・保険業 413 73 17.7

情報サービス業 462 125 27.1

医療業(国 ・公立除く) 131 15 11.5

教育 ・学術研究機関(国 ・公立除く) 271 55 20.3

その他の非製造業 432 93 21.5

非製造業計 5,397 ;92}1。,

政府 32 6 18.8

地方公共団体 529 151 285

公務計 561157 28.0

未分類 5641
公務を除く全産業計 9,156 1,44115.7

全産業計 9,717 1,59816.4
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第2表 資本金規模別回収分布(業 種別)

(上段:社 数、下段:%)

資本規模区分 未 一 億 一 億五 億 一 一 億 一
満億' 円 ～ 円 ～ 円○○ 円○ A

鉦

籍 円 未 五 未 一 未○ ～ 以○ 昇
業 種 満 満○ 満 上

製造業計 2 187 128 27 117 88 547

34.2 23.4 4.9 21.4 16ユ 100一罪製造藻計
69 260 222 75 185 81 823

31.6 27.0 9.1 22.5 9.8 100

公務計 144 0 1 0 5 7 13

0 7.7 0 38.5 53.8 100
公務を除く全産業計 71 447 350 102 302 169 1370

32.6 25.5 7.4 22 12.3 100

全産業計 215 447 351 102 307 176 1383

32.3 25.4 7.4 22.2 12.7 100

食料品製造業,飲 料 ・たはこ ・飼料製造業 1 34 15 3 15 6 73

46.6 20.5 4.1 20.5 8.2 100
繊維工業 0 10 4 0 5 4 23

43.5 17.4 0 21.7 17.4 100
パルプ ・紙 ・紙加工品製造業 0 3 0 1 0 1 5

60.0 0 20.0 0 20.0 100

化学工業 1 13 6 3 10 16 48

27.1 12.5 6.3 20.8 33.3 100

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業 0 2 4 0 6 3 15
、 13.3 26.7 0 40.0 20.0 100

窯業 ・土石製品製造業 0 5 5 1 4 1 16

3L3 31.3 6.3 25.0 6.3 100

鉄鋼業 0 5 8 0 3 3 19

26.3 42.1 0 15.8 15.8 100

非鉄金属製品 ・金属製品製造業 0 20 7 3 11 7 48
,4L7 14.6 6.3 22.9 14.6 100

一般機械器具製造業
0 16 11 5 12 5 49

32.7 22.4 10.2 24.5 10.2 100

電気機械器具製造業 0 18 10 1 7 12 48

37.5 20.8 2.1 14.6 25 100

情報通信機械器具製造業 0 13 21 2 8 13 57

22.8 36.8 3.5 14.0 22.8 100

輸送用機械器具製造業 0 14 13 5 16 9 57

24.6 22.8 8.8 28.1 15.8 100

精密機械器具製造業 0 2 4 1 3 1 11

18.2 36.4 9.1 27.3 9.1 100
その他の製造業 0 32 20 2 17 7 78

4LO 25.6 2.6 21.8 9.0 100

農林漁業 ・同協同組合,鉱 業 4 0 9 7 19 2 37

0 24.3 18.9 51.4 5.4 100
建設業 0 16 16 2 17 10 61

26.2 26.2 3.3 27.9 16.4 100
新聞 ・出版業 1 11 1 2 1 0 15

一 73.3 6.7 13.3 6.7 0 100

電 気 ・ガ ス ・熱 供給 ・水 道 業 0 5 3 0 1 5 14

35.7 21.4 0 7.1 35.7 100
運輸業 3 13 19 4 9 2 47

27.7 40.4 8.5 19.1 4.3 100

映像 ・音声情報製作 ・放送業,通 信業 0 1 9 2 4 1 17

5.9 52.9 lL8 23.5 5.9 100

卸売業 1' 68 56 10 30 7 17正

39.8 32.7 5.8 17.5 4.1 100

小売業,飲 食店 2 54 45 17 34 8 158

34.2 28.5 10.8 21.5 5.1 100一 　

金融 ・保険業 3 3 11 17 17 22 70

4.3 15.7 24.3 24.3 31.4 100

情報サービス業 1 59 25 8 26 6 124

47.6 20.2 6.5 21.0 4.8 100

医療業(国 ・公立除く) 7 3 2 1 2 0 8

37.5 25.0 12.5 25.0 0 100

教育 ・学術研究機関(国 ・公立除く) 29 1 1 0 |11 13 26

3.8 3.8 0 42.3 50.0 100

その他の非製造業 18 26 25 5 14 5 75

34.7 33.3 6.7 18.7 6.7 100

政府 2 0 0 0 0 4 4

0 0 0 0 100.0 100

地方公共団体 142 0 1 0 5 3 9

0 11.1 0 55.6 33.3 100
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第3表 年商規模別回収分布(業 種別)

(各業 種ごとに、上段:社 数、下段:%)

年商規模区分 無 未 一 億 一 億 一 一 億 一 一 億 一

敷藁
満億
円
円 ～

未 一

円○○
未○ ～

円○○
未○ ○

円○
以○

合
計

業 種 社 満○ 満 満○ ～
∨

上○

製造業計 13 9 33 209 209 76549

1.6 6.0 38.1 38.1 13B100

非製造業計 58 17

t9

98

11.0

322

36.1

318

35.7

791892
8.91100

公務計 100 0 4 3 41 9 157
一

〇 2.5 1.9 26.1 5.7 100

公務を除く全産業計 71 26 131 531 527 155 1441

1.8 9.1 36.8 36.6 10.8!100
全産業計 171 26 135 534 568

「
16411598

1.6 8.4 33.4 35.5 10.3i100

食料 品製造業,飲 料 ・たばこ・飼料製造業 1 1 3 37 28 4 74

1.4 4.1 50.0 37⑧ 5.4 100

繊維工業 1 1 3 6 8 4 23

4.3 13.0 26.1・ 34.8 17.4 100

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業 0 0
'

0 3 2 0 5

0 0 60.0 40.0 0 100

化学工業 1 0 1 16 19 12 49
/0 2.0 32.7 38.8 24.5 100

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業 1 0 2 3 5 4 15
・

0 13.3 20.0 33.3 26.7 100

窯業 ・土石製品製造業 0 1 1 7 5 2 16

6.3 6.3 438 31.3 12.5 100

鉄鋼業 0 0 0 9 7 3 19

0 0 47.4 36.8 15.8 100

非鉄金属製品 ・金属製品製造業 2 0 3 23 14 6 48

0 6.3 47.9 29.2 12.5 100
一般機械器具製造業 0 2 1 19 21 6 49

・4」 2.0 38.8 42.9 12.2 100

電気機械器具製造業 3 1 3 16 17 8 48

2.1 6.3 33.3 35.4 16.7 100

情報通信機械器具製造業 2 2
'5

15 22 11 57

3.5 8.8 26.3 38.6 19.3 100　輸送万
機械器頁製造業 1 0 5 17 26 8 57

0 8.8 29.8 45.6 14.0 ・100

精密機械器具製造業 0 0 0 4 6 1 11

0 0 36.4 54.5 9」 100

その他の製造業 1 1 6 34 29 7 78

t3 7.7 43.6 37.2 9.0 100

農林漁業 ・同協同組合,鉱 業 3 2 3 20 11 2 41

4.9 ア3 48.8 26.8 4.9 100

建設業 2 0 1 16 27 15 61

0 1.6 26.2 44.3 24.6 100

新聞 ・出版業 2 0 0 6 8 0 16

、 0 0 37.5 50.0 0 100

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業 0 0 0 7 2 5 14

0 0 50.0 14.3 35.7 100
,運 輸 業 1 0 3 26 18 2 50

0 6.0 52.0 36.0 4.0 100

映像 ・音声情報製作 ・放送業,通 信業 0 0 1 11 4 1 17

0 5.9 64.7 23.5 5.9 100

卸売業 8 5 9 50 77 23 172

2.9 5.2 29.1 44.8 13.4 100

小 売 業,飲 食 店 『 8 2 9 53 78 10 160

1 '1 .3 5.6 33.1 一48
.8 6.3 100

金融 ・保険業 2 0 9 29 22 11 73

0 12.3 39.7 30.1 15.1 100

情報サービス業 1 3 33 43 39 6 125

2.4 ・26 .4 34.4 3t2 4.8 100

医 療 業'(国 ・公 立除 く) . 2 0 6 6 1 0 15

0 40.0 40D 6.7 0 100

教育 ・学術研究機関(国 ・公立除く) 21 1 5 20 7 1 55

1.8 9.1 36.4 12.7 1.8 100

その他の非製造業
'

8 4 19 35 24 3 93

4.3 20.4 37.6 25.8 3.2 100

政府 2 0 0 0 2 2 6

0 0 0 333 333 100　班万公巽団体
98 0 4 3 39 7

1151

0 2.6 2.0 25.8 4.6 100
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第4表 従業員数規模別回収分布(業 種別)

(上段:社 数 、下段:%)

従業員数規模区分

業 種

100人

未 満

100～

300人

未 満

300～

1000人

未満

1000～

5000人

未 満

5000人

以 上
合 計

製造業計 69

12.6

170

31

170

31

105

19.1

35

6.4

549

100

ヌF製〕蝶 計 219

24.6

268

30

228

25.6

153

17.2

24

2.7

892

100

公務計' 8

5.1

7

4.5

92

58.6

42

26.8

8

5.1

157

100

公務を除く全産業計 288

20

438

30.4

398

27.6

258

17.9

59

4.1

1441

100

全産業計 296

18.5

445

27.8

490

30.7

300

18.8

67

4.2

1598

100

食料品製造業,飲 料 ・たばこ・飼料製造業 7

9.5

29

39.2

26

35.1

11

14.9

1

1A

74

100

繊維工業 5

21.7

5

21.7

6

26.1

5

21.7

2

8.7

23

100

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業 2

40

2

40

1

20

0

0

0

、0

5

100

化学工業 6

12.2

12

24.5

15

30.6

12

24.5

4

8.2

49

100

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業 1

6.7

5

333

6

40

2

13.3

1

6.7

15

100

窯業 ・土石製品製造業 5

31.3

4

25

'5

3L3

1

63

1

6.3

16
s100

鉄鋼業 3

15.8

9

47.4

2

10.5

'2

10.5

3

15.8

19

100

非鉄金属製品 ・金属製品製造業 7

14.6

23

47.9

12

25

2

4.2

4

8.3

48

100
一般機械器具製造業 9

18.4

10

20.4

19

38.8

8

16.3

3

6.1

49

100

電気機械器具製造業 3

63

17
'35
.4

11

22.9

,14

29.2

3

6.3

48

100

情報通信機械器具製造業 4

7

16

28.1

14

24.6

19

333

4

7

57

100

輸送用機械器具製造業 4

7

10

17.5

22

38.6

15

26.3

6

10.5.

57

100

精密機械器具製造業 0

0

2

18.2

4

36.4

5

45.5

0

0

11

100

その他の製造業 13

16.7

26

33.3

27

34.6

9

1L5

3

3.8

78

.100

農林漁業 ・同協同組合,鉱 業 8

19.5

16

39

14

34.1

3

7.3

0

0

41

100

建設業
'

12

19.7

15

24.6

14

23

18

29.5

2

3.3

61

100

新聞 ・出版業 6

37.5

3

18.8

6

37.5

1

6.3

0

0

16

100

電 気 ・ガ ス ・熱供 給 ・水 道 業 5

35.7

3

21.4

1

7.1

0

0

5

35.7

14

100

運輸業 8

16

14

28

18

36

7

14

3

6

50

100

映像 ・音声情報製作 ・放送業,通 信業 2

11.8

12

70.6

1

5.9

・2

11.8

0

0

17

100

卸売業 45

26.2

66

38.4

44

25.6

15

8.7

2

1.2

172

100

小売業,飲 食店 15

9.4

41

25.6

57

35.6

45

28.1

2

1.3

160

100
一金融
・保険業 7

9.6

21

28.8

23

31.5

18

24.7

4

5.5

73

100

情報サービス業 46

36.8

28

22.4

22

17.6

25

20

4

3.2

125

100

医療業(国 ・公立除く) 5

33.3

7

46.7

2

133

1

6.7

0

0

15

100

教育 ・学術研究機関(国 ・公立除く) 17

30.9

21

38.2

14

25.5

2

3.6

1

1.8

55

100

その他のヲ醸 〕葺業 ・ 43

46.2

21

22.6

12

12.9

16

17.2

1

1.1

93

100一
政府 0

0

2

33.3

1

16.7

3

50

'0

0

6

100一班方
公共団体 8

53

5
、

3.3

91

60.3

39

25.8

8

5.3

151

100
㌔
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第5表 情報システム部門社内要員規模別回収分布(業 種別)

(上段:社 数,下 段:%)

内要員数規模区分

業 種

艦

籍 5人

未満

5～

10人

未 満

10～

30人

未 満

30～

50人

未満

50～

100人

未 満

100～

300人

未 満

300～

500人

未 満

500人

以 上

合 計 ,平 均

1社 当り

(人)

製造業計 12 286

53.31

93

17.3

98

18.2

21

3.9

26

4.8

8

1.5

2

0.4

3

0.6

537

100 27

非製造業計 24 420

48.4

175

20.2

1

163

18.8

38

4.4

30

3.5

`23

2.6

8

0.9

11

1.3

868

100 31

公務計 4 40

26.1

44

28.8

56

36.6

11

7.2

2

L3

0

0

0

0

0

、0

153

100 13

公務を除く全産業計 36 706

50.2

268

19.1

261

18.6

59

4.2

56

4

31

2.2

10

0.7

14

1

1405

100 29

全産業計 40 746

47.9

312

20

317

20.3

70

4.5

58

3.7

31

2

1014

0.60.9

1558

100 28

食料品製造業,飲 料 ・

たばこ ・飼料製造業

1 46

63

11

15ユ

12

16.4

1

1.4

2

2.7

1
.

1.4

0

0

0

0

73

100
馳9

繊維工業 0 11

・47 .8

4

17.4

8

34.8

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

23

100 7

パルプ ξ紙 ・紙加工品

製造業

1 3

75

『0

0

1

25

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

4

100 5

化学工業 0 21

42.9

7

14.3

12

24.5

5

10.2

3

6.1

1

2

0

0

0

0

49

100 17

石油 ・石炭 ・プラスチ ・

ック製品製造業

0 9

60

2

13.3

3

20

0

0

1

6.7

0

0

0

0

0

0

15

100 11

窯業 ・土石製品製造業 1 ユ2

80

1

6.7

1

6.7

0'1

06.7

0

0

0

0

0

0

15

100 8

鉄鋼業 1 14

77.8

0

0

2

11.1

1

5.6

1

5.6

0

0

0

0

0

0

18

100 10

非鉄金属製品 ・金属

製品製造業

3 30

66.7

8

17.8

4

8.9

1

2.2

1

2.2

1

2.2

0

0

0

0

45

100 11
一般機械器具製造業 0 26

53.1

9

18.4

9

18.4

2

4.1

1

2

2

4.1

0

0

0

0

49

100 13

電気機械器具製造業 1 22

46.8

6

12.8

10

2L3

4

8.5

3

6.4

1

2.1

1

2.1

0

0

47

100 25

情報通信機械器具
製造業

0 26

45.6

9

15.8

11

19.3

3

5.3

5

8.8

0

0

0

0

3

ら.3

57

100 138

輸送用機械器具製造業 1 22

39.3

13

23.2

14

25

1

L8

5

89

0

0

、1

1.8

0

0

56

100 21

精密機械器具製造業 0 2

18.2

3

27.3

5

45.5

1

9.1

0

0

0
'0

0

0

0

0

11

100 13

その他の製造業 3 42

56

20

26.7

6

8

2

2.7

3

4

2

2.7

0

0

0

0

75

100 14

農林漁業・同協同組合,

鉱業

1 28

70

6

ユ5

6

15

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

40

100 5

建設業 1 27

45

16

26.7

13

2L7

2

33

1

L7

1

1.7

0

0

0

0

'60

100 12

新聞 ・出版業 1 6

40

3

20

4

26.7

2

13.3

0

0

0

0

0

0

0

0

15

100 9

電 気 ・ガ ス ・熱 供 給 ・

水 道 業

1 、 8 .

61.5

1

7.7

0

0

0

0

1

7.7

3

23.1

0

0

'0

0

13

100 51

運輸業 0 25

50

11

22

11

22

2

4

0

0

0

0

0

0

1

2

50

100 23

映像 ・音声情報製作 ・

放送業,通 信業

0 13

76.5

2

11.8

2

11.8

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

17

100 4

卸売業 1 96

56.1

40

23.4

28

16.4

4

2.3

3

1.8

0

0

0

0

0

0

171

100 8

小売業,飲 食店 6 85

55.2

37

24

28

18.2

4

2.6

0

0

0

0

0

0

0

0

154

100 6

金融 ・保険業 0 24

32.9

9

12.3

20

27.4

8

11

5

6.8

4

5.5

2

2.7

1

1.4

73

100 64

情報サービス業 3 16

13.1

17

13.9

25

20.5

14

11.5

20

16.4

15

12.3

6

生9

9

7.4

122

100 132

医療業(国 ・公立除く) 2 10

76.9

2

15.4

1

7.7

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

13

100 3

教育 ・学術研究機関

(国 ・公立除く)

4 24

47.1

16

31.4

10

19.6

1

2

0

0

0

0

0

0

0

0

51

100 7

その他の非製造業 4 58

65.2

15

16.9

15

16.9

1

1.1

0

0

0

0

0

0

.0

0

89

100 5

政府 0 1

16.7

1

16.7

3

50

1

16.7

0

0

,0

0

0

0

0

0

6

100 14

地方公共団体 4 39

26.5

43

29.3

53

36.1

10

6.8

2

1.4

0

0

0

)0

0

0

147

100 13
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第6表 情報システム部門社外要員数規模別回収分布(業 種別)

(上段:社 数 下段:%〉

要員数規模区分
1

業 種

鉦

籍 5人

未満

5～

10人

未 満

10～

30人

未 満

30～

50人

未 満

50～

100人

未 満

100～

300人

未 満

300～

500人

未 満

500人

以 上

合 計
1社あた
り平均
(人)

製造業計 363 95 23 35 9 6 10 4 4 186 54

5L1 12.4 18.8 4.8
＼
3.2 5.4 2.2 2.2 100

非製造業計 603 135 47 55 14 12 12 8 6 289 42

46.7 16.3 19 4.8 4.2 4.2 2.8 2.1 100

公務計 67 39 30 17 3 1 0 0 0 90 8

43.3 33.3 189 3.3 1.! 0 0 0 100

公務を除く全産業計 966 230 70 90 23 18 22 12 10 475 47

48.4 14.7 189 4.8 3.8 4.6 2.5 2.1 100

全産業計 1033 269 100 107 26 19 22 12 10 565 41

47.6 17.7 189 4.6 3.4 3.9 2.1 1.8 100

食料品製造業,飲 料 ・ 52 10 5 4 1 0 2 0 0 22 17

たばこ ・飼料製造業 45.5 22.7 18.2 4.5 0 9.1
"0

0 100

繊維工業 14 4 4 1 0 0 0 0 、0 9 7

44.4 44.4 11.1 0 0 0 0 0 100

パルプ ・紙 ・紙加工品 3 2 0 0 0 0 0 0 0 2 2

製造業 100 0 0 0 0 0 0 0 100

化学工業 28 10 1 3
'

4 1 0 2 0 21 42

47.6 4.8 14.3 19 4.8 0 9.5 0 100

石 油 ・石 炭 ・プ ラス チ 11 2 1 0 0 0 1 0 0 4 32

ック製品製造業 50 25 0 0 0 25 0 0 100

窯業 ・土石製品製造業 12
r

2 1 1 0 0 '0 0 0 4 5

50 25 25 0 0 0ト 0 0 100

鉄鋼業 12 4 0 0 0 0 1 1 1 7 179

57.1 0 0 0 0 14.3 14.3 .14.3 100

非鉄金属製品 ・金属 36 7 0 3 0 1 1 0 0 12 27

製品製造業 58.3 0 25 0 8.3 8.3 0 0 100
一般機械器具製造業 37 6 1 2 1 0 2 0 0 12 45

50 8.3 16.7 8.3 0 16.7 0 0 100

電気機械器具製造業 25 10 5 3 1 1 3 0 0 23 30

43.5 21.7 13 4.3 4.3 13 0 0 100

、情報通信機械器具 33 1! 2 8 0 0 0 1 2 24 199

製造業 45.8 8.3 33.3 0 0 0 4.2 8.3 100

輸送用機械器具製造業 36 9 2 9 1 0 0 0 0 21 11

42.9 9.5 42.9 4.8 0 0 0 0 100

精密機械器具製造業 4 6 0 1 0 0 0 0 0 一7 4

85.7 0 14.3 0 0 0 0 0 100

その他の製造業 60 12 1 0 1 3 0・ 0 1 18 41

66.7 5.6 0 5.6 16.7 0 0 5.6 100

農林漁業・同協同組合, 32 4 2 2 1 0 0 0 0 9 9

鉱業 44.4 22.2 22.2 11.1 0 0 0 0 100

建設業 40 9 3 3 1 3 1 1
'0

21 39

42.9 14.3 14.3 4.8 14.3 4.8 4.8
-0

100

新聞 ・出版業 10 4 0 2 0 0 0 0 0 6 5
'

66.7 0 33.3 0 0 0 0 0 100

電 気 ・ガ ス ・熱供 給 ・ 10 1 1 0 0 0 0 0 2 4 262

水道業 25 25 0 0 0 0 0 50 100

運輸業 40 5 1 1 11 0 0 2 0 10 67

50 10 10 10 0 0 20 0 100

映像 ・音声情報製作 ・ 10 4 2 0 0 1 0 0 0 7 12

放送業,通 信業 57.1 28.6 0 0 14.3 0 0 0 100

卸売業 120 33 8 8 1 1 0 1 0 52 15

63.5 15.4 15.4 19 1.9 0 1.9 0 100

小売業,飲 食店 120 19 13 6 1 0 1 0 0 40 11

47.5 32.5 15 2.5 0 2.5 0.0 100

金融 ・保険業 40 11 2 9 3 0 4 2 2 33 94

33.3 6.1 ・27 .3 9.1 0 12.1 6.1 6.1 100

情報サービス業 65 15 8 16 5 7 5 2 2 60 78

25 13.3 26.7 8.3 11.7 ・8 .3 33 3.3
.

100

医療業(国 ・公立除く) 11 3 0 1 0 ,0 0 0 0 4 5
、

75 0 25 0 0 0 0 0 100

教育 ・学術研究機関 32 16 5 2 0 0 0 0 0 23 5

(国 ・公 立 除 く) 69.6 21.7 8.7 0 0 0 0 0 100

その他の非製造業 73 11 2 5 1 0 1 0 0 20 11

55 10 25 5 0 5 0 0 100

政府 2 0 1 1 2 0 0 0 0 4 21
一

0 25 25、 50 0 0 0 0 100

地方公共団体 65 39 29 16 1 1 0 0 0 86 8

45.3 33.7 18.6 L2 1.2 0 0 0 100
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第7表 情報・システム部門社 内要員規模別要員数変化(業 種別)

(上段:社 数,下 段:%)

業 種
平成13年 度 平成14年 度 実回答

社数増加 不変 減少 小計 増加 不変1減 少 小計
製造業計 5人 未満 28

10.0

224

79.7

29

10.3

281

100.0

26

9.4

236i15
85,215.4

277

100.0

474

10人 未 満 11

1L8

63

67.7

19

20.4

93

100.0

16

17.6

63;12

69,213.2

91

100.0

30人 未満 21

21.4

37

37.8

40

40.8

98

100.0

16

17.0

5325
r

56.4i26.6
94

100.0

50人 未 満 2

9.5

5

23.8

14

66.7

21

100.0

2

9.5

9`10`

42.9147.6

21

100.0

100人 未 満 ・ 6

23.1

10

38.5

10

38.5

26

100.0

5

20.0

13

52.0

7

28.0

25

100.0

300人 未満 2

28.6

3

42.9

2

28.6

7

100.0

2 2

28.6

3

42.9

7

100.028.6

500人 未 満 1

50.0

0

0.0

1

50.0

2

100.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

500人 以上 1

33.3

0

0.0

2

66.7

3

100.0

0

0.0

1

50.0

1

50.0

2

100.0

計 72

13.6

342

64.4

117

22.0

531

100.0

68

13.1

378

72.8

73

14ユ

519

100.0

非製造業計

'

5人 未満 28

6.9

323

79.8

54

13.3

405

100.0

19

4.8

357

90.8

17

4.3

393

100.0

787

"

'

10人 未 満 26

15.0

116

67.1

31

17.9

173

100.0

15

9.2

132

8LO

16

9.8

163

100.0

30人 未満 37

23.0

60

37.3

64

39.8

161

100.0

24

15.6

90

58.4

40

26.0

154

100.0

50人 未満
'7

20.0

14

40.0

14

40.0

35

100.0

7

18.9

18

48.6

12

32.4

37

100.0

100人 未 満 14

48.3

5 10 29

100.0

14

50.0

10

35.7

4

14.3

28

100.017.2 34.5

300人 未満
.

10

43.5

9

39.1

4

17.4

23

100.0

9

39.1

13

56.5

1

4.3

23

100.0

500人 未満 4

50.0

3

37.5

1

12.5

8

100.0

2

25.0

4

50.0

2

25.0

8

100.0

500人 以上 6

60.0

2

20.0

2

20.0

10

100.0

5

50.0

4

40.0

1

10.0

10

100.0

計 132

15.6

532

63.0

180

21.3

844

100.0

95

1L6

628

77.0

93

11.4

816

100.0

公務計

一

～

5人未 満 9

22.5

28

70.0

3

7.5

40

100.0

6

17.1

29

82.9

0

0.0

35

100.0

148

10人 未 満 11

25.0

24

54.5

9

20.5

44

100.0

5

14.3

27

77.1

3

8.6

35

100.0

30人 未 満 16

＼29
.6

24

44.4

14

25.9

54

100.0

6

12.8

33

70.2

8

17.0

47

100.0

50人 未 満
「

8

72.7

3

27.3

0

0.0

11

100.0

3

37.5

4

50.0

1

12.5

8

100.0

100人 未満 2

100.0

0

0.0

・0

0.0

2

100.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

300人 未 満
'

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 未 満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0'0 0

0

0

0

0

0

0

0

計 46

30.5

79

523

26

17.2

151

100.0

21

16.5

94

74.0

12

9.4

127

100.0

公務を除く全産業計

'

、

5人 未満 56

8.2

547

79.7

83

12.1

686

100.0

45

6.7

593

88.5

`
32

4.8

670

100.0

1261

〆

10人 未満 37
「13
.9

179

67.3

50

18.8

266

100.0

31

12.2

195

76.8

28

11.0

254

100.0

30人 未満 58

22.4

97

37.5

104

40.2

259

100.0

40

16.1

143

57.7

65

26.2

248

100.0

50人 未満
・

9

16.1

19

33.9

28

50.0

56

100.0

9

15.5

27

46.6

22

37.9

'58

100.0

100人 未満 20

36.4

15

27.3

20

36.4

55

ユ00.0

19

35.8

23

434

11

20.8

53

100.0

300人 未満 12

40.0

12
、

40.0

6

20.0

30

100.0

11

36.7

15

50.0

4

13.3

30

100.0

500人 未満 5

50.0

3

30.0

2

20.0

10

100.0

3

30.0

5

50.0

2

20.0

10

ioO.0

500天 以上 7

53.8

2

15.4

4

30.8

13

100.0

5

4L7

5

4L7

2

16.7

12

100.0

計 204

14.8

874

63.6

297

2L6

1375

100.0

163

12.2

1006

75.4

166

12.4

1335

100.0
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(上段:社 数,下 段:%)

一

業 種 ・'

平成13年 度 平成14年 度 実回答
社数増加1不 変 減少 小計 増加1不 変 減少 い1・計

金屋菜計

「

,

5人 未満 65

9.0

575

79.2

86

1L8

726

100.0

51

7.2

622

88.2

32

4.5

705

100.0

1409

10人 未満 48

15.5

203

65.5

59

19.0

310

100.0

36

12.5

222

76.8

31

10.7

289

100.0

30人 乗満 74

23.6

121

38.7

118

37.7

313

100.0

46

15.6

176

59.7

73

24.7

295

100.0

50人 未満 17

25.4

22

32.8

28

41.8

67
100.0

12

18.2

31

47.0

23

34.8

66

100.0
100人 未満 22

38.6

15

26.3

20

35.1

57

100.0

20

36.4

24

43.6

11

20.0

55

100.0

300人 未満

.一.

12

40.0

12

40.0

6

20.0

30

100.0

11

36.7

-15

50.0

4

13.3

30

100.0

500人 未満 5

50.0

3

30.0

2

20.0

10

100.0

3

30.0

5

50.0

2

20.0

10

100.0

500人 以 上 7

53.8

2

15.4

4

30.8

13

100.0

5

41.7

5

41.7

2

16.7

12

100.0

計 250

16.4

953

62.5

323

21.2

1526

100.0

184

12.6

1100

75.2

178

12.2

1462

100.0

食料品製造業,飲 料 ・たばこ ・飼料製造業

L'

5人 未満 6

13.6

34

77.3

4

9.1

44

100.0

7

16.7

33

78.6

2

4.8

42

100.0

61

10人 未満 1

9.1

8

72.7

2

18.2

11

100.0

2

182

9
-

81.8

0

0.0

11

100.0

30人 未満 3

25.0

4

33.3

5

41.7

12

100.0

1

9.i

7

63.6

3

273

11

100.0

50人 未満 0
0.q

'0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

100人 未 満 0

0.0

2

100.0

0
-0 .0

2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

2

100.0

300人 未 満 0

0.0

0

・0 .0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

500人 未 満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上 ,0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

・0

0

計 10

14.1

48

67.6

'13

18.3

71

100.0

10

14.7

49

72.1

9

13.2

68

100.0一二繊 維 工 業

A

',

'

'」

、

'

5人未 満 2

20.0

8

80.0

0

0.0

10

100.0

2

20.0

7

70.0

1

10.0

10

100.0

20

10人 未 満 0

0.0

3

75.0

1

25.0

4

100.0

1

25.0

2

50.0

1

25.0

4

100.0

30人 未 満 0

0.0

4

50.0

4

50.0

8

100.0

1

14.3

5

＼7L4

1

14.3

7

100.0

50人 未 満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

100人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0幽

0

0

0

0

.0

0

0

300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
,

0

0

0

500人 以上 0
'0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 2

9.1

15

68.2

5

22.7

22

100.0

4

19.0

14

66.7

3

14.3

21 、

100.0

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業 5人未満 0

0

3

75

0

0

3

75

0

0

3

75

0

0

3

75

2

10人 未 満 0

0

0

0

0

0

0

、0

0

0

0

0

0

0

0

0

30人 未 満 0

0

1

25

0

0

1

25

0

0

0

0

1

25

1

25

50人 未 満 . 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、0

100人 未 満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

'0

0

500人 未満

一 上

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 0

0.0

4

100.0

0

0.0

4

100.0

0

0.0

3

75.0

1

25.0

4

100.0
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(上 段:社 数,下 段:1%)

〆

業 種

平成13年 度 平成14年 度 実回答
社数増加 不変 減少 小計 増加 不変 減少 小計

数字土栗

1

5人 禾満 0

0.0

19

90.5

2

9.5

21

100.0

3

15.8

16

84.2

0

0.0

19

100.0

46

10人 未満 1

14.3

5

71.4

1

14.3

7

100.0

2

28.6

3

42.9

2

28.6

7

100.0

30人 未満 4

333

5

41.7

3

25.0

12

100.0

3

25.0

8

66.7

1

8.3

12

100.0

50人 未満 0

0.0

2

40.0

3

60.0

5

.100.0

1

20.0

3

60.0
.1
20.0

5

100.0

100人 未 満 0

0.0

3

100.0

0

0.0

3

100.0

0

0.0

3

100.0

0

0.0

3

100.0

300人 未満 0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0,

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 5

10.2

35

71.4

9

18.4

49

100.0

9

19.1

33

70.2

5

10.6

47

100.0

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

-

「

P

5人未満 1

11.1

8

88.9

'0

0.0

9

100.0

1

12.5

7

87.5

0

0.0

8

100.0

13

「

10人 未満 1

50.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0

30人 未満 0

0.0

2

66.7

1

33.3

3

100.0

0
0.0

2

66.7

1
33.3

3

100.0

50人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

100人 未満 0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 未 満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 2

13.3

12

80.0

1

6.7.

15

100.0

1

7.1

12

85.7

1

7ユ

14

100.0

窯業 ・土石製品製造業 5人 未満 0

0.0

10

90.9

1

9.1

11

100.0

2

18.2

9

8L8

0

0.0

11

100.0

12

」

10人 未満 0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

30人 未満 1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

50人 未満

丁σσ天天満

0

0

0

0

0

0

0

、0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

,0

0

0

0

0'

0

0

計 1

7.1

10

7L4

3

21.4

14
100.0

2

14.3

11

78.6

1

7」

14

100.0

鉄鋼葉

菜

,

.

5人未満

・

2

14.3

9

64.3

3

21.4

14

100.0

0

0.σ

13

92.9

1

7.1

14

100.0

16

■

10人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

30人 未満 0

0.0

1

50.0

1

50.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0
0
0.0

2

100.0

50人 未満 0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

100人 未 満 0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0
q
O.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0『

0

0

σ

0

0

0・

0

500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 2

1L1

11

61.1

5

27.8

18

100.0

0

0.0

16

889

2

1L1

18

100.0
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'
・(上 段:社 数,下 段1%)

業 種
r

平成13年 度 平成14年 度 実回答
社数増加 不変 減少 小計 増加 不変 減少 小計

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

.

〆

5人未満 2

6.7

24

80.0

4

13.3

30

100.0

1

33

28…1

93.3…3.3

30

100.0

32

、

F

10人 未満 0

0.0

6

75.0

2

25.0

8

100.0

0

0.0

7…1

87.5;12.5

8

100.0

30人 未満 0

0.0

1

25.0

3

75.0

4

100.0

0

0.0

30

100.ぴ0.0

3

100.0
50人 未満 0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

1

,100.0

0

0.0

1

100.0
100人 未満 l

lOO.0

0

0.0

0

・0 .0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

3qo人 未満
」

0

0.0

l

lOO.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0
500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 3

6.7

32

71.1

10

22.2

45

100.0

2

4.5

40

90.9

2

4.5

44

100.0

般機械器具製造業 、

、

'

5人 未満 4

16.0

19

76.0

2

8.0

25

100.0

3

1L5

20

76.9

3

1L5

26
'100

.0

44

10人 未満 0

0.0

7

77.8

2

22.2

9

100.0

2

22.2

7

77.8

0

0.0

9

100.0

30人 未満 3

33.3

3

33.3

3

33.3

9

100.0

0

0.0

6

66.7

3

33.3

9

100.0

50人 未満 0

0.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0

100人 未満 1

100.0

0

0.0 、

0

0.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

300人 未満 1

50.0

0

0.0

1

50.0

2

100.0

1

50.0

0

0.0

1

50.0

2

100.0

500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 9

18β

31

64.6

8

16.7

48

100.0

6

12.2

35

71.4

8

16.3

49

100.0
電気機械器具製造業

-

'

,

5人 未満 1

4.5

18

81.8

3

13.6

22

100.0
」

3

13.6

19

86.4

0

0.0

22

100.0

39

10人 未満 0

0.0

5

83.3

1

16.7

6

100.0

1

16.7

4

66.7

1

16.7

6

100.0

30人 未満 2

20.0

5

50.0

3

30.0

10

100.0

5

50.0

3

30.0

2

20.0

10

100.0
50人 未満 1

25.0

0

0.0

3

.75.0

4

100.0

0

0.0

1

25.0

3

75.0

4

100.0

100人 未満 2

66.7

1

33.3

0

0.0

3

100.0

1

33.3

2

66.7

0

0.0

3

100.0
300人 未 満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
500人 未満 0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 6

13.0

29

63.0

11

23.9

46

100.0

10

21.7

30
65.2

6

13.0

46

100.0

情報通信機械器具製造業
.

一

「

5人 未満 5

19.2

19

73.1

2

7.7

26

100.0

1

3.8

22

84.6

3

1L5

26

100.0

54

A

10人 未 満 3

33.3

6

66.7

0

0.0

9

100.0

2

25.0

4

50.0

2

25.0

8

100.0
30人 未満 3

27.3

5

45.5

3

27.3

11

100.0

1

9.1

5

45.5

5

45.5

11

100.0

50人 未満 1

33.3

0

0.0

2

66.7

3

100.0

0

0.0

1

33.3

2

66.7

3

100.0
100人 未 満 1

20.0

0

0.0

4

80.0

5

100.0

0

0.0

1

25.0

3

75.0

4

100.0

300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
500人 未満 0

0

0

0

0

0

0'o 0

0

0

・0

0

0

0

0

500人 以 上 1

33.3

0

0.0

2

66.7

3

100.0

0

0.0

1

50.0

1

50.0

2

100.0

計 14

24.6

30

52.6

13

22.8

57

100.0

4

7.4

34

63.0

16

29.6

54

100.0
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(上段:社 数,下 段:%)

業 種
平成13年 度

`
平成14年 度 実回答

社数増加 不変
'減 少
小計 増加 不変 減少1小 計

輸送用機械器具製造菜

'

5人未満 1

4.5

17

77.3

4

18.2

22

100.0

1

4.5

19

86.4

2

9.1

22

100.0

56

10人 未満 1

7.7

8

6L5

4

30.8

13

100.0

2

16.7

8

66.7

2
1617

12

100.0

30人 未満 3

21.4

4

28.6

7

50.0

14

100.0

2

14.3

9

64.3

3

21.4

14

100.0

50人 未満 0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

010
.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

100人 未 満 0

0.0

1

20.0

4

80.0

・5

100.0

1

20.0

3

60.0

1

20.0

5
100.0

300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 未満 1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0
「

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 6

10.7

31

55.4

19

33.9

56

100.0

7

12.7

40

72.7

8

14.5

55

100.0

精密機械器具製造業

、

、

.
/

5人 未満 0

0.0

1

50.0

1

50.0

2

100.0 ,

0

0.0

2

100.0

0-

0.0

2

100.0

11

.

10人 未満 1

33.3

2

66.7

0

0.0

3

100.0

0

0.0

3

100.0

・0

0.0

3

100.0

30人 未満 0

0.0

2

40.0

3

60.0

5

100.0

1

20.0

2

40.0

2

40.0

5

100.0

50人 未満 0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0 .

0.0

0

0.0

正

100.0

1

100.0

100人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以 上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
'0

0

0

計 1

9.1

5

45.5

5

45.5

11

100.0

1

9.1

7

63.6

「3

27.3

11

100.0

その他の製造業
-

、

'

5人 未満 4

9.5

35

83.3

3

7.1

42

100.0

`2

4.8

38

90.5

2

4.8

42

100.0

68

、10人 未満 3

15.0
12
60.0

5

25.0

20

100.0

4

20.0

14

70.0

2

10.0

20

100.0

30人 未満 2

33.3

0

0.0

4

66.7

6

100.0

2

40.0

0

0.0

、3

60.0

5

100.0

50人 未 満 ・ 0

0.0

0

0.0

2

100.0

2

100.0

1

50.0

0

0.0

1

50.0

2

100.0

100人 未 満 1

33.3

1

33.3

1

33.3

3

100.0

2

66.7

1.0

33.3、0.0

'3

100.0

300人 未満 1

50.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

1

50.0

1'0

50.α0.0

2

100.0

500人 未満 0

、0

0

0

0

0

0

0

0

0

010

0…0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0

00
1

0

0

0

計 11

14.7

49

65.3

15

20.0

75

100.0

12

16.2

54

73.0

8

10.8

74

100.0

農林漁業 ・同協同組合,鉱 業

'

5人 未満 2

7.4

19

70.4

6

22.2

27

100.0

2`7
.4

25

92.6

0

0.0

27

100.0

39

、

10人 未満 0

0.0

6

100.0

0

0.0

6

100.0

'1

16.7

4

66.7

1

16.7

6

100.0

30人 未満 1

f6.7

1

16.7

4

66.7

6

100.0

0

0.0

3

50.0

3

50.0

'6

100.0

50人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

100人 未 満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

'0

0

0

0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 3

7.7

26

66.7

10

25.6

39

100.0

3

7.7

32

82.1

4

10.3

39

100.0
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、

『(上 段
:社 数,下 段:%)

業 種
平成13年 度 平成14年 度

増加1不 変 減少 小計 増加 不変 減少 小計
実回答
社数

建設菜

、

'

5人禾 満 1

3.8

22

84.6

3

115

26

100.0 3.8

1・21

80.8

4

15.4

26

100.0

55

.

10人 未 満 3

18.8

9

56.3

4

25.0

16

100.0

0

0.0

12

75.0

4

25.0

16

100.0
30人 未 満 2

15.4

5

38.5

6

46.2

13

100.0

1

7.7

6.

46.2

6

46.2

13

100.0
50人 未 満 1

50.0

0

0.0

1

50.0

2

100.0

0

0.0

1

50.0

1

50.0

2

100.0
100人 未 満 1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

OiO

O.0'0.0

1

100.0

300人 未 満 0

0.0

1

100.0

0

・0 .0

1

100.0

O
r

O.0

10

100.0;0.0

1

100.0

西 天茉満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

Oi

別

O
r

O

0

0
500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0'0

0.0

0

0

計 8

13.6

37

62.7

14

23.7

59

100.0

3

5.1

41
`69
.5

15

25.4

59

100.0

新聞 ・出版業

'

・

5人 未満

　 一

、0

0.0

5

83.3

1

16.7

6

100.0

0

0.0

6

100.0

0

0.0

6

100.0

14

10人 未満 1

33.3

1

33.3

1

33.3

3

100.0

1

33.3

2

66.7

0

0.0

3

100.0

30人 未満 1

25.0

3

75.0

0

0.0

4

100.0

1

25.0

3

75.0

0

0.0

4

100.0
50人 未満 1

50.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0
100人 未 満

-
0

0

0

0

0
'0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
500人 以 上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 、3

20.0

10

66.7

2

13.3

15

100.0

3

20.0

12

80.0

0

0.0

15

100.0

電 気 ・ガ ス ・熱 供給 ・水 道 業
-

、

'

A

L

」

5人 未満 0

0.0

7

87.5

1

12.5

8

100.0

1

.12.5

7

87.5

0

0.0

8

100.0

11

10人 未満 0

0.0

1

100.0

0

0.0.

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

30人 未満

50人 乗満

O

o

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
100人 未満 0

0

0

0

1

7.7

1

7.7

0

0

0

0

1

7.7

1

7.7
300人 未満 1

33.3

1

33.3

1

33.3

3

100.0

2

66.7

0

0.0

1

33.3

3

100.0

500人 未満 0

0

0

0

0
.0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
計 1

7.7

9

69.2

3

23.1

13

100.0

3

23.1

8

6L5

2

15.4

13

100.0
運輸業

.

5人未 満 2

8.3

14

583

8

33.3

24

100.0

1

4.8

18

85.7

2

9.5

21

100.0

47

10人 未満 2

18.2

6

54.5

3

273

11

100.0

1

10.0

8

80.0

1

10.0

10

100.0
30人 未 満 3

273

2

18.2

6

54.5

11

100.0

3

30.0

5

50.0

2

20.0

10

100.0

50人 未 満 0

0.0

0

0.0

2

100.0

2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

2

100.0
100人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
500人 未満 0

0

0'0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上 0

0

1

2

0

0

1

2

0

0

1

2.3

0

0

1

2.3

計 7

14.3

23

469

19

38.8

49

100.0

5

11.4

32

72.7

7

159

44

100.0
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(上段:社 数,下 段:%)
一

業 種
平成13年 度 平成14年 度 実回答

社数増加1不 変 減少 小計 増加 不変 減少1小 計
映像 ・音声情報製作 ・放送業,通 信業

'

:

5人 禾満 1

7.7

12

92.3

0

0.0

13

100.0

0

0.0

13

100.0

0

0.0

13

100.0

15

1Q人 未満 0

0.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0

30人 未満 1

50.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0

50人 未満 0

0

0

0

0

0

'0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

100人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

O
oi

0

0

0

0

300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

00

0io
0

0

500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.0

010

0

0

500人 以上 0

0

0-

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 2

11.8

15

88.2

0

0.0

17

100.0

0

0.0

1710
100.0:0.0

17

100.0

卸売業

'

・

5人未満 6

6.4

77
'8L9

11

11.7

94

100.0

4

4.3

87;2

93.5i2.2

93

100.0

158

卜

10人 未満 8

20.0

27

67.5

5

12.5

40

ユ00.0

3

8.1

31

83.8

3

8.1

37

100.0

30人 未満 6

2L4

12

42.9

10

35.7

28

100.0

5

18.5

17

63.0

5

18.5

27

100.0

50人 未満 1

33.3

2

66:7

0

0.0

3

100.0

0

0.0

4

100.0

0

0.0

4

.100.0

100人 未満 3

100.0

0

0.0

0

0.0

3

100.0

2

66.7 33.3

1『0

0.0

3

100.0

300人 未満 0

0

,0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 24

14.3

118

70.2

26

15.5

168

100.0

14

8.5

140

85.4

10

6.1

164
.

100.0

小売業,飲 食店

A

「

5人 未満 5

6.2

66

8L5

10

12.3

81
`100
.0

4

5.2

66

85.7

7

9.1

77

100.0

139

'

10人 未 満 3

8.3

25

69.4

8

22.2

36

100.0

4

11.4

27

77.1

4

11.4

35

100.0

30人 未満 6

22.2

8

29.6

13

48.1

27

、100.0

3

11.5

15

57.7

8

30.8

26

100.0
・50人未 満 0

0.0

1

2510

3

75.0

4

、100.0

1

25.0

2

50.0

1

25.0

4

100.0

100人 未満 0

0

0.
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 未満 0

0

0

0
q
O

0

0

0

0

0

0

0・

0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 14

9.5

100

67.6

34

23.0

148

100.0

12

8.5

110

77.5

20

14.1

142

100.0

金 融 ・保 険 業'

「

AL

〆

!

'

5人 未満 1

4.5

19

86.4

2

9.1

22

100.0

1

4.8

19

90.5

1

4.8

21

100.0

68

10人 未満 1

11.1

7

77.8

1

11.1

9

100.0

0

0.0

8'

10α0

0

0.0

8

100.0

30人 未満 5

25.0

5

25.0

10

50.0

20

100.0

3

15.8

10

52.6

6

31.6

19

100.0

50人 未満 0

0.0

3

42.9

4

57.1

7
『100
.0

2

25.0

3

37.5

3

37.5

8

100.0

100人 未 満 0

0.0

3

60.0

2

40.0

5

100.0

1

20.0

3

60.0

1

20.0

5

100.0

300人 未満 2

50.0

1

25.0

1

25.0

4

100.0

1

25.0

3

75.0

0

0.0

4

100.0

500人 未満 1

50.0

0

0.0

1

50.0

2

100.0

0

0.0

1

50.0

1

50.0

2

100.0

500人 以上 0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

計' 10. 」

14.3

38・

54.3

22

3L4

70

100.0

8

11.8

47

69.1

13

19.1

68

100.0
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(上段:社 数,下 段:%)

業 種
平成13年 度1平 成14年 度 実回答

社数増加 不変 減少 小計 増加 不変 減少 小計
情 報 サ ー ビス 業 一

∀

㎡

5人 未満 4

25.0

"9.

56.3

3

18.8

16

100.0

4

26.7

11

∵73
.3

0

0.0

15

100.0

王17

10人 未満 4

25.0

8

50.0

4

25.0

16

100.0

3

20.0

11

73.3

1

6.7

15

100.0
30人 未 満 5

20.0

15

60.0

5

20.0

25

100.0

3

12.5

17

70.8

4

16.7

24

100.0
50人 未満 3

23.1

6

46.2

4

30.8

13

100.0

3

23.1

6

46.2

4

30.8

13

100.0
100人 未満 10

52.6

2・

10.5

7

36.8

19

100.0

10

55.6

6

33.3

2

11.1

18
'

100.0
300人 未満 7

46.7

6

40.0

2

13.3

15

100.0

6

40.0

9

60.0

0

0.0

15

100.0
500人 未満 3

50.0

3

50.0

0

0.0

6

100.0

2

33.3

'3

50.0

1

16.7

6

100.0
500人 以 上 6

・75
.0

1

12.5

1

12.5

8

100.0

5

62.5

3

37.5

0

0.0

8

100.0

計 42

35.6

50

42.4

26

22.0

118

100.0

36

3L6

66

57.9

12

10.5

114

100.0

医療業(国 ・公立除く)

、

・

. 一

5人 未満 1

12.5

7

87.5

0

0.0

8

100.0

0

0.0

8

100.0

0

0.0

8

100.0

9

10人 未満 0

0.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

1

50.0

1

50.0

2

100.0
30人 未満 0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

50人 未満 0

0

0

0

0 0

0 .0

0

0

0

0

0

0

0

0

100人 未満 0

・0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
300人 未満 0

'0
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0
.0

0

0

0

0

0

0

計 1

9.1

10

90.9

0

0.0

11

100.0

0

0.0

10

90.9

1

9.1

11

100.0

教育 ・学術研究機関(国 ・公立除く)

一

へ

5人 未満 3

12.5

21

87.5

0

0.0

24

100.0

0

0.0

24

100.0

0

0.0

24

100.0

43

10人 未満 3

18.8

10

62.5

3

18.8

16

100.0

0

0.0

14

100.0

0

0.0

.-14

100.0
30天 来 演 1

11.1

3

33.3

5,

55.6

9

100.0

1

14.3

6

85.7

0

0.0

7

100.0
50人 未満 0

0.0

1

100.0

0
'0
.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0
.1

100.0

1

100.0
100人 未 満 0

0

0

0

0

0

0

0

、0

0

0

0

0

0

0

0

300人 未 満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
500人 未満 0

0

0
-0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
500人 以 上

マ 「

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 7

14.0

35

70.0

8

16.0

50

100.0

1

2.2

44

95.7

1

2.2

46

100.0
その他の非製造業

'

5人未満 2

3.6

45

80.4

9

16.1

56

100.0

1

1.9

52

96.3

1

1.9

54

100.0

72

10人 未満 1

6.7

12

80.0

2

13.3

15

100.0

2

143

11

78.6

1
.7
.1

14

100.0
30人 未満

'

6

40.0

4

26.7

5

333

15

100.0

.4

26.7

5
33.3

6

40.0

15

100.0
50人 未満 1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0
100人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
300人 未満 0

0

0

0

0

0

0
'0

0

0

0

0

0

0

0

0
500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0'

0

0

0

0
'0

計 10

11.5

61

70.1

16

18.4

87

100.0

7

8.3

69

82.1

8

9.5

84

100.0
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(上段:社 数,下 段:%)

業 種
平成13年 度 平成14年 度 実回答

社数増加 不変 減少 小計 増加 不変 減少 小計
1政府

一

,

5人 未満
,

0

0.0

,0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

6

1.10人 未満 0

0.0

工
'100

.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

、

100.0

30人 未満 0

0.0

1

33.3

2

66.7

3

100.0

0

0.0

2

66.7

1

33.3

3

100.0

50人 未満 1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

・1

100.0

1

100.0

100人 未 満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0.

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 1

16.7

2

33.3

3

50.0

6

100.0

0

0.0 66.7

4.2

33.3

6

100.0

地方公共団体

1.

魑

5人 未満
、

9

23.1

28

7L8

2

5.1

39

100.0

6

17.6

28

82.4

0'
0.0

34

100.0

142

F

10人 未満 11

25.6

23

53.5

9

20.9

43

100.0

5

14.7

26

76.5

3

8.8

34

100.0

30人未満

一

16

31.4

23

45.1

12

23.5

51

100.0

6

13.6

31

70.5

7

159

44

100.0

7

70.0

3

30.0

0

0.0

10

100.0

3

42.9

4

57.i

0

0.0

7

100.0

100人 未 満 2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

300人 未 満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 未 満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

'0

0

0

0

言千 45.

3LO

77

53.1

23

159

145-100
.0

21

17.4

90

74.4

10

8.3

121

100.0
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第8表 情報システム部門社外要員規模別要員数変化(業 種別)

(上段:社 数,下 段:%)

業 種
平成13年 度 平成14年 度 実回答

社数増加 不変 減少 小計 増加 不変 減少 小計
製造業計

'

5人未満 17

18.7

67

73.6

7

7.7

91

100.0

11

12.4

69

77.5

9

10.1

89

100.0

182

10人 未満 4

17.4

16

69.6

3

13.σ

23

100.0

3

13.0

16

69.6

4

17.4

23

100.0
30人 未満 11

3L4

18

51.4

6

17.1

35

100.0

8

23.5

17

50.0

9

26.5

34

100.0
50人 未満 2

25.0

5

62.5

1

ユ2.5

8

100.0

・2

25.0

4

50.0

2

25.0

8

100.0
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(上段:社 数,下 段:%)
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・業 種

平成13年 度 平成14年 度 実回答
社数増加 不変 減少 小計 増加1不 変 減少 小計
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.(上 段:社 数
,下 段:%)

業 種
平成13年 度 平成14年 度 実回答

社数増加 不変 減少 小計 増加1不 変 減少 小計
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平成13年 度 平成14年 度 実回答
社数増加 不変i減 少 小計 増力パ 不変1減 少 小計
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6

54.5

4

36.4

11

100.0
一 般 機 械 器 具 製 遺 業

.

、

r

5人 乗満 1

16.7

4

66.7

1

16.7

6.

100.0

0

0.0

6

100.0

0

0.0

6

100.0

12

'

.L

10人 未満 0

0.0

0

0.0

1

100.0

r

100.0

0

0.0

011
0.oi100.0.

1

100.0

30人 未満 1

50.0

1

50.0

0

0.0.

2

100.0

1

50.0

Oi1

0.0…50.0

2

100.0

50人 未満 0

、0 .0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

α1

0.0{100.0!

1

100.0

100人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

αO

olo

0

0

300人 未満 1

50.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

1

50.0

1

50.0

;0

0.0

2

100.0

500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0
「0

0

0

0A

O

0

0

0

0

0

0

計 3

25.0

6

50.0

3

25.0

12

100.0

2

16.7

7

58.3

3

25.0

12

100.0

電気機械器具製造業

・

、

5人 未満 2

20.0

8

80.0

0

0.0

10

100.0

0、

0.0

7

70.0

3

30.0

10

100.0

22

10人 未満 1

20.0

3

60.0

1

20.0

5

100.0

0

0.0

2

40.0

3

60.0

5

100.0

30人 未満 2

66.7

1

33.3

0

0.0

3

100.0

3

正00.0

0

0.0

0

0.0

3

100.0

50人 未 満 0

0

、0

0

0

0

.0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

100人 未 満 0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

300人 未満 1

33.3

1

33.3

1

33.3

3

100.0

0

0.0

2

66.7

1

33.3

3

100.0

500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

'0

0

計 6

27.3

14

63.6

2

9.1

22

100.0

3

13.6

11

50.0

8

36.4

22

100.0

情報通信機械器具製造業

1

5人未満 1

10.0

7
'70
.0

2

20.0

,10

100.0

0

0.0

7

70.0

3

30.0

10

100.0

23

10人 未満 1

50.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

30人 未満 4

50.0

1

12.5

3

37.5

8

100.0

2

28.6

3

42.9

2

28.6

7

100.0

50人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

100人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
500人 未満 0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

500人 以上 1

50.0

0

0.0

1

50.0

2

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

計 7

30.4

9

39ユ

7

30.4

23

100.0

3

14.3

12

57.1

6

28.6

21

100.0
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(上段:社 数,下 段:%)

業 種

平成13年 度 平成14年 度
、 実回答

社数増加 不変 減少}小 計 増加 不変'減 少 小計
輸送用機械器具製造菜

.

5人 禾満 2

25.0

6

75.0

0

0.0

8

100.0

0

0.0

8

100.0

0

0.0

8

100.0

20

'

10人 未 満 0

0.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0
30天 天満 2

22.2

6

66.7

1

11.1

9

100.0

1

11ユ

7

77.8

1

11.1

9

100.0

50人 未 満 1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

100人 未 満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

300人 未 満

　 -

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

.0
500人 未 満 0

0

0,

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0
-0

0

0

0

0

0
.

0

0

0

計 5

25.0

14

70.0
1
5.0

20

100.0

1

5.0

18

90.0

1

5.0

20

100.0

精密機械器具製造菜

、

'

.

、 '

「

5人未 満

一

1

16.7

5

83.3

0

0.0

6

100.0

2

33.3

4

66.7

0

0.0

6

100.0

7

10人 未満 0

0 ,

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

30人 未満 0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

50人 未満 0

0

0

0

0

、0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

100人 未満 0

0

0

0.

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

300人 乗 満 0

0

0

0

0

0

0

0

.0

0

0

0

0

0

0

0
500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以 上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 1

14.3

6

85.7

0

0.0

7

100.0

2

28.6

4

57.1

1

i4.3

7

100.0

その他の製造業

.

5人 未満 4

36.4

6

545

1

9.1

11

1qo.0

2

18.2

8

72.7

1

9.1

ll

100.0
,

18

10人 未満 0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

30人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

50人 未満 1

100.0

0

0.0

0

0.0

1 .

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

100人 未満 2

66.7

1

333

0

0.0.

3

100.0

1

33.3

2

66.7

0

0.0

3

100.0

300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

..0

0

0

500人 未満 0

0・

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上 1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

計' 8

47.1

8

47.1

1

5.9

17

10α0

4

23.5

12

70.6

1

5.9

17

100.0

農林漁業 ・同協同組合,鉱 業

'

A

5人 未満 0

0.0

3

100.0

0

0.0

3

100.0

0

0.0

4

100.0

0

0.0

4

100.0

9

10人 未満 0

.0.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0

30人 未満 0

0.0

、2

100.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

1

50.0

1

50.0

2

100.0

50人 未満 0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

100人 未満 0

σ

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 未満 0

0

0

0

O

o

0

0

0

.0

0

0

0

0

0

0

500人 以 上 0

0.

0

0

0

0

、0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

許 0

0.0

7
`87 .5

1

12.5

8

100.0

0

0.0

8

88.9

1

1L1

9

100.0

、
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(上段:社 数,下 段:%)

◆

業 種

平成13年 度 平成14年 度 実回答
社数増加 不変 減少 小計 増加 不変 :減 少 小計

建設業

'

'

」

5人未満
F

1

11.1

6

66.7

2

22.2

9

100.0

1

11.1

6

66.7

2

22.2

9

100.0

21

、

10人 未満 0

0.0

2

66.7

'1

33.3

3

100.0

0

0.0

2

66.7

1

33.3

3

100.0

30人 未満 1

33.3

1

33.3

1

33.3

3

100.0

0

0.0

1

333

2

66.7

3

100.0

50人 未満 0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

100人 未満 2

66.7

1

33.3

0

0.0

3

100.0

1

33.3

0

0.0

2
166 .7

3

100.0

300人 未満 0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

500人 未満 1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

0

・0 .0

1

100.0

500人 以 上 P
O

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 5

23.8

11

52.4

5・

23.8

21
、

100.0
3
143

10

47.6

8

38.1

21

ユ00.0

新聞 ・出版業

「

馳

、

5人 未満 0

0.0

3
.

75.0

1

25.0

・4

100.0

0

0.0

4

100.0

0

0.0

4

100.0

6

10人 未満 0

0

0

0

0

0

.0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

30人 未満 0

0.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

1

50.0

1

50.0

2

100.0

50人 未満 0

0

0

0

0

0

0

.0

0

0

0

0

0

0

0

0

100人 未満
「0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

・0

0

0

300人 未満 0

0、

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 ・ 0

0.0

5

83.3

1

16.7

6

100.0

0

0.0

5

833

1

16.7

6

100.0

電 気 ・ガ ス ・熱 供 給 ・水道 業

.

「,

5人 未満 0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

3

10人 未満 0

0.0

1

100.0

0
0.q

1

100.0

0・

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

30人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

50人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

σ

0

0

0

0

0

0

100人 未満
r

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 未満
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0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以 上 0

0.0

1

100.0

0

0.0

,1

100.0

O

G.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

計 0

0.0

3

100.0

0

0.0

3

100.0

0

0.0

2

66.7

1

33.3

3

100.0

運輸業
'

メ

5人 未満 2

40.0

3

60.0

0

0.0

51

100.0

0 .

0.0

5

100.0

0

0.0

5『

100.0

9

0「

0

10人 未満 0
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

30人 未満 1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

50人 未満 0
0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

100人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 未満

500兀 兀E

2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 5

55.6

4

44.4

0
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9

100.0

2
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7
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0
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9

100.0
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(上段:社 数,下 段:%)

業 種
平成13年 度 平成14年 度 実回答

社数増加 不変 減少1小 計 増加 不変 減少 小計
5人 未 満 ・ 1

25.0

3

75.σ

0

0.0

4.

100.0

1

25.0

3

75.0

0

0.0

4

100.0

7

10人 未満 1

50.0

0

0.0

1

50.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0
30人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
50人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

映像 ・音声情報製作 ・放送業,通 信業

i

.

」

100人 未満 0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
500人 未満

.0

、0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上
、

0

0

『0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 2

28.6

4

57.1

1

14.3

7

100.0

2
28.6

5

71.4

0

0.0

7

100.0

卸売業
.

'

A

'

5人 未満 5

16.1

22

71.0

4

12.9

31

100.0

2

6.3

27

84.4

3
vg
.4

32

100.0

50

10人 未満 2

28.6

4

57ユ

1

14.3

7

100.0

2

33.3

2

33.3

2
'33
.3

6

100.0

30人 未満 3

37.5

、5

62.5

0

0.0

8

100.0

1

14.3

6・

85.7

0

0.0

7

100.0

50人 未満 1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

100人 未 満 1

100.0

0

0.0

0

0.0

1
.

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0
300人 未 満 0

0

0
'0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
500人 未 満 1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

500人 以上 0

0'

0

0

0

0

O

P

0

0

0

0

0

0

0

0

計 13

26.5

31

63.3

5

10.2

49

100.0

6

12.5

36

75.0

6

12.5

48
106.0

小売業,飲 食店

.

.

.

'

5人 未満 3

15.8

14

73.7

2

10.5

19

100.0

1

53

16

84.2

2

10.5

19

100.0

40

1

10人 未満 2

15.4

8

61.5

`
/32
3.1

13

100.0

2

15.4

9

69.2

2

15.4

13

100.0

30人 未満 3

50.0

0

0.0

3

50.0

6

100.0

1

16.7

2
'33
.3

3

50.0

6

100.0

50人 未満 0

0

0

0

1

2.5

1

2.5

0

0

0

0

0

0

0

0
100人 未満 0.0

0

0.0

0

100.0

0

100.0

0

0

0 .

0

0

0

0

0

0

300人 未満 0

0.0

0

0.0

1

100.0

.1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 、

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 8

20.0

22

55.0

10

25.0

40

100.0

4

10.3

28

71.8

・7

179

39

100.0
金融 ・保険業 5人 未満 0

0.0

10

90.9

1

9.1'

11

10α0

2

18.2

8

72.7

1

9.1

11

100.0

33

10人 未満 1

50.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

30人 未満 2

25.0

3

37.5

3

37.5

8

100.0

3

37.5

3

37.5

2

25.0

8

100.0

50人 未満 1

33.3

1

33.3

1

333

3

100.0

1

33.3

2

66.7

0

0.0

3

100.0

100人 未 満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
300人 未満 2

50.0

1

25.0

`1

25.0

4

100.0

1

25.0

2

50.0

1

25.0

4

100.0

500人 未満 2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

2

100.0

0

0.0

'0

0.0

2

100.0

500人 以上 2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

1

50.0

1
「50
.0

0

0.0 .

2

100.0

計 10 .

31.3

16

50.0

6

18.8

32

100.0

11

34.4

17

53.1

4

12.5

32

100.0
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×
.

(上段:社 数 下段:%)

業 種

平成13年 度 平成14年 度 実回答
社数増加 不変1減 少 小計 増加

.
不変 減少1小 計

情報サービス業

.

'

5人 未満 5

33.3

7

46.7

3

.20.0

15

100.0

3

21.4

10

71.4

1

7.1

14

100.0

60

10人 未 満 1

12.5

5

62.5

2

25.0

8

100.0

1

12.5

5

62.5

2

25.0

8

100.0
30人 未 満

.

7

43.8

5

3L3

4

25.0

16

100.0

3

20.0

11
.

73.3

1

6.7

15

100.0

50人 未 満 4

80.0

0

0.0

1

20.0

5

100.0

2

40.0

1

20.0

2

40.0

'5

100.0

100人 未満 4

57.1

1

14.3

2

28.6

7

100.0

4

57.1

3

42.9

0

0.0

7

100.0

300人 未満 3

60.0

1

20.0

1
20.0

5

100.0

2

40.0

2

40.0

1

20.0

5

100.0

500人 未満 2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

1

50.0

0

0.0

1

50.0

2』

100.0

500人 以 上 2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

1

〃50
.0'

1

50.0

0

0.0

2

100.0

計 28

46.7

19

31.7

13

21.7

60

100.0

17.

29.3

33

56.9

8

13.8

58

100.0

医療業(国 ・公立除く)

'

5人未満 0

0.0

3

100.0

0

0.0

3

100.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0

4

10人 采満 0

0

・0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

30人 未満 0

0.0

1

100.0

0

0.0

1
'100 .0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

50人 未満 0

,0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0・

0

100人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0
' .0

0

0

0

0

0

0

300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0』

0

0

0
500人 以 上

く

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 0

0.0

4

100.0

0

0.0

4

100.0

1

333

2

66.7

0

0.0

3

100.0

教育 ・学術研究機関(国 ・公立除く)
1

'

・

5人 未満 4'

267'

10

66.7

1

6.7

15

100.0

5

33.3

10

66.7

0

0.0

15

100.0

21

10人 未満 2

40.0

3

60.0

0

0.0

5

100.0

1

20.0

4

80.0

0

0.0

5

100.0

30人 未満 1

100.0

0
'

0.0

0

0.0、

1

100.0

0

0

0

0

0

0

0

0

50人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0、

0

0

0

0

0

0

0

0「

100人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0「

0

300人 未満 0

0
q
O

010 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、0

0

計 7

33.3

13

61.9

1

4.8

21

100.0

6
.30
.0

14

70.0

10

0.0・

20

100.0
その他の非製造業

」

一

5人未満 1

9.1

10

90.9

0

0.0

11

100.0

1

10.0

8

80.0

1

10.0

10

100.0

20
、

10人 未 満 『 1

50.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

30人 未満 3

60.0

2

40.0

0

0.0

5

100.0

1

20.0

3

60.0

1

20.0

5

100.0

50人 未満 1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

100人 未満

、

0

0

0

0

0

0

0

0

0
'0

0

0

0

0

0

0

300人 未満 1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0
500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以 上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 7

35.0

13

65.0

0

0.0

20

100.0

3

15.8

14

73.7

2

10.5

19

100.0
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(上段:社 数,下 段:%)

業 種
平成13年 度 平成14年 度 実回答

社数増加 不変 減少 小計 増加 不 変,減 少 小計
政府

'

、

5人未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

OlO

OO

0

0

4

10人 未満 0

0.0

1

100.0

0

0.0

.1

100.0

0

0.0 、0.0

01
1

100.0

1

100.0
30人 未満 0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

50人未満

砺 満

1

50.0

1

50.0

0

0.0

『2

100.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

0

0

0

0

0

0

0
'

0

0

0

0

0

0

0

・0

0

300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
500人 未 満 0

0

0

0

0

0

'0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 1

25.0

3

75.0

0.

0.0

4

100.0

1

25.0

2

50.0

1

25.0

4

100.0
地万公共団体

.

5人未満 6

15.8

31

81.6

1

2.6

38

100.0

8

24.2

23

69.7

2

6.1

33

100.0

83

10人 未満 8

29.6

16

59.3

3

1L1

27

100.0

5

21.7

18

78.3

0

0.0

23

100.0

30人 未 満 6

37.5

10

62.5

0

0.0

16

100.0

2

16.7

8

66.7

2

16.7

12

100.0

50人 未 満 0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

^0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

100人 未 満 0

0.0

1
'

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

300天 来 満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 未 満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 20

24.1

59

71.1

4

4.8

83

100.0

15

21.4

51

72.9

4

5.7

70

100.0
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第9表 年間情報化投資先の構成(業 種別)

(構成 比:%)

情報化投資先分野

業 種

インター

ネット

エクストラ

ネット

イントラネッ

ト

そ の 他 の ホ

ストシステム/

ネットワークシス・

テム

その他 合 計

回
答
社
数

製造業計 16.8 2.1 17.7 52.8 10.6 10Q.0 462

非製造業計 16.8 2.2 17.7 52.0 11.3 100.0 744

公務計 一14
.4 1.2 19.1 62.0 3.4 100.0 ll6

公務を除く全産業計 16.8 2.2 17.7 52.3 11.0 100.0 1206

全産業計 16.6 2.1 17.8 53.2 10.4 100.0 1322

食料品製造業,飲 料 ・たばζ ・飼料製造業 17.2 1.7 14.5 55.7 10.9 100.0 64

繊維工業 14.1 0.1 14.7 56.8 14.3 100.0 16

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業 40.8 0.0 3.8 55.5 0.0 100.0 4

化学工業 11.9 1.5 17.0 52.2 17.3 100.0 38

石油 ・石炭 くプラスチック製品製造業 11.9 3.1 18.7 50.6 15.7 100.0 13

窯業 ・土石製品製造業 30.0 3.1 15.5 25.8 25.7 100.0 13

鉄鋼業 9.6 3.2 8.7 59.2 19.2 100.0 17

非鉄金属製品 ・金属製品製造業 14.6 L2 10.1 63.3 10.8 100.0 41

一般機械器具製造業 一 14.9 0.7 23.0 54.8 6.7 100.0 40

電気機械器具製造業 16.3 1.1 25.3 47.3 10.1 100.0 40

情報通信機械器具製造業 15.9 3.2 23.9 50.1 6.8 100.0 51

輸送用機械器具製造業 14.0 2.2 12.4 6L6 9.9 100.0 48

精密機械器具製造業 12.9 4.8 21.1 50.8 10.4 100.0 10

その他の製造業 24.5 3.2 20.8 45.4 6.1 100.0 67

農林漁業 ・同協同組合,鉱 業 12.6 0.0 18.4 54.4 14.6 100.0 34

建設業 11.3 1.6 17.9 46.1 23.1 100.0 51

新聞 ・出版業 27.9 0.7 11.0 50.7 9.8 100.0 15

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業 37.2 0.1 9.1 40.2 13.3 100.0 9

運輸業 21.0 1.9 14.0 55.3 7.8 100.0 44

映像 ・音声情報製作 ・放送業,通 信業 25.0 0.9 31.3 40.3 2.5 100.0 16

卸売業 15.6 2.6 18.1 56.5 7.2 100.0 151

小売業,飲 食店 13.8 3.1 14.1 56.3 12.6 100.0 141

金融 ・保険業 11.1 2.6 13.6 65.5 7.2 100.0 62

情報サービス業 19.7 2.0 22.1 45.5 10.7 100.0 104

医療業(国 ・公立除く) 23.1 0.0 16.1 43.6 17.1 100.0 7

教育 ・学術研究機関(国 ・公立除く) 28.0 2.3 24.1 34.1 11.6 100.0 38

その他の非製造業 16.0 2.5 18.8 47.8 15.0 100.0 72

政府 4.0 3.3 14.3 78.3 0.0 100.0 3

地方公共団体 14.6 1.1 19.2 .6L5 3.5 100.0 113
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「

第10表 情報化投資の効果(業 種別)
(回答社数欄の下段は実回答社数に対する割合:%,効 果の程度瀾の下段は構成比:%)

1

三
輪

1

、

`

投資効果項目

`

業 種

向 の ザ エ

上 サ'ン

1顧 ド

ビ 客 ユ

ス へ1

引 売 コ商
きコス 品

下 ス トの
げ ト/生

の販 産

率 目サ新

化 開|商
発 ビ 品
の ス/

効 品

の ネ新

実 ス し

現 モ い
デ ビ

ル ジ

小
計

応拡 業
大務
への

の量

対 的 、

率 ナ発 シ
向ン/ス

上 ス メデ
の ン ム

能 テ開

迅 プ用 情

速 ツ ・報
化 トア処

作 ウ理
成 ト運

小
計

置 の ム情

転 削部 報
換 減 門 シ

/要 ス
配員 テ

転削 一

旗 減殺
/社

配員
置 の

の ム費 情

削 開/報

減発 シ処

費 ス理`
用テ 経

削 間営

減 接 業
経 経

費 費
の'

小
計

そ

の

他

回

答 ＼

社

数 』
襲

製造 計 回答社数 441

87.2

438

86.6

430

85

431

85.2

1740

343.9

461

91.1

449

88.7

474

93.7

1384

273.5

428

84.6

436

86.2

439

86.8

449

88.7

1752

346.2

43

8.5

4919

972.1

506

効果あり 248

56.2

249

26.5

250

21.6

251

20.6

252
.3L4

253

69.8

254
,

45.9

255

78.1

256

64.9

257

15.2

258

23.9

259
'28

.2

260

42.3

261

27.6

262

14

1933

39.3

なし 73

16.6

143

32.6

161

37.4

153

35.5

530

30.5

68

U,8

132

29.4

42

8.9

242

17.5

255

59.6

186

42.7

208・

47.4

ll9

26.5

768

43.8

10

23.3

1550

3L5

わからない 120

27.2

179

40.9

176

40.9

189

43.9

664

38.2

71

15.4

111

24.7

62

13.1

244

17.6

108

25.2

146
i

33.5

107

24.4

140

31.2

501

28.6

27

62.8

同36

29.2

計 441

100

438

100

430

100

431

100

1740

100

'161

100

・149

100

474

100

1384

100

428

100

436

]oo

439

100

449

100

1752

10{}

43

100

49]9

100

効果レベル 40 一6 一16. 一15
1 55 16 69 47

一44 一19 一19 16
一16 一9

. 8

非製造業計

.

回答社数 697

88

624

78.8

633

79.9

6・12

8Ll

2596

.327.8

706

89.1

683

86.2

708

89.4

2097

264.8

651

82.2

666

84.1

668

84.3

692

87.4

2677

338

66

8.3

7436

938.9

792

効果あり 442

63.4

125

20

142

22.4

150

23.4

859

3:3.1

479

67.8

324

47.4

521
'
73.6

1324

63.1

85

13」

145

21.8

169

25.3

272

39.3

671

25.1

10

15.2

2864

38.5

なし 72

10.3

235

37.7

217

34.3

185

28.8

709

27.3

lO6

15

186

27.2

86

12.1

378

18

370

56.8

300

45

292

43.7

196

28.3

ll58

43.3

13

19.7

2258

30.4

わからない 183

26.3

264

42.3

274

43.3

307

47.8

1028

39.6

121

17」

・173

25.3

101

1〆L3

395

18.8

196

30.1

221

33.2

207

31

224

32.4

848

31.7

43

65.2

2314

3L1

計 697'

100

624

100

633

100

642

100

2596

100

706

100

683

100

708

100

2097

100

651

11)0

666

100

668

100

692

100

2677

100

66

100

7436

100

効果レベル 53 一18 一.12 一5 6 53 20 6且 45 一44 一23 一18 ll 一18 一5 8

公務計 回答社数 89

65.4

73

53.7

75

55.1

74

54〆1

311

228.7

128

9`Ll

107

78.7

118

86.8

353

259.6

107

78.7

lO5

・77 .2

107

78.7

107

78.7

426

313.2

7

5.1

1097

806.6

136

効果あり 54

60.7

6

8.2

6

.8

10

13.5

76

24.4

100

78.1

48

44.9

89

75.4

237

67.1

ll

lO.3

23

21.9

17

15..9

39

36.4

90

21.1

3

・12.9

406

37

なし 8

9

14

19.2

14

18.7

13

17.6

49

15.8

7

5.5

2〔}

18.7

7

5.9

34

9.6

60

56.1

37

35.2

54

50.5

24

22.4

175

41.1

0

0

258

23.5

わからない 27

30.3
.

53

72.6

55

73.3

51

68.9

186

59.8

21

16.4

39

36.4

22

18.6

82

23.2

36

33.6

..45

42.9

36

33.6

44

4Ll

161

37.8

4

57.1

433

39.5

計 89

100
.

73

100

75

100

74

100

311

100

128

100

107

100

ll8

100

353

100

107

100

105

100

107

100

107

100

426

100

7

100

1097

100

効果レベル 52
.

－ll 一11 一4 9 73 26 69 58 一46 一13 一35 14 一20 43 13

公務を除 く全産業計 回答社数 ll38

87.7
.

1062

8L8

10613

8L9

1073

82.7

4336

334.1

ll67

89.9

ll32

87.2

Il82

9L1

3481

268.2

1079

83.1

1】02

84.9

llO7

85.3

1141

87.9

4429

341.2

109

8.4

12355

95L8

1299

効果あり 690

60.6

241

22.7

235

22.1

239

22.3

1405

32.4

801

68.6

530

46.8

891

75.4

2222

63.8

150

13.9

249

22.6

293

26.5

462

40.5

ll54

26.1

16

14.7

4797

38.8

なし
.

145

12.7
.

378

35.6

378

35.6

338

3L5

1239

28.6

174

14.9

318

28」

128

10.8

620

17.8

625

57.9「

486

44.1

500

45.2

315

27.6

1926

43.5

23

21」

3808

30.8

わからない 303

26.6
.

443

41.7

450

42.3

496

46.2

1692

39

}92

16.5

284

25.1

163

13.8

639
'18
.4

304

28.2

367

33.3

314

28.4

364

3L9

1349

30.5

70

64.2

3750

30.4

計 ll38

100

1062

100

1063

100

1073

100

4336

100

U67

100

U32

100

ll82

100

3481

100

1079

100

1102

100

1107

100

ll41

100

4429

100

109

100

12355

100

効果レベル 48 一13 一13 一9 4 54
I

l9 65 46 一中1 一22 一19 13 一17 一6 8

全産業計

、

回答社数
1
1227

85.6

1135

79.1

1138

79.4

1147

80

4647

324.1

1295

90.3

1239

86.4
.

1300

90.7

3834

267.4

Il86

82.7

1207

84.2

1214

84.7

1248

87

4855

338.6

116

8」

13452

938.1

1434

■

効果あり 744

60.6

247

2L8

・241

21.2

249

21.7

1481

31.9

901

69.6

578

46.7

980

75!1

2459
'64
.1

161

13.6

272

22.5

310

25.5

50[

40」

1244

25.6

19

16.4

5203

38.7

なし
.

153

12.5

392

3・L5

392

34.4

351

30.6

1288

27.7

181

14

1

338

27.3

135

10.4

654

17.1

685

57.8

523

43.3

554

45.6

3:〕9

27.2

2101

.43.3

23

19.8

4066

30.2

わからない
.

3130

26.9

496

43.7

505

44.4

547

47.7

1878

40.4

213

16ノ

1

323

26.1

185

14.2

721

18.8

340

28.7

412

34.1

350

28.8

408

32.7

1510

31.1

74

63.8

4183

3Ll

計
.

1227

100

1135

100

1138

.100

1147

100

4647

100

1295

100

1

1239

100

1300

100

3834

100

Il86

}00

1207

100

1214

100

1248

100

4855

100

116

100

13452

100

効果レベル 48 －B 一13 一9 4 56 19 65 47 一44 一21 一20 13 一18 一3 8
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(回答社数欄の下段は実回答社数に対する割合:%,効 果の程度瀾の下段は構成比:%)

投資効果項目

業 種

向 の ザ 江

上 サ ・ン

|顧 ド

ビ 客 ユ

ス へ1

引売 コ 高
き コス 品

下 ス トの

げ ト/生
の 販 産

率 目サ新

化 開1商

発 ビ品
の ス/

効 品

の ネ新

実 ス し

現 モ い

デ ビ
ル ジ

小
計

応 拡業
大務
への

の量

対的

率ナ 発 シ
向 ン/ス

上 ス メテ
の ン ム

能 テ 開

迅.プ用情
速 ツ ・報

化 トア処

作 ウ翼

成 ト運

小
計

置 の ム情
転 削 部報

換 減 門 シ

/要 ス

配 員 テ

転削 一
換減 船

/社

配 員

置 の

の ム 費情

削 開/報

減 発 シ処

費 ス理

用 テ経

削間営
減接業
経経
費費

」

の'

小
計

そ
の

他

回

答

社
数 数

社嵩
数答

食料品製造業.飲 料 ・
たば こ ・飼料製造業

回答社数 62

88.6

60

85.7

58

82.9

58

82.9

238
'
340

67

95.7

64

9L4

64

91.4

195

278.6

60

85.7

61

87.1

58

82.9

61

87.1

240

342.9

9

12.9

682

974.3

70

.効果あり 34

54.8

・13

21.7

ll

l9

11

19

69

29

47

70.1

29

45.3

51

79.7

127

65.1

8

13.3

11

18

11

19

19

3Ll

49

20.4

0

0

245

35.9

なし

ー

8

12.9

20

33.3

19

32.8

15

25.9

62

26.1

9

13.4

14

2L9

3

4.7

26
「

13.3

32

53.3

25

41

28

48.3

19

3Ll

104

43.3

I

ll.1

193

28.3

わからない 20

32.3

27

45

28

48.3

32

55.2

107

45

11

16.4

21

32.8

10

15.6

42

21.5

20

33.3

25

41

19

32.8

23

37.7
.一一.・ 」 祈,〒..

61

100

87

36.3

240

100

8

88.9

244

35.8

群
群-一.一

62

100

60

1〔}0

58

100

58

100

238

100

67

100

64

100

〔シ1

100

195

100

60

100

61

100

ら8

100

9

100

682

100

効果レベル 42 一12 ・-M 一7 3 57 23 75 52 一40 一23 一29 0 一23 －ll 8一繊 維
工業 回答社数

'.一.

】9

90.5

19

90.5

19

.90.5

18

85.7

75

357.1

18

85.7

18

85.7

21

100

57

271.4

18

85.7

20

95.2

19

90.5

18

85.7

75

357.1

4

19

`211

1004.8

21

効果あり 10

52.6

5

26.3

3

,15.8

6

33.3

24

32

ll

6Ll

8

44.4

』
14

66.7

33

57.9

3

16.7

4

20

6

31.6

4

22.2

17

22.7

0

0

74

35.1

なし 4

21」

7

36.8

8

42」

4

22.2

23

30.7

4

22.2

7

38.9

4

19

15
'26
.3

10

55.6

8

40

10

52.6

5

27.8

33

44

3

75

74

35.1

わからない 5

26.3

7

36.8

8

42.1

8

44.4

28

37.3

3

16.7

3

16.7

3

14.3

9

15.8

5

27.8

8

40

3

15.8

9

50

25

33.3

1

25

63

29.9

言十 19

100

19

100

19

100

18

100

75

100

18

100

18

100

21

100

57

100

18

100

20

100

19

100

18

100

75

100

4

100

2n

lOO

効果レベルー. 32 －ll 一26 11 1 39 6 48 32 一39 一20 一21 一6 一21 一75 0

パルプ ・紙 ・紙加工品

製造業
回答社数 3

100

2

66.7

2

66.7

2

66.7

9

300

3

100

'2

66.7

2

66.7 233.3

7'2

66.7

2

66.7

2

66.7

2

66.7

8

266.7

0

0

24

800

3

効果あり 2

66.7

、O

o

0

0

0

0

2

22.2

3

100

1

50

2

100

6

85.7

1

50

1

50

1

50

1

50

4

50

0

0

12

50

哀し

'

0

0

0

0

0

・0

1
、

50

l

lL1

0

0

1

50

0

0

1

レL3

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2

8.3

わからない 1

33.:3

2

.100

2

100

1

.50

6

66.7

0

0

0

0

0

0

0

0

1

50

1

50

1

50

1

50

4

50

0

0

10

41.7

計 3

100

2

100

2

100

2

100

9

100

3

100

2

100

2

100

7

]00

2

100

2

100

2

100

2

100

8

100

0

0

24

100

効果レベル 67 0 0 一50 u 100 0 100 71 50 50 50 50 50 0 42

化学工業 回答社数 40

88.9

39

β6.7

38

84.4

38

84.4

155

.34'1.4

43
・

95.6

43

95.6

43

95.6

129

286.7

40

88.9

41

91」

41

91.1

42

93.3

164

364.4

3

6.7

451

1002.2

45

,効 果あり 25

62.5

10

25.6

7

18.4

11

28.9

53

:シL2

27

62.8

22

,.5L2

36

83.7

85

65.9

8

20

10

24.4

16

39
.

19

45.2

53

32.3

1

33.3

192

42.6

なし 8

20

13

33.3

u

28.9

12

31.6

44

28.4

6

14

14

32.6

3

,7

23

17.8

27

67.5

19

46.3

18

43.9

8

19

72

43.9

0

0

139

30.8

わからない 7

17.5

16

41

20

52.6

15

39.5
1

58

37.4

10

23.3

7

16.3

4

9.3

21

16.3

5

12.5

12

29.3

7

17.1

15

35.7

39

23.8

2

66.7

120
F

26.6

計 40

100

39

100

38

100

38

100.

155

100

43

100

43

100

43

100

129

100

40

100

41

100

41

100

42

100

164

100

3

100

451

100

効果レベル ・12 一8 一11 一3 6 49 19 77 .48 ～47 一22 一5 26 一12 33 12

石油 ・石炭 ・プラスチ

ック製品製造業

回答社数 10

76.9

10

76.9

10

76.9

10

76.9

40

307.7

12

92.3

12

92.3

13

100

37

284.6

10

76.9

10

76.9

11

84.6

ll

84.6

42

323.1

0

0

H9

915.4

13

一.一 ・

効果あり 8

80

2

20

2

20

2

20
1

14

35

8

66.7

6

50

8

6L5

22

59.5

1

10

2

20

4

36.4

5

45.5

12

28.6

0

0

48

40.3

なし 0

0
.

4

'10

4

40

4

40
1

12

30

0

0

3

25

2

15.4

5

13.5

,9

90

4

40

4

36.4

、2

18.2

19

45.2

0

0

36

30.3

わからない 2

20

4

4〔} 6
4

40
1

14

35

4

.33.3

3

25

3

23.1

10

27

0

0

4

40

3

27.:～

4

36.4

u

26.2

0

0

35

29.4

計
.

Io

lOO

10

100

1(

100

10

100
`

・10

100

12

100

12

100

13

100

37 .

100「

10

100

10

100

ll■

loO

11

100

42

10(工

0

0

119

100

効果レベル 80 一20 一20 一20 5 67 25 46 ご16 一80 一20 0 27 一17 '0 10
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(回答社数欄の下段は実回答社数に対する割合:%,効 果の程度澗の下段は構成比=%)

投資効果項目

業 種

向 の ザ エ

上 サ'ン

1顧 ド

ビ 客 ユ

ス へ1

引売 コ高

き コ.ス品
下 ス トの

げ ト/生
の 販産

率 目サ 新

化 開1商
発 ビ品
のス/

効 品

のネ 新

実ス し
現 モ い

デ ビ
ル ジ

小
計

応 拡業
大務
へ の

の量

対的

率ナ 発 シ
向 ン/ス

上 ス メテ
のン ム

能 テ 開

迅 プ 用情
速 ソ'報

化 トア処

作 ウ理

成 ト運

小
計

置の ム情
転削 部報

換減 門 シ

/要 ス
配 員 テ

転削 一

旗減 殺.

/社
配 員

置 の

の ム 費情

削 開/報
減 発 シ処

費 ス理

用 テ経

削 聞覚

減 接業
経経

費 費
の'

小
計

そ
の

他

回
答
社
数
麸竃
口

窯薬 ・土石製品製造業 回答社数 12

80

12

80

12

80

12

80

48

320

13

86.7

12

80

レ1

93.3

39

260

12

80

12

80

[2

80

14

93.3

50

333.3

3

20

140

933.3

15

.

効果あり 2

16.7

3

25

2

16.7

0

0

7

14.6

8

6L5

4

33.3

9

64.3

21

53.8

1

8.3

2

16.7

2

16.7

.6

42.9

ll

22

0

0

、39

27.9
ー

なし 2

16.7

3

25

3

25

4

33.3

12

25

2

15.4

4

33.3

2

1・t3

8

2α5

8

66.7

6

50

6

50

4

28.6

24

48

1

33.3

・15

32」

わからない 8

66.7

6

50
　 ・ ・

12

100

7

58.3

8

66.7

「2

100

29

60.4
-,

48

100

3

23.1
..一 ー－L-.

4

33.3

12
100

3

21.4
一.P　 .「..-一..一

レ1

100

10

25.6

39

100

3

25

4

33.3

4

33.:ハ 、

4

28.6

15

30

2

66.7

56

40
〕「.

12

ioO

・12

100

14

100

50

100

3

100

140

100
計 12

100

「一「..

12

100

13

100

12

100

効果レベル o 0 一8 一33 一10 46 0 5〔} 33 一58 一33 一33 14 一26 一33 一4

鉄鋼業

、

回答社数

効果あり

12

66.7

12

66.7

目

61.1

'11

61.1

46

255.6

15

83.3

13

72.2

16

88.9

44

244.4

12

66.7

13

72.2

15

83.3

14

77.8

54

300

0

0

144

800

18

7

58.3

1

8.3

1

9.1

3

27.3

12

26.1

lo

66.7

8

61.5

13

81.:↓

31

7〔}.5

6

50

3

23.1

.8

53.3

9

64.3

26

48」

0

0

69

47.9

なし 2

16.7

2

16.7

5

45.5

4

36.4

13

28.3

1

6.7

2

15.・1

0

0

3

6.8

3

25

5

38.5

4

26.7

3

2L4

15

27.8

0

0

31

,21.5

わからない 3

25

9

75

5

45.5

4

36.4

21

45.7

4

26.7

3

23」

3・

18.8

10

22.7

:i

25

5

38.5

3

20

2

M.3

13

24.1

0

0

44

30.6

君子 ・ 12

100

12

100

11

100

ll

100

・46

100

15

100

13

100

16

100

44

100

12

100

13

100

15

100

14

100

54

100

0

0

144

100

効果レベル 42 一8 一36 一9 一2 60 46 81 64 25 一15 27 43 20 0 26

非鉄金属製品 ・金属
製品製造業

回答社数 42

95.5

42

95.5

41

93.2

41

93.2

166

377.3

42

95.5

42

95.5

43

97.7

127

288.6

42
.95
.5

42

95.5

42

95.5

43

97.7

169

384.1

2

4.5

464
.1054 .5

44

効果あり 24

57.1

9

2L4

6

14.6

8

19.5

47

28.3

30

7L4

13

31

33

76.7

76

59.8

5

11.9

・M

33.3

7

16.7

16

37.2

42

24.9

0

0

165

35.6

なし 8

19

17

40.5

22

53.7

21

51.2

68

41

5

11.9

13

31

5

11.6

23

18.1

22

52.4

14

33.3

21

50

11

25.6

68

40.2

0

0

159

34.3

わからない 10

23.8

16

38」

13

3L7

12

29.3

51

30.7

7

16.7

16

38.1

5

1L6

28

22

15

35.7

14

33.3

14

33.3

16

・37 .2

59

34.9

2

100

140

30.2

計 42

100

42

100

41

100

41

100

166

100

42

toO'

42

100

43

100

127.

100

42

100

42

100

42

100

〆13

100

169

100

2

100

464

100

効果レベル 38 一19 一39 一32 一13 60 0 65 42 rlo 0 一33 12 一15 0 1

==般 機械器真製造業

、

A

回答社数 38

86.4

37

84.1

38

86.4

37

84.1

150

340.9

38

86.4

38

86.4

42

95.5

118

268.2

35

79.5

36

81.8

37

84.1

40

90.9

148

336.4

6

13.6

422

959.1

44

効果あり 19

50

13

35」

5

13.2

4

10.8

41

27.3

28

73.7

17

44.7

33

78.6

78

66.1

4

11.4

5

13.9

14

37.8

21

52.5

44

29.7

1

.16.7

16・1

38.9

なし 8

2Ll

12

32.・1

16

42.1

17

45.9

53

35.3

6
158

13

3412

5

1L9

24

20.3

25

71.4

23

63.9

19

5L4

12

30

79

53.4

2

33.3

158

37.4

わからない 11

28.9

12

32.4

17

44.7

・16

43.2

56

37.3

4

10.5

8

21.1

4

9.5

16

13.6

6

17.1

8

22.2

4

10.8

7

17.5

25

16.9

3

50

100

23.7

計 一 38

100

37

100

38

100

37

100

150

100

38

100

38

100

42

100

118

100

35

100

36

100

37

100

40

100

レ18

100

6

100

422

100

効果レベル 29 3 「29 一35』 一8 58 11 67 46 一60 一50 一14 22 一24 一17 1

電気機械器具製造業 回答社数 40

88.9

40

88.9

40

88.9

40

88.9

160

355.6

42

93.3

43

95.6

'13

95.6

128

284.4

38

84.4

40

88.9

41

91」

41

91.1

160

355.6

3

6.7

451

1002.2

45

　一}AA・ 一

効果あり 24

60

9

22.5

M

35

8

20

55

34.4

32

76.2

22

51.2

34

79.1

88

68.8

6

15.8

15

37.5

11

・26 .8

19

46.3

5[

31.9

0

0

194

43

なし 8

20

17

42.5

18

45

14

35

57

35.6

6

14.3

13

30.2

4

9.3

23

18

23

60.5

13

32.5

20

48.8

11

26.8

67

4L9

1

33.3

148

32.8

わからない 8

20

レ1

:三5

8

20

r18

イ15

48

30

4

9.5

8

18.6

5

1L6

17.

13.3

9

23.7

12

30

10

24.4

11

26.8

42

26.3

2

66.7

109

24.2

計

効菓バ ル

40

100

40

100

・10

100

,40

100

160

100

∠12

100

43

100

43

100

128

100

38

100

40

100

41

100

41

100

160

100

3

100

451

100

40
一20 一10 一15 一1 62 21 70 51 一45 5 一22

20
一10 一33 10

L

'

「

～



ー

⊆

や
ー

・

、

(回答社数欄の下段は実回答社数 に対する割合:%,効 果の程度瀾の下段は構成比:%)

投資効果項目
-

業 種

向 の ザ 江

上 サ'ン

1顧 ド

ビ 客 ユ

ス へ1

引 売 コ商
き コス 品

下 ス トの

げ ト/生
の 販産

率 目サ 新

化 開1商

発 ビ品
の ス/

効 品

の ネ新

実 ス し

現 モい
.デ ビ

ル ジ

小

計

応 拡 業

大 務
へ の

の量

対 的

率 ナ発 シ

向 ン/ス
上 ス メテ

の ンム

能 テ開

迅 プ用 情

速 ツ'報
化 トア処

作 ウ理

成 ト運

小

計

置 の ム情

態 削部 報
換減 門 シ

/要 ス
配 員 テ

転 削一

旗 減船
/社

配 員
置 の

のム 費情

削開/報

減 発 シ処

費 ス現
用 テ経

削 間 営

減 接 業

経経

費 費
の'

小
計

そ 回

;雀 襲
数

情報通諦 械器具
製造業

'

一節週日機械一瀬 頭道i業－

r

回答社数 47

83.9

49

87.5

46

82.1

48

85.7

190

339.3

53

94.6

50

89.3

51

91.1

154

275

47

83.9

48

85.7

49'

87.5

48

85.7

192

342.9

2538

3.6960.7

56

効果あり 28

59.6

22

44.9

16

34.8

10

20.8

76

40

41

77.・1

26

52

40

78.4

107

69.5

5

10.6

レ1

29.2

12

2・L5

24

50

55

28.6

1239

5044.4
一

なし 5

10.6

14

28.6

13

28.3

13

27.1

45

23.7

6

11.3

13

26

5

9.8

24

15.6

27

57.4

17

:～5,4

24

.49

9

18.8

77

40.1

Ol46

027.1

わからない 14

29.8

13

26.5

17

37

25

52」

69

36.3

6

1L3

U

22

6

H.8

23

14.9

15

31.9

17

35.4

13

26.5

15

3L3

60

3L3

192

100

1

50

153

28.4.
538

100
計 47

100

49

100

46.

100

'18

100

190

100

53

100

50

100

51

100

154

100

47

100

48

100

49

100

48

100

2

100

効果レベル
ー ー一.

回答社数
49 16 7 一6 16 66 26 69 54 一47 一6 一24 31

一11
5017

44

86.3

44

86.3

43

84.3

/14

86.3

175

343.1

44

86.3

42

82.4

47

92.2

133

260.8

43

84.3

42

82.4

42

82.4

43

・84.3

170

333.3

5483

9.8947.1

51

'

効果あり 26

59.1

13

29.5

11

25.6

9

20.5

59

33.7

32

72.7

25

59.5

37

78.7

94

70.7

9

20.9

8

19

12

28.6

15

34.9

44

25.9

1198

2041
一.}　 一 一..‥.

なし 8

18.2

1】

25

17

39.5

18

40.9

54

30.9

8

18.2

9

2L4

2

4.3

19

14.3

24

55.8

18

42.9

18

42.9

13

30.2

73

42.9

OU6

030.2

わからない 10

22.7

20

45.5

15

34.9

17

38.6

62

35.4

4

9.1

8

19

8

17

20

15

10

23.3

16

38.1

12

28.6

15

34.9

53

3L2

4139

8028.8

計 44

100

44

100

43

100

44

100

175

100

44

100

42

100

47

100

133

100

43

100

42

100

42

100

43

100

170

100

5483
・100100

効果レベル 41 5 一14 一20 3 55 38 74 56
一35 一24 一14 5 一17 2011

精密機械器質懸

一ぞ万他の製造
業

,'

回答社数 10

100

10

100

10

100

10

100

40

400

10

10〔}

10

100

10

100

30

300

lo

100

10

100

10

100

10

100

40

400

0110

01100

10

効果あり 3

30

2

20

l

lO

2

20

8

20

9

90

5

50

10

100

24

80

O

o

3

30

3

30

3

30

9

22.5

041

037.3

なし l

lO

1

10

l

lO

2

20

5

12.5

1

10

3

30

0

0

4

13.3

8

80

4

40

3

30

3

30

18

45

027

024.5

わからない 6

60

7

70
■

8

80

6

60

27

67.5

0

0

2

20

0

0

2

6.7

2

20

3

30

4

40

4

40

13

32.5

042

038.2

計 10

100

10

100

10

100

10

100

40

100

10

100

10

100

10

100

30

.100

10

100

10

100

10

100

10

100

40

100

OUO

O100

効果レベル
'一.

回答社数

20 10 0 0 '7 80 20 ω0 67 一80 一10 0 0 一22 0】3

62

87.3

62

87.3

62

87.3

62

87.3

248

349.3

6}

85.9

60

84.5

65

9L5

186

262

59

83」

59

83.1

60

84.5

62

87.3

240

338

6680

8.5957.7

71

.

効果あり 36

58.1

14

22.6

14

22.6

15

24.2

79

31.9

36

59

20

33.3

50

76.9

106

57

8

13.6

12

20.3

17

28.3

29

46.8

66

27.5

2253

33,337.2

なし 11

17.7

22

35.5

24-

38.7

24

38.7

81

32.7

14

23

23

38.3

7

10.8

44

23.7

37

62.7

30

50.8

33

55

19

30.6

ll9

49.6

2246

33,336.2

わからない ▲5

24.2

26

4L9

24

38.7

2:3

37.1

88

35.5

ll

l8

17

28.3

8

12.3

36

19.4

'レ|

23.7

17

28.8

10

16.7

14

22.6

55

22.9

2}81

33,326.6

計 62

100

62

100

62

100

62

100

248

100

61

100

60

100

65

100

186

100

59

100

59

100

・60

100

62

100

2・10

100

6680

100.K〕(

効果レベル

回答在数

40 一13 一16 一15 一1 36 一5 66 33 一49 一31 一27 16 一22 Ol

農林漁業・同協同組合,
鉱業

26

81.3

25

78.1

「25

78.1

25

78.1

101

315.6

27

84.4

26

8L3

26

81.3

79

246.9

26

8L3

26 .

8L3

25

78.1

26

8L3

"103

321.9

4287

12.5896.9

32

効果あり
'

12

46.2

3

12

0

0

0

0

15

14.9

14

51.9

4

15.4

18

69.2

36

45.6

5

19.2

4

15.4

2、

8

7

26.9

18

17.5

170

2524.4

なし 6

23.1

13

52

,13

52

ll

44

43

42.6

5

18.5

12

46.2

4

15.4

21

26.6

9

34.6

10

38.5

11

44

10

38.5

40

38.8

3107

7537.3

わからない 8

30.8

9

36

12

d8

14

56
.43
42.6

8

29.6

10'

38.5

4

15.4

22

27.8

12

46.2

12

46.2

12

48

9

34.6

45

43.7

0110

0r38.3

計 26

100

25

100

25

100

25

100

101

100

27

100

26

100

26

100

79

100

26

100

26

100'

25

100

26

100

103

100

4287

100100

効果レベル 23 一40 一52 一44 一28 33 一31 54 19 一15 一23 一36 一12 一21 一50-13

＼
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(回答社数欄の下段は実回答社数に対する割合:%,効 果の程度澗の下段は構成比;96)

投資効果項目

業 種

向 の ザ 玉

上 サ'ン

い顧 ド

ビ 客 ユ

ス へ1

引 売 コ高

きコ ス品
下 ス トの

げ ト/生
の販 産

率 目サ新

化 開1商

発 ビ 品
の ス/

効 品

の ネ新

実 ス し

現 モ い
デ ビ
ル ジ

小

計

応 拡 業

人 務
へ の

の 量

対 的

率 ナ発 シ

向 ン/ス

上 ス メテ
の ンム

能 テ 開

迅 プ用情

速 ツ ・報

化 トア処

作 ウ翼
成 ト運

小

計

置の ム情
転削 部報

換 減 門 シ

/要 ス
配 員テ

転 削一

旗減 殺

/社

配 員
置 の

のム 費情

削開/報

減 発 シ処

費 ス愛
用 テ経

削 間営

減 接業

経経

費費
の'.

小
計

そ

の

他

回
答
社
数

蹟
数答

建設業 回答社数 53

96.4

50

90.9

50

90.9

51

92.7

204

370.9

5:～

96.4

52

94.5

54

98.2

159

289」

50

90.9

49

89.1

51

92.7

54

98.2

204

370.9

2

3.6

569

1034.5

55

効果あり 26

49.1

10

20

u

22

15

29.4

62

30.4

38

71.7

24

46.2

46

85.2

108

67.9

12

24

12

2・L5

15

29.4

16

29.6

55

27

0

0

225

39.5

なし 1|

20.8

19
'

38

18

36

14

27.5

62

30.4

8

15.1

13

25

3

5.6

24

15.1

26『

52

18

36.7

22

43.1

H

25.9

80

39.2

0

0

166

29.2

わからない 16

30.2

2】

42

21

42

22

43.1

80

39.2

7

13.2

15

28.8

5

9.3

27

17

12

2・1

19

38.8

14・

27.5

24

44.4

69

33.8

2

100

178

3L3

計 53

100

50

100

50
'

100

51

100

204

100

53.

100

52

100

54

100

159

100

50

100

49

100

51

100

54

100

20イ

100

2

100

569

100

効果レベル 28 一18 一14 2 0 57 21 80 53 1-28 一12 一14 4 一12 0 10

新聞 ・出版業 回答社数 14

93.3

12

80

12

80

12

80

50

333.3

14

93.3

12

80

13

86.7

39

260

12

80

13

86.7

12

80

12

80

49

326.7

0

0

138

920

15

効果あり 8

57.1

2

16.7

4

33.3

3
.25

17

34

8

57.1

5

41.7

7

53.8

・20

5L3

1.

8.3

2

15.・1

、1

8.3

1

8.3

5

10.2

0

0

42

30.4

なし 0

0

3

25

2

16.7

1

8.3

6

12

4

28.6

2

16.7

4

30.8

10・

25.6

5

4L7

7

53.8

8

66.7

7

5&3

27

55」

0

0

43

3L2

わからない 6

42.9

.7

58.3

6

50

8

66.7

27

54

2

M.3

5

4L7

2

15.4

9

23.1

6

50

4

30.8

3

25

4
.33 .3

17

34.7

0

0

53

38.4

計 14

100

12

100

12

100

12

100

50

100

14

100

12

100

13

100

39

100

'12
.

100

.13

100

12

100

12

100

49

100

0

0

138

100

効果レベル 57 一8 17 17 22 29 25 23 26 一33 一38 一58 一50 一45 0 一1

電気 ・ガス ・熱供給 ・
水道業

回答社数 ll

gL7
'75
9.9

75

9

75

38

316.7

12

10(】

10

83.3

10

83.3

32

266.7

10

83.3

ll

gL7

10

83.3

ll

gL7

42

350

1

8.3

113

94L7

12

効果あり 7

63.6

2

22.2

0

0

2

22.2

ll

28.9

8

66.7

5

50

8

80

21

65.6

l

lO

3

27.3

2

20

6

54.5

12

28.6

O

o

44

38.9

なし 3

27.3

4

44.4

4

44.4.

5

55.6

16

42」

1

8.3

3

30

1

10

5

15.6

6

60

4

36.4

4

40

2

18.2

16

38.1

0

0

37

32.7

わからない 1

9.1

3

33.3

5

55.6

2

22.2

11

28.9

3

25

2

20

1

10

6

18.8

3

30

4

36.4

4

40

3

27.3

14

33.3

1

{00

32

28.3

計 11

100

9

100

9

100

9

100

38

100

12

100

10

100

10

100

32

100

10

100

11

10σ

10

100

11

100

42

100

1

100

ll3

100

効果レベル 36 一22 一44 一33
ヨ3 58 20 70 50 一50 一9 一20 36 一10 0 6一連輪業

「

回答社数 47

97.9

42

87.5

42

87.5

44

9L7

175

364.6

45

93.8

45

・93 .8

45

93.8

135

281.3

44

9L7

・18

100

45

93.8

46

95.8

183

38L3

4

8.3

497

1035.4

48

効果あり 35

74.5

7

16.7

6

1・L3

11

25

59

33.7

31

68.9

19

42.2

37

82.2

87

64.4

6

13.6

18

37.5

9

20

17

37

50

27.3

1.

25

197

39.6

なし 3

6.4

19

45.2

21

50

12

27.3

55

31/1

6

13.3

16

35.6

・1

8.9

26

19.3

27

6L4

22

45.8

20

44.4

15

32.6

84

45.9

2

50

167.

33.6

わからない

一

9
'19
.1

16

38.1

15

35.7

21

47.7

61

34.9

8
.

17.8

10

22.2

4

±8
.9

22

16.3

ll

25

8

16.7

16

35.6

14

30.4

49

26.8

1

25

133

26.8

言干 ∠17

100

42

100

42

100

44

100

175

100

45

100

45

100

45

100

135

100

44

100

48

100

45

100

46

100

183

100

4

100

497

100.
効果レベル
・　 ..一

回答社数
68 一29 一36 一2 2 56 7 73 45 一48 一8 一24

4
一19 一25 6

映像 ・音声情報製作 ・
放送業,通 信業

15

100

lI

73.3

12

80

12

80

50

333.3

M

93.3

13

86.7

12

80

39

260

13

86.7

13

86.7

13

86.7

13

86.7

52

346.7

3

20

同4

960

15

効果あり

一 」

8

53.3

,.2

18.2

2

16.7

4

33.3

16

32

8

57.1

4

30.8

6

50

18

46.2

1

7.7

4

30.8

3

23.1

5

38.5

13

25

1

33.3

48

.33.3

なし 1

6.7

・4

36.4

4

33.3

2

16.7

ll

22

1

7.1

4

30.8

1

8.3

6

15.4

9

69.2

4

30.8

8

61.5

4

30.8

25

48」

1

33.3

43

29.9

わからない

一

6

40

5

45.5

L6

50

6

50

23

46

5

35.7

5

38.5

5

41.7

15

38.5

3

23.1

5

38.5

2

15.4

4

30.8

14

26.9

1

33.3

53

36.8

計 15

100

ll

lOO

12

100

12

100

50

100

M

lOO

13

100

12

100

39

100

13

100

13

100

13

100

13

100

52

100

3

100

144

100

効果レベル 47 一18 一17
17 10 50 0 42 31 一62 0 一38 8 一23 0 3
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一
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ー

〔回答社数欄の下段は実回答社数に対する割合:%,効 果の程度瀾の下段は構成比:%)

投資効果項目

業 種

向 の ザ 玉

上 サ'ン

1顧 ド

ビ 客 ユ

ス へ1

引売 コ高

き コ ス品

下 ス トの
げ ト/生
の 販 産

率 目サ新

化 開1商
発 ビ品

の ス/

効 品

の ネ新

実 ス し
現 モ い

デ ビ
ル ジ

小
計

応 拡業
大務
へ の

の量

対 的

率ナ 発 シ
向 ン/ス

上 ス メテ
のン ム

能 テ 開

迅プ 用情
速 ソ ・報

化 トア処

作 ウ翼
成 ト運

小
計

置 のム情

転削 部 報

換減 門 シ

/要 ス
配 員 テ

転 削一

旗 減船

/社
配員

置 の

の ム費 情

削開/報

減 発 シ 処
費 ス現

用 テ 経

削 間 営

減 接 業

経 経
費 費
の'

小
計

、 そ

の

他

回
答
社
数

蹟
数答

卸ヲ藻 回答社数 137

89

124

80.5

125

81.2

130

84.・1

516

335.1

140

90.9

137

89

147

95.5

424

275.3

133

86.4

138

89.6

140

90.9

141

9L6

552

358.4

9

5.8

1501

974.7

154

.

一...一 一..　 －L－

効果あり 91

66.`1

17

13.7

19

15.2

28

2L5

155

30

102

72.9

64

46.7

112

76.2

278

65.6

12

9

30

21.7

38

27」

59

4L8

139

25.2

l

ll.1

573

38.2

なし 15

10.9

58

46.8

52

4L6

38

29.2

163

31.6

19

[3.6

44

32.1

18

12.2

81

19.1

87

65.4

66

〆17,8

70

50

40

28.4

263

47.6

3

33.3

510

34

わからない 31

22.6

49

39.5

54

・13.2

64

49.2

198

38.4

19

13.6
-・.一.'.

事10

100

29

2し2
'一 ー ー一 「

137

100

17

1L6

65

15.3

34

25.6

42

30.4

32

22.9

42

29.8

150

27.2

5

55.6

418

27.8…

1おoi

lOO
計 137

100

1.烈

lOO

125

100

130

100

516

100

.-w「 」」-

147

100

424

100

133

100

138

100

140

100

141

100

552

100

9

100・
効果レベル 55

一33 一26 一8 一2 59 15 64 46 一56 一26 一23 13 一22 一22 4

小売業,飲 食店 回答社数 ll9

79.9

106

71」

106

7Ll

108

72.5

439

294.6

124

83.2

117

78.5

129

86.6

370

248.3

108

72.5

107

7L8

114

76.5

ll9

79.9

448

300.7

lI

7.4

1268

851

レ19

1 ,

効果あり 71

59.7

32

30.2

18

17

29

26.9

150

34.2

86

69.4

52

44.4

97

75.2

235

63.5

14

13

27

25.2

30

26.3

55

・16.2

126

28.1

1

9.1

512

40.4

なし' 18

15.1

41

38.7

41

38.7

32

29.6

132

30.]

19

15.3

.32

27.4

19

14.7

70

18.9

66

6].1

52

48.6

52

45.6

35

29.4

205

45.8

2

18.2

.409

32.3

ヨ5から壕い 30

25.2

33

3Ll

47

44.3

47

43.5

157

35.8

19

15.3

33

28.2

13

10.1

65

17.6

28

25.9

28

26.2

32

28.1

29

24.4

ll7

26.1

8

72.7

347

27.4

計 ll9

100

106

100

106

100

}08

100

439

100

12・1

100

ll7

100

129

100

370

100

108

100

107

|00

ll4

100

119

100

448

100

ll

lOO

1268

100

効果 レベル 45 一8 一22 一3 4 54 17 60 45 一48 一23 一19 17 一18 一9 8

金融 ・保険業一

、

回答社数 62

92.5

55

82」

58

86.6

56

83.6

231

344.8

59

88」

57

85」

,58

86.6

174

259.7

55

82.1

57

85.1

55

82.1

59

88」

226

337.3

5

7.5

636

949.3

67

効果あり 50

80.6

U

20

27

46.6

15

26.8

103

44.6

43

72.9

32

56.1

44

75.9

'119

68.4

ll

20

17

29.8

14

25.5

21

35.6

63

27.9

1

20

286

∠15

なし 3

4.8

15
'27
.3

13

22.4

15

26.8

46

19.9

8

13.6

14

24.6

8

13.8

30

17.2

30

5`L5

26

45.6

25

45.5

12

20.3

93

41.2

0

0

169

26.6

わからない 9

14.5

29

52.7

18

31

26

46.4

82

35.5

8

13.6
'

ll

l9.3

6

10.3

25

14.4

1鵬
『25
.5

14

24.6

16

29.1

26

44.1

70

31

4

80

181

28.5

計 62

100

55

100

58

100

56

100

231

100

59

100

57

100

58

100

174

100

55

100

57

100

55

100

59

100

226

100

5

100

636

100

効果レベル
「 一 「一.-

回答社数

76 一7 24 0 25 59 32 62 51
一35 一16 一20

15
一13 20 18

情報サー ビス業.

「

100

88.5

93

82.3

95

84」

95

84.1

383

338.9

101

89.4

101

89.4

98

86.7

300

265.5

94

83.2

94

83.2

97

85.8

98

86.7

383

338.9

lO

8.8

lO76

952.2

Il3

効果あり 66

66

27

29

39

4Ll

24

25.3

156

40.7

73

72.3

63

62.4

71

72.4

207
.

69

16

17

14

14.9

36

37.1

52

53.1

118

30.8

3

:lo

484

45

なし

一一

8

8

27

29

.24

25.3

29

30.5

88

23

15

14.9

20

19.8

10

10.2

45

15

49

52.1

46

48.9

35

36.1

24

2〈L5
.

15'1

40.2

0

0

287

26.7

わからない 26

26

139

41.9

32

33.7

42

44.2

139

36.3

13

12.9

18

17.8

17

17.3

48

16

29`

30.9

34

36.2

26

26.8

22

22.4

Ul

29

唱7

70

305

28.3

計 100

100

93

100

95

100

95

100

383

100

101

100

101

.|00

98

100

300

100

94

100

94

100

97

100

98

100

383

100

10

100

1076

100
一'

効果レベル 58 0 16 一5 18 57 43 62 54 一35 一34 1 29 一9 30 18

医療業(国 ・公立除く)

'

回答社数 7

87.5

7

87.5

7

87.5

7

87.5

28

350

7

87.5

7

87.5

8

100

22

275

7

87.5

7

87.5

7

87.5

7

87.5

28

350

2

25

80

1000

8

効果あり 3

42.9

l

l4:3

O

O

0

0

4

14.3

1

レL3

2

28.6

3

37.5

6

27.3

O

O

0

0

1

14.3

.l

l4.3

2

7.1

0

0

12

15

なし 0

0

l

l4.3

|

14.3

l

l4.3

3

10.7

l

l4.3

l

l4.3

l

l2.5

3

13.6

2

28.6

2

28ぷ

2

・28
.6

2

28.6

8

28.6

0

0

M

l7.5

万がら液い 4

57.1

5

7L4

6

85.7

6

85.7

21

75

5

7L4

4

57.1

4

50

13

59.1

5

71.4

5

7L4

4
-57 .1

4

57.1

18

64.3

2

100

54

67.5

計

一・一.

7

100

7

100

7

100

7

100

28

100

7

100

7

100

8

100

22

100

7

100

7

100

7

100

7

100

28

100

2

・100

80

100

効果レベル 43 0 一14 一14 4 O 14 25 14 一29 一29 一14 一14 一21 0 一2

'
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(回答社数欄の下段は実回答社数に対する割合:%,効 果の程度瀾の下段は構成比:%)

投資効果項目

業 種

向 の ザ 江

上 サ'ン

1顧 ド

ビ 客 ユ

ス へ1

引 売 コ高
きコ ス品

下 ス トの

げ ト/生
の販 産

率 目サ新

化開1商

発 ビ 品
の ス/

効 品

の ネ新

実 ス し

現 モ い

デ ビ
ル ジ

小

計

応 拡 業

大務
への

の量

対 的

率ナ 発 シ

向ン/ス
上ス メテ
の ン ム

能 テ 開

迅 プ用 情

速 ツ ・報
化 トア処

作 ウ翼

成 ト運

小

計

置の ム情

転削 部報
換 減 門 シ

/要 ス

配 員 テ

転削 一

旗減 殺
/社

配 員

置 の

の ム 費情

削 開/報

減 発 シ処

費 ス理
用 テ経

削 間 営

減接 業

経経

費費
の'

.

小
計

そ

の

他

回
答
社
数
襲

教育 ・学術研究機関
(国 ・公立除く)

.

回答社数 39

88.6

31

70.5

31

70.5

31

70.5

132

300

39

88.6

39

88.6

38

86.4

ll6

263.6

36

81.8

37

8〆Ll

34

77.3

37

84」

144

327.3

7

15.9

399

906.8

44

効果あり 24

61.5

1

:玉.2

11

3.2

3

9.7

29

22

20

5L3

15

38.5

22

57.9

57

49.1

1

2.8

3

8.1

5

レL7

9

24.3

18

12.5

1

.14.3

105

26.3

なし 0

0

3

9.7

3

9.7

3

9.7

9

6.8

6

15.4

6

15.4

5

13.2

17

14.7

ll

30.6

11

29.7

7

20.6

8

21.6

37

25.7

1

レL3

64

16

わからない 15

38.5

27

87.1

27

87.1

25

80.6

94

71.2

13

33;3

18

46.2

11」

28.9

42

36.2

24

66.7

23

62.2

22

64.7

20

54.1

89

6L8

5

7L4

230

57.6

計. 39

100

'

31

100

31

100

31

100

132

100

39

100

39

100

38
'100

116

100

36

100

37

100

34

100

37

100

144

100

7

100

399

100

効果レベル
.→T－

回答社数

62 一6 一6 0 15 36 23 45 34 一28 一22 一6 3 一13 O 10一 「一 一 一....'

その他の非製造業
-

67

83.8

59

73.8

61

76.3

62

77.5

249

3U.3

71

88.8

67

83.8

70

87.5

208

260

63

78.8

66

82.5

65

8L3

」69

86.3

263

328.8

8

10

728

910

80

効果あり

一

41

61.2

10

1619

15

24.6

16

25.8

82

32.9

47

66.2

35

52.2

50

71.4

132
・63
.5

5

7.9

ll

l6.7

13

20

23

33.3

52

19.8

0
ト0

266
'36 .5

なし

一一 一

4

6

'28

47.5

21

3・L4

22

35.5

75

30.1

13

18.3

19
'28
.4

8

1L4

40

19.2

43

68.3

32

・18.5

28

43.1

23

33.3

126

47.9

l

l2.5

242

33.2

わからない 22

32.8

21

35.6

25

41

24

38.7

92

36.9

ll

15.5

13

19.4

12

17」

36

17.3

15

23.8

23

34.8

24

36.9

23

33.3

85

32.3

7

87.5

220

30.2

計 67

100

59

100

61

100

62

100

249

100
'

71

ωo

67

100

70.

100

208

100

63

100

〔う6

100

65

100

69

100

263

100

8

100

728

100

効果レベル 55 一31 一10 一10 3
'48

24 ・60 44 一60 一32 一23 o 一28 一13 3

疏
`

'

回答社数 4

80

・1

80

4

80

3

60

15

300

5

100

5

100

5

100

15

300

5

100

5

100

5

100

5

100

20

400

0

0

50

1000

5

効果あり 2

50

1

25

1

25

0

0

4

26.7

5

100

3

60

5

100

13

86.7

1

20

1

20

2

40

2

40

6

30

0

0

辱23

46

なし 0

0

0

0

0

0

0

0

O

o

{}

0

0

0

0

0

0

0

1

20

1

20

1

20

1.

20

4

20

0

0

4

8

わからない

一'

2

50

3

75

3

75

,3

100

11

73.3

0

0

2

40

0

0

2

13.3

3

60

3

60

2

40

2

〆10

・lo

50

0

0

23

46

計 4

100

4

100

4

100

3

100

15

100

5

100

5

100

5

100

15

100

5

100

5

100、

5

100

5

100

20

100

0

0

50

100

効果レベル 50 25 25 0 27噛 100 60 100 87 o 0 20 20 10 0 38

地方公共団体

、

回答社数 85

64.9

69

52.7

71

54.2

71

54.2

296

226

123

93.9

102

77.9

ll3

86.3

338

258

102

77.9

100

76.3

102

77.9

102

77.9

406

309.9

7

5.3

1047

799.2

131

効果あり

一一一.一

なし

52

6L2-一

5

7.2

5

7

10

14.1

『 『72

24.3

95

77.2

45

・14 .1

.84

74.3

224

66.3

10

9.8

22

22

15

レ1.7

37

36.3

84

20.7

3

42.9

383

36.6

8

9.〆1

14

20.3

14

19.7

13

18.3

49

16.6

7

5.7

20

19.6

,7

6.2

34

10.1

59

57.8

36

36

53

52

23

22.5

171

42.1

0

0

25・1

24.3

わからない 25

29.4

50

72.5

52

73.2

48

67.6

175

59.1

21

17.1

37

36.3

22

19.5

80

23.7

33

32.4

〆12

42

34

33.3

42

4L2

151

37.2

4

57」

410

39.2

計 85

100

69

100

71

100

71

100

296

100

123

100

102

100

113

100

338

100

102

100

}oo

100

192
100

102

100

406

100

7

100

1047

100

効果レベル 52 一13 ヨ3 一4 8 72 25
..68

56 一48 一14 一37 14 一21 43 12
・ゴ,
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第11表ITガ バナンスの評価グレー ド(業 種別)
(上段:回 答社数、下段:評 価グレー ド)

ガバナンス項 目 (D経 営 トップのIT戦 略参画度 (2)IT部門のガバナンス (3)ユ ーザ ー部 門 に 対 す るサホLト

①経営トップ ③IT担 当役 ④IT担 当役 ⑤IT担 当役 ⑥適用方針の ⑦ インソース/アウ ⑧ITア ーキテ ⑨業務プロセ

実 によるIT戦 略 員の専任度 員のIT業 務の 員の役割 策定 トソース戦 略 クチャ策定 ス改革(BPR) ⑩ リテラシー ⑪サービスレベル⑫ アプリケーショ ⑬IT投 資 効 総
討議 経験度: の推進 の把握 の定義 ンマネジ メント 果の評価

回 経 営 トップによ IT担 当役 員 4.15年 以 上 組織管理責任 IT部 門 は,社 自社で保持す システムアーキテク ITの視 点から 従業員の各 自社や子会 アプリケーション 「性 能 ・機 能」
るIT戦 略を討 が,専 任(兼 3.10～14年 以外 の,IT戦 内業務にどの べきIT要 員の チャの全 社的 業 務プロセス 層に十分IT教 社のIT要 員, 開発 時のユー の面だけでな 合

答 議 する機能 ・ 任),相 当部 2,5～9年 略の策定,全 ITを 適用 して 規模と能力要 統一設計漂 の改革の領域 育 ・訓練 を実 ベンダーとの折 ザー部門のオーく,「ビジネスの
組織 で,社 全 分の時間をIT 1.1～4年 社IT投 資の決 いくかの方針 件を明確に定 準化の経済的 策 定,企 画・推 施,IT能 力を 衝時 にサービス ナーシップの重 視点からの投

社
体 のIT戦 略を 業務に投入 O,1年 未 満 定など具体的 を2～3年 先ま 義教育投資 価値を把握, 進社全体に 個 別 に把 握 ・ 内 容 、レベ ルと' 要性を理解, 資効果」及び 評
十分討議 責務を明確に で立て,今 後 も必要十分な 標準化 とユー 提言 管 理 か つトップ コストの明確 ユーザー部門 の 「ユーザ視 点か

定義 適用すべき技 額を確保され ザ「部門独自 ダウンでIT活 用 化健 全なコス リーダーシップの らの満 足度」
数 術領域を明確 ている の領域を整 を推進 ト意識の醸成 もとでのIT部 も評価JT部 価

に定義 理,マ ネーゾ 門の能力活 門の業績評

用 価の要素
業 種
製造業計 545 410 91 188

、
230 473 462 462 464 480 476 471 470

2.23 2.10
'2
.05 2.31 2.13 L85 2.31 2.20 2.18 2.18 2.17 192 2.13

非製造業計 876 671 164 295 353 768 756 753 748 765 773 771 753

2.26 2.02 2.37 2.37 2.18 L92 2.31 2.14 2.27 2.22 2ユ7 1.96 2.17

公務計 154 107 29 36 49 136 133 132 127 139 129 130 130

2.39 3.00 1.67 2.41 2.32 L90 2.24 L95 2.27 2.26 2.15 1.84 2.正6

公務を除く全産業計
1

1,421 1,081 255 483 583 .1,241 1,218 ㌧215 1,212 1,245 1,249 1242 1,223

2.25 2.05 2.24 2.34 2.16
F

L89 2.31 2.16 2.24 2.21 217 195 216

全産業計 1,575 1,188 284 519 632 1,377 1,351 1,347 1β39 1β84 1,378 1,372 L353
2.26 2.14 2.20 2.35 2.18 1.89 2.30 2.14 2.24 2.21 2.17 193 216

食 料品製造 業,飲 料 ・ 73 49 18 27 30 60 58 56 57 59 60 55 58

たばこ・飼料製造業 2.08 L72 2.04 2.43 2.12 1.64 2.18 2.14 2.22 2.13 2.11 L93 2.07

繊維工業 23 16 6 9 10 20 20 19 20 21 ・22 21 21

2.38 L83 2.22 2.40 1.95 L80 2.16 2.20 2.00 2.14 2.00 1.86 2.06
パルプ ・紙 ・紙加 工品 4 4 0 0 1 4 4 3 4 4 4 4 4

製造業 2.25
■

0.00 0.00 3.00 L75 1.25 1.67 L75 2.00 2.00 2.25 1.50 1.86

化学工業 49 36 4 16 20 46 45 .45 44 148 45 43 44
2.22 2.25 2.19 2.20 2.39 1.98 2.62 2.36 2.40 2.36 2.44 2.00 2.30

石油 ・石炭 ・プラスチ 15 11 3 7 7 13 13 12 13 12 12 12 13

ック製品製造業 2.27 2.67 2.57 2.43 2.15 L85 2.42 L92 2.33 2.42 2.33 L92 2.22

窯業・土石製品製造業 16 12 2 4 4 16 16 16 16 16 16 16 16

2.00 2.50 1.50 2.25 1.94 L69 1.94 2.06 2.13 L88 2.00 L69 L93

鉄鋼業 19 14 1 5 7 14 14 13 14 16 16 14 15

2.36 2.00 1.60 1.71 1.86 1.93 2.31 1.93 2.06 2.00 2.29 1.73 2.01

非鉄金属製品・金属 46 34 7 12 17 35 35 33 33 37 34 38 37

製品製造業 2.32 2.14 2.58 2.35 2.17 1.94 2.27 2.03 2.03 2.09 2.05 2.08 2.14
一般機械器具製造業 49 38 10 17 19 43 41 44 42 44 45 43 43

2.13 2.90 2.47 2.16 2.00 L85 2.23 2.12 2.02 2.09 1.98 L72 2.06

電気機械器具製造業 48 41 8 21 23 45 43 43 45 45 44 44 42

2.32 2.50 1.90 2.52 2.29 1.79 2.37 2.38 2.11 2.n 2.07 L90 2.16
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情報通信機械器具

製造業

57 44

2.48

13

2.00

26

1.88

30

2.47

53

2.09

53

1.91

54

246

53

2.42

53

2.21

53

2.30

53

2.42

55

2.09 2.25

輸送用機械器具製造業 57 45

2.24

4

3.00

20

1.70

27'

2.33

49

2.16

49

1.82

49

2.20

50

2.12

51

2.20

'52

2.17

53

2.19

47

2.00 2.13

精密機械器具製造業 11 9

2.00

1

1.00

2

LOO

4

L75

10

1.90

9

1.89

10

2.70

9

2.00

9

2.22

9

2.33

9

2.33

『9

1.89 2.09

その他の製造業 78 57

2.14

14

1.57

22

2.05

31

2.16

65・

2.14

62

2.02

65

2.28

64

2.25

65

2.25

64

2.28

66

2.08

66

L83 2.12

農 林漁 業 ・同協同組 合,

鉱 業

41 25

2.12

1

'LOO

3

1.00

4

2.50

32

1.91

34

L71

31

2ユ3

30

2.00

32

L88

34

L91

33

1.82

32

L75 L90

建設業 60 50

2.32

6

1.83

21

1.71

32

2.13

53

2.42

50

198

54

2.46

51

2.16

53

2.26

52

2.29

53

2.32

51

L67 2.18

新 聞 ・出版 業 16 10

1.90

1

2.00

3

1.00

3

2.33

12

L58

11

L64

12

2.00

11

1.64

12

2.17

12

2.42

12

L92

12

1.75 1.88

電 気 ・ガス ・熱 供給 ・

水道 業

14 10

2.40

6

2.00

7

2.29

8

2.25

10

2.30

9

2.11

8

2.63

8

2.25

11

2.00

9

2.22

11

2.45

9

L89 2.24

運輸業 50 37

2.35

8

238

16

2.56

20

2.50

43

2.28

44

2.00

40

2.48

43

2.23'

45

2.33

45

2.42

46

2.37

46

2.02 2.30

映 像 ・音 声情報 製作 ・

放 送業,通 信業

17 13

2.31

2

3.00

'

、7

L71

8

2.38

17

2.12

17

2.00

17

2.06

16

1.88

16

2.25

15

1.80

15

2.00

16

2.00 2.06

卸売業 171 135

2.10

33

L70

60

2.17

70

2.21

158

2.06

154

L80

155

2.29

150

2.13

156

2ユ5

154

2.12

153

2.04

149

1.90 2.07

小売業,飲 食店 160 108

2.17

20

2.25

42

2.10

47

2.15

137

2.00

134

1.69

134

2.06

、136

1.98

132

2.02

137

2.15

138

2.01

136

1.90 2.01

金 融 ・保 険業 72 61

2.36

19

L32

32

2.13

46

2.35

69

2.45

67

2.15

67

2.34

66

2.24

67

2.37

70

2.51

68

2.43

68

2.00 2.28

情報サービス業 121 115

2.57

42

2.48

68

3.38

71

2.72

114

2.38

115

2.21

114

2.59

114

2.43

118

2.81

117

2.53

119

2.55

114

2.38 2.56

医療業(国 ・公立 除 く) 13 9

1.78

0

0.00

2

1.50

2

1.50

10

1.70

10

1.50

10

'1 .90

10

1.70

9

1.78

10

1.80

10

L50

10

L50 1.67

教育 ・学術研究 機関

(国 ・公立 除 く)

50 39

2.03

10

1.80

12

2.17

16

2.38

41

2.29

40

2.05

40

2.43

41

2.20

43

2.30

44

2.09

42

2.12

41

1.93 2.16

その他の非製造業 91 59

2.29

16

2.00

22

L95

26

2.50

72

2.25

71

L92

7正

2.24

72

2.06

71

2.30

74

1.97

71

2.01

69

L90 2.ll

政府 6 5

2.00

1

3.00

2

1.00

5

L80

4

2.25

4

2.00

4

2.75

4

2.25

5

2.20

5

2.80

5

3.00

5

2.00 2.27

地方公共団体 148 102

2.41

28

3.00

34

L71

44

2.48

132

2.32

129

1.90

128

2.23

123

L94

134

2.28

124

2.23

125

2.12

125

L83 2ユ6

(注)表 中の「評価グレード」は、各項目の実現度を次のように4～Oの5段 階で数値化し,回 答の加重平均値を表わしている。

① ③IT業 務 に費やす 時 間

4:実 質的に十分 活動して{4:100%

3:活 動 している 』3:80・-1000/0

2:ど ちらともいえない .2:50～80%

'1
:活動 はやや 停滞 してい;1:30～50%

O:活 動 していないの で,問扶 きいO;O～30%

⑤,⑥ ⑦ ⑧ ～⑬

4:明 確 に定 義され,十分機 能 している4:十 分実 行されている

3:機 能 している3:あ る程度 実行されている

2:ど ち らともいえない ・2:ど ちらともいえない

1:定 義 も不 十分で機 能していない1:ほ とんど実行 され ていない

O:ま っ たく機 能 していないの で,問 題が 大きいO;実 行されていないので,問 題 が大 きい



第12表 システム社内要員数規模別ITガ バナンスの評価グレー ド(業 種別)
(上段:回 答社数、下段:評 価グレー ド)

一

一
㎝
鼻
1

ガバナンス項 目 (1)経 営 トップのIT戦 略参画度 (2)IT部門 のガバナンス (3)ユ ーサ'一部 門 に 対 す るサポート

実

①経営トップ
によるIT戦略

討議

③IT担 当役
員の専任度

④IT担 当役

員 のIT業 務

の経 験度:

⑤IT担 当役
員の役割

⑥適用方針
の策定

⑦ インソース/アウ

トソース戦 略

⑧ITア ーキテ

クチ ャ策 定

⑨業務 プロセ
ス改 革(BPR)

の推進

⑩リテラシー
の把握

⑪サービスレベル

の定義

⑫ アプリケーショ

ンマネゾメント

⑬IT投資効

果の評価
総

回 経 営 トップに IT担 当役 員 4.15年 以 上 組織管理責 IT部 門は社 自社で保持 システムアーキテク lTの 視点か ら 従業員の各 自社や子会 アプリケーション 「性 能 ・機能 」 A
よるIT戦 略 を が,専 任(兼 3,10～14年 任 以外の,IT 内業務にどの す べきIT要 チャの全社的 業務プ ロセス 層に十分IT 社のIT要 員, 開発 時のユー の面だけでな 口

答 討議 す る機
能 ・組 織で,

任),相 当部

分の時 間を1

2,5～9年

1.1～4年

戦略 の策定,

全社IT投 資

ITを 適 用して

いくかの方針
員の規模と能
力要件を明

統一 設計,標

準化 の経済 ㌶鑑 麟1艦
ヘンダーとの折

衝時 にサービス

ザー部門 のオー

ナーシップの重

く,「ビジネスの

視 点からの投

社全体のIT T業 務に投入 0.1年 未 満 の決定など具 を2～3年 先ま 確に定義 教 的価値を把 推進,社 全 体 、を個 別 に把 内容 、レベルと 要性 を理 解, 資効果」及び 評
社
戦略を十分 体的責務を で立て,今 後 育投資も必要 握標準化と に提言1握 ・管 理,か つ コストの 明確 ユーザー部 門の 「ユーザ視 点か

討議 明確に定義 適用すべき技 十分な額を確 ユーザ ー部 門 1トップダウンでIT 化健 全なコスり一ダーシップの らの満足度 」'

数 術領域を明 保されている 独自の領域を 1活用を推 進 ト意識の醸成 もとでのIT部 も評価IT部 価
確に定義 整 理,マ ネーゾ 1 門の能力活 門の業績評

用 価の要素

社内システム要員数規模

5人未満 733 506 71 166 195 608 596 598 593 614 620 ,602 596

2.09 L80 2.06 ・2
.11 1.89 1.69 2.05 L94 2.03 2.04 L97 L84 1.96

5人 ～10人 未満 309 233 61 114 135 290 289 283 279 288 280 286 287

2.21 2.41 2.35 2.35 2.24 L89 2.36 2.14 2.24 2.29 2.20 1.90 2.18

10人 ～30人 未 満 315 258 85 137 173 298 287 287 289 299 300 301 293

2.39 2.25 2.Ol 2.45 2.43 2.10 2.52
』2

.27 2.37 2.26 2.28 L94 2.28

30人 ～50人 未満 70
『65

17 31 40 69 68 68 68 68 64 65 66

2.45 L88 2.19 2.38 2.43 2.15 2.65 2.44 2.56 2.58 2.52 2.18 2.41

50人 ～100人 未満 58 54 26 38 46 54 55 54 55 56 55 57 55

2.67 1.92 2.53 2.67 2.63 2.29 2.81 2.51 2.73 2.69 2.61 2.47 2.57

100人 ～300人 未満 30 28 10 15 18 29 29 29 28 30 30 30 28

2.64 2.40 2.87 2.67 2.72 2.28 2.62 2.61 2.73 2.53 2.83 2.11 2.58

300人 ～500人 未満 !0 10 5 5 6 10 9 10 10 10 10 10 9

2.60 2.60 3.60 3.00 2.40 2.11 2.30 2.90 2.50 2.30 2.70 2.33 2.56

500人 以上 14 14 6 9 10 14 14 13 14 14 14 14 14

3.14 2.50 2.56 2.90 3.07 2.57 3.08 3.00 2.93 2.71 2.79 2.79 2.86

なし、または不明 36 20 3 4 9 29 28 27 26 31 29 28 25
L

2.55 3.00 2.50 2.22 2.28 L86 2.04 2.19 2.35 2.10 2.04 1.84 2.15

合 計 1,575 ll88 284 519 632 1401 1375 1369 1362 1410 1402 1393 1373

2.26 2.14 2.20 2.35 2.17 1.89 230 2.14 2.23 2.21 2.17 L93 2.16

(注)表 中の「評価グレード」は、各項目の実現度を次のように4～0の5段 階で数値化し,回 答の加重平均値を表わしている。

①
4:実 質的 に十 分活動 してい:

3;活 動 している

2:ど ちらともいえない

1:活 動 はやや停滞 している

0:活 動していないので問題大きい

③IT業 務 に費やす 時 間

4:100%

3:80～100%

2:50～80%

1:30～50%

0:0～30%

⑤,⑥ ⑦

4:明 確 に定 義され 十 分機 能してい7c

3:機 能 している

2:ど ち らともいえない

1:定 義 も不十 分で機能 していない

0:ま っ たく機 能 していないので,問 肋9大きい

⑧ ～⑬

4: .十分実行 され ている

3:あ る程 度実 行されている

2:ど ちらともいえない

1:ほ とんど実行 されていない

O:実 行 され ていないので,問 題 が大きい

'



第13表IT担 当役員の存在状況(業 種別)

(上段:回 答社数、下段:%)

業 種
実回答社数

IT担 当役員を

置いている 置いていない
製造業計 534

100

243

45.5

291

54.5

非製造業計 859

100

379
'44

.1

480

559

公務計' 153

100

53

34.6

.100

65.4

公務を除く全産業計 1,393

100

622

44.7

771

55.3

全産業計 1,546

100

675

43.7

871

56.3

食料品製造業,飲 料 ・たばこ・飼料製造業 72

100

31

43.1

41

56.9

繊維工業 23
-

100

11
』47
.8

12

52.2

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業 4

100

1

25

3

75

化学工業 49

100

24

49

25

51

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業 14

100

7

50

7

50

窯業 ・土石製品製造業 16

100

4

25

12

75

鉄鋼業 18

100

7

38.9

11

61.1

非鉄金属製品 ・金属製品製造業 42

100』 、

17

40.5

25

59.5
一般機械器具製造業 49

100

23

46.9

26

53.1

電気機械器具製造業' 48

100

25

52.1

23
'47 .9

情報通信機械器具製造業 57

100

30

52.6

27

47.4

輸送用機械器具製造業 56

100

28

50

.28

50

精密機械器具製造業 10

100

4

40

6

60

その他の製造業 76

100

31

40.8

45

59:2

農林漁業 ・同協同組合,鉱 業 40

100

4

10

36

90

建設業 60

100

34

56.7

26

43.3

新聞 ・出版業 14

100

3

21.4

11

78.6

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業 14

100

8

57.1

6

42.9

運輸業 49

100

21

42.9

28

57.1

映像 ・音声情報製作 ・放送業,通 信業 17

100

8

47.1

9

52.9

卸売業 169

100

76

45

93

55

小売業,飲 食店 154

100

54

35.1

100

64.9

金融 ・保険業 72

100

48

66.7

24

333

情報サービス業 119

100

72

60.5

47

395

医療業 掴 ・公立除く) 13

100

2

15.4

11

84.6

教育 ・学術研究機関(国 ・公立除く) 49

100

18

36.7

31

63.3

その他の非製造業 89

100

31

34.8

58

65.2

政府 5

100

5

100

0

0

地方公共団体 148

100

48

32.4

100

67.6

一155一
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第14表 情報システム部門要員スキル保有重視の状況(業 種別)

(上段:社 数、下段:%)

スキル項目

業 種

実
回
答
社
数

分 ン ン情

析 グサ報
/ル 枝

葉テ術

務 イコ

リ情

テ報
イセ

技 キ

術 ユ

トプ

管 ロ

理ジ

;

計シ
・ス

開テ

発 ム

設

築 ス デ

設1

計 タ
・べ

構1

'発 ク ネ

設 ソ

計 ト
・ワ

開|

ン プ

グ ロ

グ

ラ'

ミ

製造業計' 5i6 224

43.4

221

42.8

150

29.1

280

54.3

220

42.6

226

43.8

148

28.7

非製造業計 821 293

35.7

342

4L7

229

27.9

395

48.1

296

36.1

316

38.5

222

27

公務計 141 33

23.4

95

67.4

31

22

44

31.2

30

21.3

50

35.5

32

22.7

公務を除く全産業計 1337 517

38.7

563

42.1

379

283

675

50.5

516

38.6

542

40.5

370

27.7

全産業計 1478 550

37.2

658

44.5

410

27.7

719

48.6

546

36.9

592

40.1

402

27.2

食料品製造業,飲 料 ・たばこ ・飼料製造業
、

67 27

40.3

19

28.4

24

35.8

34

50.7

26

38.8

27

40.3

22

32.8

繊維工業 23 7

30.4

9

39.1

9

39.1

11

47.8

5

2L7

10
「

43.5

β

26.1

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業 3 1

33.3

1

33.3

0

0

1

33.3

2

66.7

3

100

1

333

化学工業 48 31

64.6

19

39.6

20

41.7

26

54.2

14

29.2

19

39.6

12

25

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業 14 4

28.6

8

57.1

1

7.1

7

50

4

28.6

5

35.7

3

2L4

窯業 ・土石製品製造業 13 6

46.2

4

30.8

2

15.4

3

23.1

6

46.2

7

53.8

1

7.7

鉄鋼業 16
、

5

3L3

7

43.8

5

31.3

8

50

6

37.5

2

12.5

6

37.5

非鉄金属製品 ・金属製品製造業 44 19

43.2

19
43.2

11

25

17

38.6

20

45.5

25

56.8

11

25
一般機械器具製造業

、 48 18

37.5

2!

43.8

B

27.1

25

52.1

25

52.1

18

37.5

11

22.9

46 22

47.8

25

54.3

10

21.7

28

60.9

20

43.5

20

43.5

12

26.1

,
電気機械器具製造業

,
情報通信機械器具製造業

,

54 24

44.4

27

50

15

27.8

35

64.8

31

57.4

25

46.3

20

37

輸送用機械器具製造業 55 21

38.2

29

52.7

14

25.5

34

61.8

26

47.3

28

50.9

19

34.5

精密機械器具製造業 11 8

72.7

3

27.3

4

36.4

8

72.7

3

27.3

6

54.5

3

27.3,
その他の製造業'

'

,

74 31

41.9

30

40.5

22

29.7

43

58.1

32

43.2

31

4L9

21

28.4

農林漁業 ・同協同組合,鉱 業 39 16

41

18

46.2

7

179

21

53.8

14

35.9

14

35.9

14

35.9

建設業 56 18

32.1

25

44.6

16

28.6

26

46.4

22

39.3

24

42.9

13

23.2

新聞 ・出版業 13 6

46.2

3

23.1

5

38.5

6

46.2

3

23.1

4

30.8

3

23.1

電 気 ・ガ ス ・熱 供給 ・水 道 業 13 4

30.8

6

46.2

6

46.2

5

38.5

0

0

5

38.5

3

23.1

運輸業' 50 20

40

21

42

14

28

25

50

10

20

]2

24

22

44

映像 ・音声情報製作 ・放送業,通 信業 15 4

26.7

10

66.7

5

33.3

5

33.3

4

26.7

6

40

1

6.7

卸売業 162 48

29.6

56

34.6

41

25.3

83

5L2

64

39.5

66

40.7

41

25.3

小売業,飲 食店 147 58

39.5

45

30.6

43

29.3

58

39.5

61

4L5

60

・40 .8

43

29.3

金融 ・保険業 70 25

35.7

40

57.1

22

31.4

40

57.1

24

34.3

27

38.6

24

34.3

情報サービス業 120 53

44.2

53

44.2

48

40

72

60

49

40.8

59

49.2

34

28.3

医療業(国 ・公立除く) 8 4

50

5

62.5

2

25

5

62.5

2

25

1

12.5

3

37.5

教育 ・学術研究機関(国 ・公立除く) 48 13

27.1

31

64.6

11

22.9

14

29.2

11

22.9

15

3L3

6

12.5

その他の非製造業 80 24

30

29

36.3

9

11.3

35

43.8

32

40

23

28.8

15

18.8

政府 5 2

40

4

80

1

20

3

60

2

40

3

60

1

20

地方公共団体 136 3i

22.8

91

669

30

22.1

41

30.1

28

20.6

47

34.6

31

22.8

一156一



(上段:社 数、下段:%)

1用 シ 査シ 産 シ 口回ロ
制 コ W 導教 力先願 延

ス ス 管 ス 質 作 ン e
士.
目 と客 べ一

ア

ム

一
ア

ム

理 テ
ム

管
理

一
ア

ン

b

関

訓 ・

練 指

の'

交 発
数回
答

運 監
' 資 ツ 連 渉注 社

257 55 100 86 39 136 158 105 2405

49.8 10.7 19.4 16.7 7.6 26.4 30.6 20.3 466.1

449 99 135 136 102 258 272 174 3718

54.7 12.1 16.4 16.6 12.4 31.4 33」 21.2 452.9

92 14 29 11 34 52 59 22 628
,

165.2 9.9 20.6 7.8
-24
.1 36.9 41.8 15.6 445.4

706 154 235 222 141 394 430 279 6123

52.8 11.5 17.6 16.6 10.5 29.5 32.2 20.9 458

798 168 264 233 175 446 489 301 6751

54 11.4 17.9 15.8 11.8 30.2 33.1 20.4 456.8

34 7 9 10 6 17 26 16 304

50.7 10.4 13.4 14.9 9 25.4 38.8 23.9 453.7

16 2 3 5 2 6 8 6 105

69.6 8.7 13 21.7 8.7 26.1 34.8 26.1 456.5

1 1 0 0 0 1 1 2 、15

33.3 33.3 0 0 0 33.3 33.3 66二7 500

21 6 10 5 3 12 17 15 230

43.8 12.5 20.8 10.4 6.3 25 35.4 3L3 479.2

8 4 4 3 1 5 9 4 70

57.1 28.6 28.6 21.4 7.1 35.7 64.3 28.6 500

10 0 4
'5

0 6 1 0 55

76.9 0 30.8 38.5 0 46.2 7.7 0
一

423.1

9 1 5 5 2 3 4 2 70

56.3 63 31.3 3L3, 12.5 18.8 25「 12.5 437.5

23 7 5 7 6 9 14 13 206

523 15.9 11.4 15.9 13.6 20.5 31.8 29.5 468.2

24 5 11 9 6 13 17 8 224

50 10.4 22.9 18.8 12.5 27.1 35.4 16.7 466.7

24 7 12 ,5 5 14 13 5 222

52.2
L

、15.2 26.1 10.9 10.9 30.4 28.3 10.9 482.6

23 2 5 6 4 14 14 10 255

42.6 3.7 9.3 11.1 7.4 25.9 25.9 18.5 472.2

24 3 10 12 2
'

13 18 6 259

43.6 ・5
.5 18.2 21.8 3.6 23.6 32.7 10.9 470.9

7 1 5 0 0 5 2 0 55

63.6 9.1 45.5 0 0 45.5 18.2 0 500

33 9 17 14 .2 !8 14 18 335

44.6 12.2 23 18.9 2.7 24.3 18.9 24.3 452.7

20 4 8 6 3 9 17 3 174

51.3 10.3 20.5 15.4 7.7 .23.1 43.6 7.7 ' ・446 .2

36 8 16 7 5 16 17 7 256

64.3 14.3 28.6 12.5 8.9 28.6 30.4 12.5 457.1

10 0 2 1 2 6 3 3 57

76.9 0 15.4 7.7 15.4 46.2 23.1 23.1 438.5

6 1 4 3 2 5 3 3 56

46.2| 7.7 .30.8 23ユ 15.4 38.5 23:1 23ユ 430.8

i28 6 9 8 7 20 15 16 233

56 12 18 16 14 40 30 32 466

H 0 4 0 3 7 2 6 68

73.3 0 26.7 0 20
"46
.7 133 40 453.3

86 24 33 23 15 49 57 41 727

53.1 14.8 20.4 14.2 ・9
.3 30.2 35.2 25.3 448.8

91 17 15 20 15 44 58 36 664

,619 11.6 10.2 13.6 10.2 29.9 39.5 24.5 451.7

34 12 7 11 3 13 22 17 321

48.6 17.1 10 15.7 4.3 18.6 31.4 24.3 458.6

47 14
'14

34 19 38 17 24 575

39.2 lL7 11.7 28.3 15.8 31.7 14.2 20 479.2

1 一1 0 1 3 1 2 1 32

12.5 12.5 0 12.5 37.5 12.5 25 12.5 400

35 4 一6 7 13 22 23 7 218

72.9 8.3 12.5 14.6 27.1 45.8 47.9 14.6 454.2

44 8 17 15 12 28 36 10 337

55 10 2L3 18.8 ・15 35 45 12.5 421.3

4 0 2 1 0 0 2 0 25

80 0 40 20 0 0 40 0 500

88 14 27 10 34 52 57 22 603

64.7 10.3 19.9 7.4 25 38.2 4L9 16.2 443.4

一157一
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第15表 情報システム部門要員スキル充足状況(業 種別)・

(回答社数欄の下段は選択した各スキル項 目の実回答社数に対する割合:%,充 足 状況下段 θ)の%は 構成比)

'

1

㌫
Oo

l

スキル項目

業 種

実
回
答
社
数

分ンン情

析グサ報
/ル 技

業テ術

務 イコ

リ情

テ報
イセ

技 キ
術 ユ

トプ

管ロ
理 ジ
エ

ク

計 シ
・ス

開 テ

発 ム

設

築 ス デ

設1

計 タ
・べ

構1

発 ク ネ

設 ツ

計 ト
・ワ

開1

ン プ

グ ロ

グ

ラ

ミ

用シ
ス

テ
ム

運

査シ
ス

テ

ム

監

産シ

管ス
理テ
ム

資

品

質

管
理

制コ

作ン
テ

ン

ツ

W
'e

b

関

連

導 教
・音

訓 ・

練 指

力先顧

と客
の'

交 発

渉注

魑合

計

延

社べ

数回

答

-

、

Li

、

.

'

製造業計 回答社数 509 219

43

216

42.4

146

28.7

276

54.2

218

42.8

221

43.4

147

28.9

252

49.5

53

10.4

99

19.4

85

16.7

・39

7.7

135

26.5

153

30.1

104

20.4

2363

309

2363

464.2

非常に不足 90

41.1

68

31.5

41

28.1

57
'
20.7

49

22.5

50

22.6

32

21.8

20

7.9

25

47.2

17

17.2

22

25.9

15

38.5

49

36.3

48

3L4

16

15.4

599

253

599

117.7

やや不足 112

51.1

109

50.5

82

56.2

143

51.8

110

50.5

ll9

53.8

59

40ユ

120

47.6

21

39.6

56

56.6

49

57.6

16

41

65

48.1

86

56.2

67

64.4

1214

51.4

1214

238.5

ほぼ充足 17

7.8

39

18.1

23

15.8

76

27.5

59

27.1

52

23.5

56

38.1

112

44.4

7

13.2

26

26.3

14

16.5

8

20.5

21

15.6

19

12.4

21

20.2

550

23.3

550

108.1

計 219

100

216

100

146
、

100

276

100

218

100

221

100

147

100

252

100

53

100

99

100

85

100

39

100

135

100

153
'100

104

100

2363

100

2363

464.2

充足レベル 一33 一13 一12 7 ・5 1 16 37 一34 9 一9 一18 一21 一19 5 一2・

非製造業計

、

回答社数 813 289

35.5

340

41.8

226

27.8

393

48.3

290

35.7

311

38.3

222

27.3

442

54.4

99

12.2

134

16.5

134

16.5

98・

12.1

256

31.5

268

33

172

21.2

3674

30ユ

3674

451.9

非常に不足 84

29.1

107

31.5

53

23.5

70

17.8

76

26.2

81

26

34

15.3

46

10.4

47

47.5

28

20.9

27

20.1

42

42.9

76

29.7

88

32.8

40

23.3

899

24.5

899

110.6

やや不足 156

54

176

5L8

124

54.9

173

44

126

43.4

155

49.8

92

4L4

175

39.6

38

38.4

60

44.8

76

56.7

41

4L8

121

47.3

137

5L1

80

46.5

1730

47.1

1730

212.8

ほぼ充足 49

17

57

16.8

49

21.7

150

38.2

88

30.3

75

24.1

96

43.2

221

50

14

14.1

46

34.3

31

23.1

15

15.3

59

23

43

16

52

30.2

1045

28.4

1045

128.5

計 289
1

100

340

100

226

100

393

100

290

100

311

100

222

100

442

100

99

100

134

100

134

100

98

100

256

100

268

100

172

100

3674

100

3674

451.9

充足レベル 一12 一15 一2 20 4 一2 28 40 一33 13 3 一28 一7 一17 7 4

公務計 回答社数 138 33

23.9

94

68.1

31

22.5

44

31.9

30

21.7

50

36.2

32

23.2

90

65.2

14

10.1

29

21

11

8

34

24.6

52

37.7

59

42.8

22

15.9

625

30.2

625

452.9

非常に不足 14

42.4

28

29.8

3

9.7

11

25

10

33.3

19

38

2

6.3

15

16.7

6

429

6

20.7

「

3

27.3

'14

41.2

-21

40.4

12

203

4

18.2

168

26.9

168

12L7

やや不足 17

5L5

'49

52.1

21

67.7

18

40.9

12

40

22

44・

10

31.3

32

35.6

8

57ユ

9

31

4

36.4

14

41.2

23

44.2

39

66.1

12

54.5

290

46.4

290

210.1

ほぼ充足 2

6.1

17

18.1

7

22.6

15

34.1

8

26.7

9

18

20

62.5

43

47.8

0

0

14

48.3

4

36.4

6

17.6

8

15.4

8

13.6

6

27.3

167

26.7

167

121

計
も

33

100

94

100

.31

100

44

100

30

100

50

100

32

100

90

100

14

100

29

100.

11

100

34

100

52

100

59

100

22

100

625

100

625

452.9

充足レベル 一36 一12 13 9 一7 一20 56 31 一43 28 9 一24 一25 一7 9 0

公務を除く全産業計 回答社数 1322 508

38.4

556

42.1

372

28.1

669

50.6

508

38.4

532

40.2

369

27.9

694

52.5

152

11.5

233

17.6

219

16.6

137

10.4

391

29.6

421

31.8

276

20.9

6037

30.4

6037

456.7

非常に不足
、

174

34.3

175

3L5

94

253

127

19

125

24.6

131

24.6

66

17.9

66

9.5

72

47.4

45

19.3

49

22.4

57

41.6

125

32

136

32.3

56

203

1498

248

1498

113.3

やや不足
、

268

52.8

285

5L3

206

55.4

316

47.2

236

46.5

274

51.5

151

40.9

295

42.5

59

38.8

116

49.8

125

57.1

57

4L6

186

47.6

223

53

147

53.3

2944

48.8

2944

222.7

ほぼ充足 66

13

96

17.3

72

19.4

226

33.8

147

28.9

127

23.9

152

4L2

333

48

21

正3.8

72

30.9

45

20.5

23

16.8

80

20.5

62

14.7

73

26.4

1595

26.4

1595

120.7

計 508

100

556

100

372

100

669

100

508

100

532

100

369

100

694

100

152

10Q

233

100

219

100

137

100

391

100

421

100

276

・100

6037

100

6037

456.7

充足レベル 一21 ヨ4 一6 15 4 一1 23 38 一34 12 一2 一25 一12 一18 6 2

一 一
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(回答社数欄の下段は選択した各スキル項目の実回答社数に対する割合:%, 充足状況下段のの%は 構成比),
スキル項目

業 種

実
回
答
社
数

分ンン情
析 グサ報

/ル 枝

葉テ術

務 イコ

リ情

テ報
イセ

技 キ
術 ユ

トプ

管 ロ

理ジ

;

計 シ
・ス

開 テ

発 ム

設

築 ス デ

設1

計 タ
・べ

構1

発 ク ネ

設 ツ

計 ト
・ワ

開1

ン プ

グ ロ

グ

ラ

ミ

用シ
ス

テ
ム

運

査シ
ス

テ
ム

監

産シ

管ス
理テ
ム

資

品

質
管

理

制 コ

作 ン

テ

ン

ツ

W

:
関
連

導 教
・音

訓 ・

練 指

力先願
と客
の'

交 発
渉注

合
計

延

社 ・・ミ

数 回

答

全産業計 回答社数 1460 541

37.1

650

44.5

403

27.6

713

48.8

.538

36.8

582

39.9

401

27.5

784

53.7

166

11.4

262

179

230

15.8

171

11.7

443

30.3

480

32.9

298

20.4

6662

30.4

6662

456.3

非常に不足 188

34.8

203

31.2

97

24.1

138

19.4

135

25.1

150

25.8

68

17

81

10.3

'78

47

51

19.5

52

22.6

71

41.5

146

33

148

30.8

60

20.1

1666

25

1666

114.1

やや不足 285

52.7

334

5L4

227

56.3

334

46.8

248

46.1

296

50.9

161

40.1

327

4L7

67

・40 .4

125

47.7

129

56ユ

71

41.5

209

47.2

262

54.6

159

53.4

3234

48.5

3234

221.5

ほぼ充足 68

12.6

113

17.4

79

19.6

241

33.8

155

28.8

136

23;4

172

42.9

376

48'

21

12.7

86

32.8

49

2L3

29

17

88

19.9

70

14.6

79

26.5

1762

26.4

1762

120.7

計 541

100

650

100

403

100

713

100

538

100

582

100

401

100

784

100

166

100

262
'ユ00

230

100

171

100

443

100

480

100

,298

100

6662

100

6662

456.3

充足レベル 一22 一14 一4 14 4 一2 26 38 一34 13 一1 一25 一13 一16 6 1

食料品製造業,飲 料 ・

たばこ・飼料製造業

回答社数 65 26

40

18

27.7

23

35.4

32

49.2

26

40

26

40

22

33.8

33

50.8

6

9.2

9

13.8

10

15.4

一6

9.2

17

26.2

24

36.9

16

24.6

294

30.2

294

4523

非常に不足 8

30.8

5

27.8

7

30.4

4

12.5

6

23ユ

3

11.5

4

18.2

0

0

3

50

2

22.2

4

40

2

33.3

6

35.3

8

33.3

3

18.8

65

22.1

65

100

やや不足 15

57.7

6

33.3

8

34.8

18

56.3

10

38.5

18

69.2

9

40.9

15

45.5

2

33.3

4

444

4

40

3

50

6

35.3

14

58.3

12

75

144

49

144

22L5

ほぼ充足 3

1L5

7

389

8

34.8

10

31.3

10

38.5

5

19.2

9

40.9

18

、54:5

1

16.7

3

33.3

2

20

1

16.7

5

29.4

2

8.3

1

6.3

85

28.9

85

130.8

計 26

100

18

100

23

100

32
'100

26

100

26

100

22

100

33

100

6

100

9

100

10

100

6

100

17

100

24

100

16

100

294

100

294

452.3

充足レベル 一19 11 4 19 15 8 23 55 一33 11 一20 一17 一6 一25 一13 7

繊維工業 回答社数 23 7

30.4

9

39.1

9

39.1

11

47.8

5.

2L7

10

43.5

6

26.1

16

69.6

2

8.7

3

13

5

2L7

2

8.7

6

26.1

8

34.8

6

26.1

105

30.4

105

456.5

非常に不足 2

28.6

2

22.2

2

22.2

3

27.3

2

40

3
'30

2

33.3

3

18.8

0

0

1

33.3

1

20

0

0

2

33.3

5

62.5

1

16.7

29

27.6

29

126.1

やや不足 4

57.1

5

55.6

6

66.7

2

18.2

1

20

3

30

0

0

6

37.5

1

50

'2

66.7

3

60

1

50

2

33.3

2

25

5

83.3

43

41

43

187

ほぼ充足 1

14.3

2

22.2

1

1L1

6

54.5

2

40

4

40

4

66.7

7

43.8

1

50

0

0

1

20

1層

50

2

33.3

1

12.5

0

0

33

3L4

33

143.5

計 7

100

9

100

9

100

n

100

5

100

10

100

6

100

16

100

2

100

3

100

5

100

2

100

6

100

8

100

6

100

105

100

105

456.5

充足レベル
一14 0 一11 27 0 10 33 25 50 一33 0 50 0 一50 一17 4

パルプ ・紙 ・紙加工品

製造業

、

回答社数 3 1

33.3

1

33.3

0

0

1

33.3

2

66.7

3

100

1

33.3

1

33.3

1

33.3

0

0

0

0

0

0

1

33.3

1

33.3

2

66.7

15

33.3

15

500

非常に不足 1

100

0

0

0

0

0

0

2

100

1

33.3

1

100

0

0

1

100

0

0

0

0

0

0

1

100

0

0

0

0

7

46.7

7

233.3

やや不足 0

0

1

100

0

0

1

100

0

0

2

66.7

0

0

1

100

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

100

1

50

7

46.7

7

233.3

ほぼ充足 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0'

0

0

0

0

0

10

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

50

1

6.7

1

33.3

計 1

100

正

100

0

0

1

100

2

100

3

100

1

100

1

100

1

100

0

0

0

0

0
'0

1

100

1

100

2

100

15

1qo

15

500

充足レベル 一100 0 0 0 一100 一33 一100 0 1-100 0 0 0 一100 0 50 呼0

＼
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(回答社数欄の下段は選釈 した`答スキル項 目の実回答社数に対する割合:%,充 足状況下段のの%は 構成比)
スキル項目

業 種

実
回
答
社
数

分 ンン情

析 グサ報
/ル 技

業テ術

務 イコ

リ情
テ報

イセ

技キ

術 ユ

トプ

管 ロ

理ジ

;

計 シ
・ス

開 テ

発 ム

設

築 ス デ

設1

計 タ
・べ

構1

発 クネ

設 ツ

計 卜
・ワ

開1

ン プ

グ ロ

グ

ラ

ミ

用シ
ス

テ
ム

運

査シ
ス

テ
ム

監

産 シ
管 ス

理テ
ム

資

品
質

管
理

制 コ
作ン

テ
ン

ツ

W

;
関
連

導 教
・音

訓 ・

練 指

力先願
と客
の'

交 発
渉注

合
計

延

社べ
、数回

答

化学工業 回答社数 47 30

63.8

19

40.4

19

40.4

26

55.3

13

27.7

19

40.4

12

25.5

20

42.6

6

12.8

10

21.3

5

10.6

3

6.4

11

23.4

17

36.2

15

31.9

225

31.9

225

478.7

非常に不足 11

36.7

5

26.3

4

2Ll

7

26.9

2

15.4

5

26.3

1

8.3

1

5

2

33.3

3

30

1

20

0

0

4

36.4

3

17.6

4

26.7

53

23.6

53

112.8

やや不足 17

56.7

12

63.2

13

68.4

14

53.8

8

61.5

9

47.4

6

50

6

30

4

66.7

5'

50

4

80

2

66.7

7

63.6

11

64.7

7

46.7

125

55.6

125

266

ほぼ充足 2

6.7

2

10.5

2

10.5

5

19.2

3

23.1

5

26.3

5

41.7

13

65

0

0

2

20

0

0

1

33.3

0

0

3

17.6

4

26.7

47

20.9

47

100

計 30

100

19

100

19

100

26

100

13

100

19

100

12

100

20

100

6

100

10

100

5

100

3

100

11

100

17

100

15

100

225

100

225

478.7

充足レベル 一30 一16 一11 一8 8 0 33 60 一33 一10 一20 33 一36 0. 0 一3

石油 ・石炭 ・プ ラスチ

ック製品製造業

`

回答社数 14 4

28.6

8

57.1

1

7.1

7

50

4

28.6

5

35.7

3

21.4

8

57.1

4

28.β

4

28.6

3

2L4

1

7.1

5

35.7

9

64.3

4

28.6

70

33.3

70

500

非常に不足 1

25

3

37.5

0

0

0

0

1

25

1

20

1

33.3

0

0

3

75

0

0

2

66.7

0

0

0

0

0

0

0
'0

12

17.1

12

85.7

やや不足 3

75

3

37.5

1

100

4

57.1

2

50

3

60

0

0

7

87.5

1

25

2

50

1

33.3

1

100

5

100

9

100

2

50

44

62.9

44

314.3

ほぼ充足 0

0

2

25

0

0

3

42.9

1'

25

1

20

2

66.7

1

12.5

0

0

2

50

0

0

0

0

0

0

0

0

2

50

14

20

14

100

計 、4

100

8

100

1

100

7

100

4

100

5

100

3

100

8

100

4

100

4

100

3

100

1

100

5

100

9

100

4

100

70

100

70

500

充足レベル 一25 一13 0 43 0 0 33 13 一75 50 一67 0 0 0 50 3

窯業 ・土石製品製造業

A

回答社数 13 6

46.2

4

30.8

2、

15.4

3

23.1

6

46.2

7

53.8

1

7.7

10

76.9

0

0

4

30.8

5

38.5

0

0

6

46.2

1

7.7

0

0

55

28.2

55

423.1

非常に不足 0

0

2

50

1

50

1

33.3

1

16.7

0

0

0

0

1

10

0

0

0

0

1

20

0

0

1

16.7

0

0

0

0

8

14.5

8

61.5

やや不足 5

83.3

1

25

1

50

0

0

3

50

4

57.1

0

0

4

40

0

0

1

25

1

20

0

0

'3

50

1

100

0

0

24

43.6

24

184.6

ほぼ充足 1

16.7

1

25

0

0

2

66.7

2

33.3

3

42.9

1

100

.5

50

0

0

3

75

3

60

0

0

2

33.3

0

0

0

0

23

41.8

23

176.9

計 6

100

4

100

2

100

3

100

6

100

7

100

1

100

10

100

0

0

4

100

5

100

0

0

6

100

1

100

0

0

55

100

55

423.1

充足レベル 17 一25 一50 33 17 43 100 40 0 75 40 0 17 0
'0

27

鉄鋼業 回答社数 16 5

3L3

7

43.8

5

3L3

8

50

6

37.5

2

12.5

6

37.5

9

56.3

1

6.3

5

31.3

5

31.3

2

12.5

3

18.8

4

25

2

12.5

70

29.2

70

437.5

非常に不足 4

80

1

14.3

3

60

2

25

0

0

0
「0

1

16.7

2

22.2

1

100

1

20

0

0

1

50

0

0

3

75

0

0

19

27.1

19

118.8

やや不足 1

20

4

57.1

2

40

2

25

4

66.7

0

0

2

33:3

3

33.3

0

0

3

60

4

80

'1

50

2

66.7

1

25

1

50

30

42.9

30

187.5

ほぼ充足 0

0

2

28.6

0

0

4

50

2

33.3

2

100

3

50

4

44.4

0

0

1

20

1

20

0

0

1

33.3

0

0

1

50

21

30

21

13L3

計 5

100

7

100

5

100

8

100

6

100

2

100

6

100

9

100

1

100

5

100

5

100

2

100

3

100

4

100

2

100

70

100

70

437.5

充足レベル
一80 14 一60 25 33 100 33 22 一100 0 20 一50 33 一75 50 3
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O
」
ー

(回答社数欄の下段は選択した∠答スキル項 目の実回答社数に対する割合:%,充 足 状況下段のの%は 構成比)

スキル項目

業 種

実
回
答
社
数

分 ンン情

析 グサ報
/ル 技

業テ術
務 イコ

リ情

テ報
イセ

技キ
術 ユ

トプ

管 ロ
理ジ

;

計 シ
・ス

開 テ

発 ム

設

築 ス デ

設1

計 タ
.べ

構1

発 クネ

設 ツ

計 ト
・ワ

開1

ン プ

グ ロ

グ

ラ

ミ

用シ
ス

テ

ム

運

査シ
ス

テ

ム

監

産シ

管ス

理テ
ム

資

品

質

管

理

制 コ

作 ン

テ

ン

ツ

W

:
関
連

導 教
・育

訓 ・

練 指

力先願

と客
の'

交 発

渉注

合
計

延

社べ

数回
答

非鉄金属製品 ・金属

製品製造業

回答社数 43 18

4L9

18

4L9

11

25.6

17

39.5

20

46.5

23

53.5

11

25.6

22

51.2

7

1613

5

1L6

7

16.3

6

14

9

20.9

13
'30
.2

・13

30.2

200

31

200

465.1

非常に不足 8

44.4

9

50

4

36.4

5

29.4

4

20

7

30.4

2

18.2

2

9.1

3

42.9

2

40

2

28.6

4

66.7

4

44.4

8

61.5

2

15.4

66

33

66

153.5

やや不足 9

50

3

16.7

5

45.5

8

47.1

10

50

13

56.5

5

45.5
}3
59.1

3

42.9

1

20

3

42.9

0

0

3

33二3

5

38.5

8

61.5

89

44.5

89

207

ほぼ充足 1

5:6

6

33.3

2

18.2

4

23.5

6

30

3

13

4

36.4

7

3L8

1

14.3

2

40

2

28.6

2

33.3

2

222

0

0

3

23.1

45

22.5

45

104.7

計 18

100

18

100

11

100

17

100

20

100

23

100

11

100

22

100

7

100

5

100

7

100

6

100

9

100

13

100

13

100

200

100

200

465.1

充足レベル 一39 一17 一18 一6 10 一17 18 23 一29 0 0 一33 一22 一62 8 一10

一般機械器具製造業

、

一

回答社数 47 17

36.2

20

42.6

11

23.4

25

53.2

24

5L正

18

38.3

11

23.4

23

48.9

5

10.6

10

2L3

9

19.1

6

12.8

13

27.7

16

34

7

14.9

215

30.5

215

457.4

非常に不足 7

4L2

5

25

1

9.1

3

12

2

8.3

4

22.2

2

18.2

2

.8.7

1

20

0

0

4

44.4

2

33.3

6

46.2

3

18.8

0

0

42

19.5

42

89.4

やや不足 9

52.9

11

55

6

54.5

16

64

15

62.5

10

55.6

6

54.5

8

34.8

2

40

7

70

.3

33.3

2

33.3

6

46.2

9

56.3

5

7L4

115

53.5

115

244.7

ほぼ充足 1

5.9

4

20

4

36.4

6

24

.7

29.2

4

22.2

3

27.3

13

56.5

2

40

3

30

2

22.2

2

33.3

1

7.7

4

25

2

28.6

58

27

58

123.4

計 17

100

20

100

11

100

'

25

100

24

100

18

100

11

100

23

100

5

100

10

100

9

100

6

100

13

100

16

100

7

100

215

100

215

457.4

充足レベル 一35 一5 27 12 21 0 9 48 20 30 一22 0 一38 6 29 7

電気機械器具製造業 回答社数 45 22

48.9

25

55.6

10

22.2

27

60

20

44.4

19

422

11

24.4

23

5L1

6

13.3

12

26.7

5

1L1

5

11.1

14

31.1

13

28.9

5

11.1

217

32.1

217

482.2

非常に不足 7

3L8

8

32

1

10

5

18.5

6

30

3

15.8

5

45.5

3

13

3

50

5

41.7

1

20

4

80

6

42.9

5

38.5

1

20

63

29

63

140

やや不足 14

63.6

14

56

8

80

16

59.3

9

45

10

52.6

3

27.3

10

43.5

1

16.7

5

4L7

3

60

1

20

6

42.9

5

38.5

3

60

108

49.8

108
'240

ほぼ充足 1

4.5

3

12

1・

10

6

22.2

5

25

6

31.6

3

27.3

10

43.5

2

33.3

2

16.7

1

20

0

0

2

14.3

3

23.1

1

20

46

21.2

46

102.2

計 22

100

25

100

10

100

27

100

20

100

19

100

11

100

23

.100

6

100

12

100

5

100

5

100

14

100

13

100

5

100

217

100

217

482.2

充足レベル 一27
丁20 0 4 一5 16 一18 30 一17 一25 0 一80 一29 一15 0 一8 F

情報通信機械器具
製造業

回答社数 54 24

44.4

27

50

15

27.8

35

64.8

31

57.4

25

46.3

20

37

23

42.6

2

3.7

5

9.3

6

11.1

4

7.4

14

25.9

14

25.9

10

18.5

255

3L5

255

472.2

非常に不足 12

50

10

37

3

20

7

20

5

16.1

5

20

4

20

2

8.7

1

50

1

20

2

33.3

1

25

5

35.7

6

42.9

1

10

65

25.5

65

120.4

やや不足 11

45.8

15

55.6

10

66.7

21

60

17

54.8

15

60

7

35

13

56.5

1

50

2

40

3

50
3
75

6

42.9

7

50

7

70

138

54.1

138

255.6

ほぼ充足 1

4.2

2

7.4

2

13.3

7

20

9

29

5

20

9

45

8

34.8

0

0

2

40

1

16.7

0

0

3

21.4

1

7.1

2

20

52

20.4

52

96.3

計 24

100

27

100

15

100

35

100

31

100

25

100

20

100

23

100

2

100

5

100

6

100

4

100

14

100

14

100

10

100

255

100

255

472.2

充足レベル 一46 一30 一7 0 13 ,0 25 26 一50 20 一17 一25 一14 一36 10 一5



(回答 社数欄の下段は選択したゴ昏スキル項 目の実回答社数に対する割合:%, 充足状況下段のの%は 構成比)

一

宗
N

ー

スキル項 目

業 種

実回

答
社
数

分ンン情
析 グサ報

/ル 技
業テ術

務 イコ

リ情
テ報
イセ

技キ

術 ユ

トプ
管 ロ

理ジ

;

計 シ
・ス

開 テ

発 ム

設

築 ス デ

設1

計 タ
・べ

構1

発 ク ネ

設 ツ

計 ト
・ワ

開1

ン プ

グ ロ

グ

ラ

ミ

用シ
ス

テ
ム

運

査シ
ス

テ
ム

監

産シ

管ス
理テ
ム

資

品

質

管9

理 、

制 コ

作 ン

テ

ン

ツ

W.

ζ
関
連

導 教
・音

訓 ・

練 指

力先願
と客
の'

交発

渉注

合
計

延

社べ

数回
答

輸送用機械器具製造業 回答社数 54 20

37

28

51.9

14

25.9

33

61.1

26

48.1

27

50

19

35.2

24

44.4

3

5.6

10

18.5

12

222

2

3.7

13

24.1

17

3L5

6

1L1

254

31.4

254

470.4

非常に不足 11

55

7
'25

5

35.7

8

24.2

8

30.8

6

22.2

6

3L6

2

8.3

0

0

0

0

3

25

0

0

5

38.5

2

1L8

1

16.7

64

25.2

64

118.5

やや不足

一'一 一 －A-.. .一 、

8

40
一 「一

17

60.7

8

57.1

16

48.5

13

50

16

59.3

6

31.6

13

54.2

3

100

8

80

9

75

2

100

8

6L5

正2

70.6

4

66.7

143

56.3

143

264.8

ほぼ充足 1

5

・4

14.3

1

7.1

9

273

5

19.2

5

18.5

7

36.8

9

37.5

0

0

2

20

00

0 .0

0

0

3

17.6

1

16.7

47

18.5

47

87

計 20

100

28

100

14

100

33

100

26

100

27

100

19

100

24

100

3

100

10

100

12

100

2

100

13

100

17

100

6

100

254

100

254

470.4

充足レベル 一50 一11 一29 3 一12 一4 5 29 0 20 一25 0 一38 6 0 一7

精密機械器具製造業 回答社数 11 8

72.7

3

27.3

4

36.4

8

72.7

3

27.3

6

54.5

3

27.3

7

63.6

1

9.1

5

45.5

0

0

0

0

5

45.5

2

18.2

0

0

55

33.3

55

500

非常に不足 6

75

1

33.3

2

50

1
-12.5

2

66.7

2

33.3

0

0

0

0

1

100

0

0

0

0

0

0

1

20

1

50

0

0

17

30.9

17

154.5

やや不足 2

25

2

66.7

2

50

4

50

1

33.3

4

66.7

2

66.7

4

57.1

0

0

4

80

0

0

0

0

4

80

0

0

0

0

29

52.7

29

263.6

ほぼ充足 0

0

0

0

0

0

3

37.5

0

0

0

0

1

33.3

3

42.9

0

0

1

20

0

0

0

0

0

0

1

50

0

0

9

16.4

9

81.8

計 8

100

3

100

4

100

8

100

3

100

6

100

3

100

7

100

1

100

5

100

0

0

0

0

5

100

2

100

0

0

55

100

55

500

充足レベル 一75 一33 一50 25 一67 一33 33 43 一100 20, 0 0 一20 0 0 一15

その他の製造業

P

回答社数 74 31

41.9

29

39.2

22

29.7

43

58.1

32

43.2

31

4L9

21

28.4

33

44.6

9

12.2

17

.23

13

17.6

2

2.7

18

24.3

14

18.9

18

24.3

333

30

333

450

非常に不足 12

38.7

10

34.5

8

36.4

11

25.6

8

25

10

32.3

3

14.3

・2

6.1

6

66.7

2

11.8

1

7.7

1

50

8

44.4

4

28.6

3

16.7

89

26.7

89

120.3

やや不足 14

45.2

15

51.7

12

54.5

21

48.8

17

53.1

12

38.7

13

61.9

17

5L5

3

33.3

,12

70.6

11

84.6

0

0

7

38.9

9

64.3

12

66.7

175

52.6

175

236.5

ほぼ充足 5

16.1

4

13.8

2

『9
.1

11

25.6

7

2L9

9

29

5

23.8

14

42.4

0

0

3

17.6

1

7.7

1

50

3

16.7

1

7.1

3

16.7

69

20.7

69

93.2

計 31

100

29

100

22

100

43

100

32

100

31

100

21

100

33

100

9

100

17

100

13

100

2『

100

18

100

14

100

18

100

333

100

333

450

充足レベル 一23 一21 一27 0 一3 一3 10 36 一67 6 0 0 一28 一21 0 一6

農林漁業洞 協同組合,

鉱業

回答社数 39 16

41

18

46.2

7

179

21

53.8

14

35.9

14

35.9

14

35.9

20

51.3

4

10.3

8

20.5

6

15.4

3

7.7

9

23.1

17

43.6

3

7.7

174

29.7

174

446.2

非常に不足 6

37.5

7

38.9

1

14.3

5

23.8

4

28.6

8

57.1

4

28.6

2

10

3

75

0

0

2、

33.3

1

33.3

4

44.4

4

23.5

1

33.3

52

29.9

52

133.3

やや不足 6

37.5

8

44.4

6

85.7

9

42.9

7

50

5

35.7

5

35.7

10

50

1

25

4

50

4

66.7

2

66.7

4

44.4

11

64.7

2

66.7

84

48.3

84

215.4

ほぼ充足 4

25

3

16.7

0

0

7

33.3

3

21.4

1

7.1

5

35.7

8

40

0

0

4

50

0

0

0

0

1

11.1

2

11.8

0

0

38

21.8

38

97.4

計 16

100

18

100

7

100

21

100

14

100

14

100

14

100

20

100

4

・100
8

100

6

100

3

100

9

100

17

100

3

100

174

100

174

446.2

充足レベル 一13 一22 一14 10 一7 一50 7 30 一75 50 一33 一33 一33 一12 一33 一8

'



一

宗

ω
ー

(回答 社数欄の下段は選択した∠峯スキル項 目の実回答社数に対する割合:%,充 足状況下段のの%は' 賛成比)

スキル項目

業 種

実

回

答
社

数

分ンン情

析グサ報
/ル 技

業テ術
務 イコ

リ情
テ報
イセ

技 キ
術 ユ

トプ
管ロ

理ジ

;

計 シ
・ス

開 テ

発 ム

設

築 ス デ

設1

計 タ
.べ

構1

発 クネ

設 ツ

計 ト
・ワ

開1

ン プ

グ ロ

グ

ラ

ミ

用シ
ス

テ
ム

運

査シ
ス

テ
ム

監

産シ

管ス
理テ
ム

資

品

質
管

理

制 コ

作 ン

テ

ン

ツ

W

:
関
連

導 教
・音

訓 ・

練 指

力先顧
と客
の'

交 発
渉注

合'計

延

社べ

数回
答

建設業 回答社数 56 18

32.1

25

44.6

16

28.6

26

46.4

22

39.3

24

42.9

13

23.2

36

64.3

8

14.3

16

28.6

7

12.5

5

89

16

28.6

17

30.4

7

12.5

256

30.5

256

457.1

非常に不足 7

38.9

13

52

4

25

3

11.5

7

3L8

6

25

2

15.4

6

16.7

3

37.5

2

12.5

2

28.6

3

60

5

31.3

7

4L2

0

・0

70

27.3

70

125

やや不足 10

55.6

12

48

7

43.8

12

46.2

9

40.9

15

62.5

3

23.1

12

33.3

3

37.5

5

3L3

3

42.9

1

20

7

43.8

9 .

52.9

6

85.7

114

44.5

114

203.6

ほぼ充足 1

5.6

0

0

5

3L3

Il

42.3

6

27.3

3

12.5

8

61.5

18

5σ

2

25

9

56.3

2

28.6

1

20

4

25

1

5.9

1

14.3

72

28.1

72

128.6

計 18

100

25

100

16

100

26

100

22

100

24

100

13

100

36

100

8

100

・16

100

7

100

5

100

16

100

17

100

7

100

256

100

256

457.1

充足レベル 一33 一52 6 31 一5 マ13 46 33 一13 44 0 一40
F -6 一35 14 1

新 聞 ・出版 業 回答社数 13 6

46.2

3

23.1

5

38.5

6

46.2

3

23.1

4

30.8

3

23.1

10

76.9

0

0

2

15.4

1

7.7

1

7.7

6

462

3

23.1

3

23.1

56

28.7

56

430.8

非常に不足 3

50

1

33.3

0

0

3

50

1

33.3

2

50

1

33.3

2

20

0

0

0

0

0

0

0

0

2

33.3

2

66.7

1

33.3

18

32.1

18

138.5

やや不足 3

50

2

66.7

4

80

1

16.7

2

66.7

2

50

1

33.3

5

50

0

0

1

50

1

100

1

・100

2

333

1

33.3

1

33.3

27

48.2

27

207.7

ほぼ充足 0

0

0

0

1

20

2

33.3

0

0

0

0

1

33.3

3

30

0

0

1
5b

0

0

0

0

2

33.3

0

0

1

33.3

11

19.6

11

84.6

計 6

100

3

100

5

100

6

100

3

100

4

100

3

100

10

100

0

0

2

100

1

100

1

100

6

100

3

100

3

100

56

100

56

430.8

充足レベル
一50 一33 20 一17 一33 一50 0 10 0 50 0 0 0 一67 0 一13

電気 ・ガ ス ・熱 供給 ・

水道 業

回答社数 13 4

30.8

6

46.2

6

46.2

5

38.5

0

0

4

30.8

3

23」

6

46.2

1

7.7

4

30.8

3

23.1

2

15.4

5

38.5

3

23.1

3

23.1

55

28.2

55

423.1

非常に不足 0

0

2

33.3

3.

50

1

20

0

0

0

0

0

0

0'

0

1

100

2

50

1

33.3

1

50

1

20

3

100

1

33.3

16

29.1

16

123.1

やや不足 4

100

1

16.7

1

16.7

2

40

0

0

3

75

,1

33.3

3

50

0

0

0

0

1

33.3

1

50

4

80

0

0

0

0

21

38.2

21

16L5

ほぼ充足 0

0

3

50

2

33.3

2

40

0

0

1

25

2

66.7

3

50

0

0

2

50

日

33.3

0

0

0

0

0

0

2

66.7

18'

32.7

18

138.5

計 4

100

6

100

6

100

5

100

0

0

4

100

3

100

6

100

1,

100

4

100

3
』100

2

100

5

100

3

ユ00

3

100

55

100

55

423.1

充足レベル 0 17 一17 20 0 25 67 50 一100 0 0 一50 一20 一100 33 4

運輸業, 回答社数 50 20

40

21

42

13

26

25

50

10

20

12

24

22

44

27

54

6

12

9

18

8

16

7

14

20

40

14

28

16

32・

230

30.7

230

460

非常に不足 3

15

7

33.3

5

38.5

5

20

4

40

4

33.3

2

9.1

2

7.4

5

83.3

1

11ユ

4

50

4

57.1

7

35

5

35.7

5

31.3

63

27.4

63

126

やや不足 12

60

11

52.4

5

38.5

11

44

2

20

5

41.7

15

68.2

14

51.9

1

16.7

6

66.7

4

50

3

42.9

11

55

8

57.1

8

50

116

50.4

116

232

ほぼ充足 5

,25

3

14.3

3

23」

9

36

4

40

3

25

5

22.7

11

40.7

0

0

2

22.2

・0

0

0

0

2

10

1

7.1

3

18.8

51

22.2

51

102

計 20

100

21

100

13

100

25

100

10

100

12

100

22

100

27

100

6

100

9

100

8

100

7

100

20

100

14

100

16

100

230

100

230

460

充足レベル 10 一19 一15 16 0 二8 14 33 一83 11 一50 一57 一25 一29 一13 一5

、

-



一

品

《
ー

(回答 社数欄の下段は選択した∠与スキル項 目の実回答社数に対する割合:%,充 足状況下段のの%は' 構成比)
スキル項 目

業 種

実
回
答
社
数

分 ンン情

析 グサ報
/ル 技

業テ術

務 イコ

リ情
テ報

イセ

技 キ

術 ユ

トプ

管 ロ

理 ジ

;

計 シ
・ス

開 テ

発 ム

設

築 ス デ

設1
'計 タ

・べ

構1

発 ク ネ

設 ツ

計 ト
・ワ

開[

ン プ

グ ロ

グ

ラ

ミ

用 シ
ス

テ
ム

運

査シ
ス

テ
ム

監

産シ

管ス
理 テ
ム

資

品

質

管
理

制 コ

作 ン

テ

ン

ツ

W

ζ
関

連

導 教
・育

訓 ・

練 指

力先願
と客

の'

交発

渉注

合
計

延
社べ

数回

答

映像 ・音声情報製作 ・

放送業,通 信業

回答社数 15 4

26.7

'10

66.7

5

33.3

5

33.3

4

26.7

6

40

1

6.7

10

66.7

0

0

4

26.7

0

0

3

20

7

46.7

2

13.3

6

40

67

29.8

67

446.7

非常に不足 1

25

0

0

0

0

0

0

2

50

1

16.7

0

0

2

20

0

0

1

25

0

0

1

33.3

1

14.3

2

100

2

33.3

13

19.4

13

86.7

やや不足 1

25

7

70

3

60

2

40

1

25

2

33.3

1

100

5

50

0

0

2

50

0

0

2

66.7

4

57.1

0

0

0

0

30

44.8

30

200

ほぼ充足 2

50

3

30

2

40

3

60

1

25

3

50

0

0

3

30

0

0

1
-25

0

0

0

0

2

28.6

0

0

4

66.7

24

35.8

24

160

計 4

100

10

100

5

100

5

100

4

100

6

100

1

100

10

100

0

0

4

100

0

0

3

100

7

100

2

100

6

100

67

100

67

446.7

充足レベル 25 30 40 60 一25 33 0 10 0 0 0 一33 14 一100 33 16

卸売業 回答社数 162 47

29

56

34.6

40

24.7

83

5L2

62

38.3

66

40.7

41

25.3

86

53.1

24

14.8

33

20.4

23

14.2

14

8.6

49

30.2

57

35.2

41

25.3

722

29.7

722

445.7

非常に不足 14

29.8

」7

30.4

9

22.5

17

20.5

16

25.8

10

15.2

7

17.1

7

8.1

12

50

9

27.3

3

13

9

64.3

16

32.7

14

24.6

11

26.8

171

23.7

171

105.6

やや不足 28

59.6

29

5L8

22

55

34

41

32

51.6

41

62.1

12

29.3

36

4L9

6

25

15

45.5

15

65.2

5

35.7

21

42.9

35

61.4

16

39

347

48.1

347

214.2

ほぼ充足 5
'

10.6

10

179

9

22.5

32

38.6

14

22.6

15

22.7

22

53.7

43

50

6

25

9

27.3

5

2L7

0

0

12

24.5

8

14

14

34.1

204

28.3

204

125.9

計 47

100
'

56

100

40

100

83

100

62

100

'66

100

41

100

86

100

24

100

33

100

23

100

14

100

49

100

57

100

『41

100

722

100

722

445.7

充足レベル 一19 一13 0 18 一3 8 37 42 一25 0 9 一64 一8 一11 7 5

小売業,飲 食店 回答社数 143 58

40.6

44

30.8

43

30.1

58

40.6

58

4δ.6

59

4L3

43

30.1

87

60.8

17

1L9

15

10.5

.20

14

15

10.5

42

29.4

58

40.6

36

25.2

『653

30.4

653

456.6

非常に不足 21

36.2

18

40.9

10

23.3

12

20.7

20

34.5

23

39

11

25.6

8

9.2

4

23.5

5

33.3

2

10

5

33.3

16

38.1

25

43.1

7

19.4

187

28.6

187

130.8

やや不足 27

46.6

21

47.7

24

55.8

31

53.4

25

43ユ

21
'35 .6

24

55.8

41

・47 .1

12

70.6

6

40

15

75

7

46.7

19

452

24

41.4

20

55.6

317

48.5

317

221.7

ほぼ充足 10

17.2

5

11.4

9

20.9

15

259

13

22.4

15

25.4

8

18.6

38

43.7

1

5.9

4

26.7

3

15

3

20

7

16.7

9

15.5

9

25

149

22.8

149

104.2

計 58

100

44

100

43

100

58

100

58

100

59

100

43

100

87

100

17

100

15

100

20

100

15

100

42

100

58

100

36

100

653

100

653

456.6

充足レベル 一19 一30 一2 5 一12 一14 一7 34 一18 一7 5 一13 一21 一28 6 一6

金融 ・保険業

、

回答社数 69 24

34.8

40

58

22

31.9

,39

56.5

24

34.8

26

37.7

24

34.8

34

49.3

12

17.4

7

10.1

10

14.5

3

4.3

13

18.8

20

29

17

24.6

315

30.4

315

456.5

非常に不足 6

25

15

37.5

4
『18
.2

1

2.6

3

12.5

9

34.6

0

0

2

5.9

6

50

3

42.9

0

0

1

333

3

23.1

4
/

20

2

11.8

59

18.7

59

85.5

やや不足 14

58.3

21

52.5

16

.72.7

22

56.4

12

50

12

46.2

9

37.5

10

29.4

5

41.7

3

42.9

7

70

1

33.3

7

53.8

15

75

9

52.9

163

51.7

163

236.2

ほぼ充足 4

16.7

4

10

2

9.1

16

41

9

37.5

5

19.2

15

62.5

22

64.7

1

83

1

14.3

3

30

1

33.3

3

23.1

1

5

6

35.3

93

29.5

93

134.8

計 24

100

40

100

22

100

39

100

24

100

26

100

24

100

34

100

12

100

7

100

10

100

'3

100

13

100

20

100

17

100

315

100

315

456.5

充足レベル 一8 一27 一9 38 25 一15 63 59 一42 一29 30 0 0 一15 24 11

ノ



1

区
σ1

1

●

(回答社数欄の下段は選択した∠答スキル項 目の実回答社数に対する割合:%,充 足 状況下段のの%は 構成比)
スキル項目

業 種

実
回
答
社
数

分ンン情

析グサ報
/ル 技

業テ術

務 イコ

リ情
テ報
イセ

技 キ

術 ユ

トプ

管 ロ
理ジ

;

計 シ
・ス

開 テ

発 ム

設

築 ス デ

設1

計 タ
・べ

構1

発 ク ネ

設 ツ

計 ト
・ワ

開1

ン プ

グ ロ

グ

ラ

ミ

用シ
ス

テ

ム

運

査 シ

ス

テ

ム

監,

産 シ

管 ス

理テ
ム

資

品

質
管

理

制 コ

作 ン

テ

ン

ツ

W

:
関

連

導 教
・音

訓 ・

練 指

力先願

と客
の'

交 発

渉注

合

計

延
社べ

数回

答

情報サービス業 回答社数 118 51

43.2

52

44.1

48

40.7

71

60.2

48

40.7

57

48.3

34

28.8

47

39.8

14

1L9

14

1L9

34

28.8

17

14.4

38

32.2

16

13.6

23

19.5

564

3L9

564

478

非常に不足 8

15.7

8

15.4

11

22.9

7

9.9

4

8.3

11

193

1

2.9

1

2.1

4

28.6

1

7ユ

3

8.8

5

29.4

5

13.2

2

12.5

7

30.4

78

13.8

78

66.1

やや不足 31

60.8

28

53.8

25

52.1

27

38

19

39.6

27

47.4

10

29.4

14

29.8

8

57.1

9

643

19

55.9

7

41.2

20

52.6

11

68:8

11

47.8

'266

47.2

266

225.4

ほぼ充足 12

.23.5

16

30.8

12

25

37

52.1

25

52.1

19

33.3

23

67.6

32

68.1

2

143

4

28.6

12

35.3

5

29.4

13

34.2

3

18.8

5

21.7

220

39

220

186.4

計 51

100

52

100

48

100

71

100

48

100

57

100

34

100

47

100

14

100

14

100

34

100

17

100

38

100

16

100

23

100

564

100

564

478

充足レベル 8 15 2 42 44 14 65 66 一14 21 26 0 21 6 一9 25

医 療業(国 ・公 立除 く) 回答社数 8 4

50

5

62.5

2

25

5

62.5

2

25

1

12.5

3

37.5

1

12.5

1

12.5

0

0

1

12.5

3

37.5

1

12.5

2

25

1

12.5

32

26.7

32

400

非常に不足 1

25

4

80

1

50

3

60

1

・50

1

100

1

333,

0

0

1

100

0

0

0

0

3

100

1

100

1

50

1

100

19

59.4

19

237.5

やや不足 2

50

1

20

0

0

1

20

0

0

0

0

2

66.7

1

100

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

7

2L9

7

87.5

ほぼ充足
'1

25

0

0

1

50

1

20

1

50

0

0

0

0

0・

0

0

0

0

0

1

100

0

0

0

0

1

50

0

0

6

18.8

6

75

計 4

100

5

100

2

100

5

100

2

100

1

100

3

100

1

100

1
'100

0

0

1

100

3
'100

1

100

2

100

1

100

32

100

32
'400

充足レベル 0 一80 0 一40 0 一100 一33 0 一100 0 100 一100 一100 0 一100 一41

教育 ・学術研究機関

(国 ・公立除く)

回答社数 48 13

27.1

31

64.6

10

20.8

14

29.2

11

22.9

15

3L3

6

12.5

35

72.9

4

8.3

6

12.5

7

14.6

13

27.1

22

45.8

23

47.9

7

14.6

217

30.1

217

452.1

非常に不足 4

30.8

5

16.1

5

50

5

35.7

6

54.5

2

13.3

3

50

8

22.9

2

50

2

33.3

4

57.1

3

23.1

5

22.7

5

21.7

1

14.3

60

27.6

60
F

l25

やや不足 6

46.2

20

64.5

4

40

4

28.6

3

27.3

9

60

2

33.3

12

34.3

0

0

2

33.3

2

28.6

5

38.5

10

45.5

11

47.8

2

28.6

92

42.4

92

191.7
ほぼ充足 3

23.1

6

19.4

1

10

5

35.7

2

18.2

4

26.7

1

16.7

15

42.9

2

50

2

33.3

1

14.3

.5

38.5

7

31.8

7

30.4

4

57.1

65

30

65

135.4

計 13

100

31

100

10

100

14

100

11

100

15

100

6

100

35

100

4

100

6

100

7

100

13

100

22

100

23

100

7

100

217

100

217

452.1

充足レベル 一8 3 一40 0 一36 13 一33 20 0 0 一43 15 9 9 43 2
その他の非製造業 回答社数 79 24

30.4

29

36.7

9

1L4

35

44.3

32

40.5

23

29.1

15

19

43

54.4

8

10.1

16

20.3

14

17.7

12

15.2

28

35.4

36

45.6

9

1L4

333

28.1

333

421.5

非常に不足 10

41.7

10

34.5

0

0

8

22.9

8

25・

4

17.4

2

13.3

6

14

6

75

2

12.5

6

42.9

6

50

10

35.7

14

38.9

1

11.1

93

27.9

93

U7.7

やや不足 12

50

15

51.7

7

77.8

17

48.6

14

43.8

13

56.5

7

46.7

12

27.9

2

25

7

43.8

5

35.7

6

50

12

42.9

12

333

5

55.6

146

43.8

146

184.8

ほぼ充足 2

8.3

4

13.8

2

22.2

10

28.6

10

31.3

6

26.1

6

40

25

58.1

0

0

7

43.8

3

2L4

0

0

6

21.4

10

27.8

3

33.3

94

28.2

94

119

計 24

100

29

100

9

100

35

100

32

100

23

100

15

100

43

100

8

100

16

100

14

100

12'
ioo

28

100

36

100

9

100

333

100

333

42L5

充足レベル 一33 一21 22 6 6 9 27 44 一75 31 一21 一50 一14 一11 22 0
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(回答社数欄の下段は選択した各スキル項目の実回答社数に対する割合:%,充 足状況下段のの%は 構成比)
スキル項 目

業 種

実
回
答
社
数

分 ンン情

析 グサ報
/ル 枝

葉テ術

務 イコ『

リ情
テ報

イセ

技キ

術 ユ

トプ

管ロ
理 ジ

;

計 シ
・ス

開 テ

発 ム

設

築 ス デ

設1

計 タ
.べ

構1

発 ク ネ

設 ツ

計 ト
・ワ

開1

ン プ

グ ロ

グ

ラ

ミ

用シ
ス

テ
ム

運

査シ
ス

テ
ム

監

産シ

管ス
理テ
ム

資

品

質
管

理

制 コ

作 ン

テ

ン

ツ

W

言
関
連

導 教
・音

訓 ・

練 指

力先顧

と客
の'

交発

渉注

合
計

延
社べ

数回

答

政府 回答社数 5 2

40

4

80

1

20

3

60

2

40

3

60

1

20

4

80

0

0

2

40

1

20

0

0

0

0

2

40

0

0

25

33.3

25

500

非常に不足 2

100

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

50

1

100

0

0

0

0

0

0

0

0

4

16

4

80

やや不足 0

0

2

50

1

100

1

33.3

1

50

0

0

0

0

2

50

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

50

0

0

8

32

8

160

ほぼ充足 0

0

2

50

0

0

2

66.7

1

50

3

100

1

100

2

50

0

0

1

50

0

0

0'

0

0

0

1

50

0

0

13

52

13

260

計 2

100

4

100

1

100

3

100

2

100

3

100

1

100

4

100

0

0

2

100

1

100

0

0

0

0

2

100

0

0

25

100

25

500

充足レベル 一100 50 0 67 50 100 100 50 0 0 一100 0 0 50 0 36

地方公共団体 回答社数 133 31

23.3

90

67.7

30

22.6

41

30.8

28

2L1

47

35.3

31

23.3

86

64.7

14

10.5

27

20.3

10

7.5

'34

25.6

52

39.1

57

42.9

22

16.5

600

30.1

600

45U

非常に不足 12

38.7

28

3U

3

10

11

26.8

10

35.7

19

40.4

2

6.5

15

17.4

6

42.9

5

18.5

2

20

14

41.2

21

40.4

12

2Ll

4

18.2

164

27.3

164

123.3

やや不足 17

54.8

47

52.2

20

66.7

17

4L5

11

39.3

22

46.8

10

32.3

30

34.9

8

57.1

9

33.3

4

40

14

41.2

23

44.2

38

66.7

12

54.5

282

47

282

212

ほぼ充足 2

6.5

15

16.7

7

23.3

13

31.7

7

25

6

12.8

19

61.3

41

47.7

0

0

13

48.1

4

40

6

17.6

8

15.4

7

12.3

6

27.3

154

25.7

154

115.8

計 31

100

90

100

30

100

41

100

28

100

47

100

31

100

86

100

.14

100

27

100

10

100

34

100

52

100

57

100

22

100

600

100

600

451.1

充足レベル 一32 一14 13 5 一11 一28 55, 30 呼3 30 20 一24 一25 一9 9 一2

∫

e



第16表 情報 システム業務の担 当状況(業 種別)

(上段:社数,下 段は選択した各業務項目の実回答社数に対する割合%)
担当業務項目 実 経営戦略 社内全体 基幹シス 個別業務 エンド アウトソー 情報シス その他 延 レ業

回 のための の業務シ テムの 開 の情報シ ユーザ に シング先 テム資産 べ べ務

答 情報シス ステム計 発,運 ステムの 対するサ の管理, の管理 数回 ル担

社 テムの計 画,立 案 用,管 理 開発,運 ポー ト 折衝 答 当

業 種 数 画,立 案 用,管 理 社
製造業計 平成12年 度 449 193 310 366 325 320 188 309 1 2012 0.56

% 43 69 8L5 72.4 71.3 419 68.8 0.2 448.1

平成13年 度 469 224 345 374 345 333 211 343 2 2177 0.58

% 47.8 73.6 79.7 73.6 71 45 73ユ 0.4 464.2

平成14年 度 475 263 350 370 330 326 217 346 3 2205 0.58

% 55.4 73.7 77.9 69.5 68.6 45.7 72.8 0.6 464.2

計 492 680 .1005 1110 1000 979 616 998 6 6394 0.57

% 138.2 204.3 225.6 2033 199 125.2 202.8 1.2 1299.6

非製造業計 平成12年 度 725 306 450 559 507 505 303 479 15 3124 0.54

% 4212「 62.1 77.1 69.9 69.7 4118 66.1 2.1 430.9

平成13年 度 761 343 489 584 542 528 346 520 16 3368 0.55

% 45.1 64.3 76.7 7L2 69.4 45.5 68.3 2.1 442.6

平成14年 度 747 385 491 553 '521 513 355 525 17 3360 0.56

% 51.5 65.7 74 69.7 68.7 47.5 70.3 2.3 449.8

計 787 1034 1430 1696 1570 1546 1004 1524 48 9852 0.55

% 13L4 181.7 2155 199.5 196.4 127.6 193.6 6.1 125L8

公務計 平成12年 度 145 64 93 129 75 107 96 118 1 683 0.59

% 44.1 64.1 89 51.7 73.8 66.2 81.4 0.7 471

平成13年 度 148 82 101 131 75 109 102 122 1 723 0.61

% 55.4 68.2 88.5 50.7 73.6 68.9 82.4 0.7 488.5

平成14年 度 142 81 104 127 79・ 109 106 119 1 726 0.64

% 57 73.2 89.4 55.6 76.8 74.6 83.8 0.7 511.3

計 149 227 298 387 229 325 304 359 3 2132 0.61

% 1523
'200

2597 153.7 218.1 204 2409 2 1430.9

公務を除く全産業計 平成12年 度 1174 499 760 925 832 825 491 788 16 5136 0.55
Fl

% 42.5 64.7 78.8 709 70.3 41.8 67.1 1.4 437.5

平成13年 度 1230 567 834 958 887 861 557 863 18 5545 0.56
'% 46.1 67.8 77.9 72.1 70 45.3 70.2 1.5 450.8

平成14年 度 1222 648 841 923 851 839 572 871 20 5565 0.57

% 53 68.8 75.5 69.6 68.7 46.8 713 1.6 455.4

計 1279 1714 2435 2806 2570 2525 1620 2522 54 16246 α56

% 134 190.4 219.4 200.9 197.4 126.7 197.2 4.2 1270.2 メ

全産業計 平成12年 度 1319 563 853 1054 907
'932

587 906 17 5819 0.55

% 42.7 64.7 79.9 68.8 70.7 44.5 68.7 L3 441.2

平成13年度 1378 649 935 1089 962 970 659 985 19 6268 0.57

% 47.1 67.9 79 69.8 70.4 47.8 71.5 L4 454.9

平成14年度 1364 729 945 1050 930 948 678 990 一21 6291 0.58

% 53.4 69.3 77 68.2 69.5 49.7 72.6 L5 46L2

計 1428 1941 2733 3193 2799 2850 1924 2881 57 18378 0.57

%・ 1359 19L4 223.6 196 199.6 134.7 201.8 4 1287

食料 品製 造業,飲 料 ・平成12年度 53 29 44 45 40 35 24 .35 0 252 0.59

たばこ・飼料製造業 % 54.7 83 84.9 75.5 66 45.3 66 0 475.5

平成13年度 58 31 48 43 46 39 30 40 0 277 0.6
、 % 53.4 82.8 74.1 793 67.2 51.7 69 0 477.6

平成14年度 61 35 45 46 41 42 32 40 0 281 0.58

% 57.4 73.8 75.4 67.2 689 52.5 65.6 0 460.7

計 63 95 137 134 127 116 86 115 0 810 0.59

% 150.8 217.5 212.7 201.6 184.1 136.5 182.5 0 1285.7

繊維工業 平成12年度 19 9 11 16 17 12 6 11 0 82 0.54

% 47.4 57.9 84.2 89.5 63.2 3L6 57.9 0 431.6

平成13年 度 18 9 12 14 16 14 10 13 1 89 0.62
' '%

50 66.7 77.8 88.9 77.8 55.6 72.2 5.6 494.4

平成14年 度 19 12 15 15 16 13 11 14 1 97 0.64

% 63.2 78.9 78.9 84.2 68.4 57.9 73.7 5.3 510.5

計 19 30 38 45 49 39 27 38 2 268 0.6

% 157.9 200 236.8 257.9 205.3 142.1 200 10.5 1410.5

パ ル プ ・紙 ・紙 加工 品 平成12年 度 2 0 2 2 1 2 1 2 0 10 0.63

製造業 % 0 100 100 50 100 50 100 0 500

平成13年 度 2 1 2 2 1 2 1 2 0 11 0.69

% 50 100 100 50 100 50 100 0 550

平成14年 度 2 1 2 2 1 2 1 2 0 11 0.69

% 50 100 100
'50

100 50 100 0 550

計 2 2 6 6 3 6 3 6 0 32 0.67

% 100 300 300 150 300 150 300 0 1600

化学工業
! 平成12年 度 46 25 33 42 33 34 27 33 0 227 0.62

% 54.3 71.7 913 71.7 73.9 58.7 7L7 0 493.5

平成13年 度 47 26 35 40 31 36 30 35 0 233 0.62

% 55.3 74.5 85.1 66 76.6 63.8 74.5 0 495.7

平成14年 度 48 31 34 38 30 32 27 35 0 227 0.59

% 64.6 70.8 79.2 62.5 66.7 56.3 72.9 0 .472.9

計 48 82 102 120 94 102 84 103 0 687 0.61

% 170.8 212.5 250 195.8 212.5 175 .214.6 0 1431ほ
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担当業務項目

業 種

実

回
答

社
数

経営戦略
のための

情報シス
テムの計
画,立 案

社内全体

の業務シ
ステム計

画,立 案

基 幹シス

テムの開

発,運

用,管 理

個別業務
の情報シ
ステムの

開発,運
用,管 理

エンド

ユーザ に

対 す るサ

ポー ト

アウトソー

シング先

の管 理,

折衝

情報シス
テム資産
の管理

その他 延
べ

数回
答

社

レ業
べ務

ル担

当

石 油 ・石 炭 ・プラス チ

ック製 品 製造 業

、

平成12年 度

%

11 4

36.4

7

63.6

7

63.6

8

72.7

7

63.6

6

54.5

8

72.7

0

0

47

427.3

0.53

平成13年 度
%

12 7

58.3

7

58.3

9

75

7

58.3

7

58.3

5

4L7

8

66.7

0

0

50

416.7

0.52

平成14年 度
%

13 8

61.5

9

69.2

10

76.9

8

61.5

7

53.8

7

53.8

9

69.2

0

0

58

446.2

0.56

計

%

13 19

146.2

23

176.9

26

200

23

176.9

21

161.5

18

138.5

25

192.3

0

0

155

1192.3

0.54

窯業 ・土石製品製造業 平成12年 度
%

13 4

30.8

9

69.2

互0

769

8

61.5

7

53.8

6

46.2

6

46.2

0

0

50

384.6

0.48

平成13年 度

%

12 5

41.7

10

83.3

11

91.7

9

75

6

50

7

58.3

7

58.3

0

0

55

458.3

0.57

平成14年 度

%

12 5

4L7

8

66.7

10

83.3

9

75

6

50

6

50

8

667

0

0

52

433.3

0.54

計

%

13 14

107.7

27

207.7

31

238.5

26

200

19.

146.2

19

146.2

21

16L5

0

0

157

・1207 .7

0.53

鉄鋼業 平成12年 度

%

12 4

・33
.3

8

66.7

10

83.3

9

75

8

66.7

6

50

11

9L7

0

0

56

466.7

0.58

平成13年 度
・%

11 5

45.5

8

72.7

9

81.8

9

81.8

8

72.7

6

54.5

11

100

0

0

56

509.1

0.64

平成14年度

%

12 6

50

9

75

8

66.7

9

75

8

66.7

6

50

11

9L7

0

0

57

475

0.59

計
%

12 15

125

25

208.3

27

225

27

225

24

、200

18

150

33

275

0

0

169

1408.3

0.6

非鉄金属製品 ・金属
製品製造業

.

平成12年 度
%

38 15

39.5

25
-65 .8

24

63.2

22

57.9

21

55.3

13

34.2

24

63.2

1

2.6

145

38L6

0.48

平成13年 度

%

40 18

45

28

70

29

72.5

27

67.5

24

60

13

32.5

28

70

1

2.5

168

420

0.53

平成14年 度
%

40 22

55

31

77.5

31

77.5

29

72.5

26

65

15

37.5

29

72.5

1

2.5

184

460

0.58

計
%

43 55

127.9

84

195.3
.84
195.3

78

18L4

71

165ユ

41

95.3

81

188.4

3

7

497

1155.8

0.53

一般機械器具製造業
平成12年 度
%

43 16'

37.2

32

-74.4

35

8L4

30

69.8

33

76.7

16

37.2

30

69.8

0

0

192

446.5

0.56

「

平成13年 度
%

44 18

40.9

33

75

34

77.3

29

659

33

75

14

31.8

31

70.5

0

0

192

436.4

0.55

平成14年 度
%

43 19

44.2

34

79.1

32

74.4

29

67.4

33

76.7

17

39.5

33

76.7

0

0

197

458.1

0.57

計
%

47 53

112.8

99

210.6

101

214.9

88

187.2

99

210.6

47

100

94

200

0

0

581

1236.2

0.56

電気機械器具製造業 平成12年 度

%

38 16

42.1

23

60.5

33

86.8

28

73.7

24

63.2

12

3L6

22

57.9

0

0

158

415.8

0.52

平成13年 度

%

41 21

51.2

31

75.6

34

829

28

68.3

26

63.4

13

3L7

27

659

0

0

180

439

0.55

平成14年度
%

37 23

62.2

24

64.9

29

78.4

25

67.6

23

62.2

12

32.4

25

67.6

1

2.7

162

437.8

0.55

計
%

41 60

146.3

78

190.2

96

234.1

'81

197.6

73

178

37

902

74

180.5

1

2.4

500

1219.5

0.54

情報通信機械器具
製造業

平成12年度

%

53 24

45.3

37

69.8

44

83

35

66

43

8L1

21

39.6

38

7L7

0

0

242

456.6

0.57

平成!3年度

%

55 29

52.7

37

67.3

45

8L8

40

727

43

78.2

24

43.6

41

74.5

0

0

259

ち70.9

0.59

平成14年度

%

54 35

64.8

41

75.9

43

79.6

36

66.7

41

75.9

24

44.4

43

79.6

0

0

263

487

0.61

計
%

55 88

160

115

209.1

132

240

111

201.8

127

230.9

69

125.5

122

221.8

0

0

764

1389.1

G.59

輸送用機械器具製造業 平成12年 度

%

46 19

413

35

76.1

38

82.6

40

87

38

82.6

21

45.7

36

78.3

0

0

227

493.5

0.62

平成13年 度
%

48 19

39.6

38

79.2

39

81.3

42

87.5

38'

79.2

21

43.8

39

8L3

0

0

236

49L7

0.61

平成14年 度
%

50 24

48

38

76

37

74

40

80

36

72

22

44

38

76

0

0

235

470

0.59

計
%

52 62

119.2

111

213.5

114

219.2

122

234.6

112

215.4

64

123.1

113

2173

0

0

698

1342.3

0.61

一精密機械器質製礫
平成12年 度
%

10 5

50

5

50

9

90

6

60

8

80

5

50

8

80

0

0

46

460

0.58

平成13年 度

%

11 4

36.4

'7

63.6

9

81.8

6

54.5

10

909

6

54.5

10

90.9

0

0

52

472.7

0.59

平成14年度
%

11 5

45.5

8

72.7

8

72.7

6

54.5

8

72.7

8

72.7

8

72.7

0

0

51

463.6

0.58

計

%

U 14

1273

20

181.8

26

236.4

18

163.6

26

236.4

19

172.7

26

236.4

0

0

149

1354.5

0.58
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担当業務項目

業 種

実
回
答

社

数

経営戦略
のための

情報シス
テムの計
画,立 案

社内全体
の業務シ
ステム計

画,立 案

基 幹シス

テムの開

発,運

用,管 理

個 別 業務

の 情報シ

ステムの

開 発,運

用,管 理

エンド

ユー ザ に

対 するサ

ポー ト

アウトソー

シング先

の 管理,

折 衝

情報シス
テム資産
の管理

その他
芸
数回

答
社

レ業
べ務

ル担

当

その他の製造業 平成12年 度
%

65 23

35.4

39

60

51

78.5

48

73.8

48

73.8

24

36.9

45

69.2

0

0

278

427.7

0.53

平成13年 度

%

70 31

44.3

49

70

56

80

54

77.1

47

67.1

31

44.3

51

72.9

0

0

319

455.7

0.57

平成14年 度
%

73 37

50.7

52

71.2

61

83.6

51

69.9

49

67.1

29

39.7

51

69.9

0

0

330

452ユ

0.57

計

%

73 91

124.7

140

191.8

168

230.1

153

209.6

144

197.3

84

115.1

147

201.4

0

0

927

1269.9

'056

農林漁業・同協同組合,

鉱業
平成12年 度
%

29 10

34.5

14

48.3

18

62.1

21

72.4

18

62.1

9

31

18

62.1

1

3.4

109

375.9

0.47

平成13年 度
%

31 10

32.3

11

35.5

17

54.8

21

67.7

16

51.6

9

29

17

54.8

1

3.2

102

329

0.41

平成14年 度

%

31 14

45.2

11

35.5

17

54.8

17

54.8

18

58.1

10

32.3

17

54.8

1

3.2

105

338.7

0.42

計

%

35 34

97.1

36

102.9

52

148.6

59

168.6

52

148.6

28

80

52

148.6

3

8.6

316

902.9

0.43

建設業 平成12年 度
%

54 27

50

33

61.1

42

77.8

33

6L1

39

72.2

23

42.6

36

66.7

1

1.9

234

433.3

0.54

平成13年 度
%

56 29

5L8

39

69.6

45

80.4

38

67.9

43

76.8

27

48.2

38

67.9

1

L8

260

4643

0.58

平成14年 度
%

56 31

55.4

36

64.3

42

75

39

69.6

44

78.6

30

53.6

40

71.4

l

l.8

263

469.6

0.59

計

%

57 87

152.6

108

189.5

129

2263

110

193

126

22L1

80

140.4

114

200

3

5.3

757

1328.1

0.57

新聞 ・出版 業 平成12年 度
%

13 8

61.5

11

84.6

12

92.3

10

76.9

12

92.3

6

46.2

10

76.9

1

7.7

70

538.5

0.67

平成13年 度
%

13 7

53.8

10

76.9

12

92.3

11

84.6

12

92.3

9'
69.2

12

92.3

1

7.7

74

569.2

0.71

平成14年 度
%

13 6

46.2

U

84.6

11

84.6

12

92.3

11

84.6

9

69.2

12

92.3

1、

7.7

73

561.5

0.7

計

%

14 21

150

32

228.6

35

250

33

235.7

35

250

24

171.4

34

242.9

3

21.4

217

1550

0.7

電気 ・ガ ス ・熱供給 ・

水道 業

平成12年 度
%

11 8

72.7

8

72.7

8

727

8

72.7

5

45.5

7

63.6

8

72.7

0

0

52

472.7

0.59

平成13年 度
%

11 8

72.7

8

72.7

7

63.6

7

63.6

5

45.5

7

63.6

8

72.7

0

0

50

454.5

0.57

平成14年 度

%

11 9

81.8

8

72.7

7

63.6

7

63.6

5

45.5

7

63.6

8

72.7

0

0

51

463.6

0.58

計

%'

11 25

227.3

24

2182

22

200

22

200

15

136.4

21

190.9

24

218.2

0

0

153

1390.9

0.58

}

運輸業

`

平成12年 度

%

42 21

50

28

66.7

31

73.8

32

76.2

30

71.4

17

40.5

32

76.2

1

2.4

192

457.1

0.57

平成13年 度
%

45 24

53.3

33

733

35

77.8

34

75.6

29

.64.4

18

40

36

80

1

2.2

210
'466
.7

0.58

平成14年 度
%

43 26

60.5

32

74.4

33

76.7

32

74.4

27

62.8

15
』349

36

83.7

1

2.3

202

469.8

0.59

計

%

46 71

154.3

93

202.2

99

215.2

98

213

86

187

50

108.7

104

226.1

3

6.5

604

1313

0.58

映像 ・音声情報製作 ・
放送業,通 信業

平成12年 度

%

15 4

26.7

11

733

13

86.7

8

53.3

11

73.3

4

26.7

12

80

0

0

63

420

0.53

平成13年 度

%

15 5

33.3

10

66.7

・14

93.3

8
'53
.3

12

80

4

26.7

12

80

0

0

65

433.3

0.54

平成14年 度

%

14 6

42.9

11

78.6

13

92.9

8

57.1

11

78.6

5

35.7

12

85.7

0

0

66

471.4

0.59

計

%

15 15

100

32

213.3

40

266.7

24

160

34

226.7

13

86.7

36

240

0

0

194

1293.3

0.55

卸売業 平成12年 度

%

141 62

44

102

72.3

122

86.5

97

68.8

105

74.5

64

45.4

91

64.5

2

1.4

645

457.4

0.57

平成13年 度
%

150 70

46.7

114

76

127

84.7

108

72

109

72.7

74

49.3

102

68

2

1.3

706

470.7

0.59

平成14年 度
%

▲51 81

53.6

116

76.8

125

82.8

106

70.2

109

72.2

72

47.7

105

69.5

2

1.3

716

474.2

0.59

計

%

155 213

137.4

332

214.2

374

24L3

311

200.6

323

208.4

210

135.5

298

192.3

6

3.9

2067

1333.5

058

小売業,飲 食店 平成12年 度
%

123 51

4L5

70

56.9

96

78

94

76.4

77

62.6

45

36.6

、70

56.9

4

3.3

507

412.2
.

0.52

平成13年 度
%

135 64

47.4

82

60.7

104

77

108

80

85

63

55

40.7

82

60.7

5

3.7

585

433.3

0.54

平成14年 度

%

132 70

53

83

62.9

93

70.5

99

75

81

6L4

60

45.5

81

6L4

5

3.8

.

572

433.3

054

計
%

142 185

130.3

235

165.5

293

206.3

301

212

243

171.1

160

112.7

233

164.1

14

9.9

.

1664

1171.8

0.53
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担当業務項目 実 経営戦略 社内全体 基幹シス 個別業務 エンド アウトソー 情報シス その他 延 レ業
回 のための の業務シ テムの開 の情報シ ユー ザに シング先 テム資産 べ べ務

答 情報シス ステム計 発,運 ステムの 対するサ の 管理, の管理 数回 ル担
社 テムの計 画,立 案 用,管 理 開発,運 ポー ト 折衝 答 当

業 種 数 画,立 案 用,管 理 社
金 融 ・保 険業 平成12年度 64 35 42 49 54 48 38 50 0 316 0.62

% 54.7 65.6 76.6 84.4 75 59.4 78.1 ・0 493.8

平成13年度 66 36 44 48 54 48 44 53 0 327 0.62

% 54.5 66.7 72.7 81.8 72.7 66.7 80.3 0 495.5

平成14年度 65 42 42 45 51 46 42 52 1 321 0.62

.% 64.6 64.6 69.2 78.5 70.8 64.6 80 1.5 493.8

計 67 113 128 142 159 142 124 155 1 964 0.62
一 % 168.7 191 211.9 237.3 211.9 185.1 231.3 1.5 1438.8

情報サービス業 平成12年 度 113 44 63 78 77 78 40 76 3 459 0.51

% 38.9 55.8 69 68.1 69 35.4 67.3 2.7 406.2

平成13年 度 118 49 67 85 80 82 47 77 3 490 0.52

% 41.5 56.8 72
>

67.8 69.5 39.8 65.3 2.5 415.3

平成14年 度 114 55 68 81 74 78 49 81 3 489 0.54
' % 48.2 59.6 71.1 64.9 68.4 43 71.1 2.6 428.9

計 119 148 198 244 231 238 136 234 9 1438 0.52

%
'

124.4 166.4 205 194.1 200 114.3 196.6 7.6 1208.4

医療 業(国 ・公 立除 く) 平成12年 度 6 3 3 3 3 4 2 3 0 21 0.44'%
50 50 50 50 66.7 33.3 50 0 350

平成13年 度 7 4 3 4 3 4
'

2 3 0' 23 0.41

〆 % 、57.1 42.9 57.1 42.9 57.1 28.6 42.9 0 328.6

平成14年 度 7 2 4 3 4 4 2 3 0 22 0.39

% 28.6 57.1 42.9 57.1 57.1 28.6 42.9 0 314.3

計 7 9 10 10 10 12 6 9 0 66 0.41

% 128.6 142.9 1429 1429 17L4 85.7 128.6 0 942.9

教育 ・学術研究機関 平成12年 度 42 9 19 33 26 34 16 26 2 165 0.49

(国 ・公立 除 く)' % 21.4 45.2 78.6 61.9 81 38.1 61.9 4.8 392.9

平成13年 度 43 12 23 33 27 36 20 27 2 180 0.52

% 27.9 53.5 76.7 62.8 83.7 46.5 62.8 4.7 418.6

平成14年 度 43 15 27 32 30 .35 23 30 2 194 0.56

% 34.9 62.8 74.4 69.8 81.4 53.5 69.8 4.7 451.2
、

計 44 36 69 98 83 105 59 83 6 539 0.53

% 81.8 156.8 222.7 188.6 238.6 134.1 188.6 13.6 1225

その他の非製造業 平成12年 度 72 24 46 54 44 44 32 47 0 291 0.51

% 33.3 63.9 75 61.1 61.1 44.4 65.3 0 404.2

平成13年 度 71 25 45 53 43 47 30 53 0 296 0.52

% 35.2 63.4 74.6 60.6 662 42.3 、74.6 0 416.9

平成14年 度 67 28 42 51 42 44 31 48 0 286 0.53

% 4L8 62.7 76.1 62.7 65.7 46.3 7L6 0 426.9

計 75 77 133 158 129 135 93 148 0 873 0.52

% 102.7 177.3 210.7 172 180 124 197.3 0 1164一 一

政府 平成12年 度 5 一・4 '4 5 3 5 5 5 1 32 0.8

% 80 80 100 60 100 100 100 20 640

平成13年 度 、6、 4 5 6 4 6 6 6 L 38 0.79

% 66.7 83.3 100 66.7 100 100 100 16.7 633.3

平成14年 度 5 4 4 5 4 5 5 5 1 33 0.83

% 80 80 100 80 100 100 100 20 660

計 6 12 13 16 11 16 16 16 3 103 0.81

% 200 216.7 266.7 183.3 266.7 266.7 266.7 50 1716.7

地方公共団体 平成12年 度 140 60 89 124 72 102 91 113 0 651 0.58
一 % 42.9 63.6 88.6 5L4

『72
.9 65 80.7 0 465

平成13年 度 142 78 96 125 71 103 96 .116 0 685 0.6

% 54.9 67.6 88 50 72.5 67.6 81.7 0 482.4

平成14年 度 137 77 100 122 75 104 ,101 114 0 693 0.63

% 56.2 73 89.1 54.7 75.9 73.7 83.2 0 505.8

計 143 215 285 371 218 309 288 343 0 2029 0.61

% 1503 199.3 259.4 152.4 216.1 201.4 239.9 0 1418.9
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第17表 要員年齢平均及び月額給与平均(業 種別)

(単 位:才,千 円)

職 種

業 種

データ入力者

(パンチャー等)
オ ペレータ プログラマ SE

回
答
者
数年齢 給与 年齢 給与 年齢 給与 年齢1給 与

製造業計' 29.2 212.9 29.9 243.3 32.0 285.2 37.8 345.8 321

非製造業計 31.1 203.3 31.1 243.9 31.6 280.7 36.9 350.9 512

公務計 33.5 250.0 泊.5 285.9 34.2 301.4 35.1 327.5 65

公務を除く全産業計 30.4 206.7 30.7 243.7 31.8 282.5 37.3 348.9 833

全産業計 30.5 207.1 30.7 245.6 31.9 283.4 37.1 347.7 898

食料品製造業,飲 料 ・たばこ・飼料製造業 3L2 213.2 '30.7 252.3 32.5 281.8 37.5 347.9 52

繊維工業. 25.6 205.7 24.3 206.0 31.2 300.0 38.2 339.0 15

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業
20.0 150.0 27.0 222.0 29.0 220.0 41.5 390.0 2

化学工業 24.5 208.3 31.5 295.9 33.2〆 327.1 38.6 373.1 27

石 油 ・石炭 ・プラスチック製 品製造業 0.0 0.0 35.0 300.0
・

24.0 250.0 34.8 380.0 8

窯業 ・土石製品製造業 41.5 235.0 0.0 0.0 0.0 250.0 0.0 290.0 5

鉄鋼業 32.0 224.0 41.0 270.0 43.0 338.8 42.8 368.4 9

非鉄金属製品 ・金属製品製造業 27.8 228.0 32.3 289.8 28.5 287.7 37.7 340.8 26

一般機械器具製造業
33.1 225.2 27.0 209.2 31.6 278.4 37.9 329.8 28

電気機械器具製造業 27.5 225.0 30.6 243.0 31.3 270.1 36.0 319.6 19

情報通信機械器具製造業 26.7 211.7 27.6 226.1 30.3 288.4 38.8 357.7 34

輸送用機械器具製造業 26.6 216.6 28.0

、

233.0 32.6 285.7 37.4 355.5 42

精密機械器具製造業 30.0 205.0 32.7 220.0 31.2 250.5 36.5 323.3
'9

その他の製造業 28.9 197.2 31.8 241.1 33.7 289.3 37.5 329.6 45

農林漁業 ・同協同組合,鉱 業 34.3 197.7 31.7 215.4 35.8 261.5 38.4 316.7 32

建設業 27.5 222.6 31.8 239.1 31.9 272.1 37.0 355.0 35

新聞 ・出版業 31.3 200.0 28.5 200.0 26.0 322.7 34.4 393.7 8

電 気 ・ガス ・熱供給 ・水道業 31.0 190.0 31.0 250.0 30.0 220.0 38.3 410.0 4

運輸業 28.2 184.6 28.1 229.1 29.1 273.3 36.0 350.1 き3

映像 ・音声情報製作 ・放送業,通 信業 0.0 0.0 33.0 228.0 35.3 362.5 36.1 345.8 7

卸売業 2915 229.4 30.1 247.4 33.6 300.6 37.4 352.8 93

小売業,飲 食店 32.0 173.9 32.5 237.2 32.7 278.6 37.5 338.6 104

金融 ・保険業 30.4 216.4 29.7 260.6 33.0 291.9 39.0 369.2 42

情 報サー ビス業 ・ 31.3 204.1 31.4 248.4 28.8 272.4
'
35.7 350.7 85

医療 業(国 ・公立除 く) 34.3 277.0 24.0 210.0 25.0 220.0 35.5 350.0 6

教育 ・学術研究機関(国 ・公立除く) 34.5 250.0 33.3 303.2 0.0 336.5 37.6 359.8 21

その他の非製造業 33.0 221.1 32.2 271.7 30.7 28L4 362 355.6 42

政府 0.0 0.0 0.0 430.0 0.0 430.0 0.0 500.0 2

地方公共団体 33.5 250.0 30.5 274.8 34.2 294.6 35.1 322.1 63
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第18表 派遣元に対する派遣要員1人 当り日額換算支払費用平均(業 種別)

(単位:千 円)

職 種

業 種

等_デ
)パ1

ン タ

チ 入

ヤカ

1者

元

7
タ

プ

;
ラ
マ

S

E

製造業計
17.7 25.3 34.4 39.8

,非 製 造業計 15.3 22.1 32.3 38.6

公務計
16.9 23.9 32.2 38.2

公務を除く全産業計
16.3 23.3 33.2 39.1

全産業計 f6.5 23.4 33.1 39.0

食料品製造業,飲 料 ・たばこ・飼料製造業
14.9 21.8 28.1 40.2

繊維工業
40.0 27.0 39.3 58.8

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業 一 　 　 一

化学工業 18.8 31.0 39.2 40.1

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業 23.5 30.0 50.0

×

46.7

窯業 ・土石製品製造業
10.0 30.0 45.0 45.0

鉄鋼業
25.0 40.0 40.0 28.0

非鉄金属製品 ・金属製品製造業
18.3 25.0 32.0 43.9

一般機械器具製造業
1710 28.5 33.3 34.3

電気機械器具製造業 20.0 20.5 32.1 32.4

情報通信機械器具製造業 25.0 24.1 34.0 34.3

輸送用機械器具製造業
14.1 26.0 35.8 44.9

精密機械器具製造業 20.0 22.5 37.5 34.8

その他の製造業
16.0 28.0 33.4 41.5

農 林 漁業.・同協 同組合,鉱 業
12.0 16.0 22.5 45.0

建設業
16.2 21.4 28.0 35.8

新聞 ・出版業
13.0 13.0 40.0 50.0

電 気 ・ガス ・熱供給 ・水道業
40.0 45.0 50.0 44.0

運輸業
16.0 22.7 瓢3.5 44.0

映像 ・音声情報製作 ・放送業,通 信業
10.0 10.0 14.0 28.0

卸売業
13.3 24.5 34.4 39.8

小売業,飲 食店
13.8 23.4 33.7 40.1

金融 ・保険業
18.3 22.0 30.5 41.6

情報サービス業
15.7 19.4 29.7 36.0

医療業(国 ・公立除く) 二 　

32.0 38.0

教育 ・学術研究機関(国 ・公立除く) 16.7 40.0 40.0 30.9

その他の非製造業 15.0 23.7 43.9 46.6

政府 14.0 15.0 30.0 45.0

地方公共団体 17.0 24.2 32.4 38.0
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第19表 アウトソーシングの委託業務の範囲(業 種別)
(複数 回答,上 段:社 数、下段:%)

委託業務の種類 実
回

運 シ
用 ス
監シ
視 ス

クネ

の ツ

クネ

の ツ

プバ

セ ツ

シ ア

ヨプ

シ ア

ヨプ
リ体帳
の票
応 ト

ラ

リ理 利

テ"用

ク ヘ

ノレ

設 入 パ

作'ソ

備セ
管 ン

の利

1用

そ

の

合
計

答 テ テ 運 ト 監 ト ン ク ン リ ン リ デな ブ イセ者 プ 業増 コ 理 タ T部 他

社 ム ム 用 ワ ・視 ワ タ ア 開ケ 保ケ リ ど ノレ 管キ管 デ ・ ン | 教 門

業 種. 数 の の 1 1 ]ッ 発1 守1 バ 媒 対 理 ユ ス 移導 設
去月 へ

製造業計 メインフレー ム系 162 92 81 61 77 34 105 80 49 90 36 52 48 53 24 5 887

100 56.8 50 37.7 47.5 21 64.8 49.4 30.2 55.6 22.2 32.1 29.6 32.7 14.8 3.1 547.5

クライアントサ ー バ ー 195 81 76 80 91 33 121 100 27 115 40 86 80 44 42 2 1018

システム系 100 41.5 39 '41 46.7 169 62.1 51.3 13.8 59 20.5 44.1 41 22.6 21.5 1 522.1

WEB系 123 63 58
'56

68 25 71 58 15 64 36 50 41 39 25 1 670

100 51.2 47.2 45.5 55.3 20.3 57.7 47.2 12.2 '52 29.3 40.7 333 3L7 20.3 0.8 544.7

非製造業計 メインフレー ム系 238 149 126 85 101 61 153 140 101 141 56 80 62 73 26 1 1355

100 62.6 52.9 35.7 42.4 25.6 64.3 58.8 42.4 59.2 23.5 33.6 26.1 30.7 10.9 0.4 569.3

クライアントサ ー バ ー 300 117 116 116 117 44 187 171 41 172 75 126 112 56 47 1 1498

システム系 100 39 38.7 38.7 39 14.7 62.3 57 13.7 x57 .3 25 42 37.3 18.7 15.7 0.3 499.3

WEB系 ・ 196 93 86 85 89 30 100 82 17 90 49 57 55 46 20 1 900

100 47.4 43.9 43.4 45.4 15.3 51 41.8 8.7 45.9 25 29.1 28.1 23.5 10.2 0.5 459.2

公務計 メインフレー ム 系 85 51 38 27 32 23
'63

54 29 52 16 17 36 19 8 0 465

100 60 44.7 31.8 37.6' 27.1 74ユ 63.5 34.1 61.2 18.8 20 42.4 22.4 9.4 0 547.1

クライアントサ ー バ ー 85 37 35 31 40 14 58 58 12 53 14 26 43 13 20 0 454

システム系 100 43.5 4L2 36.5 4711 16.5 68.2 68.2 14.1 62.4 16.5 30.6 50.6 15.3 23.5 0 534.1

WEB系
'

51 18 17 16 22 2 24 26 2 30 11 9 15 8 9 1 210

100 35.3 33.3 31.4 43.1 3.9 47.1 51 3.9 58.8 21.6 17.6 29.4 15.7 17.6 2 411.8

公務を除く全産業計 メインフレーム系 400 241 207 146 178 95 258 220 150 231 92 132 110 126 50 6 2242

100 60.3 51.8 36.5 44.5 23.8 64.5 55 37.5 57.8 23 33 27.5 31.5 12.5 1.5 560.5

クライアントサ ー バ ー 495 198 192 196 208 77 308 271 68 287 115 212 192 100 89 3 2516

システム系 100 40 38.8 39.6 42 15.6 62.2 54.7 13.7 58 23.2 42.8 38.8 20.2 18 0.6 508.3

WEB系 319 156 144 141 157 55 171 140 32 154 85 107 96 85 45 2 1570

100 48.9 45.1 44.2 49.2 17.2 53.6 43.9 10 48.3 26.6 33.5 30.1 26.6 14.1 0.6 492.2

全産業計 メインフレーム 系 485 292 245 173 210 118 321 274 179 283 108 149 146 145 58 6 2707

1100 60.2 50.5 35.7 43.3 24.3 66.2 56.5 36.9 58.4 22.3 30.7 30.1 29.9 12 L2 558.1

クライアントサー バ ー 580 235 227 227 248 91 366 329 80 340 129 238 235 113 109 3 2970

システム系 100 ・40 .5 39.1 39.1 42.8
'

15.7 63.1 56.7 13.8 58.6 22.2 41 40.5 19.5 18.8 0.5 512.1

WEB系 370 174 161 157 179 57 195 166 34 184 96 ll6 111 93 54 3 1780

.

100 47 43.5 42.4 48.4 15.4 52.7 44.9 9.2 49.7 25.9 31.4 30 25.1 14.6 0.8 481.1

食料品製造業, メインフレーム 系 28 14 7 4 10 0 17 11 4 10 2 6 5 7 2 1 100

飲料 ・飼料製造業 100 50 25 14.3 35.7 0 60.7 39.3 14.3 35.7 7.1 2L4 17.9 25 7:1 3.6 357.1

クライアントサー バ ー 25 9 7 7 12 0 16 11 .1 12 3 9 9 6 3 0 105

システム系 100 36 28 28 48 0 64・ 44 4 48 12 36 36 24 12 0 420

WEB系 14 7 5 4 7 0 8 2 0 4 1 3 3 2 2 0 48
1

100 50 35.7 28.6 50 0 57.1 14.3 0 28.6 7.1 21.4 21.4
F

14.3 14.3 0 342.9

繊維工業 メインフレーム 系 9 7 7 3 3 1 4 3 3 7 2 2 1 4 1 0 48

100 77.8 77.8 33.3 33.3 11.1 44.4 33.3 33.3 77.8 22.2 22.2 11.1 44.4 11.1 0 533.3

クライアン トサー バ ー 12 3 3 5 5 1 6 7 1 9 4 6 2 2 3 1 58

システム系 100 25 25 41.7 4L7 8.3 50 58.3 8.3 75 33.3
'50

16.7 16.7 25 8.3 483.3

WEB系 10 2 3 3 6.1 4 ・5 0 5 2 0
ヤ0

2 0 0 33

100 20 30 30 60 10 40 50 0 50 20 0
'0

20 0 0 330
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バ ル ブ ・紙 ・ メインフレーム系 2 0 1 0 0 1 2 1 0 1 0 1 1 0 0 0 8

紙加工品製造業 100 0 50 0 0 50 100 50 0 50 0 50 50 0 0 0 400

クライアントサ ーバ ー 2 0 1 0 0 1 1 1 0 1 0 1 1 0 1 0 8

システム系 100 0 50 0 0 50 50 50 0 50 0 50 50 0 50 0 400

WEB系 1 1 1 0 0 1 1 1 0 1 0 1 1 0 0 0 8

100 !100 100 0 0 100 100 100 0 100 0 100 100 0 0 0 800

化学工業 メインフレーム系 21 10 11 10 14 7 12 8 8 12 3 6 6 8 3 0
'118

100 47.6 52.4 47.6 66.7 33.3 57.1 38.1 38.1 57.1 14.3 28.6 28.6 38.1 14.3 0 561.9

クライアントサ ーバ ー 23 8 9 8 13 2 15 11 2 15 4 16 12 8 9 0 132

システム系 100 34.8 39.1 34.8 56.5 8.7 65.2 47.8 8.7 65.2 17.4 69.6 52.2 34.8 39.1 0 573.9

WEB系 16 8 9
--

8 11 2 9 6 2 7 3 8 6 8 6 0 93

100 50 56.3 50 68.8 12.5 563 37.5 12.5 43.8 18.8 50 37.5 50 37.5 0 581.3

石油 ・石炭, メインフレーム系 7
、

4 .3 4 5 0 4 5 2 4 2 3 4 2 1 1 44

プラスチック製品 、 100 57.1 42.9 57.1 7L4 0 57.1 71.4 28.6 57.1 28.6 42.9 57.1 28.6 14.3 14.3 628.6

製造業 クライアントサ ーバ ー 8 3 3 4 5 0 4 5 2 4 2 3 4 2 1 1 43

システム系 100 37.5 37.5 50 62.5 0 50 62.5 25 50 25 37.5 50 25 12.5 12.5 537.5

WEB系 4 4 3 3 3 0 3 4 0 4 2 3 3 2 1 1 36

100 100 75 75 75 0 75 100 0 100 50 75 75 50 25 25 900

窯業 ・土石製品 メインフレーム系 3 1 2 0 1 0 2 1 0 1 .0 1 0 0 0 0 9

製造業 100 33.3 66.7 0 33.3 0
噛

66.7 33.3 0 33.3 0 33.3 0 0 0 0 300

クライアントサーバ ー 6 1 0 1 1 0 1 2 0 2 0 1 1 0 0 0 10

システム系 100 16.7 0 16.7 16.7 0 16.7 33.3 0 33.3 0 16.7 16.7 0 0 0 166.7

WEB系 2 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 3
、

100 0 0 0 50 0 50 0 0 0 0 50 0 0 0 0 150
一鉄鋼業

メインフレーム系 5 3 4 3 3 2 4、 3 1 4 3 4 4 3 1 0 42

! 100 60 80 60 60 40 80 60 20 80 60 80 80 60 20 0 840

クライアントサーバ ー 7 5 5 5 5 3 5 6 1 6 3 5 4 3 2 0 58

システム系 100 71.4 71.4 71.4. 7L4 42.9 71.4 85.7 14.3 85.7 42.9 71.4 57.1 42.9 28.6 0 828.6

WEB系 4 3 3 3 3 2 3 3 1 4 3 4 4 3
・

2 P 41

100 75 75 75 75
-50

75 75 25 100 75 100. 100 75 50 0 1025一非鉄蚕属製品「金属
メインフレーム系 12 9 7 6 5 4 10 8 7 10 7 8 6 7 3 0 97

製品製造業 100 75 58.3 50 4L7 33.3 83.3 66.7 58.3 83.3 58.3 66.7 50 58.3 25 0 808.3

クライアントサ ーバ ー 14 9 8 7 6 3 11 9 2 10 5 10 8 3 5 0 96

システム系 100 64.3 57.1 50 42.9 21.4 78.6 64.3 14.3 71.4 35.7 7L4 57.1 21.4 35.7 0 685.7

WEB系 10 6 5 5 4 3 7 7 2 8 4 8 6 3 3 0 71

100 60 50 50 40 30 70 70 20 80 40 80 60 30 30 0 710

一般機械器具製造業 メインフレーム系 10 7 6 5 5 3' 6 6 4 4 3 3 5 4 1 1 63

100 70 60 50 50 30 60 60 40 40 30 30 50 40 10 10 630

クライアントサ ーバ ー 14 7 7 5 5 3 9 7 3 8 3 5 7 4 2 0 75

システム系 100 50 50 35.7 35.7 21.4 64.3 50 21.4 57.1 21.4 35.7 50 28.6 14.3 0 535.7

WEB系 10 8 6 6 7 4 6 6 3 6 5 3 5 5 2 0 72

100 80 60 60 70 40 60 60 30 60 50 30 50 50 20 0 720
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電気機械器具製造業 メインフレー ム系 17 12 10 9 9 7 9 9 7 13 6 7 6 8 4 0 116

100 70.6 58.8 52.9 52.9 4L2 52.9 52.9 4L2 76.5 35.3 41.2 35.3 47.1 23.5 0 682.4

クライアントサ ーバ ー 18 8 8 13 13 9 8 8 7 12 7 10 10 7 6 0 126

システム系 100 44.4 44.4 72.2 72.2 50 44.4 44.4 38.9 66.7 38.9 55.6 55.6 38.9 33.3 0 700

WEB系 13 8 8 8 8 6 7 7 6
'8

8 8 6 7 4 0 99

、

100 6L5 61.5 61.5 61.5 46.2 53.8 53.8 46.2 61.5 6L5 61.5 46.2 53.8 30.8 0 761.5

二噸 信機械語真 メインフレー ム系 13 7 6 5 5 5 9 6 3 7 2 2 3 4 2 0 66

製造業 100 53.8 46.2 38.5 38.5 38.5 69.2 46.2 23.1 53.8 15.4 15.4 23.1 30.8 15.4 0 507.7

クライアントサ ーバ ー 22 11 8 9 8 4 14 10 3 14 4 4 6 5 3 0 103

システム系 100
150

36.4 40.9 36.4 18.2 63.6 45.5 13.6 63.6 18.2 18.2 27.3 22.7 13.6 0 468.2

WEB系 15 6 7 7 7 3 8 7 1 7 5 4 3 4 3 0 72

100 40 46.7 46.7 46.7 20 53.3 46.7 6.7 46.7 33.3 26.7 20 26.7 20 0 480一輸送用機械器真製造業
メインフレー ム系 15 10 7 6 6 3 11 7 5 8 3 6 3 5 3 1 84

100 66.7 46.7 40 40 20 73.3 46.7 33.3 53.3 20 40 20 33.3 20 6.7 560

クライアントサ ー バ ー 16
'8 9 9 8 2 7 6 3 10 2 10 7 3 6 0 90

●

システム系 100 50 56.3 56.3 50 12.5 43.8 37.5 18.8 62.5 12.5 62.5 43.8 18.8 37.5 0 562.5

WEB系 10 3 3 4 4 2 5 4 0 6 1 5 、3 1 2 0 43

100 30 30
'40

40 20 50 40 0 60 10 50 30 10 20 0 430
一精密機械器具製造業

メインフレー ム系 3 1 0 0 1 0 2 1 0 1 0 0 0 0 0 0 6

100 、＼333 0 0 33.3 0 66.7 33.3 0 33.3 0 0 0 0 0 0 200

クライアントサー バ ー 4 1 1 0 1 0 3 1 0 1 0 0 0 0 0 0 8

システム系 100 25 25 0 25 0 75 25 0 25 0 0 0 0 0 0 200

WEB系 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2

100 0 0 0 0 0 100 100 0 0 0 0 0 0 0 0 200

その他の製造業 メインフレーム系 17 7 10 6 10 1 13 11 5 8 3 3 4 1 3 1 86

100 4L2 58.8 35.3 58.8 5.9 76.5 64.7 29.4 47.1 17.6 17.6 23.5 5.9 17.6 5.9 505.9

クライアントサー バ ー 24 8 7 7 9 5 21 16 2 11 3 6 9 1 1 0 106

システム系 100 33.3 29.2 29.2 37.5 20.8 87.5 66.7 8.3 45.8 12.5 25 37.5 4.2 4.2 0 44L7

WEB系 13 7 5 5 7 1 8 5 0 4 2 2 1 2 0 0 49
'

100 53.8 38.5 38.5 53.8 7.7 6L5 38.5 0 30.8 15.4 15.4 7.7 15.4 0 0 376.9

農林水産業 ・ メインフレーム 系 7 4 3 1 1 1 3 3 2 4 2 1 2 3 1 0 31

同協同組合,鉱 業 100 57.1 42.9 14.3 14.3 14.3 42.9 42.9 28.6 57.1 28.6 14.3 28.6 42.9 14.3
'0

442.9

クライアン トサー バ ー 8 4 2 1 1 0 3 3 1 5 1 3 4 3 2 0 33

システム系 100 50 25 12.5 12.5 0 37.5 37.5 12.5 62.5 12.5 37.5 50 37.5 25 0 412.5

WEB系 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 1 1 0 0 0 4

100 0 0 0 0 0 0 100. 0 100 0 100 100 0 0 0 400

建設業 メインフレー ム系 15 13 11 4 5 8 7 11 10 9 5 5 1 6 1 0 96

100 86.7 73.3 26.7 33.3 53.3 46.7 73.3 66.7 60 33.3 33.3 6.7 40 6.7 0 640

クライアントサー バ ー 18 8 8 9 8 4 8 9 0 12 3 9 6 4 1 0 89
今

システム系 100 44.4 44.4 50 44.4 22.2 44.4 50 0 66.7 16.7 50 33.3 22.2 5.6 0 494.4

WEB系 15 4 6 7 6 0 4 4 0 5 3 3 2 4 0 1 49

100 26.7 40 46.7 40 0 26.7 26.7 0 33.3 20 20 13.3 26.7 0 6.7 326.7
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太目 へ

新聞 ・出版業 メインフレー ム系 2 0 0 0 0 0
'2

2 0 1 0 0 1 0 .0 0 6

100 0 0 0 0 0 100 100 0 50 0 0 50 0 0 0 300

クライアン トサー バ ー 6 0 0 0 0 0 5 4 0 2 0 0 2 、0 0 0 13

システム系 100 0 0 0 0 0 83.3 66.7 0 33.3 0 0 33.3 0 0 0 216.7

WEB系 6 4 2 3 2 2 3 4 0 4 1 2 1 2 0 0 30

100 66.7 33.3 50 33.3 33.3 50 66.7 0 66.7 16.7 33.3 16.7 33.3 0 0 500

電 気 ・カ ス ・ メインフレーム 系 16 6 6 5 5 2 3 5 3 6 4 3 2 3 1 0 54

熱供給 ・水道業 100 100 100 833 83.3 33.3 50 83.3 50 100 66.7 50 33.3 50 16.7 0 900

クライアントサー バ ー 7 6 6 7 7 2 4 6 1 6 '4 4 2 3 1 0 59

システム系 100 85.7 85.7 100 100 28.6 57.1 85.7 14.3 85.7 57.1 57.1 28.6 42.9 14.3 0 8429

WEB系 6 5 5 5 5 1 3 5 1 6 3 3 3 3 1 0 49

100 83.3 83.3 83.3
し83

.3 16.7 50 83.3 16.7 100 50 50 50 50 16.7 0 816.7

運輸業 メインフレーム系 14 6 4 4 4 2 9 7 4 9 2 4 5 5 2 0 67

100 42.9 28.6・ 28.6 28.6 14.3 64.3 50 28.6 64.3 14.3 28.6 35.7 35.7 14.3 0 478.6

クライアントサ ーバ ー 17 5 5 3 3 3 13 9 3 9 3 5 8 3 3 0 75

システム系 100 29.4 29.4 17.6 17.6 17.6 76.5 529 17.6 52.9 17.6 29.4 47.1 17.6 17.6 0 441.2

WEB系 14 5 2 6 6 2 8 6 1 6 4 5 4 2 2 0 59

100 35.7 14.3 42.9 42.9 14.3 57.1 42.9 7.1 42.9 28.6 35.7 28.6 14.3 14.3 0 42L4

映像・音声 ・情報製作 ・ メインフレー ム系 8 3 3 0 1 0 4 2 2 5 0 3 1 2レ 0 0 26

放送・通信業 100 37.5 37.5 0 12.5 0 50 25 25 62.5 0 37.5 12.5 25 0 0 325

クライアントサ ーバ ー 8 2 2 2 2 0 6 2 0 5 1 5 1 0 1 0 29

システム系 100 25 25 25 25 0 75 25 0 62.5 12.5 62.5 12.5 0 12.5 0 362.5
¶

WEB系 7 1 1 2 2 0 6 2 0 3 1 3 1 2 2 0 26

100 14.3 14.3 28.6 28.6 0 85.7 28.6 0 42.9 14.3 42.9 14.3 28.6 28.6 0 37L4　卸 売 業 '
メインフレー ム系 57 33 34 22 29 17 38 33 19 35 15 22 16 16 4 0 333

100 57.9 59.6 38.6 50.9 29.8 66.7 57.9 33.3 61.4 26.3 38.6 28.1 28.1 7 0 584.2

クライアントサ ーバ ー 66 22 23 24 28 11 43 41 7 39 16 27 22 12 13 0 328

システム系 100 33.3 34.8 36.4 42.4 16.7 65.2
、

62.1 10.6 59.1 24.2 40.9 33.3 18.2 19.7 0 497

WEB系 37 18 21 18 21 8 23 17 6 22 12 17 13 10 3 0 209

100 48.6 56.8 48.6 56.8 21.6 62.2 45.9 16.2 59.5 32.4 459 35.1
'27

8.1 0 564.9一不売業
メインフレーム 系 43 28 18 13 14 12 29 24 24 23 10 14 8 8 5 0 230

100 65.1' 41.9 30.2 32.6 27.9 67.4 55.8 55.8 53.5 23.3 32.6 18.6 18.6『 lL6 0 534.9

クライアントサー バ ー 57 20 23 25 24 11 38 32 12 32 17 27 18 7 6 0 292
システム系 100 35.1 40.4 43.9 42.1 19.3 66.7 56.1 21.1 56.1 29.8 47.4 31.6 12.3 10.5 0 512.3

WEB系 29 15 8 7' 9 4 12 7 0 10 4 2 4 5 1 0 88

100 51.7 27.6 24.1 31 13.8 41.4 24.1 0 34.5 13.8 6.9 13.8 17.2 3.4 0 303.4

金融 ・保険業 メインフレーム系 37 28 21 20 23 10 25 23 .20 18 8 13 10 16 3
'1

239

100 75.7 56.8 54.1 62.2 27 67.6 62.2 54.1 48.6 21.6 35.1 27 43.2 8.1 2.7 645.9

クライアントサ ーバ ー 32 16 16 14 14 4 20 22 7 18 7 21 15 8 7 0 189

システム系 100 50 50 43.8 43.8 12.5 62.5 68.8 2L9 56.3 21.9 65.6 46.9 25 21.9 0 590.6

WEB系 22 16 16 10 12 3 13 13 4 10 6 10 8 6 4 0 131

100 72.7 72.7 45.5 54.5 13.6 59.1 59.1 18.2 45.5 27.3 45.5 36.4 27.3 18.2 0 595.5
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情報サー ビス業 メインフレー ム系, 21 16 14 9 12 5 15 12 10 12 6 7 9 8 6 0 141

100 76.2 66.7 429 57.1 23.8 71.4 57.1 47.6 57.1 28.6 33.3 42.9 38.1 28.6 0 671.4

クライアントサ ー バ ー 31
、

16 14 15 15 6 19 15 7 13 8 13 15 9 6 1 172

システム系 100 51.6 45.2 48.4 48.4 19.4 61.3 48.4 22.6 4L9 25.8 41.9 48.4 29 19.4 3.2 554.8

WEB系 28 15 12 14 13 5 15 9 5 11 5 8 11 8 6 0 137

100 53.6 42.9 50 46.4 17.9 53.6 32.1 17.9 39.3 17.9 28.6 39.3 28.6 21.4 0 489.3一医療業「(国二公立除 くり
メインフレー ム系 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 0 0 0 3

100 0 0 0 0 0 0 100 0 100' 0 100 0 0 0 0 300

クライアントサ ー バ ー 4 1 2 1 1 1 3 2 1 3 1 1 1 0 0 0 18

システム系 100 25 50 25 25 25 75 50 25 75 25 25 25 0 0 0『450

WEB系 0 0 、0 0 0 0 0 0 !10 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0一教育
,学 術研究機関(幽 メインフレー ム系 9 5 4 2 1 1 8 9 2 6 2 2 4 1 1 0 48

100 55.6 44.4 22.2 11.1 11.1 88.9 100 22.2 66.7 22.2 22.2 44.4 11.1 11ユ 0 533.3

クライアントサ ーバ ー 21 12 9 ,11 9 2 11 13 0 13 11 5 11 5 4 0 116
、

システム系 100 57.1 42.9 52.4 42.9 9.5 52.4 61.9 0 ざL9 52.4 23.8 52.4 23.8 19 0 552.4

WEB系 17 6 6 8 5 1 8 9 0 7 7 2 3 2 1 0 65

100 353 35.3 47.1 29.4 5.9 47.1 52.9 0 41.2 4L2 11.8 17.6 11.8 5.9 0 382.4一 ー 一

その他の非製造業 メインフレー ム系 18 7 8 5 6 3 10 8 5 12 2 5 3 5 2 0 81

100 38.9 44.4 27.8 33.3 16.7 55.6 44.4 27.8 66.7 1L1 27.8 16.7 27.8 11.1 0 450

クライアントサ ーバ ー 25 5 6 4 5 0 14 13 2 15 3 6 7 2 3 0 85

システム系 100 20 24 16 20 0 56 52 8 60 12 24 28 8 12 0 340

WEB系 14 4 7 5 8 4 5 5 0 5 3 1 4 2 0 0 53
、

100 28.6 50 35.7 57.1 28.6 35.7 35.7 0 35.7 2L4 7.1 28.6 14.3 0 0 378.6

㎜ メインフレー ム系 5 5 4 2 2 3 4 5 1 4 2 2 2 2 1 0 39

100 100 80 40 40 60 80 100 20 80 40 40 40 40 20 0 780

クライアントサ ーバ ー 4 2 2 3 3 1 2 1 1 2 1 3 3 0 1 0 25

システム系 100 50 50 75 75 25 50 25 25 50 25 75 75 0 25 0 625

WEB系 3 2 1 1 1 0 1 1 0 1 1 1 1 1 1 0 13

100 66.7 33.3 33.3 33.3 0 33.3 333 0 33.3 33.3 33.3 33.3 333 33.3 0 433.3一地方自治体
メインフレー ム系 80 46 34 25 30 20 ・59 49 28 48 14 15 34 17 7 0 426

100 57.5 42.5 3L3 37.5 .25 73.8 61.3 35 60 17.5 18.8 42.5 2L3 8.8 0 532.5

クライアン トサー バ ー 81 35 33 28 37 13 56 57 11 51 13' 23 40 13 19 0 429

システム系 100 43.2 40.7 34.6 45.7 16 69.1 70.4 13.6 63 16 28.4 49.4 16 23.5 0 529.6

WEB系 48 16 16 15 21 2 23 25 2 29 10 8 14 7 8 1 197

100 33.3 33.3 3L3 .43.8 4.2 479 52.1、 4.2 60.4 20.8 16.7 29.2 14.6 16.7 2.1 410.4



第20表 アウトソーシングの利用目的,効 果等(業 種別)

(複数 回答,上 段:社 数、下段:%)
A'

',

利用目的,効果

業 種

実
回
答
社
数

軽運
減用
負
荷
の

人
件

費
削
減

トム情

削 資 報

減 産 シ
こコス

ステ

のペ マ

解1シ

消 スン

不 ス

足

向運
上用
品

質
の

テセ安
イキ全

対 ユ対
策 リ策
/

入新
技
術
の

導

ウ業
の務

導 ノ
入 ウ
ノ、

ワ人

1材

シの

フパ

ド

のの運
開束用
放縛時
か間
ら帯

そ
の
他
合

計

'

製造業計 239

100

146

61.1

102

42.7

54

22.6

13

5.4

74

31

67

28

58

24.3

45

18.8

85

35.6

46

19.2

12

5

702

293.7

非製造業計 378

100

248

65.6

189

50

85

22.5

38

10ユ

119

3L5

126

33.3
87

23

61

16.1

105

27.8

83

22

8

2.1

1149

304

公務計 101

100

83

82.2

58

57.4

16

15.8

11

10.9

40

39.6

,42

41.6

28

27.7

29

28.7

22

21.8

28

27.7

2
'

2

359
ト355
.4

公務を除く全産業計 617

100

394

63.9

291

47.2

139

22.5.

51

8.3

193

31.3

'193

31.3

145

23.5

106

172

190

30.8

129

20.9

20

3.2

1851

300

全産業計 718

100

477349

66,448.6

155

2L6

62

8.6

233

32.5

235

32.7

173

24.1

」35

18.8

212157

29,521.9 《引 謬
食料品製造業,飲 料 ・

たばこ ・飼料製造業

33

100

21

63.6

16

48.5

6

18.2

・2

6.1

10

30.3

14

42.4

11

33.3

9

27.3

10

30.3

8

24.2

3

9.1

110

333.3

繊維工業 10

100

8

80」

1

10

4

40

1

10

5

50

4

40

3

30

2

20

5

50

4

40

0

0

37

370

パルプ ・紙 ・紙加工品

製造業

2

100

2

100

0

0

0

0

00

0'0

0

0

1

50

0

0

2

100

1

50

0

0

6

300

化学工業 28

100

17

60.7

14

50

5

17.9

3

10.7

5

17.9

9

32.1

10

35.7

4

14.3

12

42.9

6

21.4

3

10.7

88

3143

石油 ・石炭 ・プラスチ

ック製品製造業

8

100

3

37.5

5

62.5

0

0

0

0

2

25

2

25

2

25

1

12.5

3

37.5

1

12.5

0

0

19

237.5

窯業 ・土石製品製造業 6

100

3

50

2

33.3

0

0

0

0

0

0

3

50

3

50

1

16.7

2

33.3

1

・16 .7

0

0

15

250

鉄鋼業 7

100

5

71.4

2

28.6

4

57.1

1

14.3

3

42.9

3

42.9

5

71.4

2
-

28.6

2

28.6

1

143

0

0

28

400

非鉄金属製品 ・金属

製品製造業

19

100

13

68.4

10

52.6

5

26.3

0

0

7

36.8

4

2L1

5

26.3

5

26.3

6

3L6

3

15.8

0

0

58

305.3
一般機械器具製造業 16

100

10

625

6

37.5

2

12.5

0

0

9

563

7

43.8

3

18.8

5

3L3

'5

31.3

1

6.3

0

0

48

300

電気機械器具製造業 25

100

16

64

9

36

6

24

3

12

11

44

4

16

3

12'

3

12

10

40

6

24

2

8

'73

292

情報通信機械器具
製造業

31

100

15

48.4

14

45.2

13

419

0

0

7

22.6

6

19.4

5

16.1

7

22.6

8

25.8

3

9.7

1

3.2

79

254.8

輸送用機械器具製造業 18

100

13

72.2

8

44.4

4

22.2

2

1L1

6

33.3

2

1L1

3

16.7

1

5.6

9

50

3

16.7

2

1L1

53

294.4

精密機械器具製造業 5

100

2

.40

1

20

0

0

0 0

0.0

1

20

1

20

1

20

3

60

1

20

0

0

10

200

その他の製造業 31

100

18

58.1

14

45.2

5

16ユ

1

3.2

9

29

8

25.8

3

9.7

4

12.9

8

25.8

7

22.6

1

3.2

78

25L6

農林漁業・同協同組合,

鉱業

11

100

8

72.7

4

36.4

1

9.1

0

0

3

27.3

4

36.4

3

27.3

1

9.1

1

9.1

1

9.1

0

0

26

236.4

建設業 25

100

17

68

14

56

9

36

4

16

9

36

7

28

2

8・

1

4

9

36

7

28

1

4

80

320

新聞 ・出版業 8

100

5

62.5

3

37.5

0

0

1

12.5

㌔3

37.5

4

50

2

25

1

12.5

1

12.5

1

12.5 0

0『21

262.5

電 気 ・ガ ス ・熱 供給 ・・

水 道 業

6

100

5

83.3

3

50

1

16.7

0

0

2

33.3

1

16.7

2

33.3

0

0

2

33.3

1

16.7

0

0

17 .
283.3

運輸業 23

100

14

60.9

12

52.2

4

17.4

0

0

5

21.7

7

30.4

9

39.1

3

13

7

30.4

1

4.3

0

0

62

269.6

映像 ・音声情報製作 ・

放送業,通 信業

9

100

7

77.8

5

55.6

1

11.1

0

0

2

22.2

2

22.2

1

11.1

1

1L1

2

22.2

0

0

0

0

21

233.3

卸売業
、

78

100

49

62.8

31

39.7

18

23.1

7

9

25

32.1

'26

33.3

15

19.2

13

16.7

20

25.6

17

21.8

2

2.6

223

285.9

小売業,飲 食店 70

100

49

70

38

54.3

21

30

12

17.1

25

35.7

26

37.1

15

2L4

13

18.6

13

18.6

22

3L4

1

・1
.4

235

335.7

金融 ・保険業' 43

100

27

62.8

23

535

15

349

5

11.6

9

20.9

13

30.2

15

34.9

8

18.6

15

34.9

11

25.6

3

7

144

334.9

情報サービス業 41

100

25

61

24

58.5

6

14.6

4

9.8

11

26.8

11

26.8

8』

19.5

8

19.5

15

36.6

11

-26.8

0

0

123

300

医 療 業(国 ・公 立 除 く) 4

100

3
,

75

1

25

2

50

0

0

0

0

1

25

0

0

2

50

1

25

0

0

0

0

10

250

教育 ・学術研究機関
(国 ・公立除く)

24

100

17

70.8

11

45.8

3

12.5

2

8.3

12

50

10

41.7

11

45.8

4

16.7

9

37.5

5

20.8

1

4.2

85

354.2

その他の非製造業 36

100

22

6L1

20

55.6

4

1L1

3

8.3

13

36.1

14

38.9

4

11.1

6

16.7

10

27.8

6

16.7

0

0

102

283.3一政
府 6

100

5

83.3

1

16.7

0

0

0

0

2・

33.3

3

50

2

33.3

0

0

0

0

1

16.7

0

0

14

233.3

地万公共団体 95

100

78

82.1

57

60

16

16.8

11

11.6

38

40

39

41.1

26

27.4

29

30.5

22

23.2

27

28.4

2

2ユ

345

363.2

一178-
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第21表 アウトソーシング先の選定基準,選 定理由(業 種別)

(複数 回答,上 段:社 数、下段=%)

選定基準,選 定理由

業 種

実回答
社 数

他 のアウトソー

シング先よりコ

ストが 安 い

信頼性、安全
性が確保され

ている ・

技術力が高
く、最新技術

を駆使できる

業種や業務の
ノウハウに優
.れぐ自社の情

報戦略に適合
している

機動力、動員
力等があり、

利用部門への

サービスが行

き届いている

その他

合 計

製造業計 238

100

67

28.2

140

58.8

72

30.3

78

32.8

48

20.2

43

18.1

448

188.2

非製造業計 371

100

99

26.7

236

63.6

96

25.9

154

4L5

65

17.5

56

15.1

706

190.3

公務計 102

100

30

29.4

81

79.4

26

25.5

59

57.8

25

24.5

5

4.9

226

221.6

公務を除く全産業計 609

100

166

27.3

376

6L7

168

27.6

232

38.1

113

18.6

99

16.3

1154

189.5

全産業計 711

100

196

27.6

457

64.3

194

27.3

291

40.9

138

19.4

104

14.6

1380

194.1

食料品製造業,飲 料 ・

たばこ・飼料製造業

33

100

10

30.3

20

60.6

9

27.3

10

30.3

8

24.2

5

15.2

62

187.9

繊維工業 12

100

1

8.3

8

66.7

3

25

3

25

3

25

2

16.7

20

166.7

パルプ・紙 ・紙加工品

製造業

2

100

0

0

1

50

0

0

2

10b

2

100

0

0

5

250

化学工業 28

100

10

35.7

18

64.3

9

32ユ

10

35.7

6

21.4

3

10.7

56

200

石油 ・石炭 ・プラスチ

ック製品製造業

8

100

1

12.5

6

75

3

37.5

6

75

0

0

1

12.5

17

212.5

窯業 ・土石製品製造業 6

100

1

16.7

3

50

2

33.3

3

50

1

16.7

1

16.7

11

183.3

鉄鋼業' 7

100

1

14.3

4

'57.1

6

85.7

4

57.1

1

14.3

1

14.3

17

242.9

非鉄金属製品 ・金属

製品製造業 ノ'

19

100

6

31.6

9

47.4

4
21.1

6

31.6

5

26.3

5

26.3

35

184.2
一般機械器具製造業 15

100

2

13.3

10

66.7

7

46.7

2

13.3

3

20

4

26.7

28

186.7

電気機械器具製造業 25

100

12

48

11

44

4

16

8

32

3

12'

5

20

43

172

情報通信機械器具
製造業

31

100

10

32.3

15

48.4

11

35.5

12

38.7

4

129

5

16.1

57

183.9

輸送用機械器具製造業 18

100

4

22.2

11

61.1

5

27.8

4

22.2

5

27.8

5

27.9

34

188.9

精密機械器具製造業 5

100

0

0

4

80

2

40

0

0

0

0

2

40

8

160

その他の製造業 29

100

9

31

20

69

7

24.1

8

27.6

7

24.1

4

13.8

55

189.7

農林漁業・同協同組合,

鉱業

11

100

1

9.1

8

72.7

0

0

5

45.5

1

9.1

2

18.2

17

154.5

建設業 23

100

5

21.7

12

52.2

3

13

7

30.4

4

17.4

7

30.4

38

165.2

新聞 ・出版業 8

100

0

0

6

75

2

25

4

50

2

25

1

12.5

15

187.5

電 気 ・ガ ス ・熱供 給 ・

水 道 業

6

100

1

16.7

4

66.7

2

33.3

3

50

3

50

2

33.3

15

250

運輸業 23

100

3

13

13

56.5

7

30.4

10

43.5

4

17.4

4

17.4

41

178.3

映像 ・音声情報製作 ・

放送業,通 信業

9

100

3

33.3

7

77.8

4

44.4

4

44.4

1

11ユ

2

22.2

21

233.3

卸売業 78

100

22

28.2

'54

69.2

18

23.1

36

46.2

12

15.4

6

7.7

148

189.7

小売業,飲 食店 68

100

27

39.7

44

64.7

15

22.1

26

38.2

5

7.4

9

13.2

126

185.3

金融 ・保険業 43

100

13

30ス2

28

65.1

11

25.6

18

4L9

12
'27 .9

7

163

89

207

情報サービス業 38

100

10

26.3

21

55.3

14

36.8

.14

36.8

6

15.8

8

2L1

73

192.1

医療業(国 ・公立除く) 4

100

0

0

3

75

0

0

4

100

1

25

0

0

8

200

教 育 ・学術研究機関(国
・公立除く)

24

100

7

29.2

14

58.3

11

45.8

9

37.5

9

37.5

0

0

50

208.3

その他の非製造業 36

100

7

19.4

22

61.1

9

25

14

38.9

5

13.9

8

22.2

65

180.6

政府 6

100

0

0

4

66.7

2

33.3

5

83.3

l

l6.7

0

0

12

200

地方公共団体 96

100

30

31.3

77

80.2

24

25

54

56.3

24

25

5

5.2

214

222.9

一179一



第22表ASP(ApplicationServiceProvider)利 用 の メ リッ ト(業 種 別)

(複数回答,上 段:社 数、下段:%)

利 用 のメリット
社実
ア の シ ア

ソス ヨプ
作 シ ア

業 ヨプ

減 コ シ ア
o

ス ヨ フ

減 コ シ ア

ス ヨプ

るをケ能安

利|の 価

用よ割ム悟

るの部報

一務金

環効般
そ
の
合

回 プ ピ ン リ の ン リ トン リ トン リ 用シアに 外変門シ と率的 他

数答 1導 ケ 軽燥ケ の導ケ の管ケ で ヨプ 高 部化のス し化な
業 種 ド入| 減守[ 削入1 削理[ き ン リ機 利 に役テ ての業 計

製造業計 127 61 71 60 71 40 29 43 2 377

100 48 55.9 47.2 55.9 31.5 22.8 33.9 L6 296.9
非製造業計 193 88 122 109 108 69 33 57 4 590

100 45.6 63.2 56.5 56 35.8 17.1 29.5 2ユ 305.7

公務計 40 13 30 28 29 18 4 9 1 132

100 32.5 75 70 72.5 45 10 22.5 2.5 330
公務を除く全産業計 320 149 193 169 179 109 62 100 6 967

100 46.6 60.3 52.8 55.9 34.1 19.4 一31.3 L9 302.2
全産業計 360 162 223 197 208 127 ,66 109 7 1099

100 45 61.9 54.7 57.8 353 18.3 30.3 L9 305.3

食 料 品製 造業,飲 料 ・ 15 8 10 8 8 5 3 6 0 48

たばこ ・飼料製造業 100 53.3 66.7 533 53.3 33.3 20 40 0 320

繊維工業 11 4 5 2 7 4 2 4 0 28

100 36.4 45.5 18.2 63.6 36.4 18.2 36.4 0 254.5

パル プ ・紙 ・紙 加 工 品 2 2 1 2 1 1 1 0 0 8

製造業 100 100 50 100 50 50 50 0 0 400

化学工業 10 5 5 5 5 3 3 4 0 30

100 50 50 50 50 30 30 40 0 300

石油 ・石 炭 ・プ ラス チ 2 1 1 2 0 2 0 0 0 6

ック製品製造業 100 50 50 100 0 100 0 0 0 300

窯業 ・土石製品製造業 4 1 2 0 1 0 1 3 0 8
100 25 50 0 25 0 25 75 0 200

鉄鋼業 5 2 1 3 1 2 1 3 0 13

100 40 20 60 20 40 20 60 0 260

非鉄金属製品 ・金属 9 5 7 6 7 4 4 2 1 36

製品製造業 100 55.6 77.8 66.7 77.8 44.4 44.4 22.2 11.1 400
一般機械器具製造業 7 4 5 4 4 2 1 2 1 23

100 57.1 7L4 57.1 57.1 28.6 14.3 28.6 14.3 328.6

電気機械器具製造業 11 6 4 ・・5 6 2 2 6 0 31
100 54.5 36.4 45.5 54.5 18.2 18.2 54.5 0 281.8

情報通信機械器具 17 9 11 6 11 7 7 4 0 55

製造業 100 52.9 64.7 35.3 64.7 4L2 4L2 23.5 0 323.5

輸送用機械器具製造業 13 5 9 7 9 3 1 4 0 38
100 38.5 69.2 53.8 69.2 23.1 7.7 30.8 0 292.3

精密機械器具製造業 3 2 1 2 0 1 1 0 0 7

100 66.7 33.3 66.7 0 33.3 33.3 0 0 233.3
その他の製造業 18 7 9 8 11 4 2 5

10
46

100 38.9 50 444 6L1 22.2 11.1 27.8 0 255.6

農 林漁 業 ・同協 同組 合, 7 2 2 2 0 0 0 4 1 11

鉱業 100 2&6 28.6 28.6 0 0 0 57.1 14.3 157.1

建設業 18 10 13 11 10 4 5 5 0 58

100 55.6 722 61.1 55.6 22.2 27.8 27.8 0 322.2

新聞 ・出版業 2 0 2 0 1 0 1 0 0 4
100 0 100 0 50 0 50 0 0 200

電 気 ・ガ ス ・熱供 給 ・ 4 2 3 3 3 4 2 1 0 18
水道業 100 50 75 75 75 100 50 25 0 450

運輸業 9 4 4. 6 1 4 3 2 0 24

100 44.4 44.4 66.7 11.1 44.4 333 22.2 0 266.7

映 像 ・音 声情報 製 作 ・ 3 2 2 3 1 0 0 0 0 8

放送業,通 信業 100 66.7 66.7 100 33.3 0 0 0 0 266.7

卸売業 42 17 34 24 26 19 4 10 1 135

100 40.5 81 57.1 619 45.2 9.5 23.8 2.4 321.4

小売業,飲 食店 35 14 19 19 24 12 8 13 1 110

100 40 54.3 54.3 68.6 34.3 22⑨ 37.1 2.9 314.3

金融 ・保険業 11 7 4 7 7 6 1 3 0 35

100 63.6 36.4 63.6 63.6 54.5 9.1 273 0 318.2

情報サービス業 26 11 17 15 14 7 4 7 0 75

100 42.3 65.4 57.7 53.8 26.9 154 26.9 0 288.5

医 療業(国 ・公 立除 く) 2 2 1 2 1 0 0 0 0 6

100 100 50 100 50 0 0 0 0 300

教育 ・学術研究機関 14 4 8 4 8 6 3 2 1 36

(国 ・公立 除 く) 100 28.6 57.1 ・28 .6 57.1 42.9 21.4 14.3 7.1 257.1

その他の非製造業 20 13 13 13 12 7 2 10 0 70

100 65 65 65 60 35 10 50 0 350

政府 1 1 0 1 1 1 0 0 0 4

100 100 0 100 100 100 0 0 0 400

地方公共団体 39 12 30 27 28 17 4 9 1 128

100 30.8 76.9 69.2 7L8 43.6 10.3 23.1 2.6 328.2
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第23表ASP(ApplicationServiceProvider)利 用 の実績 と見 通 しの状 況(業 種 別)

(上段:社 数 、下段:構 成 比%)

実績と見通し

業 種

平成13年 度(今 年度) 平成14年 度 実回答
社 数増加 不変 減少 小計 増加 不変 減少 小計

製造業計 29

25

85

733

2

L7

116

100

54

45.4

64

53.8

1

0.8

119

100

119

非製造業計 46

26.6

127

73.4

0

0

173

100

88

49.2

87

48.6

4

2.2

179

100

179

公務計 6

15.8

32

84.2

0

0

38

100

13

33.3

26

66.7

0

0

39

100

40

公務を除く全産業計 75

26

212

73.4

2

0.7

289

100

142

47.7

151

50.7

5

1.7

298

100

298

全産業計 81

24.8

244

74.6

2

0.6

327

100

155

46

177

52.5

5

1.5

337

100

338

食料品製造業,飲 料 ・

たばこ ・飼料製造業

6

50

6

50

0

0

12

100

7

58.3

5

4L7

0

0

12

100

12

繊維工業 3

33.3

6

66.7

0

0

9

100

5

50

5

50

0

0

10

100

10

パルプ ・紙 ・紙加工品

製造業

1

50

1

50

0

0

2

100

0

0

2

100

0

0

2

100

2

化学工業 1

10

9

90

0

0

10

100

6

60

4

40

0
旧

0

10

100

10

石油 ・石炭 ・プラスチ

ック製品製造業

1

50

1

50

.0

0

2

100

1

50

1

50

0

0

2

100

2

窯業 ・土石製品製造業 0

0

3

100

0

0

3

100

1

333

2

66.7

0

0

3

100

3

鉄鋼業 0

0

5

100

0

0

5

100

0

0

5

100

0

0

5

100

5

非鉄金属製品・金属
製品製造業

2

22.2

'7

77.8

0

0

9

100

4

44.4

5

55.6

0

0

9

100

9

一般機械器具製造業
1

12.5、

7

87.5

0

0

8

100

1

12.5

7

87.5

0

0

8

100

8

電気機械器具製造業
P

3

30

7

70

0

0

10

100

6

54.5

5

45.5

0

0

11

100

11

情報通信機械器具
製造業

2

13.3

12

80

1

6.7

15

100

6

37.5

9

56.3

1

6.3

16

100

16

輸送用機械器具製造業 5

4L7

7

-58 .3

0

0

12

100

6

50

6

50

0

0

12

100

12

精密機械器具製造業 1

33.3

2

66.7

0

0

3

100

3

100

0

0

0

0

3

100

3

その他の製造業 3

c18.8

12

75

1

6.3

16

100

8

50

8

50

0

0

16

100

16

農林漁業・同協同組合,

鉱業

1

143

6

85.7

0

0

7

100

3

42.9

4

57.1

0

0

7

100

7

建設業 5

29.4

12

70.6

0

0

17

100

10

58.8

6
^35

.3

1

5.9

17

100

17

新聞 ・出版業 1

50

1

50

0

0

2

100

2

100

0

0

0

0

2

100

2

電気 ・ガス ・熱供給 ・

水道業

1

25

3

75

0

0

4

100

0

0

4

100

0

0

4

100

4

運輸業 5

50

5

50

0

0

10

100

5

50

5

50

0

0

10

100

10

映像 ・音声情報製作 ・

放送業,通 信業

1

50

1

50

0

0

2

100

0

0

2

100

0

0

2

100

2

卸売業 10

27

27

73

'0

0

37

100

17

44.7

18

47.4

3

7.9

38

100

38

小売業,飲 食店 3

10.3

26

89.7

0

0

29

100

14

46.7

16

533

0

0

30

100

30

金融 ・保険業 2

20

8

80

0
「

0

10

100

6

54.5

5

45.5

0

0

11

100

11

情報サービス業 '8

36.4

14

63.6

0

0

22

100

14

60.9

9

39.1

0

0

23

100

23

医療業(国 ・公立除 く) 1

50

1

50

0

0

2

100

1

50

1

50

0

0

2

100

2

教育 ・学術研究機関

(国 ・公立除く)

1

11.1

8

88.9

0

0

9

100

6

54.5

5

45.5

0

0

11

100

11

その他の非製造業 7

31.8

15

68.2

0

0

22

100

10

45.5

12

54.5

0

0

22

100

22

政府 0

0

0

0

0

0

0

0

1

100

0

0

0

0

1

100

1

地方公共団体 6

15.8

32

84;2

0

0

38

100

12

31.6

26

68.4

0

0

38

100

39
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第24表 情報化課題の分布(業 種別)

.

、

'

、

-

情報化課題

業 種

実
回
答
社
数

コ

ン

ピ

ユ

[

タ

ウ

イ

ノレ

ス

グ

ノレ

i

プ

ウ
「エ

ア

ンW

グe

b

コ

ン

ヒ。

ユ

|

テ

イ

セ コ

ス ン
ピ

ユ

1

タ

不

正

ア

ク

イ

ン

ト

ラ

ネ
ッ

ト
.

イ

ン

タ

|

ネ

ッ

ト

引 企
一 業

間

E

C
(

電
子
商
取

情
報
シ
ス

テ
ム

安
全
対
策

シ ク

ス ラ

テ イ

ム ア

ン

ト

サ

1

/ミ

[

個
人
情
報
保
護

"

フ

ロ

i

ド

/ミ

ン

ド

電
子
認
証
・

噛公

証

、

不

ツ

ト

ワ

|

ク

O

S

用T
)C

O

(

情
報
化
総
費

ナ
レ

ζ
ン
マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

ケE
lR

ジP
)(

統
合
業
務
パ
ツ

デ
|

タ

ウ
エ

ア

ノ、

ヴ
ス

ピ エ

ユ ン

1ド

テ ユ

ィ|

ン ザ

グ コ

ン

CRM

蚕合顧

§1§詫

§
喜

「

,

-、

1

'

㎡ 〉

製造業計 512

100

332

64.8

202

39.5

219

42.8

163

31.8

184

35.9

190

37.1

263

51.4

189

36.9

177

34.6

71

13.9

146

28.5

105

20.5

142

27.7

148

28.9

153

29.9

177

34.6

123

24

100

19.5

106

20.7

非製造業計
、

838

100

519

6L9

:347

41.4

339

40.5

313

37.4

326

38.9

327

39

303

36.2

299

35.7

323

38.5

249

29.7

258

30.8

170

20.3

223

26.6

201

24

181

2L6

155

18.5

179

21.4

・177

21.1

174

20.8

公務計 151

100

123

81.5

71

47

.53

35.1

109

72.2

69

45.7

57

37.7

5

3.3

82

54.3

36

23.8

134

88.7

46

30.5

129

85.4

17

1L3

29

19.2

26

17.2

5

3.3

4

2.6

21

13.9

10

6.6

公務を除く全産業計 1350

100

851

・63

549

40.7

558

41.3

476

35.3

510

37.8

517

38.3

566

4L9

488

36.1

500

37

320

23.7

404

29.9

275

20.4

365

27

349

25.9

334

24.7

332

24.6

302

22.4

277

20.5

280

20.7

全産業計 1501

100

974

64.9

620

41.3

611

40.7

585

39

579

38.6

574

382

571

38

570

38

536

35.7

454

30.2

450

30

』404

26.9

382

25.4

378

25.2

360

24

337

22.5

306

20.4

298

19.9

290

19.3

食料品製造業,飲 料 ・

た ばこ ・飼料製造業

65

100

37

56.9

25

38.5

32

49.2

15

23.1

22

33.8

30

46.2

29

44.6

23

35.4

21

32.3

5

7.7

16

24.6

5

7.7

20

30.8

13

20

23

35.4

20

30.8

18

27.7

14

21.5

12

18.5

繊維工業 20

100

14

70

7

35

11

55

6

30

8

40

8

40

10

50

5

25

9

45

5

25

4

20

1

5

3

15

5

25

5

25

2

10

4

20

6

30

6

30

パ ルプ ・紙 ・紙加工品

製 造業

3

100

3

100

2

66.7

1

33.3

1

33.3

▲

33.3

1

33.3

2

66.7

1

33.3

1

33.3

1

33.3

0

0

0

0

1

33.3

0

0

0

0

1

33.3

1

33.3

1

333

2

66.7

化学工業 48

100

29

60.4

20

41.7

19

:39.6

14

29.2

16

33.3

19

39.6

23

47.9

19

39.6

正4

29.2

8

16.7

15

31.3

8

16.7

9

18.8

17

35.4

18

37.5

14

29.2

11

22.9

9

18.8

13

27.1

石油 ・石炭 ・プラスチ

ック製品製造業'

14

100

10

71.4

7

50

4

28.6

5

35.7

4

28.6

4

28.6

8

57.1

4

28.6

4
.28
.6

1

7.1

4

28.6

4

28.6

1

7.1

5

35.7

7

50

7

50

4

28.6

1

7.1

v3

21.4

窯業・土石製品製造業 14

100

9

64.3

7

50

5

35.7

4

28.6

5

35.7

4

28.6

7

50

6

42.9

5

35.7

2

14.3

4

28.6

2

14.3

6

42.9

3

2L4

4

28.6

3

2L4

3

21.4

4

28.6

2

143

鉄鋼業 17

100

15

88.2

9

52.9

4

23.5

6

35.3

6

35.3

7

41.2

10

58.8

6

35.3

8

47.1

1

5.9

3

17.6

5

29.4

6

35.3

4

23.5

2

1L8

3

17.6

4

23.5

4

23.5

2

1L8,
非鉄金属製品 ・金属
製品製造業

43

100

26

60.5

21

48.8

17

39.5

13
、

30.2

16

37.2

14

32.6

30

69.8

14

32.6

12

27.9

5

1L6

20

465

9

209

8

18.6

17

39.5

9

20.9

】0

23.3

8

18.6

ll

25.6

6

14

一般機械器具製造業 47

100

35

74.5

16

34

21

44.7

18

38.3

22

46.8

21

44.7

16

34

14

29.8

18

38.3

5

10.6

10

2L3

13

27.7

18

38.3

12

25.5

17

36.2

20

42.6

14

29.8

12

25.5

9

19.1

電気機械器具製造業
も

43

100

27

62.8

15

3・L9

19

44.2

13

30.2

14

32.6

13

30.2

22

51.2

18

4L9

lI

25.6

3

7

13

30.2

113

30.2

14

32.6

12

27.9

14

32.6

16

37.2

11

25.6

5

11.6

13

30.2

情報通信機械器具

製造業

56

100

39

69.6

19

33.9

25

44.6

16

28.6

16

28.6

16

28.6

30

53.6

19

33.9

16

28.6

7

125

15

26.8

13

23.2

14

25

19

33.9

18

32.1

27

48.2

14

25

9

16.1

13

23.2

輸送用機械器具製造業 56

100

33

58.9

19

339

31

55.4

23

41.1

.21

37.5

19

33.9

31

55.4

25

44.6

27

48.2

10

17.9

13

23.2

17

30.4

16

28.6

17

30.4

15

26.8

23

41.1

13

23.2

13

23.2

7

12.5

精密機械器具製造業 lI

lOO

7

63.6

5

`15.5

5

455

4

36.4

3

27.3

4

36.4

9

81.8

4

36.4

2

18.2

0

0

5

45.5

1

9.1

2

18.2

6

54.5

4

36.4

7

63.6

5

45.5

1

9」

2

18.2

その他の製造業 75

100

48

64

30

40

25

33.3

25

33.3

30

40

30

40

36

48

31

4L3

29

38.7

18

24

24

32

14

18.7

24

32

18

24

17

22.7

24

32

13

17.3

10

13.3

16

21.3

農林漁業 ・同協同組合,

鉱業

39

100

21

53.8

20

51.3

10

25.6

12

30.8

21

53.8

21

53.8

4

10.3

15

38.5

21

53.8

14

35.9

7

17.9

3

7.7

14

35.9

6

15.4

1,

2.6

4

10.3

7

179

]2

30.8

1

2.6

建設業 60

100

45

75

28

46.7

26

43.3

26

43.3

19

31.7

14

23.3

30

50

20

33.3

20

333

8

1:3.3

25

4L7

27

45

9

15

18

30

19

3L7

]6

26.7

10

16.7

11

18.3

11

18.3

新聞 ・出版業 15

100

10

66.7

6

40

7

46.7

4

26.7

7

46.7

8

53.3

3

20

3

20

7

46.7

7

46.7

7

46.7

2

13.3

6

40

5

33.3

2

13.3

5

33.3

一2

13.3

3

20

2

13.3

電気 ・ガス ・熱供給 ・

水道業

13

100

6

46.2

4

30.8

5

38.5

4

30.8

2

15.4

5

38.5

5

38.5

3

23.1

6

46.2

3

23.1

4

30.8

6

46.2

4

30.8

5

38.5

3

23.1

9

69.2

4

30.8

0

0

3

・23 .1

運輸業 48

100

31

6`L6

20

4L7

25

52.1

16

33.3

15

31.3

24

50

23

47.9

16

33.3

24

50

7

14.6

19

39.6

7

14.6

12

25

15,

31.3

12

25

10

20.8

6

12.5

10

20.8

7

14.6

映像 ・音声情報製作 ・

放送業,通 信業

17

100

[6

94.L

9

52.9

7

4L2

7

4L2

'6

'35
.3

10

58.8

6

35.3

4

23.5

9

52.9

3

17.6

12

70.6

2

1】.8

4

23.5

1

5.9

3

17.6

2

1L8

2

11.8

3

17.6

1

5.9

卸売業 163

100

95

58.3

95

58.3

72

44.2

50

30.7

67

41.1

59

36.2

96

58.9

48

29メ1

6▲

37.4

20

12.3

52

31.9

20

12.3

40

24.5

37

22.7

48

29.4

39

23.9

55

33.7

32

19.6

38

23.3

小売業,飲 食店 142

100

85

59.9

52

36.6

56

39.4

36

25.4

73

51.4

60

42.3

60

42.3

33

23.2

52

36.6

37

26.1

35

24.6

17

12

47

33.1

28

19.7

23

16.2

23

16.2

48

33.8

39

27.5

34

23.9

金 融 ・保険業 71

100

40

563

24

33.8

28

39.4

33

46.5

23

32.4

29

40.8

16

22.5

47

66.2

35

49.3

45

63.4

20

28.2

25

35.2

17

23.9

28

39!1

15

21.1

7

9.9

20

28.2

19

26.8

32

45.1

情報 サービス業 122

100

64

525

28

23

53

43.4

48

39.3

29

23.8

36

29.5

35

28.7

62

50.8

34

27.9

48

39.3

38

31.1

32

26.2

26

21.3

30

24.6

32

26.2

26

2L3

11

9

14

1L5

29

23.8

医療業(国 ・公立除 く) 12

100

5

4L7

2

16.7

3

25

5

41.7

4

33.3

6

50

1

8.3

2

16.7

4

33.3

4

333

0

0

0

0

3

25

1

8.3

0

0

0

0

1

8.3

2

16.7

1

8.3

教育 ・学術研究機関

(国 ・公立除 く)

53

100

42

79.2

28

52.8

20

37.7

39

73.6

29

54.7

23

43.4

1

L9

23

43.4

21

39.6

32

60.4

20

37.7

14

26.4

17

32.1

8

15.1

6

1L3

2

3.8

l

L9

17

32.1

・3

5.7

プその他の非製造業
83

100

59

71.1

31

37.3

27

32.5

33

39.8

31

37.3

32

38.6

、

23

27.7

23

27.7

29

:34.9

21

25.3

19

22.9

15

18.1

24

28.9

19

22.9

17

20.5

12

14.5

12

14.5

15

18.1

12

14.5

政府 5

100

3

60

2

40

1

20

4

80

1.

20

2

40

1

20

4

80

2

40

4

80

1

20

2

40

1

20

3

60

1

.20

0

0

0

0

1

.20

0

0

地方公共団体 146

100

120

82.2

69

47.3

52

35.6

105

71.9

68

46.6

55

37.7

4

2.7

78

53.4

34

23.3

130

89

45

30.8

127

87

16

11

26

17.8

25

17.1

5

3.4

4

2.7

20

13.7

10

6.8
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(複数 回答,上 段:社 数 、下段:%)
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第25表CMM(CapabilityMaturityModel)の 認 知状 況(業 種 別)

(上段:社 数、下段:%)

認知状況

業 種
回収数 回答社数 理解している

内容を十分には
理解していない 知らない

製造業計 549 523

95.3

25

4.8

82

15.7

416

79.5

非製造業計 892 843

94.5

46

5.5

155

18.4

642

76.2

公務計 157 153

97.5

6

3.9

21

13.7

126

82.4

公務を除く全産業計 1441 1366

94.8

71

5.2

237

17.3

1058

77.5

全産業計 1598 1519

95.1

77

5.1

258

17

1184

77.9

食料品製造業,飲 料 ・

たばこ・飼料製造業

74 70

94.6

3

4.3

12

17.1

55

78.6

繊維工業 23 21

91.3

0

0

4

19

17

81

パルプ ・紙 ・紙加工品

製造業

5 4

80

0

0

0

0

4

100

化学工業 49 49

100

5

10.2

5

10.2

39

79.6

石油 ・石炭 ・プラスチ

ック製品製造業

15 15

100

0

0

2

13.3

13

86.7

窯業 ・土石製品製造業 16 14

87.5

0

0

1

7.1

13

92.9

鉄鋼業 19 16

84.2

2

12.5

1

63

13

81.3

非鉄金属製品 ・金属

製品製造業

48 45

93.8

3

6.7

5

11.1

37ノ
θ

82.2
一般機械器具製造業 49 46

93.9

2

4.3

5

10.9

39

84.8

電気機械器具製造業 48 45

93.8

2

4.4

8

17.8

35

77.8

情報通信機械器具
製造業

57 55

96.5

3

5.5

9

16.4

43

78.2

輸送用機械器具製造業 57 56

98.2

1

1.8

＼9

16.1

46

82.1

精密機械器具製造業 11 11

100

0

0

3

273

8

.72.7

その他の製造業
1

78
>

76

97.4

4

53

18

23.7

54

7L1

農林漁業・同協同組合,

鉱業

41 40

97.6

1

2.5

3

7.5

36

90

建設業 61 58

95.1

㎡0

0

12

20.7

46

79.3

新聞 ・出版業 16

、

14

87.5

0

0

3

2L4

11

78.6

電 気 ・ガ ス ・熱供 給 ・

水 道 業

14 13

92.9

1
'

7.7

1

7.7

11

84.6

運輸業 50 45

90

0

0

8

17.8

37

82.2

映像 ・音声情報製作 ・

放送業,通 信業

17 15

88.2

0

0

3

20

12

80

卸売業 172 164

95.3

6

3.7

27

16.5

131

79.9

小売業,飲 食店 160 152

95

3

2

16

10.5

133

87.5

,金 融 ・保 険業 73 73

100

4

5.5

18

24.7

51

69.9

情報サービス業 125 120

96

30

25

46

38.3

44

36.7

医 療 業(国 ・公 立除 く) 15 14

93.3

0

0

0

0

14

100

教育 ・学術研究機関

(国 ・公立除く)

55 48

87.3

0

0

9

18.8

39

81.3

その他の非製造業 93 87

93.5

1

1.1

9

10.3

77

88.5

政府 6 5

83.3

0

0

2

40

3

60

地方公共団体 151 148

98

6

4.1

19

12.8

123

83.1

●
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第26表CMM(CapabilityMaturityModel)の 認 証 取 得状 況(業 種 別)

(上段:社 数、下段:%)

認証取得状況 回答社数

業 種

既に取得
している

取得の必要性を
検討している

取得は必要ない
と考えている

特に考えていな
い

製造業計
■

105

100

3

2.9

15

14.3

噛十

16

15.2

71

67.6

非製造業計 196

100

2

1

49

25

25

12.8

120

61.2

公務計
.

25

100
.

0

0

0

0

4

16

21

84

公務を除く全産業計 301

100
■

5

L7

64

21.3

41

13.6

191

63.5

全産業計 326

100

5

L5

64

19.6

45

13.8

212

65

食料品製造業,飲 料 ・

たばこ ・飼料製造業

.

14

100
.

0

0

0

0

3

21.4

11

78.6

繊維工業 4

100

0

0

1

25

1

25

2

50

パルプ ・紙 ・紙加工品

製造業

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

化学工業 10

100

0

0

1

10

5

50

4

40

石油 ・石炭 ・プラスチ

ック製品製造業

2

100

0

0

0

0

0

0
2
100

窯業 ・土石製品製造業 1

100

0

0

0

0

0

0

1

100

鉄鋼業 3

100

0

0

1

333

1

33.3

1

33.3

非鉄金属製品 ・金属

製品製造業

8

100

0

0

3

37.5

1

12.5

4

50
一般機械器具製造業 7

100

0

0

2

28.6

1

14.3

4

57.1

電気機械器具製造業 10

100

0

0

2

20

、2

20

6

60

情報通信機械器具
製造業

12

100

3

25

1

8.3

0

0

8

66.7

輸送用機械器具製造業 10

100

0

0

0

0

0

0

10

100

精密機械器具製造業 3

100

0

0

1

333

0

0

2

66.7

その他の製造業 21

100

0

0

3

14.3

2

9.5

16

76.2

農林漁業洞 協同組合,

鉱業

4

100

0

0

1

25

0

0

3

75

建設業 12

100

0

0

1

8.3

4

333

7

58.3

新聞 ・出版業 3

100

0

0

0

0

1

33.3

2

66.7

電 気 ・ガス ・熱 供 給 ・

水 道業

2

100

0

0

0

0

0

0

2

100

運輸業 7

100

0

0

0

0

0

0

7

100

映像 ・音声情報製作 ・

放送業,通 信業

3

100

0

0

0

0

1

33.3

2

66.7

卸売業 32

100

0

0

3

9.4

6

18.8

23

71.9

小売業,飲 食店 19

100

0
.

0

0

0

4

』21
、1

15

79.9

金融 ・保険業 22

100

0

0

3

13.6

1

4.5

18

81.8

情報サービス業 74

100

2

2.7

38

51.4

5

6.8

29

39.2

医療 業(国 ・公 立 除 く)

一

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

教育 ・学術研究機関

(国 ・公立除く)

9

100

0

0

1

11.1

1

11.1

7

77.8

その他の非製造業 9

100

0

0

2

22.2

2

22.2

5

55.6

政府 2

100

sO

O

0

0

0

0

2

100

地方公共団体 23

100

0

0

0

0

4

17.4

19

82.6

一185一



第27表CMM(CapabilityMaturityModel)の 有 効 性(業 種 別)

(上段:社 数、下段:%)

認証取得状況
業 種

回答社数 有効と思う
有効とは思

わない'
分からない 有効レベル

製造業計 105

100

23

21.9

19

18.1

63

60

4

非製造業計 198

100

48

24.2

27

13.6

123

62.1

11

公務計 25

100

4

16

6

24

15

60

一8

公務を除く全産業計 303

100

71

23.4

46

152

186

61.4

8

全産業計 328

100

75

22.9

52

15.9

201

61.3

7

食料品製造業,飲 料 ・

たばこ・飼料製造業

14

100

1

7.1

4

28.6

9

64.3

一21

繊維工業 4

100

1

25

1

25

2
'50

0

パルプ ・紙 ・紙加工品

製造業

0

0

0

0

0

0

0

0

0

化学工業 10

100

2

20

3

30

5

50

一10

石油 ・石炭 ・プラスチ

ック製品製造業

2

100

2

100

0 .

0

.0

0

100

窯業 ・土石製品製造業 1

100

'0

0

0

0

1

100

0

鉄鋼業 3

100

2

66.7

0
'

0

1

33.3

67

非鉄金属製品 ・金属

製品製造業

8

100

4

50

1

12.5

3

37.5

38

一般機械器具製造業 7

100

2

28.6

3

42.9

2

28.6

一14

電気機械器具製造業 10

100

'

2

20

0

0

8

80

20

情報通信機械器具 ・

製造業

12

100

4

33.3

2

16.7

6

50

17

輸送用機械器具製造業 10

100

2

20

1

10

7

70

10

精密機械器具製造業 3
foO

0

0

0

0

3

100

'0

その他の製造業 21

100

1

4.8

4

19

16

76.2

一14

農林漁業・同協同組合,

鉱業

4

100

1

25

0

0

3

75

25

建設業 12

100

3

25

1

8.3

8

66.7

17

新 聞 ・出版 業 一 3

100

0

0

2

66.7

1

33.3

一67

電 気 ・ガス ・熱 供給 ・

水 道業

2

100

0

0

0

0

2

100

'0

運輸業 7

100

1

14.3

2

28.6

4

57.1

一14

映像 ・音声情報製作 ・

放送業,通 信業

3

100

1

33.3

0

0

2

66.7

33

卸売業 33

100

4

12.1

6

18.2

23

697

一6

小売業,飲 食店 19

100

0

0

9

47.4

10

52.6

一47

金融 ・保険業 22

100

3

13.6

1

4.5

18

81.8

9

情報サービス業 74

100

33

44.6

3

4.1

38

51.4

41

医療業(国 ・公立除く) 0

0

0

0

0

0

0

0

0

教育 ・学術研究機関

(国 ・公立除く)

9

100

0

0

1

11.1

8

889

一11

その他の非製造業 10

100

2

20

2

20

6

60

0

政府 2

100

0

0

0

0

2

100

0

地方公共団体 23

100

馳4

17.4

6

26.1

13

56.5

一9

一186一
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第28表 オンライン通信回線サービスの利用状況(業 種別)
(複数 回答,各 業種 ごとに,上 段:社 数、下段:%)

通 信回線サー ビスの

メニュー

業 種

実
回
答
社
数

専用線サービス 交換サービス
延
社べ
数回
答

アナログ

専用サー

ビス

デジタル

アクセス

回線

(DA/DR)

高速 デジ

タル回線

(HD)・

ATM専

用サービ

ス

電話(ア

ナログ)

回線

DDX ISDN

64

ISDN

1500

ADSL フレー ム

リレー

サ ー ビス

セルリ

レーサー

ビス

IPネ ットワークサービス

IP-VPN VolP

製造業計 494

100

97

19.6

216

43.7

134

27.1

58

11.7

245

49.6

38

7.7

334

67.6

62

12.6

72

14.6

198

40.1

15

3

102

20.6

41

8.3

1612

326.3

非製造業計 823

ユ00

181

22

393

47.8

204

24.8

92

11.2

391

47.5

84

10.2

594

72.2

140

17

135

16.4

250

30.4

6

0.7

123

14.9

26

3.2

2619

318.2

公務計 151

100

31

20.5

96

63.6

32

21.2

17

11.3

32

21.2

2

1.3

106

70.2

32

21.2

14

9.3

9

6

0

0

14

9.3

0

0

385

255

公務を除く全産業計 1317

100

278

21.1

609

46.2

338

25.7

150

11.4

636

48.3

122

9.3

928

70.5

202

15.3

207

15.7

448

34

21

1.6

225

17.1

67

5.1

4231

32L3

全産業計 1468

100

309

21

705

48

370

25.2

167

11.4

668

45.5

.

124

8.4

1034

70.4

234

15.9

,221

15.1

457

31.1

21

L4

239

16.3

67

4.6

4616

314.4

食料品製造業,飲 料 ・
たばこ ・飼料製造業

64

100

9

14.1

25

39.1

7

10.9

5

7.8

34

53.1

5

7.8

47

73.4

8

12.5

6

9.4

26

40.6

2

3.1

9

14.1

2

3.1

185

289.1

繊維工業 20

100

8

40

10

50

7

35

2

10

10

50

1

5

16

80

1

5

3

15

9

45

2

10

2

10

1

5

72

360

パルプ ・紙 ・紙加工品

製造業

4

100

1

25

1

25

0

0

0

0

3

75

0

0

2

50

0

'0

0

0

3

75

0

0

1

25

0

0

11

275

化学工業 45

100

8

17.8

16

35.6

14

31.1

6

13.3

20

44.4

3

6.7

31

68.9

7

15.6

7

15.6

21

46.7

2

4.4

10

22.2

5
.

11.1

150

333.3

石 油 ・石 炭 ・プ ラ スチ ・

ッ ク製 品 製造 業

12

100

2

16.7

3

25

5

41.7

.1

83

4

33.3

1

8.3

8

66.7

1

8.3

3

25

7

58.3

0

0

2

16.7

1

8.3

38

316.7

窯業 ・土石製品製造業 14

100

3

21.4

4

28.6

3

21.4

1

7.1

4

28.6

`0

0

、10

7L4

2

14.3

0

0

5

35.7

1

7.1

2

14.3

1

7.1

36

257.1

鉄鋼業 19

100

6

3L6

7

36.8

4

21.1

正

5.3

11

57.9

2

10.5

12

63.2

2

10.5

1

5.3

7

36.8

1

5.3

3

15.8

0

0

57

300

非鉄金属製品 ・金属
製品製造業

43

100

6

14

17

39.5

14

32.6

4

9.3

'19

44.2

4

9.3

24

55.8

6

14

7

16.3

15

34.9

0

0

10

23.3

4
'

9.3

130

302.3
一般機械器具製造業 45

100

7

15.6

21

46.7

9

20,

3

6.7

24

53.3

3

6.7

30
'66 .7

5

11.1

8

17.8

16

35.6

0

0

9

20

6,

13.3

141

313.3

電気機械器具製造業 41

100

8

19.5

20

48.8

16

39

5

12.2

24

585

6

14.6

22

,53 .7

6

14.6

8

19.5

17

41.5

3

7.3

10

24.4

4

9.8

149

363.4

情報通信機械器具
製造業

53

100

10

18.9

23

43.4

・15

28.3

10

18.9

20

37.7

3

5.7

30

56.6

7

13.2

・6

11.3

18

34

0

0

16

30.2

7

13.2

165

311.3

輸送用機械器具製造業 52

100

14

26.9

29

55.8

16

30.8

10

19.2

31

59.6

5

9.6

41.

78.8

5

9.6

9

17.3

21

40.4

2

3.8

15

28.8

6

11.5

204

392.3

精密機械器具製造業 11

100

0

0

8

72.7

3

27.3

1

9.1

7

63.6

1

9.1

10

90.9

4

36.4

1

9.1

6

54.5

0

0

.1

9.1

1

9.1

43

390.9

その他の製造業 71

100

15

21.1

32

45.1

21

29.6

9

12.7

、34

47.9

4

5.6

51

71.8

8

1L3

13

18.3

27

38

2

2.8

12

16.9

3

4.2

231

325.4

農林漁業・同協同組合,

鉱業

37

100

10

27

9

24.3

6

16.2

8

21.6

12

32.4

0

0

28

75.7

4

10.8

3

8.1

3

8.1

0

0

1

2.7

0

0

84

227

建 設業 、 61

100

3

4.9

25

41

16

26.2

7

11.5

27

44.3

3

4.9

50

82

8

13.1

13

21.3

22

36.1

0

0

14

23

1

1.6

189

309.8
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通信回線サー ビスの
'メ ニ

ュー

業 種

実
回
答
社
数

専用線サービス 交換サービス
延
社べ
数回
答

アナログ

専用サー

ビス

デジタル

アクセス

回線

(DA/DR)

高速 デジ

タル回線

(HD)

ATM専

用サービ

ス

電話(ア

ナログ)

回線

DDX ISDN

64

ISDN

1500

鳥

,

ADSL フレ ー ム

リレー

サ ー ビス

セルリ

レーサー

ビス

IPネ ットワークサービス

IP-VPN VolP

新 聞 ・出 版業 14

100

3

21.4

8

57.1

1

7.1

0

0

7

50

1

7.1

8

57.1

2

14.3

「4

28.6

5

35.7

0

0

1

7.1

1

7ユ

41

292.9

電 気 ・ガ ス ・熱 供給 ・

水道業

13

100

4

30.8

5

38.5

4

30.8

3

23.1

5.

38.5

1

7.7

8

61.5

3

23.1

2

15.4

5

38.5

0

0

2

15.4

0

0

42

323.1

運輸業 47

100

16

34

24

51.1

18

38.3

3

6.4

27

57.4

3

6.4

37

78.7

6

12.8

3

6.4

16

34

0

0

7

14.9

4

8.5

164

348.9

映像 ・音声情報製作 ・

放送業,通 信業

16

100

1

6.3

8

50

6

37.5

3

18.8

4

25

、1

6.3

14

87.5

0

0

3

18.8

10

62.5

0

0

1

6.3

0

0

51

318.8

卸売業 158

100

28

17.7

74

46.8

34

2L5

8

5.1

82

5L9

15

9.5

・101

、63 .9

18

1L4

23

14.6

67

42.4

0

0

31

19.6

4

2.5

485

307

小売業,飲 食店 143

100

31

21.7

70

49

25

17.5

7

4.9

65

45.5

20

14

111

77.6

18

12.6

26

18.2

38

26.6

2

1.4

21

14.7

3

2.1

437

305.6

金融 ・保険業 70

100

33

47.1

40

57.1
'

22

31.4

18

25.7

40

57.1

27

38.6

59

84.3

21

30

5

7.1

28

40

2

2.9

7

10

0

0

302

431.4

情報サービス業 113

100

32

28.3

67

59.3

、40

35.4

22

19.5

61

54

12

10.6

80

70.8

37

32.7

30

26.5

41

36.3

2

L8

23

20.4

7

6.2

454

401.8

医療 業(国 ・公立 除 く) 14

100

0

0

3

21.4

1

7ユ

0

0

7

50

0

0

13

92.9

'1

7.1

1

7.1

0

0

0

0

1

7.1

0

0

27

192.9

教育 ・学術研究機関

(国 ・公立除く)

55

100

5

9.1

26

47.3

25

45.5

12

21.8

24

43.6

1

L8

29

52.7

14

25.5

7

12.7

0

0

0

0

5

9.1

2

3.6

150

2727

その他の非製造業

'

82

100

15

18.3

34

41.5

6

7.3

1

1.2

30

36.6

0

0

56

68.3

8

9.8

15

18.3

15

18.3

0

0

9

11

4

4.9

193
'235
.4

政府 6

100

2

33.3

5

83.3

2

33.3

1

16.7

3

50

0

0

5

83.3

2

33.3

0

0

1

16.7

0

0

1

16.7

0

0

22

366.7

地方公共団体 145

100

29

20

91

62.8

30

20.7

16

11

29

20

2

L4

101

69.7

30

20.7

14

9.7

8

5.5

0

0

13

9.

0

0

363

250.3
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第29表 オンライン通信回線サービス今後の利用見通 し'(業種別)

、

(複数 回答,各 業種ごとに,上 段:社 数、下段:%)

通信 回線サー ビスのメニュー

業 種 ・

実
回
答
社
数

・専用線サービス
交換サービス

延
社べ
数回
答

アナログ

専用

サービス

デジタル

アクセス

回線

(DA/DR)

高速 デ

ジタル

回線

(HD)

ATM専

用サー

ビス

電話(ア

ナログ)

回線

DDX ISDN

64

ISDN

1500

ADSL フレー ム

リレー

サ ー ビス

セルリ

レーサー

ビス

IPネ ットワークサービス

IP-VPN Vo[P

製造業計 1～2年 内に

新規利用

267

100

2

0.7

13

4.9

16

6

13

49

1

0.4

0

0

11

4.1

8

・3

122

45.7

11

4.1

2

0.7

109

40.8

46

17.2

354

132.6

1～2年 内に

利用取止め予定

30

11.2

23

8.6

23

8.6

4

1.5

22

8.2

8

3

32

12

5

1.9

4-

1.5

41

15.4

0

0

3
'1
.1

2

0.7

197

73.8

非製造業計 1～2年 内に

新規利用

390

100

2

0.5

39

10

34
』8
.7

25

6.4

11

2.8

0

0

30

7.7

17

4.4

171

43.8

21

5.4

1

0.3

163

41.8

51

13.1

565

144.9

1～2年 内に

利用取止め予定

37

9.5

30

7.7

24

6.2

4

1

21

5.4

16

4」

52

13.3

7

1.8

10

2.6

37

9.5

0

0

5

L3

2

0.5

245

62.8

公務計 1～2年 内に

新規利用

73

100

0

0

4

5.5

10

13.7

6

8.2

0

0

1

1.4

5

6.8

2

2.7

21

28.8

5

6.8

0

0

21

28.8

1

L4

76

104.1

1～2年 内 に,
利 用 取止 め 予定 、

9

12.3

8

11

＼3

4ユ

1

1.4

2

2.7

0

0

8

11

0

0

0

0

0

0

0

0

1

1.4

0

0

32

43.8

公務を除く全産業計 1～2年 内に

新規利用

657

100

、4

0.6

52

7.9

50

7.6

38

5.8

12

L8

0

0

41

6.2

25

3.8

293

44.6

32

4.9

3

0.5

272

41.4

97

14.8

919

139.9

1～2年 内に

利用取止め予定

67

10.2

53

8ユ

47

7.2

8

1.2

43

6.5

24

3.7

84'
12.8

12

L8

14

2.1

78

11.9

0

0

8

1.2

4

0.6

442

67.3

全産業計 1～2年 内に

新規利用

730

100

4

0.5

56

7.7

60

8.2

44

6

12

L6

1

0.1

46

63

27

3.7

'314

43

37

5.1

3

0.4

293

40.1

98

13.4

995

136.3

1～2年 内に

利用取止め予定

76

10.4

61

8.4

50

6.8

9

1.2

45

6.2

24

・3 .3

92

12.6

12

1.6

14

19

78

10.7

0

0

9

1.2

4

0.5

474

64.9

食料品製造業,飲 料 ・
たばこ ・飼料製造業

1～2年 内に

新規利用

37

100

0

0

0

0

1

2.7

2

5.4

0

0

0

0

3

8.1

3

8.1

16

43.2

2

5.4

0

0

18

48.6

3

8.1

48

129.7

1～2年 内に

利用取止め予定

1

2.7

4

10.8

1

2.7

0

0

1

2.7

1

2.7

1

2.7

0

0

0

0

6

16.2

0

0

1

2.7

0

0

16

43.2

繊維工業 1～2年 内に

新規利用

10

100

1

10

0

0

1

、10

0

0

0

0

0

0

1

10

0

0

4

40

1

10

0

0

一4

40

1

10

13

130

1～2年 内に

利用取止め予定

1

10

1

10

1

10

0

0

1

10

0

0

1

10

0

0

1

10

1

10

0
'0

0

0

0

0

7

70

パルプ ・紙 ・紙加工品

製造業

1～2年 内に

新規利用

1

100

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

・0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

100

1

100

1～2年 内に

利用取止め予定

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0.

0'-0

0

0

化学工業 1～2年 内 に

新規 利 用'

22

100

0

0

2

9.1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

12

54.5

0

0

0

0

8

36.4

3

13.6

25

113.6

1～2年 内に

利用取止め予定

3

13.6

2

9.1

1

4.5

1

4.5

1

4.5

0

.0

4

1812

1

4.5

0

0

5

22.7

0

0

0

0

0

0

18

81.8

石 油 ・石炭 ・プ ラスチ

ック.製品製造 業

1～2年 内に

新規利用

5

100

0

0

1

20

0

0

1

20

0

0

0

0

0

0

0

0

2

40

1

20

0

0

3

60

2
40

10/2
00

1～2年 内に

利用取止め予定

1

20

0

0・

1

20

0

0

0

0

0

0

1

20

1

20

0

0

2

40

0

0

0

0

0

0

6

120

窯業 ・土石製品製造業 1～2年 内に

新規利用

8

100

0

0

0

0

2

25

0

0

1

12.5

0

0

1

12.5

0

0

3

37.5

0

0

0

0

4

50

2

25

13

162.5

1～2年 内に

利用取止め予定

2

25

0

0

2

25

0

0

1

12.5

0

0

1

12.5

0

0

0

0

1

12.5

0

0

0

0

0

0

7

87.5

＼
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業 種

実
回
答
社
数

専用線サービス 交換サービス
延

社 べ'

数 回

答

アナログ

専用

サービス

デジタル

アクセス

回線

(DA/DR)

高速 デ

ジタル

回線

(HD)

ATM専

用サー

ビス

電話(ア

ナログ)

回線

DDX ISDN

64

ISDN

!500

ADSL フレ ー ム

リレ ー

サ ー ビス

セ ル リ

レー サ ー

ビス

IPネ ットワークサービス

IP-VPN VolP

鉄鋼業
、

1～2年 内に

新規利用

7

100

0

0

1

14.3

1

14.3

0

,0

0

0

0

0

0

0

0

0・

4

57.1

0

0

0

0

3

42.9

1

14.3

10

142.9

1～2年 内に

利用取止め予定

2

28.6

1

14.3

1

14.3

0

0

3

42.9

0

0

1

14.3

1

143

0

0

2

28.6

0

0

0

0

0

0

11

157.1

非鉄金属製品 ・金属

製品製造業
「

1～2年 内に

新規利用

.25

100

0

0

2

8

1

4

0

0

0

0

'0

0

2

8

2

8

13

52

1

4

1

4

6

、24

4

16

32

128

1～2年 内に

利用取止め予定

5

20

1

4

5

20

0

0

3

12

3

12

3

12

0

0

0

0

4

16

0

0

1

4

0

0

25

100
一般機械器具製造業 1～2年 内に

新規利用

17

100

0

0

0

0

0

0

3

17.6

0

0

0

0

1

5.9

,0

0

8

47.1

0

0

0

0

7

41.2

3

17.6

22

129.4

1～2年 内 に,

利 用 取 止 め予 定

1

5.9

2

11.8

2

1L8

0

0

3

17.6

1

5.9

3

17.6

1

5.9

0

0

5

29.4

0

0

0

0

0

0

18

105.9

電気機械器具製造業 1～2年 内に

新規利用

25

100

0

0

2

8

4

16

2

8

0

0

0

0

0

0

2

8

12

48

2

8

0

0

11

44

8

32

43

172

1～2年 内に

利用取止め予定

3

12

2

8

1

4

1

4

3

12

1

4

1

4

1

4

1

4

3

12

0

0

0

0

0

0

17

68

情報通信機械器具
製造業

1～2年 内に

新規利用

29

100

1

3.4

3

10.3

3

10.3

2

6.9

0

0

0

0

0 0

0.0

14

48.3

1

3.4

1

3.4

12

41.4

8

27.6

45

155.2

1～2年 内に

利用取止め予定

3

10.3

4

13.8

3

10.3

1
'3 .4

1

3.4

0

0

8

27.6

LO

O

0

0

3

10.3

0

0

0

0

0

0

23

79.3

輸送用機械器具製造業 1～2年 内に
新規利用

30

100

0

0

1

3.3

1

3.3

1

3.3

0

0

0

0

2

6.7

0

0

12

40

0

0

0

0

15

50

7

23.3

39

130

1～2年 内に

利用取止め予定

7

23.3

2

6.7

2

6.7

0

0

2

6.7

1

3.3

1

3.3

0
`

0

1

3.3

4

13.3

0

0

0

0

1

3.3

21

70

精密機械器具製造業

1

1～2年 内に

新規利用

8

100

0

0

0

0

0

0

1

12.5

0

0

0

0

0

0

0

0

3

37.5

0

0

0

0

4

50

0

0

8

100

1～2年 内に

利用取止め予定

0

0

1

12.5

0

0

0

0

1

12.5

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2

25

その他の製造業 1～2年 内に

新規利用

43

100

0

0

1
一2

.3

2

4.7

1

2.3

0

0

0

0

1

2.3

1

2.3

19

44.2

3

7

0

0

14

32.6

3

7

45

104.7

1～2年 内に

利用取止め予定

1

2.3

3

7

3

7

1

2.3

2

4.7

1

2.3

7

16.3

0

0

1

2.3

5

11.6

0

0

1

2.3

1

2.3

26

60.5

農林漁業・同協同組合,

鉱業

1～2年 内に

新規利用

16

100

一 〇

〇

3

18.8

1

6.3

1

6.3

0

0

0

0

3

18.8

1

6.3

4

25

0

0

0

0

4

25

1

6.3

18

112.5

1～2年 内に

利用取止め予定

2

12.5

1

6.3

1

6.3

0

0

2

12.5

0

0

1

6.3

1『

6.3

1

6.3

0

0

0

0

0

0

0

0

9

56.3

建設業 1～2年 内に

新規利用

33

100

0

0

3

9.1

2

6.1

2

6.1

1

3

0

0

1

3

2

6.1

21

63.6

1

3

0

0

12

36.4

2

6.1

47

142.4

1～2年 内に

利用取止め予定

0

0

3

9.1

0

0

0

0

2

6.1

1

3

,8

24.2

0

0

1

3

3

9.1

0

0

0

0

0

0

18

54.5

新聞 ・出版業 1～2年 内 に

新規 利 用'

6

100

正

16.7

3

50

1

16.7

0
'0

1

16.7

0

0

'1

16.7

0

0

3

50

2

33.3

0

0

3

50

0

0

15

250

1～2年 内に

利用取止め予定

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

電気 ・ガス ・熱 供給 ・

水道 業

1～2年 内に

新規利用

6

正00

0
'0

0、

0

0

0

2

33.3

0

0

0

0

0

0'

0

0

1

16.7

0

0

0

0

1

16.7

2

33.3

6

100

1～2年 内に

利用取止め予定

2

33.3

0

0

1

16.7

0

0

1

16.7

1

16.7

0

0

0

0

0

0

1

16.7

0

0

0.

0

0

0

6

100
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通信回線サー ビスのメニュー
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業 種

実
回
答
社
数

専用線サービス 交換サービス
延
社べ
数回
答

アナログ

専用

サービス

デジタル

アクセス

回線

(DA/DR)

高 速デ

ジタル

回線

(HD)

ATM専

用 サー

ビス

電話(ア

ナログ)

回線

DDX ISDN

64

ISDN

1500

ADSL フレー ム

リレ ー

サ ー ビス

セルリ

レーサー

ビス

IPネ ットワークサービス

IP-VPN VolP

運輸業 1～2年 内に

新規利用

24

100

0

0

2

8.3

2

8.3

1

4.2

0

0

02

0、8.3

2

8.3

13

54.2

2

8.3

1

4.2

11

45.8

1

4.2

37

154.2

1～2年 内に

利用取止め予定

5

20.8

2

8.3

4

16.7

0

0

1

4.2

0

0

5

20.8

1

4.2

0

0

1

4.2

0

0

0

0

0

0

19

79.2

映像 ・音声情報製作 ・

放送業,通 信業

1～2年 内に

新規利用

8

100

0

0

0

0

1

12.5

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

5

62.5

0

0

0

0

5

62.5

1

12.5

12

150

1～2年 内に

利用取止め予定

1

12.5

0

0

1

12.5

1

12.5

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2

25

0

0

0

0

0

0

5

62.5

卸売業 1～2年 内に

新規利用

81

100

0

0

7

8.6

7

,8.6

4

49

3

3.7

0

0

5

6.2

3

3.7

41

50.6

8

9.9

0

0

36

444

12
'14

.8

126

155.6

1～2年 内に

利用取止め予定

4

4.9

7

8.6

5

6.2

0

0

4

4.9

4

4.9

11

13.6

0

0

0

0

13

16

0

0

1

L2

0

0

49

60.5

小売業,飲 食店 1～2年 内に

新規利用

78

100

0

0

7

9

2

2.6

4

5.1

3

3.8

0

0

10

12.8

0

0

31

39.7

'5

6.4

0

0

37

47.4

4

5.1

103

132.1

1～2年 内に

利用取止め予定

11

14.1

7

9

5

6.4

0

0

4

5.1

1

L3

9

11.5

0
'0

4

5.1

5

6.4

0

0

2

2.6

1

1.3

49

62.8

金融 ・保険業 1～2年 内に

新規利用

33

100

0

0'

6

18.2

2

6.1

4

12.1

1

3

0

0

1

3

4

12.1

9

27.3

0

0

0

0

18

54.5

8

24.2

53

160.6

1～2年 内に

利用取止め予定

5

15.2

1

3

・3

9.1

1

3

1

3

6

18.2

2

6.1

2

6ユ

1

3

2

6.1

0

0

0

0

0

0

24

72.7

情報サービス業 1～2年 内に

新規利用

53

100

1

L9

3

5.7

7

13.2

4

7.5

0

0

0

0

,1

1.9

3

5.7

22

4L5

3

5.7

0

0

22

41.5

18

34

84

158.5

1～2年 内に

利用取止め予定

4

7.5

0

0

1

1.9

0

0

3

5.7

3

5.7

4

7.5

2

3.8

0

0

6

1L3

0

0

1

1.9

0

0

124

45.3

医療 業(国 ・公 立 除 く) 1～2年 内に

新規利用

3

100

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

33.3

1

33.3

0

0

0

0

1

33.3

0

0

3

100

1～2年内に

利用取止め予定

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

教育 ・学術研究機関

(国・公立除く)

1～2年 内に

新規利用

14

100

0

0

1

7.1

4

28.6

1

7.1

1

7.1

0

0

2

14.3

1

7.1

3

2L4

0

0

0

0

1

7.1

2

14.3

16

114.3

1～2年 内に

利用取止め予定

1

7.1

2

14.3

3

21.4

2

14.3

1

7.1

0

0

5

35.7

1

7.1

1
'7 .1

0

0

0

0

0

0

0

0

.

16

114.3

その他の非製造業 1～2年 内に

新規利用

35

正00

0

0

4

1L4

5

14.3

2

5.7

1

2.9

0

0

4

1L4

0

0

17

48.6

0

0

0

0

12

34.3

0

0

.

45

128.6
■

1～2年 内に

利用取止め予定

2

5.7

7

20

0

0

0

0

2

5.7

0

0

7

20

0

0

2

5.7

4

11.4

0

0

1

2.9

1

2.9

26

74.3

政府 1～2年 内に

新規利用

4

100

0

0

0

0

0

0

1

25

0

0

0

0

0

0

0

0

1

25

0

0

0

0

2

50

0

0

.

4

100

1～2年 内に

利用取止め予定

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

地方公共団体 1～2年 内に

新規利用

69

100

0

0

4

5.8

10

14.5

5

7.2

0

0

.1

L4

5

7.2

2

2.9

20

29

5

7.2

0

0

19

27.5

1

1.4

.

72

104.3

1～2年 内に

利用取止め予定

9

13

,8

1L6

3

4.3

1

1.4

2

2.9

0

0

8

11.6

0

0

0

0

0

0

0

0

1

L4

0

0

.

32

46.4



第30表lPネ ッ トワークサービス ・lP-VPNの 導入状況(業 種別)

(各業 種 ごとに,上 段:社 数、下段:%)

'

IP-VPNサ ー ビスの

導入段階

業 種

既に導入している 導入の予定である
導入の検討
を行ってい
る

導入の予定
はない 合 計

戸 「

、

自前 のVPN設 備

(ファイヤーウォールな

どに よ る)

ネットワ ーク

側のVPN機
能による

自 前 のVPN設 備

(ファイヤーウォールな

どに よ る)

ネットワ ーク

側のVPN機

能 による

製造業計, 48

93

81

15.6

10

L9

21

4.1

134

25.9

224

43.2

518

100

非製造業計
7

62

7.3

103

12

24

2.8

42

49

228

26.7

396

46.3

855

100
公務計 13

8.4

8

5.2

10

6.5

9

5.8

35

22.7

79

513

154

100
公務を除く全産業計 110

8

184

13.4

34

2.5

63

4.6

362

26.4

620

45.2

1373

100

全産業計 123
'8
.1

192

12.6

44

2.9

72

4.7

397

26

699

45.8

1527

100

食料品製造業,飲 料 ・

たばこ・飼料製造業

4

6

5

7.5

0

0

4

6

20

29.9

34

50.7

67

100
繊維工業 0

0

2

9.1

0

0

1

45

8

36.4

11

50

22

100
パルプ ・紙 ・紙加工品

製造業

0

0

0

0

,1

33.3

0

0

0

0

2

66.7

3

ioO

化学工業 4
⌒8

.5

.14

29.8

1

2.1

,2

4.3

6

12.8

20

42.6

47

100

石油 ・石炭 ・プラスチ

ック製品製造業

0

0

2

13.3

2

13.3

0

0

3

20

8

53.3

15

100

窯業 ・土石製品製造業 1

6.7

2

13.3

0

0

0

0

4

26.7

8

53.3

15

100

鉄鋼業 1

5.3

3

15.8

1

5.3

1

5.3

3

15.8

10

52.6

19

100
非鉄金属製品 ・金属

製品製造業

7

15.2

6

13

0

0

1

2.2

11

・23
.9

21

45.7

46

100
一般機械器具製造業 5

10.6

5

10.6

1

2.1

4

8.5

13

27.7

19

40.4

47

100

電気機械器具製造業 7

15.6

10

22.2

1

2.2

2

4.4

8

17.8

17

37.8

45

100

情報通信機械器具
製造業

6

10.9

・12

2L8

1

1.8

1

1.8

16
馳

29.1

19

34.5

55

100

輸送用機械器具製造業 8

15.4

8

15.4

1

1.9

2

3.8

13
-

25

20

38.5

52

100

精密機械器具製造業 1

9.1

1

9.1

0

0

0『

0

4

36.4

5

45.5

11

100

その他の製造業 4

5.4

11

14.9

1

1.4

3

4.1

25

33.8

30

40.5

74

100

農林漁業・同協同組合,

鉱業

1

2.5

1、

2.5

1

2.5

0

0

5

12.5

.32

80

40

100
建設業 4

6.8

11

18.6

2

3.4

2

3.4

21

35.6

19

32.2

59

100

新聞 ・出版業 1

7.1

0

0

0

0

0

0

5

35.7

8

57.1

14

100

1

`

電気 ・ガス ・熱供給 ・

水道業

1

7.7

2

15.4

1

7.7

0

0

3

23ユ

6

46.2

13
-

100
運輸業 4

83

7

14.6

2

4.2

1

2.1

12

25

22

45.8

48

100
映像 ・音声情報製作 ・

放送業,通 信業

0

0

2

11.8

0

0

0

0

10

58.8

5

29.4

17

100

卸売業 15

8.9

26

15.4

3

L8

15

89

43

25.4

67

39.6

169

100

小売業,飲 食店 5

3.3

24

15.8

1

0.7

11

7.2

45

29.6

66
r43

.4

152

100
金 融 ・保 険 業 ↓ 1

1.4

9

12.3'

2

2.7

5

6.8

23

3L5

33

45.2

73

100

情報サービス業 18

15.5

12

10.3

8

6.9

6

5.2

27

23.3

45

38.8

116

100

医療業(国 ・公立除く) 2

14.3

0

0

0

0

0

0

1

7」

11

78.6

14

100

教育 ・学術研究機関

(国 ・公立除く)

7

13.5

3

5.8

1

1.9

0

0

10

19.2

31

59.6

52

100

その他の非製造業 3

3.4

6

6.8

3

3.4

2

23

23

.26 .1

51

58

88

100

政府
＼

0
'0

1

16.7

0

0

1

16.7

2

33.3

2

33.3

6

100

地方公共団体 '・13

8.8

7

4.7

10

6.8

8

5.4

33

223

77

52

148

100

一192一
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第31表IPネ ッ トワークサー ビス ・Vo1Pの 導入状況(業 種別)

(各業 種 ごとに,上 段:社 数,下 段:%)

声 通 信 のVoIPへ の 既に導入して 導入の予定で 導入の検討を 検討を行った 検討していな 合
統合段階 いる'

ある 行 って いる が導入を見 い、不明

業 種
送 って いる 計

製造業計 51 16 68 94 292 521

9.8 3.1 13.1 18 56 100

非製造業計 39 16 135 110 558 858

4.5 1.9 15.7 12.8 65 100

公務計 0 2 17 7 128 154

0 1.3 11 4.5 83.1 100

公務を除く全産業計 90 32 ・203 204 850 1379

6.5 2.3 14.7 14.8 61.6 100

全産業計 90 34 ・220 211 978 1533
ン

5.9 2.2 14.4 13.8 63.8 100

食料品製造業,飲 料 ・ 3 3 8 12』 40 66

たばこ ・飼料製造業 4.5 4.5 12.1 ,18.2 60.6 100

繊維工業 2 0 1 5 14 22

9.1 0 4.5 22.7 63.6 100

パルプ ・紙 ・紙加工品 0 0 1 0 3 4

製造業 0 0 25 0 75 100

化学工業 7 1 8 5 28 49

14.3 2 16.3 10.2 57.1 100

石 油 ・石 炭 ・プ ラス チ 1 1 1 4 8 15

ック製品製造業 6.7 6.7 6.7 26.7 53.3 100

窯業 ・土石製品製造業 1 0 3 2 9 15

6.7 0 20 13.3 60 100

鉄鋼業 0 1 0 3 14 18

0 5.6 0 16.7 77.8 100

非鉄金属製品 ・金属 6 0 6 7 27 46

製品製造業 13 0 13 15.2 58.7 100
一般機械器具製造業 6 0 7 6 28 47

12.8 0 14.9 12.8 59.6 100

電気機械器具製造業 5 2 6 7 23 43

11.6 4.7 14 16.3 53.5 100

情報通信機械器具 8 6 7 12 22 55

製造業 14.5 10.9 12.7 21.8 40 100

輸送用機械器具製造業 5
'1

9 7
ノ

31 53

9.4 1.9 17 13.2 58.5 100

精密機械器具製造業 1 0 0 一4 6 11

9.1 0 0 36.4 54.5 100

その他の製造業 6 1・11 20 39 77

7.8 1.3 14.3 26 50.6 100

農林漁業・同協同組合, 1 0 4 2 33 40

鉱業 2.5 0 10 5 82.5
■
100

建設業 3 1 11 12 33 60

5 1.7 18.3 20 55 100

新聞 ・出版業 1 0 3 2 8 14

7.1 0 21.4 14.3 57.1 100

電気 ・ガス ・熱 供 給 ・ 0 1 3 1 8 13

水道業 0 7.7 23.1 7.7 61.5 ioO

運輸業 4 0 7 8 30 49

8.2 0 14.3 16.3 一・6L2 100

映像 ・音声情報製作 ・ 0 0 ・10 1 6 17

放送業 通信業 0 0 58.8 5.9 35.3 100

卸売業 10 3
'26

30 98 167

6 1.8 15.6 18 58.7 100

小売業,飲 食店 4 1 24 20 104
'153

2.6 0.7 15.7 13.1 68 100

金融 ・保険業
'

1 一6 8 11 47 73

L4 8.2 11 15.1 64.4 100

情報サービス業 8 3 26 14 67 118

6.8 2.5 22 11.9 56.8 100

医療業(国 ・公立除く) 0
《1

0 0噛 13 14

0 7.1 0 0 92.9 100

教育 ・学 術研究機関 3 0 7 3 39 52

(国 ・公 立 除 く) 5.8 0 13.5 5.8 75 100

その他の非製造業 4 0 6 6 72 88

4.5 0 6.8 6.8 81.8 100

政府 0 0 1 0 5 6

0 0 16.7 0 83.3 100

地方公共団体 0 2 16 7 123 148

0 1.4 10.8 4.7 83.1 100

一193一



第32表IPネ ッ トワークサ ー ビス ・他社とのイ ン トラネ ッ ト接続状況(業 種別)

(各業 種 ごとに,上 段:社 数,下 段:%)

業 種

他 社 との 接 続' 回 線 種 別 接 続 状 況

実施 未実施 計 実回答
社数
専用回線 公衆回線 その他 合計

製造業計 200

39

313

61

513

100

196

100

108

55.1

130

66.3

13

6.6

251

128.1
非製造業計 249

29.6

592

70.4

841

100

245

100

148

60.4

153

62.4

9

3.7

310

126.5

公務計 12

8.1

137

9L9

149

100

12

100

9

75

4

33.3

0

0

13

108.3

公務を除く全産業計 449

33.2

905

66.8

1354

100

'441

100

256

58

283

64.2

22

5

561

127.2

全産業計 461

30.7

1042

69.3

1503

100

453

100

265

58.5

287

63.4

22

4.9

574

126.7

食料品製造業,飲 料 ・
たばこ・飼料製造業

21
、

3L8

45、

68.2

66

100

21

100

5

23.8

17

81

1

4.8

23

109.5

繊維工業 9

40.9

13

59.1

22

100

9

100

5

55.6

7

77.8

0

0

12

133.3
パルプ ・紙 ・紙加工品

製造業

2

50

2

50

4

100

2

100

1

50

1

50

0

0

2

100

化学工業 17

36.2

30

63.8

47

100

16

100

8

50

10

62.5

2

12.5

20

125

石油 ・石炭 ・プラスチ

ック製品製造業

5

33.3

10

66.7

15

100

5

100

1

20

5

100

0

0

6

120

窯業 ・土石製品製造業 5

35.7

9

64.3

14

100

5

100

2

40

4

80

0

0

6

120

鉄鋼業 8

44.4

10

55.6

18

100

7

100

1

14.3

7

100

0

0

8

114.3

非鉄金属製品 ・金属

製品製造業

15

33.3

30

66.7

45

100

15

100

8

53.3

13

86.7

1

6.7

22

146.7
一般機械器具製造業 14

29.8

33

70.2

.47

100

14
,

100

10

71.4

7

50

0

0

17

12L4

電気機械器具製造業 16

38.1

26

6L9

42

100

15

100

8

53.3

7

46.7

3

20

18

120

情報通信機械器具
製造業

27

50

27

50

54

100

27

100

16

59.3

16

593

3

11.1

35

129.6

輸送用機械器具製造業 33

62.3

20

37.7

53

100

33

100

27

81.8

20

60.6

2

.6.1

49

148.5

精密機械器具製造業 3

27.3

8

72.7

11

100

2
1

100

1

50

1

50

1

50

3

150

その他の製造業 25

33.3

50

667

75

100

25

100

15

60

15

60

0

0

30

120

農林漁業・同協同組合,

鉱業'

6

15.8

32

84.2

38

100

6

100

1

16.7

5
1

83.3

0

0

6

100

建設業 14

23.7

45

76.3

59

100

14

100

10

71:4

7

50

0

0

17

121.4

新聞 ・出版業 1

7.7

12

92.3

13

100

1

100

1

100

0

0

0

0

1

100

電 気 ・ガ ス ・熱 供給 ・

水 道 業

6

46.2

7

53.8

13

100

5

100

3

60

2

40

0

0

5

100

運輸業. 16

33.3

32

66.7

48

100

16

100

6

37.5

13

8L3

0

0

19

118.8

映像 ・音声情報製作 ・

放送業,通 信業

5

29.4

12

70.6

17

100

5

100

3

60

3

60

0

0

6

120

卸売業 61

36.5

106

63.5

167

100

61

100

37

60.7

層42

68.9

4

6.6

83

136.1

小売業,飲 食店 56

37.6

93

62.4

149

100

55

100

33

60

30

54.5

0

0

63

114.5

金融 ・保険業 21

29.2

51

70.8

72

100

20

100

15

75

12

60

0

0

27

135

情報サービス業 42

36.2

74

63.8

116

100

41

100

30

73.2

24

58.5

5

12.2

59

143.9

医療業(国 ・公立除く) 2

16.7

10

83.3

12

100

2

100

0

0

2

100

0

0

2

・100

教育 ・学術研究機関

(国 ・公立除く)

3

5.9

48

94.1

51

100

3

100

2

66.7

1

33.3

0

0

3

100

その他の非製造業 16

18.6

70

81.4

86

100

16

100

7

43.8

12

75

0

0

19

118.8

政府 2
'

33.3

4

66.7

6

100

2

100

2

100

0

0

0

0

2

100

地方公共団体 10

7

133

93

143

100

10

100

7

70

4

40

0

0

11

110
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第33表IPネ ッ トワークサー ビス利用の理由(業 種別)

(各業 種 ごとに,上 段:社 数,下 段:%)

IPネ ットワークサービ ス

1用 の 理 由

業 種

.実回答

社数

全社的な

ネットワーク

システム見

直しの一環

親会社や他
社とのネット
ワーク化の
ため

顧客への

サービス向

上

新規事業の
開始にとも
なう新システ
ムの導入

通信経費,
ネットワーク
運用経費等
の削減

その他
延べ回
答社数

製造業計 384

100

210

54.7

118

30.7

45

11.7

17

4.4

278

72.4

14

3.6

682

177.6

非製造業計 566

100

292

51.6

110

19.4

67

11.8

54

9.5

393

69.4

18

3.2

934

165

公務計 88

100

39

44.3

13

14.8

10
'11

.4

16

18.2

49

55.7

5

5.7

132

150

公務を除く全産業計 950

100

502

52.8

22&

24

112

11.8

71

7.5

671

70.6

32

3.4

1616

170.1

全産業計 1038

100

541

52ユ

241

232

122

1L8

87

8.4

72037

69.43.6

1748

.168.4

食料品製造業,飲 料 ・

たばこ ・飼料製造業

41

100

28

68.3

7

17.1

7

17ユ

、1

2.4

27

65.9

0

0

70

170.7

繊維工業 16

100

7

43.8

5

31.3

3

18.8

2

12.5

13

8L3

0

0

30

187.5

パルプ ・紙 ・紙加工品

製造業

4

100

』3

75「

2

50

2

50

0

0

3

75

0
-0

10

250

化学工業 38

100

22

57.9

5

13.2

5

13.2

1

、2.6

24

63.2

4

10.5

61

160.5

石油 ・石炭 ・プラスチ

ック製品製造業

12

100

6

50

3

25

1

8.3

1

8.3

9

75

1

8.3

21

175

窯業 ・土石製品製造業 11

100

6

54.5

5

45.5

1

9.1

0

0

9

81.8

0

0

21

190.9

鉄鋼業 12

100

8

66.7

3

25

0

0

0

0

7

58.3

0

0

18

150

非鉄金属製品 ・金属

製品製造業

30

100

20

66.7

11

36.7

1

33

4

13.3

22

73.3

0

0

58

193.3

一般機械器具製造業 33

100

20

60.6

13

39.4

5

15.2

2

6.1

24

72.7

1

3

65

197

電気機械器具製造業 34

100

17

50

13

38.2

4

11.8

1

2.9

26

76.5

1

2.9

62

182.4

情報通信機械器具
製造業

46

100

20

43.5

19

41.3

6

13

1

2.2

36

78.3

2

4.3

84

182.6

輸送用機械器具製造業 42

100

17

40.5

19

45.2

2

4.8

2

4.8

32

76.2

0

0

72
17L4

精密機械器具製造業 11

100

3

273

3

27.3

1

9.1

0

0

8

72.7

2

18.2

17

154.5

その他の製造業 54

100

33

61.1

10

18.5

7

13

2

3.7

38

70.4

3

5.6

93

172.2

農林漁業・同協同組合,

鉱業

15

100

11

73.3

1

6.7

0

0

2

13.3

8

53.3

2

13.3

24

160

建設業 42

100

26

61.9

6

14.3

3

7.1

0

0

32

76.2 2.4

1・68

16L9

新聞 ・出版業 9

100

6

66.7

2

22.2

1

11ユ

1

11.1

9

100

0

0

19

21L1

電 気 ・ガ ス ・熱 供 給 ・

水道 業

9

100

6

66.7

1

11.1

1

11.1

1

11.1

6

66.7

0

0

15

166.7

運輸業 36

100

20

55.6

6

16.7

4

1L1

2

5.6

27

75

0

0

59

163.9

映像 ・音声情報製作 ・

放送業,通 信業

14

100

7

50

2

14.3

1

7.1

1

7.1

12

85.7

0

0

23

164.3

卸売業 125

100

68

54.4

27

21.6

13

10.4

,8

6.4

84

67.2

1

0.8

201

160.8

小売業,飲 食店 103

100

50

48.5

32

3L1

6

5.8

12

11.7

67

65

3

2.9

170

165

金融 ・保険業 51

100

28

549

6

11.8

6

11.8

8

15.7

35

68.6

5

9.8

88

172.5

情報サービス業 84

100

42

50

16

19

18

21.4

10

1L9

60

71.4

1

1.2

147

175

医療業(国 ・公立除く) 3

100

1

33.3

0

0

1

33.3

1

33.3

1

33.3

0

0

4

133.3

教育 ・学術研究機関 ・

(国 ・公立除く)

29

100

10

34.5

3

10.3

5

17.2

4

13.8

17

58.6

2

6.9

41

141.4

その他の非製造業 46

100

17

37

8

17.4

8

17.4

4

8.7

35

76.1

3

6.5

75

163

政府. 4

100

1

25

0

0

0

0

0

0

3

75

1

25

5

125

地方公共団体 84

100

38

45.2

13

15.5

10

11.9

16

19

46

54.8

4

4.8

127

151.2
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第34表 ネットワーク構成機器保有数の増減と今後の見通し(業 種別)

、

今年度の状況 今後の見通し

前年度比増 前年度並 前年度比減 回答 増加の見込み 変らない 減少の見込み 回答
業 種 社数 % 社数 % 社数1% 社数 社数1% 社数% 社数1% 社数
襲造業計 汎 用 コンピ ュータ 25 6.2 343 849 36 8.9 404 24 6.1 238 60.7 130 33.2 392

UMXサ ーバ'一 59 23.3 182 71.9 12 4.7 253 70 28.2 141 56.9 37 14.9 248
'

. NTサ ーバ ー 204 44.5 242 52.8 12 2.6 458 251 56.2 163 36.5 33 7.4 447
LINUXサ ーバ'一 58 29 137 68.5

,

5 2.5 200 115 5L8 101 45.5 6 2.7 222
その他 8 9.3 75 87.2 3 3.5 86 13 15.3 67 78.8 5 5.9 85

計 354 25.3 979 69.9 68 4.9 1401 473 339 710 50.9 211 15ユ 1394一 　 　

非製造業計 汎 用 コンピ ュータ 34 5.4 538 85.3 59 9.4 631 42 6.9 395 64.5 175 2&6 612
UMXサ ーバ㌔ '99 24.7 281 70.1 21 5.2 401 141 35.2 224 55.9 36 9 401
NTサ 一八㌧ 290 39.8 423 58.1 15 2.1 728 350 48.7 312 43.5 56 7.8 718
LINUXサ ーバ㌧ 101 34.2 190

』64
.4 4 L4 295 180 '54 .7 144 43.8 5 1.5 329

・
その他 19 15.7 95 78.5 7 5.8 121 26 20.8 90 72 9 7.2 125
計

-543
25 1527 70.2 106 4.9 2176 739 33.8 1165 53.3 281 12.9 2185

公務計 汎 用 コンピ ュータ 7 5.3 119 90.8 5 3.8 131 6 48 91 72.2 29 23 126
UMXサ ーバ㌧ 13 15.7 69 83.1 1 L2 83 18 21.7 60 72.3 5 6 83

「 NTサ ーバ㌧ 80 57.1 57 40.7 3 2.1 140 86 62.8 48 35 3 2.2 137
LINUXサ ーバ'一 22 41.5 31 58.5 0 0 53 21 37.5 34 60.7 1 1.8 56
その他 5 22.7 16 72.7 1 4.5 22 8 30.8 15 57.7 3 lL5 26

計 127 29.6 292 68.1 10 2.3 429 139 32.5 248 579 41 9.6 428
公務を除く全産業計 汎 用 コンピ ュータ 59 5.7 881 85.1 95 9.2 1035 66 6.6 633 63 305 30.4 1004

UNIXサ ーバ ー 158 24.2 463 70.8 33 5 654 211 32.5 365 56.2 73 11.2 649
NTサ ーバ㌧ 494 ・4L7 665 56.1 27 2.3 1186 601 51.6 475 40.8 89 7.6 1165
LINUXサ ーバ㌔ 159 32.1

>

327 66.1 9 1.8 495 295 53.5 245 44.5 11 2
`551

その他 27 13 .170 82.1 10 4.8 207 39 18.6 157 74.8 14 6.7 210

. 計 897 25.1 2506 70ユ 174 4.9 3577 1212 339 1875 52.4 492 13.7 3579
全 産 業 計 ・ 汎 用]ン ヒ.ユータ・ 66 5.7 1000 85.8 100 8.6 1166 72 6.4 724 64.1 334 29:6 1130

UNIXサ ーバ ー 171 232 532 72.2 34 4.6 737 229 3L3 425 58.1 78 10.7 732
NTサ ーバ㌧ 574 43.3 722 54.4 30 2.3 1326 687 52.8 523 40.2 92 7.1 1302
LINUXサ ーバ'一 181 33 358 65.3 9 L6 548 316 52.1 279 46 12 2 607
その他 32 14 186 8L2 11 4.8 229 47 19.9 172 72.9 17 7.2 236

計 1024 25.6 2798 69.8 184 4.6 4006 1351 33.7 2123 53 533 13.3 4007
食料品製造業, 汎 用 コンピ ュータ 4 73 50 90.9 1 1.8 55 2 3.6 40 72.7 13 23.6 55
飲料 ・飼料製造業 UNIXサ ーバ'一 6 28.6 14 66.7 1 4.8 21 5 23.8 15 7L4 1 4.8 21

NTサ ーバ ー 19 34.5 36 65.5 0 0 55 30 54.5 23 41.8 2 3.6 55

LINUXサ ーバ㌧ 5 29.4 11 64.7 1 5.9 17 5 27.8 12 66.7 1 5.6 18
その他 1 9.1 10 909 0 0 11

.2 18.2 9 8L8 0 0 11

計 35 22 121 76.1 3 1.9 159 44 27.5 99 6L9 17 10.6 160}一

繊維工業 汎用コンビ士タ 0 0 17 100 0 0 17 0 0 11 6L1 7 38.9 18
UMXサ ーバ㌧ 1 14.3 6 85.7 0 0 7 3 42.9 2 28.6 2 28.6 7
NTサ ーバ'一 8 44.4 10 55.6 0 0 18 11 55 8 40 1 5 20
LINUXサ ーバ ー 0 0 2 100 0 0 2 2 40 3 60 0 0 5
その他 0 0 、 0 0 0 0 0 0 0 1・ 100 0 0 、1
計 9 20.5 35 79.5 0 0

'

44 16 31.4 .25 49 10 19.6 51
パ ル プ ・紙 ・ 汎 用 コンピ ュータ 0 0 3 100 0 0 3 0 0 2 66.7 1 333 3
紙加工品製造業 UNIXサ ーバ ー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Mサ づ、㌧ 1 33.3 2 66.7 0 0 3 2 66マ 1 33.3 0 0 3
LINUXサ ーバ'一 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
計 1 16.7 5 83.3 0 0 6 2 33.3 3 50 1 16.7 6

化学工業 汎 用 コンピ ュータ 0 0 33 86.8 5 13.2 38 0 o 21 58.3 15 41.7 36
UNIXサ ーバ ー 10 35.7 18 64.3 0 0 28 12 41.4 13 44.8 4 13.8 29

' NTサ ーバ ー 23 54.8 16 38.1 3 7.1 42 28 65.1 10 23.3 5 H.6 43
LINUXサ ーバ㌧ 3 17.6 14 82.4 0 0 17 10 50 10 50 0 0 20

その他 0 0 5 100 0 0 5 1 16.7 5 83.3 0 0 6
馳

計 36 27.7 86 66.2 8 6.2 130 51 38.1 59 44 24 17.9 134
石 油 ・石 炭,.

、プ ラ ズ チ ック 製 品

汎 用 コンピ ュ汐

UNIXサ ーバ㌧

1

1

10

20

9

3

90

60

0

1

0

20

10

5

1

1

」11
.1

25

5

3

55.6

75

3

0

33.3

0

9

4

製造業 NTサ ーバ'一 8 66.7 4 33.3 oiO 12 5 45.5 6 54.5 0 0 11

LINUXサ ーバ㌧ 0 0 4 100
iO
0 4 3 75 1 25 0 0 4

その他 0 0 2 100 0 0 2 0 0 1 100 0 0 1

計 10 30.3 22 66.7 1 3 33 10 34.5 16 55.2 3 10.3 29
窯 業 ・・土 石製 品 汎 用 コンピ ュータ 1 12.5 7 87.5 0 0 8 0 0 5 7L4 2 28.6 7

製造業 UNIXサ ーバ ー 1 50 1 50 0 0 2 1 33.3 1 33.3 1 33.3 3

NTサ ーバ'一 4 36.4 6 54.5 1 9.1 11 6 60 3 30 1 10 10
LINUXサ ーバ ー 1 333 2 66.7 0 0 3 3 75 1 25 0 0 4

その他 0 0 1 100
ト

0 0 1 0 0 1 100 0 0 1

計 7 28 17 68 1 4 25 10 40 11 44 4 16 25

'
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今年度の状況 今後の見通し

前年度比増 前年度並 前年度比減 回答 増加の見込み 変らない 減少の見込み 回答

業 種 社数 % 社数 % 社数1% 社数 社数 % 社数1% 社数 % 社数
鉄鋼業 汎 用]ン ピ ュータ 1 6.7 10 66.7 4 26.7 15 0 0 10 66.7 5 333 15

UNIXサ ーバ㌧ 一 2 28.6 5 7L4 0 0 7 2 33.3 3 50 1 16.7 6
NTサ ーバ'一 4 25 12 75 0 0 16 4 26.7 9 60 2 13.3 15

LINUXサ ーバ ー 1 16.7 5 83.3 0 0 6 .2 28.6 5 7L4 0 0 7

その他 0 0 3 100 0 0 3 0 0 3 100 0 0 3

計 8 17 35 74.5 4 85 47 8 1乳4 30 65.2 8 17.4
'46

非鉄金属製品 ・金属 汎 用 コンピ ュータ 5 143 28 80 2 5.7 35 3 8.8 25 73.5 6 17.6 34

製品製造業- UNIXサ ーバ'一 4 19 17 81 0 0 21 4 18.2 15
'68
.2 3 13.6 22

NTサ ーハ'一
.

15 39.5 22 57.9 1 2.6 38 18 48.6 15 40.5 4 10.8 37

LINUXサ ーバ ー 5 35.7 9 64.3 0 0 14 9 56.3 7 43.8 0 0 16

その他 0 0 6 100 0 0 6 1 16.7 5 83.3 0 0 6

計 29 25.4 82 71.9 3 2.6 114 35 30.4 67 58.3 13 1L3 115
二般機械器一具製造業

汎 用 コンピ ュータ 5 13.5 28 75.7 4 10.8 37 5 13.9 20 55.6 11 30.6 『36

UNIXサ ーバ ー 3 12.5 19 ・79 .2 2 8.3 24 6 25 12 50 6 25 24

NTサ ーバ㌧ 20 47.6 22 52.4 0 0 42 21 52.5 17 42.5 2 5 40

LINUXサ ーバ'一 2 9.5 18 85.7 1 4.8 21 8 38.1 11 52.4 2 9.5 21

その他 0 0 7 100 0 0 7 1 12.5 6 75 1 12.5 8

計 30 22.9 94 71.8 7 5.3 131 41 31.8 ・66 51.2 22 17.1 129

電気機械器具製造菜 汎 用 コンヒ。ユータ 0 0 30 85.7 5 14.3 35 1 2.9 16 47.1 17 50 34

UMXサ ーバ'一 6 17.6 26 76.5 2 5.9 34 10 3L3 19 59.4 3 9.4 32

Mサ ーバ㌧ 21 47.7 21 47.7 2 4.5 44 23 54.8 17 40.5 2 4.8 42

LINUXサ ーバ'一 6 23.1 20 76.9 0 0 26 正3 46.4 14 50 1 3.6 28

その他 2 20 7 70 1 10 10 2 20 8 80 0 0 10
L

計 35 23.5 104 69.8 10 6.7 149
オ49

33.6 74 50.7 23 15.8 146

情報通信機械器具 汎 用 コンヒ.ユータ 2 4.7 34 79.1 7 16.3 43 3 7.1 21 50 18 42.9 42

製造業' UNIXサ ーバ'一 9 25 24 66.7 3 8.3 36 10 28.6 20 57.1 5 14.3 35

NTサ ーバ ー 21 43.8 25 52.1 2 4.2 48 28 62.2 14 3L1 3 6.7 45

LINUXサ ーバ㌧ 14 43.8 16 50 2 「6 .3 32 22 64.7 11 32.4 1 2.9 34

その他 1 5.9 15 88.2 1 5.9 17 0 0 12 80 3 20 15

計 47一 26.7 114 64.8 15 8.5 176 63 36.8 78 45.6 30 17.5 171

輸送用機械器具製造業`汎 用 コンピ ュータ 2 4.5 38 86.4 4 9.1 44 3 73 26 634 12 29.3 41

UNIXサ ーバ ー 8 25 23 71.9 1 3.1 32 7 23.3 19 63.3 4 13.3 30

NTサーバ㌔ 25 48.1 27 5L9 0 0 52 28 56 19 38 3 6 50

LINUXサ ー∫、'一 6 22.2 21 77.8 0 0 27 14 51.9 13 48.1 0 0 27

その他 0 0 11 100 0 0 11 4 333 7 58.3 1 83 12

計 41 24.7 120 72.3 5 3 166 56 35 84 52.5 20 12.5 160

精密機械器冥製'造業 汎 用 コンピ ュータ 1 10 9 90 0 0 10 2 20 5 50 3 30 10

UNIXサ ーバ'一 2 25 6 75 0 0 8 2 25 5 62.5 1 12.5 8

NTサ ーバ'一 6 54.5 5 45.5 0 0 11 5 45.5 4 36.4 2 18.2 11
一

LINUXサ ーバ'一 4 57.1 3 42.9 0 0 7 4 57.1 3 42.9 0 0 7

その他 2 40 3 60 0 0 5 2 40 3 60 0 0 5

計 15 36.6 26 63.4 0 0 41 15 36.6 20 48.8 6 14.6 41

その他の製造業 汎 用 コンピ ュータ 3 5.6 47 87 4 7.4 54 4 7.7 31 59.6 17 32.7 52

UNIXサ ーバ'一 6 21.4 20 7L4 2 7.1 28 7 25.9 14 51.9 6 22.2 27
'

NTサ ーバ'一 29 439 34 5L5 3 4:5 66 42 64.6 17 26.2 6 9.2 65

LINUXサ ーバ ー 11 45.8 12 50 1 4.2 ,24 20 64.5 10 32.3 1 3.2 31

その他 2 25 5 62.5 1 12.5 8 0 0 6 100 0 0 6

計 51 28.3 118 65.6 1i 6.1 180 73 40.3 78 43.1 30 16.6 181

農林水産業 ・ 汎 用 コンピ ュータ 1 29 34 97.1 0 0 35 1 2.9 25 73.5 8 23.5 34

同協同組合,鉱 業 UNIXサ ーバ'一 1 16.7 5 83.3 0 0 6 2 33.3 4 66.7 0 0 6
「

NTサ ーハ㌧ 7 30.4 16 69.6 0 0 23 14 56 10 40 1 4 25

LINUXサ ーバ'一 1 33.3 2 66.7 0 0 3 1 25 3 75 0 0 4

その他 1 50 1 50 0 0 2 0 0 2 100 0 0 2

計 11 15.9 58 84.1 0 0 69 18 25.4 44 62 9 12.71 71
'建 設 業

汎 用 コンヒ.ユータ 1 2.5 33 82.5 6 15 40 3 7.5 22 55 15 37.5 40

、 UNIXサ ーバ'一 5 21.7 15 65.2 3 13 23 9 36 13 52 3 12 25

NTサ ーバ㌧ 18 36.7 30 6L2 1 2 49 24 47.1 19 37.3 8 15.7 51

LINUXサ ーバ ー 7 35 13 65 0 0 20 10 40 15 60 0 0 25

その他 2 25 5 62.5 1 12.5 8 3 37.5 4 50 1 12.5 8

計 33 23.6 96 68.6 11 7.9 140 49 32.9 73 49 27 18.1 149

新聞 ・出版業 汎 用 コンピ ュータ 0 0 13 100 ・0 0 13 0 0 11 9L7 1 8.3 12
馳

UMXサ ー!、∵ 1 16.7 4 66.7 1 16.7 6 0 0 5 83.3 1 16.7 6

NTサ ーバ㌧ 5 35.7 9 64.3 0 0 ,14 5 38.5 7 53.8 1 7.7 13

LINUXサ ーバ ー 1 25 2 50 1
125

4 4 80 0 0 1 20 5

その他 0 0 1 100 0 .0 1 0 0 1 100 0 0 1

計 7 18.4 29 76.3 2 5.3 38 9 24.3 24 64.9 4 10.8 37
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今年度の状況 今後の見通し
、

前年度比増 前年度並 前年度比減 回答 増加の見込み 変らない 減少の見込み 回答

業 種 社数 %. 社数 % 社数 % 社数 社数 % 社数 % 社数 % 社数

電 気 ・カ ス ・ 汎 用 コンピ ュータ 0 0 9 100 0 0 9 1 10 5 50 4 40 10

熱供給 ・水道業 UNIXサ ーバ ー 4 57.1 3 42.9 0 0 7 5 7L4 2 28.6 0 0 7

NTサ ーバ ー 3 33.3 6 66.7 0 0 9 4 44.4 4 44.4 1 11.1 9

LINUXサ ーバ'一 0 0 6 100 0 0 6 2 33.3 4 66.7 0 0 6

その他 0 0 3 100 0 0 3 0 0 3 100 0 0 3

計 7 20.6 27 79.4 0 0 34 12 34.3 18 51.4 5 14.3 35一運輸 業'
汎 用 コンピ ュータ 3 7.1 34 81 5 1L9 42 3 7.3 29 70.7 9 22 41

UNIXサ ーバ'一 4 22.2 14 77.8 0 0 18 8 42.1 11 57.9 0 0 19

NTサ ーバ ー 17 4L5 24 58.5 0 0 41 19 47.5 18 45 3 7.5 40

LINUXサ ーバ㌧ 2 14.3 12 85.7 0 0 14 5 3L3 11 68.8 0 0 16
.

そめ他 1 33.3 2 66.7 0 0 3 1 33.3 2 66.7 0 0 3

計 27 22.9 .86 72.9 5 4.2 118 36 30.3 71 59.7 12 10.1 119一関 象・諦=↑ 青幸艮『製作 ・
汎 用 コンピ ュータ 2 13.3 12 80 1 6.7 15 3 20 9 60 3 20 15

放送・通信業 UNIXサ ーバ㌧ 8 57.1 6 42.9 0 0 14 8 57.1 6 42.9 0 0 14

NTサ ーバ∵ 6 42.9 8 57.1 0 0 '14 5 35.7 8 57.1 1 7.1 14

LINUXサ 一八∵ 5 45.5 6 54.5 0 o 11 7 70 3 30 0 0 10

その他 0 0 2 100 0
馳0

2 1 333 1 33.3 1 33.3 3

計 21 37.5 34 60.7 1 1.8 56 24 42.9 27 48.2 5
'8
.9 56,卸売業

汎 用 コンヒ.ユ ータ「 7 5.5 111 86.7 10 7.8 128 14 11.2 82 65.6 29 23.2 125

UNIXサ ーバ㌧ 11 17.5 51 81 1 L6 63 18 27.7 40 6L5 7 10.8 65

NTサ ーバ㌧ 58 40 85 58.6 2 L4 145 73 50 63 43.2 10 6.8 146

LINUXサ コ、㌧ 8 19 34 81 0 0 42 26 50 26 50 0 0 52

その他 4 222 12 66.7 2 1L1 18 3 16.7 13 72.2 2 1Ll 18

計 「 88 22.2 293 74 15 3.8 396 134 33 224 55.2 48 1L8 406

' 小売業 汎 用 コンピ ュータ 10 8.8 93 82.3 10 8.8 113 6 5.6 73 67.6 29 26.9. 108

UNIXサ ーバ'一 7 12.5 43. 76.8 6 10.7 56 15 27.3 34 6L8 6 10.9 、55

NTサ ーバ'一 45 35.7 78 6L9 3 2.4 126 55 44.4 59 47.6 10 8.1 124

LINUXサ ーバ ー 8 29.6 19 70.4 0 0 27 15 50 12 40 3 10 30

その他 2 11.8 15 88ご2 0 0 17 6 30 14 70 0 0 20

「 計 72 2L2 248 73.2 19 5.6 339 97 28.8 192 57 48 14.2 337

金融 ・保険業 汎 用 コンヒ.ユヲ 2 3.8 48 92.3 2 ・31・ .8} 52 1 L9 44 84.6 7 13.5 52

UNIXサ ーバ ー 10 24.4 29 70.7 2
.
4L9 41 10 25.6 28 71.8 、1 2.6 39 '

NTサ ーバ ー 27 42.9 36 57.1 0 0 63 35 57.4 26 42.6 0 0 61

LINUXサ ーバ ー 4 16 20 80 1 4 25 10 38.5 15 57.7 1 3.& 26,ト

その他 0 0 9 90 1 10 10 1 10
.8

80 1 10 10

計 43 22.5 142 74.3 6 3.1 191 57 30.3 1121 64.4 10 5.3. 188

情報サー ビス業 汎 用 コンピ ュータ 6 7.1 60 70.6 19 22.4 85 4 5 38・ 47.5 38 47.5 80

UNIXサ ーバ㌧ 26 27.7 65 69.1 3 3.2 94 39 41.5 45 4τ9
.
10 10.6 94

NTサ ーバ'一 61 53 50 43.5 4 3.5 115 61 55 39 35.1 11 9.9 111
r

LINUXサ ーバ㌧ 38 463 43 52.4 1 L2 82 58 65.9 30 34.1 0 0 88

その他 3 9.7 26 83.9 2 6.5 31 6 20 21 70 、3 10 30

計 134 32.9 244 60 291 7.1 407 168 41.7 173 42.9 62 15.4 403
一 一

医療業 汎 用 コンピ ュータ 0 0 8 100 0 0 8 1 12.5 5 62.5 2 25 8

(国 ・公 立 除 く) UNIXサ ーバ'一 1 33.3 2 66.7 0 0 3 2 66.7 0 0 1 333 3

NTサ ーバ'一 2 40 3 60 0 0 5 4 57.1 3 42.9 0 0 7

LINUXサ ーバ ー 1 50 1 50 0 0 2 1 50 1 50 0 0 2

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0
『0

0 0 0 0

、 計 4 22.2 14 77.8 0 0 18 8 40 9 45 3 15 20

教育,学 術研究機関 汎 用 コンピ ュータ 1 2.8 31 86ユ 4 11.1 36 1 2.7 16 43.2 20 54.1 37

(国 ・・公 立 除 ぐ) UNIXサ ーバ㌧ 15 37.5 22 55 3 7.5 40 15 38.5 20 51.3 4 10.3 39
,

NTサ ーバ ー 17 33.3 31 60.8 3 5.9 51 24 49 21 429 4 82 49

LINUXサ ーハ'一 17 48.6 17 48.6 1 29 35 24 64.9 13 35.1 0 0 37

その他 6 37.5
-10

62.5 0 0 16 4 25 11 68.8 1 6.3 16
「

計 56 31.5 111 62.4 11 6.2 178 68 382 81 45.5 29 16.3 178 、

一

その他の非製造業 汎 用 コンピ ュータ 1 1.8 52 94.5 2 3.6 55 4 8 36 72 10 20 50
「 UNIXサ ーバ ー 6 20 22 73.3 2 6.7 30 10 345 16 55.2 3 10.3 29

■ NTサ ーバ㌔ 24 32⑨ 47 64.4 2 2.7 73 27 39.7 35 51.5 6 8.8 68

LINUXサ ーバ'一 9 37.5 15 62.5 0 0 24 17 60.7 11 39.3 0 0 28
'

その他 0 0 9 90 1 10 10 1 9.1 10 90.9、 0
"0

11

計 40 20.8 145 75.5 7 3.6 192 59 3L7 108 58.1 19 10.2 186

政府 汎 用 コンピ ュータ 1 16.7 5 83.3 0 0 6 1 16.7 4 66.7 1 16.7 6

UNIXサ ーバ㌧ 2 33.3 4 66.7 0 0 6 3 50 3 50 0 0 6

NTサ ーバ㌧ 1 16.7 5 83.3 0 0 6 2 333 4 66.7 0 0 6

LINUXサ ーハ㌧ 1 33.3 2 66.7 0 0 .3 2 50 2 50` 0 0 4

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一 ーー 一 一 ← 計 5 23.8 16 76.2 0 0 21 8 36.4
『13
59.1 1 4.5 22

地方自治体 汎 用 コンピ ュータ 6 4.8 114 91.2 5 4 125 5 4.2 87 72.5 28 23.3 120

UMXサ ーバ㌧ H 14.3 65 84.4 1 L3 77 15 19.5
、

57 74 5 6.5 77

NTサ ーバ∵ 79 59 52 38.8 3 2.2 134 84 64.1 44 33.6 ・3 2.3 131

LINUXサ ーバ㌧ 21 42 29 58 0 0 50 19 36.5 32 61.5 1 1.9 52

その他 5 22.7 16 72.7 1 4.5 22 8 30.8 15 57.7 3 11.5 26

計 122 299 276 67.6 10 2.5 408 131 32.3 235 57.9 40 9.9 406

一 一]98-'
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第35表 ネットワーク化の効果 レベル(業 種別)

効果対象,内 容 実 情報化関連費用 情報システム部門 エ ンドユ ーザ 部 門 向取

効果のレ～ 投用ハ 投用ソ 要 上 テ シ 速ウ情 の 経 透 ピ エ 簡手金 変組 上引 総
1,マイナス面 が多い

回
貸費1 資費フ 員 ナ ス 化 ト報 作営 ユ ン 易続社 '織

元
2.あまり変化はない

3.ある程度効果が上がりつ

つある ・
答

を用 ド

除 の ウ
く節 工

を川 ト

除 の ウ
く 節 工

人

件
費

ンテ

ス ム

の 開

プ 処

ソ理

トの

成獣
の略

通分

|ド

テ ユ

ィ1

化き的
等等な
の業

統改
廃革
A口(

顧
客

合

4.はっきりと期待した効果
)減 ア )減 ア

の 能発 作違 用析 ンザ 見務 警部 の 評 ・

が現れている 社 _関 _関 削 率' 成用 拡資 グ コ 直処 一 課 満

5.不 明 初孫 初係 減 の メ の' 大料 の ン し理 の 足 .価

業 種
数 期運 期運 向 ン 迅 ア 等 浸 、 、 改 度

製造業計 回答社数 513 504 502 494 498 500 497 497 501 491 473

回答率 98.2 97.9 96.3 97.1 97.5 96.9 96.9 97.7 95.7 922 96.6

不明度 0.16 0.18 0.22 0.12 0.08 0.18 0.1 0.08 0.27 0.33 0.17

効果レベル 2.42 2.27 2.13 2.6 2.92 2.6 2.84 2.76 2.21 2.46 2.52

非製造業計 回答社数 816 784 782 778 778 790 770 783 787 765 751

回答率 96.1 95.8 95.3 95.3 96.8 94.4 96 96.4 93.8 92 95.2

不明度 0.22 0.23 0.25 0.15 0.11 0.18 0.13 0.12 0.3 0.32 0.2

効果レ灼 レ 2.39 2.26 2.16 2.63 2.89 2.62 2.83 2.7 2.14 2.5 2.51

公務計 回答社数 141 134 134 135 134 133 130 136 137 135 115

回答率 95 95 95.7 95 943 92.2 96.5 97.2 95.7 81.6 93.8

不明度 0.33 0.33 0.37 0.29 0.22 0.43 0.18 0.13 0.46 0.47 0.32

〉 効果レベル 2.27 2.26 2.13 2.61 2.91 2.51 3.03 2.73 2.04 2.69 2.52

公務を除く全産業計 回答社数 1329 1288 1284 1272 1276 1290 1267 1280 1288 1256 1224

回答率 96.9 96.6 95.7 96 97.1 95.3 96.3 96.9 94.5 92.1 95.7

不明度 0.19 0.21 0.24 0.14 0.1 0.18 0.12 0.1 0.29 0.33 0.19

効果レベル 2.4 2.27 2.15 2.62 2.9 2.61 2.83 ,2.72 2.17 2.49 2.51

全産業計 回答社数 1470 1422 1418 1407 1410 1423 1397 1416 1425 1391 1339

回答率 96.7 96.5 95.7 95.9 96.8 95 96.3 96.9 94.6 9L1 95.6

不明度 0.21 0.22 0.25 0.16 0.11 0.2 0.12 0」 0.3 0.34 0.2

効果レベル 2.39 2.27 2.14 2.62 2.9
'2
.6 2.85 2.72

』2
.16 2.5 2.52

食料品製造業, 回答社数 67 66 66 66 64 65 65 64 67 65 59

飲料 ・飼 料製造業 回答率 98.5 98.51 98.5 95.5 97 97 95.5 100 97 88.1 96.6

不明度 0.17 0.18 0.26 0.13 0.09 0.17 0.19 0口3』 0.32 0.34 0.2

効果レベル 2.44 2.24 L98 2.57 3.02 2.78 2.81 2.84 2.27 2.44 2.54

繊維工業 回答社数 22 22 22 21 22 22 22 22 22 22 22

回答率 100 100 95.5 100 100 100 100 100 100 100 99.5

不明度 0.23 0.27 0.29 0.18 0.09 0.09 0.18 0.18 0.32 0.27 0.21

効果レ絢1 2.47 2.38 2.27 2.72 3.05 2.45 3 2.67 2.2 2.44 2.56

パ ル プ ・紙 ・ 回答社数 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

紙加工品製造業 回答率 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

不明度 0.67 0.67 0.67 0.67 0.33 0.33 0.33 0.33 0.67 0.67 0.53

効果レベル 3 2 3 3 3 2.5 2.5 3 3 3 2.8

化学工業 回答社数 48 47 46 47 47 45 45 47 46 46 43

回答率 97.9 95.8 97.9 97.9 93.8 93.8 97.9 95.8 95.8 89.6 95.6

不明度 0.ll 0」7 034 0.11 0.04 0.24 0.13 0.04 0.28 0.3 0.18

効果 レベル 2.71 2.47 2.23 2.67 3.02 2.71 2.98 2.8 2.18 2.33 2.61

石油 ・石炭, 回答社数 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14

プラスチ ック製品 回答率 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

製造業 不明度 0.14 0.14 0.14 0.14 0.21 0.21 0.14 0.07 0.21 0.14 0.16

効果 レベル 2.08 2 2.17 2.42 2.91 2.45 2.67 2.69 2.09 2.42 2.39
-

窯業 ・土石製品 回答社数 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 12

製造業 回答率 100 100 100 100 100 100 100 100 100 92.3 99.2

不明度 0.08 0.08 0 0.08 0.08 0 0.08 0 0.15 0.33 0.09

効果 レベル 2.08 2.17 2.08 2.5 2.75 2.62 2.92 2.92 2.64 2.5 2.52

鉄鋼業 回答社数 19 19 18 17 17 19 19 17 17 17 17

回答率 100 94.7 89.5 89.5 100 100 89.5 89.5 89.5 89.5 93.2

不明度 0.21 0.28 0.29 0.18 0.05 0.26 0.12 0.18 0.35 0.53 0.25

効果レベル 2.4 2.15 2.33 2.64 2.78 2.57 2.93 2.79 236 2.63 2.56

非鉄金属製品・金属 回答社数 45 45 44 44 43 44 43 45 45 43 42

製品製造業 回答率 100 97.8 97.8 95.6 97.8 95.6 100 100 95.6 93.3 97.3

不明度 022 0.25 0.3 0.14 0.05 0.16 0.07 0.07 0.33 0.36 0.19

効果レベル 2.34 2.3 2 2.54 2.83 2.53 2.57 2.57 2 2.37 2.41

一般機械器具製造業 回答社数 46 44 44 43 45 45 45 44 46 44 43

回答率 95.7 95.7 93.5 97.8 97.8 97.8 95.7 100 95.7 93.5 96.3
、

不明度 0ユ6 0.16 0.14 0.09 0.09 02 0.11 0.09 0.23 0.49 0.18

効果レベル , 2.38 2.27 2.3 2.78 2.85 2.56 2.77 2.83 2.12 2.41 2.53

電気機械器具製造業 回答社数 43 43 43 43 42 42 42 41 41 41 39

回答率 100 100 100 97.7 97.7 97.7 95.3 95.3 95.3 90.7 97

不明度 0.21 ・023 0.16 0.1 0.07 0.14 0.07 0.07 0.27 026 0.16

効果レベル 2.32 2.3 2.25 2.68 3.1 2.53 3 2.95 2.13 2.52 2.58

情報通信機械器具 回答社数 56 54 55 55 56 56 55 55 55 55 53

回答率 96.4 98.2 98.2 100 100 98.2 98.2 98.2
'98
.2 94.6 98

不明度 0.11 0.15 0.22 0.U 0.04 0.18 0.02 0.05 031 0.32 0.15

効果 レベル 2.5 2.43 2.23 2.7 3.04 2.84 2.91 2.94 2.42 2.56 2.66

輸送用機械器具製造業 回答社数 55 54 54 51 54 54 54 53 53 51 52

回答率 98.2 98.2 92.7 98.2 98.2 98.2 96㌧1 96.4 92.7 945 96.4

不明度 0.11 0.09 0」8 0」1 0.07 0.15 0.04 0 0.22 0.27 0.12

効 果 レへ'ル 2.42 2.22 1.93 2.58 2.88 2.37 2.86 2.64 2.23 2.45 2.46
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効果対象,内 容 実 情報化関連費用 情報 システム部 門 エン ドユー ザ 部 門 向取

効果のレ～ 投網ハ 投用ソ 要 上 テ シ 速ウ情 の経 透 ピエ 簡手金 変組 上引 総
Lマ イナス面が多い

回 貸 費1 貸費フ 員
ナ ス 化 ト報 作営 ユ ン 易続社 '織 先

2.あまり変化はない を 用 ド を用 ト 人 ンテ プ処 成戦 1ド 化き的 統改
、

A

3.ある程度効果が上がりつ 除 の ウ 除 の ウ 件 ス ム ツ理 の略 テ ユ 等等な 廃車 顧 口

つある 答 く節 工 く節 工 費 の 開 トの 適分 イ1 の 業 A口( 客

4.はっきりと期待 した効果
)減 ア )減 ア

の 能発 作違 用析 ンザ 見務 等部 の 評
が現れ ている 社 _関 _関 削 率' 成用 拡資 グ コ 直処 一 課 満
5.不 明 初係 初孫 減 の メ の' 大料 の ン し理 の 足 価

業 種 数 期運 期運 向 ン 迅 ア 等 浸 、 、 改 度

精密機械器具製造業 回答社数 lo 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

回答率 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

不明度 0.1 0.2 0」 0.1 0」 0.3 0 0.1 0.1 0.6 0.17

効果レベル 2 L88 L89 2.78 2.67 2.43 2.8
ノ

2.67 2 2.25 2.34

その他の製造業 回答社数 72 70 70 67 68 68 67 69 69 67 64

回答率 97.2 97.2 93.1 94.4 94.4 93.1 95.8 95.8 93.1 88.9 94.3

不明度 0.16 0.14 0.18 0.13 0.1 0.16 0.12 0.07 0.22 0.3 0.16

、 効果レベル 2.42 2.2 2.U 2.34 2.74 2.55 2.77 2.59 2.15 2.53 2.44

農林水産業 ・ 回答社数 32 32 31 31 31 31 32 31 31 31 29

同協 同組合,鉱 業 回答率 100 96.9 96.9 96.9 96.9 100 96.9 96.9 96.9 90.6 96.9

不明度 0.28 0.29 0.29 0.23 0.16 0.19 0.19 0.16 0.35 0.48 0.26

効果 レベル 2.22 2.09 2.27 2.5 2.85 2.85 2.84 2.65 2.35 2.27 2.49

建設業 回答社数 58 55 55 53 52 55 52 55 58 55 54

回答率 94.8 94.8 9L4 89.7 94.8 89.7 94.8 100 94.8 93.1 93.8

不明度 0.13 0.2 0.21 0.13 0.05 0」2 0.09 0.05 0.18
'

0.39 0.16

効果レベル 2.33 2.14 L95 2.38 2.75 2.54 2.74 2.58 2 2.36 2.38

新 聞 ・出版業 回答社数 15 14 M 14 14 15 14 14 14 14 15 、

' 回答率 93.3 93.3 93.3 93.3 100 93.3 93.3 93.3 93.3 100 94.7

不明度 0.29 0.29 036 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.14 0.33 0.18

効果 レベル L9 1.8 1.67 2.77 3 2.62 2.62 2.23 L92 2.5 2.3

電 気 ・ガ ス ・ 回答社数 12 12 12 12 12 12 12 ll 11 11 ' .ll

熱供給 ・水道業 回答率 100 100 100 100 100 100 91.7 91.7 9L7 91.7 96.7

不明度 0.33 0.33 0.33 0.08 0 0.17 0.27 0.09 0.55 0.45 0.26

効果 レベル 2.25 2.13 2.88 2.55 2.83 2.4 3.25 3.2 2.8 2.33 2.66

運輸業 回答社数 49 48 48 48 48 ・48 48 48 48 46 47

回答率 98 98 98 98 98 98 98 98 93.9 95.9 97.3

不明度 0ユ5 0.17 0.1 0.1 0.08 0.1 0.04 0.02 0.09 0.13 0.1

効果 レベル 2.49 2.23 2.3 2.53 ,2.75 2.51 2.76 2.49 2.24 2.73 2.5

映 像・音声 情 報製作 ・ 回答社数 16 16 15 16 15 15 15 15 15 15 14

放 送・通信業 回答率 100 93.8 100 93.8 93.8 93.8 93.8 93.8 93.8 87.5 94.4

不明度 0.13 0.13 0.19 0.13 0.07 0口3 0.07 0.07 0.13 0.36 0.14

効果 レベル 2.29 2.23 2.08
12
.15 2.5 2.54 3.14 3.07 2.08 2.67 2.47

' 卸売業 回答社数 162 157 157 158 156 160 155 157 158 150 154

回答率 96.9 96.9 97.5 96.3
'98
.8 95.7 96.9 97.5 92.6 95.1 96.4

不明度 0.2 0.21 0.26 0.15 0.1 0.15 0.13 0.13 0.31 0.32 0.2

効果 レベル 237 2.2 2.09 2.62 2.97 2.61 2.9 2.73 2.13 2.51 2.51

小売業 回答社数 144 134 134 133 136 140 136 138 137 134 129

、 回答率 93.1 93.1 92.4 94.4 ・97 .2 94.4 95.8 95.1 93.1 89.6 93.8

不明度 023 0.24 0.24 0.18 0.13 0.18 0.14 0.14 0.28 0.33 0.21

効果 レベル 2.4 2.35 2.16 2.69 3.01 2.75 2.76 2.67 2.17 2.44 2.54

金 融 ・保険業 回答社数 66 65 64 63 65 64 63 66 63 64 62
'

回答率 98.5 97 95.5 98.5 97 95.5 100 95.5 97 93.9 96.8

不明度 0.25 0.27 0.25 0.12 0.13 0.19 0.09 0.11 0.28 0.35 0.2

効果 レベル 2.55 2.47 2.32 2.79 3.07 2.84 2.8 2.8 2.22 2.55 2.64

情報サー ビス業 回答社数 116 112 ll4 111 ll4 H3 ll3 110 lll llO 108
r

回答率 96.6 98.3 95.7 98.3 97.4 97.4 9・L8 95.7 94.8 93.1 96.2

不明度 0.23 0.25 0.24 0.ll 0.12 0.21 0.17 0.13 034 0.21 0.2

効果 レベル 2.42 2.31 2.29 2.75 2.85 2.72 2.95 2.92 232 2.59 2.61

医療 業(国 ・公立除 く) 回答社数 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

回答率 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

不明度 0.6 0.7 0.6 0.5 0.4 0.5 0.6 0.5 0.6 0.8 0.58

効果 レベル 2.25 2 2 2.8 2.83 2.6 2.5 2.6 2 2.5 2.41

教育,学 術研究機関 回答社数 54 51 50 51 49 49 47 50 50 48 43

(国 ・公立除 く) 回答率 94.4 92.6 94.4 90.7 90.7 87 92.6 92.6 88.9 79.6 90.4

不明度 0.25 0.3 0.33 0.18 0.18 032 0.08 0.12 0.44 0.35 0.26

効果 レベル 2.37 2.23 2.06 2.55 2.73 2.09 2⑨1 2.59 L89 2.61 2.4

その他の非製造業 回答社数. 82 78 78 78 76 78 73 78 81 77 75

回答率 95.1 95.1 95」 92.7 95.1 89 95.1 98.8 93.9 91.5 94.1

不明度 0.17 0.17 0.21 0.2 0.06 0.22 0.09 0.09 0.34 0.32 0.19

1

効果 レベル 2.4 2.31 2.05 2.59 2.78 2.42 2.68 2.57 L94 231 2.4

政府 回答社数 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 4

回答率 100 100 100 100 100 100 100 100 100 80 98

不明度 0.2 0.2 0.4 0 0 0.4 0.2 0 0.4 0.75 0.26

効果 レベル 2.75 2.75 2.67 2.8 3.2 2.67 3.25 3 2.33 3 2.84

地方自治体 回答社数 136 129 129 130 129 128 125 131 132 130 111

回答率 94.9 94.9 95.6 94.9 94」 91.9 96.3 97.1 95.6 8L6 93.7

不明度 0.33 0.33 0.37 0.3 0.23 0.43 0」8 0.14 0.46 0.46 0.32

渤 果レベル 2.24 2.23 2.11 2.6 2.9 2.51 3.02 2.72 2.03 2.68 2.5
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第36表 ネットワーク化の効果回答分布(業 種別)

効果対象,内 容

.効果のレベル

実

回

答

社

数

情報化関連費用 情報システム部門 エンドユーザ部門 向取
上引

元
顧

客
の

満
足

度

投用ハ

貸費1
を用 ド

除のウ
く節工)減 ア

(関

初係

期運

投用 ソ

貸費 フ
を用 ト

除のウ
く節工)減 ア

(関
初係

期運

要

員
人
件

費
の

削

減

上 テ シ

ナ ス

ン テ

ス ム

の 開

能 発

率'
の メ

向 ン

速 ウ 情

化 ト報

プ 処

ツ理

トの

作達

成 用
の'

迅 ア

の経

作営
成獣
の略

通分
用析

拡資
大料
'等

透 ピエ
ユ ン

[ド

テ ユ

ィ1

ン ザ

グ コ

の ン

浸

簡手金
易続社
化 き的

等等な
の業

見務

直処
し理
、 、

変組
・機

銃改

廃草
合⌒
等部
)課

の

改

1.マイナス面 が 多い

2.あまり変 化はない

3.ある程 度効 果が上 がりっ 二

ある
4.はっきりと期待 した効果 が

現れ ている
5.不明

業 種
製造業計
'

1 513 80 92 102 43 21 33 21 24 75 39

2 119 135 143 128 73 137 100 126 148 106

3 193 167 130 227 289 203 257 248 120 156

4 32 19 11 39 78 37 69 64 15 14

5 80 89 108 61 39 87 50 39 133 158

非製造業計 1 816 105 123 162 72 44 63 40 51 130 60

2 200 221 198 169 116 180 146 197 221 152

3 276 230 198 349 418 318 390 359 165 281

4 33 25 28 68 125 67 108 89 21 18

5 170 183 192 120 87 142 99 91 228 240

公務計 1 141 25 24 28 9 5 13 4 7 21 6

2 19 21 23 26 14 17 11 27 29 11

3 43 43 29 53 70 37 75 76 22 40

4 3 2 5 7 15 7 22 9 1 4

5 44 44 50 39 29 56 24 18 62 54

公務を除く全産業計 1 1329 185 215 264 115 65 96 61 75 205 99

2 319 356 341 297 189 317 246 323 369 258

3 469 397 328 576 707 521 647 607 285 437

4 65 44 39 107 203 104 177
'153

36 32

5 250 272 300 181 126 229 149 130 361 398

全産業 計. 1 1470 210 239 292 124 70 109 65 82 226 105

2 338 377 364 323 203 334 257 350 398 269

3 512 440 357 629 777 558 722 683 307 477

4 68 46 44 114 218 111 199 162 37 36

5 294 316 350 220 155 285 173 148 423 452

食料品製造業,

飲料 ・飼料製造業

1 67 12 14 14 6 3 3 3 2 6 6

2 11 16 24 18 3 14 12 17 21 12

3 28 21 9 26 43 29 29 27 16 19

4 4 3 2 6 10 8 8 12 1 2

5 11 12 17 8 6 11 12 9 21 20

繊維工業 1 22 3 2 3 0' 0 2 0 1 3 2

2・ 5 7 6 8 3 8 3 6 6 7

3 7 6 5 7 13 9 12 9 6 5

4 2 1 1 3 4 1 3 2 0 2

5 5 6 6 4 2 2 4 4
'7

6

パ ル プ ・紙 ・

紙 加工 品製造 業
、

1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0

3 1 0 1 1 2 1 1 2 1 1

4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5 2 2 2 2 1 1 1 1 2 2

化学工業 1 48 5 6 9 4 1 0 0 1 7 4

2 8 11 8 9 5 12 9 13 14 12

3 23 18 12 26 29 20 24 24 11 14

4 6 3 2 3 8 2 8 6 1 0

5 5 8 16 5 2 11 6 2 13 13

石油 ・石炭,

プ ラス チ ック製品

製造業

1 14 3 4 4 0 0 0 0 0 2 0

2 5 4 2 8 3 7 4 6 6 7

3 4 4 6 3 6 3 8 5 3 5

4 0 0 0 1 2 1 0 2 0 0

5 2 2 2 2 3 3 2 1 3 2

窯業 ・土石製品

製造業

1 13 3 3 4 2 2 2 1 1 1
、1

2 5 4 4 2 2 4 2 2 3 2

3 4 5 5 8 5 4 6 7 6 5

4 0 0 0 0 3 3 3 3 1 0

5 1 1 0 1 1 0 1 0 2 4

鉄鋼業 1 19 3 5 2 2 1 2 0 0 2 1

2 3 1 4 1 3 3 2 3 3 2

3 9 7 6 11
'13 , 8 12 11 6 4

4 0 0 0 0 1 1 1 0 0 1

5 4 5 5 3 1 5 2 316 9
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「

効果対象,内 容

効果のレベル
実

回

答

社

数

情報化関連費用 情報システム部門 エンドユーザ部門 向取
上引

元
顧
客
の

満
足

度

〔

ヤ

投用ハ
貸費1
を用 ド

除のウ
く節 工)減 ア

(関

初係

期運

役用ソ
贅費フ
を用 ト

除のウ
く節 工)減 ア

(関

初係

期運

要

員

人

件'

費

の

削

減

上 テ シ

ナ ス

ン テ

ス ム

の 開

能 発

率'

の メ

向 ン

速 ウ情

化 ト報

プ 処
ツ理

トの

作 達

成 用

の'

迅 ア

の経

作営
成戦
の略

通分
用析
拡資

大料
等

透 ピ エ

ユ ン

[ド

テ ユ

ィ1

ン ザ

グ コ

の ン

浸

簡手金

易続社
化 き的

等等な
の業

見務

直処
し理
、 、

変組
・織

統改

廃革
A口(

等部
一課

の

改

1.マイナス面が多い

2.あまり変化はない

3.ある程度効 果が上 がりつ=

ある

4.はっきりと期待 した効果 が

現れている
5.不明

業 種
非鉄金属製品 ・金属

製品製造業

1 45 6 6 9 6 4 4 5 6 8 6

2 13 12 13 9 5 11 10 10 14 8

3 14 14 9 18 、27 19 25 22 6 10

4 2 1 0 4 6 2 2 4 1 3

5 10 11 13 6 2 7 3 3 14 15
一般機械器具製造業 1 46 7 8 9 3 3 3 2 2 8 3

2 12 12 11 11 8 12 11 9 15 7

3 15 16 14 19 22 19 20 25 10 12

4 3 1 3 8 8 2 6 6 1 0

5 7 7 6 4 4 9 5 4 10 21

電気機械器具製造業 1 43 8 8 8 4 1 4 2 1 8 3

2 9 10 11 8 6 15 5 9 12 10

3 15 12 17 22 20 11 『22 19 8 14

4 2 3 0 4 12 6 9 9 2 2

5 9 10 7 4 3 6 3 3 11 10

情報通信機械器具
・

1 56 8 6 8 2 1 2 3 1 7 2

2 14 19 19 16 5 10 9 10 11 13

3 20 18 14 27 39 26 32 32 17 20

4 6 4 2 5 9 7 10 9 3 1

5 6 8 12 6 2 10 1 3 17 17

輸送用機械器具製造業 王 55 9 12 16 5 2 5 2 3 9 6

2 12 15 13 12 10 20 12 17 15 10

3 25 21 13 29 30 20 28 29 14 21

4 2 1 0 2 8 1 9 4 2 1

5 6 5 9 6 4 8 2 0 11 14

精密機械器具製造業 1 10 3 3 3 0 0 0 0 0 2 0

2 3 3 4 2 3 4 3 3 5 3

3 3 2 2 7 6 3 6 6 2 1

4 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0

5 1 2 1 1 1 3 0 1 1 6

その他の製造業 1 72 10 15 13 9 3 6 3 6 12 5

2 19 20 24 24 17 16 17 21 23 13

3 25 23 17 23 34 31 32 30
'14

25

4 5 2 1 3 7 3 9 7 3 2

5 11 10 12 9 7 11 8 5 15 19

農林水産 業 ・

同協 同組 合,鉱 業
、

1 32 3 5 5 4 2 1 0 1 2}3

2x 12 10 7 7 6 7 9 10 10i6

3 8 7 9 10 12 13 11 12 7 5

4 0 0 1 3 6 5 5 3 1 1

5 9 9 9 7 5 6 6 5 11 14

建設業

1

1 58 11 15 17 10 5 4 2 4 13 5

2 112 11 12 13 9 17 12 21 20 12

3 i23 15 11 17 32 21 33 24 11 15

4 i2 3 2 5 6 4 3 6 1 1

5 7 11 11 7 3 6 .5 3 10 21

新聞 ・出版 業 1 15 2 3 5 0 1 0 0 2 4 0

2 7 6 2 4 1 6 5 6 5 5

3 1 1 2 8 9 6 8 5 3
「

5

4 0 0 0 1 3 1 0 0 0 0

5 4 4 5 1 1 1 1 1 2 5

電気 ・ガス ・

熱供給 ・水道業

1 1211 2 0 1 0 1 。i。 1 1

2 14 3 2 4 4 4 0 1 1 2

3 3 3 5 5 6 5 6 6 1 3

4 、0 0 1 1 2 0・ 2 3 2 0

5 4 4 4 1 0 2 3 1 6 5

運輸業

・

1 49 6 8 11 6 5 6 3 5 9 4

2 15 19 ・13 12 8 14 11 18 18 7

3 14 9 14 21 24 18 '26 20 11 26

4 6 4 5 4 7 5 6 4 4 4

5 17 8 5 5 4 5 2 1 4 6

映像 ・音声 ・情 報製作 ・

放送 ・通信業

1 16 4 3 3 4 3 3 1 1 3 0

2 ・ 3 5 6 4 3 2 1 1 6 3

3 6 4 ・4 4 6 6 7 8 4 6

4 1 1 0 1 2 2 5 4 0 0

5 2 2 3 2 1 2 1 1 2 5

、
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効果対象,内 容

.効果のレベル

実

回 ・

答

社

数

情報化関連費用 情報システム部門 エンドユーザ部門 向取
上引

元
顧
客
の

満

足
度

投用ハ

貸費1
を用 ド
除のウ
く節 工
)減 ア

(関

初係
期運

投用ソ

貸費フ
を用 ト
除のウ
く節 工
)減 ア

_関

初係
期運

要

員
人
件

費
の

削

減

上 テ シ
、ナ ス

ン テ

ス ム

の 開

能 発'

率 ・

の メ

向 ン

速 ウ 情

化 ト報

プ 処
ソ理

トの

作 違

成 用

の'

迅 ア

の経

作営
成戦
の略

通分
用析
拡資

大料
等

透 ピ エ

ユ ン

1ド
'テ
ユ

ィ|

ン ザ

グ コ ・

の ン

浸

簡手金

易続社
化 き的
等等な
め業

見務
直処
し理
、 、

変組
'織

統改
廃草

合_
等 部
)課

の

改

1.マイナス面が多い

2.あまり変化はない

3.ある程度効 果が上 がりつ つ

ある
4.はっきりと期 待した効果 が

現 れている
5.不明

業 種
卸売業 1 162 24 28 33 15 6 .11 5 7 22 13

2 38 45 45 36 20 41 27 40 48 29

3 56 49 35 65 90 67 82 73 31 59

4 7 2 4 16 28 12 23 17 2 4

5 32 33 41 24 16 24 20 21 47 49

小売業 1 144 18 20 30 12 5 9 9 8 23 13

2 31 34 31 26 17 24 27 40 40 25

3 49 40 34 59 72 65 67 53 27 45

4 5 8 6 15 28 14 16 17 6 3

5 31 32 32 24 18 24 19 19 38 43

金融 ・保険業 1 66 6 5 10 1 0 2 2 2 10 3

2 13 16 14 15 5 9 15 14 17 12

3 27 25 21 36 42 ・35 36 33 18 25

4 3 1 2 5 9 5 7 7 1 0

5 16 17 ・16 8 8 12' 6 7 18 22

情報サービス業 1 116 13 15 18 7 7 7 7 6 17 6

2 27 32 28 22 19 23 15 16 20 26

3＼ 43 36 34 62 56 47 45 55 32 50

4 3 3 4 11 18 12 24 20 4 3

5 26 28 27 12 13 24 19
-14 37 23

医療 業(国 ・公 立除 く) 1 10 1 1 1 0 0 0 0 1 1 0

2 1 1 2 2 2 2 2 1・2 1

3 . 2 1・ 1 2 3・ 3 2 2 1 1

4 0 0 0 1 1 0 0 1 0 0

5 6 7 6 5 4 5 6 5 6 8

教 育,学 術 研究機 関

(国 ・公立除 く)

1 54 8 9 10 5 4 11 2 5 10 3

2 11 11 14 9 7 9 6 11 10 6

3 16 13 8 25 25 10 32 25 7 18

4 3 2 2 1 4・ 2 6 3 0 1

5 13 15 17 9 9 15 4 6 21 15

その他の非製造業 1 82 8 9 19 7 6 8 9 9 15 9

2 26 28 22 15 15 22 16 18 24 18

3 28 27 '20 35 41 22 35 43 12 23

4 3 1 1 4 11 5 11 4 0 1

5 13 13 16 15 5 16 7 7 26 24

政府 1 5 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0

2 1 1 1 、0 0 1 0 1 2 0

3 3 3 2 3 4 2 3 3 1 1

4 0 0 0 1 1 0 1 1 0 0

5 1 1 2 0 0 2 1 0 2 3

地方自治体 1 136 25 24 28 8 5 13 4 7 21 6

2 18 20 22 26 14 16 11 26 27 11

3 40 40 27 50 66 35 72 73 21 39

上
5

3

43

2

43

5

48

6

39

14

29

7

54

21

23

8

18

1

60

4

51
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第37表 コンピュータネットワークの将来見通 し(業 種別)
'

・トワークの短期見通し

、

業 種

1.ホスト系 ネットワークの

規 模

2.サーバ 系 ネットワーク

の 規 模

3.インターネットの 活 用

、

4.ネットワークの 回 線

容 量

5.ネットワークの 速 度
.

6.ネットワークで の 適

用 業 務,

7.ネットワークを活 用 し

た 新 事 業

8.そ の他

実回答
社数

拡張 現状 縮小

`

拡張 現状 縮小 拡大 現状 縮小 拡張 現状 縮小 高速化 現状 低速化 拡張 現状 縮小 開始 検討 なし 増 現状 減

製造業計 41

7.9

262

50.5

145

27.9

308

59.3
1

180

34.7

7

1.3

385

74.2

125

24.1

3

0.6

374

72.1

124

23.9

4

0.8

395

76ユ

108

20.8

1

0.2

388

74.8

111

2L4

2

0.4

53

10.2

248

47.8

194

37.4

1

02

26

5

1

0.2

519

100

非製造業計 78

9.2

429

50.6

197

23.2

496

58.5

297

35

6

0.7

635

74.9

199

23.5

0

0

608

71.7

200

23.6

0

0

639

75.4

178

21

0

0

612

72.2

195

23

0

0

142

16.7

423

49.9

229

27

3

0.4

54

6.4

1

0.1

848

100

公務計 6

4

86

57.3

43

28.7

113

75.3

36

24

1

0.7

132

88

17

11.3

1

0.7

116

773

32

2L3

1

0.7

117

78

32

2L3

0

0

136

90.7

13

8.7

0

0

72

48

68

45.3

9

6

1

0.7

3

2

0
'0

150

100

公務を除く至甦 計 119

8.7

691

50.5

342

25

804

58.8

477

34.9

13

1

1020

74.6

324

23.7

3

0.2

982

71.8

324

23.7

4

0.3

1034

75.6

286

20.9

1

0.1

1000

73.2

306

22.4

2

0.1

195

14.3

671

49.1

423

30.9

4

0.3

80

5.9

2

0.1

1367

100

全産業計 125

8.2

777

5L2

385

25.4

917

60.4

513

33.8

14

0.9

1152

75.9

341

22.5

4

03

1098

72.4

356

23.5

5

0.3

1151

75.9

318

21

1

0.1

1136

749

319

21

2

0.1

.267

17.6

739

48.7

432

28.5

5

03

83

5.5

2

0.1

1517

100

食料品製造業,

飲料 ・飼料製造業

6

8.8

41

60.3

12

17.6

40

58.8

26

38.2

1

1.5

42

61.8

23

33.8

0

0

42

61.8

23

33.8

0

0

48

70.6

18

26.5

0

0

47

69.1

19

279

0

0

5

7.4

36

52.9

24

353

0

0

5

7.4

0

0

68

100

繊維工業 1

4.5

12

54.5

7

3L8

14

63.6

6

27.3

1

4.5

19

86.4

2

9.1

1

4.5

14

63.6

7

3L8

1

4.5

16

72.7

5

22.7

1

4.5

15

68.2

6

27.3

1

4.5

1

4.5

11

50

10

45.5

0

0

0

0

1

4.5

22

100

バルブ ・紙 ・

紙加工品製造業

1

33.3

1

33.3

1

33.3

2

66.7

1

33.3

0

0

2

66.7

1

33.3

0

0

1

33.3

2

66.7

0

0

1

33.3

2

66.7

0

0

2

66.7

1

33.3

0

0

0

0

1

33.3

2

66.7

0

0

1

33

0

0

3

100

化学工業 2

4.2

29

60.4

12

25

32

66.7

13

27:1

1

2.1

38

79.2

10

20.8

0

0

33

68.8

12

25

1

2.1

39

81.3

9

18.8

0

0

37

77.1

10

20.8

0

,0

5

10.4

19

39.6

22

45.8

0

0

2

4.2

0

0

48

100

石油 ・石炭,プ ラスチック

製品製造業 一'

1

7.7

5

38.5

4

30.8

9

69.2

4

30.8

0

0

9

69.2

4

30.8

0

0

8

61.5

5

38.5

0

0

11

84.6

2

15.4

0

0

10

76.9

1

7.7

0

0

0

0

9

69.2

3

23.1

0

0

0

0

0

0

13

100

窯業 ・土石製品,

製造業

0

0

6

42.9

2

14.3

6

42..9

6

42.9

0

0

10

71.4

3

2L4

0

0

9

64.3

2

14.3

0

0

8

57.1

3

21.4

0

0

9

64.3

2

14.3

0

0

2

143

2

14.3

6

42.9

0

0

0

0

0

0

14

100

鉄鋼業 3

16.7

11

61.1

2

1L1

9

50

7

38.9

1

5.6

14

77.8

4

22.2

0

0

12

66.7

5

27.8

0

0

11

6L1

6

33.3

0

0

13

72.2

5

27.8

0

0

1

5.6

7

38.9

9

50

0

0
2
11
0

0

18

100一菲鉄金属製品・金属

製品製造業
5

10.9

20

43.5

11

23.9

20

43.5

20
φ

43.5

1

2.2

30

65.2

13

28.3
'

1

2.2

34

73.9

8

17.4

1

2.2

33

71.7

.10

21.7

0

0

31

67.4

12

26.1

1

2.2

6

13

27

58.7

10

21.7

1

2.2

4

8.7

0

0

46

100
一般機械器頁製造業

一電気-機'械-器具製'適業

4

8.9

27

60

9

20

28

62.2

15

33.3

1

2.2

34

75.6

10

22.2

1

2.2

30

66.7

13

28.9

1

2.2

34

75.6

.10

22.2

0

0

34

75.6

11

24.4

0

0

3

6.7

19

42.2

23

5L1

0

0

2

4.4

0

0

45

100

2

4.5

22

50

14

31.8

25

56.8

17

38.6

0

0

35

79.5

9

20.5

0

0

33

75

10

22.7

0

0

33

75

10

22.7

0

0

29

65.9

14

31.8

0

0

.5

11.4

24

54.5

13

29.5

0

0

4

9.1

0

0

44

100

情報通信機械器具
製造業

4

7

24

42.1

22

38.6

40

70.2

14

24.6

0

0

44

77.2

13

22.8

0

0

44

77.2

12

2L1

0

0

42

73.7

14

24.6

'0

0

47

82.5

8

14

0

0

9

15.8

25

43.9

20

35.1

0

0

2

3.5

0

0

57

100

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

4

7.1

25

44.6

22

39.3

36

64.3

17

30.4

1

L8

38

67.9

18

32.1'

0

0

47

83.9

8

14.3

0

0

48

85.7

6

10.7

0

0

45

80.4

9

16.1

0

0

4

7.1

29

51.8

21

37.5

0

0

3

5.4

0

0

56

100

0 .
0

5

45.5

6

54.5

7

63.6

4

36.4

0

0

10

90.9

1

9.1

0

0

9

81.8

2

18.2

0

0

11

100

0

0

0

0

9

81.8

2

18.2

0

0

0

0

7

63.6

4

36.4

0

0

1

9.1

0

0

11

100一そ嚇 製造業

一

8

10.8

34

45.9

21

28.4

40

54.1

30

40.5

0

0

60

81.1

14

18.9

0

0

58

78.4

15

20.3

0

0

60

81.1

13

17.6

0

0

60

81.1

11

14.9

0

0

12

16.2

32

43.2

27

36.5

0

0

0

0

0

0

74

100

農林水産業 ・

伺 協同組合,鉱 業

7

18.9

21

56.8

6

162

21

56.8

13

35.1

0

0

24

64.9

11

29.7

0

0

21

56.8

14

37.8

0

0

24

64.9

11

29.7

0

0

22

59.5

13

35.1

0

0

1

2.7

20

54.1

13

35.1

0

0

2

5.4

0

0

37

100

建設業 6

10

26

43.3

19

3L7

40

66.7

16

26.7

1

L7

46

76.7.『 、

14

23.3

0

0

・50

83.3

7

11.7

0

0

52

86.7

6

10

0

0

50

83.3

9

15

0

0

6

10

31

5L7

20

33.3

l

L7

3

5

0

0

60

100

新聞 ・出版業 2

14.3

8

57.1

4

28.6

7

50

7

50

0

0

9

64.3

5

35.7

0

0

10

71.4

'3

2L4

0

0

9

64.3

4

28.6

0

0

13

92.9

1

7.1

0

0

4

28.6

9

64.3

1

7.1

0

0

1

7.1

0

0

14

100



ー

N
O
㎝
ー

・・トワークの短期見通し

業 種

1.ホスト系 ネットワークの

規 模

2サ ーバ 系 ネットワーク

の 規 模

3.インターネットの 活 用 4.ネットワークの 回 線

容 量

5.ネットワークの 速 度

.

6.ネットワークで の 適

用 業 務

7.ネットワークを活 用 し

た 新 事 業 ・

8.そ の他

実回答
社数

拡張 現状 縮小 拡張 現状 ・縮 小 拡大 現状 縮小 拡張 現状 縮小 高速化 現状 低速化 拡張 現状 縮小 開始 検討 なし 増 現状 減

電気 ・カス ・

熱供給 ・水道業

1

7.7

7

53.8

4

30.8

7

53.8

6

46.2

0
馳

0

11

84.6

1

7.7

0

0

9

69.2

3

23.1

0

0

10

76.9

2

15.4

0

0

10

76.9

2

15.4

0

0

・4

30.8

5

38.5 23.1

3 .0

0

0

0

0

0

13

100一運輸
業

「

「映自象丁音声・情報製作・

放送・通信業'

3

6

28

56

9

18

23

46

19

38

1

,2

36

72

12

24

0

0

34

68

13

26

0

0

35

70

13

26

0

0

37

74

11

22

O
o
5

10

31

62

12

24

0

0

4

8

0

0

50

100

0

0

8

47.1

6

35.3

10

58.8

4

23.5

0

0

15
'88 .2

2

11.8

0

0

16

94.1

1

5.9

0

0

15

88.2

1

5.9

0

0

11

64.7

3

17.6

0

0

7

4L2

7

4L2

2

11.8

0

0

0

0

0

0

17

100

卸売業
'

20

12.1

94

57

36
'21
.8

101

61.2

59

35.8

1

0.6

127
》77

38

23

0

0

116

70.3

44

26.7

0

0

124

75.2

39

23.6

0

0

119

72.1

42

25.5

0

0

27

16.4

77

46.7

54

32.7

1

0.6

13

7.9

0

0

165

100

小売業
1

16

10.7

76

51

32

21.5

88

59.1

53

35.6

O
F

O

108

72.5

38

25.5

0

0

101

67.8

41

27.5

0

0

114

76.5

30

20.1

0

0

105

70.5

37

24.8

0

0

15

10.1

70

47

53

35.6

0

0

13

8.7

0

0

149

100

金融 ・保険業 10

14.7

46

67.6

7

10.3

46

67.6

20

29.4

・1

1.5

,47
69.1

20

29.4

0

0

51

75

15

22.1

0

0

50

73.5

16

23.5

0

0

53

77.9

14

20.6

0

0

9

13.2

39

57.4

17

25

0

0

2

2.9

0

0

68

100

「青報ザ=ビ ズ業 4

3.3

51

42.1

34

28」

701

57.9

42

34.7

2

1.7

96

79.3

24

19.8

0

0

101

83.5

18

14.9

0

0

101

83.5

19

15.7

0

0

97

80.2

20

16.5

0

0

'36

29.8

63

52.1

16

13.2

1

0.8

9

7.4

0

0

121

100一医療業ス国ニフ公主]除く)
0

0

4

36.4

2

18.2

5

45.5

4

36.4

0

0

4

36.4

5

45.5

0

0

5

45.5

3

27.3

0

0

5

45.5

3

27.3

0

0

2

18.2

6

54.5

0

0

1

.9.1

2

18.2

5

45.5

0

0

0

0

0

0

11

100　教育二草 術研究機
関

(国・公立除く)

5

9.1

15

27.3

19

34.5

32

58.2

21

38.2

0

0

45

818

9

16.4

0

0

44

80

9

16.4

0

0

45

81.8

9

16.4

0

0

39

709

12

21.8

0

0

13

23.6

26

47.3

10
'18 .2

0

0

l

L8

0

0

55

100

その他の非製造業 4

4.5

45

51.1

19

21.6

46
.52 .3

33

37.5

0

0

67

76.1

20

22.7

0

0

50

56.8

29

33

0

0

55

62.5

25

28.4

0

0

54

61.4

25

28.4

0

0

14

15.9

43

48.9

23

26.1

0

0

6

6.8 1.1

1188

100

政府 0

0

4

80

0

0

3

60

2

40

0

0

5

100

0

0

0

0

5

100

0

0

0

0

5

100

0

0

0

0

5

100

0

0

0
`

0

1

20

3

60

1

20

0

0

0

0

0

0

5

100

地所官治体 6

4.1

82

56.6

43

29.7

110

75.9

34

23.4

1

0.7

127

87.6

17

11.7

1

0.7

111

76.6

32

22.1

1

0.7

112

77.2

32

22.1

0

0

131

90.3

13
.

9

LO

O

71

49

65

44.8

8

5.5

1

0.7

3

2.1

0

0

145

100

`

、

＼

＼

一



第38表 モバイル コンピューティ・ング(M/C)の 導入 ・利用状況(業 種別)

.(複 数 回答
,上 段:社 数、下段:%)

導入 ・利用の段階

業 種

導入 ・利用している
導入していたが

現在は中止して

いる

導入の可能性を
検討中

検討していな

い、不明
合 計

導入後、2年以

上経過

導入後、2年未
満又は試験的導
入

製造業計 97

18.1

95

17.7

9

L7

111一

20.7

225

4L9

537

100
非製造業計 99

1L4

94

10.9

9

1

224

25.9

439

50.8

865

100
公務計 2

L3

2

L3

0

0

14

9.1

136

88.3

154

100

公務を除く全産業計 196

14

189

13.5

18

1.3

335

23.9

664

47.4

1402

100

全産業計 198
!

12.7

191

12.3

18

L2

349

22.4

800

514

1556

100

食料品製造業,飲 料 ・

たばこ・飼料製造業

7

9.9

13

18.3

0

0

11

15.5

40

56.3

71

100

繊維工業 1

4.3

6

26.1

1

4.3

4

17.4

U

47.8

23

100
パルプ・紙 ・紙加工品

製造業

0

0

2

50

0

0

0

0

2

50

4

100

化学工業 12

24.5

12

24.5

2

4.1

11

22.4

i2

24.5

49

100
石 油 ・石炭 ・プ ラス チ

ック製 品製 造業

3

20

2

13.3

0

0

2

13.3

8

53.3

15

正00

窯業 ・土石製品製造業 0

0

4

26.7

0

0

-

4

26.7

7

46.7

15

100

鉄鋼業 1

5.6

4

22.2

0

0

4

22.2

9

50

18

100

非鉄金属製品 ・金属

製品製造業

6

12.8

3

6.4

1

2.1

13

27.7

24

51.1

47

100
一般機械器具製造業 9

18.4

8

16.3

'2

4.1

11

22.4

19

38.8

49

100

電気機械器具製造業 11

24.4

8

17.8

1

2.2

6

13.3

19

42.2

45

100

情報通信機械器具
製造業

19

33.3

10

17.5

0

0

13

22.8

15

26.3

57

100

輸送用機械器具製造業 13

23.2

9

16.1

1

、L8

'6

10.7

27

48.2

56

100

精密機械器具製造業 2

18.2

2

18.2

,0

0

3

27.3

4

36.4

11

100
その他の製造業 13

169

12

15.6

1

1.3'

23

29.9

28

36.4

77

100

農林漁業・同協同組合,

鉱業

1

2.4

0

0

1

2.4

7・

17.1

32

78

41

100

建設業 7

1L7

8

13.3

0

0

21

35

24

40

60

100

新聞 ・出版業 1

6.3

4

25

0

0

3

18.8

8

50

16

100
電気 ・ガス ・熱 供給 ・

水道 業

4

33.3

1

8.3

0

0

4

33.3

3

25

12

100
運輸業 5

10

8

16

0

0

13

26

24

48

50

100

映像 ・音声情報製作 ・

放送業,通 信業

2

12.5

2

12.5

0

0

9

56.3

3

18.8

16

100

卸売業 20

1L9

27

・16
.1

3

L8

57

33.9

」61

36.3

168

100

小売業,飲 食店 12

7.8

.15

9.8

3

2

35

22.9

88'

57.5

153

100

金融 ・保険業 1

L4

4

5.6

0

0

23

31.9

44

6Ll

72

100

情報サービス業 32

26.7

正6

13.3

1

0.8

21

17.5

50
.4L7

120

100

医療業(国 ・公 立除 く)
'

0

0

2

14.3

0

0

2

14.3

,10

7L4

14

100
教育 ・学術 研 究機 関

(国 ・公 立除 く)

7

13.5

4

7.7

0

0

8

15.4

33

63.5

52

100
その他の非製造業 7

7.7

3

3.3

・1

1.1

21

23.1

59

64.8

91

100

政府 1

20

0

0

0

0

1

20

3

60

5

100

地方公共団体 1

0.7

2

L3

0
'0
、13

8.7

133

89.3

149

100

一206一



第39表 モバイルコン ピューテ ィング(M/C)導 入 ・利用部門と導入率(業 働1」)

(複数回答,上 段:社 数,中 段:社数比,下 段:平均導入率%)
・利用部門

業 種

実回答
社数

営業 ・販売 財務 ・経理
企画 ・総務

人事 ・労務

研究・開発

製造 ・設計

情報システ
ム部門 その他

延べ回答
社数

製造業計 168 14820 30 75 98 16 387

100 88.lIL9 17.9 44.6 58.3 9.5 230.4

4L522.1 15.6 2L3 40.4 48.3 34.6

非製造業計 171 12021 30 37 79 31 318

100 70,212.3 17.5 21.6 46.2 18.1 186

4737 3L4 31.4 4L9 36.5 .40.8

公務計 2 00 0 0 0 2 2

100 00 0 0 0 100 100

00 0 0 0 10 10

公務を除く全産業計 339 26841
-

60 112 177 47 705

100 79,112.1 17.7 33 52.2 13.9 208

4429.7 23.5 24.6 41.1 40.5 37.4

全産業計- 341 26841 60 112 177 49 707

100 78,612 17.6 32.8 5L9 14.4 207.3

4429.7 23.5 24.6 41.1 39.3 37.3

食料品製造業,飲 料 ・ 20 182 2 5 13 0 40

たばこ ・飼料製造業 100 9010 10 25 65 0 200

417.5 5 2L8 36.7 0 33.7

繊維工業 7 71 0 0 4 0 12

100 10014.3 0 0 57.1 0 17L4

52,410 0 0 45 0 46.4

パルプ ・紙 ・紙加工品 1 10 0 0 0 0 1

製造業 100 1000 0 0 0 0 100

100 0 0 0 0 10

化学工業 20 202 3 9 14 2 50

100 10010 15 45 70 10 250

54.47.5 7.3 24.4 45.7 41 41.3

石 油 ・石 炭 ・プ ラス チ 5 51 3 2 3 2 16

ック製品製造業 100 10020 60 40 60 40 320

24,425 25.7 46.5 65 10 33.3

窯業 ・土石製品製造業 3 30 0 0 2 0 5

100 1000 0 0 66.7 0 166.7

9.30 0 0 30 0 正7.6

鉄鋼業 5 51 1 2 2 0 11

100 10020 20 40 40 0 220

225 2 15 50 0 22.5

非鉄金属製品 ・金属 8 83 1 3 5 2 22

製品製造業 100 10037.5 12.5 37.5 62.5 25 275

36,540 10 11.7 22 50 30.3
一般機械器具製造業 15 141 1 4 7 3 30

100 93.36.7 6.7 26.7 46.7 20 200
7 35,730 50 32.5 42.1 70 40.5

電気機械器具製造業 17 161 3 10 11 1 42

100 94.15.9 17.6 58.8 64.7 5.9 247.1

36,410 20 23 38.2 60 32.4

情報通信機械器具 24 196 11 17 16 1 70

製造業 100 79,225 45.8 70.8 66.7 4.2 291.7
'

49,234.2 20.3 27.5 42.1 1 35.8

輸送用機械器具製造業 21 131 4 14 11 3 46

100 6L94.8 19 66.7 52.4 14.3 219

33.31 2.5 12.8 34.4 63.3 25.9

精密機械器具製造業 3 21 1 2 2 1 9

100 66,733.3 33.3 66.7 66.7 33.3 300

35 5 3 10.5 10 5.9

その他の製造業 19 170 0 7 8 1 33

100 89.50 0 36.8 42.1 5.3 173.7

55.10 0 143 50.6 100 46.7

農林漁業・同協同組合, 1 1.0 0 0 0 0 1

鉱業 100 1000 0 0 0 0 100

1000 0 0 0 0 100

建設業 i5 71 2 3 6 8 27

100 46.76.7 13.3 20 40 53.3 180

20,150 30 66.7 54.2 25.8 36.4

新聞 ・出版業 5 41 1 1 1 1 9

100 8020 20 20 20 20 180

5050 20 10 100 10 43.3

一207一



(複数 回答,上 段:社 数,中 段:社 数比,下 段:平 均 導入率%)
・利 用部門

業 種',

実回答
社数 営業・販売 財務 ・経理

企画 ・総務

人事 ・労務

研 究 ・開発

製造 ・設計

情報システ
ム部門 その他

延べ回答
社数

電 気 ・ガ ス ・熱 供 給 ・

水 道 業

5

100

4

80

5L5

1

20

100

1

20

100

2

40

52.5

2

40

55

2

40

16

12

240

54.4
運輸業 12

100

5

41.7

26.2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

7

58.3

41.6

2

16.7

95

14

116.7

43.7

映像 ・音声情報製作 ・

放送業,通 信業

4

100

2

50

15

1

25

10

1

25

10

1

25

10

3

75

20.3

3

75

63.3

11

275

28.3

卸売業 42

100

39

92.9

56.8

5

1L9

51

8

19

38.1

2

4.8

55

17

40.5

53.9

2

4.8

6

73

173.8

52.2

小売業,飲 食店 26

100

20

76.9

49.7

4

15.4

31.3

3

11.5

46

2

7.7

42.5

12

46.2

45.2、

2

、7.7

8

43

165.4

44.2

金融 ・保険業 4

100

2

50

42.5

0

0

0

.0

0

・0

0

0

0

1

25

30

1

25

10

4

100

31.3

情報サービス業 40

100

30
75
40.8

6

15

8

11

27.5

18

22

55

22.8

21

52.5

29.9

4

10

35.3

94

235

29.1

医療業(国 ・公立除く) 1

100

1

100

80

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

100

80

教育 ・学術研究機関

(国 ・公立除く)

9

100

O

q
O

1

11.1

40

0

0

0

『1

1L1

5

4

44.4

19.8

4

44.4

55.3

10

111.1

34.5

その他の非製造業 7

100

5

71.4

47.4

1

14.3

100

3

42.9

36.7

3

42.9

44.3

5

71.4

46

2

28.6

51.5

19

27L4

48.1

政府 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

地方公共団体 2

100

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2

100

10

2

100

10

L
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第40表 モバイル コンピューテ ィング(M/C)導 入 ・利用の見通 し(業 種別)

(利用 の見通しの程度毎に 上段:社 数,下 段:%)

導入 ・利用部門

業 種

営業・販売 財務・経理 企画・総務

人事・労務

研究・開発

製造・設計

情報システ
ム部門

その他
合 計

実回答
社数

製造業計 利用増 97

62.2

7

29.2

10

29.4

57
'69
.5

38
『36

.5

7

36.8

216

51.6

114
「

48.1

現在と同
程度

59

37.8

17

70.8

24

70.6

25

30.5

66

63.5

12

63.2

203

48.4

123

5L9

利用減 0

0

0』

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計
156

100

24

100

34

100

82

100

104

100

19

100

419

]00

237

100

非製造業計 71

58.7

6

26.1

9

29

21

55.3

32

38.6

14

43.8

153

46.6

101

48.8
利用増

現在τ同
程度

49

40.5

17

73.9

22

71

17

44.7

49

59

16

50

170

51.8

101

48.8

利用減 1

0.8

0・

0

0

0

0

0

2

2.4

2

6.3

5

1.5

5

2.4

計
121

100

23

工00

31

100

38

100

83

100

32

100

328

100

207

100

公務計 利用増
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

33.3

1

25

1

25

現在と同
程度

0

0

0

0

0

0

l

lOO

0

0

2

66.7

3

75

3

75

利用減 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計
0

0

0

0

0

0

1

100

0

0

3
'チ100

4

100

4

100

公務を除く全産業計 利用増 168

60.6

13

27.7

19

29.2

78

65

70

37.4

21

4L2

369

49.4

215

48.4

現在と同
程度

108

39

34

72.3

46

70.8.

42

35

ll5

61.5

28

54.9

373

49.9

224

50.5

利用減
1

0.4

0

0

0

0

0

0

2

L1

2

3.9

5

0.7

5
'1
.1

計
277

100

47

100

65

100

120

100

187

100

51

100

747

100

444

100

全産業計
利用増

168

60.6

13

27.7

19

29.2

78

64.5

70

37.4

22

40.7

370

49.3

216

48.2

現在と同
程度

108

39

34

72.3

46

70.8

43

35.5

115

6L5

30

55.6

376

50」

227

50.7

利用減
1

014

0

0

0

0

0

0

2

L1

2

3.7

5

0.7

5

1.1

計
277

100

47

100

65

100

121

100

187

100

54

100

751

100

448

100

食料品製造業,

飲料 ・飼料製造業
利用増

現在 同
程度

'8

47.1

1

50

1

50

4

80

2

16.7

0

0 42.1

16.ll

45.8

9

52.9

1

50

1

50

1

20

10

83.3

0

0

22

57.9

13

54.2

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計
17

100

2

100

2

100

5

100

12

100

0

0

38

100

24

100

繊維工業 利用増
4

57」

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

4

25

4

40

現在と同
程度

3

42.9

2

100

2

100

1

100

4

100

0

0

12

75

6

6σ

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計
7

100

2

100

2

100

1

100

4

100

0

0

16

100

10

100

バルブ ・紙 ・

紙加工品製造業
利用増 0

0

0

0

0

0

0

0

0

10

0

0

0

0

0

0
　 A

現在と同
程度

l

lOO

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

l

lOO

1

100

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

.

0

0

計
1

100

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、0

1

100

.

1

100

化学工業 利用増
13

56.5

0

0

2

66.7

7

58.3

4

28.6

1

50

27

48.2

.

15

46.9

現在と同
程度

10

43.5

2

100

1

33.3

5

41.7

10

71.4

1

50

29

51.8

.

17

53.1

利用減
0

0

・0

0

0

.0

0

0

0

0

0

0

0

0

.

0

0

計
23

100

2

100

3

100

12

100

14

100

2

100

56

、100

・

32

100
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(利用の見通 しの程度毎に 上段:社 数,下 段:%)

導入 ・利用部門
、

業 種

営業・販売 財務 ・経理 企画 ・総務

人事 ・労務

研究・開発

製造・設計

情報システ
ム部門

その他
合 計 実回答

社数
石油 ・石炭,
プ ラスチック製品

製造業

利用増
2

50

0

0

1

50

0

0

0

0 ,;
4

30.8

2

33.3

現在と同
程度

2

50

l

lOO

1

50

1

100

3

100 ,;
9

69.2

4

66.7

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 :
計

4

100

l

lOO

2

100

1

100

3

100

2

100

13

100

6

100

窯業二王石製品
製造業 利用増

1

33.3

0

0

0

0

0

0 、;

0

0

2

40

1

33.3

現在と同
程度

2'
66.7

0

0

0

0

0

0

1

50

0

0

3

60

2

66.7

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0'

0

0

0

0

0

計
3

100

0

0

0

0

0

0

2

100

0

0

5

100

3

100

鉄鋼業
、

一非鉄亜属裏話 金
属

製品製造業

一般機械器真裏遺業

利用増
一

3

60

I

lOO

0

0

1

50

2

100

0

0

7

63.6

4

50

現在と同
程度

2

40

0

0

l

lOO

1

50

0

0

0

0

4

36.4

4

50

利用減
0

・0

・0

0

0

0

Oio
O}0

0

0

0

0

0

0

計
5

100

1

100

1

100

2

100

2

100

0

0

11

100

8

100一

利用増
7

77.8

1

25

上

50

4

100

5

7L4

1

50

19

67.9

7

58.3

現在と同
程度

2
シ22
.2

3

75

1

50

0

0

2

28.6

1

50

9

32.1 41章

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計
9 4 2

100

4

100

7

100

2

100

28

100

12

100100 100

利用増
9

69.2

0

0

0

・0

2

50

1

12.5 ,」
13

41.9

"層9

42.9

現在と同
程度

4

30.8

1

100

2

100

2

.50

7

87.5

2

66.7

18

58.1

12

57.1

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計
13

100

1

100

2

100

4

100

8
'100

3

100

.31

100

21
-100

一電気機械i
器真製造業 利用増

15・

83.3

0

0

1

33.3

8

80

4
-36 .4

0

0

28

63.6

i5

60

現在と同
程度

3

16.7

1

100

一2

66.7

2
'20

7

63.6

l

lOO

16

36.4

10

40

利用減
0

0

0

0

0.

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計
18

100

1

100

3

100

10

100

ll

100

1

100

44

100

25

100

情報通信機械器具
製造業

〆

　輸送
用機械器真裏造業

　精密機械器具製造
業

利用増
14

66.7

3

37.5

3

25

14

73.7

7

389

2

50

43

52.4

18

46.2

現在と同
程度

7

33.3

5

62.5

9

75

5

26.3

11

61 ..1

2

50

39

47.6

21

53.8

利用減
0

0

0

0
1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計
21

100

8

100
L

12

100

19

100

18

100

4

100

82

100

39

100

利用増
8

61.5

0

0
1

1

25

9

75

8

66.7

1

33.3

27

60

13

52

現:笛ど同
程度

5

38.5

1

100
1

3

75

3

25

4

33.3

2

66.7

18

40

12

48

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計
1:

100

l

lOO.

4
・100

12

100

12

100

3

100

45

100

25

100

利用増

現在τ同
程度

1

50

I

lOO

0

0

1

33.3 、;

0

0

4

40

1

25

1

50

0

0 1.;
2

66.7 ,;
1

100

6

60

3

75

利用減
0

0 :
1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計
2

100

l

lOO

I

lOO

3

100

2

100 1.;
10

100

4

100
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(利用の見通 しの程度毎に 上段:社 数,下 段:%)

導入 ・利用部門

業-種

営業・販売 財務 ・経理 企画・総務

人事・労務

研究・開発

製造・設計

情報システ
ム部門

その他
合 計

実回答
社数

その他の製造業
利用増

現在ど同
程度

12

60

0

0

0

0

7

77.8

3

333 :
22

56.4

14

51.9

8

40

0

0

0

0

2

22.2

6,

66.7

]

100

17

43.6

13

.48.1

利用滅
0

0.

O

O

0

0

0

0

0

0

一 〇

〇

0

0

0

0

計
20

100

0

0

0

0

9

100

9

100

l

lOO

39

100

27

100

農林水産業 ・

同協同組合,鉱 業
利用増

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

.0

0

0

0

現在と同
程度

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

O

O

0

0

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0一建 設 業
・

利用増

現在τ同
程度

5

83.3

1

100

一.1

50

2

100

4

80

6

75

19

79.2

11

78.6

1

16.7

0

0

1

50

0

0

1

20

2

25

5

20.8

3

21.4

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

㎡

計
6

100

1

100

2

100

2

100

5

100

8

100

24

100

14

100

新聞 ・出版菜

ら

利用増
2

66.7

0

0

0

0

0
'0

0

0

0

0

2

25

2

40

現在と同
程度

1

33.3 1.; 1.;
・1

100

1

100

l

lOO

6

75

3

60

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計
3

100

1

100

1
,ノ

100

l

lOO

l

lOO

＼]

100

8

100

5

100
'電 気 ・カ ス ・

熱 供 給 ・水 道 業, i利 用増
1

33.3

0

0

0

0

0

0

1

50

0

0

2

18.2

1

20

閣在王同
程度

2

66.7

1

100

l

lOO

2

100

1

50

2

100

9

8L8

4

80

利用減
0

0

0

0

0

0

・0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計
3

100

l

lOO

1

100

2

100

2

100

2

100

11

100

5

100

運輸業 利用増 2

40

0

0

0

0

0

0

l

l4.3

0

0

3

21.4

3

23.1

現在と同
程度

3

60

0

0

0

0

0

0

6

85.7

1

50

10

71.4

9

692

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

50

1

7.1

1

7マ

計
5

100

0

0

0

0

0

0

7

100

2

100

14

100

13

100

映 像 ・音 声 ・情 報 製 作 ・

放 送 ・通信 業
利用増

2

100

l

lOO

1

100

1

・100

2

66.7

1

33.3

8

72.7

3

50

現在と同
程度

0

0

0

0

0

0

0

0

1

33.3

2

66.7

3

27.3

3
-

50

'利 用 減 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計
2

100

l

lOO

1

100

l

lOO

3

▲00

3

100

11

100

6

100一卸廃 業

'

,

利用増
20

51.3

2

40

3

42.9.

0

.0

6

35.3

1

100

32

45.1

2:

45.1-現在 と同

程度

18

46.2

3

60

4

57.1

2

、100

11

64.7

0

0

38

53.5

27

52.9

利用減
1

2.6

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、l

L4

[

2

計
39

100

5

100

7

100

2

100

17

100

l

lOO

71

100

51

100

小売業

'

利用増
12

60

2

50

0

0

1

50

3

23.1

1

50

19

43.2

15

45.5

現在と同
程度

8

40

2

50

3

100

1

50

9

69.2

1

50

'24

54.5

17

5L5

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

1

7.7

0

0

1

2.3

1

3

計
20

100

4

100

3

100

2

100

13

100

2

100

44

100

33

100
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(利用 の見通 しの程度毎に 上段:社 数,下 段:%)

導入 ・利用部門

業 種

営業・販売 財務・経理 企画・総務

人事・労務

研究・開発

製造・設計

情報システ
ム部門

その他
合 計

実回答
社数

金融 ・保険業
利用増 2

100

0

0

0

0

0

0

1

100

0

0

3

60

3

60

現在王同
程度

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2

100

2

40

2

40

利用減
0'

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計
2

100

0

0

0

0

0

0

1

100

2

100

5

100

5

100

情報サービス業
利用増

19

59.4

0

0

3

27.3

13

59.1

9

40.9

2

50

46

47.4

29

58

現在と同
程度

13

40.6

6

100

8

72.7

9

40.9

13

59.1

2

50

51

52.6

21

42

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計
32

100

6

100

11

100

22

100

22

100

4

100

97

100

50

100

医療業(国 ・公立除く)
利用増

1

100

0

0

0

0

1

100

0

0

0

0

2

100

2

100

現在と同
程度

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計
1

]00

0

0

0

0

－l

lOO

0

0

0

0

2

100

2

100
教 育,'学 術 研 究 機 関

、(国 ・公 立 除 く)

-

利用増
llO

lOdO
0

0

1

50

2

40

2

40

6

37.5

4

36.4

現在と同

程度

0

0

2

100

l

lOO

1

50

2

40

3

60

9

56.3

6

54.5

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

1

20

0

0

1

63

1

9.1

計
1

100

・2

100

l

lOO

2

100』

5

100

5

100

16

100

11

100

その他の非製造業
利用増

4

57.1 .

0

0

1

25

2t3
66.7{42.9

1

50

ll

44

5

4L7

現在と同
程度

3

42.9

2

100

3

75

1

33.3

4

57.1

0

0

13

52

6

50

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

50

1

4

1

8.3

計
7

100

2

100

4

100

』3

100

7

100

2

100

25

100

12

100
政府

利用増
・現証 同

程度

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

.0

0

0

0

0

0
0

0

0

0

0

0

1

100

0

0

0

0

I

lOO

1

100

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計
・0

0

0

0

0

0

l

lOO

0

0

0

0

l

lOO

1

100
地方自治体

, 利用増
"0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

33.3

1

33.3

1

33.3

現在と同
程度

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2

66.7

2

66.7

2

66.7

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計
0

0

0

0

010

010
0

0

3

100

3

100

3

100
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『第41表 モバイル コンピ
ューテ ィング(M/C)の 利用内容(業 種別)

(複数 回答,上 段:社 数、下段:%)

利用の内容

業 種

社内とほぼ
同じ業務が
行える

特定の業務
を社外で
行っている

合計 実回答社
数
受発注業
務
提案営業
活動

社 内外と

の電子

メール

社内の基
幹業務

その他 延べ回
答社数

製造業計 47

25.5

137

74.5

184

100

139

100

17

12.2

40

28.8

133

95.7

11

7.9

18

12.9

219

157.6

非製造業計 64

35.6

116

64.4

180

100

125

100

26

2α8

47

37.6

'103

82.4

18

14.4

28

22.4

222

177.6

公務計 1

25

3

75

4

100

3

100

0

0

1

33.3

1

333

0

0

2

66.7

4

1333

公務を除く全産業計 111

30.5

253

69.5

364

100

264

100

43

16.3

87

33

236

89.4

29

11

46

17.4

441

167

全産業計 112

30.4

256

69.6

・368

100

267

100

43

16.1

88

33

237

88.8

29

10.9

48

18

445

166.7

食料品製造業,飲 料 ・

たばこ・飼料製造業

3

15.8

16

84.2

19

100

16

正00

1

6.3

7

43.8

14

87.5

0

0

4

25

26

162.5

繊維工業 2

28.6

5

7L4

7

100

5

100

2

40

1

20

4

80

0

、0

1

20

8

160

パルプ ・紙 ・紙加工品

製造業

0

0

1

100

1

100

1

100

1'
100

0

0

0

0

0

0

0

0

11

100

化学工業 ,9

39.1

14

60.9

23

100

14

100

3

21.4

7

50

14

100

2

14.3

0

0

26

185.7

石油 ・石炭 ・プラスチ

ック製品製造業

1

20

4

80

5

100

、4

100

0

0

0

0

4

100

1

25

1

25

6

150

窯業 ・土石製品製造業 0

0

4

100

4

100

4

100

0

0

1

25

4

100

0

0

1

25

6

150

鉄鋼業 2

40

3

60

5

100

3

100

0

0

2

66.7

3

100

0

0

0

0

5

166.7

非鉄金属製品 ・金属

製品製造業

4

50

4

50

8

100

4

100

1

25

0

0

4

100

2

50

0

0

7

175
一般機械器具製造業 5

29.4

12

70.6

17

100

12

100

1

8.3

2

16.7

12

100

2

16.7

2

16.7

19

158.3

電気機械器具製造業 3

15.8

16

84.2

19

100

16

100

2

12.5

2

12.5

15

93.8

0

0

1

6.3

20

125

情報通信機械器具
製造業

8

28.6

20

71.4

28

100

21

100

2

9.5

4

19

21

100

3

14.3

2

9.5

32

152.4

輸送用機械器具製造業 5

25

・15

75

20

100

16

100

0

0

3

18.8

15

93.8

ρ

0

4

25

22

137.5

'

精密機械器具製造業 0

0

4

100

4

100

4

100

0

0

1

25

4

100

1

25

0

0

6

150

その他の製造業 5

20.8

19

79.2

24

100

19

100

4

21.1

10

52.6

19

100

0

0

2

10.5

35

184.2

農林漁業・同協同組合,

鉱業

0

0

1

100

1

100

1

100

0

0

1

100

1

100

0

0

0

0

2

200

建設業 4

26.7

11

73.3

15

100

14

100

1

7.1

5

35.7

14

100

3

21.4

2

14.3

25

178.6

新聞 ・出版業 1

20

4

80

5

100

3

100

1

33.3

2

66.7

2

66.7

0
'0

1

333

6

200

電気 ・ガス ・熱 供給 ・

水道 業

0

0

5

100

5

100

5

100

0

・0

2

40

4

80

0

0

2

40

8

160

運輸業 3

25

9

75

12

100

9

100

0

0

1

11.1

5

55.6

0

0

5

55.6

11

122.2

映像 ・音声情報製作 ・

放送業,通 信業

、1

25

3

75

4

100

3

100

1

33.3

0

0

3

100

0

0

2

66.7

6

200

卸売業 16

38.1

26

61.9

42

100

28

100

13

46.4

12

42.9

21

75

2

7.1

6

2L4

・54

192.9

小売業,飲 食店 9

34.6

17

65.4

26

100

18

・100
8

44.4

9

50

16

88.9

6

33.3

1

5.6

40

222.2

金融 ・保険業 1

20

4

80

5

100

4

100

0

0

1

25

2

50

1

25

2

,50

6

150

情報サービス業 20

44.4

25

55.6

45

100

28

100

2

7コ

11

39.3

27

96.4

6

2L4

3

10.7

49

175

医療 業(国 ・公立 除 く) ρ
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

教育 ・学術研究機関

(国 ・公立除く)

2

20

8

80

10

100

8

100

0

0

1

12.5

5

62.5

0

0

4

50

10

125

その他の非製造業 7

70

3

30

10

100

4

100

0

0

2

50

3

75

0

0

0

0

5

125

政府 1

100

0

0

1

100

1

100

0

0

0

0

1

100

0

0

1

100

2

200

地方公共団体 0

0

3

100

3

100

2

100

0

0

1

50

0

0

0

0

1

50

2

100
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第42表 モバイル コンピューテ ィング(M/C)に 期待する効果と満足度(業 種別)

(満足度毎に 上段:社数,下 段:%)

導入・利用部門・

業 種

時間有効活
用による生
産性向上

社外情報共
有高速化

対顧客サー
ビスレベル

向上

移動費等コ
スト削減 その他 回答社数

製造業計 非常に満足 11.

52.4

10

47.6

3

143

6

28.6

0

0

21

100

満足 130

80.7

108

67.1

80

49.7

91

56.5

0

0

161

100

やや不満 34

3L2

46

42.2

67

61.5

51

46.8

0

0

109

100

不満 6

24

11

44

15

60

16

64

1

.4

25

100

計 181 175 165 164 1

満足度 2.81 2.67 2.43 2.53 1

非製造業計 非常に満足 16

55.2

17

58.6

5

17.2

7

24.1

0

0

29

100

満足 122

74.8

110

67.5

78

47.9

81

49.7

0

0

163

100

やや不満 40

38.8

46

44.7

62

60.2

62

60.2

0

0

103

100

不満 4

19

7

333

10

47.6

14

66.7

0

0

21

100

計 182 180 155 164 0

満足度 2.82 2.76 2.5 2.49 0

公務計 非常に満足 1

100

1

100

1

100

1

100

0

0

1

100

満足 3

100

3

100

2

66.7

2

66.7

0

0

3

100

やや不満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

不満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 4 4 3 3 0

満足度 3.25 3.25 3.33 3.33 0

公務を除く全産業計 非常に満足 27

54

27

54

8

16

13

26

0

0

50

100

満足 252

77.8

218

67.3

158

48.8

172

5ま1

0

0

324

100

やや不満 74

349

92

43.4

129

60.8

113

53.3

0

0

212

100

不満 10

21.7

18

39.1

25

54.3

30

65.2

1
'2

。2

46

100

計 363 355 320 328 1

満足度 2.82 2.72 2.47 2.51 1

全産業計 非常に満足 28

54.9

28 .

54.9

9

17.6

14

27.5

0

0

51

100

満足 255

78

221

67.6

160

48.9

174

532

0

0

327

100

やや不満 74

34.9

92

43.4

129

60.8

113

・53
.3

0

0

212
'100

不満 10

2L7

18

39」

25

54.3

30

65.2

1

2.2

46

100

計 367 359 323 331 1

満足度 2.82 2.72 2.47 2.52 1

食料品製造業,

飲料 ・飼料製造業

非常に満足 1

100

1

100

0

0

0

0

0

0

1

100

満足 13

・72 ,2

12

66.7

8

44.4

11

61.1

0

0

18

100

やや不満 4

33.3

2

16.7

7

58.3

6

50

0

0

12

100

不満
一

1

50

2

100

1

50

1

50

0

0

2

100

計 19 17 16 18 0

満足度 2.74 2.71 2.44 2.56 0

繊維工業 非常に満足 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

満足 5

83.3

2

33.3

2

33.3

3

50

0

0

6

100

やや不満 2

33.3

3

50

3

50

2

33.3

0

0

6

100

不満 0

0

2

100

2

100

2

100

0

0

2

100

計 7 7 7 7 0

満足度 2.71 2 2 2.14 0
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(満足 度毎に 上段:社 数,下 段:%)

導 入・利用部門

業 種

時間有効活
用による生
産性向上

社外情報共
有高速化

対顧客サー
ビスレベル

向上

移動費等コ
スト削減'

その他 回答社数

パルプ ・繊 ・

紙加工品製造業

一

非常に満足 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

満足 1

100

0

0

1

100

1

100

0

0

1

100

やや不満 0

0

1

100

0

0

0

0

0

0

1

100

不満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 1 1 1 1 0

満足度 3 2 3 3 0

TE学 王業 非常に満足 3

75

1

25

0

0

2

50

0

0

4

100

満足 13

68.4

13

68.4

9

47.4

12

63.2

0

0

19

100

やや不満 7

41.2

9

529

10

58.8

6

35.3

0

0

17

100

不満 0

0

0

0

3

75

2

50

0

0

4

100

計 23 23 22 22 0

満足度 2.83 2.65 2.27 2.64 0

石油 ・石炭,

プ ラスチック製品

製造業

一

非常に満足 O

o

0

0

0

0

0

0

0
'0

0

0

満足 5 5

100

3

60

2

40

0

0

5
'

100100

やや不満 0

0

0

0

0

0

1

100

0

0

1

100

不満 0

0

0

0

1
'100

0

0

0

0

1

100

計 5 5 4 3 0

満足度 3 3 2.5 2.67 0

窯業 ・土石製品

製造業

非常に満足 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

満足 2

50

4

100

2

50

2

50

0

0

4

100

やや不満 2

100

0

0

2

100

2

100

0

0

2

100

不満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 4 4 4 4 0

満足度 2.5 3 2.5 2.5 0

鉄鋼業

'

コ蕨 金属製品「ヨΣ属
製品製造業

非常に満足 0

0

0

0

1

100

0

0

0

0

1

100

満足 5

100

3

60

3

60

5

100

0

0

5

100

やや不満 0

0

2

100

1

50

0

0

0

、0

2

100

不満 0

0

0

'0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 5 5 5 5 0

満足度 3 2.6 3 3 0

非常に満足 0

0

1

100

0

0

0

0

0

0

1

100

満足 7

87.5

4

50

3

37.5

5

62.5

0

0

8

100

やや不満 1

16.7

3

50

5

833

2

33.3

0

0

6

100

不満 0

0

0

0

O

o

1

100

0

0

1

100

計 8 8 8 8 0

満 足度 、 2.88 2.75 2.38 2.5 0
一般機械器具製造業

非常に満足 0

0

1

50

0

0

0

0

0

0

2

100

満足 12

85.7

10

7L4

10

71.4

10

7L4

0

0

14

100

やや不満 0

0

2

33.3

2

33.3

2

333

0

0

6

100

不満 2

50

3

75

2

50

2

50

0

0

4

100

計 14 16 14 14 0

満足度 2.71 2.56 2.57 2.57 0
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(満足 度毎に 上段:社 数,下 段:%)

導 入 ・利用部門

業 種

時間有効活
用による生
産性向上

社外情報共
有高速化

対顧客サー

ビスレベル

向上

移動費等コ
スト削減 その他 回答社数

'

1

、、

1

電気機械器具製造業

、

非常に満足 0

0

1

100

0

0

0

0

0

0

1

100

満足 15

83.3

13

72.2

7

38.9

9

50

0

0

18

100

やや不満 3

25

4

.33.3

10 7

58.3

0

0

12

10083.3

不満 0

0

1

100

0

0

0

0

0

0

1

100

計 18 ,19 17 16 0

満 足度 『 2.83 2.74 2.41 2.56 0

情報通信機械器具
製造業

非常に満足 2

50

3

75

2

50

2

50

0

0

4

100

満足 21

9L3

16

69.6

13

56.5

12

52.2

0

0

23

100

やや不満 5

33.3

8

53.3

8

53.3

8

53.3

0

0

15

100

不満 0

0

0

0

2

66.7

3

100

0

0

3

100

計 28 27 25 25 0

満足度 2.89 2.81 2.6 2.52 0

輸送用機械器具製造業

一.一 一.・.一 一

精密機械器具製造業

非常に満足 3

100

0

0

0

0

2

66.7

0

0

3

100

満足 13

76.5

10

58.8

10

58.8

8

47.1

0

0

17

100

やや不満 6

50

7

58.3

7

583

7

58.3

0

0

12

100

不 満 , 0

0

1

100

1
'100

0

0

0

0

1

100

計 22 18 18 17 0

満足度 2.86 2.5 2.5 2.71 0

非常に満足 0

0

0

0

一'0

0

0

0

『0

0

0

0

満足 3

75

4

100

1

25

1

25

0

0

4

100

やや不満 0

0

0

0

1

100

0

0

0

0

1

100

不 満 ・ 1

50

0

0

1

50

2

100

1

50

2

100

計 4 4 3 3 五

満足度 2.5 3 2 1.67 1

その他の製造業 非常に満足 2

50

2

50

0

0

0

0

0

0

4

100

満足 15

78.9

12

63.2

8

42.1

10iO
!i52
.6iO

19

100

やや不満 4

25

5

31.3

11

68.8

8

50 ,

0

0

16

100

不満 2

50

2

50

2

50

3io
75iO

4

100

計 23 21 21 21i 0こ

満足度 2.74 2.67 2.29 2.33 0

農林水産業 ・

同協同組合,鉱 業

非常に満足 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

満足 1

100

1

100

1

100

1

ユ00

0

0

1

100

やや不満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

不満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 1 1 1 1 0

満足度 3 3 3 3 0

建設業 非常に満足 1

25

4

100

'1

25

0

0

0

0

4

100

満足 9

75

6

50

4

33.3

9

75

0

0

、12

100

やや不満 5

62.5

3

37.5

5

62.5

4

50

0

0

8

100

不満 0

0

1

50

2

100

1

50

0

0

2

100

計 15 14 12 14 0

満足度 2.73 2.93 2.33 2.57 0
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(満足 度毎に 上段:社 数,下 段:%)'

導入 ・利用部門

業 種

時間有効活
用による生
産性向上

社外情報共
有高速化

対顧客サー
ビスレベル

向上

移動費等コ、

スト削減
その他 回答社数

新聞 ・出版業 非常に満足 1

-50

1

50

0

0

0

0

0

0

2

100

満足 3

75

1

25

3

75

2

50

0

0

4

100

やや不満 1

50

2

100

2

100

2

100

0

0

2

100

不満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 5 4 5 4 0

満足度 3 2.75 2.6 2.5 0

電気,カ ス ・

熱供給 ・水道業
/

非常に満足 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

満足 3

75

3

75

2

50

2

50

0
'0

』4

100

やや不満 2、

100

1

50

1

50

1

50

0

0

2

100

不満 0

0

0

0

0

0

1

100

0

、0

1

100

計 5 4 3 4 0

満足度 2.6 2.75 2.67 2.25 0

運輸業 非常に満足 0

0

0

0

0

0

1

100

0

0

1

100

満足 8

72.7

7

63.6

6

54.5

2

18.2

0 11

0,100

やや不満 2

28.6

3

42.9

4

57.1

6

85.7

0

0

7

100

不満 1

100

1

100

0

0

1

100

0

0

1

100

計 11 11 10 10 0

満足度 2.64 2.55 2.6 2.3 0

映像・音声・情報製作 ・

放送・通信業

非常に満足 0

0

0

0

0

0

0、

0

0

0

0

0

満足 2

50

3

75

1

25

3

75

0

0

4

100

やや不満 1

50

1

50

2

100

1

50

0

0

2

100

不満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 3 4 3 4 0

満足度 2.67 2.75 2.33 ・2 .75 0

卸売業 非常に満足 4

57.1

2

28.6

2

28.6

2

28.6

0

0

7

100

満足 27

7Ll

26

68.4

22

57.9

19

50

0

0

38

100

やや不満 13

40.6

15

46.9

16

50

18

56.3

0

0

32

100

不満 1

333

2

66.7

1

33.3

3

100

0

0

3

100

計 45 45 41 42 0

満足度 2.76 2.62 2.61 2.48 0
一

小売業 非常に満足 2

66.7

1

33.3

1

33.3

1

33.3

0

0

3

100

満足 23

92

18

72

10

40

9

36

『0

0

25

100

やや不満 1

6.7

6

40

7

46.7

11

73.3

0

0

15

100

不満 1

16.7

1

16.7

3

50

3

50'

0

0

6

100

計 27 26 21 24 0

満足度 2.96 2.73 2.43 2.33 0

金融 ・保険業 非常に満足 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

満足 5

100

3

60

3

60

2

40

0

0

5

100

やや不満 0

0

1

100

1

100

1

100

0

0

1

100

不満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 5 4 4 3 0

満足度 3 2.75 2.75' 2.67 0
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、

(満足度毎に 上段:社 数,下 段:%)

導入 ・利用部門

業 種

時間有効活
用による生
産性向上

社外情報共
有高速化

対顧客サー
ビスレベル

向上
'

移動費等コ
スト削減 その他 回答社数

情報サー ビス業 非常に満足 5

62.5

7

87.5

1

12.5

3

37.5

0

0

8

100

満足 30

73.2

30

73.2

20

48.8

24

58.5

0

0

,41

100

やや不満
、

10

45.5

9

40.9

14

63.6

12

54.5

0

0

22

100

不満 1

16.7

1

16.7

2

33.3

3

50

0

0

6

100

計 46 47 37 42 0

満足度 2.85 2.91 2.54 2.64 0

医療業(国 ・公立除く) 非常に満足 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

満足 0

0

0

0

1

100

0

0

0

0

1

100

やや不満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

不満 0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

00

計 0 0 1 0 0

満足度 0 0 3 0 0

教育,学 術研究機関

(国 ・公立除 く)

一そ二万他
の非製造業

非常に満足 1

50

1

50

0

0

0

0

0

0

2

100

満足 6

60

8

80

3

30

3

30

0

0

10

100

やや不満 3

60

2

40

4

80

3

60

0

0

5

100

不満 0

0

0 .
0

1

100

1

100

0

0

1

100

計 10
『11

8 7 0

満足度 2.8 291 2.25 2.29 0

非常に満足 2

100

1

50

0

0

0

0

0

0

2

100

満足 5

71.4

4

57ユ

2

28:6

5

7L4

0

0

7

100

やや不満 2

28.6

3

42.9

6

85.7

3

42.9

0

0

7

100

不満 0

0

1

100

1

100

1

100

0

0

1

100

計 9 9 9 9 0

満足度 3 2.56 2.11 2.44 0

政府 非常に満足 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

満足 1

100

1

、100

0

0

0

0

0

0

1

100

やや不満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

不満 0

0・

0

0

0

0

0

0

0

0

・0

0

計 1 1 0 0 0

満足度 3 3 0 0 0

地方自治体 非常に満足
〆

1

100

1
'

100

1

100

1

100

0

0

1

100

満足 2

100

2

100

2

100

2

100

0

0

2

100

やや不満 0

0

0

0

0

0

0
'0

0

0

0

0

不満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 3 3 3 3 0

満足度 3.33 3.33 3.33 3.33 0
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第43表 モバイルコンピューティング(M/C)利 用上の問題点(業 種別)

(複数 回答,上 段:社 数 、下段:%)
'

利用上の問題点 端末機器 通信サービ ソフトウ土 通信速度 通信料金 エ ンドユー セキュリティ労務管理,
実回答 等の価格 スエリアが ア,利 用 メ が遅 い,応 が高い ザへの教 対策が不 勤務時間 延べ回
社数 が高い 狭 い,中 断 ニュー が少 答時間が 育 ・訓 練 が 十分 があいまい 答社数

業 種 が多い ない 長い 不十分
製造業計 304 123 69 55 196 194 91 152 61 941

100 40.5 22.7 18.1 64.5 63.8 29.9 50 20.1 309.5

非製造業計 410 151 96, 88 .211 243 137 214 64 1204

100 36.8 23.4 2L5 5L5 59.3 33.4 52.2 15.6 293.7

公務計 18 8 2 5 6 10 10 11 4 56
「

100 44.4 11.1 27.8 33.3 55.6 55.6 61.1 22.2 311.1

公務を除く全産業計 714 274 165 143 407 437 228 366 125 2145

100 38.4
F

23.1 20 57 61.2 31.9 5L3 17.5 300.4

全産業計 732 282 167 148 413 447 238 377 129 2201

100 38.5 22.8 20.2 56.4 61.1 32.5 5L5 17.6 300.7

食 料 品 製造 業,飲 料 ・ 31 17 10. 9 17 21 12 15 7 108

たばこ・飼料製造業 100 54.8 32.3 29 54.8 67.7 38.7 48.4 22.6 348.4

繊維工業 12 7 1 3 9 8 7 5 3 43

100 58.3 8.3 25 75 66;7 58.3 41.7 25 358.3

パ ル プ ・紙 ・紙 加 工 品 1 1 0` 0 1 1 0 0 0 3

製造業 100 100 0 、0 100 100 0 0 0 300

化学工業 36 17 ・11 4 22 21 9 18 11 113

100 47.2 30.6 11.1 61.1 58.3 25 50 30.6 313.9

石 油 ・石炭 ・プ ラスチ 7 1 2 0 6 3 3 3 1 19

ック製品製造業 100 14.3 28.6 0 85.7 42.9 42.9 429 14.3 271.4

窯 業 ・.土石 製 品製 造業 7 3 3 1 5 4 1 5 0 22

100 42.9 429 14.3 71.4 57ユ 14.3 7L4 0 314.3

鉄鋼業 9 6 2 1 4 5 3 6 1 28

100 66.7 22:2 1L1 44.4 55.6 33.3 66.7 11.1 311.1

非鉄金属製品 ・金属 21 6 4 6 11 10 7 13 4 61

製品製造業 100 28.6 19 28.6 52.4 47.6 33.3 61.9 19 290.5
一般機械器具製造業 30 11 6 8 20 21 16 12 5 99

100 36.7 20 26.7 66.7 70 53.3 40 16.7 330

電気機械器具製造業 25 10 6 6 19 16 6 13 6 82

100 40 24 24 76 64 24 52 24 328

情報通信機械器具 41 16 11 5 26 26 5 21 8 118

製造業 100 39 26.8 12.2 63.4 63.4 12.2 51.2 19.5 287.8

輸送用機械器具製造業 29 7 6 5 25 23 9 14 4 93

100 24.1 20.7 17.2 86.2 79.3 31 48.3 13.8 320.7
ブ

精密機械器具製造業 7 3 2 1 6 5 1 6 2 26

100 42.9 28.6 14.3 85.7 71.4 14.3 85.7 28.6 371.4
.

その他の製造業 48 18 5 6 25 30 12 21 9 126
一

100 37.5 10.4 12.5 52.1 62.5 25 43.8 18.8 ,262.5

農林漁業・同協同組合, 8 5 3 0 4 3 6 3 0 24

鉱業 100 62.5 37.5 0 50 37.5 75 37.5 0 300

建設業 35 11 8 5 16 21 15 18 4 98

` 100 31.4 22.9 143 45.7 60 42.9 51.4 11.4 280

、 新聞 ・出版業 8 1 2 2 4 4 3 4 2 22

100 12.5 25 25 50 50 37.5 50 25 275

電 気 ・ガス ・熱 供給 ・ 9 4 7 3 6 4 1 3 1 29

水道業 100 44.4 77.8 33.3 66.7 44.4 11.1 33.3 11.1 322.2

運輸業 23 10 3 4 11 12 8 10 4 62

100 43.5 13 17.4 47.8 52.2 34.8 43.5 17.4 269.6
一

映像 ・音声情報製作 ・ 13 3 3 3 8 7 4 7 1 36

放送業,通 信業 100 23.1 23.1 23.1 61.5 53.8 30.8 53.8 7.7 276.9

卸売業 104 44 23 17 51 64 39 52 '16 306
,・

100 42.3 22ユ 16.3 49 61.5 37.5 50 15.4 294.2

小売業,飲 食店 64 25 15 16
、∨33

40 24 33 11 197

100 39.1 .23.4 25 5L6 62.5 37.5 51.6 17.2 307.8

金融 ・保険業 27 14 3 8 10 .12 11 19 7 84

100 51.9 1L1 29.6 .37 44.4 40.7 70.4 25.9 311.1

情報サービス業 68 ,14 15 14 44 46 4 33 11 181

100 20.6 22.1 20.6 64.7 67.6' 5.9 48.5 16.2 266.2

医療業(国 ・公立除く) 3 2 1 1 2 2 0 3 0 11

100 66.7 33.3 33.3 66.7 66.7 0 100 0 366.7

教育 ・学術研究機関 17 3 6 7 8 6 11 12 2' 55

(国 ・公 立 除 く) 100 17.6 353 41.2 47ユ 35.3 64.7 70.6 '1L8 323.5

その他の非製造業 31 15 7 8 14 22 11 17 5 99

100 48.4 22.6 25.8 45.2 71 35.5 54.8 16.1 319.4 、

政府 2 0 1 0 1 1 2 1 0 6

100 0 50 0 50 50 100 50 0 300

地方公共団体 16 8 1 5 5 9 8 10 4 50

100 50 6.3 31.3 31.3 56.3 50 62.5 25 312.5
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第44表CRM(CustomerRelatbnshipManagement)一 顧客対応チ ャネルの利用状況(業 種別)

(各業 種 ごとに,上 段:社 数、下段:%)

客対応チャネル
の種類

業 種

実回答
社数
面対サー
ビス 電話 FAX

インター

ネット

対応して
いない

延べ回
答社数

製造業計 524 74 144 135 185 305 843

100 14.1 27.5 25.8 35.3 58.2 160.9

非製造業計 838 160 266 205 343 420 1394

100 19.1 3L7 24.5 40.9 50ユ 166.3

公務計 143 24 30 26 49 88 217

100 16.8 21 18.2 34.3 6L5 151.7

公務を除く全産業計 1362 234 410 340 528 725 2237

100 17.2 30.1 25 38.8 53.2 164.2

全産業計 1505 258 440 366 577 813 2454
`

100 17.1 29.2 24.3 38.3 54 163.1

食料品製造業,飲 料 ・ 71 8 21 19 22 42 ll2

たばこ ・飼料製造業 100 11.3 29.6 26.8 31 59.2 157.7

繊維工業 22 1 8 6 7 12 34

100 4.5 36.4 27.3
'

3L8 54.5 1545

パルプ ・紙 ・紙加工品 4 0 0 0 0 4 4

製造業 100 0 0 0 0 100 100

化学工業 47 3 11
「9

18 28 69

100 6.4 23.4 19.1 38.3 59.6 146.8

石油 ・石炭 ・プラスチ 14 3 4 4 4 9 24

ック製品製造業 100 21.4 28;6 28.6 2ぎ.6 64.3 171.4 、

窯業 ・土石製品製造業 15 5 4 4 6 7 26

100 33.3 26.7 26.7 40 46.7 173.3

鉄鋼業 18 1 2 3 6 12 24

100 5.6 11.1 16.7 33.3 66.7 133.3

非鉄金属製品 ・金属 46 2 9 10 9 32 62

製品製造業 100 4.3 19.6 21.7 19.6 69.6 134.8
一般機械器具製造業 48 6 12 9 17 29 73

100 12.5 25 18.8 35.4 604 152.1

電気機械器具製造業 41 10 10 11 17 22 70

100 24.4 24.4 26.8 41.5 _53 .7 170.7

情報通信機械器具 55 13 22 19 25 25 104

製造業 100 23.6 ,40 34.5 45.5 45.5 189ユ

輸送用機械器具製造業 56 7 13 13 20 33 86

100 12.5 23.2 23.2 35.7 58.9 1536

- 精密機械器具製造業 10 4 4 4 5 5 22
・

100 40 40 40 50 50 220

その他の製造業 77 ll 24 24 29 45 133

100 14.3 31.2 3L2 37.7 58.4 172.7

農林漁業 ・同協同組合, 38 4 10 10 14 21 59

鉱業 100 10.5 26.3 26.3 36.8 55.3 155.3

建設業 59 15 18 16 22 31 102
-

100 25.4 30.5 27.1 373 52.5 1729 ノ

新聞 ・出版業 15 1 5 4 5 9 24
、

100 6.7 33.3 26.7 33.3 60 }60

電 気 ・ガ ス ・熱 供給 ・ ll 5 6 3 8 3 25

水道業 100 45.5 54.5 27.3 72.7 27.3 2273

運輸業 48 7 11 12 24 23 77

、100 14.6 22.9 25 50 47.9 160.4

映像 ・音声情報製作 ・ 15 1-3 2 5 10 21

放送業,通 信業 100 6.7 20 13.3 33.3 66.7 140

卸売業 165 18 36 37 57 92 240

100 10.9 2L8 一22 .4 34.5 55.8 145.5
r

小売業,飲 食店 150 28 43 25 57 77 230

100 18.7 28.7 16.7 38 51.3 153.3

金融 ・保険業 72' 23 39 23 41 22 148

100 31.9 54.2 3L9 56.9 30.6 205.6

情報サー ビス業 116 30 51 36 55 51 223

100 25.9 44 31 47.4 44 192.2
ρ

医療業(国 ・公立除く) 14 2 1 2 1 9 15

100 14.3 7.1 14.3 7.1 64.3 107.1

教育 ・学術研究機関 47 9 14 10 23 24 80

(国 ・公 立 除 く) 100 19.1 29.8 21.3 48.9 5L1 170.2

その他の非製造業 88 17 29 25 31 48 150

100 19.3 33 28.4 35.2 54.5 170.5

政府 5 1 2 2 2 3 10

100 20 40 40 40 60 200

地方公共団体 138 23 28 24 47 85 207

100 16.7 20.3 17.4 34.1 61.6 150
L

-

一220一

一

1



第45表CRM(CustomerRelationshipManagement)一 電 話 対応機 能 の 導 入状 況(業 種 別)

(複数 回答,上 段:社 数 、下段:%)

電話対応機能

業 種

実 回答
社数

CTI
(Computer
Telephony

IntegratiOn)

VRU

(Voice
Recognition

Unit)

ACD
(Automatic
Call
Distribution)

特に電話対
応に関する
機能の導入
はない

延べ回
答社数

製造業計 465

100

30

6.5

4

0.9

8

L7

432

92.9

474

10L9

非製造業計 726

100

53

7.3

12

L7

19

2.6

659

90.8

743

1023

公務計 115

100

2

L7

5

4.3

1

0.9

108

93.9

116

100.9

公務を除く全産業計 1191

100

83

7

16

13

27

2.3

1091

916

1217

1022

全産業計 1306

100 藷1吉
28

21

1199

9L8

1333

102.1

食料品製造業,飲 料 ・

たばこ ・飼料製造業

62

100

7

11.3

0

0

l

L6

54

87.1

62

100

繊維工業 21

100

0

0

0

0

0

0

21

100

21

100

パルプ ・紙 ・紙加工品

製造業

3

100

0

0

0
'0

0

0

3

100

3

100

化学工業 36

100

4

1L1

1

2.8

1

2.8

32

88.9

38

105.6

石油 ・石炭 ・プラスチ

ック製品製造業

1f

lOO

0

0

0

0

0

0

11

100

11

100

窯業 ・土石製品製造業 13

100

1

7.7

0

0

1

7.7

11

84.6

正3

100

鉄鋼業 18

100

0

0

-0

0

.0

0

18

100

18

100

非鉄金属製品 ・金属

製品製造業

43

100

1

2.3

0

0

1

2.3

42

97.7

44

102.3
一般機械器具製造業 43

100

0

0

0

0

0

0

43

100

43

100

電気機械器具製造業 37

100

3

8.1

0

0

0

0

34

91.9

37

100

情報通信機械器具
製造業

51

100

5・

9.8

3

5.9

2

3.9

45

88.2

55

107.8

輸送用機械器具製造業 48

100

0

0

0

0

0

0

48

100

48

100

精密機械器具製造業 10

100

2

20

0

0

1

10

8

80

11

110

その他の製造業 69

100

7

10.1

0

0

1

L4

62

89.9

70

101.4

農林漁業・同協同組合,

鉱業

34

100

0

0

0

0

0

0

34

100

34

100

建設業 55

100

3

5.5

0

0

0

0

52』

94.5

55

100

新聞 ・出版業 14

100

0

0

0

0

0

0

14

100

14

100

電気 ・ガス ・熱供給 ・

水道業

10

100

3

30

1

10

3

30

6

60

13

130

運輸業
/

34

100

2

5.9

0

0

0

0

32

94.1

34

100

映像 ・音声情報製作 ・

放送業,'通 信業

14

100

0

0

0

0

1

7.1

13

92.9

14

100

卸売業' 142

100

5

3.5

1

0.7

0

0

136

95.8

142

100

小売業,飲 食店 132

100

5

3.8

1

・0
.8

0

0

126

95.5

132

100

金融 ・保険業 58

100

16

27.6

8

13.8

6

10.3

36

62.1

66

113.8

情報サービス業. 106

100

16

1ら.1

1

0.9

6

5.7

89

84

112

105.7

医療業(国 ・公立除く) 11

100

0

0

0

0

0

0

11

100

11

100

教育 ・学術研究機関

(国 ・公立除く)

40

100

1

2.5

0

0

0

0

39

97.5

40

100

その他の非製造業 76

100

2

2.6

0

0

3

3.9

71

93.4

76

100

政府 5

100

0

0『

0

0

0

0

5

100

5

100

地方公共団体 110

100

2-

L8

5

4.5

1

0.9

103

93.6

111

100.9
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第46表CRM(CustomerRelationshipManagement)一 イ ンター ネ ッ ト対応機 能 の導 入状 況(業 種 別)

(複数回答,上 段:社 数 、下段:%)
電話対応機能

業 種

実回答
社数

ホームページ

による全ユー

ザー共通の情

報を提供

顧客固有情報
の提供(顧 客が
セルフサービス
にて情報取得)

顧 各固有情報

の提供(サ イト

側 が顧客 に

One-to-Oneに

て情報提供)

取引予約や決

済サービス
延べ回答
社数

製造業計 339

100

297

87.6

73

2L5

51

15

33

9.7

454

1339

非製造業計 594

100

551

92.8

108

18.2

55

9.3

79

133

793

133.5

公務計 106

100

102

96.2

8

7.5

2

19

6

57

118

111.3

公務を除く全産業計 933

100

848

90.9

181

19.4

106

114

112

12

1247

133.7

全産業計 1039

100

950

9L4

189

,18 .2

108

10.4

118

114

1365

1314

食料品製造業,飲 料 ・

たばこ・飼料製造業

43

100

40

93

6

14

3

7

1

23

50

116.3

繊維工業 14

100

14

100

2

14.3

2

14.3

0

0

18

1286
パルプ ・紙 ・紙加工品

製造業

3

100

3

100

0

0

0

0

0

0

3

100

化学工業 32

100

30

93.8

5

15.6

4

12.5

4

12.5

43

134.4

石油 ・石炭 ・プラスチ

ック製品製造業,

8

100

'7

87.5

・2

25

2

25

0

0

11

137.5

窯業 ・土石製品製造業 8

100

4

50
3

37.5

1

12.5

0

0

8

100

鉄鋼業 10

100

10

100
、2'20

2

20

3

30

17

170

非鉄金属製品 ・金属

製品製造業

26

100

23

88.5

3

1L5

4

15.4

3

11.5

33

126.9
一般機械器具製造業 31

100

25

80.6

8

25.8

2

6.5

2

6.5

37

119.4

電気機械器具製造業 32

100

2917

90.612L9

5

15.6

3

9.4

44

137.5

情報通信機械器具
製造業

41

100

35

85.4

.

13

31.7

7

17.1

6

14.6

61

148.8

輸送用機械器具製造業 31

100

22

71

9

29

7

22.6

3

9.7

41

1323

精密機械器具製造業 9

100

9

100

2

22.2

0

0

1

11ユ

正2

1333

その他の製造業 51

100

46

902

11

2L6

12

23.5

7

13.7

76

149

農林漁業・同協同組合,

鉱業,

20

100

20

100

f

5

0

0

2

10

23

115

建設業 40

100

35

87.5

5

12.5

4

10

3

7.5

47

1175

新聞 ・出版業 13

100

13

100

2

15.4

^2

15.4

1

7.7

18

1385

電気 ・ガス ・熱供給 ・

水道業

9

100

9

100

4
44.4

3

33.3

1

11.1

17

188.9

運輸業 34

100

26

76.5

9,
-26 .5

6

17.6

5

147

46

1353
映像 ・音声情報製作 ・

放送業,通 信業

12

100

11

9117

1

8.3

0

0

1

8.3

13

1083

卸売業' 111

100

100

90.1

20

18

13

1L7

10

9

143

128.8
小売業,飲 食店 110

100

106

96.4

16

14.5

8

7.3

14

12.7

144

130.9

金 融 ・保 険業 , 62

100

57

9L9

25

40.3

6

9.7

30
、

48.4

118

口90.3

情報サービス業 85

,100

78

9L8

14

16.5

8

9.4

6

7.1

106

124.7

医療業(国 ・公立除く) 6

100

6'

100

1

16.7

0

0

0

0

7
『II6
.7

教育 ・学術研究機関

(国 ・公立除く)

38

100

'37

97.4

6

15.8

1

2.6

0

0

44

115.8

その他の非製造業 54

100

53

98.1

4

7.4

4

7.4

6

11.1

67

124.1

政府 4

100

4

100

2

50

1

25

0

0

7

175

地方公共団体 102

100

'98

96.1

6

5.9

1

1

6

5.9

111

108.8
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第47表CRM(CustomerRelationshipManagement)一 顧 客情 報 整備 ・統合 状 況(業 種別)

(上段:社 数、下段:%)

顧客対応に必要な
情報の整備 ・

.合 段階

業 種

無記入
社数

業務ごとにバラ
バラにデータ
ベースとして保

有されている

データベース化
されていないが
ある程度顧客ご
とに総覧できる

顧客ごとにデー
タベース化され
ている

合計
(%)

製造業計 130 255

60.9

98

23.4

66

15.8

419

100

非製造業計 191 334

47.6

214

30.5

153

、21.8

701

100

公務計 71 63

73.3

9

10.5

14

16.3

86

100

公務を除く全産業計 321 589

52.6

312

27.9

219

19.6

1120●

100

全産業計 392 652

54ユ

321

26.6

233

19.3

1206

100

食料品製造業,飲 料 ・.

たばこ ・飼料製造業

21 28

52.8

16

30.2

9

17

53

100

繊維工業 7 11

68.8

2

12.5

3

18.8

16

100

パルプ ・紙 ・紙加工品

製造業

3 0

0

0

0

2

100

2

100

化学工業 10 27

69.2

8

20.5

4

10.3

39

100

石油 ・石炭 ・プラスチ

ック製品製造業

6 7

77.8

2

22.2

0

0

9

100

窯業 ・土石製品製造業 5 7

63.6

4

36.4

0

0

11

100

鉄鋼業 4 12

80

1

6.7

2

13.3

15

100

非鉄金属製品 ・金属

製品製造業

12 25

69.4

5

13.9

6

16.7

36

100
一般機械器具製造業 8 21

5L2

11「

26.8

9

22

41

100

電気機械器具製造業 17 21

67.7

4

12.9

6

19.4

31

100

情報通信機械器具
製造業

10 25

53.2

16

34

6

12.8

47

100

輸送用機械器具製造業 1; 29

65.9

9

20.5

6

13.6

44

100

精密機械器具製造業 1 5

50

4

40

1

10

10

100

その他の製造業
一

13 37

56.9

16

24.6

12

18.5

65

100

農林漁業洞協同組合,
鉱業

10 19

6L3

5

16ユ

7

22.6

31

100

建設業 12 29

59.2

15

30.6

5

10.2

49

100

新聞 ・出版業

1

1 9

60

4

26.7

2

13.3

15

100

電気 ・ガス ・熱供給 ・

水道業

3 4

36.4

4
v

36.4

3

27.3

11

100

運輸業 7 25

58.1

13

302

5

1L6

43

100

映像 ・音声情報製作 ・

放送業,通 信業

2 11

73.3

4

26.7

0

0

15

100

卸売業 35 65

47.4

48

35

24 .

17.5

137

100

小売業,飲 食店 37 43

35

41

33.3

39

31.7

123

100

金融 ・保険業 8 14

21.5

20

30.8

31

47.7

65

100

情報サービス業 28 50

5L5

31

32

16

16.5

97

100

医療業(国 ・公立除く) 6 4

44.4

2

22.2

3

33.3

9

100

教育 ・学術研究機関

(国 ・公立除く)

22 22

66.7

10

30.3

1

3

33

100

その他の非製造業 20 39

53.4

17

233

17

23.3

73

100

政府 1 2

40

1

20

2

40

5

100

地方公共団体 70 61

75.3

8

9.9

12

14.8

81

100
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第48表CRM(CustomerRelationshipManagement)一 顧客データ分析 ・活用手法の導入状況(業 種別)

(複数 回答,上 段:社 数 、下段:%)

客データ分析・
用手法

業 種

実回答
社数

データ

マイニング

ワン トゥワン

マーケティン

グ

顧客セグメン

テーション

特に導入して
いる機能はな
い

延べ回
答社数

製造業計 474

100

24

5.1

10

2.1

34

7.2

424

89.5

492

103.8
非製造業計 767

100

41

5.3

22

2.9

64

83

668

871

795

103.7
公務計 115

100

0

0

0
'0

0

0

115

100

115

100
公務を除く全産業計 1241

100

65

5.2

32

2.6

98

7.9

1092

88

1287

103.7
全産業計 1356

100

65

4.8

32

2.4

98

7.2

1207

89

1402

1034
食料品製造業,飲 料 ・

たばこ ・飼料製造業

65

100

2

3.1

0

0

4

6.2

59

90.8

65

100
繊維工業 22

100

1

4.5

0

0

2
』9

.1

19

86.4

22

100
パルプ ・紙 ・紙加工品

製造業

2

100

0

0

0

0

0

0

2

100

2

100

化学工業 42

100

5

11.9

2

4.8

5

11.9

33

78.6

45

107.1
石油 ・石炭 ・プラスチ

ック製品製造業

12

100

2

16.7

0

0

1

8.3

10

83.3

正3

108.3

窯業 ・土石製品製造業 12

100

1

8.3

0

0

1

8.3

11

9L7

13

108.3
鉄鋼業 18

100

1

5.6

1

5.6

0

0

16

88.9

18

100
非鉄金属製品・金属
製品製造業

38

100

1

2.6

0

0

2

5.3

36

94.7

39

102.6一般機械器具製造業
46

100

1

22

0

0

4

8.7

41

89.1

46

100

電気機械器具製造業 39

100

1

2.6

1

2.6

2

5.1

37

94.9

41

105ユ

情報通信機械器具
製造業

52

100

3

5.8

2

3.8

6

11.5

45

86.5

56

107.7
輸送用機械器具製造業 48

100

0

0

0

0

0

0

48

100

48

100
精密機械器具製造業 11

100

0

0

0

0

0

0

11

100

11

100
その他の製造業 67

100

,6

9

4

6

7

10.4

56

83.6

73

109
農林漁業伺 協同組合,
鉱業

35

100

1

2.9

0

0

1

2.9

33

94.3

35

100
建設業 55

100

1
・L8

1

1.8

l

l.8

52

94.5

55

100
新聞 ・出版業 14

100

0
・0

0

0

0

0

14

100

14

100
電気 ・ガス ・熱供給 ・

水道業

10

100

1

10

0

0

0

0

9

90

10

100

運輸業 49

100

2

4.1

1

2

3

6.1

45

9L8

51

104ユ

映像 ・音声情報製作 ・

放送業,通 信業

15

100

0

0

0

0

0

0

15

100

15

100
卸売業 151

100

7

4.6

4

2.6

6

4

135

89.4

152

100.7
小売業,飲 食店 143

100

7

4.9

10

7

21

14.7

117

81.8

155

1084
金融 ・保険業 70

100

13

18.6

4

5.7

16

22.9

46

65.7

79

1129
情報サービス業 102

100

4

3.9

1

1

9

8.8

90

88.2

104

102
医療業(国 ・公立除く) 10

100

.0

0

0

0

0

0

10

100

10

100
教育 ・学術研究機関

(国 ・公立除く)
38

100

0

0

0

0

1

2.6

37

97.4

38

100
その他の非製造業 75

100

5

6.7

1

1.3

6

8

65

86.7

77

102.7
政府 5

100

0

0

0

0

0

0

5

100

5

100
地方公共団体 110

100

0

0

0

0

0

0

110

100

llO

100
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第102表 資本金規模別回収分布(従 業員規模別)

(上 段:社 数,下 段:%)

金規模区分

従業員規模
無記入社数

1
億円未満

1～5

億 円未満

5～10

億 円未満

10～100

億 円未満

100

億 円 以上
合計

100人 未 満 42 181

61.1

46

15.5

14

4.7

12

4.1

1

0.3

296

100

100～300人 未満 24 178

40

154

34.6

29

6.5

50

11.2

10

2.2

445
-「

100

300～1000人 未 満 98
、

77

15.7

116

23.7

38

7.8

138

28.2

23

4.7

490

100

1000～5000人 未 満 43 10

3.3

35

1L7

21

7

102

34

89

29.7

300

100

5000人 以 上 8 1

1.5

0

0

0

0

5

7.5

53

79.1

67

100

合 計 215 447

28.0

351

22.0

102

6.4

307

19.2

176

11.0

1598

100

第103表 年商規模別回収分布(従 業員規模別)

(上段:社 数,下 段:%)

商規模区分

従業員規模

無記入
社数

1

億円未満
1～10

億 円未満

10～100

億 円未満

100～1000

億 円未満

1000

億 円以上
合
計

100人 未 満 27 16

5.4

96

32.4

143

48.3

14

4.7

0

0

296

100

100～300人 未 満 29 8

1.8

26

5.8

276

62

102

22.9

4

0.9

445

100

300～1000人 未満 72 2

0.4

11

2.2

99

.20.2

290

59.2

16

,3.3

490

100

1000～5000人 未満 34 0

0

2

0.7

13

4.3

161

53.7

90

30

300

100

5000人 以 上 9 0

0

0

0

3

4.5

1

L5

54

80.6

67

100

合 計 171 26

1.6

135

8.4

534

33.4

568

35.5

164

10.3

1598

100

第105表 情報システム部門社内要員数規模別回収分布(従 業員規模別)

(上 段:社 数,下 段:%)

部要員数規模区分

従業員規模

鉦

鞭
5

人未 満
/

5～10

人 未 満

10～30

人 未 満

30～50

人 未 満

50～

100

人未 満

100～

300

人 未 満

300～

500

人未 満

500

人 以 上

合

計

平均
要員数

100人 未満 14 207

73.4

30

10.6

25

8.9

7

2.5

12

4.3

1

0.4

0

0

0

0

282

100

7

100～300人 未 満 14 320

74.2

73

16.9

21

4.9

2

0.5

4

0.9

11

2.6

0

0

0

0

431

100

8

「

300～1000人 未 満 6 193

39.9

161

33.3

103

21.3

9

1.9

4

0.8

4

018

7・

1.4

3

0.6

484

100

20

1000～5000人 未 満 4 25

8.4

44

14.9

157

53

40

13.5

19

6.4

3

1

1

0.3

7

2.4

296

100

52

5000人 以上 2 1

1.5

4

6.2

11

16.9

12

18.5

19

29.2

12

18.5

2

3.1

4

6.2

65

100

202

合 計 40 746

47.9

312

20

317

20.3

70

4.5

58

3.7

31

2

10

0.6

141558

0.9100

28

第106表 情報システム部門社外要員数規模別回収分布(従 業員規模別)

(上段:社 数,下 段:%)

要員数規模区分

従業員規模 1遷
5

人未満

5～10

人未 満

10～30

人 未 満

30～50

人未 満

'50 ～

100

人未 満

100～

300

人 未 満

300～

500

人 未 満

500

人 以 上

合

計

平均
要員数

100人 未満 223 47

64.4

11

15.1

10

13.7

4

5.5

1

1.4

0

0

0

0

0

0

73

100

7

100～300人 未 満 337 74

68.5

16

14.8

13

12

1

0.9

3

2.8

1

0.9

0

0

0

0

108

100

8

300～1000人 未 満 330 95

59.4

36

22.5

21

13.1

1

0.6

2

1.3

3

1.9

2

L3

0

0

160

100

13

1000～5000人 未 満 129 52

30.4

32
18.7

52

30.4

14

8.2

9

5.3

7

4ユ

2

1.2

3
」1
.8

171

100

41

5000人 以上 14 1

1.9

5

9.4

11

20.8

6

1L3

4

7.5

ll

20.8

8

15ユ

7

13.2

53

100

235

合 計 1033 269

47.6

100

17.7

107

18.9

2619

4.63.4

22

3.9

12

2ユ

10

1.8

565

100

41
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第107表 情報システム部門社内要員数規模別要員数変化(従 業員規模別)

(上段:社数,下段:%)

従業員規模 ノ
平成13年 度 平成14年 度 実回答

社数

'

増加 不変 減少 小計 増加1不 変 減少 小計
100人 未 満 5人未満 12

6.0

173

86.5

15

7.5
200

100.0

10

5.2

182

93.8

2

1.0

194

100.0

221

10人 未満 5

17.2

21

72.4

一3

10.3

29

100.0

3

10.3

23

79.3

3

10.3

29

100.0

30人 未満 4

16.0

16

64.0

5

20.0

25

100.0

2

8.3

15

62.5

7

29.2

24

100.0

50人 未満 2

33.3

1

16.7

3

50.0

6

100.0

3

42.9

2

28.6

2

28.6

7

100.0
100人 未満 7

63.6

0

0.0

4

36.4

11

100.0

8

72.7

2

18.2

1

9.1

11

100.0
300人 未満 1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0
500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

'0

0

0

0

0

0

0

0

計 31

11.4

211

77.6

30

11.0

272

100.0

26

9.8
225

84.6

15

5.6

266

100.0
100～300人 未 満

　

5人未満 28

8.9

250

79.9

35

11.2

313

100.0

15

4.9

278

90.6

14

4.6

307

100.0

376

10人 未満 11
15.3

49

68.1

12

16.7

72

100.0

9

13.2

55

80.9

4

5.9

68

100.0

30人 未満 4

20.0

11

55.0

5

25.0

20

100.0

4

20.0

15

75.0

1

5.0

20

100.0

50人 未満 0

0.0

1

50.0

1

50.0

2

100.0

0

0.0

1

50.0

1

50.0

2

100.0

100人 未満 2

50.0

2

50.0

0

0.0

4

100.0

1

25.0
3
75.0

0

0.0

4

100.0
300人 未満 5

45.5
5
45.5

1

9.1

11

100.0
4

36.4

6
154
.5

1

9.1

11

100.0
500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
'0

0

0

500人 以上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 50
11.8

318

75.4

54

12.8

422

100.0

33

8.0

358

86.9

21

5.1

412

100.0

300～1000人 未 満

-

5人 未満 23

12.3

137

73.3

27

14.4

187

100.0

24

13.4

143

79.9

12

6.7

179

100.0

460

10人 未満 27

16.8

99

61.5

35

21.7

161

100.0

19

12.8

113

75.8

17

11.4

149
100.0

30人 未満 23

22.5

34

33.3

45

44.1

102

100.0

14

14.9
55

.58 .5
25
26.6

94

100.0
50人 未満 0

0.0

7

77.8

2

22.2

9

100.0

1

11.1

6

66.7

2

22.2

9

100.0
100人 未満 2

50.0

1

25.0

1

25.0
4

100.0
2

66.7

0

0.0

1

33.3

3

100.0
300人 未満 1

25.0

1

25.0

2

50.0

4

100.0

2

50.0

2

50.0

0

0.0

4

100.0

500人 未満 4

57.1

3

42.9

0

0.0

7

100.0

2

28.6

4

57.1

1

14.3

7

100.0

一

500人 以上
＼

2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

計 82

17.2

282

59.2

112

23.5

476

100.0

66

14.8
323

72.3

58

13.0

447

100.0
1000～5000人 未満

/

、

5人未満 2

8.0

15

60.0

8

32.0

25

100.0

2

8.3

18

75.0

4

16.7

24

100.0

289

10人 未満 5

11.4

31

70.5

8

18.2

44

100.0

5

12.8

28

71.8

6

15.4

39

100.0
30人 未満 39

25.2

59

38.1

57

36.8

155

100.0

23

15.8

85

58.2

38

26.0

146

100.0
50人 未満 12

3L6

8

21.1

18

47.4

38

100.0

6

16.2

16

43.2

15

40.5

37

100.0
100人 未満 5

26.3

8

42.1

6

3L6

19

100.0

5

,27.8

8

44.4

5

27.8

18

100.0
300人 未満 3

100.0

0

0.0

0

0.0

3

100.0

1

33.3

2

66.7

0

0.0

3

100.0

500人 未満 0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

500人 以 上 4

57.1

1

14.3

2

28.6

7

100.0

3

42.9

3

42.9

1

14.3

7

100.0

計 70

24.0

122

4L8

100

34.2

292

100.0

45

16.4

160

58.2

70

25.5

275

100.0
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従業員規模
平成13年 度 平成14年 度 実回答

社数増加 不変 減少 小計 増加1不 変 減少 小計
5000人 以上 5人未満 0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

63

10人 未満 0

0.0

3

75.0

1

25.0

4

100.0

0

0.0

3

75.0

1

25.0

4

100.0

30人 未満 4

36.4

1

9.1

6

54.5

11

100.0

3

27.3

6

54.5

2

18.2

11

100.0

50人 未満 3

25.0

5

41.7

4

33.3

12

100.0

2

18.2

6

54.5

3

27.3

11

100.0

100人 未 満 6

31:6

4

21.1

9

47.4

19

100.0

4

21.1

11

57.9

4

21.1

19

100.0
300人 未 満 2

18.2

6

54.5

3

27.3

11

100.0

4

36.4

4

36.4

3

27.3

11

100.0

500人 未満 1

50.0

0

0.0

1

50.0

2

100.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0
500人 以上 1

25.0

1

25.0

2

50.0

4

100.0

0

0.0

2

66.7

1

33.3
3

100.0

計 17

26.6

20

31.3

27

42.2

64

100.0

14

22.6
34
54.8

14

22.6
62

100.0

合 計

,

5人 未満 65

9.0

575

79.2

86

11.8

726

100.0
51

7.2

622

88.2

32

4.5

705

100.0

1409

10人 未満 48

15.5
203

65.5

59

19.0

310

100.0

36

12.5

222

76.8

31

10.7

289

100.0

30人 未満 74

23.6

121

38.7

118

37.7

313

100.0

46

15.6

176

59.7

73

24.7

295

100.0

50人 未 満 ・ 17

25.4

22

32.8

28

41.8

67

100.0

12

18.2
31
47.0

23
34.8

66
100.0

100人 未 満 22

38.6

15

26.3

20

35.1

57

100.0

20

36.4

24

43.6
11
20.0

55

100.0
300人 未 満 12

40.0

12

40.0

6

20.0

30

100.0

11

36.7

15

50.0
4

13.3

'30

100.0

500人 未満 5

50.0

3

30.0

2

20.0

10

100.0

3

30.0

5

50.0

2

20.0

10

100.0

500人 以 上 7

53.8

2

15.4

4

30.8

13

100.0

5

41.7

5

41.7

2

16.7

12

100.0

計 250

16.4

953

62.5

323

21.2

1526

100.0

184

12.6

1100

75.2

178

12.2

1462

100.0
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第108表 情報システム部門社外要員数規模別要員数変化(従 業員規模別)

(上段:社 数,下 段:%)

従業員規模

平成13年 度 平成14年 度 実回答
社数増加 不変 減少 小計 増加 不変 減少 小計

100人 未満 5人未満 9

20.0

34

75.6

2

4.4

45

100.0

5

11」

40

88.9

0

0.0

45

100.0

71

10人 未満 1

9.1

8

72.7

2

18.2

11

100.0

1

9.1

9

81.8

1

9.1

11

100.0

30人 未満 3

37.5

3

37.5

2

25.0

8

100.0

3

37.5

4

50.0

1

12.5

8

100.0

50人 未満 3

75.0

0

0.0

1

25.0

4

100.0

1

25.0

1

25.0

2

50.0

4

100.0

100人 未満 1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0
300人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以 上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 17

24.6

45

65.2

7

10.1

69

100.0

10

14.5

55

79.7

4

5.8

69

100.0
100～300人 未 満 5人 未満 10

14.1

57

80.3

4

5.6

71

100.0

6

8.5

62

87.3

3

4.2

71

100.0

106

10人 未満 5

31.3

8

50.0

3

18.8

16

100.0

3

18.8

10

62.5'

3

18.8

16

100.0

30人 未満 6

46.2

5

38.5

2

15.4

13

100.0

1

7.7

10

76.9

2

15.4

13

100.0

50人 未満 1

100.0

0

0.0

0
・0

.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

100人 未 満 2

66.7

0

0.0

1

33.3

3

100.0

3

100.0

0

0.0

0

0.0

3

100.0

300人 未満 0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0
,1
100.0

1

100.0

500人 未満 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500人 以 上 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 24

22.9

70

66.7

11

10.5

105

100.0

14

13.3

82

78.1

9

8.6

105

100.0

300～1000人 未 満

'

5人未満 15

16.5

71

78.0

5

5.5

91

100.0

16

19.0

59

70.2

9

10.7

・84

100.0

155

10人 未満 9

265

22

64.7

3

8.8

34

100.0

5

16.7

,22

73.3

3

10.0

30

100.0

30人 未満 4

19.0

12

57.1

5

23.8

21

100.0

1

5.3

11

57.9

7

36.8

19

100.0

50人 未満 1噛

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

100人 未満 1

50.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

300人 未満 2

66.7

1

33.3

0

0.0

3

100.0

1

33.3

2

66.7

0

0.0

3

100.0

500人 未満 2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

1

50.0

0
0.0

1

50.0

2
100.0

500人 以上 0

0

0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 34

22.1

107

69.5

13

8.4

154
100.0

26

18.4

95

67.4

20

14.2

141

100.0

1000～5000人 未満 5人未満 11

21.2

30

57.7

11

21.2

52

100.0

8

15.7

34

66.7

9

17.6

51

100.0

169

10人 未満 7

23.3

18

60.0

5

16.7

30

100.0

6

20.7

18

62.1

5

17.2

29

100.0

30人 未満 20

38.5

27

51.9

5

9.6

52

100.0

13

27.7

23

48.9

11

23.4

47

100.0

50人 未満 4

28.6

7

50.0

3

21.4

14

100.0

1

7.7

10

76.9

2

15.4

13

100.0
100人 未 満 5

55.6

3

33.3

1

11ユ

9

100.0

3

33.3

4

44.4

2

22.2

9

100.0

300人 未満 4
'57
.1

2

28.6

1

14.3

7

100.0

1

14.3

4

57.1

2

28.6

7

100.0

500人 未 満 2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

500人 以 上 3

100.0

0

0.0

0

0.0

3

100.0

1

33.3

2

66.7

0

0.0

3

100.0

計 56
33.1

87

5L5

26

15.4

169

100.0

35

21.7

95

59.0

31

19.3

161

100.0
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従業員規模

平成13年 度 平成14年 度 実回答
社数増加 不変 減少 小計 増加1不 変`減 少 小計

5000人 以上

、

5人未満 0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1iO

100.oiO.0

1

100.0

51

10人 未満 0

0.0

4

80.0

1

20.0

5

100.0

1

20.0 80.0

4`0
↓

0.0

5

100.0

30人 未満 5

45.5

3

27.3

3

27.3

11

100.0

2

20.0

7

70.0

1

10.0

10

100.0

50人 未満 1

20.0

3

60.0

1

20.0

5

100.0

2

40.0

2
40.0

1

20.0

5

100.0

100人 未満 0

0.0

3

75.0

1

25.0

4

100.0

1
25.0

1

25.0

2

50.0

4

100.0

300人 未満 4

36.4

2
18.2

5
45.5

11

100.0

4

36.4
4

36.4

3

27.3

11

100.0

500人 未満 4

50.0

2

25.0

2

25.0

8

100.0

3

37.5

4

50.0

1
,12.5

8

100.0

500人 以 上 3

50.0

2

33.3

1

16.7

6

100.0

1

20.0

3

60.0

1

20.0

5

100.0

計 17

33.3

20

39.2

14

27.5

51 14

28.6

26

53.1

9

18.4

49

100.0100.0

合 計

＼

5人未満 45

17.3

193

74.2

22

8.5

260

100.0

35

13.9

196

77.8

21

8.3

252

100.0

552

10人 未満 22

22.9

60

62.5

14

14.6

96

100.0

16

17.6
63

69.2

12

13.2
91

100.0

30人 未満 38

36.2

50

47.6

17

16.2

105
・100
.0

20

20.6

55

56.7

22

22.7

97

100.0

50人 未満 10

40.0

10

40.0

5

20.0

25

100.0

6

25.0

13

54.2

5

20.8

24

100.0

100人 未満 9

47.4

7

36.8

3

15.8

19

100.0

8

42.1

7

36.8

4

21.1

19

100.0

300人 未満 10

45.5

5

22.7

7

31.8

22

100.0

6

27.3

10

45.5

6

27.3

22

100.0

500人 未満 8

66.7

2
A

16.7

2

16.7

12

100.0

6

50.0

4

33.3

2

16.7

12

100.0

500人 以 上 6

66.7

2

22.2

1

11.1

9

100.0

2

25.0

5

62.5

1

12.5

8

100.0

計 148

27.0

329

60.0

71

13.0

548

100.0

99

18.9

353

67.2

73

13.9

525

100.0

第109表 年間情報化投資先の構成(従 業員規模別)

(構成 比:%)

情報化投資先

従業員規模

インター

ネット

エクストラ

ネット

イントラ

ネット

そ の 他 の ホスト

システム/ネット

ワークシステム

その他 合計
回答社
数

100人 未満 24.3 L6 14.4 43.2 16.4 100 221

100～300人 未 満 21

、

'1
.4 17.2 48.8 11.6 100 391

300～1000人 未 満 12.8 1.9 19.7 58.4 7.2 100 423

1000～5000人 未 満 10 3 17.7 60.2 9.1 100 242

5000人 以 上 10.2 7.1 22.5 53.8 6.4 100 45

合 計 16.6 2.1 17.8 53.2 10.4 100 1322
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第110表 情報化投資の効果(従 業員規模別)

(回答社数欄の下段は実回答社数に対する割合:%,効 果の程度瀾の下段は構成比:%)

投資効果項 目
w

従業員規模

向 の ザ 江

上 サ'ン

|顧 ド

ビ 客 ユ

ス へ1

引売 コ高

き コス品

下ス トの

げ ト/生
の販 産

率 目サ新

化開1商

発 ビ品
め ス/

効 品

の ネ新

実 ス し

現 モい

デ ビ

ル ジ

小
計

応拡業
大務
への

の量
対的

率ナ発 シ

向ン/ス

上ス メテ

の ンム

能 テ開

迅 プ用情

速 ツ ・報

化 トア処

作 ウ理

成 ト運

小
計

100人 未 満

一

回答社数 2H

85.4

190

76.9

194

78.5

194

78.5

789

319.4

210

85

205

83

217

87.9

632

255.9

効果あり 118

55.9

26

13.7

41

2L1

30

15.5

215

27.2

119

56.7

84

41

156

71.9

359

56.8

なし 34

16.1

86

45.3

77

39.7

74

38.1

271

34.3

44

21

62

30.2

30

13.8

136

2L5

わからない 59

28

78

41.1

76

39.2

90

46.4

303

38.4

47

22.4

59

28.8

31

14.3

137

2L7

計 211

100

190

100

194

100

194

100

789

100

210

100

205

100

217

100

632

100

効果レベル 40 一32 一19 ^ -23 一7 36 11 58 35
100～300人 未満

ξ

回答社数 358

89.1

336

83.6

329

81.8

330

82.1

1353

336.6

369

91.8

361

89.8

370

92

1100

273.6

効果あり 207

57.8

69

20.5

56

17

68

20.6

400

29.6

243

65.9

161

44.6

274

74.1

678

61.6

なし 44

12.3

120

35:7

121

36.8

97

29.4

382
'

28.2

58

15.7

91

25.2

33

8.9

182

16.5

わからない 107

29.9

147

43.8

152

46.2

165

50

571

42.2

68

18.4

109

30.2

63

17

240

2L8

計 358

100

336

100

329

100

330

100

1353

100

369

100

361

100

370

100

1100

100

効果レベル 46 一15 一20 .-9 1 ,50 19 65 45
300～1000人 未 満 回答社数 363

80.3

342

75.7

343

75.9

347

76.8

1395

308.6

409

90.5

381

84.3

406

89.8

1196

264.6

効果あり 212

58.4

60

17.5

57

16.6

70

20.2

399

28.6

296

72.4

180

47.2

296

72.9

772

64.5

なし 51

14

119

34.8

125

36.4

115

33.1

410

29.4

49

12

107

28.1

52

12.8

208

17.4

わからない 100

27.5

163

47.7

161

469

162

46.7

586

42

.

64

15.6

94

24.7

58

14.3

216

18.1

計 一 363

100

342

100

343

100

347

100

1395

100

409

100

381

100

406

100

1196

100

効果レベル 44 一17 一20 一13 一1 60 19 60 47

1000～5000人 未 満

'

回答社数 238

87.5

217

79.8

221

8L3

224

82.4

900

330.9

249

91.5

239

87.9

253

93

741

272.4

効果あり 164

68.9

64

29.5

61

27.6

57

25.4

346

38.4

192

77.1

116

48.5

205

81

513

69.2

なし
/

21

8.8

62

28.6

62

28.1

54

24.1

199

22.1

28

11.2

66

27.6

19

7.5

113

15.2

わからない 53

22.3

91

4L9

98

44.3

113

50.4

355

39.4

29

1L6

57

23.8

29

11.5

115

15.5

計 238

100

217

100

221

100

224

100

900

100

249

100

239

100

253

100

741

100

効果レベル 60 1
ヤ0

1 16 66 21 74 54

5000人 以 上 回答社数 57

93.4

50

82

51

83.6

52

85.2

210

344.3

58

95ユ

53

86.9

54

88.5

165

270.5

効果あり 43

75.4

28

56

26

51

24

46.2

121

57.6

51

87.9

37

69.8

49

90.7

137

83

なし 3

5.3

5

10

7

13.7

11

2L2

26

12.4

2

3.4

12

22.6

1

L9

15

9.1

わからない 11

19.3

17

34

18

35.3

17

32.7

63

30

5

8.6

4

7.5

4

7.4

13

7.9

計 57 50 51 52 210 58 53 54 165

100

70

100

46

100

37

100

25

100

45

100

84

100

,47

100

89

100

74効果レベル

合 計 回答社数 1227

85.6

1135

79.1

1138

79.4

1H7

80

4647

324.1

1295

90.3

1239

86.4

1300

90.7

3834

267.4

効果あり 744

60.6

247

21.8

241

21.2

249

21.7

1481

3L9

901

69.6

578

46.7

980

75.4

2459

64.1

なし 153

12.5

392

34.5

392

34.4

351

30.6

1288

27.7

・181

14

338

273

135

10.4

654

17.1
わからない 330

26.9

496

43.7

505

44.4

547

47.7

1878

40.4

213

16.4

323

26.1

185

14.2

721

18.8

計 1227

100

1135

100

1138

100

1147

100

4647

100

1295

100

1239

100

1300

100

3834

100

効果レベル 48 一13 一13 一9 4 56 19 65 47

一230一



置のム情
転削部報
換減門シ
/要 ス
配員テ

転削一
換減船
/社
配員
置の

の ム費情

削 開/報

減発 シ処

費ス理

用テ経

削間営
減接業
経経
費費
の'

小
計

そ

の

他

回
答
社
数 遍

193

78.1

201

8L4

199

80.6

209

84.6

802

324.7

36
.

14.6

.

2259

914.6

247

㎡

11

5.7

27

13.4

40

20.1

65

31.1

143

17.8

7

19.4

724

32

ll7

60.6

113

56.2

101

50.8

78

37.3

409

51

7

19.4

823

36.4

65

33.7

61

30.3

58

29.1

66

3L6

250

31.2

22

61ユ

7r2

3L5

193

100

201

100

199

100

209

100

802

100

36

100

2259

100
一55 一43 一31 一6 一33 0 一4

339

84.3

347

86.3

347

86.3

360

89.6

1393

346.5

40

10

3886

966.7

402

41

12.1

62

17.9

70

20.2

132

36.7

'305

2L9

4

10

1387

35.7

201

59.3

173

49.9

166

47.8

ll3

31.4

653

46.9

8

20

1225

3L5

97

28.6

112

32.3

111

32

115

31.9

435

3L2

28

70

1274

32.8

339

100

347

100

347

100

360

100

1393

100

40

100

3886

100
一47 .-32 一28 5 一25 一10 4

370

81.9

368

81.4

377

83.4

381

84.3

1496

331

24

5.3

4111

909.5

452

49

13.2

86

23.4

102

27.1

151

39.6

388

259

5

20.8

1564

38

224

60.5

163

44.3

173

45.9

97

25.5

657

43.9

6

25

1281

3L2

97

26.2

119

32.3

102

27.1

133

34.9

451

30.1

13

54.2

1266

30.8

370

100

368

100

377

100

381

100

1496

100

24

100

41i1

100
一47 一21 一19 14 一18 一4 7

231

84.9

235

86.4

239

879

244

89.7

949

348.9

15

5.5

2605

957.7

272

42

18.2

68

28.9

76

31.8

120

49.2

306

32.2

3

20

1168

'44 .8

126

54.5

69

29.4

100

4L8

46

18.9

341

35.9

1

6.7

654

25.1

63

27.3

98

4L7

63

26.4

78

32

302

31.8

11

73.3

783
30;1

231

100

235

100

239
'100

244

100

949

100

15

100

2605

100
一36 0 一10 30 一4 13 20

53

86.9

56

91.8

52

85.2

54

88.5

2i5

352.5

1

L6

591

968.9

61

18

34

29

51.8

22

42.3

33

6L1

1σ2

47.4

0

0

360

60.9

17

32.1

5

8.9

14

26.9

5

9.3

41

19.'1

1

100

83

14

18

34

22

39.3

16

30.8

16「

29.6

72

33.5

0

0

・148

25

53 56 52 54 215 1 591

100

2

100

43

100

15

100

52

ユ00

28

100
-100

100

47

1186

82.7

1207

84.2

1214

84.7

1248

87

4855

338.6

116

8.1

13452

、938.1

1434

161

13.6

272

22.5

310

25.5

501

40.1

1244

25.6

19

16.4

5203

38.7

685

57.8

523

43.3

554

45.6

339

27.2

2101

43.3

23

19.8

4066

30.2

340
1

28.7

412

34.1

350

28.8

408

32.7

1510

31.1

74

63.8

4183

3L1

H86

100

1207

100

1214

100

12481

100

4855

100

116

100

13452

100
一44 一21 一20 13 一18 一3 8

一231一

ノ



第111表ITガ バナンスの評価グレー ド(従 業員規模別)
(上段:回 答社数、下段:評 価グレー ド)

ー

N
ω
ト⊃

1

ガバナンス項 目 (1)経 営トップのIT戦 略参画度 (2)IT部門 のガバナンス (3)ユ ーザ ー部 門 に 対 す るサポート

実
①経営トップ
によるIT戦略

討議

③IT担 当役
員の専任度

④IT担 当役

員のIT業 務

の経験 度;.

⑤IT担 当役
員の役割

⑥適用方針
の策定

⑦ インソース/アウ

トソース戦 略9

⑧ITア ーキテ

クチャ策 定

⑨ 業務プ ロセ
ス改 革(BPR)

の推進

⑩ リテラシー
の把 握

⑪ サーヒ'スレペル

の 定 義

⑫ アプ リケーショ

ンマネシ'メント

⑬IT投資効
果の評価

総

回 経営 トップ に IT担 当役 員 4.15年 以 上 組織管理責 IT部門は社 自社で保持 システムアーキテク lTの 視点 から 従業員の各 自社や子会 アプリケーション 「性能 ・機能 」 A
よるIT戦 略を が,専 任(兼 3.10～14年 任 以外 の,IT 内業務にどの す べきIT要 チャの全社的 業務 プロセス 層に十分IT 社 のIT要 員, 開発 時のユー の面だけでな

口

答 討議する機 任),相 当部 2,5～9年 戦 略の策 定, ITを 適 用して 員の規模と能 統一設計標 の改革の領 教 育 ・訓 練を ベンダーとの折 ザー部 門のオー く,「ピゾ ネスの

能 ・組織 で, 分の時間を1 1,1～4年 全社IT投 資 いくかの方針 力要件を明 準化の経済 域 策定,企 画 ・実 施,IT能 力 衝 時にサ7ビスナーシップの重 視点からの投

社 社全体のIT
T業 務に投入 O,1年 未 満 の決定など具 を2～3年 先ま 確に定義 教 的価値を把 推進,社全体 を個別に把 内容 、レベルと 要性 を理解, 資効果」及び 評

戦略を十分 体的責務を で立 て,今 後 育投資も必要 握標準化と に提言 握 ・管理,か つ コストの明確 ユーサ」部門の 「ユーザ視 点か

討議 明確に定義 適用すべき技 十分な額を確 ユーザ ー部 門 トップダウンでIT 化健全なコス り一ダーシップの らの満足度 」
数 術領域を明 保されている 独自の領域を 活用を推進 ト意識の醸成 もとでのIT部 も評価JT部 価

確に定義 整理 マネーゾ 門の能力活 門の業績評
用 価の要素

従業員規模
100人 未満 286 201 40 77 77 232 230 231 229 244 239 226 234

2.24 2.2 2.47 2.32 L97 L79 2.02 19 2.11 2.03 1.9 L91 2.02

100～300人 未 満 437 321 54 116 135 372 365 365 361
戸

374 377 379 371

2.1 1.93 2.31 2.17 1.96 1.79 2.16 2.07 2.15 2.15 2.04 1.88 2.05

300～1000人 未 満 488 361 84 154 197 432 426 421 416 429 423 428 419

2.25 2.29 2.15 2.26 2.16 1.85 2.27 2.13 2.24 2.25 2.21 1.95 2.15

1000～5000人 未 満 297 241 77 132 168 277 267 268 269 270 275 274 266

2.33 2.17 2.04 2.42 2.49 2.07 2.64 2.29 2.36
1

2.27 2.32 L89 2.29

5000人 以上 67 64 29 40 55 64
'63

62 64 67 64 ,65 63

2.95 2 2.15 2.91 2.95 2.49 29 2.88 2.76 2.78 2.95 2.4 273

合 計 1,575 、1188 284 519 632 正401 1375 1369 1362 1410 1402 1393 1373

2.26 2.14 2.20 2.35 2.17 1.89 2.30 2.14 2.23 2.21 2.17 L93 2.16
'

(注)表 中の「評価グレード」は、各項目の実現度を次のように4rOの5段 階で数値化し,回 答の加重平均値を表わしている。

①
4:実 質的に十分活 動している

3:活 動 している

2:ど ちらともいえない

1:活 動 はや や停滞している

0:活 動 していないので澗 題力大 きい

③|T業 務 に費やす 時 間

4:100%

3:80～100%

2:50～80%

1:30～50%

0:0～30%

⑤,⑥ ⑦

4:明 確 に定義 され.十 分機能 してい《

3:機 能 している

2:ど ち らともいえない

1:定 義 も不十 分で機 能 していない

O:ま っ たく機 能していないのでt問{が 大きい

⑧ ～⑬ 、

4:十 分 実行され ている

3:あ る程 度実行 され ている

2:ど ちらともいえない

1:ほ とんど実 行されていない

O:実 行 され ていないので,問 題 が大きい



第113表IT担 当役員の存在状況(従 業員規模別)

(上段:回 答社数、下段:%)

従業員規模
実回答社数

IT担 当役員を

置いている 置いていない

100人 未満 277

100

83

30

194

70

100～300人 未 満 429

100

148

34.5

281

65.5

300～1000人 未 満 482

100

209

43.4

273

56.6

1000～5000人 未 満 291

100

178

61.2

113

38.8

5000人 以 上 67

100

57

85.1

10

14.9

合 計 1,546

100

675

43.7

871

56.3

ー

N
ω
ω
ー

第114表 情報システム部門要員スキル保有重視の状況(従 業員規模別)

(上段:社数,下段:%) (上段:社 数、下段:%)

スキル項目

従業員規模

実
回
答
社
数

分ンン情

所グサ 報
/ル 枝

葉テ術

務 イコ

リ情
テ報

イセ

技 キ

術 ユ

トプ

管 ロ
理ジ

エ

ク

計シ
・ス

開テ
発ム

設

築 ス デ

設[

計 タ
・べ

構|

発 ク ネ

設 ツ

計 ト
・ワ

開1

ン プ

グ ロ

グ

、 ラ

ミ

用シ
ス

テ

ム

運

査シ
ス

テ

ム

監

産シ

管ス
理テ

ム

資

品
質
管
理

制 コ

作ン
テ

ン

ツ

W

e

b

関

連

導 教
・育

吾川 ・

練 指

力先願

と客
の'

交発

渉注

延
べ

数[司

答

社

100人 未満 243 74

30.5

91

37.4

・44

18.1

91

37.4

86

35.4

77

31.7

58

23.9

137

56.4

32

13.2

27

11.1

47

19.3

33

13.6

77

31.7

90

37

58

23.9

1022

420.6

100～300人 未 満 415 119

28.7

157

37.8

97

23.4

190

45.8

152

36.6

158

38.1

109

26.3

240

57.8

57

13.7

87

21

74

17.8

57

13.7

118

28.4

146

35.2

97

23.4

1858

447.7

300～1000人 未満
'

465 173

37.2

222

47.7

120

25.8

236

50.8

176

37.8

203

43.7

150

32.3

254

54.6

51

11

88

18.9

54

11.6

57

12.3

141

30.3

160

34.4

75

16ユ

2160

464.5

1000～5000人 未満 291 139

47.8

152

52.2

108

37.1

174

59.8

112

38.5

133

45.7

78

26.8

146

50.2

25

8.6

50

17.2

47

16.2

20

6.9

91

31.3

75

25.8

51

17.5

1401

481.4

5000人 以 上 64 45

70.3

36

56.3

41

64.1

28

43.8

20

31.3

21

32.8

7

10.9

21

32.8

3

4.7

12

18.8

ユ1

17.2

8

12.5

19

29.7

18

28.1

20

31.3

310

484.4

合 計 1478 550

37.2

658

44.5

410

27.7

719

48.6

546

36.9

592

40.1

402

27.2

798

54

168

11.4

264

17.9

233

15.8

175

11.8

446

30.2

489

33.1

301

20.4

6751

456.8

、



第115表 情報システム部門要員スキル充足状況(従 業員規模別)

(回答社数欄の下段は選択した各スキル項 目の実回答社数に対する割合:%,充 足状況下段のの%は 構成比)

1

器
《

1

スキル項目

従業員規模

実
回
答
社
数

〉ンン情

†グサ報
/ル 枝

葉 テ術

務 イコ

リ情
テ報
イセ

技 キ

術 ユ

トプ

管 ロ
理 ジ
エ

ク

計 シ
・ス

開 テ

発 ム

設

築 ス デ

設1

計 タ
・べ

構1

発 ク ネ

設 ツ

計 ト
・ワ

開}

ン プ

グ ロ

グ

ラ

ミ

用 シ
ス

テ
ム

運

査シ

ス

テ
ム

監

産シ

管ス
理テ
ム

資

品
質
管
理

制 コ

作ン

テ
ン

ツ

W

e

b

関

連

導 教
・音

訓 ・

練 指

力先願

と客
の'

交 発

渉注

合
計

延

社べ
数回

答

A

'

100

人未満

`

回答社数 239 71

29.7

89

37.2

43

18

90
37.7

84
35.1

74

31

58

24.3

135

56.5

32

13.4

26

10.9

46

19.2

31

13

77

32.2

87

36.4

56

23.4

999

27.9

999

418

非常に不足 26

36.6

35

39.3

14

32.6

28

31.1

20

23.8

20

27

11

19

25

18.5

14

43.8

6'

23.1

12

26:1

16

51.6

25

32.5

32

36.8

20

35.7

304

30.4

304

127.2

や や 不足 ・ 34

47.9

38

42.7

20

46.5

35

38.9

39

46.4

39

52.7

23

39.7

53

39.3

!4

43.8

14

53.8

23

50

13

41.9

33

42.9

43

49.4

24

42.9

445

44.5

445

186.2

ほぼ充足 11

15.5

16

18

9

20.9

27

30

25

29.8

15

20.3

24

41.4

57

42.2

4

12.5

6

23.1

11

23.9

2

6.5

19

24.7

12

13.8

12

21.4

250

25

250

104.6

計 71

100

89

100

43

100

90

100

84

100

74

100

58

100

135

100

32

100

26

100

46

100

31
100

77

100

87

100

56

100

999

100

999

418

充足レベル
一21 一21 一12 一1 6 一7 22 24 一31 0 一2 一45 一8 一23 一14 一5

100～300

人 未満

回答社数 412 118

28.6

157

38.1

95

23.1

188

45.6

152

36.9

157

38.1

108

26.2

235

57

56

13.6

87

21.1

73

17.7

56

13.6

117

28.4

145

35.2

97

23.5

1841

29.8

1841

446.8

非常に不足 33

28

50

3L8

23

24.2

42

22.3

35

23

42

26.8

21

19.4

21

8.9

28

50

14

16.1

13

17.8

21

37.5

35

29.9

50

34.5

18

18.6

446

24.2

446

108.3

やや不足 64

54.2

83

52.9

51

53.7

83

44.1

79

52

80

51

45

41.7

106

45.1

19

33.9

43

49.4

47

64.4

23

41.1

63

53.8

77

53.1

48

49.5

911

49.5

911

221.1

ほぼ充足 21

17.8

24

15.3

21

22.1

63

33.5

38

25

35

22.3

42

38.9

108

46

9

16.1

30

34.5

13

17.8

12

21.4

19

16.2

18

12.4

31

32

484

26.3

484

117.5

計 118

100

157

100

95

100

188

100

152

100

157

100

108

100

235

100

56

100

87

100

73

100

56

100

117

100

145

100

97

100

1841

100

1841

446.8

充足レベル
一10 一17・ 一2 11 2 一4 19 37 一34 18 0 ヨ6 一14 一22 13 2

300～1000

人 未満

回答社数 459 171

37.3

219

47.7

120

26.1

233

50.8

176

38.3

200

43.6

150

32.7

251

54.7

50

10.9

88

19.2

53

11.5

57

12.4

141

30.7

156

34

75

16.3

2140

31.1

2140
466.2

非常に不足 62

36.3

77

35.2

36

30

46

19.7

55

31.3

57

28.5

23

15.3

27

10.8

24

48

20

22.7

17

32.1

28

49.1

65

46.1

49

31.4

12

16

598

27.9

598

130.3

やや不足 88

5L5

106

48.4

65

54.2

113

48.5

67

38.!

104

52

60

40

96

38.2

21

42

38

43.2

25

47.2

23

40.4

53

37.6

83

53.2

42

56

984

46

984

214.4

ほぼ充足 21

12.3

36

16.4

19

15.8

74

31.8

54

30.7

39

19.5

67

44.7

128

51

5

10

30

34.1

11

20.8

6

10.5

23

16.3

24

15.4

21

28

558

26.1

558

121.6

計 171

100

219

100

120

100

233

100

176

100

200

100

150

100

251

100

50

100

88

100

53

100

57

100

141

100

156

100

75

100

2140

100

2140

466.2

充足レベル
一24 一19 一14 12 一1 一9 29 40 一38 11 一11 一39 一30 一16 12 一2

1000～5000

人未 満

回答社数 288 138

47.9

150

52.1

107

37.2

174

60.4

108

37.5

130

45.1

78

27.1

143

49.7

25

8.7

50

17.4

47

16.3

19

6.6

90

3L3

75

26

51

17.7

1385

32.1

1385

480.9

非常に不足 53

38.4

40

26.7

20

18.7

22

12.6

23

21.3

29

22.3

10

12.8

7

4.9

11

44

9

18

9

19.1

4

21.1

18

20

14L

18.7

8

15.7

277

20

277

96.2

やや不足 72

52.2

88

58.7

66

61.7

91

52.3

51
47.2

63

48.5

33

42.3

64

44.8

11

44

25

50

26

55.3

10

52.6

51

56.7

46

61.3

33

64.7

730

52.7

730

253.5

ほぼ充足 13

9.4

22

14.7

21

19.6

61

35.1

34

31.5

38

29.2

35

44.9

72

50.3

3
12

16

32

12

25.5

5

26.3

21

23.3

15

20

10

19.6

378

27.3

378

131.3

計 138

100

150

100

107

100

174

100

108
』100

130

100

78

100

143

100

25

100

50

100

47

100

19
100

90
100

75
100

51
100

1385

100

1385

480.9

充足レベル
一29 一12 1 22 10 7 32 45 一32 14 6 5 3 1 4 7

1
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スキル項目

従業員規模

実
回
答
社
数

〉ンン情

〒グサ報
/ル 技

業 テ術

務 イコ

リ情

テ報
イセ

技 キ

術 ユ

トプ

管 ロ

理ジ
エ

ク

計 シ
・ス

開 テ

発 ム

設

築 ス デ

設1

計 タ
.べ

構1

発 クネ

設 ツ

計 ト
・ワ

開1

ン プ

グ ロ

グ

ラ

ミ

用シ
ス

テ
ム

運

査シ
ス

テ
ム

監

産 シ

管ス

理 テ
ム

資

品

質

管
理

制 コ

作 ン
テ

ン
ツ

W

e

b

関

連

導 教
・音

訓 ・

練 指

力先願
と客
の'

交 発

渉 注

合
計

延

社べ

数回
答

5000

人以上

回答社数 62 43

69.4

35

56.5

38

61.3

28

45.2

18
.29

21

33.9

7

1L3

20

32.3

3

4.8

11

17.7

11

17.7

8

12.9

18

29

17

27.4

19

30.6

297

3L9

297

479

非常に不足
〉

14

32.6

1

2.9

4

10.5

0

、0

2

11.1

2

9.5

3

42.9

1

5

1

33.3

2

18.2

1

9.1

2

25

3

16.7

3

17.6

2

10.5

41

13.8

41

66.1

やや不足 27

62.8

19

54.3

25

65.8

12

42.9

12

66.7

10

47.6

0

0

8

40

2

66.7

5

45.5

8

72.7

2

25

9

50

13

76.5

12

63.2

164

55.2

164

264.5

ほぼ充足 2

4.7

15

42.9

9

23.7
,16
57.1

4

22.2

9

42.9

4
、

57.1

11

・55

0

0

4

36.4

2

18.2

4

50

6

33.3

1

59

5

26.3

92

31

92

148.4

計
、

43

100

35

100

38
100

28

100

18

100

21

100

7

100

20

100

3

100

11

100

11

100

8

100

18

100

17

100

19

、100

297

100

297

479

充足レベル
一28 40 13 57 11 33 14 50 一33 18 9 25 17 一12 16 17

合 計 回答社数 1460 541

37.1

650

44.5

403

27.6

713

48.8

538

36.8

582

39.9

401

27.5

784
53.7

166

11.4

262

17.9

230

15.8

171

11.7

443

30.3

480

32.9

298
20.4
6662
30.4

6662

456.3

非常に不足 188

34.8

203

31.2

97

24.1

138

19.4

135
25.1

150

25.8

68

17

81

10.3

78

47

51

19.5

52

22.6

71

41.5

146
33

148

30.8

60

20.1

!666

25

1666

114.1

やや不足 285

52.7

334

5L4

227

56.3

334
46.8

248

46.1

296

50.9

161

40.1

327

41.7

67

40.4

125
47.7

129
56.1

71

41.5

209

47.2

262 .
54.6

159

53.4

3234

48.5

3234

221.5

ほぼ充足 68

12.6

113

17.4

79

19.6

241

33.8

、155

28.8

136
23.4

172

42.9

376

48

21

12.7

86

32.8

49

21.3

29

17

88

19.9

70

14.6

79

26.5

・1762

26.4

1762

120.7

計 541

100

650

100

403

100

713

100

538

100

582
100

401

100

784

100

166

100

262

100

230

100

171

100

443

100

480

100

298

100

6662

100

6662

456.3

充足レベル
一22 一14 一4 14 4 一2 26 38 一34 13 二1 一25 一13 ヨ6 6 1



第116表 情報システム業務の担当状況(従 業員規模別)

(上段:社数,下 段は選択した各業務項目の実回答社数に対する割合%)

担当業務項目

従業員規模

実
回
答
社
数

経営戦
略のため

の情報シ
ステムの

計画,立

案

社内全

体の業

務システ
ム計画,

立案

基 幹 シス

テ ムの 開

発,運

用,管 理

個別業

務の情

報システ
ムの開

発,運

用,管 理

エンド

ユー ザ に

対す るサ

ポー ト

ア ウト

ソー シン

グ先 の 管

理,折 衝

情報シス
テム資産

の管理
その他

延 『

社 べ

数 回

答

議
担ノレ

当

100人 未満

、

平成12年 度
%

191 54

28.3

100

52.4

123

64.4

108

56.5
89
46.6

65

34

100

52.4

5
2.6

644

337.2

0.42

平成13年 度
%

202 66

32.7

110

54.5

131

64.9

114

56.4
91
45

73

36.1

106

52.5

5

2.5

696

344.6

0.43

平成14年 度

%

201 78

38.8

118

58.7

129

64.2

111

55.2
96

47.8

69

34.3

110

54.7

6

3

717

356.7

0.45

計

%

219 198

90.4

328

149.8

383

174.9
333

152.1

276

126

207

94.5

316

144.3

16

7.3

2057

939.3
100～300人 未 満 平成12年 度

%

347 127

36.6

214

61.7

261
'75
.2

224

64.6

232

66.9

U3

32.6

213
61.4

3

0.9

1387

399.7

0.5

平成13年 度

%

365 139

38.1

231

633

272

74.5

249

68.2

248

67.9

130

35.6

237

64.9

3

0.8

1509

413.4

0.52

平成M年 度
%

365 167

45.8

236

64.7

264

72.3

245

67.1

236

64.7

137

37.5

241

66

4

1.1

1530

419.2

0.52

計

%

388 433

111.6

681

175.5

797

205.4

718

185.1

716

184.5

380

97.9

691

178.1

10
'2 .6

4426

1140.7
300～1000人 未 満 平成12年 度

%

434 189

43.5

298

68.7

364

83.9

323

74.4

331

76.3

202

46.5

318

73.3

5

1.2

2030

467.7

0.58

平成13年 度
%

-454
225

49.6

341

75.1

376

82.8

340

74.9

343

75.6

225

49.6

343

75.6

5

1.1

2198

484.1

0.61

平成14年 度
%

446 243

54.5
327

73.3

364
、81
.6

330

74

334

74.9

238

53.4

336

75.3

5

1.1

2177

488.1

0.61

計
%

462 657

142.2

966

209.1

1104

239

993

214.9

1008

218.2

665

143.9

997

215.8

15

3.2

6405

1386.4
1000～5000人 未 満 平成12年 度

%

283 139

49.1

191

67.5

252

89

209

73.9

233

82.3

155

54.8

221

78.1

4

1.4

1404

496.1

0.62

平成13年 度

%

291 160

55

197

67.7

254

87.3

217

74.6

240

82.5

176

60.5

244

83.8

5

1.7

1493

513.1

0.64

平 成14年 度

%,

289 184

63.7

212

73.4

244

84.4

205

70.9

236

81.7

181

62.6

247

85.5

5

1.7

1514
-523.9

0.65

計

%

293 483

164.8

600

204.8

750

256

631

215.4

709

242
512

174.7

712

243

14

4.8

4411

1505.5
5000人 以 上 平成12年 度

%

64 54

84.4

50

78.1

54

84.4

43

・67 .2

47

73.4

52

81.3

54

84.4

0

0

354

553.1

0.69

平成13年 度

%

66 59

89.4

56

84.8

56

84.8

42

63.6

48

72.7

55

83.3

55

83.3

1

1.5

372

563.6

0.7

,

平成14年 度
%

'63
57

90.5

52

82.5

49

77.8』

39

61.9

46

73

53

84.1

56

88.9

1

1.6

353

560.3

0.7

計

%L

66 170

257.6

158

239.4

159

240.9

124

187.9

141

213.6

160

2424

,165
'250

2

3

1079

1634.8

合 計 平成12年 度

%

1319 563

42.7

853

64.7

1054

79.9

907 .
.68.8

932

70.7

587

44.5

906

68.7

17

1.3

5819

441.2

0.55

平成13年 度

%

1378 649

47.1

935
167
.9

1089

79

962

69.8

970

70.4

659

47.8

985

71.5

19

1.4

6268

454.9

0.57

平成14年 度
%

1364 729

53.4
945

69.3

1050

77

930

68.2

948

69.5

678

49.7

990

72.6

21

1.5
6291
461.2
0.58

計

%

1428 1941

135.9

2733

191.4

3193

223.6

2799

196

2850

199.6

1924

134.7

2881

201.8
57

4

18378

1287

一236一



第117表 要員年齢平均及び月額給与平均(従 業員規模別)

(単位:才,千 円)

職 種

従業員規模

データ入力者

(パンチャー等)
オ ペレータ プログラマ

イ

SE

回
答
者
数年齢 給与 年齢 給与 年齢 給与 年齢 給与

100人 未 満 31.8 208 30.8 237.6 32.7 275.4 37.5 349.3 144

100～300人 未 満 30.7 215.3 32.2 247.8 33 286.7 37.5 339.5 264

300～1000人 未 満 29.4 202.2 29 240.8 31 276.4 37.5 348.9 ・295

1000～5000人 未 満 29.9 197.5 30.7 259.6 31.7 296.4 36.2 353.3 169

5000人 以 上 27.7 170 30.3 253.3 29.3 307.6 34.7 368.9 26

合 計 30.51207.1 30.7 245.6 31.9 283.4 37.1 347.7 898

第118表 派遣元に対する派遣要員1人 当り日額換算支払費用平均(従 業員規模別)

(単位=千円)
職 種

従業員規模

等_デ
_パ.1

ン タ

チ 入

ヤカ

1者

オ

ペ

レ

|

タ

プ

ロ

グ

ラ
マ

S

E

100人 未 満 12.6 18.4 28.7 34.3

100～300,人 未 満 13.4 18.4 30.6 33.9

300～1000人 未 満 17.3 23.2 32.1
'

38.6

1000～5000人 未 満 17.2 25.6 35.2 41.7

5000人 以 上 22.2 28.9 37ユ 47.1

合 計 16.5 ・23 .4 33ユ 39.0

一237一
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第119表 アウ トソーシングの委託業務の範 囲(従 業員規模別),(複 数回答
,上 段:社数、下段:%)

1

器
oO

l

委託業務の種類

従業員規模

実
回
答
社
数

用 シ

ス

テ

ム

の

運

視シ
ス
テ
ム
の

監

の ネ

運 ツ

用 ト

ワ

|

ク

の ネ

監 ツ

視 ト

ワ
[

ク

セ バ

ン ツ

タ ク

1ア

ッ

プ

シ ア

ヨプ

ン リ

開ケ

発1

シ ア

ヨプ
'
ン リ

保 ケ

守1

の帳

デ票
リな
バ ど

リ媒
体

ト.

ラ

ブ

ノレ

対

応

管 セ 利

理 キ用

ユ者

リ管

テ理

イ'

ヘ

ノレ

プ

デ

ス

ク

作 人 パ

業 ・ソ

増 コ
・ン

移 導

設

管セ
理 ン
タ
|

設
備

1利
T用

教部
育門

rへ

の

そ
の
他 合
計

100人 未 満 メインフレーム系 52

100

23

44.2

19

36.5

12

23.1

13

25

8

15.4

28

53.8

25

48.1

13

25

35

67.3

3

5.8

16

30.8

16

30.8

6

11.5

5

9.6

0

0

222

426.9

クライアントサー バ ー

システム系

71

100

22

31

17

23.9

22

31

17

23.9

9

12.7

37

52.1

37

52.1

4

5.6

46

64.8

12

16.9

18

25.4

27

38

4

5.6

13

18.3

1

1.4

286

402.8

WEB系 37

100

12

32.4

12

32.4

17

45.9

15

40.5

6

16.2

11

29.7

9

24.3

1

2.7

20

54.1

8

21.6

9

24.3

11

29.7

5

13.5

4

10.8

0

0

140

378.4

100～300人 未 満

300～1000人 未 満

メインフレー ム系 ,90

100

36

40

36

40

21

23.3

28

3L1

19

21.1

58

64.4

41

45.6

!8

20

55

61.1

16

17.8

30

33.3

22

24.4

19

21.1

6

6.7

1

1ユ

406

451.1

クライアントサ ーバ ー

システム系

U6

100

38

32.8

38

32.8

39

33.6

38

32.8

13

11.2

71

61.2

65

56

12

10.3

77

66.4

26
22.4

45

38.8

37

31.9

14

12.1

9

.7.8

1

0.9

523

450.9

WEB系 72

100

26

36.1

24

33.3

21

29.2

28

38.9

6

8.3

32

44.4

27

37.5

3

4.2

31

43.1

15

20.8

21

29.2

12

16.7

10

13.9

5

6.9、

1

1.4

262

363.9

メインフレー ム系 149 80 64 45 57 35 104 89 50 88 31 34 43 40 15 2 777

100 53.7 43 30.2 38.3 23.5 69.8 59.7 33.6 59.1 20.8 22.8 28.9 26.8 10.1 1.3 52L5

クライアントサ ーバ ー

システム系

174

100

58

33.3

51

29.3

56

32.2

66

37.9

26

14.9

115

66.1

102

58.6

21

12ユ

93

53.4

32

18.4

54

31

67,

38.5

29

16.7

33

19

0
`

0

803

461.5

WEB系 93

100

36

38.7

26

28

28

30.1

34

36.6

9

9.7

49

52.7

37

39.8

4

4.3

47

50.5

19

20.4

14

15.1

22

23.7

16

17.2

8

8.6

0

0

349
'375
.3

1000～5000人 未満 メインフレーム系 144

100

106

73.6

82

56.9

・

58

40.3

73

50.7

36

25

91

63.2

79

54.9

67

46.5

68

47.2

36

25

41

28.5

41

28.5

47

32.6

17

11.8

3

2.正

845

586.8

クライアントサー バ ー

システム系

162

!00

75

46.3

78

48.1

71

43.8

84

5L9

24

1418

105

64.8

86

53.1

24

14.8

85

52.5

33

20.4

80

49.4

72

44.4

36

22.2

32

19.8

1

0.6

886

546.9

WEB系 117

100

64

54.7

64

54.7

54

46.2

63

53.8

17

14.5

68

58.1

58

49.6

9

7.7

54

46.2

31

26.5

41

35

39

33.3

35

29.9

17

14.5

2

1.7

616

526.5

5000人 以上 メインフレーム 系 50

100

47

94

44

88

37

74

39

78

20

40

40

80

40

80

31

62

37

74

22

44

28

56

24

48

33

66

、15

30

0

0

457

914

クライアントサー バ ー

システム系

57

100

42

73.7

43

75.4

39

68.4

43

75.4

19

33.3

38

66.7

39

68.4

19

33.3

39

68.4

26

45.6

41

7L9

32

56ユ

30

52.6

22

38.6

0

0

472

828.1

WEB系 51

LOO

36

70.6

35

68.6

37

72.5

39

76.5

19

37.3

35

68.6

35

68.6

17

33.3

32

62.7

23

、45.1

31

60.8

27

52.9

27

52.9

20

39.2

0

0

413

809.8

合 計 メインフレー ム系 485

100

292

60.2

245
-

50.5

173

35.7

210

43.3

118

24.3

321

66.2

274

56.5

179

36.9

283

58.4

108

22.3

149

30.7

層146

30.1

145

29.9

58

12

6

1.2

2707

558.1

ク.ライアントサー バ ー

システ ム系

580

100

235

40.5

227

39.1

227

39.1

248

42.8

9ユ

15.7

366

63.1

329

56.7

80

13.8

340

58.6

.129

22.2

238

41

235

40'.5

113

19.5

109

18.8

3

0.5

2970

512.1

WEB系 370

100

174

47

161

43.5

157

42.4

179

48.4

57

15.4

195

52.7

166

44.9

34

9.2

184

49.7

96

25.9

、

116

31.4

111

30

93

25.1

54

14.6

3

0.8

1780

48L1

一
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第120表 アウ トソーシングの利用目的,効 果等(従 業員規模別)

(複数 回答,上 段:社 数、下段:%)

利用目的,効 果

従業員規模

実

回 ・

答

社

数

軽逓
減用
負
荷
の

人
件
費
削
減

トム情
削資報
減 産シ
コス

ステ

の ペ マ

解1シ

消 ス ン

不 ス

足

向運
上用
品
質
の

テセ安
イキ全

対 ユ対
策 リ策
/

入新
技
術
の

導

ウ業
の務

導 ノ
入ウ
ノ＼

ワ人

1材

シの

フバ

ト

のの運
開束用
放縛 時
か間

ら帯

そ
の

他
合

計

100人 未 満 93

100

59

63.4

48

51.6

19'

20.4

5

5.4

24

25.8

33

35.5

20

21.5

29

31.2

16

17.2

19

20.4

0

0

272

292.5

100～300人 未 満 159

100

90

56.6

64

40.3

26

16.4

8

5

40

25.2

57

35.8

44

27.7

29

18.2

42

26.4

21

13.2

10

6.3

431

271.1

300～1000人 未 満 214

100

140

65.4

104

48.6

37

17.3

26

12.1

79

36.9

71

33.2

60

28

44

20.6

54

25.2

41

19.2

4

1.9

660

308.4

1000～5000人 未 満 194

100

147

75.8

101

52.1

47

24.2

18

9.3

63

32.5

56

28.9

34

・17 .5

28

14.4

74

38.1

63

32.5

7

3.6

638

328.9

5000人 以 上 58

100

41

70.7

32

55.2

26

44.8

5

8.6

27

46.6

18

31

15

25.9

5

8.6

26

44.8

13

22.4

1

1.7

209

360.3

合 計 718

100

477

66.4

349

48.6

155

21.6

62

8.6

233

32.5

235

32.7

173

24.1

135

18.8

212

29.5

157

21.9

22

3.1

2210

307.8

第121表 アウ トソーシング先め選定基準,選 定理 由(従 業員規模別)
"(複 数回答

,上 段:社数、下段:%)

選定基準,選 定理由

従業員規模

実回答
社 数

他 の アウトソー

シング先 よりコ

ストが安 い

信頼性 安全
性が確保され
ている

技術力が高

く、最新技術

を駆使できる

業種や業務の
ノウハウに優

れ、自社の情

報戦略に適合
している

機動力、動員

力等があり、

利用部門への

サービスが行

き届いている

その 他. 合 計

100人 未 満 89

100

20

22.5

55

61.8

27

30.3

33

37.ユ

21

.23.6

6

6.7

162

182

100～300人 未 満 159

100

43

27

84

52.8

42

26.4

61

38.4

32

20.1

32

20.1

294

184.9

300～1000人 未 満 214

100

60

28

153
,7L5

53

24.8

87

40.7

38

17.8

19

8.9

410

191.6

1000～5000人 未 満 192

100

60

31.3

128

66.7

53

27.6

79

41.1

33

17.2

33

17.2

386

201

5000人 以 上 57

100

13

22.8

37

64.9

19

33.3

31
"54

.4

14

24.6

14

24.6

128

224.6

合 計 711

100

196

27.6

457

64.3

194

27.3

291

40.9

138

19.4

104

14.6

1380

194.1

第122表ASP(ApplicationServiceProvider)利 用 の メ リッ ト(従 業 員規 模 別)

(複数 回答,上 段:社 数、下段:%)

利用のメリット

従業員規模

社実
回
数答

アのシア

ツス ヨプ

プピン リ
i導 ケ

ド入1

作 シア

業 ヨプ
のン リ

軽保 ケ

減守 ビ

減 コシア

ス ヨプ

トン リ
の導ケ

削入|

減 コシア
ス ヨプ

トン リ

の 管ケ

削理1

る をケ能 安

利1の 価

用 シアに

で ヨプ高

きン リ機

用 よ割 ム悟

るの部 報

外変 門シ

部化 のス

利 に役 テ

一務 金

環効 般

と率的

し化 な

ての業

そ

の

他

合

4

計

100人 未 満 64

100

22

34.4

37

57.8

32

50

33
'

5L6

26

40.6

5

7.8

15

23.4

1

1.6

171

267.2

100～300人 未 満 87

100

36

41.4

58

66.7

38

43.7

45

51.7

27

31

20

23

32

36.8

4

4.6

260

298.9

300～1000人 未満 105

100

43

41

62

59

64

61

58

55.2

40

38.1

15

14.3

34

32.4

0

0

316

301

1000～5000人 未 満 85

100

49

57.6

54

63.5

50

58.8

58

68.2

28

32.9

21

24.7

20

23.5

1

L2

281

330.6

5000人 以 上 19

100

12

.63.2

12

63.2

13

68.4

14

73.7

6

31.6

5

26.3 42.1

8'1

5.3

71

373.7

合 計 360

100

162

45

223

61.9

197

54.7

208

57.8

127

35.3

66

18.3

!09

30.3

7

1.9

1099

305.3
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第123表ASP(ApplicationSeMceProvider)利 用の実績 と見通 しの状況(従 業員規模別)
・(上 段

:社数,下 段:構 成比%)

平成13年 度(今 年度) 平成14年 度 実回答
社 数

実績と見通し

従業員規模. 増加 不変 減少 小計 増加 不変 減少 小計
100人 未 満 ll

18.6

48

81.4

0

0

59

100

22

36.1

39

63.9

0

0

61

100

61

100～300人 未 満 22

27.8

56

70.9

1

1.3

79

100

37

46.3

41

51.3

2

2.5

80

100

80

300～1000人 未 満 23

24'

73

76

0

0

96

100

40

39.6

60

59.4

1

1

101

100

101

1000～5000人 未 満 19

25

56

73.7

1

1.3

76

100

46

58.2

31

39.2

2

2.5

79

100

79

5000人 以 上 6

35.3

11

64.7

0

0

17

100

10

62.5

6

37.5

0

0

16

100

17

合 計
'

81

24.8

244

74.6

2

0.6

327

100

155

46

177

52.5

5

1.5

337

100

338

第124表 情報化課題の分布(従 業員規模別)

情報化課題

実
回
答
社
数

ス コ

ン

ピ

ユ

'1

グ

ノレ

|

プ

ウ

テW

イe

ンb

グ コ

ン

ク コ

セ ン

ス ピ

ユ

1

イ

ン

と

ぞ不

イ

ン

タ

|

ネ

取企

引業
一間

E

C

策情

報

シ

う
ア

バ 川

1ラ

シイ
スア

テン

個
人
情
報
保

プ

ロ

1

ド

バ

電
子
認
証
旬

ネ

ッ

ト

ワ

|

用T
)C

O

(

情

トナ

レ

三
ン

マ

パE

ソR

ケP

l(

ジ 統

一"

ア

|

タ

ウ

エ

ピ エ

ユ ン

1ド
ー

ア ユ

ィ|

CRM

認 合
口P⊆=

§書
目5日

タ

ウ

エ

ア

ピ

ユ

タ

不

ツ

ト

ツ

ト

(

電
ム

安

ム ト

サ

護 ン

ド

公

証

ク

O

報
化
ネ
ジ

一合

業

ア

ノ、

ン ザ

グ コ
旦ピ

イ 1 正 子 全 | S 総 メ 務 ウ ン

従業員規模
ノレ ア 商 対 費 ン ス

100 247 158 78 72 91 76 106 80 77 100 74 80 43 65 30 26 34 19 36 23

人未満 100 64 31.6 29.1 36.8 30.8 42.9 32.4 31.2 40.5 30 32.4 17.4 26.3 12.1 10.5 13.8 7.7 14.6 9.3
100～300 416 288 202 162 161 165 181 152 148 192 108 124 68 127 79 73 84 68 94 46

人未満 100 69.2 48.6 389 38.7 39.7 43.5 36.5 35.6 46.2 26 29.8 16.3 30.5 19 17.5 20.2 16.3 22.6 11.1
300～1000 474 319 226 203 200 216 176 170 181 162 165 129 152 122 118 121 113 117 104 96

人未満 100 67.3 47.7 42.8 42.2 45.6 37.1 35.9 38.2 34.2 34.8 27.2 32.1 25.7 249 25.5 23.8 24.7 21.9 20.3
1000～5000 297 168 102 147 104 103 89 136 129 71 84 85 107 64 117 109 78 90 60 100

人未満 100 56.6 34.3 49.5 35 34.7 30 45.8 43.4 23.9 283 28.6 36 2L5 39.4 36.7 26.3 30.3 20.2 33.7
5000

人以 上

67

100

41

6L2

12

17.9

27

40.3

29

43.3

19

28.4

22

32.8

33

49.3

35

52.2

11

16.4

23

34.3

32
,「

47.8

34

50.7

4

6

34

50.7

31

46.3

28
プ

41.8

12

179

4

6

25

373

合 計 1501 974 620 611 585 579 574 571 570 536 454 450 404 382 378 360 337 306 298 290

100 64.9 41.3 40.7 39 38.6 38.2 38 38 35.7 30.2 30 26.9 25.4 25.2 24 22.5 20.4 19.9 19.3

第125表CMM(CapabilityMaturityModel)の 認知状況(従 業員規模別)

(上段:社 数 、下段:%)

、 認知状況

従業員規模
回収数

←

回答社数 理解している
内容を十分には

理解していない
知らない

100人 未 満 296 265

89.5

11

4.2

29

10.9

225

84.9
100～300人 未 満 445 421

94.6

17

4

55

13.1

349

82.9
300～1000人 未 満 490 476

97.1

15

3.2

83

17.4

378

79.4
1000～5000人 未 満 300 292

97.3

21

7.2

71

24.3

200

68.5
5000人 以 上 67 65

97

13

20

20

30.8

32

49.2
合 計 1598 1519

95.1

77

5.1

258

17

1184

77.9
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第126表 CMM(CaρabilityMaturityModel)の 認 証取 得状 況(従 業 員規 模 別)

(上段:社 数 、下 段:%)

認証取得状況

従業員規模

回答社数 既に取得し
ている

取得の必要
性を検討し
ている

取得は必要
ないと考えて
いる

特に考えて
いない

100人 未 満 38

100

0

0

11

28.9

6

15.8

21

55.3

100～300人 未 満 71

100

1

1.4

13

18.3

11

15.5

46

64.8

300ん1000人 未 満 94

100

1

1.1

17

18.1

11

1L7

65

69.1

1000～5000'人 未 満 90

100

1

1.1

13

14.4

12

13.3

64

71.1

5000・ 人 以上 33

100

2

6.1

10

30.3

5

15.2

16

48.5

合 計 326

100

5

1.5

64

19.6

45

13.8

212

65

延
べ

回

答

社
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ソ
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ェ
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品
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7
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四

8
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6
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対

消

費
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E

C

(

電
子商取引)

-
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5
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Q∨

413

刷
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エ
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ト

ラ

ネ

ッ
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35

7
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3

4715

8
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12

917

3

21812

オ

ブ
ジ

ェ

ク

ト

指

向
システム開発言語(JAVA等∠

9

7211

7

3411

68

314

2

5517

10

914
ρ0

72013

電
子
政
府

6

芒0210

2
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7
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13

419
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サ

プ

ラ

イ

チ

ェ

ー

ン
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94
一
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4
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第127表CMM(CapabilityMaturityModel)の 有 効性(従 業 員規 模 別)

(上段:社 数、下段:%)

認証取得状況

従業員規模
回答社数 有効と思う

有効とは思
わない 分からない 有効レベル

100人 未満 39

100

8

20.5

6

15.4

25

64ユ

5

100～300 .人 未 満 72

100

12

16.7

15

20.8

45

62.5

一4

300～1000人 未 満 94

100

25

26.6

15

16

54

57.4

11

1000～5000人 未 満 90

100

18

20

14

15.6

58

64.4

4

5000人 以 上 33

100

12

36.4

2

6.1

19

57.6

30

合 計 328

100

75

22.9

52

15.9

201

61.3

7
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第128表 オンライン通信回線サービスの利用状況(従 業員規模別)
(複 数 回答,上 段:社 数 、下段:%)

'信 回 線サー ビスの

メニュー

従業員規模

襲
専用線サービス 交換サービス 延

社べ
数回
答

アナログ

専 用

サービス

デ ジタ

ルアクセ

ス回線

rr1A/hP

高 速 デ

ジタル

回線
rH∩ 、

ATM専

用 サー

ビス

電話(ア
ナログ)
回線

DDX ISDN

64

ISDN

1500

ADSL フ レ ー ム

リレ ー

サ ー ビス

セル リ

レーサー

ビス

IPネ ットワークサービス

IP-VPN VolP

100人 未満 260

100

46

17.7

61

23.5

33

12.7

12

4.6

112

43.1

8
』3

.1

177

68.1

21

8.1

39

15

29

1L2

0

0

18

6.9 0.8

2'558

214.6

100～300人 未 満 406

100

70

17.2

176

43.3

74

18.2

26

6.4

191

47

'18

4.4

277

68.2

26

6.4

51

12.6

101

24.9

0

0

40

9.9

8

2

1058

260.6

300～1000人 未 満

1000～5000人 天 満一一

、455

100

87

19.1

230

50.5

llO

24.2

32

7

189

4L5

36

7.9

315

69.2

69

15.2

63

13.8

144

3L6

2

0.4

76

16.7

23

5.1

1376

302.4

、284

100

81

28.5

192

67.6

ll5

40.5

57

20.1

143

50.4

47

16.5

216

76.1

'89

3L3

55

19.4

138

48.6

10

3.5

77

27.1

24

8.5

1244
旨
438

5000人 以 上 63

100

25

39.7

46

73

38

60.3

40

63.5

33

52.4

15

23.8

49

77.8

29

46

13

20.6

45

7L4

9

14.3

28

44.4

10

15.9

380

603.2

合 計 1468

100

309

21

705

48

370

25.2

167

1L4

668

45.5

124

8.4

1034

70.4

234

15.9

221

15.1

457

3L1

21

L4

239

16.3

67

4.6

4616

314.4

第129表 オンライン通信回線サービス今後の利用見通し(従 業員規模別)

ー

N
鼻
ト⊃
ー

(複数 回答,上 段:社 数、下段:%)

通信回線サービスのメニュー

従業員規模
襲

専用線サ}ビ ス 交換サービス 延
社べ
数回
答

アナログ

専用

サービス

デジタル

アクセス

回線
r∩A/∩P

高速デ
ジタル回

線(HD)

ATM専

用サー

ビス

電話(ア

ナログ)

回線

DDX ISDN

64

ISDN

1500

ADSL フ レー ム

リレー

サ ー ビス

セルリ

レーサー

ビス

IPネ ットワークサービス

IP-VPN VoIP

100人 未 満 1～2年 内に

新規利用

103

100

2

L9

7

6.8

10

9.7

0

0馳

3
2.9

0

0

11

10.7

5

4.9

63

61.2

6

5.8

0

0

15

14.6

3

2.9

125

121.4

1～2年 内に

利用取止め予定

7

6.8

7
'6.8

3

2.9

2

1.9

9

8.7

0

0

16

15.5

1

1

5

4.9

3

2.9

0

0

1

1

0

0

54

52.4

100～300人 未 満

}

300～1000人 未 満

一　 一 　 .

1000～5000人 未 満

1～2年 内に

新規利用

172

100

0

0

16

9.3

20

11.6

6

3.5

3

1.7

0

0

9

5.2

7

4.1

81

47.1

10

5.8

0

0

68

39.5

20

11.6

240

139.5

1～2年 内に

利用取止め予定

.10
5.8

16

9.3

8

4.7

0

0

16

9.3

2

1.2

27

15.7

3

1.7

3

1.7

19

11

0

0

3

L7

0

0

107

62.2

1～2年 内に

新規利用

238

100

1

0.4

20

8.4

18

7.6

21

8.8

4

L7

0

0

19

8

8

3.4

87

36.6

16

6.7

2

0.8

96'

40.3

37

15.5

329

138.2

1～2年 内に

利用取止め予定

20

8.4

21

8.8

13

5.5

2

0.8

12

5

10

4.2

31

13

3

1.3

5

2.1

24

10.1

0

0

5

2.1

2

0.8

148
『62
.2

1～2年 内に

新規利用

177

100

1

0.6

12

6.8

10

5.6

14

7.9

2

1.1

1

0.6

7

4

7

4

63

35.6

5

2.8

0

0

97

54.8

27

15.3

246

139

1～2年 内に

利用取止め予定

29

16.4

14

7.9

17

9.6

3

1.7

7

4

10

5.6

15

8.5

2

1.1

1

0.6

26

14.7

0

0

0

0

2

1.1

126

71.2

5000人 以 上
1

1～2年 内に

新規利用

40

100

0

0

1

2.5

2

5

3

7.5

0

0

0

0

0

0

0

0

20

50

0

0

1

2.5

17

42.5

11

27.5

55

137.5

1～2年 内に

利用取止め予定

10

25

3

7.5

9

22.5

2

5

1

2.5

2

5

3

7.5

3
7.5

0

0

6

15

0

0

0

0

0

0

39

97.5

合 計 1～2年 内に

新規利用

730
100

4

0.5

56

7.7

60

8.2

44
6

12
1.6

1
0.1

46
6.3

27
3.7

314
43

37
5.1

3
0.4

293
40.1

98
13.4

995
136.3

1～2年 内に

利用取止め予定

76

10.4

61

8.4

50

6.8

9

1.2

45

6.2

24

3.3

92

12.6

12

1.6

14

1.9

78

10.7

0

0

9

1.2

4

0.5

474

64.9



第130表IPネ ッ トワークサー ビス ・IP-VPNの 導入状況(従 業員規模別)

(上段:社 数、下段:%)

P-VPNサ ー ビスの

入段階

従業員規模

既に導入している 導入の予定である
導入の検討を
行っている

導入の予定は
ない 合 計自前 のVPN設 備

(ファイヤーウォールな
どによ る)

ネ ッ トワ ー ク

側 のVPN機 能
に よる

自 前 のVPN設 備

(ファイヤーウォー1レな

ど に よ る)

ネ ッ トワ ー ク

側 のVPN機 能
に よる

100人 未 満 19

7.2

13

4.9

2

.0.8

6

2.3

42

15.8

183

69.1

265

100

100～300人 未 満 21

4.9

46

10.8

7

1.6

20

4:7

97

22.7

236

55.3

427

100

300～1000人 未 満 40

8.4

54

1L4

16

3.4

22

4.6

140

29.5

202

42.6

474

100

1000～5000人 未 満 30

10.1

,62

20.9

13

4.4

20

6.7

102

34.3

70

23.6

297

100

5000人 以上 13

20.3

17

26.6

6

9.4

4

6.3

16

25.0

8

12.5

64

100

合 計 123

8.1

192

12.6

44

2.9

72

4.7
397

26

699

45.8

1527

100

`

第131表IPネ ッ トワークサー ビス ・VolPの 導入状況(従 業員規模別)'

(上段:社 数,下 段:%)

声通信のVolPへ の

合段階

従業員規模

既に導入して
いる

導入の予定で
ある

導入の検討を
行っている

検討を行った
が導入を見

送っている

検討 していな

い、不明
合 計

100人 未満 3

1.1

0

0

22

8.2

9

3.4

234

87.3

268

100

100～300人 未 満 20

4.7

6

1.4

42

9.9

50

11.8

'307

72.2

425

100

300～1000人 未 満 29

6.1

11

2.3

67

14

81

16.9

290

60.7

478

100

1000～5000人 未 満 29

9.8

12

4

63

21.2

161

20.5

132

44.4

297

100

5000人 以上 9

13.8

5

7.7

26

40

10

15.4

15

23.1

65

100

合 計 90

5.9

34

2.2

220

14.4

211

13.8

978

63.8

1533

100

第132表lPネ ットワークサービス ・他社とめイン トラネット接続状況(従 業員規模別)

(上段:社 数,下 段:%)

従業員規模

他 社 との接 続 回 線 種 別 接 続 状 況

実施 未実施 計
実回答 、

社数
専用回線 公衆回線 その他 合計

100人 未満 48

18.5

211

81.5

259

100

48

100

20

41.7

34

70.8

3

6.3

57

118.8

100～300人 未 満 124

29.7

294

70.3

418

100

122

100

64

52.5

74

60.7

5

4.1

143

117.2

300～1000人 未 満 132

28.1

338

71.9

470

100

130

100

80

6L5

79

60.8

1

0.8

160

123.1

1000～5000人 未 満 112

38.4

180

61.6

292

100

109

100

67

61.5

69

633

9

8.3

145

133

5000人 以上 45

70.3

19

29.7

64

100

44

100

34

77.3

31

70.5

'4

9.1

69

156.8

合 計
㌧

461

30.7

1042

69.3

1503
100

453

100

265

58.5

287

63.4

22

4.9

574

126.7

第133表IPネ ッ トワー クサ ー ビス利用の理 由(従 業員規模別)

(上段:社 数,下 段:%)

IPネ ットワークサゼ ス

の理由

従業員規模

実回答
社数

全社的なネット

ワークシステム見

直しの一環

親会社や他

社とのネットワー

ク化のため

顧客への

サービス向上

新規事業の

開始に伴う新

システムの導入

通信経費,ネッ

トワーク運用経

費等の削減

その他
延べ回
答社数

100人 未 満 124

100

45

36.3

34

27.4

、25

20.2

12

9.7

66

53.2

7

5.6

189

152.4

100～300人 未 満 265

100

118

44.5

76

28.7

31

11.7

21

7.9

175

66

8

3

429

161.9

300～1000人 未 満 338

100

178

52.7

74

21.9

35

10.4

24

7.1

236

69.8

14

4.1

561

166

1000～5000人 未 満 250

100

153

61.2

44

17.6

24

9.6

21

8.4

194

77.6

7

2.8

443

177.2

5000人 以上 61

100

47

77

13

21.3

7

11.5

9

14.8

49

80.3

1

1.6

126

206.6

合 計 1038

100

541

52.1

241

23.2

122
11.8

87

8.4

720

69.4

37

3.6

1748

168.4
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第134表 ネットワーク構成機器保有数の増減と今後の見通 し(従 業員規模別)

今年度の状況 今後の見通し
前年度比増 前年度並 前年度比減 回答 増加の見込み 変らない 減少の見込み 回答

従業員規模 社数1% 社数1% 社数 % 社数 社数i% 社数 % 社数 % 社数
100人 未 満 汎 用 コンピ ュータ 18 10.7 140 83.3 10 6 168 20 12.7 109 69 29 18.4 158

UNIXサ ーバ'一 12 18.2 51 77.3 3 4.5 66 18 27.3 41 62.1 7 10.6 66
NTサ ーバ'一 42 23.1 137 75.3 3 L6 182 67 37 98 54.1 16 8.8 181
LINUXサ ーバ㌧ 20 37.7 32 60.4 正 1.9 53 38 56.7 28 41.8 1 L5 67
その他 4 1L8 29 85.3 1 2.9 34 8 23.5 25 73.5 1 2.9 34
計 96 19.1 389 77.3 18 3.6 503 151 29.8 301 59.5 54 10.7 506

100～300人 未満 汎 用 コンピ ュータ 20 6.9 251 87.2 17 5.9 288 24 8.5 202 7L4 57 20.1 283

畑xサ ーバ ー 26 17.3 116 77.3 8 5.3 150 35 23.3 93 62 22 14.7 150'i

NTサ ーバ'一 108 309 237 67.9 4 1.1 349 152 45.1 166 49.3 19 5.6 337'LINUXサ ーバ ー 34 28.3 83 69.2 3 2.5 120 65 47.8 70 5L5 1 0.7 136
その他 11 16.7 51 77.3 4

、

6.1 66 H 16.4 51 76.1 5 7.5 67

計 199 20.5 738 75.8 36 3.7 973 287 29.5 582 59.8 104 10.7 973
300～1000人 未 満i汎 用コンピ ュータi

UNIxサ ーバ㌧

19

34

5

15.7

344

170

89.8

78.7

20

12

5.2

5.6

383

216

17

53

4.6

24.7

243

139

65.5

64.7

111

23

29.9

10.7

371

215
NTサ ーバ㌧ 211 47.8 221 50.1 9 2 441 249 57.1 162 37.2 25 5.7 436
LINUXサ ーバ'一 60 34.1 114 64.8 2 1.1 176 102 52.8 86 44.6 5 2.6 193
その他 7 10.8 54 83.1 4 6.2 65 12 17.4 50 72.5 7 10ユ 69

計 331 25.8 903 70.5 47 3.7 1281 433 33.7 680 53 171 13.3 1284
1000～5000人 未 満 汎 用 コンピ ュータ 7 2.7 221 83.7 36 13.6 264 9 3.5 148 57.8 99 38.7 256

UNIXサ ーバ ー 64 26.7 165 68.8 11 4.6 240 86 36.6 126 53.6 23 9B 235
Mサ ーバ.一 173 60.1 103 35.8 12 4.2 288 181 64.2 78 27.7 23 8.2 282
LINUXサ ーバ㌧ 51 33.8 97 64.2 3 2 151 81 50.6 75 46.9 4 2.5 160
その他 8 15.1 43 81.1 2 3.8 53 14 25 39 69.6 3 5.4 56
計 303 30.4 629 63.2

「

64 6.4 996 371 375 466 47.1 152 15.4 989
5000人 以 上 汎 用 コンピ ュータ 2 3.2 44 69.8 17 27 63 2 3.2 22 35.5 38 6L3 62

UNIXサ ーバ ー 35 53.8 30 46.2 0 0 65 37 56.1 26 39.4 3 4.5 66

把 サ一八㌧ 40 60.6 24 36.4 2 3 66 38 57.6 19 28.8 9 13.6 66

LINUXサ ーバ ー 16 33.3 32 66.7 0 0 48 30 58.8 20 、392 1 2 51

そ の他1
、

2 18.2 9 8L8 0 0 11 2 20 7 70 1 10 正0

計 95 37.5 139 54.9 19 7.5 253 109 42.7 94. 36.9 52 20.4 255

合 計 汎 用 コンピ ュータ 66 5.7 1000 85.8 100 8.6 1166 72 6.4 724 β4.1 334 29.6 1130

iUNIXサ ーバ'一 171 23.2 532 72.2 34 4.6 737 229 3L3 425 58.1 78 10.7 732

腕 サーハ'一 574 43.3 722 54.4 30 2.3 1326 687 52.8 523 40.2 92 7.1 1302
`LINUXサ ーバ ー 181 33 358 65:3

'
9 L6 548 316 52.1 279 46 12 2 607

その他 32 14 186 8L2 11 4.8 229 47 19.9 172 72⑨ 17 7.2 236

計 1024 25.6 2798 69.8 184 4.6 4006 1351 33.7 2123 53 533 13.3 4007

第135表 ネットワーク化の効果レベル(従 業員規模別)

効果対象,内 容 実 情報化関連費用 情報システム部門 エンドユーザ部門 向取

.効果のレ～ 投用ハ 投用ソ 要 上テシ 速 ウ情 の経 透 ピエ 簡手全 '変 組 上引 総
1.マイナス面が 多 い 回 貸費1 貸 費フ 員 ナ ス 化 ト報 作営 ユ ン 易続社 '織 先

2.あま り変化 はない を用 ドを用 ト 人 ン テ プ処 成戦 1ド 化 き的 統改
、

A、

3あ る程度効果が上がり 答
除のウ 除のウ 件 ス ム ツ理 の略 テ ユ 等等な 鹿革 顧 口

つつある く 節 工 く 節 工 費 の開 トの 通分 イ1 の業 △口( 客
4.はっきりと期待した効果

が現れている 社

)減 ア

(関

)減 ア

_関

の

削
能 発

率 ・

作違

成用

用析

拡資

ン ザ

グ コ

見務

直処

等部
)課

の

満

評

5不 明 初係 初係 減 の メ の' 大料 の ン し理 の 足 価
従業員 数 期運 期運 向ン 迅ア 等 浸 ・

、 、

改 度
100人 未 満 回答社数 243 223 223 221 218 220 213 221 223 210 211

回答率 9L8 9L8 90.9 89.7 90.5 87.7 909 91.8 一86 .4 86.8 89.8

不明度 0.22 0.24 0.27 0.21 0.15 0.21 0.2 0.15 0.31 0.28 0.22

効 果レベル 2.36 2.27 2.17 2.54 2.75 2.52 2.67 2.61 2.08 2.42 2.44

100～300人 未満 回答社数 411 400 398 395 394 400 393 394 401 387 382

回答率 97.3 96.8 96.1 95.9 97.3 95.6 95.9 97.6 94.2 92.9 96

不明度 0.21 0.22 '0 .25 OJ5 0.1 0.21 0.16 0ユ1 0.3 0.36 0.21

効 果レベル 2.35 2.27 2.1 2.63 291 2.63 2.75 2.71 2.21 2.53 2.51

300～1000人 未 満 回答社数 464 455 452 449 452 454 449 454 452 449 419

回答率 98.1 97.4 96.8 97.4 97.8 96.8 97.8 97.4 96.8 9α3 96.7

不明度 0.2 0.21 0.25 0ユ5 0ユ1 0.22 0.1 OJ 0.31 0.36 0.2

効 果レ・Cル 2.38 2.27 2.13 2.63 2.92 2.57 2.89 2.68 2.09 2.43 2.5
1000～5000人 未 満 回答社数 286 280 281 280 281 284 277 281 283 279 266

回答率 97.9 98.3 97.9 98.3 99.3 96.9 98.3 99 97.6 93 97.6

不明度 0.21 0.24 0.24 0.15 0.1・ 0.2 0.07 0.07 0.32 0.34 0.19

効 果 レへ'ル 2.44 2.21 2.16 2.61 2.95 2.61 2.99 2.83 2.18 2.53 2.55

5000人 以上 回答社数 66 64 64 62 65 65, 65 66 66 66 61

回答率 97 97 93.9 98.5 98.5 98.5 100 100 100 92.4 97.6

不明度

効果レベル

0.2

2.55

0.2

2.41

0.21

、2.35

0.05

2.71

0.06

297

0.09

2.83

0.02

3.02
十 ノ0・03
2.95

0.26

249

0.2

2.84

0.13

271

合 計 回答社数 1470 1422 1418 1407 1410 1423 1397 1416 1425 1391 1339

回答率 96.7 96.5 95.7 959 96.8 95
'

96.3 96.9 94.6 91.1 95.6

不明度 0.21 0.22 0.25 0.16 0.11 0.2 0.12 0.1 0.3 0.34 0.2
効果 レベ ル 2.39 2.27 2.14 2.62 2.9 2.6 2.85 2.72 2.16 2.5 2.52

一244一



第136表 ネットワーク化の効果回答分布(従 業員規模別)

果対象 内容 実
情報化関連費用 情報システム部門 エンドユーザ部門 取

引'

効果のレベル を費ハ を費 ソ 要 ナシ ト情 作経 ピ エ 化続全 変組 先
1.マイナス面 が 多い

2あ ま り変化 は ない

3.ある程度 効 果 が上 が りつ つ

ある

回

答

除 用1

く の ド)節 ウ

減 工

除 用 フ

く の ト)節 ウ

減 工

員
人

件

費

ン ス

ス テ

の ム

能 開

プ報

ツ処

ト理

作の

成営
の戦

適路

用分

ユ ン

[ド

テ ユ

ィ|

導き社
'等 的

のな

見業

'織

統改

廃革
A口(

、

顧

客
の

4.はっきりと期待した効果が

現れている 社
(ア

初 関

(ア

初関

の

削

率 発

の'

成運
の用
拡析
大資

ン ザ

グ コ

直務
し処
等部
)課

満
足

.5.不 明 期係 期係 減 向メ 迅' 料 の ン '理 の 度
数 投運 投運 上ン 速ア 等 浸 簡 ・ 改 向

従業員規模 費用 資用 テ 化ウ の 透 易手 上

100人 未 満 1 243 30 32 41 24 15 22 16 17 33 22
一

2 57 64 56 45 37 50 46 53 68 47

・一

〆

3 79 68 59 91 115 83 94 107 44 80

4 7 5 5 13 20 13 20 13 0 3

5 50 54 60 45 33 45 45 33 65 59

100～300人 未 満 1 411 64' 71 85 33 23 24 19 27 55 23

2 96 98 107 91 55
層102

83 95 120 81

3 141 127 92 175 212 150 191 186 81 125

4 17 13 12 34 69 36 39 47 16 14

5 82 89 99 61 41 81 62 46 115 139

300～1000人 未 満 1 464 69 73 94 36 19 36 15 20 86 35

2 111 130 123 107 65 106 83 134 121 92

3 163 141 103 205 249 182 246 207 95 131

4 22 15 17 36 71 28 66 45 9 10

戸 5 90 93 112 68 50 97 44 46 138 151

1000～5000人 未 満 1 286 40 53 61 29 11 23 13 13 46 23

2 60 72 67, 61 38 63 37 62 72 41

3 104・ 79 77 122 160 112 149 143 65 106

4 17 10 9 26 48 23. 61 44 8 5

5 59 67 66 43 27 56 21 2i 88 91

5000人 以上 1 66 7 10 11 2 2 4 2 5 6 2

2 14 13 11 19 8 13 8 6 17 8

3 25 25 26 36 41 31 42 40 22 35

4 5 3 1 5 10 11 13 13 4 4

5 13 13 13 3 4 6 1 2 17 12

合 計 1 1470 210 239 292 124 70 109 65 82 226 105

2 338 377 364 323 203 334 257 350 398 269

3 512 440 357 629 777 558 722 683 307 477

4 68 46
-44

114 218 111 199 162 37 36

5 294 316 350 220 155 285 173 148 423 452

一245一



、

第137表 コンピュータネットワークの将来見通し(従 業員規模別)

ネットワークの短期見通し

従業員規模

1.ホスト系 ネット

ワークの 規 模

2.サーバ 系 ネット

ワークの 規 模

3.インターネットの

活 用

4.ネットワークの

回 線 容 量
5.ネットワークの 速 度

6.ネットワークで の

適 用 業 務

7.ネットワークを活

用した新事業
8.そ の他 実回答

社数
拡張 現状 縮小 拡張 現状 縮小 拡大 現状 縮小 拡張 現状 縮小 高速化 現状 低速化 拡張 現状 縮小 開始 検討 なし 増 現状 減

100人 未満 26

9.9

119

45.2

30

11.4

111

42.2

113

43

6

2.3

166

63.1

84

31.9

2

0.8

139

52.9

86

32.7

2

0.8

160

60.8

72

27.4

1

0.4

140

53.2

87

33.1

1

0.4

26

9.9

135

51.3

65

24.7

2

0.8

28

10.6

2

0.8

263

100

100～300人 未 満 36

8.6

224

53.2

87

20.7

223

53

172

40.9

5

1.2

303

72

111

26.4

2

0.5

269

63.9

137

32.5

3

0.7

293

69.6

118

28

0

0

278

66

127

30.2

1

0.2

51

12.1

209

49.6

139

33

0

0

24

5.7

0

0

421

100

300～1000人 未 満 37

7.8

259

54.9

134

28.4

316

66.9

144

30.5

1

0.2

373

79

97

20.6

0

0

366

77.5

99

21

0

0

374

79.2

95

20.1

0

0

397

84.1

71

15

0

0

93

19.7

219

46.4

151

32

0

0

23

4.9

0

0

472

100

!000～5000人 未満 22

7.5

150

50.8

100

33.9

219

74.2

67

22.7

2

0.7

248

84.1

45

15.3

0

0

260

88.1

32

10.8

0

0

263

89.2

28

9.5

0

0

260

88.1

29

9.8

0

0

』

70

23.7

145

49.2

70

23.7

3

1

7

2.4

0

0

295

100

5000人 以 上 4

6ユ

25

37.9

34

51.5

48

72.7

17

25.8

0

0

62

93.9

4

6.1

0

0

64

97

2

3

0

0

61

92.4

5

7.6

0

0

61

92.4

5

7.6

0

0

27

40.9

31

47

7

10.6

0

0

1

1.5

0

0

66

100

合 計 125

8.2

777

51.2

385

25.4

917

60.4

513

33.8

14

0.9

1152

75.9

341

22.5

4

0.3

1098

72.4

356

23.5

5

0.3

1151

75.9

318

21

1

0.1

1136

74.9

319

21

2

0.1

267

17.6

739

48.7

432

28.5

5

0.3

83

5.5

2

0.1

1517

100

第138表 モバイルコンピューティング(M/C)の 導入 ・利用状況(従 業員規模別)
ー

トo
吟
①

ー

(上段:社 数、下段:%)

導入・利用の段階

従業員規模

導入・利用している
導入していたが

現在は中止
している

導入の可能性を
検討中

検討して
いない、不明 合 計導入後、

2年以上経過

導入後、
2年未満又は

試験的導入
100人 未 満 11

3.9

11

3.9

5

1.8

62

22.2

190

68.1

279

100

100～300人 未 満 26

6

54

12.4

6

1.4

103

23.7

245

56.5

434

100

300～1000人 未 満 62

12.9

62

12.9

5

1

110

22.9

242

50.3

481

100

1000～5000人 未 満 68

23.1

50

16.9

2

0.7

62

21

113

38.3

295

100

5000人 以上 31

46.3

14

20.9

0

0

12

17.9

10

14.9

67

、100

合 計 198

12.7

191

12.3

18

1.2

349

22.4

800

51.4

1556

正00



第139表 モバ イル コンピューテ ィング(M/C)の 導入 ・利用部門(従 業員規模別)

(複数回答,上 段:社数,中 段:社数比,下 段:平均導入率%)
・利用部門 実回答 営業・販売 財務 ・経理 企画 ・総務 研究・開発 情報シス その他 延べ回答

従業員規模 社数 人事 ・労務 製造・設計 テム部門 社数
100人 未満 19 13 4 3 4 8 2 34

100 68.4 21.1 15.8 21.1 42.1 10.5 178.9

60.8 60 53.3 55 62 83 60.9

100～300人 未 満 75 55 10 12 13 30 8 128

100 73.3 13.3 16 17.3 40 10.7 170.7

50 33.5 32.4 34.2 5L4 33.1 44.7

300～1000人 未満 112 86 8 15 35 55 18 217

100 76.8 7ユ 13.4 31.3 49.1 16.1 193.8

47.2 30.4 23.7 25.5 41.9 41.1 39.6

1000～5000人 未 満 105 87 10 19 42A、 60 17 235

100 82.9 9.5 18.1 40 57ユ 16.2 223.8一

38.3 13.5 1L8 20.8 36.7 33.6 31.2

5000人 以 上 30 27 9 11 18 24 4 93

100 90 30 36.7 60 80 13.3 310

3L8 29.6 25.5 18.2 29.9 45.5 28.3

合 計 341 268 41 60 112 177 49 707

100 78.6 12 17.6 32.8 51.9 14.4 207.3

44 29.7 23.5
.

24.6 41.1 39.3 37.3

第140表 モバ イル コンピューテ ィング(M/C)の 導入 ・利用の見通 し(従 業員規模別)

(利用の見通 しの程度毎に 上段:社数,下 段:%)

導入・利用部門

従業員規模

営業・販売 財務・経理 企画・総務

人事・労務

研究・開発

製造・設計

情報シス
テム部門

その他
合 計

実回答
社数

100人 未 満
利用増

5

29.4

2

33.3

1

20

2

33.3

2

22.2

1

33.3

13

28.3

8

32

現在と同
程度

12

70.6

4

66.7

4

80

4

66.7

7

77.8

2

66.7

33

7L7

17
・68

利用減 0
0

0
'0

0

0

0

0

0

0 8
0

0 ;
計

17

100

6

100

5

100

6

100

9

100

3

100

46

100

25

100

100～300人 未満 利用増
25

47.2

0

0

1

10

7

53.8

7

23.3

3

37.5

43

35.2

36

41.9

現在と同
程度

27

50.9

8

100

9

90

6

46.2

23

76.7

5

62.5

78

63.9

49

57

利用減
1

1.9

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0.8

1

.1.2

計
53

100

8

100

10

100

13

100

30

100

8

100

122

100

86

100

300～1000 .人 未 満 利用増
45

55.6

3

33.3

6

42.9

18

56.3

14

25.9

7

38.9

93

44.7

62

45.3

現在と同
程度

36

44.4

6

66.7

8

57.1

14

43.8

38

70.4

10

55.6

112

53.8

72

52.6

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

2

3.7

'1

5.6

3

L4

3

2.2

計
81

100

9

100

14

100

32

100

54

100

18

100

208

100

137

100

1000～5000人 未 満 利用増
65

71.4

4

28.6

7

31.8

31

66 、膓引 、え
143

55.6

79

54.1

現在と同
程度

26

28.6

10

7L4

15

68.2

16

34

379

57,847.4

113

44

66

45.2

利用減
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

5.3

1

0.4

1

0.7

計
91

100

14

100

22

100

47

100

64

100

'19

100

257
100

146

100

5000人 以上 利用増
28

80

4

40

4

28.6

20

87

20

66.7

2

33.3

78

66.1

31

57.4

現在と1同

程度

7

20 ,;
10

7L4

3

13

10

33.3

4

66.7 、ξ;
23

42.6

利用減 ; ; ;
0

0 8 8
0

'0
0

0

計
35

100

10

100

14

100

23

100

30
『100

6

100

118

100

54

100

合 計 利用増
168

60.6 、覆
19

29.2

78
64.5

70

37.4

22

40.7

370

49.3

216

48.2

現在乏1司
程度

108

39

34

72.3 ,儂1
43

35.5

115

6L5

30

55.6

376

50.1

227

50.7

利用減
1

0.4 ;
0

0

0

0

2

1.1

2

3.7 品 1.i
計

277

100

47

100

65

100

121

100

187
100 1器

751
100

448

100

一247一



第141表 モバイルコンピューティング(M/C)の 利用内容(従 業員規模別)

(複数 回答,上 段:社 数、下段:%)

利用の内容

業 種

社内とほぼ
同じ業務が
行身ろ

特定の業務

を社外で

行!)て いる

合計
実回答
社数

受発注
業務

提案営業
活動

社内外と
の電子

メール

社内の
基幹業務

その他 延べ回
答社数

100人 未満 11

55

9

45

20

100

10

100

1
'10

1

10
10

100

2

20

2

20

16

160
100～300人 未 満 28

37.3

47

62.7

75

100

51
100

8

15.7

16

31.4

44

86.3

7

13.7

12
23.5

87

170.6
300～1000人 未 満 26

22.2
91

77.8

117

100
93

100

15

16.1

31

33.3

84

90.3

12

12.9

17

18.3

159

171
1000～5000人 未 満 31

27.4
82

72.6

113

100

85

100

14

16.5
30
35.3

72

84.7

8

9.4

13

15.3

137

161.2
5000人 以 上 16

-37.2
27

62.8

43

100

28

100

5

17.9

10

35.7
27

96.4

0

0

4

14.3

46

164.3
合 計 112

30.4
256
69.6

368
100

267

100

43

16.1
88
33

237
88.8

29
10.9

48
18
445
166.7

第142表 モバイルコンピューティング(M/C)に 期待する効果と満足度(従 業員規模別)

・(満 足度毎 に 上段:社 数
,下 段:%)

導入・利用部門

従業員規模

時間有効

活用による
生産株r自 ト

社外情報共
有高速化

対顧客

サービろ

レベル向 ト

移動費等
コスト削減

その他

、

回答社数

'

100人 未満 非常に満足 0

0

2
66.7

0
0

2

66.7
0
0

3

100
満足 13

72.2
13

72.2

9

50

7

38.9

0

0

18

100
やや不満 6

54.5
4

36.4

6
54.5

5

45.5

0

0
11

100
不満 0

0

1
50

2

100

1

50

0

0
2
100

計 19 20 17 15 0

満足度 2.68 2.80 2.41 2.67 0

100～300・ 人 未 満

、

非常に満足 10

58.8

7

41.2

4

23.5

4

23.5

0

0

17

100
満足 42

66.7

43
68.3

33
52.4

34

54
0
0

63
100

やや不満 19

43.2
18

40.9

2イ

61.4

25

56.8

0

0
頁

100
不満 1

25
3
75

1

25

3

75

0

0

4

100
計 イ2 イ1 6b 66 0

満足度 2.85 2.76 2.62 2.59 0

300～1000人 未満
非常に満足 4

40

7

70
0
0

6-6
45.1

3

30

0

0

10

100
満足 83

8L4 67.6
47

46.1

0

0

102

100
やや不満 29

35.8

、33

40.7

47
58

43

53.1

0

0

81

100
不満 b

2L7

8

34.8

'15

65.2

16

69.6
0

0

0

23

100
計 121 ll7 108 109
満足度 2.了1 2.64 2.29 2.34 0

1000～5000人 未 満 非常に満足 10

66.7

7

46.7

3

20

,4

26.7
u

O

15

100
満足 84

82.4

67
65.7

44

43.1

55

53.9
0

0

102

100
やや不満

不満

14
24.1

4

28.6

29

50

39

67.2

33

56.9
0
0

58
10q

6

42.9

6

42.9

8

57.1

1

7.1
14
100

計 112 109 92 100 1

満足度 2.89

4'66
.7

2.69 2.48 2.bb 1.00

5000人 以上

一 一

非常に満足 5
83.3

2

33.3

1

16.7

0

0

6

100

満足 33

78.6

29

69

28

・66 .7

31
73.8

0

0

42

100
やや不満 6

33.3

8

44.4

lO

55.6

7

38.9

0

0
18

100
不満 0

0

0

0

1

33.3

2

66.7

0

0
3
100

計 43 42 41 41 0

0満足度 2.9b 2.93 2こ76 2二76

合 計

一

非常に満足 28

54.9

28

54.9

9

17.6

14

27.5
u
O

bl

lOO
満足 2b5

78
221

67.6

160

48.9

174

53.2

0

0
327
100

やや不満 74

34.9

92

43.4
129
60.8

113

53.3

0

0

2r2
100

不満 10
21.7

18

39.1

25

54.3

30

65.2
1
2.2

46
100

計 367 359 323 331 1
満足度 2.82 2.72 2.47 2.b2 1.00
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第143表 モバイルコンピューティング(M/C)利 用上の問題点(従 業員規模別)

(複数 回答,上 段:社 数、下段:%)

利用上の問題点

従業員規模

実回答

社数

端末機器

等の価格
が高い

通信 サー ビ

スエリアが

狭い,中 断

が多 い

ソフトウェ

ア,利 用メ

ニュー が少

ない

通信速度
が遅い,応

答時間が
長い

通信料金
が高い

エ ンドユー

ザへ の教

育 ・訓練 が

不 十分

セキュリティ

対策が不
十分

労務管理,

勤務時間
があいまい

延べ回

答社数

100人 未 満 83

100
3916
4719.3

18

21.7

37

44.6

48

57.8

25

30.1

37

44.6

12

14.5

232

279.5

100～300人 未 満 182

100

75

41.2

43

23.6

44

24.2

93

51.1

107

58.8

62

34.1

86

47.3

23

12.6

533

292.9
300～1000人 未 満 233

100

96

41.2

48

20.6

50

2L5

133

57.1

140

60.1

85

36.5

124

53.2

38

16.3

714

306.4
1000～5000人 未 満 180

100

54

30

44

24.4

30

ユ6.7

114

63.3'

114

63.3

54

30

101

56.1

39

21.7

550

305.6

5000人 以 上 54

100

18

33.3

16

29.6

6

11.1

36

66.7

38

70.4

12

22.2

29

53.7

17

31.5

172

318.5
合 計 732

100

282

38.5

167

22.8

148

20.2

413

56.4

447

61.1

238

32.5

377

51.5

129

17.6

2201

300.7

第144表cRM(customerRelationshipManagement)一 顧客対応チ ャネルの利用状況(従 業員規模別)

(複数 回答, 上段渚ヒ数、下段:%)
客対応チャネル
の種類

従業員規模

実回答
社数
面対サー

ビス
電話 FAX インター

ネット

対応して
いない

延べ回
答社数

100人 未満 271

100

66

24.4

101

37.3

98

36.2

100

36.9

148

54.6

513

189.3

100～300人 未 満 421

100

66

15.7

126

29.9

106

25.2

158

37.5

219

52

675

,160.3

300～1000人 未 満 464

100

54

11.6

107

23.1

85

18.3

160

34.5

274

59.1

680

146.6

1000～5000人 未 満 288

100

59

20.5

83

28.8

63

21.9

119

41.3

153

53ユ

477

165.6

5000人 以上 61

100

13

2L3

23

37.7

14

23

40

65.6

19

31.1

'109

1787

合 計 1505

100

258

17.1

440

29.2

366

24.3

577

38.3

813

54

2454

163.1

第145表CRM(CustomerRelationshipManagement)一 電話対応機能の導入状況(従 業員規模別)

(複数 回答,上 段:社 数、下 妻 :%)

電話対応機能

従業員規模

実回答
社数

CTI
(Computer
Telephony
Integration)

VRU
(Voice
Recognition

Unit)

ACD
(Automatic
Call
Distribution)

特に電話対
応に関する
機能の導入
はない

延べ回
答社数

100人 未満 235

100

3

1.3

0

0

4

1.7

229

97.4

236

100.4
100～300人 未満 359

100

11

3.1

4

1.1

4

1.1

342

95.3

361

100.6
300～1000人 未 満 403

100

23

5.7

3

0.7

3

0.7

376

93.3

405

100.5
1000～5000人 未満 253

100

29

11.5

9

3.6

10

4

216

85.4

264

104.3
5000人 以上 56

100

19

33.9

5

8.9

7

12.5

36

64.3

67

119.6
合 計

・

1306

100

85

6.5

21

1.6

28

2.1

ll99

91.8

1333

102.1
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第146表CRM(CuStomerRelationshipManagement)一 イ ンターネ ッ ト対応機能の導入状況(従 業員規模別)

(複数 回答,上 段:社 数 、下:%)

電話対応機能

従業員規模

実回答
社数

ホームペ ージ

による全ユー

ザー共通の情

報を提供

顧客固有情報
の提供(顧客が
セルフサービス

にて情報取得)

顧客固有情報

の提供(サ イト

側が顧客に

One-to-Oneに

て情報提供)

取引予約や
決済サービろ

延べ回答
社数

100人 未 満 155

100

139

89.7

19

12.3

11

71

15

9.7

184

118.7

100～300人 未 満 272

100

239

87.9

46

16.9
30

11

30
11

345
126.8

300～1000`人 未 満 322
100

301

93.5

39

12.1

24

7.5

22

6.8

386

119.9

1000～5000人 未満
〆

235

100

218

92.8

56

23.8

29

12.3

36

15.3

339

144.3

5000人 以 上 55

100
53

96.4

29

527

14

255

15

273

111

2018

合 計 1039

100

950

91.4 1『ll1鴉
118

114

1365

1314

第147表CRM(CustomerRelationshipManagement)一 顧客情報整備 ・統合状況(従 業員規模別)

(上段:社数 下段:%)

顧客対応に必要な
報の整備・
△段階

従業員規模

無記入
社数

業務ごとにバラ
バラにデータ

ベースとして保'

有されている

データベース化
されていないが
ある程度顧客ご
とに総覧できる

顧客ごとにデー

タベ ース化され

ている

合計
(%)

100人 未 満 88 113

54.3

58

27.9

37

178

208

100

100～300人 未 満 88 185

51.8

99

27.7

73

20.4

357

100
300～1000人 未 満 134 205

57.6

88

24.7

63

17.7

356

100

1000～5000人 未満 70 117

50.9

63

27.4

50

21.7

230

100

5000人 以 上 12 32

582

13

236

10

182

55

100

合 計 392 652

54.1

321

26.6

233

19.3

1206

100

第148表CRM(CustomerRelationshipManagement)一 顧客デLタ 分析 ・活用手法の導入状況(従 業員規模別)

(複数 回答,上 段:社 数 、下段:%)

客データ分析・
用手法

従業員規模

実回答
社数

データ

マイニング

ワン トゥワン

マーケティング

顧客セグメン

テーション

特に導入
している

機能はない

!

延べ回
答社数

100人 未 満 241

100

3

1.2

3

1.2

,9

3.7

228

94.6

243

100.8

100～300人 未 満
!

〆377

100

6

1.6

7

1.9

14

3.7

355

94.2

382

101.3

300～1000人 未 満 424

100

16

3.8

4

0.9

20

4.7

388

91.5

428

100.9

1000～5000人 未 満 256

100

24

9.4

12

4.7

41
a

16

200

78.1

277

108.2

5000人 以 上 58

100

16

276

6

10.3

14

24.1

36

62.1

72

124.1

合 ＼ 計 1356

100

65

4.8

32

2.4

98

7.2

1207

89

1402

103.4
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平成13年 度 口
「情 報 シス テム ・ネ ッ トワー ク化調 査 」調査 票

《 調 査 時 点:平 成13年9月30日 》

貴社名(ま たは団体名)

本'社

所在地

〒TEL()一 一

内線

ご回答者役職名 ご芳名

ご回答者

所在地*

〒T肌.()一 一

内 線 一

*「 ご回答者所 在地」 は後 日集計結 果の要約 をお送 り しますので必ずお書 きくだ さい。

なお,「 本社所 在地 」・に同 じであれば,記 入不要です。 一

(1)【 組織 の概要】貴社の業態,規 模など,平 成13年3月31日 の時点での状況を下欄にご記入 ください。

21

業 種

(注)

資 本 金(*) 年 間 事 業 収 入(**) 従 業 者 数(***)

千億 百貨 十徳 竜 千万百万円 十兆
一兆 千億 百億 十億 一億 千万 百万円

十万
一万 千 百 十 一人

(注)

*

**

***

42

業種は別紙記入要領の業種コー ドを参照して記入してください。
非営利法人の事業体においては基金,出 資金等の額を基準にしてください。

銀行は経常収益高,保 険は収入保険料,ま たは正味保険料,証 券は営業収入高,非 営利法人は

年間事業費,歳 入額等を基準にしてください。

学校の場合は常勤教員数,官 庁の場合は関係庁部署職員の定員数を,地 方自治体の場合は,
一般行政職部門の定員数を基準にしてください。

(2)【 情 報 システム部門要員数】貴社の情報 システム部門の要員数を社内,社 外要員の別に下欄 にご記入 ください。

①社 内 要

平成13年4月旧 現在

員
43

十万 一万 千 百 十
一人
②社 外 要

平成13年4月1日 現在

員
49

十万
一万
千 百 十

一人

_:

(3)【 情 報 システム部門要員数の変化】要員数の変化について,下 欄の該当するものに○を付けて ください。

① 社 内 要 員 ② 社 外 要 員

今年度は平成12年度より
Il

1.増 加 した,2、 変 化 な し,3.減 少 した 1,増 加 したi2.変 化 な しi3.減 少 した

来年度は平成13年度より L増 加す るi2.変 化 なしi3減 少 する 1,増 加 す るi2,変 化 な しi3.減 少 す る

62

64

【調査票の設問構成】
情報化動向基礎調査

特定テーマ調査

:Q1情 報化投資Q2情 報 システム部門の状況(ITガ バナンス,

要員のスキル,担 当業務,社 内要員給与,派 遣要員費用)

情報化関連課題
ネッ トワーク利用動向調査:Q7通 信回線サービス

:Q3ア ウ トソーシング利用状況

:Q6CMMの 認識状況

:Q5情 報化関連課題

Q4ASP利 用状況

Q8'IPネ ッ トワー クサ ー ビス

Q9コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワークQ10モ バ イルコ ンピューテ ィ ング

QllCRMの 利 用状況

◇
◇
◇
◇

ご回答は,な るべ く平成13年12月27日(火)ま でにお送り下 さるようお願いいた します。

本調査におきましては,従 来か ら完全に機密を厳守 し,個 別データは絶対に公表いたしません。
ご回答をいただきました事業体には,全 体の集計結果の要約を5月 頃にお送 り申 し上げます。

連絡先:刷 日本情報処理開発協会 調査部 「情報 システ ム・ネ ッ トワ一二ク化調査j担 当
電話03-3432-9382FAX.03-3432-9389

財団法人 日本情報処理開発協会
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t 月
又'情 ン ス テ ロ

Q1情 報化投資*(新 規 のシステム開発,設 備の導入等に支出 した費用に限定 します
。)に っいておたずねします。

Q1-1平 成12年 度 に行った,新 規情報化投資の投資先分野別に金額の割合を%で お答えださい。

∫1

イ ンタ ー ネ ッ ト %

74

エ ク ス トラ ネ ッ ト %

/7

イ ン トラ ネ ッ ト %

その 他 の ホス トシステム/80

ネ ッ トワー クシステ ム %

83

そ の 他 〔 ・ 〕 %

合 計 100 %

*情 報 化投資額には次のような費用が含まれます。
ハー ドウエア関連;

減価償却費,レ ンタル/リ ース料,導 入諸掛 り,保 守料

ソフ トウェア関連:
ソフ トウェア購入費,ソ フ トウェア使用料 ,ソ フ トウェア
作成委託料,ソ フ トウェア自社開発委託費

サー ビス関連:

デ ータ作成/入 力費,外 部コンピュータシステムの委託

情報処理費,情 報 システムの企画・設計 コンサルタ ント費,
一 般社員及 び情報処理要員の教育 ・訓練等費用

,外部要員人件費
,そ の他サー ビス料

通信関連:

(モづ イル コンピューティングで支出した関連費用を含む)

通 信回線使用料,ネ ットワーク加入・使用料

人件費:'

情報 処理部門等の社内要員人件費

Q1-2 貴社力情 報化投資を行った結果の効果あ有無について,該 当する番号にOを 付けて下さい。(複数回答)

そ

の

他

〔

〕

1

2

3

減削費経/
等的果人熱回

営
業
経
費、

間
接経費の削減

1

2

3

情
報
処
理
経
費
/ン
ステム開発費用の削減

1

2

3

一

般
社
員
の

削
減
/配置転換

1

2

3

情
報
シ
ス
テ
ム
部
門
要員の削減/配置転換

1

2

3

化率効務業倒

情
報
処
理
の
運
用、
ア
ウトプット作成の迅速化

1

2

3

シ
ス
テ
ム
開
発

ダン

テ

ナ
ン
ス
の
能
率
向
上

1

2

3

業
務
の
量
的
拡
大への対応

1

2

3

るす

化対別に差社/他性合位競優周

新し

い
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル.の実現

1

2

3

新
商
品
/
サ
ー
ビ
ス品目開発の効率化

1

2

3

商
品
の
生
産
コ
ス♪

販

売
コ
ス
ト
の
引
き
下
げ

、

1

2

3

エ
ン
ド

丁
ザ、
顧

客

へ
の
サ
ー
ビ
ス
向
上

1

2

3

効

果

の

項

目

効果効
しな果効

い碗か分

91-102

Q2情 報 システム部門の状況についておたずねします。

Q2-1
活舗 認 麟 襟 甦 ‡瓢 、1撒纏瓢 聯 繋 ㌣搬 も曇難 ぽ
【(η経営 トップのlT戦 略参画度】

①経営 トップによるlT戦 略討議:
経営 トップによるIT戦 略を討議する機能 ・組織が設置され,社 全体のIT戦 略が十分討議されている。

〔4.実 質 的に十分活動 している3.活 動 している2,ど ち らともいえない1.活 動 はやや停滞 している0 .活 動 していないので,問 題が大きい)2121□

② 情 報 シ ス テ ム(lT)担 当 役 員 の 存 在:!22122

濃 縮 ぽ に 置いてい・口 置いていない回 ⇒ 【(・)・T部F弓の"'・・'±ンス】へ

③IT担 当役員の専任度:
IT担 当役員が,専 任(または兼任であっても)でおり,相 当部分の時間をIT業 務に投入している。IT業務に費やす時間は

,'、
123

〔4.100%3.80～100%2.50～80%1.30～50%0.0～30%〕

④IT担 当 役 員 の 経 験 度:

IT担 当 役 員 はIT部 門 で の 業 務 経 験 が 長 い 。IT業 務 経 験 年 数 は,

〔4.15年 以 上3.10～14年2.5～9年1.1～4年0 .1年 未 満 〕

⑤IT担 当 役 員 の 役 割:

(邊 還 役員の醐 ミッシ・ン)として・本社IT部 門の組縮 醍 任以舵

cl:2箋 ξ騨 票 蕊 讐 鷲 《いる

ぐらいである・"口

エエヨ

ぐらいである・一'□

ITに 関す る具体的責務ITビ
ジ ョン/戦略の策定,全 社IT投 資 の決定 など)が 明確に定義 されている。12、

;讐 蹴 ξい誌 舗 繊 ξCい〕'口
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◎/【②lT部 門のガバナンス】

⑥適用方針の策定:
IT部 門 は,社 内の どの業務にどのITを 適用 していくかについての2～3年 先までの方針を立てて いる。

また,今 後適用 していくべき技術領域を明確に定義 している。126

〔4.明 確 に定義され,十 分機能 している3.機 能 している2.ど ち らともいえない1
.定 義 も不十分で機能 していないO.全 く機能 していないので,問 題が大 きい 〕 口

⑦インソース/ア ウ トソース戦略=
ITの 自社戦略上の位置づけや,ベ ンダーとの価格 ・品質競争力を考慮 した上で,自 社で保持すべきIT

要 員の規模と能力要件が明確に定義され,教 育投資 も要件達成に必要十分 な額が確保されている。127

({讐 欝;羅 酬 軽い・1讐 繍 ξいな端 縫 雛 奮い)…□

⑧ITア ーキテクチャ策定:
システムアーキテクチャの全社的統一設計や標準化による経済的価値を十分把握 し,全 社で標準化すべき

領域とユーザー部門の独 自性 に委ねるべき領域を整理 し,マ ネージしている。'128

購 懲 纂 鑑 ない 浅 ξ警 謝 罪 問詰 ぎζらともいえない〕一ー□

⑨業務プロセス改革の推進(BPR):

ITの 視点か ら業務プロセスの改革(リ エジジニァリング)を 遂行すべ き領域を策定 し,BPRを 企画 ・

推進 している。または,常 に社全体に対 して提言 している。i2g

〔{:志鐵 霊 鑑 な、、;:藁 穰 稀 ㌫ ㌔ 脇 詰 ともいえない〕一ーロ
タ 、

【(3)ユーザ部門に対するサポー ト】

⑩ リテラシーの把握:

従業員の各層がITを 十分活用できるように教育 ・訓練が実施され,IT能 力が個別に把握管理 されてお り,

且 つ トップダウンでIT活 用 を推進 している。130,

〔{:‡撚 纂 温 な、、;:鶉 警 語 ㌫ ㌔ 題繊 《らともいえないド ロ

⑪サー ビスレベルの定義:

自社や子会社のIT要 員,及 び外部ベ ンダーなどのサービス提供側 との折衝時に,ITサ ー ビスの内容,

サ ービス ・レベルとそのコス トを常に明確に し,ユ ーザ部門での健全なコス ト意識を醸成 している。131

〔{:罐 欝 訟2い な、、;:顯 警 蹴 語 間脇 詰 ともいえない)一ー□

⑫アプ リケー ションマネ ジメン ト:

アプリケーション開発 におけるユーザー部門のオーナーシップの重要性を十分理解 した上で,ユ ーザー

部門の リーダーシップのもと,本 社IT部 門の能力を十分活用できる開発体制にな っている。132

〔{:‡擁 纂 緩 いないぽ 肇綴 悉 瓢 ・唖 ぷ らとも・・えないザ・□

⑬IT投 資効果の評価:

.構築 されたシステムの評価を 「性能 ・機能」の面だけでな く,「 ビジネスの視点か らの投資効果」及 び

「ユーザ視点か らの満足度jの 面か らも実施 しており,IT部 門の業績評価の要素にもな っている。133

〔㍑ 璽 裏㌫Zい な、、;:謡 講 謝 罪 睡 ぷ らともいえない「 □

Q2-2貴 社の情報システム部門要員(子会社,系 列会社からの派遣要員を含む)にとって,保 有を重視するlT関

連スキルを下欄の項目群から,最大5つ まで選び,現在のそのスキルの充足状況を該当欄に○を付けて下さい。
(複数回答)、

175

当社ではスキルの保有を重視してい署

情 情 プ シ デ ネ プ シ シ シ 品 トコ W 教 顧
餐 報 口 ス | ツ 口 ス ス ス 質 ン e 育 客
術 セ ジ テ 夕 卜 グ テ テ テ 管 テ b ●

、

コ キ 工 ム べ ワ ラ ム ム ム 理 ン 関 訓 発
IT関 連スキル項目 与

ル
ユ ク 設 1 1 ミ 運 監 資 ツ 連 練 注

(最大5っ まで選択) ア リ 卜 計 ス ク ン 用 査 産 制 ● 先
フ テ 管 ■ 設 殺 グ 管 作 指 と
グ イ 理 開 計 計 理 導 の
業 技 発 ● ■ 交
務 術 構 開 渉
篇 築 発 力

非常に不足 している「6 1 .1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
貴社のスキル

やや不足 している 2 ・2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

保有の不足感
ほぼ足 りている 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

lgo
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Q2-3貴 社の情報 システム部門が担当する業務分野の状況について,現 在までの実績と今後の見通しを含め,
平成12年 度～平成14年 度の3年 度分を該当欄に○を付けてお答えください。(複 数回答)

情報 システム部門の担当業務分野

〆

平成12年度
担当した

平成13年度
担当している

平成14年度
担当予定

①経営戦略のための情報システムの計画,立 案 ～

②社内全体の業務シズテム計画 立案

③基幹システムの開発 運用,管 理

④個別業務の情報システムの開発 運用,管 理

⑤エ ン ドユーザ に対するサポー ド

⑥ アウ トソーシングおよび委託先の管理,折 衝

⑦情報システム資産の管理

⑧ その他 〔 〕

201-203

204-206

20T-2D9

210-2〕2

213-2]5

216-218

2工9-221

221-224

Q2-4情 報 システム部門の社内要員の月額給与と,社 外要員を受 け入れる時の派遣元への平均1人1日 当 り支払

金額(派 遣費用一)を,職 種別に平成13年3月31日 の 時点で,ご 記入下さい。

(ただ し,社 内要員の月額給与には,「 賞与」,「超過勤務手当」を含めないものとし,千 円未満は四捨五入 し

て ください。また,社 外要員 に対する派遣費用の対象 となる勤務時間は通常の時間帯で,
、超過勤務や特別な契約による時間数は含 まな

いものとします。)

職 種 データ入力者 オペ レータ プログラマ SE

社内要員

231

平均年令(才) / 才/ 才/ 才/ 才
241

丹額給与(1人 当り千円) i 舌 i 舌 i 舌 i 董

238

252

十万 万 千 千万 万 千 千万 万 千 十万 万 千
272'

*1「 データ入力者」とはパンチャ等,デ ータを入力する業務に主に従事する者をいいます。

ア ウ トソ ー シ ンASP

Q3委 託 先が子会社,系 列会社などの場合も含めて,ア ウ トソーシングを現在実施 ・利用 している方は以下の設問に

お答え ください。 ⇒アウ トソーシングを王 ・1し ていない は,Q4へ 進 んでください。'

Q3-1ア ウ トソーシングで委託 している業務を下欄の該 当するものに○を付けて ください。(複 数回答)

委 託 業 務 の 種 類

妄

三

豊
用

ま

三

皇
視

駕
ト

7

あ
運
用

う

占

↓

監
視

づ

多
ラ
ち

了

ヲグ

↓
夕
開
発

ヲ

娑
↓
三
保
守

簑
茎
舞
9
共
リ

;

z
対
応

セ利
キ用ヴ
者
テ管

昌運
理

完
プ
デ

;

0

22

籔
、

言

マ
設備

管
理

留
書
お
1
教
育

そ

8
〔

〕

メインフ レーム系
1

クライア ント/サ ーバ システム系

Web系

28|-295

296-310

3!]-325

Q3-2ア ウ トソー シングを利用する目的,効 果などを下欄の該当するものに○を付 けて ください。(複 数回答)

運 人 資情 不マ の運 ユ安 新 の業 シ人 束運 〔そ
用 件 産報 足シ 向用 リ全 技 導務 フ材 縛用 の

負 費 コ シ のン 上品 テ対 術 入ノ トの か時 他
荷 削 スス 解ス 質 イ策 の ウ パ ら間
の 減 トテ 消ぺ 対/ 導 ノ、 ワ の帯
軽 削ム | 策セ 入 ウ | 開の
減 減 ス キ 放

〕

Q3-3

351

356

331-341

アウ トソー シング先を選定 した基準や選定の理由などにっいて,・下欄の該当するもめに○を付けて ください。

他のアウ トソーシング先 よりコス トが安 い

信頼性,安 全性が確保されている

技術力が高く,最 新技術を駆使できる

業種や業務のノウハウに優れ,自 社の情報戦略に適合している

機動力,動 員力等があり,利 用部門へのサービスが行き届いて いる

その他 〔 〕

(複数回答)
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Q4ASP(ApPlicationServiceProvider)を 利 用 して い る方,又 は 利 用 予 定 の あ る 方 は 以 下 の 設 問 に お答 え く だ さ い 。

ASP(ApplicationServiceProvider)と は,「 イ ン タ ー ネ ッ トな ど を 経 由 して ア プ リケ ー シ ョ ン ソ フ

トウ ェ ア の 機 能 だ け を 利 用 す る新 しい 形 態 の ア ウ トソー シ ン グ ・サ ー ビ ス 」 と定 義 しま す 。

Q4-1ASPサ ー ビスを利用するメリッ トについて,下 欄の該当するものに○を付けて ください。(複 数回答)

利 用 の メ リ ッ ト

① ア プ リケ ー シ ョン導 入 の ス ピー ドア ップ61

362

②アプ リケーシ ョン保守作業の軽減
303

③アプ リケーシ ョン導入 コス トの削減
3b4

④アプ リケーシ ョン管理 コス トの削減
365

⑤安価に高機能のがリケーションを利用できる ⑥情報システム部門の役割の変換による外部利用
367

⑦全般的な業務効率化の一環として ⑧その他〔3㌍

Q4-2

' ①ASPの 利 用(金 額ベース)

今年度(平 成13年 度)は 平成12年 度より 1.増 加 した;2.変 化 な しi3.減 少 した、

来年度(平 成14年 度)は 平成13年 度より 1.増加す るi2,変 化 な しi3.減 少 ず る

ASP利 用 の実績と今後の見通 しについて,下 欄の該当するものに○を付 けて ください。

(択一回答)
369

370

∫月
遅…6腿

Q5現 在,貴 社が抱えておられる情報技術,運 用技術等情報化に関連 した重要な課題 はどの ようなことですか。情報 シ

ステム部門の管理者と しての立場で,下 記の課題よ り10ヶ まで選び,回 答欄に○を付けて ください。

401

4]8

情 報 化 の 課 題(10項 目以内で複数回答)
4ig

シ ン(thin)ク ラ イ ア ン ト クライア ント/サ ーバー システム

ギ ガ ビ'ッ トイ ーサ ネ ッ ト'
-

Webコ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ

ブロー ドバ ンド エ ン ドユ ー ザ ー コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ ・

イ ン タ ー ネ ッ ト グループウェア

イ ン トラ ネ ッ ト 次 世 代 無 線 通 信 技 術(IMT2000,Bluetoothな ど)

エ ク ス トラ ネ ッ ト' CTI(ComputerTelephonyIntegration)

企業間EC(電 子商取引) TCO(TotalCostofOwnership)情 報 化 総 費 用

対消費者EC(電 子商取引) サプライチェー ンマネジメン ト

電子政府 ERP(統 合 業務パ ッケージ)

オ ブジェク ト指向システム開発言語(JAVA等) 知的財産権(ビ ジネスモデル特許を含む)

分 散 処 理 技 術(JAVA,ActiveX,CORBAな ど) ナレッジマネ ジメン ト

XML(ExtensibleMarkupLanguage) CRM(CustomerRelatlonshipManagement)一

UML(UnifiedModelingLanguage) ソフ トウェア品質向上(CMMな ど)

ネ ッ トワ ー クOS(WindowsNT等) 情報 システム安全対策(ISO/IEC17799な ど)

デ ー タ ウ エ アハ ウ ス, コンピュータウイルス

Linux コ ンピュータ不正アクセス

iDC/ASP(ApplicationServiceProvider) 個人情報保護
43σ

SLA(ServiceLevelAgreement) 電子認証 ・公証.

画
σ6ソ フ トウェア開発組織のプロセス成熟度を高めるためのモデルであるCMM(CapabilityMaturityModel)に つ い

て,以 下の設問に選択肢の番号でお答えください。

Q6-1CMMに つ いて,ご 存知ですか。(択 一回答)'.441

〔i竃 竃 瓢 織
でくだ二∴ ない〕 口

Q6-2貴 社 の該 当部門ではCMMの 認 証を取得 していますか。(択 一回答),、42

〔;:麟 鱗 長言寸してい・i:麟 薯蒜 考えている〕 □

Q6-3貴 社の該当部門が関わる情報システムの品質向上を図る上でCMMは 有効な手段であると思われますか。

〔1:馴 詮 ない3・ 分からない)443□(択 一回答)
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通 信 回 線 サ ー ビス

Q7現 在,貴 社のオンラインシステム(CPUの 所有いかんにかかわらず)で 利用中の回線サービス,お よび今後の利
利用見通しについて,下 の該当欄に○をっけてお答えください。(複 数回答)

通信回線サービスのメニュー

専用線サービス 交 換 サ ー ビ ス

ア

吉

雀
學
|

莫

募競

顯
蓼
芭

彊
夢

裏
@

A

孟

雷丁

.支

電
話
工
易

穎

8
X

ISDN 合

£

z⊥

じ
喜

吉

㌃

じ

↓

と
ス

IP

ネットワーク

サービス葦 き

8 1
寺長

x

』

現在利用している

今

後

・1～2年 内に新 しく利用する予定 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1～2年 内に利用を取 り止ある予定 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2. 2

471-483

491-503

lP・ ッ ト ワ ー サ ー ピ ス

Q8{P(イ ンターネッ トプロ トコル)技 術を用 いた仮想プライベー ト網(lP-VPN)サ ー ビスについて
,以 下b設 問

にお答えください。

Q8-1貴 社 でのlP-VPNサ ー ビスの導入状況について,下 の該当欄 に○ をつけてお答え ください。(択 一回答)

IP-VPN

サ ー ビスを
,

既に導入 している 導入の予定である 導入の検討を

行 っている

導入の予定は

ない 、自前 のVPN

設 備(フ ァイアウ+

ルなどによる)

ネ ッ トワーク

側のVPN機

能 による

自前 のVPN

設 備(フ ァイアウ+

ルなどによる)

ネッ トワーク

側のVPN機

能 による

1 2 3 4 5 6

Q8-2

音声 通信の

VolPへ の

統合

既に導入 して
いる

導入の予定で
ある

導入の検討を
行っている

,

検討を行った
が導入を見送
っている

検討 していな

い,不 明

.

1 2 3 4 5

511

音声通信のlPネ ッ トワークへの統合(VolP)の 導入状況について,下 の該 当欄 に○をつけてお答え ください。

(択一回答)

512

Q8-3他 社 との接続によるエクス トラネッ トワークの構築にっいて,他 社 との接続状況を(a)の該 当欄に○を,接 続
を行っている場合 は,(b)の 利用 している回線種別の欄に○を付けて ください。

〔a)

他 社 との接続を

(択一回答)

行 っている 1

513

⇒ (b)
使用回線種別
(複数回答)

専用回線 公衆回線 その他

行 っていない 2

Q8-4

521

514-516

lP-VPN,又 はVo-lPな どIPネ ッ トワークサー ビスを導入 ・利用する場合の理由はなんですか
。

下欄の該当するものに○をつけてお答えください。(複 数回答)

①全社的なネッ トワー.クシステム見直 しの一環 ②親会社や他社とのネ ットワーク化のため

③顧客へのサービス向上 ④新規事業の開始にともなう新システムの導入

⑤通信経費,ネ ットワーク運用経費等の削減 』526 ⑥ その他 〔 〕

コ ン ビ ュ ー ・ ・ッ トワ ー

Q9コ ンピュータ ・ネ ッ トワーク(LANも 含 む)の 利用についておたずね します。

Q9-1ネ ッ トワークを構成す るサーバー機器 のうち保有 しているものの台数の変化について,そ の増減の見通 しを,
「増:1,並:2,減:3」 の数値に○をつけて下 さい。 .、.

保有機器台数の見通 し

機 種

平成13年度 今 後

増 並 減 増 並 減

サ ー バ ー マ シ ン

汎用 コンピュータ(オ フコンを含む)b 1 2 3 1 2 3

UNIXサ ーバー5" 1 2 3 1 2 3

NTサ ーバー535 1 2 3 1 2 3

Linuxサ ーバ ー537 1 2 3 1 2 3

その他5Ω 1 2 3 1 2 3

532

534

536

538

540
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Q9-2社 内LAN,イ ン トラネ ット,エ クス トラネッ ト,な どのネ ットワークを構築 し,活 用 した結果,下 表の各

項目にっいて効果の程度を1～5の 段階に分けて○を付けてお答え ください。(項 目毎に択一回答)

ネ ッ トワーク化
い効
な黒
いは

三
て

ての期 があ
い効持 上る
な果し
いはた
上ほ
つと

が程

護
る果

・

現が期
れハ待 不
て ツしi
い キたi

る リ効i明
と果i効 果 の 項

効 果 の 段 階

目

情報化関連費用

ハー ドウェア関係運用費用の節減(初 期投資を除 く) 1 2 3 4i5

ソフ トウェア関係運用費用の節減(初 期投資を除 く) 1 2 3 4i5

要員人件費の削減 ・ 1 2 3 4i5

情報システム部門

システム開発 メンテナンスの能率の向上 1 2 3 4i5

情報処理の運用,ア ウトプット作成の迅速化 1 2 3 4i5

経営戦略分析資料等の作成の適用拡大 1 2 3 4i5

エン ドユーザ部門

エ ン ドユーザコンピューテ ィングの浸透 1 2 3 415

全社的な業務処理,手 続き等の見直し,簡 易化等 1 2 3 4i5

組織改革(部課の改変,統 廃合等) 1 2 3 415

取引先,顧 客の満足度向上, 1 2 3 4i5

551

552

553

554

555

556

557

558

559

560

Q9-3現 在利用されているネットワークにっいて,現 在から将来にかけてどのような改良の計画がありますか。

下欄の該当する計画項目をネットワークの規模,範 囲別に○を付けてお答えください。(複 数回答)

ネ ットワーク改良の課題 、 短 期 の 見 通 し

①ホス ト系ネ ットワークの規模 1.拡 張 2.現 状 3.縮 小

②サーバー系ネ ットワークの規模 1.拡 張
・2
.現 状 3.縮 小

③イ ンターネッ トの活用 1.拡 大 2.現 状 3.縮 小

④ネ ッ トワークの回線容量 1.拡 張 2.現 状 3.縮 小

⑤ネ ッ トワークの速度 1.高 速化 2.現 状 3.低 速 化

⑥ネ ッ トワークでの適用業務 1.拡 張 2.現 状 3.縮 小

⑦ネ ッ トワークを活用 した新事業 1.開 始 2.検 討 3.な し

⑧ その他 〔 〕 1,増 2.現 状 3.減

56}

562

563

564

565

566

567

568

1モ バ イ ル コン ピューテ ィング(M/C)1

QIO自 宅や社外でパソコンやPDAな どあ情報機器を利用 し,会 社 とオンライン接続 して業務の一部 を行うモバイル

コンピューティングの導入 ・利用について,以 下の設問にお答えください。

QIO-1M/Cの 導 入 ・利用状況について導入 ・利用の段階に○を付 けてお答え ください。(択 一回答)

M/C

導入 ・利用の段階

導入 ・利用 している 導入 していた

が,現 在 は中

止 している

導入の可能
性を検討中

検討 してい

ない,不 明
導入後,2年 以 上

経過 している

導入後,2年 未満
又は試験的に導入

モバイルコンピューティング 1 2 3 4 5

Q10-2～Q10-5へ ←

Q10-5へ ←

ll

}1L⇒Q1、

581

QIO-2M/Cの 導入 ・利用部門に○を付け,そ の部門内における導入率(利 用している部員÷部門の総員:%)

の現況と導入率の今後の見通しを記入してください(%は 概算で結構です)。(複 数回答)

利用部門 営業 ・販売 財務 ・経理 企画 ・総務
人事 ・労務

研究 ・開発
製造 ・設計

情報システ
ム部門

その他

〔 〕

現在利用 している(Ol田

導入率(%)6臼 ll:%
II.

lll%
IIl iii% lll%

111 iii% iii%

短期の見通し(○)
621

増i同i減 増i同 職 増i同1減 増!同 職 増i同i減 増i同i減

1i2i3 1!2i31t 1i2i3 1!2!3$` 1i2i3 1i2i3

QIO-3M/Cで 利用 している業務の程度 について,該 当する番号を記入 してください。

〔1.社 内 とほぼ同じ業務を行える2.特 定の業務を社外で行っている〕
…口

596

618

626

※Q10-3で 「2」とご回答の時,下 欄の該当する業務内容に○を付 けてお答え ください。 (複数回答)

、

受発注業務 提案 ・営業活動 社内外との電子
メール

社内の基幹業務
(経理人事など)

その他

〔 〕

M/Cの 特定業務
63z b3b
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QIO-4M/Cに 期 待する効果とその満足度に○を付 けてお答え ください。 (複数回答)

M/C導 入 ・利用の効果と満足度 非常に満足 満 足 やや不満 不 満

①時間の有効活用による生産性の向上 4 3 2 1

②社内外の情報共有の高速化 4 3 2 1

③ 顧客へのサービスレベルの向上 4 3 2 1

④移動費などコス ト削減 4 3 2 1

⑤ そ の他 〔 〕 4 3 2 1

QIO-5M/C利 用上の問題点 にっいて下欄の該当する事項に○を付 けてお答え ください。

64[

642

643

644

645

(複数回答)

利 用 上 の 問 題 点

① 端末機器等の価格が高い6" ② 通信サー ビスエ リアが狭い,中 断が多tl1

③ ソ フ トウ ェ ア,利 用 メ ニ ュ ー が 少 な い648 ④ 通信速度が遅い,応 答時間が長い649

⑤ 通信料金が高い650 ⑥ エ ンドユーザへの教育 ・訓練が不十分6bl

⑦ セキュ リテ ィ対策が不十分652 ⑧ 労務管理,勤 務時間があいまい6`3

囲
Qllイ ンターネ ッ トや電話などで受ける顧客に対するサー ビスや顧客データを管理するシステムである,

(CustomerReIationshipManagement)へ の取 り組み状況について,以 下の設問にお答え ください。

Qll-1情 報 システムが対応 している顧客とのチャネルに○を付けて ください。

CRM

(複数回答)
6〔 6rb

面 対 サ ー ビ ス

(facetoface)

電話 EAX イ ンタ ー ネ ッ ト 特に情報システムと
して対応 していない

Qll-2顧 客 との電話対応について,導 入 している機能に○を付けて ください。 (複数回答)
681 b84

CTI(ComputerTel
ephonyIntegration)

VRU(VoiceRecogn

川onUnit)

ACD(AutomaticCaU
Distribution)

特に電話対応に関する機能
の導入はない

Q11-3

691

694

顧客とのインターネッ ト対応について,導 入 している機能に○を付けて ください。(複 数回答)

ホ ームページによる全ユーザー共通の情報提供

顧客固有情報の提供(顧 客がセルフサービスにて情報取得)

顧客固有情報の提供(サ イ ト側が顧客 にOne-to-Oneに て情報提供)

取引予約や決済サービス

Q11-4顧 客情報の整備 ・統合状況について,該 当す る,ま たは近 いと思われるものに○を付 けて ください。

《顧客対応に必要な情報 は》(択 一回答)
695

業 務 ご と に バ ラバ ラ に デ ー タベ ー ス,又 は フ ァ イ ル と して 保 有 さ れ て い る1

2

3

顧 客 ごとにデータベース化 されていないが,あ る程度顧客 ごとに総覧で きる仕組みにな っている

顧客 ごとにデータベース化されている

Ql1-5顧 客 データを分析,活 用するために導入 している機能に○を付けてください。

1Ul 〆u4

データマイニング One-to-Oneマ ー

ケ テ ィ ン グ

顧客 セグメンテー
シ ョン

特に導入 している機能
はない

(複数回答)

☆ ☆ ☆ ☆ ご協力 あ りが とう ござ いま した。 ☆ ☆ ☆ ☆

一258一
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